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この報告書 は,日 本 自転車振興会か ら競輪収益の一部 であ る機械工業振興資金の補

助を受 けて昭和61年 度 に実施 した 「地域内オ ンライン ・ネ ッ トワークによる情報 流

通 システムに関する調査研究 」の成果 をと りまとめたものであ ります。
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情報社会の進展に伴う情報基盤の格差是正が叫ばれて久 しく,地 域においても,情 報利用のための

環境整備の要請が高 まり,各 所 において情報化の促進が なされ ている。

当協会においても昭和54年 度 より58年 度 の5カ 年 にわたり,地 域情報拠点の育成事業を実施 し,

地域 データの整備,ク リア リング機能の形成,デ ータ交換利用を中心に地域情報化の基盤整備を推進

してきた。 亡

また,こ の間における情報化の進展は 目覚 しく,デ ータベースの構築 ・サ ービス化の動向,デ ータ

通信技術の向上,ニ ューメデ ィアに よる手段の多様化,法 制度問題の審議等 々情 報流通の為の諸条件
`

が整いつつある。

こうした状況を踏 まえ,地 域活性化 と情報の有効利用を目的 に,59.年 度 より3カ 年計画で全国8

地 域における地域内情報流通 システムの ビジ ・ンを作成 することと した。 この際,情 報流通の効率化

・迅速化に視点をおいてオ ンライ ンネ ットワーク化を志向 し,具 体的な方策を検討す ることとした。

初年度にあた る59年 度 は,北 海道(札 幌圏産業情報流通),関 信越(首 都圏経済情報流通),東

海 ・北陸(名 古屋中枢管理機能強化),九 州(地 場 産 品 ブ ラン ド確 立)の4地 域 に お いて,

60年 度に おいては,東 北(仙 台圏企業経営情報流通),近 畿(行 政情報データベース構築とオン

ライン情報流通),中 国(調 査統計情報流通),四 国(産 業経済情報流通)の4地 域 において基礎調

査を実施 し,コ ンピュー タ導入利用状況や情報流 通ニーズ等の現状 を把握 した。

最終年度と して本年度は,全 国8地 域において,基 礎調査結果を踏ま'えた応用調査 として,オ ンラ

イン ・ネ ットワーク形成上 の課題 と方策を中心 とした検討を行い,地 域 情報 システムの ビジョンを作

成 した。

最後に、本調査研究に あた ってご指導,ご 協力をいただいた委員は じめ関係各 位に感謝の意を表 し
N
＼

ます。

昭和62年3月
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「地域内情報流通委員会」委員名簿

委員長

委 員

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃(前)吉

〃(後)湯

〃

〃

〃

〃

〃(前)宮

〃(後)中

〃(前)中

〃(後)佐

"(前)尾

"(後)立

〃

〃

〃

員委門専

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

二

介

夫

一

勲

勝

男

弘

明

清

夫

広

忍

治

夫

樹

武

任

人

良

二

子

夫

嗣

久

人

毅

明

子

也

文

美

亮

伸

岩

勇

光

真

正

治

公

幸

隆

茂

常

澄

孝

譲

車

安

雄

雅

俊

朋

雅

弘

一

端

島

瀬

田

島

子

沢

出

口

岡

村

藪

山

川

藤

本

西

島

藤

崎

石

森

藤

鳥

堂

瀬

藤

坂

野

津

原

橋

御

川

馬

百

武

福

金

長

井

牧

大

藤

小

斉

藤

佐

山

古

木

後

早

浅

鷲

松

三

(順 不同,敬 称略)

(財)地 方自治情報センター 理事

日本商工会議所 中小企業振興部長

中小企業事業団 情報調査部 情報調査企画課長

地域振興整備公団 工業再配置第一部 計画第二課長

日本科学技術情報センター 企画室調査役

(財)日 本立地センター 調査研究第2部 長

(財)余 暇開発センター 研究開発部長

日本経済新聞社 データバンク局 生活情報部次長

札幌通商産業局 総務部 情報管理室長

仙台通商産業局 総務部 情報管理室長

仙台通商産業局 総務部 情報管理室長

東京通商産業局 総務部 情報管理室長

名古屋通商産業局 総務部 情報管理室長

大阪通商産業局 総務部 情報管理室長

広島通商産業局 総務部 情報管理室長,

四国通商産業局 総務部 情報管理室長

四国通商産業局 総務部 情報管理室長

福岡通商産業局 総務部 情報管理室長

福岡通商産業局 総務部 情報管理室長

通商産業省 立地公害局 地域振興室企画係長

通商産業省 立地公害局 地域振興室企画係長

通商産業大臣官房 情報管理課政策情報システム室長

通商産業大臣官房 情報管理課政策情報システム室企画係長

(財)日 本情報処理開発協会 調査部次長

札幌通商産業局 総務部 情報管理室電子計算機専門職

札幌通商産業局 総務部 情報管理室

仙台通商産業局 総務部 情報管理室電子計算機専門職

仙台通商産業局 総務部 情報管理室

東京通商産業局 総務部 情報省理室電子計算機専門職

東京通商産業局 総務部 情報省理室

名古屋通商産業局 総務部 情報管理室電子計算機専門職

名古屋通商産業局 総務部 情報管理室
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〃(後)
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夫
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秀

明

美

聡

隆

正

弘

尚

健

良

隆

修

国

隆

直

佳

康

貴

田

崎

尾

上

居

鳥

西

島

上

森

田

原

川

河

谷

石

山

松

三

土

十

清

村

小

池

大

長

大阪通商産業局 総務部 情報管理室長補佐

大阪通商産業局 総務部 情報管理室電子計算機専門職

広島通商産業局 総務部 情報管理室電子計算機専門職

広島通商産業局 総務部 情報管理室

四国通商産業局 総務部 情報管理室電子計算機専門職

四国通商産業局 総務部 情報管理室

福岡通商産業局 総務部 情報管理室長補佐

福岡通商産業局 総務部 情報管理室長補佐

福岡通商産業局 総務部 情報管理室電子計算機専門職

通商産業大臣官房 情報管理課計画班

通商産業大臣官房 情報管理課政策情報システム室

通商産業大臣官房 情報管理課政策情報システム室

通商産業大臣官房 情報管理課政策情報システム室
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「札幌圏における地域産業情報流通調査委員会」委員名簿

A

委員長

委 員
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〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

郎

基

務

巳
、
磨

一

朋

治

三

勝

二

明

任

明

太真
.
雅

岳

琢

進

厚

重

一

則

賢

正

義

野

子

野

田

藤

谷

橋

部

田

木

口

井

内

谷

足

大

太

中

半

佐

猿

高

服

窪

大

牧

石

山

(順不同,敬 称略)

札幌大学 経営学部教授

北海道 商工観光部 商工振興課長補佐

北海道 開発調整部室幹

北海道経済連合会 事務局次長

札幌商工会議所 企画室次長

北海道拓殖銀行 調査部上席調査役

北海道電力㈱ 情報システム部システム総括課長

北海道東北開発公庫 北海道支店 開発調査課長

(財)北 海道地域技術振興センター 事務局長

日本電信電話(株)北 海道データ通信事業部 事業企画担当次長

(社)北海道産業調査協会 事務局長

札幌通商法業局 総務部 情報管理室長

札幌通商産業局 商工部 商工課長補佐

札幌通商産業局 総務部 開発企画課長補佐

「仙台地域情報流通調査委員会」委員名簿

■

■

長

員

員

〃

委

委

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

(前)大久保

(後)平 井

小 堤

湯 村

夫

慎

和

吉

夫

一

義

一

治

夫

博

夫

秋

浩

省

宗

栄

正

隆

啓

仲

治

嶋

伯

田

谷

木

口

塚

浦

津

佐

澤

柳

鈴

江

大

塩

(順不同,敬 称略)

仙台商工会議所 事務局次長

東北金属工業㈱ 総合企画本部 ビジネスプラン推進部長

カメイ㈱ 情報機器部長

日本電信電話㈱ 東北データ通信事業部次長

日本電気㈱ 東北支店システム支援部長

(財)東北開発研究センター 調査研究部長

北海道東北開発公庫 東北支店 開発調査課長

(財)宮城県企業振興協会 中小企業情報センター所長

仙台通商産業局 総務部 開発企画課長

仙台通商産業局 総務部 開発企画課長

仙台通商産業局 商工部 流通消費課長

仙台通商産業局 総務部 情報管理室長



委員長

委 員

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

「首都圏経済情報流通調査委員

洋

美

勇

辰

昭

治

雄

利

広

'嗣

千

精

正

幸

秀

勝

公

雄

薗

田

木

下

藤

田

藤

舘

藪

鳥

鶴

内

鏑

杉

佐

杭

須

築

大

山

会」委員名簿

(順不同,

東京商工会議所 理事 ・産業経済部長

埼玉県 商工部 産業政策課産業情報係長

千葉県 商工労働部 イ商政課商業振興係長

東京都総務局 総務部行政管理室副参事

神奈川県 商工部 産業政策課副主幹

中小企業金融公庫 調査部資料統計課調査没

日本開発銀行 情報システム部副長'

東京電力㈱ 企画部 調査課長

東京通商産業局'総 務部 情報管理室長

(財)日本情報処理開発協会 調査部次長

敬称略)
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委員長

委 員

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

「名古屋大都市圏情報流通委員

彦

明

明

一

義

則

司

雄

哲

之

行

忍

夫

義

弘

敏

守

勝

孝

健

辰

修

博

勇

藤

内

置

野

木

村

水

中

井

本

部

山

井

加

河

田

佐

高

北

清

田

三

山

岡

藤

永

会」委員名簿

(順 不同,敬 称略)

(財)中部科学技術センター 事務局長

愛知県 企画部 企画課長

岐阜県 企画部 企画調整課長

三重県 地域振興部 情報システム推進課長

名古屋市総務局 プロジェクト室主幹

名古屋商工会議所 調査課長

中部電力㈱ 企画課長

中部経済連合会 調査部長.

㈱ 東海銀行 調査部調査役

(財)ファインセラミックスセンター 試験研究所 主任研究員

名古屋通商産業局 総務部 開発企画課長

名古屋通商産業局 総務部 情報管理室長 、

名古屋通商産業局 .総務部 調査課長袖佐兼情報管理室付
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、

、
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「近畿地域行政情報流通調査委員会」委員名簿

■

委員長

委 員

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

弘

美

典

雅

三

行

美

夫

治

昌

宗

成

敦

昌

和

和

輝

幸

田

水

谷

藤

中

藤

本

釜

川

藤

掛

池

遠

畑

内

松

嶽

小

(順 不同,敬 称略)

(財)関西情報センター システム部長

京都府 商工部 商工振興課長

大阪府 商工部 経済振興課産業政策室長

兵庫県 商工部 産業政策課長

大阪瓦斯㈱ 情報通信部課長

関西電力㈱ 企画部副長

(財)関西情報センター 事業部次長

大阪通商産業局 商工部 機械情報産業課長

大阪通商産業局 総務部 情報管理室長

へ

「中国地域行政情報流通調査委員会」委員名簿
q

ρ

委員長

委 員

〃

〃

〃

〃

〃

〃

作

也

志

三

男

允

彦

一

秀

雅

清

耕

和

幸

彰

城

木

藤

井

谷

西

内

田

平

佐

亀

賀

今

武

沼

上

(順 不同,敬 称略)

広島大学 経済学部教授

広島商工会議所 企画室長

中国電力㈱ 経済研究所次長

日本電信電話㈱ 中国総支社 事業開発部INS企 画室次長

(財)広島県産業振興公社 広島県中小企業情報センター所長

岡山県 企 画部 統計管理課長補佐

広島県 企 画振興部 情報管理室専門員

山口県 企画部 統計課主幹

◆



「四国地域産業経済情報流通調査委員会」委員名簿

委員長

委 員

〃

〃

〃

〃

紀

二

久

夫

幸

二

安

英

幌

純

茂

純

田

崎

多

田

橋

田藤

横

岩

喜

柴

高

後

(順不同,敬 称略)

日本開発銀行 高松支店次長

高松商工会議所 常務理事

(協)高松卸センター 常務理事

四国経済連合会 常務理事
`

タダノ産業㈱ 取締役技術部長

徳島県中小企業振興公社 中小企業情報センター次長

¶

●

「地場産品ブラン ド確立のためのオ ンライン

情報流通委員会」委員名簿
色

委員長

委 員

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

達

國

生

郎

郎

久

哉

人

樹

一

一

守

一

剛

慎

徳

卓

澄

敏

尾

藤

藤

井

庭

藤

藤

藤

本

松

江

後

長

大

斉

加

佐

藤

(順不同,敬 称略)

(財)九州流通システム協会 理事長

(財)久留米地域地場産業振興センター 専務理事

日田 ・玖珠地域産業振興センター 事務局長
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事 業 の 概 要

ここでは,本 事業 の目的,計 画,推 進体制,実 施経過及び報告書 の構成 について述べ る。

1.目 的

種 々の地域機 関において,コ ンピュータの導入及びその利用は着実に進んでお りピINS(高 度 情

報通信サー ビス)等 のデ ータ通信網の進捗と併せ,今 後の地域におけるコンピュータ利用は,地 域

機関相互のネ ットワーク化を指向す るものと予想 され る。

また,経 済情報 や流通情報,産 業情報等の各種情報 に対するニーズは強 く,そ の迅 速な流通の面

か らもネ ットワーク化が前提 とされている。

このよ うな情報流通 システム
、は・情報流通の効率イヒ・迅速化 を可能とす るばか りでな く・地域機

関におけ るコンピュータの効率利 用,ひ いては地域におけ る情報化を一層促進 させるものである。

本事業では,3カ 年 計画で各地域固有の情報ニーズに基 づ く情報流通 システ云ai)ビジ ・ンを作成

するとともに,そ の形成のための具体的方策を研究す ることを 目的 とす る。

●
～

2.事 業 計 画 ・ ・`

全 国8地 域を対象に,地 域固有 の情報ニーズを勘案 して情報流通 システ ムの対象機 関;対 象情報

を選定 して以下の事業を行 う(表1-1)。

(1)・基礎調査(・59年 度 及 び60年 度)'

59年 度 は全国8地 域の中か ら4地 域を対象に,ま た,60年 度 は残 り4地 域を対象に,各 地域

での コンピュータ導入及び利用の現状を調査するとともに,オ ンライン・ネッ.トワークによる情報

流通 システムに対す る各種地域機関のニーズを調査 し流通対象情報の問題点等について検討 する。

ただ し,59年 度 は北海道,関 信越,東 海 ・北陸,九 州の4地 域において,60年 度 は,東 北,

近 畿,中 国,四 国 の4地 域において基礎調査を実施す る。

(2)・応用調査(61年 度)・ ・'

61年 度 は全国8地 域を対象にこれ までの基礎調査結果 を踏 まえ,オ ンライン・ネットワークの

問題点及び対処方策につい て検討 し,地 域内 オンライン・ネットワークに よる情報流通 システムの

ビジ ョンを作成す るとともに;シ ステム形成に向げた具体的方策について検討する。

'
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表1-1事 業 計 画

年度

調査

地域

調 査項目

59年 度 60年 度 61年 度

i基 礎 調 査 応 用 調査

4地 域
1

'北 海 道
,関'

信 越,東 海 ・

、北 陸,九 州 、

4地 域

,、

東北,近 畿
中国,四 国
、'

8地 域

委員会の設置 ・開催

機関,情 報分野選定.

電算機導入利用調査

情報流通ニーズ調査
t

流通対象情報検討

オンライン化調 査

ビ ジ ョ ン 作 成

システム形成具体策

検討

報 告 書 作 成'

.

一
一 ・

一

● ●

臼 ・

一

.

■
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、 ・ ■ 一

一 一
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3.推 進 体 制

中央に 「地域内情報流通委員会」(以 下単に本委員会と略す)を,各 地域に地域委員会を設置 し

て本調査研究を推進する。

各委員会の機能と構成は次のとおりとする。

① 地域内情報流通委員会(本 委員会)

・関係諸機関の間の意見交換,並 びに各地域における調査研究事業の全体的調整,と りまとめに

あたる。

・本委員会の開催は年4回 程度とし,事 業計画策定段階,各 地域における中間成果と最終成果の

出揃った段階及び報告書作成段階で開催する。

② 地域委員会

・各地域における関係諸機関の間の意見交換をはじめ,各 地域における本事業を推進 し,全 体を

統括する。

・8地 域について,各 々地域別に委員会を設ける。

・次のメンバーより構成される。

・地域の大学,研 究機関

・地方自治体

・地域の商工会議所等の各種団体

・地域企業(電 力,銀 行等)

・地域の情報サービス機関

一2一

●

句



・省庁等の地方支分部局

・地域委員会は ,各 地域 において年2～3回 程度 開催する。

●

ひ

ぺ

4.実 施 経 過

前記事業計画及び推進体制に基づ き,各 年度 において次のよ うに本調査研究 を実施 した。

(1)地 域 テ ーマの設定

各地域において調査を開始す るにあたり,そ の地域の特性を踏 まえたテーマを各々表1-2の

とお り設定 して実施 した。

表1-2地 域 の テ ー マ

年度 地 域 テ ー マ

59

■

61

北 海 道 札幌圏における地域産業情報のオンライン・ネットワーク構 築に関す る調査研究

関 信 越 首都圏経済情報流通に関する調査研究

東海 ・北陸
名古屋大都市圏における中枢管理機能強化のためのオ ンライン・ネットワーク
システムの展望と課題

九 州
1

地場産品 ブラン ド確立のためのニ ューメデ ィアに関する調査研究

60

■

61

東 北 仙台地域における企業経営のための情報流通に関する調査研究

近 畿 近畿地域行政情報流通に関する調査研究

中 国 中国地域行政情報流通に関する調査研究1

四 国 四国地域産業経済情報流通に関する調査研究

② 実 施 体 制

中央に本委員会 を,59年 度,60年 度 にお　(て は4地 域,61年 度 においては全8地 域に地域

委員会 を図・1-1の とfO・り設置 して調査を推進 した。

ltk・,62年 度 調査 の実施経過は表1-3に 示す通 りである。

・
f

5報 告書 の構 成

本報告書は事業概要,第1編 総論,第2編 各論で構成される。

事業概要においては事業計画と実施経過を述べた。

第1編 総論においては,ま ず,本 調査研究の背景にある高度情報化社会の現状を述べ,本 調査研

究における地域情報化推進の基本的考え方を示 した。次に,各 地域の調査結果に基づく現状分析 と

課題を総括するとともに,望 ましい地域情報化のあり方を提示 して実現に向けた方策をとりまとめ

ている。
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第2編 各論は8地 域vafO・け る調査 成果を各 々にま とめている。'

本 年度においては,59年 度(北 海 道,関 信越,東 海 ・北陸,九 州),60年 度(東 北,近 畿,中

国,四 国)の 基礎調査 に より明らか とな った地域 デー タニーズを踏まえて全8地 域に おいて現状に

おけるオ ンラインネ ットワーク形成上の課題 と具体的対応策 を中心に検討 し,地 域情報流通 システ

ムの ビジ ョン作成を行ってい る。

なお,3カ 年 にわたる本調査研究の成果 は,各 年 度 ごとに 「地域内オ ンライ ン ・ネ ットワー クに

よる情報流通 システムに関す る調査研 究報告書」 として とりまとめてい る。

( .昭禾【].59・60・614三 度)

地 域 内 情 報 流 通 委 員 会 _灘 箏二
(昭 和59・61年 度)

札幌圏における地域産業情報流通調査委員会(北 海道)

首都圏経済情報流通調査委員会(関 信越)

名古屋大都市圏情報流通委員会(東 海 ・北陸)

地場産品ブランド確立のためのオンライン情報流通委員会(九 州)d

(昭和60・61年 度)

仙台地域情報流通調査委員会(東 北)

近畿地域行政情報流通調査委員会(近 畿)

中国地域行政情報流通調査委員会(中 国)

四国地域産業経済情報流通調査委員会(四 国)

一 腰i灘1無
)

図1-1委 員 会 体 制
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表1-3昭 和61年 度調査 の実施経過表

■

○は委員会開催

61/4 5 6 7 8 9 10 11 12 62/1 2 3

中
央
委
員
会

地域内情報流通委員会 一
全体計画策定

26
0

の作成

7
0

21
0
<

19
0

26

0
<∋

印刷

作 成

一
地域計画(案)

報告書とりまとめの検討
夕

一
総 論

地

域

委

員

会

札幌圏における地域産業情報流通
調査委員会(北 海道)

1
20
0

12
0

ξ 〉

調査計画の作成 く ≧

活動計画の検討 く ナ∈

調 査 ・ 研 究 報告書の作成
タ

仙台地域情報流通調査委員会
(東北)

2
0

11
0

首部圏経済情報流通調査委員会
(関信越)

29
0

19
0

名古屋大都市圏情報流通委員会
(東海・北陸)

26
0

12
0

近畿地域行政情報流通調査委員会
(近鋤

15
0

12
0

中国地域行政情報流通調査委員会
(中国)

4
0

13
0

塁騨 麟蹴 ⇒ 鑑
26
0

23
0

地場産品ブランド確立のためのオ ン
ライン情報流通委員会(九 州)

26
0

16
0

20
0
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第1編 総 論

1.情 報 化 と高 度 情 報 化 社 会

1.1高 度情報化 とは

情報 とは,そ の発生 ・利用な どの面で商品など産業製品 とは基本的に異 な った性質を持 ってい

る。商品が決め られた 目的に沿 って消費 されるのに対 し,情 報 はその情報 を利用す る者によって

目的,価 値 がまちまちで ある。

情報 にはその性質上,入 手 した情報 の内容が自分の持つ 目的 に合致 してお り,利 用するだけの

価値があ るかどうかの判断を必要 とす る。例 えば,刻 々と変動 す る相場情報 を入手することによ

って商品それ自体の持つ価値 をはるかに越えた価値を入手す る機会を得 ることがで きる。 この よ

うに情報を活用することによって高い価値 をつけ加える,あ るいは情報 と情報 とを組合せて更に

高い価値を産みだす とい った形で情報化 が進 んで いく。

情報化の進展 は,産 業界,地 域社会,家 庭等,あ らゆる分野 ・部所 における情報利 用の多目的

化,複 合化,多 様化を許容 し,容 易 に必要な情報を入手 し,目 的 に沿った高度利用 を可能にする。

こうした状況を支えるために,情 報 網 が張 り巡 らされ,各 情 報 の 流 れ は整 然 と制御 される

必要がある。 このよ うな情報の高度化 によって産業,企 業,社 会,個 人等のニーズを満たす社会・

高度情報化社会が出来上 がって くるのである。

有史以 来,人 類 の営んで きた生産活動 は,農 業 ・工業 に集約 さ礼 それぞれ独 自の政治 ・文化

の形態 を形作 って きた。 ところが,今 日,こ れら二種の形態 とは異な った構造 ・現象を随所に見

出すことがある。そこには明らかに今までの社 会とは異なった形で情報化社会 が既存 の もの と複合化 し

つっ確実に進展 している。こういった視点で,農 業社会 ・工業社会における対 象物 である食料 ・製 品等

と,情 報化社会 における情報の特徴 を比較検討 すると顕著 な差異 が見えて くる。

情報 はそれ自身だけでな く他 の製品と組み合わされて,製 品の持つ価値をさらに高付加価値化

させ る。情報 は農 ・工業 社会 においては無償と考え られていたが,情 報化社会 においては有償な

ものと考え られるよ うになって きた。 また,財 としての情報 は,水 や空気 と同 じように公共財 ・

自由財であったが,そ の利用 目的 ・用途 ・範囲の拡大によって,民 間財 ・経済財 として利用 され

るよ うになってきている。 利用面では食料 ・製品が消費 されて しまうのに対 し,情 報 は利用 され

て も消え去 ることはな く,何 度 でも目的 に沿 っての活用が可能 である。 生産面 では.工 業化製品

は工場 において大量生産 され るのに対 し,情 報 については最初 の情報 の生産 には莫 大なパ ワーを

必要 とするが同一情報 の コピーは極めて容易である。 その他 情報の特徴 どして,農 ・工業製品

の輸送 に対 しては通 信,物 理 的な処理加 工に対しては論理的な処理加工,等 をあげることができる。こ

のように情報化社会における情報 は,農 ・工業社会 における製 品とは異 なった多 くの特質を備え

ており,そ の取 り扱 いについ てもこれ らの特質 を考慮 してお くことが必要で ある。
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1.2高 度情報化の背景 ・

今日の社会は,物 理的豊 か さをほぼ達成 した結果,知 的 ・個性的 な物へ と要求を変化 させて き

ている。例えば,知 的要求 に応える物 として,書 物,TV,ラ ジオ,映 画等が あげられ るが,個

人 の欲求 の個性化は高度化,多 様化 をもた らし,こ れらの媒体 に対 しても写真 ・文字放送等 々.

速 報性,正 確 性,多 様 性が要求 され るよ うになって きている。

この ことは,個 人 に とどまらず,企 業等 多種 ・多様な組織 についても同様 なことがいえる。

企業活動 における生産製品の情報的価値の増大,経 済 のソフ ト化 等 が進 む こと に伴 い,企 業活

動 における情報 の占める役割 は ますます高 くなって きてい る。そ して,企 業間競争の激化 によっ

てそれはさらに加速 されることとなるであろう。 この情報機能の果 た しうる役割の増大によって,

活動主体 となる各種組織をサイ ドからサポー トす るための情報が機能す る分野 が拡大 ・伸長する

こととな り,そ こに新た な ビジネス ・チ ャンスの創出が見 られることとな る。

一方で ,我 が国経済 は二度に渡 る石油 危機 を経験 して,安 定成長時代に移行 しており,高 度経

済成長期に見られたよ うな 「造れ ば売れる 」の時代 は終 焉を告げている。各企業 はこれ までのよ

うな大幅な設備投資か ら,合 理化,効 率化 に努め るよ うになって きている。 また,こ こに きて国

際収支 アンバ ランスの激化,円 高等,国 内 ・国際問題 の深刻化が進 んできたことによって企業 に

求められる自助努力は さらに大 きなもの となってきている。

このような背景のもとで,各 組織ではコンピュータ,FA,OA等 の導入 を以 前に も増 して積極的 に

行 し〉環 境の変化 に対応 して い くための努力を続け ざるをえない状況 とな ってい る。

こうした動 きを背後か らささえてい るのが近年にみ られ る情報関連技術 の著 しい発展である。

パソ コン ・日本語情報処 理にみ られる各 種システム技術な どソフ ト面 での伸びや,IC・LSI

・超LSIに み られる半導体技術 ,光 フ ァイバー ・通信衛生 ・放送衛生 にみ られる通信技術等,

特 にハー ド面 の進 展 と それ に 伴 う低 価 格化 に は著 しい ものがある。

1.3高 度情報 化社会の現状'

(1) 、産 業の高度情報化

情報化 はまず,企 業活動 の合理化 新たな ビジネステヤンスの模 索等
.産 業界 に積極的に取

り込 まれてきた。製造部門,事 務管理部門,流 通 販売 部 門等 で情報化 が進み,さ らに,各 部

門間が ネッ トワークで結 ばれ高度化 がなされた ものである。この動 きは一企業 内にとどまらず,

多 く(D企 業 間でお互い に影響 しあいながら産業 全体の複合的進展 をもtlら す こととなる。すな

わち創造的応用を発揮 すべきの時代 の到来 である。

② 社会の高度情報化

とのような産業 の情報化 は コス トの低減 と便益 の拡大 とい う目的で,多 様化高度化する国民

(消 費者)の ニーズに きめ細か く対応 してい くことになる。 その結果,行 政機関,教 育機関,

医療機関,福 祉機関等 の機関内,さ らにはこれら機関相互 間を結 ぶ情報 システムが導入 さ九

また,産 業 と家庭 とのネ ッ トワー ク化がなされる事 によって,社 会全体 の情報化が進め られ,
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高度情報化が今 日のよ うにな るに至っ・たのである。

③ 生活の高度情報化

今後,こ の情報 化の進展の波 は,家 庭用製品を中心 とした機器のマイ コン搭載,情 報関連機

器 の導入等による情報化 によって,生 活の合理化 ・充実 という面で寄与 していくことになるで

あろう。

このように,情 報化 は産業 から社会 に進展 し,さ らに,家 庭生活の中にも浸透 しようとして

いる。今後は,こ の三 つの分野の情報化が同時に進行 して いくと考え られ る。

・、

イ
■
、

2.オ ン ラ イ ン ・ネ ッ トワ ー ク に 関 す る 技 術 動 向

2.1ネ ッ トワーク登場 と現在 までの経緯

(1)ネ ッ トワー クの登場'

コンビ.一 タ ・ネッ トワークは,本 来はい くつかの コンピュー タ間で計算機資源を効率 良 く共

同利用することを目的 として始まった。

'遠 隔地 にあ るコンピ
ュー タを ネッ トワークを通 して自分 の端末か ら呼 び出 し,プ ログラムや

データファイルなどを共同で使う等,従 来,端 末からの処理要求を センターのコンピュータで集中 し

て処理 するのが二 股的で あった。 これは,こ のよ うな集中型 システムがハー ドウェア,ソ フ ト

ウェアの面で最 も効率 が良 く,経 済性 に優れた形態 であったか らであ る。

しか し,ネ ッ トワー クを とりま く諸技術 の進歩及びネッ トワークシステムの高度化が進むに

つれて,デ ー タ面か らネッ トワークシステムを利用 した分散型 システムへの傾向が強 まってき

た。 その背景 には,ニ ーズの多様化 と複雑化,ネ ッ トワー クシステムの規模 の増大,端 末装置

の多様化,ホ ス トコンピュ・一夕への負荷の集中とい った従来 のネッ.トワー クシステムでは解決

しきれない問題 が多発 して きた こと,ま たシステム開発 と保守 の容易性,通 信 回線 コス トの節

減 ハー ドウェアの低廉化,シ ステムの信頼性の向上 といった,ネ ッ トワニ クシステムへのユ

ーザーの要求 と期待があ った。

(2)コ ンピュータ間 ネッ トワークの登場

コン ピュー タ間のネッ トワー クの大幅な発展は,1971年 に米国国防省のARPA

(AdvancedResarchProjectAgency)の 成果 の公表 をきっかけ として始 まり,急 速 に進展

した。 また,ソ フ トウ ェアの大規模化,通 信回線利用の増加によるコス トの増大,シ ステムの

広域化の要望等により・ システム内での階層分散化が行われた。つ まり・ スタン ドアロン型 コ

ンピュータと異 な り遠距離制御装置,端 末機制御装置,イ ンテ リジェン ト端末機等の情報処理

機能 を持つ機器 を分散配置 し,こ れ らをネ ットワー クで結合す ることにょりシステムレスポン

スを高めたので ある。

(3)ネ.ッ トワー クアーキテクチ ャの登場

このネ ッ トワークによ.って新 しいデー タ処理体系 であ・る分散処理を指向 したコンピュータネ

ッ トワークを構築 しよ うとす る新 しい動 きが起 こった。 このためセンターと端末 との間の通信方
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法,異 な っ た計 算 機 上 の プ ロ グ ラ ム 間 で の 情 報 授 受 方 法 な ど の 規 約(プ ロ トコ ル)を 統 一 的 に

定 め た ネ ッ トワ ー ク ア ー キ テ ク チ ャ が 制 定 さ れ る よ う に な っ た。1974年 にIBMがSNA

(SystemsNetworkArchitecture)を 発 表 して 以 来,日 本 電 信 電 話(N.TT)のDCNA

(DistributedCommunicationNetworkArchitecture),日 本 電 気 のDINA(Distributed

InformationNetworkArchitecture),富 士 通 のFNA(FujitsuNetworkArchitecture),

日立HNA(HitachiNetworkArchitecture),DECのDNA(DigitalNetworkArchi-

tecture)等 の 国 内 外 の コ ン ピ ュ ー タ ・メ ー カ に よ り種 々 の ネ ッ トワー ク ア ー キ テ クチ ャ が 発

表 さ れ 製 品 化 さ れ て き て い る。

コ ン ピュー タ

シ ス テ ム

・ス タ ン ドア ロ ンの

コ ン ピ ュ ー タ シ ス テ ム

(a)デ ー タ通信以前

・専用回線,電 話回線等 を利用 した

オ ンラインでの離れた所か らの計

算機 の利用

(b)デ ー タ通信の出現

`

τ 一 一 ー ー ー ー ー 一「

ホ ス ト

通信処理
装置

回線分岐装置

・通信処理装置の利用による端末の伝送
1

制御手順の多様化への対処およびホ

ストの通信制御処理負荷の軽減

・分岐方式などの利用による通信回線の

有効利用

ザ

(c)回 線 有効利用,セ ンター内機能分散

図2-1ネ ッ トワー ク 出 現 ま で の 過 程
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アー キ テ クチ ャA
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ホ セ
1タ
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通 信

理 装

_」

ア ー キ テ ク チ ャB

!一 一ー 一 一 一 一'一 「

麗

セ

ン
タ

▼

・遠隔制御装置,端 末制御装置(TC)

に よ る階層型の機能分散

・ネットワークによるシステム構成最適化

・ネットワークアーキテクチャの登場

(d)シ ス テム内での階層分散

シ

・ネッ トワー クによる資源共用複合

サ ー ビス

(e)異 シ ステム間の結合

(4)ネ ッ トワー クアーキテクチャの標準化

しかし,シ ステム間の結合が さらに進展 し,異 機 種 コン ピュータ ・ネッ トワークの必要 性が

高 まって きた。 しか し,ネ ・ッ トワークアー キテ クチ ャが メーカごとに違 うと とが大 きな ネッ

クとなってお り,こ れ を解決 するため に,各 レベルのプ ロ トコルを標準化 する動 きが出て きた。

(図2-1参 照)

ざ

2.2コ ン ピ ュー タ ネ ッ トワ ー ク の 特 徴

コ ン ピ ュ 一 夕 ネ ッ トワLク の 定 義 は,「 任 意 の ペ ア の コ ン ピ ュ ー タ間 で,'互 い に そ の 資 源(ハ

ー ドウ ェア ,ソ フ トウ ェ ア,デ ー タ)を 共 用 しあ う こ とが で き る よ う に結 合 され た,そ れ ぞ れ 自

律 し独 立 し た 機 能 を 持 つ コ ン ピ ュ ー タ シ ス テ ム の集 ま り 」 と な っ て い る。

コ ン ピ ュ ー タ ネ ッ トワ ー ク は 次 の よ う な メ リ ッ トが あ る 。

① ハ ー ド ウ ェ ア,ソ フ トウ ェ ア,デ ー タバ ン クの 共 用 可 能 。

② コ ン ピ ュ 一 夕 セ ン ダ ー の 専 門 化 可 能 。

③1つ の 端 末 機 か ら 複 数 の コ ン ピ ュ ー タ シ ス テ ム へ の ア ク セ ス 可 能 。

④ コ ン ピ ュ ー タ ダ ウ ン時 に お け る ネ ッ トワ ー ク内O'シ ス テ ム へ の 代 替 可 能 等 に よ る 信 頼 性 向 上 。
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⑤ コン ピュータ負荷の相互分担 による効率化。

⑥ 各種 リソー スの異 機種間互換 性の向上。

⑦ 大学研究所}ζおける各 自コンビ'ユ一夕または端末磯 間相互交信 による共同研究可能。

⑧ 世界的広域 ネッ トワー クにおける時差の利用 による効率化。

⑨ 各種 リソースの災害に対する地理的分散等 の安全性の確保。

⑩ 仮想 ラー ジコンピュ一夕システムの実現可能。

2.3将 来 のネ ッ トワーク"tf'

現在 データ通信か ら情報通信へ の変化 が始 まりつつ ある。 ネッ トワークア ー キ テ ク チ ャ相

互間の標準化 の動 きやDDX(DigitalDataExchange)の 登場 もそ うした変化の1つ であ る。

現在では,情 報処理技術,通 信技術の進歩 とともに,扱 われる情報が単 に文字や符号 だけでな

く,音 声,図 形,画 像 など多様化 して きた。 また、 これ ら情報の処理や交換 ・伝送 もそれぞれ個

別に行 うのではな く,統 合化が行われ るよ うになってきた。今や情報処理 と通信 を結合 した単 な

るデー タ通信か ら,両 者 を融合,統 合 したより高度 な情 報 通信 の時代 に入 ってきたので ある。

将来 の情報通信 を担 う1つ の姿 としてINS(高 度 情報通信 システム:InformationNetw-

o
.rk,SYs,tgM)計 画OSI(開 放 型 システム間相互接続:OpenSystemsInterconnection)

の動 きを簡単に紹介 したい。

(1)INS計 画 とは

INSは 、 高度情報化社会における情報通信イ ンフ,ラス トラクチャとしてNTTが 推 進 してい

る計画で あり,技 術的にはCCITT(国 際電信電話諮問委員会:InternationalTelegraph

andT'elephoneConsultativeCommittee)で 検討が進んでいるISl)N(サ ー ビス総合ディ

ジタル網:IntegratedServicesDigitalNetwork)に 相 当す るものである。

INSで は
teデ 三 夕通信 フ ァクシ ミリ通信 映像通信等 を結合 した高度 な情報通信を効率

よ く行 うため,,デ ジ タル技術,光 ファイバー技術等 を駆使 した高度情報化社会 にふ さわ しいネ ッ

トワー ク構築 を計画 している。

そのための基本的条件 としては,次 の4項 目が考え られる。

① すべての情報通信 ネッ トワークのディジタル化 一 、

データ通信,フ ァクシ ミリ通信 等別 々にな っている通信網 をデジタル ネッ トワー クとして

.統合する・ このことによ り利用者 は1本 の回線により複合サー ドスが自由に利用で きるよう

になる。

② 授受 される情報量(ビ ッ ト数)に よる課金制度 の確立

通話料金を ビッ トをガイ ドライン.として一元的 に算 定するこ とに より,ネ ッ トワー クを料

金制度 の上か らも統合 し,1つ の ネッ トワークで すべてのサー ビスを共用できるよ うになる。

③ 光ファイバー通信技術,大 容量衛生通信技術の導入 による距離 に無関係 な料金体 系の確立

高速i大 容量の光デ ィスク網の導入によ り通信料の コス トダウンを図るとと もに,距 離の
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、

遠近 によるコス ト差 のない通信衛 星の利用によ り料金格差 を縮小す ることがで きる。

④ 高度 コンピュータによる知能通信処理機能付 ネッ トワークの実現

翻訳通信,音 声認識等 の高度 な機能 を持 つ知能通信処理機能をネン トワークに持 たせよ うと

する ものである。

(2)OSIと は

現在の ネッ トワー クアーキテクチャは メーカごとに違 ってい るため,異 なるメーカの機器間

でネッ トワークを構築す るためには,1つ1つ 変換 システムを構築す る必要 があ り,実 質的 に

はネッ トワー ク化 は不可能で ある。 しか し,現 在,種 々の ネ ットワークシステム間の接続 は必

要不可欠 となって きてお り,メ ーカの統一 を図 ることは不可能 な状態 となつてい る。 このよ う

なニ ーズに応えるため,共 通の ネッ トワー クア.一キテ クチャを作成する(標 準化 する)構 想 が

生 まれた。

ネ ッ トワー クアー キテ クチ ャプ ロ トコルの標準化については,CCITT,ISO(国 際 標

準化機構:InternationalStandardsOrganization)に おいて,OSI(同 一 製 造 会 社 の

製品相互間 の接続に加え,異 なる製造会社の製品を組み合わせて ネッ トワー クを構築 した り,

独 立に構築 されたネ ッ トワークを相互接続 したりするこ ともできる。)が 進 められている。

また、我が国 においては郵政省が 「汎用 コンピュータ ・コミュニケー ション ・ネッ トワー ク

・プロ トコル(CCNP)」 の 開発 を進め,1980年 に郵政省告示 として発表 したのを初め,

現在ではINTAP(情 報 処理相互運用技術協会:InteroperabilityTechnologyAssociat-

ionforInfomationProcessing),POSI(OSI推 進 協議会:PromotionofOSI)

等 に よりOSIが 推 進 されており,1988年 までに実装規約(OSIの 仕 様書,各 メーカが

これに合わせてOSrに 準 拠す る製 品の開発 を行 う。)を 作成 する予定 である。

」 今後
のOSIに おける各 アプ リケーシ ョンの実装規格作成予定 は,フ ァイル転送 プ ロ トコル

(FTAM)は1987年 第3四 半期 電子 メールプロ トヲル(MOTIS)は1987年 第

3四 半期,デ ー タベ ースア クセスプ ロ トコル(RDASP)は198'9年 第2四 半期 となって

いる。

N

2.4ネ ッ トワークの諸課題 、、

ネッ トワーク技術 の進展 に伴 うて,い くつかの解決 すべき課題 が表面化 し始めている。 なかで

も,セ キュ リテ ィと,∵情報流通,情 報格差 については十分 な対策 と配慮が必要であ る。

ネッ トワークの高度 化と利用分野 の多様化でシ ステム規模が拡大す ると,ひ とたびエラーや犯

罪 などが発生 した場合 にはその影 響は重大な もの となるおそれがある。.ネ ッ トワー クによ る便益

を享受で きる代わ りに,シ ステム化 したととによる脆弱性 という リスクに対 して これ まで以上に

十 分なセ キュリテ ィ対策を行 う必要 がある 。セ キ三.リテ ィ些 昼大き く分けて・ 火災'地 震 ・ハー

ドウェア障害 ・ソフ トゥェアベ グといった偶発的事故からの保護と,デ ー タの不正取得,改 ざん

など意図的行為 か らの保護 との2種 類 があ る。 また,値 入に関する情報 も蓄積 され るよ うになる
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につれて,イ 臥 のプライバシー保護 も重要 な課題 とな って いる。

3.地 域 情 報 化 の 進 め 方

各地域 には各 々地理的 要因,産 業 の構 造 的要 因 等が重な り合 って産業面,所 得面,情 報面での

地域特性が生 じてお り,そ の結果,地 域 と して抱えている課題 は当然 のことながら異 なってい る。

地域 の情報化を進 めるに当たっては,そ れ らの特性や課題 に沿 った形 で各地域 ごとにその対応策を

考え ていく必要 がある。・

地域の情報化を,一 方では,全 国的な レベルから統一 した方法 で進めていく必要 もあるが,当 プロ

ジェ.ク トでは各地域が抱 えてい る課題 に対応 した形でその地域 にとって最適 な情報化を進め,ネ ッ

トワーク化を進 めて い く段階で全国 レベルの情報化 を押 し進め る形態 をとっている。

また,産 業 ・社会 ・生活等,高 度情報化の進展は情報 の集積点に対 して,あ らゆる活動 における

これ まで以上 の集積 傾向を呈 している。例えば,東 京におけるデー タベースの集積は全国 に比べ極

端 に高い ものがあ り,そ れに ともな った組 織 ・機 能 の集 積 は 日本全 体 か ら見 た場 合 に大 きな

歪みを産みだす危険 性をはちんでいる。情報化を考え た場合,単 に受信機能を充実するのみでなく,

地域 における情報 の発信機能 を高める必要があり,そ のため にも,地 域自ら地 域内の情報 化を進め

る必要がある。

^i情 報化 は
,産 業 ・商業 の牽引力によって地域社会に まで浸透 してい くが,そ の流れは単に一 方的

:に 進展するだけではな く,産 業,社 会 をとおして情報化が生活 のなか に入って くる反面,各 家庭は消

費 活動 ・文 化 的活 動 を通 じて 産業 ・社 会 に影響 を与 え てい る。この三者間 で行 われてい る情

報の流通 が極めてスムー ズに,か つ互 いの関係を高め合 うような形 で進 められて行 くこと,す なわ

ち,産 業 ・社会 ・生活がベ ス トミックスな形 で進む ことが最適な情報化 である。

∠

地域社会

加工 ・集計済

公的機関

一一 統計 ・文化的情報

計 ・技術 ・文化…

的情報
1加 工.集 計済
計 ・技術 一ー一… … 行 政 ・文化

的情報 的情報

市場情報

生産者
く

消費者
り

,商品情報

図3-1地 域 社会におけ る情報 の流れ

ア

.
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3.1地 域特性 と課題'.、

本 調 査 を進 め るに あたって,各 地域が具体的なアプローチ手 段 を決 定 す る際 の要因 とな っ

た課題は次の通 りであ る。

〈北海道地域〉

北海 道地域はその開発 当初 より,農 林水産業が主体に行 われた とい う経緯 もあ り,第 一 次産

業 の占める割合 が高か ったが,そ の後の開発努力により,サ ー ビス産業 の ウエイ トを着実 に向

・ 上 させて きでいる
。 しかし1第 二次産業 においては㌧食品加工業,鉱 工業等が見られ るが,近

年,鉄 鋼製造業 の後退等 その伸びは低迷 して いるところであ る。 今後においては,北 海道特有

の豊富 な国土資源,冷 涼 な気候9安 価な土地等,優 位な 自然条件 を生か し,食 品加工業の一層

の伸び,基 礎 資材産業 の誘致,広 大 なレクリェーシ ョン産業の開発等を行 ってい くことが必要

である。'

〈 東北地 域〉.

東北地域 は高度経済成長期以降。 第一 次産業 のウエイ トが大幅 に低下 し,第 三次産業 のウエ

イ トが高まってきた。 しか しなが ら,全 国比でみると依然 として第一次産業の比率が高 い状況

である。第二次産業につい ては,従 来,地 場 資源型の生活関連産業,基 礎資材産業が高い ウェ

イ トを占めてい たが,電 気機械 や精密機械産業等の立地 が活発化 し,加 工組立型産業 のウエイ

トが急速に高まって きている。 今後の方向性 として言 先端技術産業 と中小企業 を中心 とした既

・存地元産業 との複合化 によ り
ダ第二次産業の拡大,均 一化 を図 り,地 域 の自立化を進めてい く

ことが必要である。'

〈 関信越地域〉

関信越地域 は東京 を中心 として,日 本の政治,経 済,文 化等,全 般 に渡 っての高い中央集中

がなされている。特 にサー ビス産業 においてはその集中 の度合 いが著 しく,情 報処理機能等 を

巻 き込 んで確実 に膨張 を続けてい る。今後 は,都 市近郊集中が進んでい る工場群の域内 ・域外

・分散を代表 とした都市問題 発生 の原因 となっている各種機能の集中を他 に譲 り渡 していきつつ,

全 国規模 での管理 ・機能 を維持 して行 く必要がある。

〈東海北陸地域〉 ・

東海北陸地域 は既存 の加工組立産業 ・重化学工業 に代表 されるように,こ れまでの高い産業

技術の蓄積 がなされている。 しか し,域 内 における中枢管理機能 が脆弱 なため,二 次産業 の発

達 技術蓄積 があ りながら》 特定地域に留 まり,域 内全般 に渡 るその波 及効果 が充分に得 られ

ず,名 古屋圏への集中 とい った形で偏 りが見 られ る状況 である。 この点 か ら既存蓄積技術等 の

有効利用 と中枢管理機能 の強化 によって域内の発展 に新 しい流 れを造 りだすことが必要である。

〈近畿地域〉 ・ 叫

近畿地域 は古 くか らの伝統的文化 基盤を持つ地域 であり,商 業 において も地域独特な性質 を

もつて着実 に発展 して きた地域 であ る。 また,東 京 に対 し,西 日本 の経 済 ・文化 の中心的な役

割を果 たしている地域でもある。 しかし,一 方で政治 ・経済.・技術等 の情報 についての入手管理
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機能 を今以上 に拡充 する必要があ り,地 域内諸機能の均一的 な発展 のために もその改善を進め

ることが望 ましい。

〈中国地域〉

中国地域 は山陽側 を中心 として基礎資材,加 工組立,重 化学工業等の産業 の発達が見 られ る。

一方で山陰側 においては近 畿圏 を主な市場 とした農業への依存 の形態 と第二次産業の遅 れが見

られる。 この古 くか らある山陽、 山陰 の格差 は地理的条件,交 通網整備の偏り等の要因があげ ら

れ る。今後は域 内格差 の是正 と既存産業の再活性化等の措置を もって,地 域の発展 を実現 して

い くことが必 要である。

〈四国地域〉

四国地域は,そ の地理的,気 象的関係か ら,島 国で平地が少 ない,工 業用水 の確保 が難 しい

といった課題 を抱えている。 また,地 域を牽引 して行 くよ うな核 となる二次産業 が希薄 でもあ

る。今後 は,瀬 戸大橋開通 を契機 とした,域 内の交通網 の整備 を図 り,近 畿圏への食料供給等,

輸送距離短縮 の利点を最大限 に利用 しての地域 開発が望 まれ る。

〈九州地域〉

九州地域 は,'既 に,県 レベルでの先端技術産業の誘致,地 場産業の育成が活発である。 しか

し,そ の試 みはまだ始 まったばか りであ り,地 域全体 としてはこれか らとい うところである。

地理的 に大規模 な市場 から遠 く,そ の商 品輸送,市 場情報入手 とい った課題 は依然残 されてい

る。'今後 は,よ り高 い付加価値製 品の開発を精力的に手がけ,課 題の解決を図って行 くべ きで

あろ う。

'3
.2本 調 査研究のアプ ローチ

(1)基 本 的考 え方

地域 で必要 とする情報 を収集 ・蓄積 し利用で きる体制 をつ くるためには,情 報 ニーズの調査,

提供可能情報 の調査 ・整備,情 報入手の形態及び情報提供の形態 の設定等,種 々の手順が必要

であるが,そ の実現形 態,実 現手順等 は地域特性の実情 によって異 なって くる。各地域 がそれ

ぞれ一様でな く地域 ごとに特 性を持 ってお り,情 報化 の先進的 な地域 も在 れば,発 展途上の地

域 も在 り,そ の地域 特性に合わせた情報化 を進めるべ きであるか らである。本 調査 においては

この点を踏 まえた上で各 地域の特 性に応 じたテー〔 を設定 し,ケ ースス タデ ィ.を行 っ た。そ

の上 で,各 地域 の特性 と情報化の進展状況に即 したオンライン・ネットワー ク'化の具体的方策を

検討 した ものである。

情報化を進 め るにあたっては,ハ ー ドの導入 ・ソ フト開発 ・デー タ整備 ・人材育成等,多 額

の費用 を要す ることとなる。 そのため,こ れらの費用 を費や して もあま りあ る効果 が得 られ る

ことが条件 となって くる。 そ うで なければ安定的で継続的な利用は望 めないであろう。 「情報

があるか ら利用する 」のでは な く,「 必要 だか ら利用 する」とい うことが大切である。 そのた

めには各地域 において真に必要 とされており,そ の情報 を利用 することによ って多大 な効果が

了マ戸
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得 られる情報について まず第1に 整備を図 り,地 域内に流通 させてい くことが利用 ニーズに対

応 した効果的な手段である と言 え る。

実際 にオンライン・ネッ トワー クの構築を考えた場合,情 報源をいかに確保 し,そ の情報 を誰

が,何 処で,ど のように整備 してい くか ということが重要な課題 となって くる。情報源(入 手

ルー ト)の 確保 が実現できなければ,オ ンライン ・ネットワーク構築 も無意味 なもの となって し

まうで あろう。情報源 が確保 され ることによって情報の継続的な供給 が約束 され,ネ ッ トワー

ク内におけ る情報 の円 滑 な流通が初めて可能 となる。

オンライン・ネットワークの実現 によって得 られる効果 の代表的 なもの として次の ような項 目

があげられよ う。

・情報 の正確 性 ・信頼性を確保 し易い(発 生地点 による整備体制)。

・情報 の継続的 な入手 が可能 となる。

・他機関所有の情報 の迅速 な入手 ・利用が可能 となる(情 報格差 の是正)。

・デー タ ・ソフ トウェア ・八一 ドウェデ等 コンピュータ資源の共通 的 ・効率 的利用が可能 とな

る(経 費 ・労力の削減)。

・コンビ。ユ一夕セキュ リテ ィ面 での危険分散になる。

(2)各 地 域のアプローチ

オンライン・ネットワー クの実現可能 性を検討するために,地 域におけ る情報化の現状,ま た,

磁 気媒体 ・その他印刷媒体 による情報入手 と相談 センター,セ ミナー,口 こみ等 による情報入

手の現状について も情報の ニーズを探 るとい う観点か らアンケー ト調査及び聞 き取 り調査を行

った。一 方で,情 報の提供可 能機 関及 び可能情報を探 るため,各 行政機 関 ・関係業種団体 ・大

学 ・金融機関等 に対 し,機 関内OA化 の現状等 についても同様 に調査を行った。以下 に各地域

のアプ ローチの形態を示す が,具 体的 な調査の方法は各地域 によって多少異 なっている。

第1の 形態としては,域 内 において産業の遅れや偏 りが見 られ,現 状 のままでは健 全な地域産

業 の発展 が難 しいとい った地域 について,ま た,諸 機能が過度 に集積 したため,よ り多量 な情

報 を必要 とす るこ とになった地域 について,産 業 ・経済情報 の流通促進を もって,こ れ らの課

題 に対処 して行 こ うとする ものであ る。

北海道地域(札 幌圏 における地域 産業情報流通)

東北地域(仙 台圏に おける企業経営 のための情報流通)

関信 越地域(首 都圏 における経済情報流通)

四 国地域(四 国地域 の産業経済 流通)

第2の 形態としては,全 国有数の工業集積を持 ちながら,他 の大都市圏に比べ中枢管理機能が

脆弱なため域 内の均一 な発展 を阻害 していると見られる地域 について,研 究 開発情報 の流通 ・

蓄積を図ることによって課題解決 を行 おうとするもので ある。 ・

東海北陸地域(名 古屋大都市圏における中枢管理機能強化のための情報流通)

第3の 形態としては,域 内 におけるニーズが高 く,情 報整備 も先行 している行政情 報に着 目し,
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その整備 ・流通 によって高 い効果 が得 られ るであろ うとい う考 えか ら,域 内産業の一 層の発展

と再活性化を図 ろ うとい うものである。

・ 近畿地域'(近 畿 地域 における行政情報流通)

中 国地域(中 国地域 における行政情報流通)

第4の 形態としては,地 場産業 の構造的特徴で ある零 細性によって情報 機能や流通機能 の脆弱

性が指摘 されてい る地域 について,地 場産 品のブランドを確立 し,地 域 中小企業の活性化を図

ろうとい うものである。

.九 州地域(地 場産品 ブ ラン ド確立のためのオ ンライン情報流通)

3.3各 地域 の調査研 究成果'.・

〈北海道地域 〉

(1)情 報 ニーズ..'・

北 海道地域 における情報 ニーズは,① 商品情報 ②市場 ・市況情報 ③企業 ・機関情報

④金融情報 が高 いもの とな っている。

② 情報流通 の現状

また,コ ンピュータの導入率は76%(365機 関 中)と なっており,① 公益 ・金 融業,

② 卸 ・.小売業,③ 製造 業の順に業種の特徴炉現 れてい る。 この面をみた限 りではかな り情報

化嘩 んで いるとば る・ では・ その ・ンピ・一夕の実際 の利 用形態は とし'うと○ 本社'支

店間 オジラィン,② 本社内オ ンライン,③ 本社 内オフラインとな り,本 社 ・支店間オ ンライ ン

の利用形態 が トップであるように,情 報の流通 という点 では,ま だ,閉 じられた社会 の中での

流通 にとは ・てお り・ 広域的 な髄 まで{・は至 ・て いない・ データベー・につ・1マ ま7%

(365機 閑 中)が 構築済の状況 で,① 大学 ・サー ビス業,② 建設業が主たる業種である。 ま

た,情 報の外部提供 については9.%(255機 関 中)で,「 文献情報 」が主である。外部デー

タベースの利用 は,① 大学 ・サー ビス業,② 公益 ・金融業 ③卸 ・小売業で行われている坑

.頻度 と してはそれほど高 くない。,,

(3)情 報流通の課題

① 情報公開の制度化 ②プロトコルの標準化 ③ コス トが非常にかかる

④プライバシー保護のための提供出来ない情報がある

⑤データ提供分野が偏っている.⑥ 利用価値のある情報選択が困難である

⑦オンライン構築にむけての関係機関の人的交流が必要である

⑥ 民間情報サービス機関との有機的結合(各 種ネットワークとの整合性)

⑨情報流通システムに対する地域内コンセンサスの形成

(4)課 題解決のための方策

具体的方 策 として,「 北海道地域産業情報センター 」の構築を行 い・以下 に記す 目的を達成

目標 とする。 また,ネ ッ トワークの形態 としては,① 中央情報 サー ビスセ ンターを設置 し各情

報機関 を結 ぶ形態,② 中継 セ ンターを設置 し情報提供機 関と情報利用者 の仲介 を行 う形態・ の
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2つ が想定 される。

・目 的

①情報の収集,整 理,蓄 積,加 工 ②情報 の創出 ③ 情報の提供

④企業間情報交流支 援 ⑤ その他

・固有 デー タベース

①人材情報 ②道産品情報 ・③研究成果情報(工 業技術 デザイン等)

・国及び地方公共 団体 のサ ポー ト体制

①公的 データの民間利用 のための公開促進

②官によるイ ンフ ラ整備,産 業振興の視点か らの役割分担 の明確化

③官による基盤デ ータ整備 の促進

④標準化 などによるデー タベースの使いやすさの追及

⑤産業界のニーズを吸収 した教育方法,教 材等の開発 と普及

く東北地域〉

(1)情 報 ニーズ

東北地域 における情報 ニーズは,① 所属業界 ・産業界の動 き,② 国内の経 済 ・景 気 動 向,

③ 県内の経済 ・景気動向,④ 事務合理化 ・機械化情報,⑤ 消費者ニーズとなって お り,そ の利

用 について は,① 企業経営 のため,② 製造販売活動 のため,③ 予算計画のため,④ 雇用 及び人

材育成 のため,⑤ 製品の生産活動 のためとなってい る。

② 情報流通の現状

情報 の入手先 としては,① 業界団体,② 本社 ・親会社,③ 取 り引 き先,④ 経済団体,⑤ 情報

サー ビス業,が あげられ,そ の入手形態 となると,① 新 聞 雑誌 等 の 印刷物,② 電話 ・面談,

③ テレ ビ・ラジオ,④ ファ クシミリとなってお り,磁 気媒 体 によ る情報流通の遅 れを現 して

いる。

東北 においては中小企業 が多いとい うこともあ り,情 報提供 者となりうる企業等 の存在がい

まだに希薄である。また,各 企業においても現在の情報入手法か らオンライン ・ネットワー クによるも

のへの移行の必要性を認識 してい る企業は少 なく,そ れぞれ の企業の個別のルー トで情報 を収

集 している とい う状況 である。

(3)情 報 流通 の課題

・VANに 関 す るもの

① イメージが明確でない ② コス ト負担が大 きい ③ コンピュータ技術者の不足 ④ セキ ュ

リティの対応 が難 しい

・社内情報流通 に関す るもの'

① 情報 が具体化 しない ② セキュ リテ ィの対 応 が難 しい ③情報の正確性の確保 が難 し

い
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(4)課 題 解決 のための方策

具体的な方策 として以下 の3項 目を記す。

① マーケ ッ ト情報セ ンターの設置

食料品製造業者 に対 して,都 市 計画,団 地情報,出 店情報等 の仲介役を行 う。

②代理店機能機関の設置

商用DBの ア クセス ポイ ントを集約 し,通 信 コス トの消滅を図 る。

③地域 ネッ トワー クセンターの設置

国,自 治体,各 種 団体等の異業種交流を一 元的 に管理する(人 的 ネッ トワー ク)。

〈関信越地域〉

(1)情 報 ニーズ

関 信越地域 における情報ニーズは,① 人 口,② 物価,③ 産業 活動 ④商業統計,⑤ 事業所統

計,⑥ 国勢調査,⑦ 工業統計 となってお り,そ の利用 目的は,① 研究調査 のため,② 諸計画立

案のため,③ 行政施策 の基礎資料 として,④ 企業経営のためとなってい る。

(2)情 報流通の現状

情報の入手先 としては,圧 倒的に多いのが内部組織 である。 また外部か らの入手としては,

公的機関,デ ー タバ ンクの順 になっており,都 県,市 町村 の役割が大 きい ものになっている。

また,そ の入手媒体 については印刷物,磁 気媒体の順 になってお り,従 来 からの印刷物 は別 と

して,磁 気媒体によるものの台頭 が目立 っている。 しか し,入 手データの加工を利用者側で行

っているところは少 な く,入 手形態の まま利用 され ることが多い というように,'集 計作業 が主

で,統 計情報の収集 ・作成 ・加工面でのコンピュータ利 用はあ まりされていないよ うである。

(3)情 報流通 の課題

①入手データの クリア リング ②必要情報 が提供 されていない ③ 入手後加工 の必要があ

る ④ 費用の設定基準 が不 明確 ⑤通信回線等 基盤整備 上の問題 点がある

⑥異業種 コン ピュー タの ネッ トワーク結合 における標準化 の問題 ⑦ コス ト負担が大 きい

⑧プ ライバシー保護等,制 度 面での問題 ⑨ システム構築に当たっての労力が大 きい

⑩オンライン・ネッ トワー ク関連機関の組織体制上の問題

(4)課 題 解決の ための方策

情報化推進 の具体 的 な方策 としては以下 のよ うに3段 階 のステップを踏んで実 現してい くこ

とが良いと考え られる。

第1ス テップ

①各関係機関で推進協議 会を設置 し,協 力体制を確立す る。

② 各機関で地域情報を整備 し,所 在 源情報を整備 する。

③各機関で情報 基盤 の充実 を図る。

第2ス テップ

①各関係機関で情報整備 ・提供体制 を進 める。
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② モデルシステムの構築 を図 る。

第3ス テップ

①関係機関でシステム等 の利用 に関する協議 ・調整機関 とする連絡協議会を設置 し,問 題点

等を協議す る。

② システムの維持 ・運営の ため,ネ ッ トワー クに独立 した組織 を設け,相 談 ・要望等 の窓 口

とする。

③ 既存 の情報拠点 と連絡 を図る。

〈東海北陸地域〉

(1)情 報 ニーズ

東海北陸地域 における情報ニーズは,特 に,① 技術情報(生 産設備,技 術開発),② 経 営情報

(業 界,経 営動向な ど)に 対す るものが強い。

(2)情 報 流通 の現状

情報の入手先 としては,① マスコ ミ,② 見本市,③ 仕入先,④ 社長会,⑤ 販売先,⑥ 大学,

⑦調査機関等 が上 げ られており,情 報ニーズの性質上,FACETOFACE的 な っ なが

りが多 くみられ る。 データベ ー ス の利 用 につ い て は、 内部利 用,外 部利 用 と もに そ の必

要性は認めて いるが,実 際 の利用実績 は低 いといった状況 である。

(3)情 報 流通の課題

情報流通 に関する課題を以 下の3種 類の分類 で記す。

・情報 に対 する課題

①多様 な情報 が得 られ ない ②情報入手に時間がかか る ③体系化 された情報が な くわ

か りに くい ④情報量 が少ない'

・オンライン ・ネ ッ トワー ク化 に対する課題

① ソフ トウェアが不十分 ②情報処理機器 の機種 ・仕様が異 なる ③相手方 と情報処

理技術 の差がありシステムの十分 な活用 が出来 ない ④労力の割 に効果が少 ない

⑤労力 コス トの負担 が大 きい ⑥専門 の技術者が少 ない

・デー タベース利用 に対す る課題

①情報単価が高い ②検索 が難 しく欲 しいデータが得に くい ③専門的業界情報 が入

りに くい ④利用方法 が分からない ⑤必要な情報がどこにあるのかわからない

⑥広範 な情報 を網羅 した デー タベー スがない ⑦利用ニーズに対応 したデータベー スが整

備 されていない ⑧情報の供給側 の整備が遅れている。 ⑨ コマ ン.ド・キーワー ドの統

一化が必要 ⑲ ク リア リ'ング情報の整備が必要

(4)課 題 解決の ための方策

情報化 に対する具体的方策 として以下の4項 目が考え られる。

① ニーズに基づ く情報の収集機能:情 報 の発生源 に近 いところでの整備 。

②パ ソコンネッ トによるFACETOFACEの 交 流を生か したシステムを造 る。
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③利便性 を考慮 した利用者 インターフ ェイスの確立:ク リア リング機能 の充実,デ 一 夕ベごス

コマン ド ・通信プ ロ トコル等の主地域 にあった標準化。

④推進体制:現 存す る各 センター,各 業 界 団体 等 の相互連絡 ・交流 を密に し,情 報流通 を推

進 。

⑤行政機関 は行政情報 を民間に提供 する体制を確立 し,上 記のセンター等の支援 ・調整 を行 う。

〈近畿地域〉

(1)情 報 ニーズ

近畿地域 における情報 ニーズは,① 統計情報(土 地人 口,国 内 ・地域経済),② 法律税制,

③ 景気見通 し,④ 業界動向,⑤ 行政施策,⑥ 公的融資,と なって いる。

② 情報 流通 の現状

情報 の入手先としては,関 信越地域同様,公 的機関が圧倒的に多 く,行 政関係機関(国,府 県,

市 町村)が50%と な っている。 また,外 部 データベースの利用状況 としては,① 社 会経済情

報,② 市況情報,③ 信用情報,に 対す る利用 が多 く,多 様化 しているというまでには至 ってい

ない。

(3)情 報 流通 の課題

・行政情報 に対す る課題

①地域経済統計,企 業立地情報 に対す る不満が大 きい ②情報が古 い ③詳細な情報が

少ない ④ どの ような情 報があるのか不明 ⑤情報提供者 の対応窓 口が分か りに くい

・データベース関係の課題

① ク リア リング,代 行検索等,利 用全般 に関するバックアップ体制の整備 ②利用料金が高

いo'

(4)課 題解決のための方策'

具体的な方策としては以下の2形 態をあげる。

①各地域ごとに情報拠点を設立する。

地場産業が広域にまたがり,ま たは地域内の経済格差があることから中小企業の情報化,並

びに情報化途上地域の格差是正のために拠点構築を推進する。

:②オンライン・ネットワークによる情報流通システム実現の一例としてパソコン通信を検討する。

〈中国地域〉

(1)情 報ニーズ

中国地域における統計情報のニーズは,① 国勢調査,② 工業統計調査 ③商業統計 ④事業

所統計,⑤ 鉱工業指数 ⑥消費者物価指数 ⑦人口統計調査 ⑧景気動向指数 等が高いもの

としてあげられている。

② 情報流通 の現状

各機関内における源 データの磁 気媒体化はか なり進 んでい るが,集 計 データの磁気媒体化 に

ついては遅れている状況 であり,外 部 に提供 するまでに至 っている機関 は少ない。 また,国 の

、
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出先機関では情報処理 を殆 ど本 省 に依存 しているため,体 制の面で もこれか らといったところ

であ る。 実際 に外部提供 を行っている機 関はほんの数機関のみであり,そ れ も民間 の組織 に対

してではな く,行 政機関 に対 してのみであ り,印 刷物公表後に磁気テープで提供 とい った もの

が多い。

(3)情 報流通 の課題

①デ ータ磁 気媒体化 の労力が大きい ② セキュリテ ィの問 題 が あ る ③個人の プライバ

シー及び統計 の守秘義務のため提供不可能 データがある ④覚え書 き等による利用 制限 があ

る ⑤印刷物公表 後のみの外部提供 ⑥労力 ・コス ト負担が大 きい ⑦ハー ド・ソフ ト

・プロ トコルの互換性が必要 ⑧技術者の確保 ・養成 が必要 ⑨ 同一 情報のカテゴ リー化 の

統一 が必要 ⑩公 開可能 ・不可能データの分類が困難

(4)課 題 解決 のための方策

具体的 な方策 としては,調 査統計情報センターの設置を核 として効率的 な情報化 を目指すが,

以下 にその役割及び機能 を示す。

役割:中 国地域の各情報提供機関が保有す る統計 デー タを一 元的 に維持 ・管理 し,ユ ーザー

の多種多様 な要求 に効果的 に対応す る。

機能:① データ保存機能 ② デー タ要約機能 ③ データ クリア リング機能 ④ デー タ

仲介 ・配給機能 ⑤ データ加工機能 ⑥ デー タ供給機能

く四国地域〉

(1)情 報 ニーズ

四国地域 における情報ニ ーズは,① 今後 の景気動向,② 所属業界 ・産業界の動向見通 し,

③国内の産業事情,④ 金融 ・為替動向,⑤ 税制,⑥ 国の経済 ・産業政策,⑦ 国 ・自治体の中小

企業施策,⑧ 同業者 の動 向,⑨ 関連製品の需要見通 し,⑩ 関連製品の市場動向,と なってい る。

② 情報流通 の現状

実際の情報 の入手方法 は,① 新聞,ラ ジオ,テ レビ,② 機関誌 ・広報誌,と いったように特

に情報化が進 んでい るといった状況にはなく,一 般的 な入 手方法に とどまっている。 また,情 報

の提供側と しては,① 機関誌 ・広報誌,② 電話 ・面談,③ 研修会 ・講習会,と いった形で行 っ

ているものが多 く,提 供者 の意識 していないところで,新 聞,ラ ジオ,テ レビの情報提供 に果

た している役割が大 きい ことが分か る。

(3)情 報 流通 の課題

課題 としては主た る情報提供者 である公的機関 に対する ものが圧倒的である。

① どのような情報 を保有 しているか分からない

②秘匿情報のため入手で きない ②新鮮 な情報がない ④情報提供機関 として意識 して

いない ⑤ 遠隔地 にあたるためなか なか行けない ⑥ 地元情報 が少 ない ⑦多様 な情

報が得 られな い ⑧情報 の整備ができて いない ⑨外部提供 の内部基準がない
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⑩人 ・費用がかか る ⑪制度 が未確立 である

(4)課 題 解決のための方策

方策 としては地域情報化 にとって最 も大切である以下の項 目についての実現が必要不可欠で

ある。

①拠点機関設置の実現のため に関係各機関 の コンセンサスを とってお く。

②所在源 における情報 の整備が必要 である。 ③統一 的な標準化が必要である。

〈九州地域〉

(1)情 報 ニーズ

九州地域の情報ニーズは,企 業 と消費者 とに分 けてみると,以 下のとお りとな ってい る。

企業:① 業界 ・市場情報 ②製 品開発 情報,③ 消費者動向,消 費ニーズ情報

消費者:① 商品情報,② 商品 ・価格 の比較情報

(2)情 報 流通 の現状

情報流通 の具体的 な例と して現在,キ ャプテンを通 しての情報流通 があるが,今 のところ商

品情報やサー ビス情報は少な く,ゲ ームやニュ7ス が主要 な流通情報 とな って いる現状である。

(3)情 報 流通 の課題

情報化推進 の近道 として,キ ャプテ ンに的を絞ったが,当 面 の課題 としては以下 の2項 目が

あげられる。

①安価 で操作 の簡単 な端末機 ②提供情報 ・商品の充実

(4)課 題 解決 のための方策

具体的 な方策 としては,環 境整備 と体制の整備 の面で以下 の項 目の早期実現が望 まれるとこ

ろであ る。

・環 境整備(キ ャプテ ン)

① 安価で操作の簡単 な端末機 ② 提供情報 ・商品の充実

③ クー リングオフ制度導入 と苦情処理情報の整備

・体制 の整備

① 産地 における情報化 マイン ドの高揚(人 材育成)② 地場中核機関の体制及び活動強化

③ アンチナシ ・ップ等の設置(大 消費地 における消費者 ニーズ把握)

④ オンライ ン情報 流通 システムの段階的構築

3.4地 域 情報 に関す る課題

各地域 から出されたそれぞれの地域 で抱えている課題について,デ ータの利用者,提 供音別,

項 目別 に分類 した内容 は次の通 りで ある。

(1)デ ー タ利用側

① デー タ
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し

・体 系化 された情報 が なく利用 しにくい
。

・専門的 な業界情報 が少ない
。

・データベース化 されてい る分野が偏ってお り,網 羅 性が低い。

・各分野で,収 録項 目に欠落 しているものが多い。

・詳細な情報が少 ない
。

・地元の地域 に関 する情報が少ない
。

・先端分野 を中心 とした技術情報の収集 が困難 。

②機 能

・検索手順が煩雑 で利用 しづ らい
。

③ 流 通

・情報 の入 手に時 間がかかる。

・必要 な情報が どこにあ るのか分か らない
。

④体 制

・情報提供側 とのハー ド ・ソフ ト・プロ トコル等が異 な り投下費用の割 に効果 が少 ない
。

⑤ コス ト

・利用経費が高 く利用 した くても限界がある
。

●回線 の使用料が高い
。

⑥人 材

・入手情報の分析等
,コ ンビ。ユータ技術者の人材が不足 している。

⑦利 用

・入 手デー タに対する信頼性を評価 す る方法 が難 しい。

・入手データの加 工集計 が不十分であることが多 く利用 しづ らい
@

② データ提供側

(a)各 流通デー タに共通 する課題

①機 能

・セキュ リティ面 の問題 がある
。

内部利用 → ・外部提供 で体 制の整備,費 用 の増大がお こる。

②流 通

・データ入手時の覚え書き等による外部提供禁止
。

・同種データ(発 生地域 によって異 なる)の カテゴ リー化の統一 が必要
。.

・ネ ットワーク化 した場合 に流通情報の クリア リング情報が必要になる
。

・情報化推進の中核機関 の選定が必要。

③体 制

・ネ ットワー ク化における関係 組織 内 ・間の体制整備 の問題 があ る
。

・ハー ド・ソフ ト・プロ トコルの互換性 ・統一(標 準化)が 必要
。
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すで に運用 しているシステムを再構築す る必要が 出て くる。

・情報流通 システムに対 する地域内 コンセンサスの形成 が必要である。

④ コス ト

・情報収集 ・整備 に関するコス ト負担が大きい。

・外部提供 に要す る コス ト負担 をどうするか(受 益者負担等)。

⑤労 力

・データ公開可能データと不可能データとの分類(個 別管理等)が 困難。

・データの磁 気媒 体化 の労力が大 きい。

⑥人 材

・システム構築 ・運用 のための人材 が不足 している。

(b)行 政 データに見 られ る課題

① デー タ

・デー タは印刷物 の公表後でない と提供出来 ない(新 鮮な情報が少ない)。

②流 通

・提供範囲が行政機関 だけで,民 間 に対 しては提供 者(行 政機関)が 減る。

・個人のプ ライバ シー保護,統 計の守秘義務が外部提供 の妨 げになる。

③体 制

・国の出先 だけでな く中央省庁 レベルでの対地方情 報提供体制整備が必要。

・行政組織内部の各部門デー タの統合が困難(縦 割 り組織)。

・民間情報サー ビス機関 との有機的 な結合 が必要(各 種 ネッ トワー クとの整合性)。

以上の ように,地 域情報化 に伴い発生 して くる課題 について検討 してみると,情 報流通体制

が未熟 なために起 こって くる課題 と,体 制整備の段階 で起 こって くる課題 とがあ り,前 者の場

合,情 報の不足 ・入手の便等,特 に利用面での課題 に多 く見 られ,後 者の場合,技 術的 ・組織

的な面での課題が提供側 に多 く見られ る。

全体的に大 きな課題 としては,① 多大な労力 ・コス トの負担,② 標 準化の必要性,③ セキュ

リティの保 証,④ 技 術者 の人材確保,⑤ 組織内 での体制整備,⑥ 組織 間での体制整備,⑦ 情

報化 推進中核機関の確保,等 があげられ,こ れ らの課題分析 と課題発生 の背景 に応 じた具体的

な解決策 の検討 が必要で ある。

づ

亀

〔

4.地 域 情 報 化 の 望 ま しい 姿

4.1地 域情報化 への取 り組み

現在地域 情報化への取 り組みは 様 々な形 でなされている。地域振興政策 情報化政策 など,

い ろいろなレベルで具体的 プ ロジェク トとして実施 されている。 それ らの国のプロジェク ト,公

的機関及び産業界の状況につ いて2,3の 例 を見てみたい。

㊨
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し

(1)国 の プロジェク ト

地域情報化 に対す る国の施策 としては,① 地域 のニーズから取 り組 んだものと,② 基盤整備

か らの取 り組 みが ある。 .・

地域 ニーズに即 した もの としては,ニ ューメデ ィア ・コミュニティー構想(通 産省)が あ る。

これは地域 に根 をお ろした情報社会 の形成 を図 るため,地 域 の産業 ・社会 ・生活 の各分野 にお

ける様 々な課題やニーズに十分応 えうる各種情報 システムの開発か ら普及 までを順次行 うもの

である。

基盤整備 に即 した ものと しては,テ レ トピア構想(郵 政省)が あ り,双 方向CATV,キ ャ

プテン等 の通信基盤 をモデル都市 に集中導入することによ り,ニ ューメデ ィアが家庭 ・経済 ・

地域社会 に及 ぼす効果 ・問題 などを把握 し,制 度 などの課題の対応や,ニ ーズに対応 するニュ

ーメデ ィアの普及方策を明 らかに し
,高 度情報社会の諸課題 を事前に克服す る事 を目的 として

いる。情報化未来都市構想(通 産省ほか)は,先 進的情報システムの導入促進により,産 業の

高度化 と国民生活 の向上 を図 ると共に内需拡大を進 めている。具体的 には,24時 間対応 のイ

ンテ リジェン トビルを中心 とする高機能 ビジネス街区 と居 住空間を合 わせ持つ職住接近の新都

市(情 報化未来都市)の 建設 など,社 会開発型機械情報 シ ステムの開発 を進めている。

その他,グ リーン トピア構想(農 林省),地 域 経済 活性化対策(自 治省),イ ンテ リジェン

ト・シテ ィ構想(建 設省)な どのプ ロジェク トが計画 ・実施 されている。

(2)公 的機関の事例

公的機関 の地域情報化への取 り組み として,地 域 の情報 ニーズを充分反映 した情報を既に収集 ・

提供 い るところもあ り,さ らに充実が図 られている。 その事例 として以下 の ものがある。

① 中小企業地域情報セ ンター

中小企業情報 セ ンターは,中 小企業地域情報 センターと都道府県中小企業総合指導所 ・公設

試験所 を通 じて中小企業に,文 献情報 ・研究情報 などを提供 している。同セ ンターのオ ンライ

による情報提供 にはSMIRSが あ り,中 小 企業 地 域 情 報 セ ンター とオ ンラインで結 ばれて

いる端末で情報検索 が行 える。今後は,情 報量 を充実 させ迅速 な情報交流のために,中 小企業

、事業 団では全国共通 情報 ・中央情報を,地 域情報セ ンターでは地域に密着 した情報 を,そ れぞ

れデータベー ス化(分 散型 データベー ス)し,更 にオンライン ・ネットワー ク化する方向にある。

②(財)地 域 活性化 センター

地域 の活性化 に関する情報 を集積 し,全 国のまちづ くり,産 業おこしなど自主的 な地域 づ く

り,地 域活 性化 を推進する目的 のセンターである。まちづ くり ・産業お こし情報のキーステー

シ 。ンとして,地 域 振興 事 業 の実 践例 ・ア イ デア ・具 体 策,特 産 品,観 光,企 業 ・大学

誘致,地 方 自治 体 のイベ ン トなど幅 広い情報を扱 う ものであ る。 これらの情報 の利用は,セ

ンタ ー のホ ス トコンピュータと光デ ィスクを リンク させて必要時 には,検 索結果の該当項 目

を原 デー タの光 ディスクから呼 び出す ことができる。今後は,オ ンライ ンを計画 してお り,光

デ ィス クの原データ情報 はファクシ ミリを利用する計画 となっている。
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他に,側)日 本建設情報 総合 センターでは,建 設情報 データベースや白地図データベース

(白 地図に施設情報 ・顧客情報 ・地域情報な どを付加することにより,施 設設計 ・顧客管理 ・緊

急防災 などの利用ができる)の 構築 を図 ってお り,建 設 情報 データベースは,地 方公共団体 ・

民間な どの建設関連 データベースとのオ ンライ ン化 により,全 国規模のネ ッ トワークを構築す

る計画 となっている。 また,(財)日 本特許情報機構の特許情報のオンラインサー ビスな どがあ

る。

⑧ 産業界の事例

産業活動 における情報化 は,生 産 ・販売 ・流通など各活動現場 ごとの機械 化と密接 にっなが

つてお り,情 報の発生 ・蓄積 ・流通の各 々の過程で進められている。個々の事業所 ベー スで見る

ならば,地 域における様々な活動 の情報化につなが ってい る。

① 印刷会社での事例

印刷企業 では,か っては活字を組 んで印刷 していたが,現 在 は文字画像のCTS(()omputer

TypesettingSystem)利 用 によって印刷する等,印 刷技術の高度化がな され効率化が図 られて

いる。 また,こ のシステムを利 用して,印 刷 を目的 として発生する情報 を,容 易に他のメデ ィ

アに変換す ることがで きる。 これは,印 刷物のみでは利 用され る範囲がある程度限 られている

が,他 のメディアに変 えることにより,そ の情報が多様 に利用 され ることになる。結果 として

経営の リスク分散 につ ながるものである。例え ば,電 話台帳,辞 書等を印刷する際 にその情報 を

CD-ROMヘ メディア変換 を行 って利用 してい る。

② 電 力会社 での事例

現在既にあ る各家庭 への伝送路を多目的 に利用 し,サ ー ビス向上のための検針等 を行 う計画

である。その伝送路は同軸ケーフソレや光ファイバーケーブルを新たに敷設す るこ とにより,現 在人手に

よって行 ってい る検針 を遠隔地 からの操作 により行 うと共 に,契 約電力料の変更,温 水器の制

御,配 電設備監視制御 など も行 う。 さらに付随 してガス ・水道 などの検針を行 う。 また,新 た

な情報 のサー ビスとして,そ の伝送路 を利 用 して,テ レ ビ・ラジオの再送信,自 主放送(TV

二記録映画,FM:音 楽 など),リ クエス トサ ービス(静 止画,文 字,音 楽 など),セ キ ュ リ

ティ監視(火 災,侵 入,ガ ス漏れ の通報 など),地 域 情報サー ビス(停 電告知,電 気使用量の

知 らせな ど)な ど,検 討 中であ る。

また,自 動検針 から得 られ る情報の高度 利用 として,老 人 の一人世帯 の電力使用量が通常 よ

り少 ないな どの情報 によ る生命 の危険への警戒や必要な所への通知 なども考え られている。

③ 金融機関の事例

金融関係業務の高度化を図る目的で,現 在第3次 オ ンライン計画 を進 めて いる ところである。

これ までの第1次 オ ンラインは,昭 和40年 代 に大銀行 の各銀行が,自 己の銀行内 の預金 ・為

替科 目の個別処理 のオンライン化(勘 定系)を 目的として行 った ものであ る。第2次 オ ンライ ン

は,昭 和50年 代 に勘定系総合 オ ンラインで一元的顧客管理 を行 うもので,預 金 ・為替 ・貸 し

出しの連動処理を行 うものであった。 その例 としてATM(自 動預払機),都 市銀行 ・地方銀
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行 それぞれのネ ッ トワー ク,銀 行 ・企業 間のオ ンライン接続である。それに対 して現在進め ら

れている第3次 オン ラインは,勘 定系システムの充実(新 商品開発,新 技術導入),情 報 系シ

ステムの構築(債 権売 買 ・ポー トフォ リオ等 の処理,金 融 市況情報 ・企業情報 データベース),

銀行外 の企業 ・家 庭 との接続,つ まり外部 システム と連動(ホ ームバ ンキング,フ ァームバ ン

キング;ク レジ ッ トな ど),経 営 情報 システムの高度化 ・OA化 な どである。そ してこれ ら業

務 から発生する情報 を,副 産物 情報として利用することにより,新 たな情報 サー ビスが可能 とな っ

て くる。

④ 量販店 の事例

百貨店 ・スーパー等で はPOSシ ステムの導入が進 んでいる。POSの 導入 は,レ ジ業務 の

正 確 性 ・迅 速 性 を もた らす と共 に在庫 ・仕 入 れ 管理 な ど,経 営 効 率 の 向上 を生み出す

効果 が あ る。 さ らにPOSシ ス テ ムを通 じて収集 ・蓄積 された情報を利用 して,単 品毎 の詳

細 な分析を行 い現在 の売れ筋商品 などを把握することにより,今 後 の販売戦略 に結び付 けてい

る。また,今 後普及 すると思われるバ ンキングPOSは,銀 行 との ネッ トワークによ り成 り立

ち,レ ジでの支払 が消費者の銀行 口座 から直接引き落され ることによ り,さ らに効率化 され る。

以上のように,国 や公的機 関で情報の提供体制の整備,あ るいは産業界 における企業活動の情

報化が進められているが,こ れら と地域特性 との整合性を図りながら更 に詳細 な地域 ごとの利用

情報整備 の方 向を示す必要 があ る。

か

へ

4.2地 域 情報化 の在 り方

地域情報化 は,そ れぞれ各地域 の利用 ニーズに応えなければ ならない ものであり,そ のためには利

用 ニーズに合致する情報 を明確 にし,そ れ らの情報の整備 の在 り方,情 報の ネッ トワークの在 り

方 を考える必要 があ る。

(1)情 報 の利用ニーズ

3で 述 べ た よ うに,各 地域 にはそれぞれ固有の地域特性があ り,そ れらを踏まえた各地域

の情報 の利用ニーズをみる視点 は以下 のようである。

・北 海 道

・東 北

・関 信 越

陸

畿

国

国

州

北海東

近

中

四

九

■

●

●

●

■

各地域の具体的情報利用ニーズを情報分野で区分すると,

産業の活性化,自 立化の視点から

企業の活性化の視点から

地域発展,国 の発展の中心 として活躍し,均 衡のとれた国土発展に貢献してい

くという視点か ら

中枢管理機能強化の視点から

産業振興の視点から

自立的発展及び活性化の視点から

産業経済の自立的発展と拡大の視点から

地場産品ブランド確立の視点から

おおよそ統計情報 ・行政情報,経
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営情報,技 術関連情報 の3つ に分け られる。統計情報 ・行政情報では,地 域産業情報,首 都圏

経済情報,行 政情報,産 業経済情報の4つ のテーマである。経営情報では,経 営情報,中 枢管

理機能強化,.地 場 産品 ブラン ド確立の3つ のテーマであ る。技術関連情報 では,中 枢管理機能

強化,地 場産品ブ ラン ド確立の2つ の テーマである。

情報分野の内容別 に利用情報,利 用形態 ・目的,入 手形態 ・入手先 をみると,表4-1の よ

うに分類 できる。

表4-1情 報 利用ニーズの分野別現状分析表

分野＼
項歪「 ＼

統 計情 報 ・行 政 情 報 経 営 情 報 技術関連情報

利用情報 産業経済、物価 ・消費 業界動向、景気動向、 生産設備、製品開発、
内容 雇用 ・労 働、 貿易 、金 市場情報、消費者動向 部品材料 など

融 ・税 務 、工 業統計 、 ・消費 者 ニー ズ、製 品

事業所統計 など 情報 など

利用形態 その ままの形態、統計 企業経営、製品の販売 新製品の企画 ・開発 ・

利用目的 分析 処 理 、 グ ラフ、表 活動などに用いる。 生産 などに用いる.
形式(ク ロス表など)
などで利用 し、景気把
握 ・分析、諸計画の立
案 に用 い る。

入手形態' 印刷物(一 般紙 ・誌 印刷物(新 聞 など) 印刷物(業 界誌、導
入手先 な ど)が ほ とん ど、 磁 がほとん ど、人的つな 門 誌、文 献)・がほ とん

気 媒体 ・オン ライ ンに が り(社 長会など). で あ る。

よる入手は非常に少 な 調査機関、取引先、 見本市、仕入先、大
いo 業界団体、本社 ・銀会 学などから入手
国の機関、地方公共 社などから入手
団体などから入手

t

■

以上の よう に情報分野 によって利用方法や入手先なども異 なってい る。 しかし,現 状か ら共

通 して言 えることは,情 報分野 をとわず入手媒体としてはほとんど印刷物 となっている。

利用ニーズからみた問題としては 近畿地域の行政情報について「情報 が古 い,詳 細情報が少 ない,

提供 されてい る情報がわか らない」 などがあり,中 国地域 ・四国地域 も同様の問題があが って

いる。その他 として,東 海北陸地域 で 「多様 な情報が得 られない」 などがあが ってい る。 これ

らのように現在利用 してい る情報の内容や種類な どでは,利 用者 のニーズを必ず しも充分満足

させて いる状況ではない。

また,北 海道地域での 「公的機関が中小企業 関連情報検索の ためSMIRSな どを情報 セン

ター経由でオンラインで入手 したい」に見 られ るように,全 地域共通的 にオンライン・ネットワ

声
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一 クによる迅速で信頼性の高い情報 を多種入手 したい とのニーズがかなり高 くなってい る
。

② 情報整備の在 り方

前述の とおり,現 在利用者 のニー ズは必ず しも満たされていない。そのニーズは多様 な情報,

詳細 な情報入手 などコン ピュータ利用によって満た され るものが多 くなっている。 それらのニ

ーズを満たすための情報整備 にあたっては,利 用ニーズにあった形態に収集 ・蓄積 ・提供 しな

くてはならないが 地域 に関する情報提供機関すなわち国の機関,地 方公共団体,調 査機関,

大学,民 間情報 センターなどの情報提供拠点 を育成 する必要 がある。

情報 の発生か ら考えると,情 報 は 自己の内部か ら日常業務の遂行 の過程により発生す るもの

が多 くあ り,そ れらの情報を有効利用 するために整備する必要があ る。 そのため には,情 報源

である自己の業務の一層の機械化を推進す ることが必要 となる。 日常業 務の機械化に より,そ

の結果生 まれる副産物データを容易に有効利用することが可能となる。新たに情報 を作成 しようとす

る場合に比べて,入 ・物 ・金の投 資が少な くて済み流通 情報の コス ト低減化 にもつながる。例

えば,既 に流通業界で多 く導入 されてい るPOSシ ス テムがあり,消 費者がレジで精算を行 う

ときに,情 報の発生 と同時 に整備 も行 っている。

収集 については,既 に発生 した利用 ニーズに合った情報を効率良 く,体 系立てて詳細情報 ま

で網羅的に収集 することが必要である。これは 情報の発生と同時に,発 生源に近い所 で行 うこ とが

情報 の信頼性の点か らも必要である。 しか し,POSの よ うに情報 の発生か ら収集 が効率良 く

行われ ている例 は少 な く,発 生 した情報を収集す るために改めて作業 を行 っていることが多 く,

そ の作業過程で情報 の正確 性を欠いて しま う場合 もある。 このような場合 にも正確性 を欠かな

いようにするには,収 集のための組織体制 をできる限 り情報発生源に近い部所,つ まり専門的

知識を持 った ところで行 うこ とが重要であ る。

蓄積 については,発 生 ・収集 の過程が最適 に行われた としても,収 集済情報の利用 し易 さの

面 まで含めて考慮する必要 がある。利用 し易 さとは,適 時 ・適切 に,容 易な操作で,素 早 く検

索で き,そ の情報を容易に加工する ことが可能 となることである。 また,必 要情報を素早 く探

し出すために,情 報 の クリア リング機能 を整備 し充実 させ る必要 があ る。 さらに,原 デー タを

体系的に整備蓄積す るのみでな く分析加工の ノウハ ウも含めて蓄積することは,情 報利用の高

度化 にもつながる。

情報整備 の在 り方 について,発 生 ・収集 ・蓄積 というそれぞれの過程 について考 えてきたが,

そ れぞれは一工程 ずつ独立 して いるのではな く,互 いに影響 しあい,一 連 の流れ作業 のごと く

続 いているものである。そのため発生 ・収集 ・蓄積 という過程が一 つでも噛 み合わな くなる.と,

そ こか らの情報 は信頼性 に欠け迅速に利用で きな くなる。従 って,情 報 は発生 と同時に蓄積 さ

れ ることが望 ましく,そ うで ない場合 で も,そ の 間 に要 す る時 間は短 く,か っ人間の介在 は

少 ないほうがより高い信頼性を確保で きる。

以上のように内部 で整備 された情報は外部 からの利用 ニーズに応え るため外部への提供 も考

慮 してお く必要がある。情報の提供先や利用方法 によ って情報項 目の区分の粗 ざは異 なって く
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る。例 えば,市 町村 では詳細な情報 が必要 であ り,一 方全国では市町村 のような詳細なまでの情

報 は必要 としない。 また,項 目について も提供可能 な情報 と不可能 な情報 の区別 が必要であ る。

情報 を提供す る場合 に,こ れ らの点について も情報整備の各段階で考慮 してお く必要がある。

(3)情 報 ネ ッ トワー クの在 り方

情報利用 ニーズのなかで述べたようにオンライン ・ネットワー クの利用ニーズが高 くなってい

る。 また前述の各組織 ・拠点 における情報 の整備 がなされた段階で,そ れらを結ぶ ネッ トワー

クの構築 が必 要になって くる。 ネッ トワークを構築す るには,経 済活動 におけるオペレーシ ョ

ナル機能,プ ランニング機能に伴 う2つ の情報流通形態 があ る。

1つ は,業 務の遂行 にあたって発生 する情報の流通 である。 原材料の仕入れか ら,商 品の生

産 ・販売に伴 い情報が発生 し,そ れ らの物の流 れ に付随 する形態で情報 も流れるとい うもので

ある。仕入 れ ・生産 ・販売等の流れの効率化を図る目的 として,内 部 や関係先との情報 ネ ッ ト

ワークが必要 となる。九州地域 の地場産品 ブラン ド確立 のためのネッ トワー クはその良い例 で

ある。 それは,消 費者 と地場産業者 とその間 に百 貨店を仲介 させて,オ ンライン・ネットワー ク

で結び,消 費者か らの注文処理 を行 う。 さらに百貨店 が別途入 手した情報 を付加 し,そ の情報

を産地 で加工 ・集計 ・分析など行 って商品の売れ筋 情報等 の加工度 の高い情報を入 手する等,

次 の企画 立案に役立 て ることも可能である。

もう1つ は,企 画立案に関する情報の流通 である。 これは情報 をより高度 に利用す るもので,

前述 の業務遂行 により発生する情報,つ まり自己の内部 からの発生情報 それのみで は企画立案

を行 うには十分 な情報 となり得 ないため,外 部 から情報 を入手 して利用するものである。 その

必要な外部情報 を容易 に入手する方法 として,ネ ッ トワークの構築が必要となる。

構築 され るネ ッ トワークは,オ ンライン・ネットワー クであ ると一 層利用者にと って情報利用

の有効手段 となり得 る。 しか し,ネ ッ トワー クはただフ レームのみ最初 に作成 して,そ の後 に

何 を流通 させるか を考 えたり,相 手先 が情報を流通 させ ることが不可能 な状態 にあるに もかか

わ らずネッ トワー クだけを構築 した として も無意味である。従 ってネ ットワー クの構築 として

は,利 用ニーズの高い ものから順次構築 していかなければ ならない。勿論既 にあ るネッ トワー

クとの結合や有効利 用 も考える必要が ある。

オンライン・ネットワークを構築す るにあた っては,以 下の メリッ トが生か され る必要 がある。

・最新情報(数 値情報 ・図形 ・文字 ・音声 など)の 安定的 な流通

・クリア リング機能

・容易 かつ統一的 な操作 性

・利用者独 自の加 工機 能

・情報 セ ンターやデ ータベースの活用

・情報利用の格差(時 間的 ・距離的格差)の 解 消

歴史的 にみれば,人 的 ネッ トワー クを補完 ・代替 するものとして コンピュータネッ トワー ク

が出現し,人 間以上 の働 きを している部分 もある。 しかし,人 的 ネッ トワークを代替 しえ ない入
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間 的部分も重要である。例えば東海北陸地域 の研 究開発のための情報は,「 企業間や研究者 の人

脈な どによる私的な情報源か らの入手が多い 」などFACETOFACEの コ ミュニケー

シ ョンの重要性を述べている。

ネッ トワークの本質を考えた場合,情 報の利用者は同時 に受信者 ・発信者 であるため,そ こ

に加わ るメ ンバーすべてが ネッ トワークでの中心 とな り,多 中心 の形態 となる。 また,そ のネ

ッ トワー クの適用範囲からみると,企 業間 ネッ トワー ク,取 引先等企業 間ネッ トワー ク,業 界

内ネッ トワー ク,業 界間の ネッ トワーク,地 域内 ネッ トワー ク,地 域 間 ネッ トワークなど,必

要 に応 じてそれぞれのネッ トワークが構築 され,全 体 としては重層的 なネッ トワー クを構築 し

てい くことにな る。

5.実 現 に む け た 方 策

地域情報化を推進するにあた っては,こ れ まで述 べた様 に情報の持つ性質,解 決 しなければ なら

ない課題等 について役割分担 を明確 に し,そ の分担 に応 じた解決策 を総合的 に結 びつけて取 り組む

必要 がある。

ここでは官 ・民の役割及び国 レベル ・地域 レベル の役割 か ら課題 を明確に し,そ れぞれが分担す

る具体的方策を考 察する。

5.1官 ・民の役割分担

工業社会において産業 は,自 らの工業化をはか り,良 質で安価 な製品を供給することにより,

その結果,社 会 を,さ らにはイ臥 生活 の向上 をもた らした。 つまり,社 会 の リー ド役 を果た して

きたわけであ る。

ところで,情 報 が従来 の工業社会 における製品 と根本的 に異 なる点 は,情 報 の発生があ らゆる

状況 場所,時 点で起 こりうること,利 用 された情報が さらに新 たな情報 を生 むこと等,そ の性

質 によるところがある。人間 にとっての利益 と大き く関わっていたために,公 共財,自 由財 とい

う考え方が成 り立ってきたのか も知 れない。

しか し,こ うした誰で もが等 し く得 られるべ き人間生活に最低限必要な情報の提供から,情 報

の洪水 と称 され るように氾濫する膨大な情報 が提供 され るようになった今 日,こ れらを上手に使

い こなす ことが,経 済的利益 と大 き く関係 を持つ ようになってきた。情報 の産業化が始 まったわ

けである。

今や,い かなる産業 も情報 の発生 源となり,利 用者 となってい る。 これ は,1つ に は自らの内

部で発生す る情報を合理的 ・効率的 に蓄積 ・利用できる体制 をつ くり,産 業 自身の情報化を図 る

ことであり,そ の結果,社 会 や家庭へ と情報化が一層浸透 することとなる。.

ま た,こ うした産業,社 会,家 庭等の情報化をデータ面や ツール面(ソ フ ト・ハー ド1通 信等)

で,そ れぞれ の外部 から支え るのが情報 関連産業 の役割 であ る。

これは,画 一 的な従来の考え方 に捕 われることなく,無 関係 と思われていた業種への進 出等 が
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自然な形で行 われることであり,こ の ため,各 産業 の情報産業への参入等業際 は変化 してい くこ

とになろ う。

更に,高 度情報化社会において も競争財,経 済 財 としての情報を民間企業活動の基本で ある競

争 原理 の導入 と公正 な競争 の確保 を通 じて,育 てていか なければな らない。

こうして醸成 され,ま た,淘 汰 されて,情 報化が一層進め られ ることになろ う。

その際,情 報の適正 な利用価格 について配慮 をす る必要があ る。提供価格はその情報 が既存業

務 の副産物 によるものか,新 たな調査,収 集 によるものか等 によって異 なって くるため,一 概に

決 めることは困難であ る。

しか し,利 用者か ら見れば,で きる限 り安価 に情報 を入手出来 ることが望 ましく,そ のため,

情報関連産業 は公正 な競争原理の基で創意工夫 を図 ると共 に,ソ フ ト・ハー ド・通信等 の費用 も

含 めた利 用価格 の低廉化 に努めることが必要 である。

一方,官 において は,こ の様 な民間の取 り組みを促進 させると共に,情 報化 その もの が円滑に

進められるように支援を行 う必要があ る。

我が国の政府機関 が作成 ・保有 している公的 デー タは,国 民共有 の公共財 として,ナ シ ョナル

セキュリテ ィ及びプ ライバシー に関 わるものを除 き,磁 気媒体等 による公表 ・提供の促進を進 め

な くてはな らない。

また,デ ータの網羅性 ・重要性等の観点から,民 間では採算ベ ースにの らない情報につい ては・

官 として提供体制を整備 する必要がある。

その他,官 としての役割で重要 な点は,多 種 多様 の情報 の選択や利用 に供するための ク リア リ

ング機能 の充実,情 報流通 のための技術等の基盤整備の促進 円滑 な情報流通を促進す るための

法 ・制度 の整備等 があげ られる。

5.2国 レベル ・地域 レベルの役割

地域情報化 にあたっての基本 的考 え方のところで述べ たよ うに,地 域 にはそれぞれ地域特 性が

あり,そ れに応 じた情報化の推進 が最 も効果的 である。

そのため には,地 域 の具体的 なニーズに対応 して,地 域 レベルでの主体 性と創意工夫 を発揮 し

た形でシステムの構築を図 る必要があ る。

つ まり,地 域 で発生 する情報 の収集 ・蓄積,そ の効果 的な提供 についても,地 域 自らが環境の

整備 を図 ることが重要である。

一方 ,地 域 レベル では解決 が困難 な問題や,さ らには各地域 に共通 した問題 は国 レベル での解

決が必要である。

第1に,多 種多様 な情報 の選択 や利用 に供 するためにク リア リング機能 を充実 させ る必要があ

る。

第2に,工 業社会 における交通,運 輸,港 湾施設等の如 く,情 報化社会において も社会 基盤

(イ ンフ ラ)を 整備 する必要 がある。

♂
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第3に,技 術革新 の著 しい情報分野では時宜 を得た標準化が必要で ある。現状 では,コ ンピュ

ータの異機種聞結合の困難性,ソ フ トウェアの移植 の困難性,帳 票や コー ド等の差異によるネッ ト

ワーク化 の困難性等 の問題が存在 し,そ れらがこの まま放置 されれば,利 用者の機器選択 の 自由

度が阻害 され るだけでな く,大 規模 な情報 システムの形成 も制限 される結果 となり,ま た莫大 な

重複投資 ともなりかねないため,融 通のあるシステムの ための相互運用性の確保 が必要であ る。

第4に, .情 報 化を推進す るにあたって,そ れを支える高度 情報化社会 に適合 した形 での法 ・制

度 の整備 が必要である。

さらに,今 後,地 域間におけるネッ トワー クの必要性がでて くるこ とが,十 分予想 され,地 域

間調整機能 も必要 となって くる。

■

→

5.3具 体 的方策

地域情報化を進 めるにあた り,こ れ まで官民の役割,国 ・地域 レベル としての役割等について

基本的な考え方 を中心 に述べ てきたが,本 節 では地域がかかえている各種 の課題 に対 して具体的

にどのように取 り組むべ きか とい う点について,情 報 の整備,ネ ッ トワー ク,人 材育成,コ ス ト,

普 及 ・啓蒙,法 ・制度整備等の面か ら提案することとする。

(1}情 報 の整備

前 にも述 べたように,情 報の整備 という問題 は,正 確性,迅 速性,信 頼性等を確保す るため

情報の発生源 により近い ところで整備 されることが重要 である。従 って,地 域 における情報の

整備 は地域 自ら取 り組む ことが基本 となる。その際の国 における支援策 として国の機関 が保有

す る情報 は可能 な限 り磁気媒体等地域が利用 しやすい形 で提供 を促進す るとともに,地 域 にお

け るデータベー ス構築等 に関係 して全 国的 な観点か ら効率性の追及,技 術的諸課題の解決等を

行 う必 要 がある。・

つぎに情報 の発生,収 集,蓄 積 という情報整備の各段階で とらえて重要な点 を指摘 する。

発生段階 では,情 報 が発生す るのと同時 に整備 されることが理想であり,そ のためには地域

情報化の拠点 ともな るべ き国及 び地域 の関係機関 における当該業務処理の一層の機械化 を進め

る ことが重要 であ る。

収集段階 では,地 域のニーズ に対応 した情報 を迅速 かつ効率的に収集す る仕組みが必要 とな

り,そ のための具体的 な方策 として,情 報拠点が保有 する情報 のク リア リング機能の整備 を全

国的に展開 する必要 があ る。

蓄積段階で は,地 域のニーズに対応 した利用方法等 を踏 まえ,か つ,複 数データベースの結

合利用 に対応 した形 で蓄積 する必要があ り,役 割分担 の考え方 に即 して地域及 び国 レベルの間

で整合性が とれた形でデー タベース構築 を促進する ことが重要 であ る。

(2)ネ ッ トワーク

ネッ トワークの形成 は,情 報の効果的な利用 手段 として考え るべ きであり,情 報利用の側面

か らネッ トワークに係 る技術開発,基 盤整備等 をとらえ る必要 があ る。
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情報利用の側面か らみると,多 種多様 なデ一夕ベ]ス を組み合 わせて利用す る状況 が今後増

大することが予 想され それに対応 して物理的 なデータベースの存在 を利用者が意識す ること

な く論理的 な結合 による利用技術 を開発す る必要がある。 その際,国 レベルにおいて基盤 とな

りうる相互運用 性の技術開発,標 準化の推進等を行い,一 方,地 域 レベルにおいてはニーズに

合致 したインタフェース機 能の実現 を図 ることが重要 である。

また,こ の ようなフレキシビ リテ ィの高い ネッ トワー クを実現す るため,高 速 大容量 で,

か つ経済 的な通信網 の整備を国 レベル,地 域 レベル各 々のニーズに即 して図る必要 がある。

⑧ 人材育成

地域 情報化の進展 に伴い,地 域 によっては人材 の不足が深刻 な問題 となりつつある。教育 の

問題 は,長 期的な観 点から人材 の底辺拡 大を図 る教育 と短期的 な観点か ら実践に役立つ専 門家

育成 と分けて考 える必要 がある。前者 は既存 の教育機 関における情報処理 力 りキュラムの充実

によって,後 者は問題指向的教育 の拡 充方式 の導入に よって人材を育成 す る方策がより現実的

である。

(4)コ ス ト

再三述 べていることであるが,利 用者か らみれば,情 報 を出来 る限り安価 に利用したい とい

う要望 があり,そ れに応 えるためには副産物 デー タを利用 する等の効率的なデータの整備 を行

い,ネ ッ トワー クの形成 を図 る必要 がある。 また,利 用が増大 すれば利用 コス トは低下 すると

い う原理から考 えると,ニ ーズに基づ いた情報化の推進 が前提 であるため利用 の普及 ・啓蒙 を

促進 し,利 用の増大 を図る必要 がある。

(5)普 及 ・啓蒙

地域情報化が円滑 に推進 され るためには,そ の主体 である地域関係者の コンセンサスが十分

得 られることが重要である。 その理解 と協 力のうえに,例 えば,地 域 の公的機関の利用事例 や

民間の活用例の紹介等 について情報交換を行 う等,情 報利用マイン ドの高揚 を図 ることが必要

で ある。

また,国 レベルにおいては,よ り一層の活用 を促進す るために,的 確 なク リア リング情報 の

提供が必要 である。

(6)法 ・制度 の整備

情報は,工 業社会におけ る製品 と異 なった性質を持 っているため,今 後,更 に情報化 が進 む

と,従 来の社会的慣習や考え方の範囲を越えた面での対応 が必要 となって くる。

そのため,地 域におい ては情報 の整備,情 報 公 開 の 基準 ・条件等の利用 におけるルール作

りが,ま た,国 においては情報化 の進展 に応 じて出資,融 資,税 制,減 価 償却,著 作権,プ ラ

イバシー等に関す る法 ・制度 の整備が望 まれ る。

(の その他

地域 情報化 の推進 のため には,以 上 の方策を積極的に実現することは勿論の ことであ るが,

よ り幅広 い利用のために,例 えば中小企業等の利用を促進す るうえで,得 られた情報を グラフ

化 ・図形化す る等,機 能 の充実を図ることが必要である。
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1.調 査 研 究 の概 要

Ll本 調 査 の 目 的

北 海道地域においては,現 在,地 域経済の活性化並びに地域振興のための種 々の努力が払われて

お り,そ の一環 と してテ クノポ リス,ニ ューメデ ィアコ ミュニテ ィ関連の各種構想がINS(高 度

情報通信サー ビス)等 の整備 と並行 して進め られ ている。

また,コ ンピュータの導入及びその利用について も着実に進んで おり今後の展開は機関相互間の

ネッ トワー ク化 を指 向す るものと予想される。一方 道内の各機 関において も地域の自立化のため

に輸移 出の拡大,企 業誘致,人 的並びに経済 情報,流 通情報,産 業情報等各種情報の迅速な流通'

促 進が欠かせない要件 として認識の高まりをみせ ている。

北海道地域は全国と比較した場合,第 二次産業,な かで も製造業の ウエイ トが低 く,か つ,今 後

の高度情報化社会 に向けて各機関の体質改善 が緊急の課題 となっており,地 域産業の活力を高めてい

くことが大切な要件 とされている。

このため,地 域の産業関連情報等の各種情報 の利用状態,そ の加工過程を把握 し,更 には,こ れ

ら情報の高度利用の早期実現へ向けての対応が期待され ている。

この ような背景の もとに,59年 度 か ら3ケ 年計画で地域 固有の情報 ニーズに基づ く,地 域産業

情報 の流通 システムのビジョンを作成すると共 に,そ の具体的方策にっいての検討を行 うものである。

1.2調 査 の 推 進 体 制

本事業を推進す るために,当 地域に下記の とお り国の出先機関,自 治体,経 済団体,大 学及び地

域企業等で構成す る 「札幌圏における地域産業情報流通調査委員会」を設けて調査研究を行 った。

推進方式は,ア ンケー ト調査 をもとに,委 員会で検討 を加える こととした。

表1-1委 員 会 の 構 成

59年 度委員会構成機関 61年 度委員会構成機関

①北海道 開発局 ①北 海 道

②北 海 道 ②北海道経済連合会

③北海道経済連合会 ③札幌商工会議所

④札幌商工会議所 ④北海道拓殖銀行

⑤北海道拓殖銀行 ⑤北海道電力 ㈱

⑥北海道電力 ㈱ ⑥北海道東北開発公庫北海道支店

⑦北海道東北開発公庫北海道支店 ⑦(財)北 海道地域技術振興センター

⑧札 幌 大 学 ⑧日本電信電話㈱

⑨(社)北 海道産業調査協会 ⑨札 幌 大 学

⑩札幌通商産業局 ⑩(出 北海道産業調査協会

⑪札幌通商産業局
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1.359年 度 調 査 研 究 の概 要

◇

L3。1調 査 研究内容

59年 度 の事業 としては,以 下に挙げる諸活動を行 った。

① 札幌圏に所在する公的機 関,経 済団体,各 種団体,大 学及び企業等の機 関を対 象とす るコン

ピュー タ導入 ・利用状況,情 報の集積及び情報の加工 ・利用 形態等 の調査

② 今後の各機関活動の促進 を図 るために必要となる情報の 区分,範 囲,条 件等の調 査及び将来

の オンライン ・ネッ トワーク構築に関す る意識調査

③ 上記①,② の結果を踏まえ,各 機関における情報の入手経路,情 報の加工,利 用過程で生ず

る問題 点の把握 ・分析及び将来 のオンライン ・ネッ トワー ク構築に よる地域産業情報流通展開

に向けてのニーズの検討

マ

1.3.2調 査結 果の概要

59年 度 調査結果か ら札幌圏に所在する多くの機関で,コ ンピュータに よ9,独 自の ニーズに

基づいた業務処理を行 ってtoり,特 にコンピュータ導入機 関の約7割 に相当す る機 関でオン ライ

ンによる情報流通 を行 っていることが 明らかになった。

しか しなが ら,コ ン ピュータ規模は一般に 「パソ コン」 と呼 ばれてい る小規 模な ものが 多く,

処理 内容につ いて も機関内の個別情報 をそのまま流通させ る形態がか な りの ウエイ トを 占めそお

り,情 報 の高度利用 を行 うこ とに よる,企 画 ・立案 業務,意 思決定に対する本格的 サポー ト体制

を整えるところまで には至 っていないのが現 状となっている。

また,ア ンケー トの なかでデ ータの利用 ニーズの面か ら産業 ・経済動向,物 価 ・消費 ・労働

経済 ・統計一般,金 融 ・税務,予 算 ・投資動向,各 種計画 ・予測等の情報分野か ら63の 情報 を

抽出 し,こ れ ら情報の現在の利用状況及び今後のオンラインに よる入手 の必要度 について も調 査

を試みた。

この結果,各 情報分野 とも平均的に利用されている ことが明 らかになったカ㍉ いずれ も情報入

手媒体は印刷物等に よるものがほ とん どで,磁 気媒体によるものは極めて 少な く入手情報の利用 層

もそのまま利用す ると回答 した ものが 多かった。

しか し,こ れ ら情報について も,情 報流通の必要性 と将 来的なオ ンラインニーズ も存在 してお

り,各 機 関が独 自に行 っている個別業務情報流通のオ ンライン実施状況 の進展 に伴い今後 これ ら

情報に対す るニーズの高ま りが予想され る。

各機関のオンライン実施形態か らは,同 一機関内オンライン ・ネッ ト7ー クを中心にシステ ム

構築が進め られてお り,新 たな展 開として異業種機関 とのオン ライン.化の萌芽 もみ られ,他 機関

と結ぶ オンライン ・ネッ トワークに よる情報流通システムの実現に向けた基盤 の整備 ・拡充がみ

られた。
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2.61年 度札幌圏における地域産業情報流通調査

2.1調 査 の 概 要

(1)調 査 の 目 的

59年 度の調査結果 を踏 まえ て61年 度は引 き続 き'「札幌圏におけ る地域産業 情報オンライン

・ネ ットワーク構築に関す る調査研究」 をテーマとして
,国 の出先機関,地 方 自治体,大 学,地

域 企業等の地域機関における コンピュータ利用状況,各 種情報の提供状況,デ ー タベースの構築

及び利用状況,将 来のオンライ ン ・ネッ トワー ク構築に関す る意識調査を行 った。

(2)調 査 の 方 法

郵送に よるアンケー ト方式

(3)調 査 の 対 象

札幌圏に所在する地域機 関

なお,札 幌圏とは,札 幌市,江 別市,千 歳市,恵 庭市,広 島町,石 狩町,当 別町,厚 田村,新

篠津村,浜 益村の10市 町村 とする。

(4)調 査 内 容

主 な調査内容は,以 下のとお りで ある。

① コン ピュータの利用状況

②4各 種情報の提供状況
蔽 '③'デ

ータベースの構築状況

④ 外部 商用データベースの利用状況

⑤
、将来 のオンライン・.ネ・・ワー・構築に関す硝 調 査

㈲ 調 査 の 時 期

昭和61年10月

(6)ア ンケー ト回収 結果

本調査の業種別 アンケー ト発送件数 と回収件数は表2-1に 示 す とお りである。

、発送件数593件 に些 回収件拠315件 となり・回収率は61・6%r元 ・

表2-1ア ンケー ト回収結果

発 送 件 数 回 収1年 数 回 収 埠フ(駕)

国 ・ 地 方 自 治 体 39 34 87.2

経 済 諸 団 体 97 76 78.4

製 造 業 98 53 54.1

建 設 業 84 55 65.5

卸 ・ 小 売 業 97 47 48.5

運 輸 ・ 通 信 業 75 38 50.7

公 益 ・ 金 融 業 23 15 65.2

大 学 ・ サービス業 等 80 47 58.8

合 計 593 365 61.6
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2.2調 査 の 内 容

2.2.1コ ン ピュータの導入状況

、札幌圏vateけ るコンピュ=タ(パ ソコン,オ フコンを含む)の 業種 別導入 状況は表2-2の と

お りである。

回収 した365機 関 の うち 「導入 している」 と回答 したのは272機 関(導 入率76..4%)と

な ってお り,「 将来導入計画あ り」 まで含め ると81.7%と なる。一方,「 導入 していないし,

計 画もない」 と回答 したのは65機 関 で全体 の18.3%と な っている。

次に,「 導入 してwoる 」 と回答 した機 関につveて 業種別にみ る と,回 収 した15機 関すべてが

導入 している 「公益 ・金融業」の導入割合力撮 も高 く・次いで 「卸 小売劃(同94・7%)・

「製造業」(同90、9%),「 大 学 ・サー ビス業等」(同88.0%), .「建設業」(同8.50%),

「運 輸 ・通信業」(同77.8%)の 順 となっている。
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一 方
,「 導入 していないし,計 画 もない」 と回答 した機 関を業種別にみ ると 「経済諸 団体」

(同49.3%)が 約5割 となって お り,他 業種に比べてOA化 の 遅れが 目立ってい る。

表2-2コ ン ピュー タの導入状況

＼ 国・地方且雌
%
経 済8 製 オ‖ 桑 建1 竃 鍵 卸 ・' 、弗 鑑 運輸 '通 情 量 公益 ・金融彙 大学 ・ ・ヒス類書 合 計

% % %
L団 且
% % % % %

導 入 し て い る 田 69.7 刀 37.0 50 go.9 49 肪.9 36 94.7 21 η.8 15 100.0 51 田.0 2η ?6.4

将 来 尊 人計画 あ り 3 9」 10 13.7 1 L8 1 1.8 . . 2 7.4 . . 2 3.4 19 5.3

未導入、計画もなし 7 2L2 領 493 4 7.3 7 12.3 2 53 4 14.8 . . 5 8.6 田 18.3

計 33 100.0 73 100.0 55 100.0 釘 100.0 38 100.0 27 100.0 15 100.0 58 100.0 蹴 loo.o
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さ らに,業 種別 コン ピュータ導入率を,59年 度 調査 と本調査(61年 度)を 比較 したのが,

図2-1で あ る。

調査対象数が前回調査 と異なるので,一 ・概には言えないが,2年 間 に業種合計では,導 入率が

64.5%か ら76.4%と1L9ポ イン ト高 まってお り,特 に業種別でみる と 「経済諸団体」が前

回に比べ伸び率が 高い。

なお,調 査対象の増加に より 「国 ・地方 自治体」 「運輸 ・通信業」で導入率が減少傾向を示 し

た。

2.2.2コ ン ピュー タ業務の形態

各調査対象機関で,コ ン ピュー タに よる情報流通 をどの ように行 ってい るかを,形 態別,業 種

別にとりまとめたのが'表2-3か ら表2-8で あ る。

それを各形態別 にみ ると,「 現在行 ってい る」が最 も多いのは 「本社 ・支社間オンライン」で,

127機 関 とな ってお り,以 下 「本社内オフライン」(115機 関),「 本社 内オ ンライン」

(108機 関),「 本 社 ・支社 間オ フライン」(83機 開),「 外 部機 関とのオンライ ン」(80

機 関),「 外部機関 とのオフライ ン」(59機 関)の 順 とな ってい る。

表2-3本 社 内オンラインの場合(複 数 ・無回答あり)

＼ ＼ 竺種 国 ・地方五泊控
%
経 済 傑 製i 建1 1業 卸 ・' L充盈

%
運 輸 ・通情量 公益 ・金融業 大学 ・

・ビス毒害 合
% %

_8t%『 窯T
% %

現

在

行 っ て い る 8 23.5 2 2.6 24 45.3 17 30.9 16 M、0 8 2L1 ll T3.3 泣 47.8 lo8 拍.7

行 っ て い な い 12 35.3 刀 30.3 13 24.5 ⑳ 鵠.4 10 2L3 6 15.8 2 133 16 34.8 102 田.0

将

来

行 う 予 定 5 14.7 4 53 4 7.5 9 16.4 4 8.5 5 13.2 .
・ 7 15.2 閲 10.4

行 わ な い 2 5.o 9 n.8 ・ . 1 1.8 ・ . 3 7.9 1 6.7 3 6.5 19 5.2

未 定 6 17.6 ll 14.5
'7

13.2 13 23.6 6 12.3 3 τ.9 1 6.7 6 13.0 53 14.6

回 収 敵 糾 / 76 / 臼 / 55 / 47 / 謁 / 15 / 鵠 / 湖 /

`

(注)構 成比(%)は 回収した楓間数に対する割合であり、必ずしも合計恒は100Xにはならない.(以 下、表2-8ま で同じ.)

また,「 現在行 っている」機 関を業種別にみると,「 本社 ・支社間オ フライン」 を除 く全ての

形態で 「公益 ・金融業 」が,コ ンピュータによる情報流 通を行 っている割合が最 も高 く 「大学 ・

サー ビス業等」は,「 本社内オ ンライン」,「 本社内オ フライン」,「 外部機関 とのオフ ライン」

の3形 態 で,「 公益 ・金融 業」に次いで コンピコ.一夕に よる情報流通 の割合が高い。

次に,情 報流通 を 「現在行 って俗な硲」機関を業種別 にみる と,「 本社内オンライン」,「 本

社 ・支社間 オンライン」,「 外部機 関とのオ ンライン」の3形 態で 「建設業」の割合が最 も高 く

な ってk・ り,「 国 ・地方 自治体」は,「 本社内オ フライン」,・ 「外部機関とのオ フライン」の2

形 態で最 も高 くなってい る。
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表2-4本 社 ・支社間オ ンラインの場合(複 数 ・無回答あり)

業種 国 ・地方自治体 `国防 直」田」主
%
製i ;嵩 健 ハ慶 雲 卸 ・' 、療 旗 運 輸 ・ 公 益 ・ 大学 ・,・ピ遠 鵠 合 _.1t

%
岨
%

▲盈誕
% %% % % %

現

在

行 っ て い る 14 4L2 4 53 加 49.1 17 30.9 2 鵠.8 10 泌.3 12 80.0 η 47.8 127 34.9

行 っ て い な い 7 20.6 盤 30.3 13 24.5 刀 4L8 11 23.4 5 }3.2 2 13.3 16 34.8 loo 27.5

将

来

行 う 予 定 3 8.8 10 13.2 6 1L3 11 20.0 6 12.8 8 2Ll 1 6.7 10 2L7 55 15.1

行 わ な い ・ . 4 5.3 1 1.9 . 一 ,
・ 1 2.6 . ・ 3 6.5 9 2.5

未 定 5 14.7 14 18.4 8 15」 17 30.9 5 10.6 3 7.9 1 6.7 6 13.0 鴇 16.2

回 収 数 別 /
'

76 / 53
//

ρ/'
55 /

,/

47 / 38 / 15 / 46 / 誕 /

形態別((1)～(6))に み ると,以 下の通 りであ る。

(1)本'社 内オ ンラインの場合

表2-3を みる と,現 在本社内オンラインを 「行 っている」 のは,「 公益 ・金融業」に集

中 しており,次 いで 「大学 ・サー ビス業等」,「 製造業」の順 とな ってい る。

一 方
,本 社内オンライ ンを 「行 っていない」 のは 「建設業」,「 国 ・地方 自治体」'が多い。

また,将 来 の本社内オン ライ ン化の計 画 にっいては,「 建設業」,「 大学 ・サービス業 等」

「国 ・地方 自治体」の順で多い。'

(2).本 社 ・支社間オンラインの場合

表2-4を み ると,現 在本社 ・支社間オン ラインを 「行 ってい る」のは,「 公益 ・金融業」

が80%に の ぼ り,次 いで 「製造業」,「 大学 ・サー ビス菜箸」の順 となっている。

一方 ,本 社 ・支社間オンラインを 「行 っていない」の は 「建設業」が最 も多い。

また,将 来の本社 ・支社間オン ライン化の計画については,「 大学 ・サー ビス業等」,

「運輸 ・通信業」 が比較的多い。

ttt表2-5外 部機関との オンラインの場合(複 数 ・無回答 あり)

＼ ＼ き・
＼
国 ・地方自治1主

%
経済 縦」腿

%
製i ≧ 桑 建 さ 業 卸 ・' 運輸 ・通信業 公 益 ・ 大学 ・サ・ピヌ震害 合 計

% %
L売 」皇
% %

金盃遂
% %

一%

現

在

、

行 っ て い る
、5

M.7 7 9.2 11 20.8 5

`

9」 18 38.3 9 23.7 8 53.3 1? 37.o 80 22.0

行 っ て い な い 13 ぷ.2 22 田.9 19 35.8 田 52.7 8 17.0 6 15.8 6 40.0 17 37.0 120 33.0

将

来

行 う 予 定 2 5ぷ 8 10.5 8 15.1 5 9.1 5 10.6 3 7.9 3 20.0 6 13.0 40 lLo

行 わ な い 3 8.8 3 3.9 3 5.7 2 3.6 9一 ・ 2 5.3 . ・ 2 4.3 15 4.1

未 定 8 23.5 ▲4 18.4 12 22.6 27 49.1 6 ▲2.8 4 10.5 4 2.7 1t 23.9 86 23.6

回 収 数 M
/
/'/ 76 / 53 / 55 / 47 / 認 / 15 / 46 /

'
364 /

表2-6本 社 内オフラインの場 合(複 数 ・無 回答 あり)

薪 国 ・地方且治止 経 済 請 団 体 製R 量 窺 建3 款 業 劉 ・' 勇 一星
%
運 輸 ・通信簸 公 益 ・金刮量 大学 ・,一 合 計

L..w % % % % %
退 笠,
% %

現

在

行 っ て い る 8 23.5 8 10.5 21 39.6 24 43.6 10 21.3 9 23.7 9 60.0 お 56.5 U5 31.6

行 って いな い 10 29.4 17 22.4 8 15.1 10 18.2 8 17.0 2 5.3 2 13.3 10 21.7 研 18.4

行 う 予 定 1 2.9 5 6.6 2 3.8 ・4 7.3 1 2.} 2 5.3 ・ 一 1 2.2 16 4ば

行 わ な い 2 5.9 8 10.5 1 L9 3 5.5 2 4.3 . 一 1 6.7 5 10.9 22 6.o

未 定 6 17.6 8 10.5 6 1L3 8 14.5 5 10.6 2 5.3 正 6.7 7 15.2 43 lL8

回 双 数 M ,/〆
/

76 /
'

53 /
/

55
/

./ 47 //
'

38 ./
/

15 / 妬 / ぷ /

(3)外 部 機関 とのオ ンラインの場 合

表2-5を み ると,現 在,外 部機関 とのオンラインを 「行 っている」のは,「 公益 ・金融
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業」,「 卸 ・小売業」の順で多 くなってい る。

一方
,「 行 っていない」のは,「 建 設業」が 多い。

また,将 来の外部機関 とのオンライン化の計 画につveて は,「 公益 ・金融業 」,「 製造業j

の順で多か うた。 ・

なお,「 製造業」め うち,食 料品部門ではVAN業 者 をとおして,外 部機関 との オンライ

.ン を行 っている ところが 多 く,将 来もさ らに増加傾向にある。

(4)本 社 内オ フラインの場合

表2-6を み ると,現 在本社内オ フラインを 「行 ってveる 」のは 「公益 ・金 融業」が 多 く,

次いで 「大学 ・サー.ビス業等」の順 とな ってい る。

一 方
,「 行っていない」の は 「国 ・地方 自治体」,「 経済諸団体」が 多い。

また,将 来の本社内オフ.ライン化の計画につ いては,「 建設業」,「 経済諸 団体」の順で

・多 い
。 ・・

表2-7本 社 ・支社間 オフ ラインの場合(複 数 ・無回答あり)

、

、

＼ 国 ・地) 輌自治体 経 済 諸」田一庄
%
製 遺 棄 建 1業 卸 ・' 運輸 ・通信業 公 益 ・ 大学 ・サ・甑 毒害 合 計

% % %
二充盈
% %

金眠
% %・ ス

現

在

行 、、て い る 7 20.6 9 H・ 阜 12 ,22・6 19 34.5 12 25.5 10 26.3 5 33.3 9 19.6 83 22.8

行 って い な い 9 26.5 19 25.0 13 24.5 13 23.6 8 17.2 2 5.3 6 40.0 18 39.1 田 24.2

将

来

行 う 予 定 1 2.9 4 53 1 1.9 4 7.3 2 43 3 7.9 . 会 4 8.7 19 5.2

行 わ な い. 3 8.8 4"・5.3 2 3.8 1 L8 1 2.1 1 2.6 2 i3.3 4 8.7 18 4.9

未 定 5 14.7 14 18.6 14 26.4 10 18.2 4 8.5 1 2.6 3 20.0 9 19.6 60 脆.5

回 級 数 貌 / 76 53 / 55 / 47 / 38 /
〆

15 /
/

46 / 期 /
-一

㎡

表2-8外 部 機関 とのオ フラインの場合(複 数 ・無回答 あり)

類 国・地友且治伎. 経 済6見目」皇
%
製 ∨t最 楚 冨1藁 卸 ・' 、療 鑓 運 輸 ・通信量 公 益 ・合駒暴 大学 吋 ・ピλ毒害 合 計

% % % % % % %
一%

現

在

行 っ て い る 3 1L8 4 5.3 9 1?.o 5 9.1 13 27.7 5 13.2 7 46.7 13
'
28.3 臼 16.2

行 っ て い ない 13 謝.2 2 田.9 16 30.2 23 165 9 19」 4 105 5 33.3 ▲5 32.6 107 凶.4

将

来

行 う 予 定 2 5.9 2 2.6 . ・ ・ ・ 2 4.3 1 2.6 1 6.7 4 8.7 12 3.3

行 わ な い 3 8.n 6 7.6 2 3』 4 73 1 2.1 1 2.6 1 6.7 3 6.5 2) 5.8

未 定 5 14.7 16 2LI 15 28.3 19 34.5 5 10.6 3 7.9 3 20.0 10 21.7 76 20.9

回 収 数 34 / 76 / 53 / 55 47 38 15 / 46 / 翅 /

(5)本 社 ・、支社間オフ ラインの場 合

表2-7を み ると,現 在ジ本社 ・支社間オフ ラインを 「行 っている」りは,「 建設業」が

最も多 くなっている。

一方
,本 社 ・支社間オフラインを 「行 っていない」のは,「 公益 ・金 融業 」,「 大学 ・サ

]ビ ス業等」が多い。

また,将 来の本社 ・支社間オ フライン化の計画については,「 大学 ・サー ビス業等」,「

運 輸 ・通信業」の順で多い。

,
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(6)外 部 機関とのオフラインの場合

表2-8を み ると,現 在,外 部機関 とのオフ ラインを 「行っている」のは,「 公益 ・金融

業」,「 大学 ・サー ビス業等」の順で多 くなっている。

一方 外部機 関とのオフ ラインを 「行
ってい ない」のは,「 国 ・地方 自治体」が最 も多い。

また,将 来の外部機関とのオ フライン化 の計画については,「 大学 ・サービス菜箸」,「

公益 ・金融業」の順で 多い。

以上,コ ン ピュー タ業務の形態を業種別にみ てきたが,特 に,外 部機関とのオンラインにつ)A'

て,そ の内容をみる と,最 も多か った 「公益 ・金融業」の場合は,全 国銀行協会 ,共 同事務セ ン

ターをは じめ各取 引先 とオンラインによる情報流通 を行ってい る。

また,大 学 も現在他大学,研 究所等 とオン ラインを行って おり,将 来 に向けて図書館情報 ネッ

トワー ク構想が進 められてい る。

「公益 ・金融業」に次いで,多 か った 「卸 ・小売業」 の場合は,情 報処理 サービス業,メ ーカ

ー
,信 販会社,銀 行,得 意 先等 とオンラインによる情報流通を行ってお り,将 来,さ らに拡充す

る計画 も有 している。

札幌通産 局が行 った別途 調査に よる と,特 に,「 卸売業」については卸売業の本社 と支店 ・営

業所や配送 センター間,ま た卸 ・小売 ・メーカー間の取引に伴 う情報流通は,① 取引の数が多 く

地理的に も分散 して存在 している②伝達すべ き情報の発生量が膨 大であ り発生頻度 も高い③迅速

な情報伝達 ・処理 の必要性が高いことなどか らその効率化のニーズが高 くオンライン化を推進す

る企業 が増加 している。'

一方 ,「 小売業」の情報化の 先駆的 な取 り組み としては 地元 の家電小売及 びコンビニエンス ・

ス トアや フライチャイズ ・チェーン等の一部においてPOSシ ステ ムに加え,EOSに よる受発

注 システムが導入されているほか,こ うしたネ ットワー ク化 によ り習得 した システムを利用 した

VAN事 業へ の進 出の動 きもみ られる。

また,VAN事 業 については第2種 電気通信事業 として7社 が届出をしてk'り,主 に卸 ・小売

業におけるEOSを 狙 いとした事業を実施あるいは計画 してveる 。

この7社 の うち5社 が情報処理サー ビス業者でこれ ら業 種はオ ンラインに よる受託計算 を手が

け他2社 について もネットワークを手がけていた実績 がありVA .N事 業 への取 り組みノウハ ウは

蓄績されている。

本道は面積が拡 大でVAN事 業 による通信費の低廉 化が 特に 中小企業において メリッ トが大 き

くVANの 展 開が産業の活性化につ ながる といって も過言 ではな く今後,VANを 積 極的に推進

す る必要 がある地域 といえ よう。

2.2.3オ ンライン処理の問題点

各調査対象機 関で,本 社 ・支社 ・外 部機関 とのオン ライン処理を行 うにあたって どの ような問

題点があるのかを,業 種別 にとりま とめたのが表2-9,図2-2で ある。 これに よると,「 通
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信経費の増大」が全体の33.3%と 最 も多く以下,「 障害発生時 のデ ータ保護」(構 成比19.9

%),「 専任要 員の確保」(同17.6%),「 プ ライバ シーの保護」(同13.4%),「 通 信方

法 の標準化」(同13.4%)の 順 となってい る。

表2-9オ ン ライン処理の問題 点

＼
＼ 一、、 漢種＼

、＼
国・地方且治睦.

%
竃董済 紐」謎』し

%
製
'量 漢 建 桑 卸 ・' 運輸' 涌{貢業 公益 ・金融業 大 学 ・, 合 計L売且

% % %
蹴
% %

% %

通 偲 経 費 の 増 大 830.4 1了 5L5 12 z73 13 28.9 11 34.4 9 42.9 4 28.6 13 26.0 留 33.3

専 日i要 員 の 碗 保 313.6 3 9.1 7 `5.9 13 28.9 8 25.0 4 19.0 2 143 6 12.0 46 1了.6

}

プライバシーの保護 830.4 4 12」 7 15.9 3 6.7 0 . 2 9.5 2 14.3 9 18.0 35 13.4

障害発生時のチ・9保護 20.1 3 9」 12 27.3 9 20.0 8 25.0 5 23.8 2 143 11 22.0 52 19.9

通 信方 法の標準化 o・ 4 12.1 5 IL4 7 15.6 5 15.6 1 4.8 3 2L4 10 ⑳.0 35 13.4

そ の 他 14.5 2 6.1 1 2.3 0 . 0 . 0 ・ 1 7.1 己 2.0 6 2.3

計 22100.0 田 LOO.0 44 100.0 45 100.0 32 100.0 21 100.0 14 100.0 50 100.0 261 100.0

囲 オ ンライン処理上 で1番 大 きい と思 われる問題 点だけを集計 した。

体
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業
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・
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田
縫
製
建
卸
運
公
大
合
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驚

惑ii鷲3ε3‡ 綴 』/

逓増 専 確 プ1障 デ 通 標 そ

信大 任 保 ラの 害1信 準 の

経 ・要 イ保 発 タ.方 化 他

費 員 バ 護 生 保 法

の の シ 時護 の

図2-2オ ン ライ ン処理 の問題点の比較

業種別 にみ ると,「 経済諸団体」を初 め とす る全ての業種で 「通信経費の増大」を最大の問題

点と して指摘 している。

また,そ の他 の問題点 としては,「 データ収集,デ ー タ登録の体制確立」,「 公開,非 公開の

区分け とその時期」,「 公衆回線 のスピー ドア ップ」,「 情報の信 頼性」等があげ られ る。

2.2.4情 報 提供の現状 と将来の計画

(1)外 部 機関への情報提供状況
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本調査で情報の提供可能機関 と想定 した,255機 関 の うち,回 答の あった125機 関 に対

し,コ ンピュータに よる情報提供の可能性の有無を とりまとめたのが図2-3で あるσ

現在 外部への情報の提供を 「行っている」 と回答 した機 関は22件(提 供側 回収数 の17.

6%)で,「 将来行いたい」 と回答 した機 関(34件,27.2%)を 含 めると全体の44.8%

と約半数近 くが提供 または,そ の可能性 を有 してい る。

(2)業 種別 にみた情報提供の動向

情報提供の現状 と将来の動向を シス テム毎にと りま とめたのが,表2-10か ら表2-14

で ある。

まず,表2-10に よ り業種別にみる と,現 在オ ンラインで提供 している情報数は,全 部で

29シ ス テムとな ってveる 。

将来については オン ラインで計画を有 して いるのは26シ ス テムである。

特に 「大学 ・サー ビス業等」と 「経済諸団体」につ いてオン ライ ンによる情報提 供を現在 と

将来についてその内容 をみ る と次の とお りで ある。

現 在 将 来

大 情報学文献情報 文 献 デ 一 夕

テ 経済 ・経営情報 学 術 情 報
サ

ー 遺 伝 情 報 信 用 情 報

ビ 認知科学 情報 人 材 情 報
ス

業 日本 テクノマー ト情報 工業技術 情 報

等
デ ザ イ ン 情 報

'経

生乳検査 成 績 物価調査 ・労働全般

済
諸 精 算 デ ー タ

金融税務 一 般

団 金融業務 情報 北海道総合 目録デー タベース

体
報 告 書 情 報

」

'

ii纐灘 嚢
}fiう てい る:,

.i17.6%(22)'

蜘
S
魏

剛

将

2
ヨ

た

関

し
側
機
合

答
供
25
割

.88

咽
提
-
已

D

.

図2-3外 部機関への情報提供の割合
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表2-10業 種別にみた情報提供件数

(単位;シ ステム件数)

現 在 将 来 計
オ ン ラ イ ン オ フ ラ イ ン オ ン ラ イ ン オ フ ラ イ ン

% % % % %

国 ・地方 自治体 6 20.7 5 29.4 3 11.5 4
「

28.6 18 20.9

経 済 諸 団 体 6 20.7 4 23.5 14 54.0
'
4 28.6 28 32.6

運 輸'・ 通 信 業 1 3.4 ・ . 1 3.8 1 7.1 3 3.5

公 益 ・金 融 業 4 13.8 ・ ・ 3 11.5 3 21.5 10 11.6

大学 ・サービス業 12 41.4 8 47.1 15 19.2 2 14.2 27 31.4

計 29 100.0 17 100.0 26 100.0 14 100.0 86 100.0

c

表2-11分 野別にみた情報提供件数

(単位;シ ステム件数)

現 在 将 来 計
オ ン ラ イ ン オ フ ラ イ ン オ ン ラ イ ン オ フ ラ イ ン

% % % % %

産業 ・経済動向 3 10.3 3 17.6 3 11.5 4 28.7 13 15.1

物 価 ・消費 ・労働 1 3.4 ・ ・ 6 23.1 1 7.1 8 9.3

技 術 1 3.4 1 5.9 5 19.2 1 7.1 8 9.3

金 融 ・ 税 務 4 13.8 4 23.5 2 7.7 ・ ・ 10 11.6

予算 ・投資動向 ● 一 一 ・ ・ ・ 2 14.3 2 2.3

各種計画 ・予測 ・ ● . 一 ・ . 3 21.4 3 3.5

そ の 他
': ..
20 69.0 9 52.9 10 38.5 3 21.4 42 48.8

計 29

1

100.0 17 100.0 26 100.0 14 100.0 86 100.0

(3)分 野 別にみた情報提供の動 向

各機関が提 供す る情報 を分野別に とbま とめたのが表2-11で あ る。

現在,オ ンラインでは,「 その他 」の分野20シ ステムが最 も多 く,次 いで 「金融 ・税務」

(4シ ス テム),「 産 業 ・経済 動向」(3シ ス テム)と 続veて い る。

また,現 在 のオフ ライン,将 来 のオン ラインとも 「その他」 の分野 が 将来のオフラインに

っいては 「産 業 ・経 済動 向」が最 も多 く.なっている。

主要 分野 別にオン ライ ンに よる情報提供 を現在 と将来にっいてその内容をみる と次のとおりで

ある。

●
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分野 現 在 分野 将 来

金 金 融、業 務 物資 物価調査,労 働全般

融 入出金,振 込明細等 価 ・ 消費生活相談情報
・

税 顧客金融取引情報 ・労 商品テス ト情報

務 消働 危害 ・危険情報等

産経 ACEシ ス テ ム 技 企業情報 ソフ トウェア開発 情報

業済 経済 ・経営DB等 企業紹介 要 覧

・動 人 材 情 報

向 術 工業技術情報等

そ 青果物卸売市況情報 そ 地域 出版 情 報

気象 ・地震情報 企画商品等旅行情報

の 生乳検査成績等 の 文献図書の目録

企画商 品 情報 学 術 情 報

他 他 信 用 情 報 等

●

(4)提 供 先 の 動 向

次に,表2-12に よ り情報 の提供先 の動向 を業種別にみ る と現在,オ ンラインでは 「大学

・研究 所」,「 一 般企業」が,オ フラインでは 「一般企業」,「 国 ・地方 自治体」,「 各種団

体」,「 金融機関」が多 くなっている。

将来 では,オ ンラインが 「大学 ・研究所」,オ フラインでは 「国 ・地方自治体 」がそれぞれ

最 も多 くな っている。

オン ラインに よる提供先の現在 と将来 につ いて業種別に例示す ると次のとお りで ある。

'

'

〔現 在 〕

大学 ・サービス業

情報学文献情報(提 供先)

経 済 経 営 情報 大 学
・研 究 所

経 済 誌 団 体__一 一 一一一一一一一 一 」→

ACEシ ステム(海 外情報)

NBDCシ ステム(貿 易統計)
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公 的 機 関

青果物卸売市況情報

気象 ・地震情報

経 済 諸 団 体

(提 供先)

ACEシ ス テム

NBDCシ ス テム

1金 融 機 関

入 出金,振 込明細等

顧客金 融取 引情報

一 般 企 業

〔将 来 〕

公 的 機 .関

サケマス資源情報(提 供先)

経三 ∴ 一 大学・研究所
Uタ ーン人材登録斡旋シkテ ム

文献図書の目録

学 術 情 報

表2-12情 報 提供先の件数(複 数 ・無回答あ り)

(単位;シ ステム件数)

現 在 将 来 計'

オ ン ラ イ ン オ フ ラ イ ン オ ン ラ イ ン オ フ ラ イ ン

% % % % %

国 ・地 方 自治体 7 12.5 6 ・18.2 12 19.7 10 28.6 35 18.9

大 学 ・研 究 所 15 26.8 2 6.1 13 21.2 4 lL4 34 18.4

各 種 団 体 11 19.6 6 18.2 12 19.7 5 14.3 34 18.4

金 融 機 関 3 5.4 6 18.2
『

10 16.4 2 5.7 21 11.4

一 般 企 業 12 21.4 8 24.1 10 16.4 9 25.7 39 21.0

そ の 他 8 14.3 5 15.2 4 6.6 5 14.3 22 11.9

計 56 100.0 33 100.0 61 100.0 35 100.0 185 100.0
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表2-13情 報 提 供 頻 度 の 件 数

(単位;シ ステム件数)

ム

現 在 将 来 計
オ ンrラ イ ン オ フ ラ イ ン オ ン ラ イ ン オ フ ラ イ ン

% % % % %

1回 未 満/月 1 3.4 7 41.2 9 34.6 10 71.5 27 31.3

1～5回/月 8 27.6 4 23.5 8 30.8 グ2 14.3 22 25.6

6～10回/月 . 一 ・ , 2 7.7 1 7.1 3 3.5

11回 以上/月 8 27.6 4 23.5 5 19.2 . ・ 17 19.8

そ の'他 12 41.4 2 11.8 2 7.7 1 7.1 17 19.8

計 29 100.0 17 100.0 26
F

100.0 14 100.0 86 100.0

(5)提 供 の頻度 の動向

提供の頻度 を表2-13に よ りみる と,現 在では,オ ンラインで,.1ヵ 月 当たり1～5回,

な い しは11回 以 上の頻度 でそれぞれ8シ ステム提供 しているが,オ フラインでは,1ヵ 月当

た り1回 未満 の頻度で提供されてveる 件数 が7シ ステムで最も多か った。

将来では,オ ンライン,オ フライン共に1ヵ 月 当たり1回 未満の提 供が多い。

(6)手 続 きの 動 向

さ らに表2-14'vaよ り,情 報提供 の際の手続 きの有無をみると,現 在のオン ライン,オ フ

ラインそ れぞ れ,21シ ス テム(72.5%),11シ ス テム(64,7%)に つveて 諸規定に基

づ く,申 請書の提出(国 ・自治体)や,会 員登録制(経 済諸団体,サ ー ビス業)等,何 らかの

手続 きを経て情報 を提供している。,

将 来 について も,オ ンライン,オ フライン共に何 らかの諸規定を設け る考えが 多い。

表2-14情 報提供の手続 きに関す る件数

(単位;シ ステム件数)

'

,

現 在 将 来 計
オ ン ラ イ ン オ ン ラ イ ン オ フ ラ イ ン

% % % % %

手 続 き あ る 21 72.5 .11 64.7 16 61.6 6 42.9 54 62.8

手 続 き な い 7 24.1 4 23.5 9 34.6 6 42.9 26 ・30
.2

そ の 他 1
,

,

3.4 2 11.8 1
,

3.8 2 14.2 6、, '7.0

計 29 100.0 17 100.0 26 100.0 14 100.0 86 100.0
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2.2.5内 部 用(プ ライベー ト)デ ータベースの構築状況

(1)デ ー タベースの構築 ・運用状況

各調査対象機 関が経 営戦 略上必要 とす る情報を収集しデータを整理,統 合 して構築 したプラ

イベ ー ト`デ ータベースについて運 用 している機 関数及 びシステム件数 を業種別 にとりま とめ

牟 のが図2-4,表2-15で あ る。
'

まず,図2-4を 見 る とデ ータベースを運用しているのは,27機 関で回収 した365機 関

の7.4%を 占めている。

これ を業種別 にみ る'と「大学 ・サー ビス業等」,「 建設業」がそれぞれ6機 関(構 成比22 .

2%)と 最 も多 く,次 いで 「公益 ・金融業」,「 製造 ・運輸 ・通信業」,「 国 ・地方 自治体」

,がそれぞれ4機 関(同14.8%)と な ってい る。

圃 大学 ・り－n21.
ビス東寄

目 建設業 、22・2:
14ftZ

皿o製 造 ・運輸14、8y
・通信業

圏 公益 ・金融14。9!,

7.4%

[コ 経済諸 団体&%

計1eaex

図2-4業 種 別 にみたデー タベー ス運用中の機 関数

・次に,表2-15を み る と,す でに 「運用 している」 デー タベースの システム件数は90シ

tス テ ム(同58 ,0%)に のぼ り,さ らに 「開発 ・計画中」35シ ス テム(同22.6%)「 構 想

中」30シ ス テム(同19.4%)の ものを加える と155シ ステ ムに達 している。

これ らか ら,デ ータベ ースを 「運用 している」機関は,平 均すると1機 関当た り3シ ステ ム

を保有 している ことになる。

q

、

●

表2-15デ ー タベースの開発状況

(単位;シ ステム敵)

側発 区 分 ・業 種 国・地方ロが遵 経 済 」h団 体 製 造 鎚 建 設 類 卸 ・小 売 豫 逗軸 ・通信類 公益 ・金前章 大学 ・,・ピ燦 等 合 計

運 用 中 5

5.U

4

`L4

5

5.6

13

14.4

3

3.3

?

7.8

1層0

20.0

34

38.9

90
100.0
(50.O)1㈱ 比(%)

開 発 ・ 計 画 中 5

14.a

6

17.1

〔

一

6

17.1

8

22.9

一

一

7

20.0

3

8.6

35
ハ00.O

(22.6)1熾(%)

構 組 中 8

26.7

8

26.7

一

一

5

16.6

3

10.0

一

一

2

6.7

4

13.3

30
100.U
(19.4)1構蹴(%)

計 10

11.6

18

11.6

5

3.2

24

15.6

14

9.0

7

4.5

27

17.4

42

27.2

155
100.0
(100.0)1級 比(%)

¶

(注〉合計口の()内 敵は、区分0蝿知歯比を湖ザ●(以 下、表2・18まで同じ)
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表2-16デ ー タベースの提供状況(開 発 ・計画中 ・構想 中も含む)

(単位;シ ステム件敦)

」

提 供区 分 ・類 種 国・地方自治体 経 済 諸 団 体 製 遺 業 建 設 建 卸 ・小 売 頚 運輸 ・通信粟 公益 ・金融業 大学 ・?・〔凌 等 合 計

社 内 へ の 提 供 8

6.2

16

12.4

4

3.1

19

14:7

10

7.8

7

5.4

27

20.9

38

29.5

129
100.U
(87.2)la成 比(%)

うち連用 中チづベース 5

5.7

4

4.6

4

4.6

13

14.9

3'

3.'4

7

8.0

18

20.7

33

38.1

87
100.O

1構成比(%)

社 外 へ の 提 供 6

31.6

7

06.8

一

←

一

一

3

15.8

一

一

一

一

3

15.8

19
100.0
(12.8)1締雌(%)

計 14

9.5

23

15.5

.
4

2.7

19

12.8

13

8.8

7

4.7

27

18・2

41

27.7

148
100.0『(100
.0)1鋤 く%)

'

なお,「 運用 している」データベ一名の内容は,業 種に より多種 多用で あるが,主 なものを

あげる と 「人事情報」,「 文献情報」,「 顧客情報⊥等が 目立ったところ である。

また,開 発区分ご とに業種別でみる と,「 運用中」では,「 大学 ・サ ービス業」が35シ ス

テム(同38.g%)と 最 も多 く,次 いで 「公益 ・金融業」18シ ス テム(同20.0%),「 建 設

業」13シ ステ ム(同14.4%)が 続 いている。また,「 開発 ・計画中」では、,「卸 ・小売業」

が8シ ステム・(同22.9%),「 構想 中」で は 「国 ・地方 自治体」,.「 経 済諸団体」がそれぞ れ

8シ ステム(同26.7%)と 最 も多 くなってwoる 。

(2)デ ー タベースの提供状況 ・価格状況

各調査対象機関が構築す るデータベース を運用中の ものか ら開発予定の ものまで含め て社 内

外に提供する状況を業種別に とりまとめたのが表2-16で あ る。現在,「 運用 中」,「 開発

1・ 計画 中」,「 構想中」の合計 は,社 内向けが129シ ス テ ム(構 成比87.2%)社 外向けデ

ータベースが19シ ス テム(同12 .8%)『 と社内向けサー ビス を実施または計 画 してい る機 関

が大 多数 で,特 に運用中のデー・タベース90シ ステム中,87.シ ス テム:が社内向け としてサー

ビスを行 って いる。

なお,社 外への提供について業種別 にみ ると経済諸団体7シ ステム,国1地 方 自治体6シ ス

テムとこの2業 種で7割 近 くを占めている。

国 ・地方 自治 体については 「産業 ・経済」,「 物価 ・消費 ・労働⊥等のデ ータベースが一部

運用され外 部 に有償で提供されてい るが大半は 開発 中で ある。

経済諸団体では 「産業 ・経済」,「 技術」等のデー タベースが運用されてお り,外 部に無 償

で提供されているものもある。

他にも計画,構 想中の ものが産業 ・経済分野等で進め られ ている。

一53一



表2-17デ ータベースの価格状況(開 発 ・計画中 ・構想中も含む)

(単位;シ スデム件数)

価 格 区 分 ・霞 種 国・地方自治体 蝿 研`6凶 体『 製 造 ほ 健 設 貴 卸 ・小売 露 還納 ・通信陰 公益 ・金融露 大学 ・,・ピ欠購 合 計

有 償 2

6.7

IO

33.3

1

3.3

一

一

1

3.3

一

一

2

6.7

14

46.7

30
100.0
(23.3》

1蜘砒(%)

うち遵 用中ラ・恒・ス 一

一

4

21.」

1

5.3

一

一

!

5.3

一

一

一

一

13

68.3

19
100.O

1槍蹴(%)

無 償 Iu

lO.U

o

".1

3

3.0

17

17.2

11

11.1

7

7.1

17

17.2

26

26.3

99
100.0
(76.7}1嚥(%)

計 12

9.3

10

14.o

4

3.1

17

13.2

12

9.3

7

5.4

19

14.7

40

3LO

129
100.U
(100.O)1熾(%) 吟

次に,こ れ ら情報提供の有償 ・無償 の有無について現在運用中の ものか ら,'開 発 予定 のデー

タベースまでを含めて業種別 にと りま とめたのが 表2-17で ある。 .

ま ず,運 用中の ものか ら,開 発予定 のデータベースまでを含め ると,有 償は30シ ス テム

(同23、3%)と な っている。業種別 でみ ると,「 大学 ・サー ビス業等」が14シ ス テム(同

46.7%),「 経済諸団体」 が10シ ス テム(同33.3%)と な り,こ の2業 種で有償提供 の

8割 を占めてい る。

また,現 在 「運用 中」 の デ ー タベー ス90シ ス テムについては,19シ ス テムが有償提供

で この うち7割 近 くを 「文献情報」等の多 い 「大学 ・サー ビス業等」が 占めてい る。
、

鰯 大学・サー
ビス業等

Eヨ 公益・金融
匡…ヨ卸・小売業

m経 済誌団体
圏 製造・運輸
・通信業

辺 建設業

[コ 国・自治体

合 計

31.2v,9

餓

欲

飲

弦

τ

T

a

a

1

1

1

1

幼

遊
磁

a
ざ

㎝

Fり

5

'4

つ
∨

2

1

29(件)

、

図2-5業 種 別にみた外部商用デ ータベースの利用機関数

2.2.6外 部商 用データベースの利用状況

(1)外 部 商用デ ータベースの利用状況

各調査対象機関の外 部商用デ ータベ ース(以 下商用データベースとい う。)を 利用 してい る

機関について業種別に とりま とめたのが,図2-5で ある。回収 した365機 関の うち何 らか

の商用データベースを利用 してveる のが29機 関(構 成比7.9%)あ り約9割 以上の機 関が利

用 して いない といえる。
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利用機 関を業種別に見る と,最 も多いのは 「大学 ・サー ビス業等」で9機 関(同3L2%)

以 下,「 公益 ・金融業」,「 卸 ・小売業」がそれぞれ5機 関(同17.2%),「 経済諸団体」

が4機 関(同13.8%)と な っている。

次 に,利 用 されてい る商用データベース を情報分野別 ・業種別 にま とめたのが表2-18で

あ る。

情報分野別では,「 ビジネス」情報が23件(同51.1%)と 過 半数を 占め,次 いで 「一一般」

情報が11件(同24.4%),「 自然 ・科学 ・技術」情報が8件(同17.8%)と な ってい る。

「ビジネス」情報では,企 業情報を収録 した 「東京商工 リサーチ」が提供 している 「TSR

-BIGS」 と
,証 券,金 融,為 替…情報 を収録 した 「㈱QUICK」 が提供 している 「QUICK

ビデオーBM」,「 一般」情報では,新 聞記事情報,経 済,金 融情報を収録 した 「日本経済新

/聞 社」が提供 してい る 「日経NEED -IR ,TS」,「 日経テレコム」,「 自然 ・科学 ・技

術」情報 では,科 学技術文献情報を収録 した 「日本科学情報セ ンター(JICST)」 が提供

している 「JOIS」 の利用が多 かった。

(2)商 用 データベースを利用している理由

商用デ ータベー スを利用してい る29機 関 について,そ の理由 をまとめた結果が図2-6で

あ る。

「情報入手の迅速性」 をあげた ものが24機 関 と最 も多 く,次 いで,「 情報の網羅性」が13

機 関,「 データ加工 ・分析等の利便性」が6機 関 とffwoて お り,迅 速性に対す る期待が半 数近

くを 占め てい る。

(3)商 用 データベ ースを利用 していない理 由

商用デー タベースを利用 していない315機 関 について,そ の理由をま とめた結果が,図2

-7で あ る
。

「利 用 の必 要 が ない」 をあ げた ものが153機 関 で ほぼ3分 の1占 め,以 下,「 必要

な商用データベースがない(存 在 を知 らない)」(114機 関),「 利用経 費(情 報 ・通信料金

・端末設備等)が 高ve」(75機 関)とwoう 理由が上位を占めた
。

(複 数 ・無回答 あり)

情報入手の
迅速性

情報の網硲

性データの加

工分析の利
便性
情報の経済

省力 ・省ス
ペーコ化

::

;:::・;・:・;・:
.・:・:・:・:・

㌔・...・..

・ ・;・;・
':・:・:

・・...

:……………………………………………………………………………………………………1…1…巽………馨 …………1…嚢…竃………災……………………i
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図2-6外 部商 用デー タベースを利用 している理由
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利用の必要
がない

必要な商用
DBが ない

利用経費が
高い
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図2-7 外部商 用デー タベースを利用 してい ない理由
`

表.2-18分 野 別にみ た外 部商用デ ータベース利用状況

(単位;シ ステム件数)

情 報 区 分 ・柔 種 国 ・地ノ旭 洲本 経 済 砧 団 体 製 造 章 建 設 禦 卸 ・小売 章 運軸 ・通信業 公益 ・金融業 大学 ・,・獣菜箸 合 計

一 般 1

9.1

2

18.2

一

一

1

9・
.1

3

27.2

1

9.1

1

9.1

2

18.2

11
100.U
(24.4)

1構砒(%)

自 然 科 学 一

一

2

26.0

2

25.0

一

一

1

12.5

一

一.

1

・12 .5

2

25.0

8
100.O
(17.8)i蹴(%)

ビ ジ ネ ス 一

一

2

8.7

一

一

一

一

2

}8.7

2

8.7

12

52.2

5

21.7

23
1UO.0
(51.1)

1蹴(%)

社会 ・人 文科学他 一

「一

一

一

一

一

1

33.3

1

33.3

一

一

一

一

1

33.3

3
1UO,0
(6.7)

1鋤(%)

廿 1

2.2

5

13.3

2
'

4.4

2

4.4

7

15.6

3

6.7

14

31.1

10

・22 .3

46
100.1ハ

(100.0)
1蹴(%)

(注)r－ 般」情知とは、新田、雛 、ニュース、行政、人物、法1皐、政治等をいう。
「自然 ・科学 ・技術」精細とは、生命牌 ご 化学、特:午、工学、エネルギー等をいう.
「ビジネス」情報 とは、経済、金融、財務、sliΨ、証.券、為替 レー ト、労働等をいう.
r社会、人文科学他」情田とは、図宙館学、数日、歴史、人口統計、辞書・地名等をいう・

.

●

■●

(4}将 来 の商用 データベ ース利用 の有無 ・.

現在,商 用 デー タベースを利用 していない9割 以上の機 関につ いて,将 来の利用の有無をと

りま とめたのが,表2-19で あ る。..

「必要 なものが 出て くれ ば利用 したwo」 を あげた ものが135機 関(同40.8%)と 最 も多

く,次 いで 「わか らな い」が94機 関(同28.4%),「 利 用経 費が安 くなれば利用 したい」

が57機 関(同17.2%),「 利 用の必要 はない」が30機 関(同9.1%);「 利 用 しづ らwo

点 が な くなれば利用 したい」が15機 関(同4.5%)の 順 とな ってお り,条 件さえ整えば,利

用 したい と考 えて いる機関は全体の62.5%を 占めてveる 。

k

ワ
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ρ

⑤ 商用 データベースの利用 しづ らい点と改善策'

商用デ ータベースを利用 している機 関についての,利 用 しづらい点 及びその改善策 は次の

とおりで ある。

・検 索手順が煩雑で フリー キーワー ドが

充分に使えない。

(公 益 ・金融業 建設 業)

・ス トックされ ている技術分野力「偏って

い る。(建 設 業)

・検索 して も該 当がない事項(企 業)が

多す ぎる。(製 造業)

・フリーワー ド検索を可能とすべ き
。

(公 益 ・金融業)

これ ら改善 点を早急に解決することが商用データベース利用 を高め『るために不可欠 といえる。

表2-19将 来 の商用データベ ースの利用について

＼ 期＼ 国 ・地方的燃 経 済`u田1L 製i 璽 桑 建1 卸 ・' 、売 買 運輸 ・ 公 益 ・ 大学 ・,'ez量零 合 計
% % %

苫 鍵
% %

雌
%

金融業
% % %

利用経費が安くなれば 2 7.4 13 20.6 11 18.3 13 22.4 5 13.9 3 1Ll 2 25.0 8 15.4 訂 17.2

必要なもの出てくれば 12 44.5 16 25.4 お 賠.4 頒 44.9 14 翻.9 15 55.6 5 62.5 18 34.6 135 40.8

利用しずらい点の解消
' ・ 3 4.8 3 5.0 4 6.9 1 2.8 1 3.7 ・ ・ 3 5.8 15 4.5

利用の必要はない 6 22.2 12 19.0 2 3.3 1 1.7 2 5.6 1 3.7 ・ ● 6 11.5 30 9.1

わ か ら な い 7 25.9 19 30.2 15 25.0 14 24」 14 羽.8 7 25.9 1 12.5 17 32.7 図 田.4

計 刀 100.0 63 100.o 60 100.0 田 100.0 涌 100.0 η 100.0 8 100.0 52 100.0 331 100.0

(6)オ ン ライン ・ネ ットワーク(商 用デ ータベ ース)を とおして入手 したい情報

今回,情 報の ユーザー側機関 と想定 した338機 関 に対 し調査した ところ,商 品情報(14

件)と 回答 した機関が最 も多 く,市 場 ・市況情報(9件),企 業 ・機 関情報(8件),金 融 情

報(7件),気 象 情報(6件),人 口,特 許,建 設,産 業,経 済,経 営(各4件)と 続woてwo

る 。

入手 したい情報 を主要業種別 にみ ると次のとおりであ る。

〔製 造 業 〕

食 料 品

消費者 動向p物 流業者データ

原材料市価変動データ

消費者 ニーズ分析 データ

バイ オテクノロジー情報 等
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そ の 他

市場商品情報 各メーカーの部品情報

技術情報 等

〔運 輸 業 〕

交通機関に関する道路,天 候 運行状況等の情報

企 業 情 報

〔建 設 業 〕

技術情報,市 況(資 材)情 報,金 融情報

土地取引情報,地 域開発情報

発注工事情報

〔卸 ・小売業 〕

マーケッテ ィング情報

金融機関の顧客情報

取引先の信用瀧,一 。一の製品情報 等'

鵠

」
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9

3.地 域 内 オ ン ライ ン ・ネ ッ トワーク に よ る情 報 流 通 シ ステム に っ い て

3.1オ ン ラ イ ン ・ネ ッ トワ ー ク形 成 の 必 要 性

オ ンライン ・ネ ットワークは,企 業間をオン ラインに より結び,相 互 に情報 の入手または提供 を

行 うシステムであ る。

今回の アンケー ト調査 では,現 状で考え られるオン ライン ・ネットワークの2つ の想定形態(図

3-1～2)を 参考 のために例示 し,回 答を得 たもので ある。

国,自 治体 大学,研 究所

、○

各種団体

図3-1オ ン ライ ン

日報サービスセ ンター

＼〇

一般企業
,金 融機関

・ネ ッ トワークの想定形態1

・(仮 称)情 報サー ビス ・センターに大型 コンピュータを設置 し,各 機 関が

このセンター と結ぶ形態。

・巨大センターのため,初 期投 資が大 き くなる。

・集約されているデータについては,一 元的 に利用する ことが可能で ある。

・案内・(ク リア リング)機 能 を備え ることにより多様 な要求にも対応す るこ

とが可能 となる。

(提 供側)

(ユ ー ザ ー

○ 国.
自治 体 ()㌫(○ 各種団体等

6
一離 業・金融 関・領 醜 捲 研究所・風 自治鳩

図3-2オ ン ライ ン ・ネ ッ トワ ー クの 想 定 形 態2
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・情報提供側が,(仮 称)中 継 センターを通 して ユーザー側へ 情報流通を

行 う形態。

・中継セン ターは,情 報の中継を 目的 とするため初期投資は小 さくて済む。

・ユーザー側か らみ ると,提 供側各 々の ファイルの違いに応 じて利用 しな

ければ な らない。

・利便性 のためには,プ ロ トコルの変換,検 索 コマン ドの統一化,デ ータ

の統合 ・加工等アプリケーションプ ログ ラムを導入す ることが必要 とな

る。

以上,想 定形態1,2を 参 考に回答を得た結果が表3-1～4,図3-3～6で ある。

まず,ネ ットワーク形成の 必要性につ いて,表3-1,図3-3を み ると,現 状では 「わか らな

い」 と回答した機関が171件 と5割 を超えている。

一方
,「 必要で ある」(145件,構 成比44.3%)と 回答 した機 関が 「必要はない」(11件

,同3.4%)と 回 答 した機関 を大 幅に上 回ってtoり,多 くの機 関が オンライン ・ネットワー クによ

る地域産業情報 流通に対 し,少 なか らぬ関心 を示 していることが伺える。

特 に,.「 必要 である」.と回答 した機 関の具体的な内容は、 北海道地域の活性化,産 業構 造の体質

転 換及 び基盤強化等を図るためには必要 とい う意見が 多か った が 以下に 「必要 である」 と回答 し

た機関 について業種別 に要約する。

① 国 ・地方自治体

中継 センターを とお し,情 報 ファイルの適切 な紹介,検 索が十分行われるこ と。 ユーザー側の

端末機 として市販の パーソナルコン ピュー タが使用で きるこ と等 の配慮 も必要。

② 経 済 諸 団 体

現在の よ うな情報化社会にあって情報の正確性,迅 速性等が企業の発展に とって重要 な要因と

なる。

③ 製 造 業

東 京地区と比べ て,情 報量,質 については,か な りの ハンデ ィがある。

④ 卸 ・ 小 売 業 シ

情報の質,量 とコン ピュータの技術的進 歩を考慮 し,情 報提供側 と リンクしたかたちで一元的

に利用で きるシステ ム作 りが必要。

⑤ 公 益 ・金 融 業

一般商用データベースでは,地 域の特殊性 が反映 され ない。

⑥ 大学 ・サー ビス業.

各機関の情報 収集 の重複をさけ ることが で き,増 大す る地域 情報 ニーズに迅 速,効 率 的に対応

で きる。ただ し,北 海道内だけで利用 され ることを考え るべきでは ない。

一 方 オンライン ・ネットワークに対 し 「必要はない」 と回 答した機 関の具体的な内容につ い
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ては,「 札 幌圏だけでは情報価 値が少ない。 全道的で考えてほ しい」 「機能が まだまだ不足 して

いる」等 の意 見が 「経 済諸団体」,「 製造業 」,「 大学 ・サー ビス業等」か ら出されている。

v

霞目必要である'巨ヨ 必要はな
い

翻 わからない
ム 計

合計

44.3×

3.4×

52.3X

lOO.0%・

145

11

171

327

図3-3ネ ッ トワーク形成の必要性 の割合

表3・=1ネ ・ッ トワ ー ク 形 成 の 必 要 性

＼ 国◆『 経 済 製 t建 建 卸 ・' 遷 飴 ・ 分疏 〔 大学 ・,.■㎜ -. 合 計団L体
% %

い 皐r 、褒且
%

遁腿
%

合良彙
% % %

必 要 で あ る 17 60.7 31 臼.5 功 認.5 18 認.3 14 36.8 9 詞.8 11 733 お ".6 1肪 胡.3

わ か ら な い 11 29.3 廼 43.1 30 57.7 蕊 與.8 22 57.9 15 57.7 4 田.7 刀 5ハ.8 171 52.3

必 要 ば'・な い ≡ ・ 2 3.4』 2 3.8 1 1.9 '2 5.3 2 、7.7 . ・ 2 3.6
>11

3.ξ

合 計 田 100.0 田 100.0 Ω toO.0 図 100.0 田 100.0 お 100.0 15 100.0 田 100.0 m 100.0

3.2オ ン ラ イ ン ・ネ ッ トワ ー ク 形 成 へ 向 け て の 手 順 と可 能 性

表3-2,図3-4に よ ると〆 ネッ トワーク形成の手順では ・「総合システムの粋作 りか ら」とす

るのが48.4%と 最 も多 く,次 いで 「実現可能なものから」,「形成へあ環境作 りか ら」が続 いて

い る 。 ・

●

■

漏 ◆.◆

＼
、
、

霊 §実現可能な
ものから

匡三§形成への環
境作り

Elll8総合システ
ムの枠作 り

㎜ その他
合 計

合計

29.2%52

21.3%38

48.3%86

1.1%

loe.B%

2

178

図3-4`'ネ ッ トワ ー ク を可 能 とす る 条 件 の 割 合

一61一



表3-2ネ ッ ト ワ ー ク形 成 の 手 順'

姐 国 ・螂 口 済 `団 体 臼 ▲ 建 卸 ・' 遷 鯵 ・ 公 益 ・ 大学・9岨 合氾出佐
% % 早 頃 滅% 岨

% 岨%
% 「 尾吐

実現可飽なものから 9 47.3 10 答.6 4 16.0 9 39」 7 36.8 3 溢.0 4 臼3 6 加.7 Ω 29.2

形成への璃境作りから 3 15.8 8 ⑳.5 7 28.0 5 2L8 2 10.5 6 50.0 2 16.7 5 17.2 銘 21.3

総合シ万ムの締作りから 6 31.6 21 臼.9 14 田.0 9 39.1 10 Ω.7 3 答.o ・6 50.0 17 駆.7 田 肥.3

モ の 他 1 5.3 . . . . . . . . . . ・ ・ 1 3』 2 1」

計 19 100.0 語 100.o お loo.o 刀 100.0 19 100.0 `2 100.0 12 100.o 拍 100.0 1布 100.0

表3-3ネ ッ トワークを可能 とする条件

朗 国・砲 眼
%
経 済:馳
%
製 遣_』L

%
建` 早 卸 ・' 丑

%
遂 翰 ・雌%

公 益 ・退%
大学'・遮% 合 計一 兎 一'1'

憎相 公開の制度化 10 33.3 16 32.7 10 カ.1 15 .45.4 2 10.5 6 46.1 6 33.3 i3 30.2 花 32.2

接続 方式の標準化 5 16.7 13 26.5 n 29.7 13 錫.4 8 42.2 2 15.4 6 33.3 14 32.5 η 29.8

シ ステムの経済性 10 333 18 36.8 11 羽.7 5 15.2 7 36.8 5 甜.5 4 22.3 10 23.3 冊 28.9

人 材 の.臼 保 3 10.0 1 2.0 4 10.8 ・ 」.

2 10.5 ・ ・ . . 4 9.3 14 5.8

そ の 他 2 6.7 1 2.0 1「 2.7 . ・ ・ . . ・ 2 11」 2 4.7 8 3.3

計 ・ 30 100.0 ω 100.0 訂 100.0 臼 100.0 19 100.0 B 100.0 田 ・100 .0 43 100.0 242 100.0

◎

また,表3-3,図3-5に よbネ ットワークを可能とする条件では 「情報公開の制度化」,「

接続 方式の標準化」,「 システムの経済性」がそれぞれ30%前 後 とネッ トワークを可能 とするた

めにこれ らは欠かす ことの 出来 ない条件 となっている。

三,

一

霞召情報公開の
制度化

菖 接続方式の
標準化

1翻 システムの
経済性

㎜ 人材の確保
圏 その他
合 計

合計

32.2%78

29.8%72

28.9%79

5.8×

3.3%

ieB.ex`

14

8
'242

図3-5ネ ッ,トワー クを可能とする条件 の割合

3.3オ ン ラ イ ン ・ネ ッ トワー ク形 成 へ 向 け て の 参 加 意 識

「地域産業情報流通のオンライン ・ネ ッ トワーク システム」の実現へ 向けての参加 につ いて,無

記入の機 関を除 く177件 に ついて とりまとめたのが,表3-4,図3-6で あ る。

「わか らなve」 と回答した機 関が109件(61.6%)と 最 も高 いものの,「 参加 した い」が4

5件(25.4%)で 「参加の意思はない」の23件 の約2倍 となって おり,情 報 のネ ットワーク形

⑳

●

一62一



⑨

'

夢

成へ 向けての参加意欲が うか がえ る。

以下にその両者 の代表 的な意見を業 種別 に紹介する。

表3-4ネ ッ トワー クへの参加について

＼ 国'暫竿 征 箭 L団 佐
%
製 建 ～ 鍵 卸 ・' 運輸 ・遺恨注 公 益 ・ 大学・,雌 合 計;子

%

・血 呈
% %

金鼓量
% % %

参 加 し た い 5 加.3 3 8.3 7 お.9 6 お.1 5 η.8 4 36.4 4 33.3 11 39.3 口 25.4

参加 の意思 はない 2 10.5 5 13.9 6 22.2 3 1L5 3 16.7 .1 9.1 ・ . 3 10.7 23 13.0

わ か ら な い 12 63.2 田 η.8 」4 51.9 17 田.4 10 55.6 6 晩.5 8 66.7 14 50.0 Io9 6L6

計 19 100.0 加 Ioo.o 刀 100.0 笏 100.0 18 100.o 11 100.o 12 100.0 鎗 100.0 1η 100.o

〈 「参加 したい」の具体的考え 〉

(経 済 諸 団 体)

・ 技術交流,共 同研究の促進及び各種技術相談への対応等で,当 センターの利用頻度は高

)令o

(製 造 業)

・ パケ ット交換に よる通信時のプ ロトコルの変換
,エ ン ドユーザーに対する プロトコルの

統一化 を行いかつ,コ ス トを今程度 に保 っていただきた い。公衆回線(モ デム)使 用な ら

現状 でもさ しつかえない。

・ プ ライバ シー保護 を考慮 した情報公開であれば よい
。また,利 用デー タベース のメ リッ

トが見つかれば参加。

(大 学 ・サ ー ビ ス 業)

・ 供給で きるデータベースや 情報はないが
,デ ータの加工,分 析等 の処理の 分野では参加

不能。

・ 形態 において ,ホ ス ト〔シンを抱えた巨大センター及 び各機 関を結ぶ通信 センターと し

て参加。,

・ 情報提供 業者 として参加
。

〈 「参加の意思は な)勺 の具体的考え〉

(経 済 諸 団 体)

・ 個人データを扱ってお り,情 報提供はで きない。

(製 造 業)

・ オ ンライン管轄部署が本部につ き
,参 加す るとすれば全 国の展 開が前提。

(卸 ・ 小 売 業)

・ 自社 系列 ネ ットワー クシステ ムを整備中
。

・ 利用可能なデータベ ースが提供され るかが疑問
。

(大 学 ・サー ビス業)

・現在のところ,ニ ー ズ,体 制共に社内的条件が整っていない。

なお,「 わか らない」 と回答 した109機 関 の大半は,具 体的なデータ内容,参 加費用(範 囲,
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資格),利 用 費用(接 続方法)が 分か らない等 の意見が 多数 を占めている。

圏 参加 したい
巨≡ヨ参加の意思
な し

■ わか らない
合 計

合 計

25.4%45

13.B%23

61.6%189

10e.0驚177

図3-6ネ ッ トワー クへ の参加の割合

3.4 ,オ ン ラ イ ン・eネ ッ トワ ー ク に対 す る意 見.・

今回の 「地域産業情報流通のオン ライン ・ネ ットワークシステム」に関す る具体的意見を紹介す

ると以下の とお りであ る。

① 国 ・地方 自治体

(積 極的意見)∵

・ 人 口が集 中している札幌圏には,ま す ます情報流 通が必要で ある。必要 なデータが存在する

か,計 画されれば積極的に参加 した い。』

(建 設 的意見)

・ 事務所 として組織や行政の実態か ら判断 して,札 幌圏 よりも北海道全体を考えてもよい。

・ 当オ ンライン シス テムの方針 ,基 盤整備 を行い,そ れを参考 にシステ ムの経済 性と効果を比

較検討 することが肝要。

(消 極的意見)

・ 当機関か ら提供で きるデー タベースは現在ない
。必要データの存 在と,電 話代程度の経費負

担 で あれば利用す るが その限度 を超えた経費であれば予算上 の裏付けがな いため対応で きな

)Ao

② 経 済 諸 団 体

(建設的意見)

●

●

●

●

●

●

ハー ド,ソ フ トを問わず様式の統一(画 一では ない)が 必要。

地域 之ロ.ック単位に よる広域情報を期待。

異機種 間のデータ交換 が可能なソフト作 り(通 信方法,フ ォーマ ット等)が 第一。

中心 となる提供センターの保管管理が十分で あることと,で きるだけの無 人化が必要。

現在検討中で ある図書館情報 ネ ットワー.クとの整合につ いて配慮,調 整する ことが必要。

利用経費が 安 く,希 望情報を早 く入手で きるこ とが必要。

(消 極的意見)

・ 止むを得ぬ理 由か
,ら参加できない。各種団体 に対する方策の検 討を望 む。
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・ 本会 の実施 じている事業は ,個 人の プ ライベー ト・データであり情報提供は不可 能。計画 中

の オンライン・システム も同様のデータ通信でありすべて親展通信で ある。

③ 製 造 業

(積 極的意 見)

・ 将 来的には必要。 その時点 には参加の必要 も考え られるが費用にっいて心配。

・ 新製品の開発等 で特許情報があれば活用で きる
。

・ いろいろな問題 点を含んでいるが,当 システムの構築が成功した際は札幌圏 の経済 の活性化

等はか り知れない メ リッ トがある。

(建 設 的意見)

・ 各プロジェクト編成に よる研 究会を設 け
,長 期計画に よる推進が必要。

・ サー ビスエ リアの設定,業 種の選定(需 要の 多い順) ,業 種 間でのデータの統合(標 準化),

異 業 種間での共同利用の可能性等を強 力に推進すべ き。

・ アンケー ト調査 による分析を ベースに必要 としている企業に訪問調査等を行い,十 分検討の

うえ行 ってほ しい。

・ 通産局 ,財 務局,道,札 幌市,公 的研究機 関(含 大学)等 の各種情報 をまずデータベースに

のせては とうか。

・ ネ7ト ワークシステム想定形態1 ,2の どち らが良veか は,現 在の段階では即答はで きない

が,別 の形態があ り得 るか もしれない。官民 問わずいろいろなシス テム形態がで きる可能性が

あるが,そ の中で企業,個 人が選択 し時間をかけて淘汰され てくるのではないか と思 う。また,

これ らが進め られ る中でのキーポ イン トは 収録された情報の管理にある と思 う。

(消 極的 意見)

・ イメージ的に不明な点が あるカS現 在の キャプテ ンシステム程度 でとどまるならば利 用度は

{氏woと,思 う。

・ 一般 企業,特 に工場の場合,外 部情報 よりまず社 内情報 システムの確立が先 決で あり,地 域

産 業情報は ユーザ ーとしての利用度は低い。

④ 建 設 業

(建 設的意見)

・ プライバシーの安全保護,情 報の悪用防止,情 報入手の簡便化(知 りた い情報を簡易 ・迅速

・安価に)を 図る ごとが望ま しい
。 システムと しては,想 定形態の1,2を 併用 した ものが考

え られないか。

・ 地域社会の特色を打 ち出 しなが ら全国 レベルの情報 も十分取 り入れ られるネッ トワークシス

テ ムにする必要がある。また,利 用時 におけ るゴス トを安価にす ることが 発展の大 きなファク

ターで ある。

(消 極的意見)

・ 学術,政 治経済 等の情報は別 として,企 業が取 り引き先等具体的 に必要 な利害に関す る情報
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が特 に求め られ ると思 うが,求 めるの と裏腹に企 業は内容の公開には踏み切れないと考えられ,

この ような情報は収 集しに くいと思われ る。 したが って,中 小企業では余 り多 く期待で きない

と思 う。

・ 有用 な情報が(一 定条件下で)公 開されるのは,受 注産業にお いては難 しい と考え る。

⑤ 卸 ・ 小 売 業

(建 設的意見)

・ 大手小売業が,受 発注に関す るネ ットワーク システ ムを メー カー,卸 売業 との間に 自社及び

VAN業 者 を利用 してすでに多数構築 してwoる 現缶 卸売業 と しても 自社及び共 同で,こ のネ

ットワークを利用または構 築 しているが,通 信 プ ロトコル,フ ォーマ ット,サ ー ビス内容にお

いて 多大 な投 資を必要 としている。 最近では,受 発注についてのオンライン化は必要 不可欠に

なってお り,こ の面 につ いて現在行 っているところも容易 に移行で きるようなネ ットワークシス

テ ムを構築 してほ しい。

・・情報 を利用す るユーザーの レベルの向上 が重要
。行動に移せ ない情報は いくらあって も無価

値で あり,情 報 をいかに選別 し整理,蓄 積するか がポイン トで ある。情報の コス トパ フォーマ

ンスとい う経済性の問題 が最終的にデ ータベ ースの存立を決定す ると思 う。

・ 推進母体にはできる限 り実業界か らの参加を求め ,実 務家 レベルの意見を取 り入れ ることが

必要。

(消 極的意見)

・ 研 究用か ビジネス用か でデータベースの内容が ま った く違 って くるが データベースを開発

す る 目的 と,そ れを利用す・る メリ ットが 最初にはっきりと位置付 け られなければ開発 しても意

味がない。

⑥ 運 輸 ・通 信 業

(建 設的意見)

・ 中小企業 も参加で きる ネッ トワークシステ ムを構築すべ きである。

⑦ 公 益 ・金 融 業

(建 設的意見)

・ 情報 ニーズを十分に調 査 し,利 用度の高いデータベースを作成す る人材 のデータベース化を

優 先的に行 う必要が ある。

・ 地域産業活性化の効果的な手段 として期待 して いる。ただ,問 題 と思われるのは企業あるい

は 自治体が どの程度 まで自己の保有す るデー タを提供す るか という点である。

(消 極的意見)

・ 業種的 に取 り扱 うデ ータが 個人の プライバ シーに深 く関係するため⑨仮 に対応す る として もた

いへん限定された ものにな る。

⑧ 大学 ・サー ビス業

(建 設 的意見)
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・ 提供側の ファイルの違 いは当然止むを得ないものとの前提 に立ち
。 提供側と=L－ ザ ーとの間で

の情報流通 は特定分野に限 られていてよいと思われ る。

・ 北海道 という地域 性を考えた とき,ユ ーザーの利 用 と共 に経 済 性 もシス テム作 りの大きな

成 否の要因 となる。 いかに情報 ニーズに基づいた最 適な ネ ットワークシステ ムの構築ができて

も,高 価 なものとなれば参 加ユーザLの 増加は望めない,し たが って,初 年度投資は軽減 を図 る

べ きで ある。

・ ハ ー ドシステ ムは ,こ れか らどん どん改善 されて良い ものがで きて くる と思われるが,本 シ

ステムの構築 ・運用 に際 しては シス テム参加者の人的交流 を促進す ることが不可欠で あり,そ

れ をスム・一ズに 行 うための核 となる人材の養成が望まれ る。

・ 産業振興 の起爆剤 として正確で迅速な情報の存 在が不 可欠であり
,そ のためには情報源 とな

りうる主要機関 をオ ンライ ン・ネットワーク化す ることが考え られ る。 まず,諸 分野か らの需

要 に応 じそ身近 なものか ら手掛け るのが必要。

・ データ内容,目 的が ユーザーの合意を得なければ システム構築はできない と思 われるので
,

まず 産 ・学 ・官の共通 目的,利 益性 について検討すべき。

(消 極的意見)

・ この システム'は趣 旨 と して賛同 で きるが,入 力を前提 とし,そ の統合に より効果 を発揮す

るもので ある と考え る。 したが って,実 行する以上関連す るデータ提供がすべての機関を網羅

するもので なければ効果が 少な く,ま た,企 業が利用でき ること以上に特定の機 関の データ集

計のみにふ り回され る恐れ があるのでは ないか。
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4.地 域 内 オ ン ライ ン ・ネ ッ トワー クに よる情 報流 通 システム

の望 ま しい姿

4.1地 域 情 報 化 へ の 取 り 組 み.

現在,情 報化は国や道の積極的取 り組みに より着実に進展 して きてい る。

国 レベルでは,通 商産業省 で,地 域情報化 を支援す るための 「ニュー メデ ィアコ ミュニテ ィ構想」,

技 術情報の流通促進 と地域へ の技術移転 を促 進す るための 「テク ノマー ト」,中 小企業の情報化を

促進するための 「中小企 業地域情報センターの ネットワーク化」 を推進 してい る。

なお,ニ ューメデ ィア コミュニテ ィ構 想の モデル地域 として旭川市が指定 されてお り,同 構想の

応用発展地域 として函館圏が指定されている。

また, .郵政 省では,「 テレ トピア構想」を推進 してお り,モ デ ル地域 として,札 幌市,帯 広市及

び紋別市が指定されてい る。

その他省庁 も,そ れぞれ地域情報 化施策を推進 している。

これ らモデル地域では,産 業,保 険医療,地 域 コ ミュニティ等 の各種情報 シス テムの 開発 ・整備

を進めてい る。

一方,道 では,.道 内の中小企業者への 情報提供 啓蒙普及 を図るため 「北海道地域産業情報セン

1タ
.一」を61年10月 に 開設 し,経 営,技 術情報等の提供を行ってい る。

,現在は, .外部 商用 デー タベースの代行検索が主体であるが,今 後,道 内企業に役立つ,地 域に密

着 した情報を提供するため,独 自のデータベースの構築計画を進めてお り,ネ ットワークのオン ラ

イン化 も検討され ている。

また,救 急医療体制の 円滑 な運用 を支援す るため,十 勝,道 南地区で 「救急医療情報 システム」

を,十 勝地区では,総 合的 な 「農業情報 シス テム」の構築が計画され,そ の中の 「酪農経営情報 シ

ステム」 を稼働させている。

他の市町村において も,札 幌市の 「札幌テクノパーク事業」,江 別市の 「リサーチ ・トライアン

グル ・ノース構想」,恵 庭市の 「恵庭ハイ コンプ レックス ・シティ構想 」等,地 域の活性化を図る

ため情報 関連産業の育成,地 場企業の情報化等を支援する各種構想 ・計画があ り,そ れぞれ具体化

に向けて動いてい る。

これ ら以外にも,地 域の 自立化 産業活動の活Eli化 を図るため に61年5月(財)北 海道地域技

術振興 セ ンターが設立され,技 術 開発研究事業,人 材育成事業,共 同研究,技 術交流等 を進めてお

り,そ の ネ ットワーク化 も期 待されている。

4.2情 報 流 通 シ ステ ム の 望 ま し い 姿

一般的に情報 システムを考 えた場合
,重 要 な点がい くつかある。

第1点 は,利 用 目的にかなった システムで あることが必要で ある。 システ ム化を図る前 に,利 用

ニーズを把握 した上で実現可能性 の追及,実 現形態の検討を行 う必要が ある。
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第2点 は,実 際に システム化を考えた場合 に,情 報源をいか に確保す るかが 重要になる。 情報入

手の面か らは,情 報 の速さ,正 確 さ等を確保す るためには情報の発生源 により近 いところで情報の

整備が 行われ,シ ステ ムに組み込まれ るとい う体制作りが必要である。

第3点 は,利 用面か らみ て,情 報の正確 さ,利 便性等 を確保す るためネ ッ トワーク化が 必要とな

る。 この ことは,情 報入手面 と同様 に分散化の基本的考 え方で もある。必然性の高 いところか ら目

的に合 った形態 で実現すべきといえ る。

一方
,今 回の調査結果では将来,オ ンライン・ネットワークが実現 した場合には,地 域の活性化,

及 び産 業構造の高度 化等はか りしれ ない効果があ るとす る建設的な意見が出され ていると ころであ

る。

これ ら一般的な基本理念,及 び今回の調査結果を踏まえて札幌圏におけ る地域産業情報流通 の望

ましい姿を図式化 してみ ると図4-1に なる。
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4.2.1札 幌 圏における地域情報化のあ リ方

札幌圏 に地域情報 サー ビスセ ンター(仮 称)を 設置 し,こ れを北海道地域の中核的機 関として

位置づ け,以 下 の目的を達成す るためにホス トコンピュー タを設け地域固有データベ ースを構築

す ると共 に情報 ファイルの適切な紹介 ・検索が十 分行われるための情報の ク リア リング ・レファ

レンス機 能の拡充 ・強化,さ らにはパ ソコンネ ットワー クも含んだゲー トウェイ方式等 を付加す

ることにより札幌圏に おける各地域機 関,特 に有力な情 報源 とな りうる官公庁,大 学研究所等が

先行 して上記セ ンターを介 して互 いに補完 し合いなが ら段階的にオンライ ン・ネッ トワー クを結

んでい くことに より地域機 関主導 による地域情報拠点の形成と重層的 ネッ トワー ク化 を推進す る

ことが望 ましい と思 われる。

① 地域情報 サー ビスセンターの 目的

(1)情 報 の収 集,整 理,蓄 積」 加工

(2)情 報 の 創 出

(3)情 報 の 提 供

(4)企 業間 情報交流支援

⑤ そ の 他

② 地域情報 サー ビスセンダーの地域 固有 データベース

(1)人 材 情 報

② 道 産 品 情 報

(3)研 究 成果情報(工 業技術 デザ イン等)

(4)そ の 他

いず れに して もニーズを十 分に調 査し利用度の高いデータベースを作成す る必要が ある
。

その際 札 幌圏に所在す る各地域機 関が情報 の発生 源に よ り近いところでそれぞ れ整備 ・提供

する ことが望 ま しve。 情報 の発生 源 とそ の種類 としては表4-1に 示 す ものが考え られ る。

4.2.2実 現 に向けた方策

以上のことから,今 後,札 幌圏が核 となって北海道地域の活性化 と情報の有効利用を図るための

一つの具体的方策 と して
,4.1に 前 述 した 「既 存の情 報セ ンター等」を,図4-1に 図 示 した情

報 サー ビスセンター(仮 称)機 能 を有す る機関 と して位置 づける ことも考慮 出来 よう。

いずれ に しても今後実現に向け て産 ・学 ・官 一体 となって情報 化を促進するこ とが求め られて

いるこ とか らも民 間活 力を積極的 に活用す ると共に国及び地方 自治体に よる強力 なサポー ト体制

が必要 となろう。

具 体的に は

・公的 データの民間利用のための公 開促進

・官によるイン フラ整備
,産 業振興の視点 か らの役割分担の明確化

・官に よる基盤デ7タ 整備の促進

■
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表4-1情 報 の発生源 とその種類

情報 発生 源 情 柑 の 種 類

公 的機 関

.

各種 行政 情報

企 業 ・情 報 ソ ツ トウ ェ ア 開 発 情 報 等

気 象 ・地 震 情 報

各 種経 済団 体 地 域 振興関 連価 柑

生}古:文{ヒ{こ1‖1寸 ・る ↑i`寺艮

消 費 生活相 談情 報

商 品 テ ス ト情 報

公 益 ・金 融 業 等 地 域 開 発 、 地 域 経 済 等

顧客 金 融取 引情報

大 学 ・サービス業 等 文 献 図 古 の 日 録 ソ ァ イ ル

各 種]1∫ 場 調 査 デ ー タ

信 川 情 報 ツ ァ イル

・標準化な どに よるデー タベースの使いやす さの追 及

・産業 界のニーズを吸収 した教育方法
.教 材等 の開発と普及

4.2.3シ ス テム構築に係る取 り組 むべき課題

札幌圏vak・け るオンライン・ネ ットワークの望ま しい姿 を3年 間に亘 り調査研究 してきたが,オ

ンライン ・ネットワークに よる情報流通 シス テムの実現 には,引 続き取り組むべき課題が 多い と

言える。 今回の調査結果か ら主 なものを あげ る と次のとお りで ある。

① 情 報 収集 面

・情報収集コス トの低 減化

② 情 報 利 用 面

・プライバ シーの保護
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・利用 コス ト,労 力の負担軽減

・障害発生時 のデー タ保護

・民間情報 サー ビス機関 との有機的結合

③ そ の 他

・システム操作要員 の確保

・接続方 式の標準化

・情報流通 システムに対する地域内コンセンサスの形成等

また,地 域情報 サー ビスセ ンター(仮 称)を 始め各地域機関が 構築す べきデータベースについ

ても,豊 富な地域情報 を保有 している国 ・地方公共団体が先行 して必要 な情報等 を整備 し広 く民

間に提供 するための体制作 りを進 めるこ とが肝要で ある戊 一 部を除 き公 開基準が明確化 してい

ない点や,企 業等 において も提供体制の未整備,さ らには情報収集やその入手情報の活用 も十分に

行われていない との指摘 もあるなど公的,民 間機関 とも解決すべ き課題 も多いと言える。

さ らに,情 報の利用については,受 益 者負担を原則 として適正価格に よる自由な公正競争が展

開されるこ とが望ましい と言え よう。

また痴 他の点 とレて現在 構想中あるいは実現化 レている各種ネ ッrワ .一クと∫Z)整合 性にっい

て の配慮,調 整 も必要 となるな ど解決すべ き課題が多いが これ らの問題に今後共積極的 に取組ん

でいく必要があろ う。

ノ

喝

一72一



資料 札幌圏における地域'産業情報流通に関する
■1

ア ンケー ト調査 にっい て(記 入 要 領 ・)

昭和61年10月15日

1.本 調査は、札幌圏におけるコンピュータ・ネットワークの現状、特に情報提供側の現状及び問題点を明らかにすると共に、
今後の札幌圏を対象としたオンライン・ネットワークシステムに関する意識等を把握することによ恨 将来(こ向けて、望ま
しい姿の下で情報流通を一層促進し、地域産業 ・経済の活性化を側面から支援することを目的として実施するものです。

2.記 入方法は、該当番号等に○印を記すものと具体的内容を記入していただくものがあります。

3.設 ≡こ)逗み万1ま、回答 された右 煕 こ次に進 む設問の番号 を記 入 してあ りますので、 この順序 に従 い御 回答 下さい。

4.誓 天Oオ ンラ イン ・ネ ッ トワ9ク システム は寿言の変 化、技術革新 の下 でます ます多様 な形態が想定 され ますが、本調査

て は、 「三歳 茎に主1ナるオ ンラ イン ・ネ ッ トワー クシステム」〇三宅 形態 と して次の2つ を参考 まて,::考えてみま した。

<慧 ミ三三態1>

国,自 治体 大学,研 究所

各種団体

情報サービスセンター

・(仮 称)情 報 サー ビス ・セン ター に大 型コン ピュー タを設 置

し、各機関 がこのセ ンターと結ぶ 形態 。
・ 巨大セ ンターの ため、初 期投資 が大 きくな る。

・ 集約され てい るデ ータにつ いて は、一元的 に利用す ること

が可能で ある。'
・ 案内(ク リア リング)機 能を備 えるこ とに より多様な要 求

にも対応 するこ とが可能 とな る。

一般企案 金融機関

<想 定形態2>

(提 供側)

(ユ ーザ ー

○ 雪治体○ ㌫ く)各種晒

・ 情報提供側が、(仮 称)中 継センターを通してユーザー側

へ情報流通を行う形態。
・ 中継センターは、情報の中継を目的とするため初期投資は

小さくて済む.
・ ユ ーザー側か らみ ると、提 供側各 々の ファイルの違い に応

じて利用 しな ければな らない。
・ 利便性 のため には、プ ロ トコルの変換 、検 索コマン ドの統

一化 、デ ー タの統 合 ・加工等 アプ リケ ーシ ョンプログラ ムを

導入 する ことが必 要 とな る。

一般企婁 .金融楓関,各種団体,大学.研 究所.風 自治体等

5,用 語の説明

(工)札 幌圏;石 狩支 庁(札 幌市,江 別市,千 歳市,恵 庭 市,広 島町,石 狩 町,当 別町,厚 田村,新 篠津村,浜 益村)の

各市町村 と します.

(2)本 社;機 関毎 に、そ れぞれr本 庁」,r本 部」,「 本店」等読 み替 えるもの とします。

(3)支 社; 〃 〃 「出先 機関」,r支 部」,「 支店」等

(4)外 部機 関;「 他社」,「 池機関 」と します。

(5)寸 フうイン 磁気 テづ,刀 ッピー チィスク等磁 気媒体 を中心 とす る情報流通 をいい ます 。

〃

(6)デ ータベース 特定 目的のファイn形式 ではな く、検索可 能な、統合 され た共 用フ7イハをいい ます。
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札 幌 圏 に お け る地 域 産 業 情 報 流 通 に

関 す る ア ン ケ ー ト調 査 票

(提 供側)
(提 出期 限 昭和61年io月31日 まで)

機関(会 社)名

所 在 地

記 入 者
所 属

氏 名 電 話

[1]ニ ンビ二一 タ琴1儒状 況につ いてお尋 ね します。

Q1-1貫 長認 では、コ ンピュー タ(パ ソコ ン、オフコ ンを含 む。)を 導 入 してい ます か。(該 当番号に○ 印)

▲:訟ヒ黙ぷが一 一==コ
3.導 入 していな い し、計画 もない。

ql・2へ

[3]・Q3-1へ

Q1-2貴 機関では、コンピュータによる業務処理に必要な情報流通をどのように行っていますか。(下 表の該当する

すべてについて欄内に○印)

形 態
現 在 将 来 「外部機関とのオン

ライン」で、その機
関の業種名を記入し
て下さい。

行 って

い る

行って
いない

行 う
予 定
行 わ
な い
未 定

オ

ン

ラ

イ
ン

本社内でのオンライン

本社と支社とのオンライン

外部機関とのオンライン

その他()

オ

フ

ラ

イ

ン

本社内でのオブライン
ψ

本社と支社とのオフライン

外部機関とのオフライン

その他()

Q1-3オ ンライン処理で大きな問題点と思われる項目順に番号を回答欄に御記入下さい。(そ の他の問題点があれば
その他の欄に具体的に記入のうえ回答欄にも番号を記入して下さい。)

1.通信経費の増大4.障 害発生時のデータ保護
2.専任要員の確保5.通 信方法の標準化
3.プライバシーの保護6.の 他;

大 小

■

▼

一74一



ル

[2]貴 渓澗研 縄 提供等の斑 犬及び将 来 について、 お尋 ね します。

なお、 ここでい う情報 とは、コン ピュー タ可読デ ー タとし、rQ2-2,<項 目>2.情 報の分 野」の情 報に限定 します。

Q2-1現 在、外部機関へ情報提 供を行 ってい ます か。(該 当番 号に○印)

癖:ξ1こξt、一====コ
Q2-2へ

3.行 っていない し、将来 も行わな い。一 ー ー ー 一一一一 一一一一ー一－Q2・5へ

Q2-2貴 機 関での情 報提供の現状 と将来の 意向 につ いて、下記のく項 目 〉の中か ら選択 し、次 表の該 当欄に御記 入下さ い。

項目
区分

1.提 供情報(チー9フ7イID名 2.情 報

の分野

3.提供先(該 当する

文字すべてに○印)

4.提 供

の頻度

5.手 続

の有 無

6.備 考

現

在

オ

ン

ラ

イ

ン

ABCDEF

へBCDεF

ABCDEF

オ

フ

ラ

イ

ン

ABCDEF

ABCDEF

ABCDEF

将

来

オ
ン
ラ
イ
ン

ABCDEF

ABCDEF

ABCDEF

オ

フ
ラ

イ

ン

ABCDEF

ABCDEF

.

ABCDEF

<項 目 》

1・提 供情報(デ の7イis)名

2.情 報の分野

……具体的な名称を記入

A.産 業 ・経済動 向

E.予 算 ・投資動 向

3.提 供先

A.国 ㌶地方公共団体
E.一 般企業

4.提 供(更 新)の 頻度

A ..1回 未満/月

A.あ る

'あ る場合

ノ

次の中 か ら該当す る文字 を記入

B.物 価 ・消費 ・労働C.技 術

F.各 種計画 ・予 測G.そ の他(

次の中 か ら該当す
.るすべての文字に○印 を記 入

B.大 学 ・研究所C.各 種 団体

F.そ の他(

次の中からほぼ該当する文字を記入

1～5回/月C.6～10回/月

D.金 融'.税 務

D.金 融機 関

)

D.11回Vl上/月

)

B.

5.手 続 き ・条件 ・規定 の有 無1・情 報を提 供する際、な んらかの手続 き ・条件 ・規 定の有 無につ いて該 当する文字 を記 入

B.な い

具 体的 に記入;
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Q2L3

Q2-4

Q2-5

外部への情報提供のファイル形態は、次のどれですか:' .(該当番号に○印)

1.一 般ファイル形式による提供Q2・4へ

2.デ ータベースによる提供 一一2・6へ
3.そ の他の方法(・)一 一 ー－q2-4へ

将来データベースを構築し、これにより外部へ提供する予定はありますか。〈該当番号に○印)

1.あ る
'2
.な い

繋 ㌶ 認 認 識 露 ㌫至離 し'サービスしていま執
る

い

あ

な

ー

つ
一、

、

、

ρ
0
5

●

●

つ・6へ

3],Q3-1へ

"Q2-6

下野 で織 している疏;'漂 を斑 て;'るデータベースQeagを ・次表の該当する擬ミこ具蹴 御言E人
なき、頂 吉2.3、7、8に ついては 、下記 のく 寝言 〉の中 か ら猷 し、次表該 当還に文字で御記入 下 きい。

1・『 デ三 皇繊 ⊇ 名1・ ・翼鏡 3.情 報
の分 野

恥フ7イル

数

5.デー9

項 日数

6.チ ー9期 間 7提 供

元
、8.有償
か無 償

年 ケ月間

年 ケ月間

年 ケ月間

年 ヶ月間

年 ケ月間

年 ケ月間

「 年 ヶ月間

年 ヶ月間

年 ケ月間

年 ケ月間

<項 目 》'層

2.開 発 状況(「 開発 中」 は既 に設計段階 にあるもの、 「計画 中」 は既 に予算 措置 が とられ ているもの、 「構想中 」は

近 く予算 措置が と られ るもの をいう。)・

'

A.運 用 中B.開 発 中 .C.計 画中,D.構 想中

3.情 報の分 野

A.産 業 ・経済動 向B.物 価 ・消費 ・労 働C.技 術D.金 融 ・税務

E.予 算 ・投資 動向F,各 種 計画 ・予測G.そ の他()

7.提 供先

A.内 部B.外 部

8.有 情 か無償(提 供に際 しての有 償 ・無償の有無)

A.有 償B.無 償

※ 「5・チータ項 目数」につ いては 、概数 でも結構 です。
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[3]近 年 、デー タベ ースサー ビスを利 用 している機関(会 社)が 多 くな って きてい ます が、特に商用 デー タベ ースの利用状況

につ いてお尋 ね します。

Q3-1貴 機 関では 、現在商 用デー タベ ースを利用 して いますか。(該 当番 号に○印)

1.利 用 して いる。Q3・2へ

2.利 用 して いな い。03・5へ

Q3-2貴 挺閏 で、現在利用 してい る商用デ ータベースの経路 を次 表の該 当す る欄 に具体 的に御記人 下さい。

をお 、項 目2.に つ いては分野 名A～Eの 中か ら選択 して表 中に記入 し、さ らに、分野 中の内 訳について主要 な番号 に○印を付 け
て下さ い。 また、項 目4,5,6,7に ついては、下記 の該 当す る文字 を表中 に記入 して下 さい。

L商 用

デ ー タ ベ ー ス 名
2.

分野名

3.利 用頻度

(時 間/月)

4.利 用頻

度 の増減

5.検 索

形態

6.利 用

端末機

7.出 力

形態

《項 目 》

2.分 野 名

A－ 般12.工 学、機械工学

1.新 莚買、雑」き、ニュース13.1;Jl専 一

2.行 政14.農 学

3.人 物 、機関情報15.気 象

4.法 律i6.金 属

5.政 治17.食 品

B自 然科学 、技 術C社 会科学、人文 科学

6.生 命科学 、医学 、薬学、生 物

7.化 学19.教 育

8.物 理 、電子 、]ンピュづ20.社 会学

9.特 許21.歴 史

io.宇 宙、地球 、海洋科 学22.人 口統計

11.環 境、水資源23.心 理学

'
4.利 用 頻度の 増減

A.増 加 傾向B.横 ばいC.減 少傾向

5.検 索 形態

A.自 社 検索

24.言 語 学

Dビ ジネス

25.市 場 、商品情 報

26.経 済(世 界)

27.経 済(日 本)

28.金 融 、証券、為替 レ ト

29.企 業財 務(世 界)

i8.図 書館学 、情報科学30.企 業財 務(日 本)

31.労 働

Eそ の他,
32.辞 書

33.地 名、地 図、住所

34.そ の他

B.代 行検索

6.利 用端 末機(5.検 索形態 でAを 記 入 した方のみ お答 え下さ い。)

A.商 用デ ー タベ ース専用端末 機 ・B.A以 外 の一般端末 機(!Sソ コシ等)

7.出 力形態

A.オ ン ライン出力B.オ フライン出力"

Q3-3商 用デー タベー スを利用 してい る理 由は、次の どれ です か。(該 当番 号2つ 以内 で○印)

1.情 報人手の迅 速性4.デ ー タの加工 ・分析等の利 便性

2.情 報の網羅性5.省 力化 ・省 スペー ス化

3.情 報 の経済性6.そ の他( )
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Q3-4 実際に利用して、利便性に欠ける(利 用しづらい)点 があれば具体的に御記人下さい。
また、ぜひ必要と思われるその改善策があれば御記人下さい.

利便性に欠ける点;

改善策;

[・4],Q4-1'N

Q3-5商 用デ ー タベー スを利 用 してい ない理由は、次 のどれです か。(該 当番号2つ 以 内で○印)

1.利 用 の必要 がない。5.利 用の手 続 きが複雑 。

2.必 要 な商用デ ー タベ ースが ない。(存 在 を知 らない)6.商 用 デー タベ ース以外の ものを利用。

3.利 用経 費(情 報 ・通 信料 金 、端 末設備費等)が 高い。7.そ の他(

4.検 索技 術者が いな い。

Q3-6将 来 、商用 デー タベ ー スを利用 する意向は あ りますか。(該 当番号 に○印)

1.利 用経 費が安 くなれ ば利用 したい。

2.利 用 しづ らい点 が な くなれば利 用 したい。
3.必 要 な商用デ ー タベ ースが出 て くれば利 用 したい。

4.将 来 も利 用の必要 はな いと思う。

5.わ か らない。

)

情報流通推進を一つのテコとして、地域振興を促すため 「地域産業情幸臣流通のオンライン・ネットワークシステム」を[4]
慧定した場合について、お尋ねします。(「 札幌圏における地域産業情報流通に関するアンケート調査について」の想定
形態1及 び2を 参考にお答え下さい。)

Q4-1「 培 域産業情報流通 の オン ライン ・ネッ トワーク システ ム」の形成 は必要で あるとお考 えですか。(該 当番号 に○

印)

Q4-2

1.必 要て ある。

2.必 要:ま な い 。

3.わ か らない。

[具蹴 記入;

[　 記入;

]-o　

Q4・5へ

「地域産業情報流通のオンライン・ネットワークシステム」の形成で、実現への手順としてはどうお考えですか。

(該当番号に○印)

1.実 現可能なものから順次着手すべきである。
2.形 成への環境作り(問 題点の解消)に 着手してから行うべきである。
3.総 合システムの枠組み(基 盤整備等)を 考えてから行うべきである。

4.そ の他( )

Q4-3「 地域産業情報流通のオンライン・ネットワークシステム」を可能とする条件は、次のどれですか。
に○印)

Q4-4

1.情 報 公閏(寸 ライs;・;,一の保護 を考慮 した)の 制度 化

2.接 続 方式の標準化(インター・tKラヒリィティの実 現)

3.シ ステムの経済 性

4.人 材の確保

5.そ の他( )

(該当番号

「地域産業情報流通のオンライン・ネットワークシステム」実現へ向けての貴機関の参加についてお答え下さい。

(該当番号に○印),

1.参 加 したい.

「　 ; ]

d
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2酬[　 ;]

3.わ か らない。'

Q4-5最 後 にr地 域産業情報流通 のオ ンラ イン ・ネッ トワー クシステム」に関 し、具 体的方策及び 御意見 を記入 して下
さ い。

御 協力あ りがと うご ざい ました。
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札 幌 圏 に お け る地 域 産 業 情 報 流 通 に

関 す る ア ン ケ ー ト 調 査 票

(ユ ーザー側)
(提 出期間 昭和61年10月31日 まで)

L会 社名 2.所 在 地

1.1～299人 1.5000万 円未 満 1.建 設13、 精密 機械'
2.300～499人 2.5000～1億 円未満 2。 食料品14.そ の 他製造

3.従 業 員 3,500～999人 4.資 本 金 3.1～5億 円未満 3.織 維15.電 力 ・ガ ス
茎.10CO～4999人 4.5～10億 円未満 4.紙 ・パ ル プ16.運 輸 ・倉 庫
5.5COO人 以 上 5.10億 円以上 5.化 学 ・石油17.通 信

'一

5.業 種 6.窯 業 ・土 石18.卸 売

7.鉄 鋼 旦9.小 売
・ 所属 8.非 鉄金属20.金 碧 ・保険
6.記 入考 豆: 9.金 属製品21.不 動産

10.一 般債械22.情 報 サービス業
二 く7
■、'= 11.電 気機械23.そ の他サー ビス業

12.輸 送機械

[■]コ ンピュー タ利用状 況 につ いてお尋ね します.
t

Q1-1貴 社 では、 コン ピュー タ(パ ソコン、オ フコンを含む。)を 導入 してい ますか。(該 当番 号に○印)

▲:獣ヒ芸ξ{、が一 一==コ
3.導 入 していな い し、計画も ない。

Ql-2へ

[3],Q3-1へ

Q1-2貴 社で は、コン ピュー タに よる業 務処理に必要 な情 報流通 をどの ように行 って.bま すか。す
べてにつ いて欄内 に○印)

(下表の該当する

形 態
現 在 将 来 r外部機関とのオン

ライン」で、その機 ・
関の業種名を記入し
て下さい.

行 って

い る
行 って
いない
行 う
予 定

行 わ
な い
未 定

オ
ン

ラ
イ
ン

本社内でのオンライン

本社と支社とのオンライン

外部機関とのオンライン

その他()

オ

フ

ラ

イ
ン

本社内でのオフライン

本社と支社とのオフライン

外部機関とのオフライン

その他() 4

Q1-3オ ンライン処理で大きな問題点と思われる項副順に番号を回答欄に御記入下さい。(そ の他の問題点があればその他の欄に具体的
に記入のうえ回答欄にも番号を記入して下さい。)

L通 信経費の増大4 .障害発生時のデータ保護
2.専任要員の確保5.通 信方法の標準化
3.プライバシーの保護6.の 他;

=口
大 、り
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'

[2]デ ー タベー スの構 築に関 して お尋 ね します。

Q2-1貴 社で内部用(プ ライベー ト)デ ー タベー スを構 築 し、サ ービス して いますか。
また、将来の 計画は あ ります か。(該 当番号 に○ 印)

1.あ る

2.な い

・2へ

3],Q3-1へ

Q2-2貴 社で作成している、あるいは構築を予定しているデータベースの概略を、次表の該当する欄に具体的に御記入
下隷

囎 、,,,,,、 につ。ては、下記の.囎.の 中から選択し、次表該当欄・文字で御記入下さ・。

1.デ ー タ ベ ー ス 名

(正 式 名 称及び諸 縁)

2.開 発

状況

3.情 報

の分野

4.フ?イ}1

数

5.データ

項 目数

・・ヂ・綱P轡

1冗

8.有 償

か無償

年 ケ月間

年 ケ月間

年 ケ月間

年 ケ月間

年 ケ月間

年 ヶ月間

年 ケ月間

ゼ年
ヶ月間

年 ヶ月間

」

年 ケ月間

<項 目 》

2.開 発状況(「 開発 中」は既 に設計段階 にあるもの、 「計画中 」は既 に予算 措置が とられて いるもの、 「構想 中」 は

近 く予 算措置が とられ るもの をい う。)

A.運 用中B.開 発中C.計 画 中D.構 想 中

3.情 報の 分野

A.産 業 ・経 済動向B.物 価 ・消費 ・労働C.技 術D.金 融 ・税務
E.予 算 ・投 資動向F.各 種計画 ・予 測G.そ の他()

7.提 供先

A.内 部B.外 部

8.有 償か無 償(提 供に際 しての有 償 ・無償 の有無)

A.有 償B.無 償

※ 「5.デづ 項 目数 」につ いて は、概数 でも結構です。
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[3]近 年 、デー タベ ースサー ビスを孝il用してい る会 社が多 くなってX'CL、 ます が、特に商用 デー タベ ース碑1用 状況にっいて
お尋ね します。

Q3-1貴 社では 、現在商用デ ー タベー スを利用 してい ます か。(該 当番号 にO印)

1.利 用 して いる。03・2へ
2.利 用 して いない。03-5へ

Q3-2貴 社で、現在利用 して いる商用デ ー タベース の概略を次 表の該当す る欄 に具体的 に御 記入下 さい。
な お、項 目2.に ついては分 野A～Eの 中か ら選択 して表 中に記入 し、 さらに、分野中 の内訳 について主要 な番号 に

○印 を付けて下 さい.ま た、 項目4,5,6,7に つ いては、下 記の該当す る文字 を表 中に記入 して下 さい.

1.商 用

デ ー タ ベ ー ス 名

2.

分野 名

3.利 用頻度

(時 間/月 〉

4.利 用頻

度の増減

5.検 索

形態

6.利 用

端末機

7.出 力

形態

く項 目 》

2.分 野名

A－ 般12.工 学、機 械工学

L新 聞、雑誌 、二■一ス13.1ネ 膳一

2.行 政14.農 学

3.人 物、機関情 報15.気 象

4.法 律16.金 属

5.政 治17.食 品

B自 然科 学、技術C社 会科学、人文 科学

6.生 命科学、医 学、薬学 、生物

7.化 学19.教 育

8.物 理、電子、コンビr920.社 会学

9.特 許21.歴 史

10.宇 宙 、地機 、海 洋科学22.人 口統計

11.環 境 、水資源23.心 理学

4.利 用 頻度の増減

A.増 加傾向B.横 ば いC.減 少傾向

5.検 索形 態

A.自 社検索

24.言 語学

Dビ ジネス

25.市 場、商 品情報

26.経 済(世 界)

27.経 済(日 本)

28.金 融、証券 、為替レ ト

29.企 業財務(世 界)

18.図 書館学 、情報科学30.企 業財務(日 本)

3L労 働

Eそ の他

32.辞 書

33.地 名、地図 、住所

34.そ の他

B.代 行検索

6.利 用 端末機(5.検 索形態でAを 記入 した方のみ お答 え下 さい。)

A.商 用デ ータベー ス専用端末 機B.A以 外の一般端末 機(パ ソコン等)

7.出 力形 態

A.オ ンライン出力B.オ フラ イン出力

Q3-3商 用 デー タベ ースを利用 してい る理 由は、次の どれです か。(該 当番号2つ 以内で○印)

L情 報入 手の迅速性4.デ ータの加工 ・分析 等の利 便性
2.情 報 の網羅性5.省 力化 ・省スペース化

3.情 報 の経済性6.そ の他( )
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Q3-4 実際に利用して、利便性に欠ける(利 用しづらい)点 があれば具体的に御記入下さい。
また、ぜひ必要と思われるその改善策があれば御記入下さい。

利便性に欠ける点;

改善策;

1 [4],α4.1へ

Q3--5商 用デー タベース を利用 して いない理 由は、次の どれ ですか。(該 当番号2つ 以内で ○印)

1.利 用の必 要がな い。5.利 用の手続 きが複雑 。

2.必 要 な商用 デー タベ ース がない。(存 在を知 らな い)6.商 用デー タベ ース以外 の もの を利用。

3.利 用経費(情 報 一・通信料 金 、端末設 備費 等)が 高 い。7.そ の他(

4.検 索技術者 がいな い。

Q3-6将 来、商用デー タベー スを利 用 する意 向 はあ りますか。、

1.利 用 経費が安 くなれば利 用 したい。

2.利 用 しづ らい点 がな くなれば利用 した い。

3.必 要な商用デ ータベーtスが出 て くれば利用 したい。

(該 当番 号に○印)

4.将 来も利用の必 要はな い と思 う。

5.わ か らない。

Q3-7オ ンライン ・ネッ トワーク を通 して入手 したい情報 を具体的に記入 して下 さい。

[ ]

)

〔4:悟 ≡…元≡ εを一つのテ コと して 、地培姦翠 を促す ため 「…庄司≡業清 亮流通の オンラ イン ・ネ ッ トワー クシステム」を

想定 した零合 について、き尋 ね します。(「 札歳 茎 に会 ナる已只 言業情 語流通1こ関 するア ンケー ト調査 につ いて」 の想 定
形態1及 び2を 参考 にお答 え下 さい。)

Q4-1「 楚域産業情 報流通のオ ンラ イン ・ネ ッ トワーク システムjの 形 成は必要で ある とお考 えで すか。(該 当番 号に○

印)

θ

Q4-2

1.必 要で ある.

2.必 要 はない。

3.わ か らない。

[　 記入;

[具一 己入;

]一 一 ・　

Q4・5へ

「地域産業情報流通のオンライン・ネットワークシステム」の形成で、実現への手順としてはどうお考えですか。
(該当番号に○印)

1.実 現可能 なもの か ら順次着 手 すべきで ある。

2.形 成への環境作 り(問 題点 の解消)に 着手 してか ら行 うべ きで ある。

3.総 合 システムの枠 組み(基 盤整備 等)を 考 えてか ら行 うべ きで ある。

4.そ の他( )

Q4-3「 地域 産業情報流通の オンラ イ ン ・ネッ トワー クシステム」を可 能 とす る条件 は、 次の どれですか。
に○印)

Q4-4

1.情 報公 開(」5イバシーの保護 を考慮 した)の 制度 化
2.接 続方 式の標準 化(イン9-・tペラヒリィティの 実現)

3.シ ステムの経済性

4.人 材 の確保

5.そ の他( )

(該当番号

「地域産 業情報流通の オンラ イ ン ・ネッ トワー クシステム」実現へ向け ての貴 機関 の参 加 についてお答 え下 さい。(該当番 号
に○印)
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ご[　 ;]

3.わ からない.

Q4-・5最 後に 「地域産業情報流通のオンライン・ネットワークシステム」に関し、具体的方策及び御意見を記入して下
さい.

[ 、_…]
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仙 台地域情報流 通調査
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1.調 査 の概 要

1.1背 景

60年 度 の調査 は,東 北地域の特性 である中小企業比率の高さ等を踏まえ,よ り広範 に情報 の活用

を行 うことによって,域 内企 業の活性化 を図 るための基礎 デー タの収集を目的 と して,企 業 ・行政

機 関 ・大学等各機 関を対象 に情報 収集の現状 ・オンライン・ネットワー クへ の参加意識等 をアンケー

ト調査 した。

しか し,中 小製造業,そ の他 サー ビス業 において,調 査 目的 となるネッ トワー ク自体の定義が不

明確で あったため参加意識 やそれに関連す る周辺の具体的 な問題等が把握 で きなか った。

さらに,ネ ッ トワー クを生産性向上の一手段 としてと らえ,利 用側の内部体制(利 用技術,運 用

技術等),企 業 間交流の現状 も把握す る ことが必要 となった。

61年 度 はそれらの事項について も考慮 した上で,ネ ッ トワークの イメージを明確かつ具体化 し,

高 度情報化社 会に対処 するための望 ま しい情報 流通体制の在 り方 について検討 を行 った。

L2調 査推進体制

① 委員の構成

当事業を推進するために以下の機関で構成する「仙台地域情報流通調査委員会」を設置 し調査

研究活動 を行 った。

・仙台商工会議所
・東北金属工業㈱
・カメイ㈱
・H本 生命保険相互会社
・働東北開発研究センター
・北海道東北開発公庫
・⑭宮城県企業振興協会

宮城県中小企業情報
センター
'仙台通商産業局

・仙台商工会議所
・東北金属工業㈱
・カメイ㈱
・日本電気㈱
・日本電信電話㈱
・働東北開発研究センター
・北海道東北開発公庫
・間宮城県企業振興協会

宮城県中小企業情報
センター
・仙台通商産業局

※順不同 ・敬称略
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② 委員会実施経過

実施経過 60/4 5 6 7 8 9 10 11 ▲2 1 2 3

調査計画の検討

調査票の検討

発送 ・回収

集計 ・分析

報告書の作成

委員会開催 ○ O

実施経過 61!4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

調査計画の検討

朋査票の検討
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2.60年 度調 査から見た企業概況

企業活動 を行 うに あたっての情報交流は,情 報の利用 と提供の両方 の立場が考え られるが,60

年 度 の調査 では企業 を情報の利用者側,国 の機 関,地 方 自治体,各 種経済団体,学 校 ・研究機関等

を提供者側 と設定 し,そ れぞれの立場における情報流通の現状 を把握するため,次 の アンケー ト調

査 を行 った。

2.1調 査 内 容

① 利用者側

a.現 在企業が利用 している情報及び入手形態

b・ 今後利用 したい情報'

② 提供者側

a.現 在提供 している情報及び提供形態

b.提 供上の問題点 ・課題

③ 利用 ・提供両者

a.情 報処理機器の導入状況

b・ オ ン ライ ン化 の メ リ ッ ト,デ メ リ ッ ト

c.オ'ン ライ ン へ の 参加 意 識

2.2調 査 対 象

① 利用者側

仙台地域 内の984事 業所

② 提供者側

仙台地域 内の国の機関(通 産局,建 設局等),地 方 自治体(宮 城県,仙 台地域 の市町村),"各

種経済団体(商 工会議所,北 東公庫,東 北 開発研究 センター等),学 校 ・研究機関(東 北大学,

半導体研究所等)の56機 関

※仙台地域 とは

仙台 市を中心 とした40キ ロ圏の以下の地域 を設定 した。

仙台市,塩 釜市,古 川市,白 石市,名 取市,角 田市,多 賀城市,泉 市,岩 沼市,蔵

王 町,大 河原町,村 田町,柴 田町,川 崎町,丸 森町,亘 理町,山 本町,秋 保町,松

島 町,七 ケ浜町,宮 城町,利 府町,大 和町,大 郷町,富 谷町,太 衝村,中 新田町,

小野 田町,宮 崎町,色 麻町,松 山町,三 本木町,鹿 島台町,小 牛田町,南 郷町,矢

本町,鳴 瀬町の37市 町村
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2.3調 査 結 果

① 情報の利用側に対する調査

仙台地域内の984事 業 所 を対象 に調査 を行い,343事 業 所か ら回答があb,回 収率34.9

%と なった。業種 別及び従業員規 模別の回収結果を図2-1,2-2に 示 す。

② 情報の提供側に対する調査

仙台地域内の国,地 方 自治体,各 種経済団体 学校 ・研 究機 関等 の56機 関 を対象に調査を行

い,39機 関か ら回答 があり,回 収率69.6%と な った。機関別の回収結果 を図2-3に 示す。

11.4X

1.5X

16.6X

…翅 建設業

囲 製造業
軽目 卸 ・小売業
∈∋ 金融 ・保険 ・不動産

皿Bそ の他
圃 不 明

37.3X

図2-1利 用側業種別回収数の構成(事 業所数)

■

'

42.6X
,〆
'印

,2.3ズ

1.7ズ

.一..7.6男

雛i
'≡ ≡=

≡=一

汗=r-===ヨ
3')

c=二 二===一 『一一 ・一
一.__._

に
一
'
『≡===二 『≡「フ1

2劾301人

麗麗101～SOO人

日郵51～IOO入

団 ヨ21～50人

田[団20人

45.8Z

図2L2利 用側従業員規模別回収数の構成(事 業所数)
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2.6%

駕

〔魏 国の機関
困 自治体
田田 経済団体
∈ヨ 大学 ・研究機関
旺皿 金融機関
圏 その他

図2-3提 供側機関別回収数の構成(事 業所数)

2.4情 報 交 流 の 現 状

① 企業が入手 している情報(利 用側)

企業活動 を行 うに あた って入手 してい る情報 を図2-4に 示 す。

入手 している情報の上位5位 をみる と,「 所属業 界,産 業 界の動 き」が399件(6.3%)と

最 も多 く,次 いで 「国内経済 ・景気動向」が349件(5.4%),「 県内 の経済 ・景気動向」が

342件(5.3%),「 事務合理化,機 械化 」が290件(4.5%),「 消 費者 ニーズ」が258

件(4.0%)と なっている。

② 情報の活用分野(利 用側)

活 用分野は図2-5に 示 す とお り,「 企業経営のため」が2,416件(37.9%)と 最 も多 く,

次いで 「製品販 売活動のため」が1,245件(19.5%),「 予 算計画 のた め」が687件(10.8

%),「 雇 用及 び人材育成 のため」が542件(8.5%),「 製 品生産活動 のため」が449件

(7.0%)と な っている。

③ 情報 の入手先(利 用側)

情 報の入手先は図2-6に 示 す とお り,「 業界団体」が1,756件(25.7%)と 最 も多 く,

次いで 「本社,親 会社」が1,057件('1・5.5%),'「 取 引先」が965件(14.1%),「 経

済団体 」が751件(11.0%),「 情報サー ビス業,DB業 」 が652件(9、5%)とkっ て

いる。

④ 情報の入手形 態(利 用側)

入手形態は図2-7に 示 す とお り,「 新聞 ・雑誌等の印刷物」が2,914件(49.1%)と 最

も多 く,次 いで 「電話 ・面談」が1、334件(22.5%),「 テ レビ ・ラジオ」が1,027件

(17.3%),「 フ ァクシ ミリ」が285件(4,8%),「 そ の他(研 修会等)」 が207件

(3.4%)と な ってい る。
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⑤ 情報提供(提 供側)

情報の提供側の風 自治体,経 済団体,大 学 ・研究機関,金 融機関等 が提供 してい る情報の分

野別割合は図2-8に 示 す とお り,「 複数 分野の情報を提供 」が29件(38。2%)と 最 も多 く,

次 いで 「経済情報」が21件(27.6%),「 技 術情報」が9件(11.8%),「 市況情報」が

9件(11.8%),「 経 営情報」が8件(10.5%)と なっ.ている。

提供媒体は図2-9に 示 す とお り,「 新聞 ・雑誌等印刷物」が39件(42 .4%),「 電 話 ・

面談」が23件(25.0%)と な っている。

囲1.調 査結果の件数は,項 目毎の複数回答を含む総計である。

2.利 用側の入手情報は36種 類のうち,回 答数の総計の上位5位 までを抽出 している。

(情報)

業界動向

吻 企藁経営

鉦皿 生産活動
函 その他

(分野)

図2-4利 用 情報(上 位5位)

(分野)0

企業経営

販売活動

予算計画

雇用人材育

生産活動

その他

1000

%11
'

.'.
..「'.s

羅 翻llF'

二!:…1:'"

・ '

.「

、

.ヨUl
.'

一 .'

.'

.'■

1・

'r
麓 山1.
』∴{三 φ㌧

}
.

丁

粗
∴ 二

麺
二∵:::.

徽副

吻 業界動向1500
闇翻 国内経済動

241曙 量㌶ 動
'血 刀 ニーズ

.㌧{≡ヨその他

(情報)

図2-5情 報 の活用分野
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(情報)

業界動向

国内経済

県内経済

吻 業界団体

函 その他

(入手先}

図2-6利 用 情報(上 位5位)と 入手先

(情報)

案界動向

国内経済

県内経済

事務改善

吻 印刷物

庄園 テ レビ箒

目FAX
皿1そ の他

(入手形態)

図2-7利 用 情報(上 位5位)と 入手形態

(機関)

国の機関

自治体

経済団体

大学 ・研

金融搬 題

その地

図2-8 提供機関と提供情報
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0(機関)

国の機関

自治体

経済団体

大手 研

金融機関

その他

10 20 30
EZ]オ ン ライン40■

■ 磁気媒体

囲 テレビ'ラ ジオ

∈≡…ヨ ファクシ ミリ

皿1印 刷物

圃 電話面談

〔コ その他

(媒体)

図2-9提 供 機関 と提供媒体

2.5情 報 機 器 の 導 入 と 活 用 状 況

情 報 機 器 の 導 入状 況 を 図2-]0に 示 す 。

「 コ ン ピ ュー タ」 は 利 用 側 の45.5%,提 供 側 の38.5%,「 フ ァ ク シ ミ リ」 は 利 用 側 の56.9

%,提 供 側 の71.8%,「 ワ ー プ ロ 」 は,利 用 側 の31.2%,提 供 側 の79.5%が 導 入 して い る 。

〈利 用 側〉

コ ン ビ ▲ 一 夕

フ ァク シ ミ リ

ワ ー プ ロ

そ の 他

〈提 供 側〉

獅.5(7.6オ

宏 7L8(7.6) 1

79.5 1

コ7.7

(単 位:φ)

■ 囲1.利 用側:仙 台市を中心とする40キ ロ圏の3'43事 業所

2.提 供側:仙 台市を中心とする4.0キ ロ圏の国の機関,地 方自治体 各種経済団体,学 校 ・研

究機関等56機 関

3,口()内 は情報交流媒体として利用 している比率(%)

図2-10情 報機 器の導 入状況 と活用状況

一93一



2.6オ ン ラ イ ン ・ ネ ッ トワ ー ク へ の 意 識

① オ ンライ ン ・ネ ッ トワ ー クへ の 参 加 意 識 を 図2-11に 示 す 。

オ ン ライ ン ・ネ ッ トワ ー クは 利 用 側 が1.3%,提 供 側 が7.6%の 機 関 で 実 施 さ れ て い る 。

参 加 意 識 は,「 参 加 す る 」 が 利 用 側40.8%,提 供 側15.4%と な っ て い る 。 ま た,ア ン ケ ー

ト皇 帝 に オ ンライ ン ・ネ ッ トワー クの 定 義 が な く,オ ン ライ ン ・ネ ット ワ ー クの イ メー ジが 明 確 と な

っ て い な い こ と も あ り,「 参 加 しな い 」 が 利 用 側40.8%,提 供 側 が5.1%,「 ネ 明 」 が 利 用 側

1&4%,提 供 側71.8%,と な っ て い る 。 提 供 側 の 「不 明 」 の 内,現 在 は 「考 え て い ない 」 と

答 え た 機 関 は61.5%と な っ て い る 。

〈利 用 側〉

13[

1 40.8

1 40.8

1 18.4

実 施 中

お 加 す る

参加 しない

不 明

〈提 供 側〉

コ7.6

(単 位

15.41

コ5.1

71.8 1

(単 位:φ)

(注)利 用側の 「実施中」はコンピュータ媒体を利用 して情報を入手 している機関を,提 供側の 「参

加する」は計画中の機関を示す。また,「 不明」には 「考えていない」を含む。

図2-11オ ン ライ ン ・ネ ッ トワ ー クへ の 参 加 意 識

② オンライン・ネットワークの意義

利用側か らみたオ ンライン ・ネッ トワー クの意義図2-12に 示 す。

「データ入手の迅速性」が44.0%と 最 も多 く,次 いで 「情報の高度 かっ多様む加工利用が可

能」が29.7%と な って いる。

一方
,「 よ くわか らない」 と回答 した機関が26.5%と な っている。

440一 (単 位

29.7一 26.5一 25.1
22.4一 21.0一

1.5一
1
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図2-12オ ンライ ン ・ネ ッ トワ ー クの 意 義
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③ オンライン・ネットワークの注意点 ・問題点

オンライン・ネットワー クの注意点 ・問題点を図2-13に 示す。

利用側は 「秘密保護」31.5%,「 使い易さ」が31.5%,「 経 費」が21.0%と な っている。

また,提 供側は 「内部の提供情報の整備」が51.3%と 最 も多 く,次 いで「経費」が3&5%,

「秘 密保護」が35.9%と な っている。

〈 利 用 側 〉

1 3L5

4.1[

12Lo

1 3し5

L5【

プライバシー秘密保護

災 害 対 策

経 費
(使用判金)(提 供経P)

使 い 易 さ

内部の提供情報の整備

外部情報の入手 ・塾側

通 信 方 法 の 標 準 化

情報提供活動に係る殴傷

そ の 他

〈 提 供 側 〉

35.9 l

l38.5

5L3 1

23.1 1

12.81

25.6 1

12.81

(単 位:φ)

図2-13オ ン ライ ン ・ネ ッ トワ ー クの 注 意 点 ・問 題 点

ひ
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3.オ ン ライ ン ・ネ ッ トワー ク とOA化 の 現 状 と課 題

3.161年 度 調 査 の 概 要

① 調査 目的

60年 度 の基礎 データを踏 まえ,域 内企 業の活性化のために望 ま しい情報流通体 制を明 らかに

する。

② 調査内容"

企 業が持っている ネッ トワー クのイ メージ,社 内情報流通体制の現状,企 業間交流の現状 を把

握するために以下 の内容 を調査 した。

a.企 業 が考えているネッ トワークの イメー ジと機能

b.ネ ッ トワーク化 する場合 の問題点

c.社 内 情報流通の問題点

d.社 内OAの 進捗状況

e・ 企業 間交流の現状

③ 調査対象 ・方法

60年 度 に利用側の調査で有効回答が得 られた事業所の 中の製造業28事 業 所に対 し聞 き取 り

調査 を実施 した。

調査対象企業 の概要 を表3-1,図3-1に 示 す。

.表3-1調 査 対象企業 の規模

資本金別

従業員数(人)(百 万 円)
～10 ～30 ～100 100超 合 計

～20 2 1 3

21～50 4 1 5

51～100 1 1 1 3

101～300 1 4 1 6

301～ 3 8 11

合 計 3 7 9 9 28
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固 業態 別は情報流通面 での"川 上","川 下"を 意味す る。以下同様。

図3-1調 査 対象企業の概要

5

A

3.2企 業 に お け るOA化 の 現 状 と課 題

① オン ライン ・ネッ トワーク化 とOA化 との関連

オンライン・ネットワークは,OA化 が進展 してい く過程において,情 報入手等 に対する迅速性,

正 確性 利便性等の ニーズに対応 するために構築 され,い わばOAの 延長上 に ある とも言える。

そ の意味で,VANや グループ内オ ンライ ン等 に対する意識や利用状況お よび問題 点を調査する

とともに,併 せてOA化 の進展状 況にっいて も聞き取 り調査 を行 った。

②OA化 の現状 ・計画

企業におけるOA化 の進展状況 を表3-2に 示 す。

コンピュー タは28件 中19件 が 導入 してお り,そ のうち,単 体利用 は9件,オ ンライン ・ッ

ッ トワー クによる利用が10件 とな ってい る。

また,コ ンピュータの導入計画 中あるいは導入予定は4件 となっている。

処 理内容は財 務 ・会計処理 在庫,販 売,原 価,生 産,品 質,工 程等の管理 となっている。

また,本 支店間,親 企業下請企業間,系 列企業 間で オンライン・ネットワークは 資材の共同購入,・

・」97一



在庫照会,受 発注情報等の交換 を行 っている。

③ 今後合理化が必要 な部分

企業 においてOA化 に より今後合 理化 を図 りたい事項 を取 りまとめた ものを表3-2に 示 す
。

VAN,パ ソ コン ネッ トワーク,POSの 活用 による情報 の流通や出先 との連携 を図 りたい と

している。

●

十
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ち ◆

表3-20A化 の現状 と計画

ー

Φ
O

ー

従業員
規 模

～50人
51人 ～300人 301人 ～

電話 やドAXで 取 引先と交 換す る程度 であ る.

事務 部門のOA化 はほとんどない。
オフ コ ン、パソコ ンを単体 で活用 してい る. ネ ッ トソー クによ り支社 との連携を図 っている.

川
上
型
QCで 活川 してい る。

原価管理

量販店 のVANに 参加 して いる.' 管理 業務を主体に行 ってい る。
ネ ッ トワー ク化、PoSを 計画 してい る。

業 伝票発行

態

別

蹴会社の方針 パソコ ンを単体 で活用 して いる.
本社 との ネ ッ トワー クを実施 している。

本社 とネ ッ トワー クを行 って いる。
グループ内ネ ッ トワ]ク に参加 してい る。

川 管 理業務を行 っ,てい る。 管理 藁務を行 って いる。
下
型
親会社に合わせた機器の導入を行う。
親会社の方針に添ってOA化 を図る。 自社内に システム は独 自開発 を行 ってい る。

パ ソ コンによ り管理業務 を行 って い る.
ソフ トは 自社で開発 してい る。

人材 育成、研修 の問題 が ある。

一

表3-3今 後合理化が必要な部分

従業員
規 模 ～50人 51人 ～300人 301人 ～

管理 業務 を行 いたい。
パ ソコ ンネ ッ トワー クを活用 し、 情報収集 を図 り

.た

合理化 ・高度化を図 りたい。
オ ンライ ンによ り出先 との連 携を図 りた い。

ネ フ トワークによ る情報 流通を行 いた い。

茎
{
い.

投資対効果 が課 題であ る。
業務 システムの レベル ア ップを図 りたい。 営業所 とのデー タ流通 を行いたい.

POS導 入 によ りニーズ把握を行 いた い。

生産管理 を行 いたい。

デ ータベースを構築 し、事務部門 の効率化 を図 りた
いo

VANに よ りリアル タイム化を実 現 したい。
態

生産管理を行い たい。 社内の情報流通を行いたい。 総合的なOA

別

量

LANに よる情報流通を行いたい。
事務部門の効率化を行いたい。
グループ内の処理様式等ビジネスプロトコルの統一
が必要である.

生産管理 を行い たい。

管理業務 の一連化を図 りたい。

製品 のコス トダ ウ ン、 製品開発 のス ピー ドア ップを
る.

多楓能靖末楓の展開を図る。
デー タエ ン トリー部門 の効率化 を図 る.



また,下 請企業 はOA化 を推進するに あた って,親 企業 の方針に沿 って実施 してい くとしてい

る。

④ 情報 の入手形態

企業が情報の入手を どのような形態で行 っているかを取 りまとめた ものを表3-4に 示 す。

入手形態 と しては,新 聞,雑 誌,報 告書,FAX,電 話,コ ンビ三一タオ ンライン となってい

る。

⑤ 経営情報の流通

社内 での経営情報の流通状況につ いて取 りまとめた ものを表3-5に 示 す。

社外から入手 した技術,市 場情報等の経営情報は「経営者,幹 部層」等一部が利用するだけと

い う意見が5件 となっている。

⑥ 商用 デー タベースの利用

我が国における,主 なオンライン情報 サー ビス業 を表3-6に 示 す。

これ らデー タベースの利用の現状 と問題点 を取 りまとめた ものを表3-7に 示 す。

現在 利用 している事業所は1件 となってお り,特 許情報や経済情報等に対する要望が5件,そ

の他の情報 に対 する要望が3件 となっている。

'⑦OA化 推 進上の課題

OA化 を推進する上での課題 としては 「 コン ピュータ技術 者等の人材不足 あるいは教育」,「コ

ン ピュ三夕導入,維 持 ・運営 に係る経費」,「 システム化された業務の ブラックボ ックス化 」等

の意見が 出されている。

また;推 進す るに あたっては 「進ん でいる部署 か ら行 ってい く」や 「OA化 で きる部署か ら行

ってい く」等 の意見が 出されてMる 。

⑧ その他.

情報の入手 に対する要望では,「 業種に よって情報ニーズが異なるたあ,業 種毎 に対応 したサ

ー ビスを行 ってほ しい」
,「 官公庁等で所有 しているデータの オンライ ンに よる利用が行える よ

うに してほ しい」 とい う意見が出されてい る。今後 の方向,内 部の問題点 として 「POS導 入 に

より生 の情報 を入手 したい」,「 情報量 が多 くなるにつれて,そ れ を利用する場合 の選択する人

の資質 が問題 になる」 とい う意見が 出されている。

●

一100一
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表3-4情 報 の入手形 態

一
〇
　

従業員
規 模

～50人
51人 ～300人

■

301人 ～

既存メデ ィアで人 手 してい る。 既存 メデ ィアで人 手 している。 婁趨の情 報は出先 との ネ ッ トワー クで人手 してい る

川 電話、 ファクス、新 聞、業界誌で入手 してい る. メー カか ら郵送 で人 手 してい る. 一般情報 は新聞で入手 して いる.
上

→ 新間、専門誌、章 界誌 で入手 してい る.

婁
型 メーカか ら人手 して いる。 VANに より量販店 の情 報を入 手 してい る.

.A

態
既存 メデ ィアで入 手 してい る. 本社ご親会社か らネ ッ トワー ク、 ファクス等 で入 手 電話、 フ ァクス、郵便、本社間 ネ ッ トワークで人手

別

量

業界誌 で入手 して いる。
'親 会社か ら人 手 して りる。

一

して い る.

、

してい る.

ファクスで入手 してい る。

}、

表3-5経 営情報の社内流通

徽
規摸 ～50人 51人 ～300人 301人 ～

景気勤向は営業部門で活用している。 トップ周が 主に利用 してい る. トップ層が主 に利用 してい る.

川
技術情報は研究部門で活用している.
該当部門に直接ペーパで渡す。 経済情報は各部門の管理者まで滅遣している。

一 部経理 、営 業が利用 してい る.

上

型
技術情報は担当部署まで抜通している。

業

態

一

' 情報の分析 ・利用体制が確立されていない。

トップ層 が主に利用 して いる. 管理職に回覧しており、適時下位層に滅す.

別

量
`

づ

A



表3-6我 が 国 におけるオ ンライン情報サー'ビス業の概要

パ スワー ド数

前年同期此
提供企業,機 関名 シ ス テ ム 名 内 容 1986年 1985年 1985年 伸 び率

1月1日 7月1日 1月1日 (%)
現在 現在 現在

市況情 報セ ン ター QUICKビ デオ ー1,ビ デオ ー0 証券,金 融,為 替情報 ● ● ■

(㈱QUCK) ビデオBM,ビ デ オ ー)〈300な ど など 13,100 12,000 10,850 20.7'

日本経済新聞社 日経 テ レコム,MEEDS-IR・TS 国 内企業.・経 済 ・金融
BULK.DRLNEXIS,DJN/ 情 報 など,、米 欧経済 デ
R.Infogbbe,Tex∫line 一 夕

,北 米 ・欧州 ・ア 6,661 4,871 3,956 68.4
フ リカ ・南米 ・ア ジア
の新聞記事情報

テ イケイシイ LEX/DB,マ ネ ジメ ン ト情 報DB, 判例 ・法令等全文DB,
BPS,TPS,TKCテ レコム景気 経営指導,業 界情報,
・投資,日 興の投資情 報CAMS 会社法務,経 営計画策
/bB 定 シ ミュ レー シ ョン及 6,534 5,740 3,825 70.8

びDBサ ー ビス,納 税計

画策 定 シ ミュ レー シ ョ
ン及びDBサ ー ビス

紀伊国屋書店 DIALOG,InfoLine,HINEIrジ 情報科学文献情報 3,551 3,240 2,987 18.9
CIS,QUESTEL,INKA

日本科学技術情報
センター

JO⑮(JICSTオ ンライン ・インフ
ォメーション・システム)

科学技術文献情報 3,300 3,000 2,300
、43.5

日本特許情報セン PATOLIS 特許情報 1,974 1,781 1,502 31.4
ター

日 本 エ ス ・デ ィ ー ORBIT(SDCサ ーチ ・サー ピ入 特許情報,科 学技術文 1,650 1,540 1.325』 24.5
・ シ ー サーチ・Jサ ー ビスな ど) 献情報

帝 国 デー タバ ンク OOSEDS-1、2,3,信 用調 査報告 書 企業,値 入情報 1,526 982 528 189.0

本多通商 THESOURCE,DELPHI 文献情報 1,500 900 350 328.6

東 京商工 リサー チ TSR-BIGS 企業情搬 索サービス
TSR-FINES 財務情報検索サー ビス L483 1,354 1,121 323

日本電子計算 Infostream(BRSサ ー ビス,JIP/ 科学文献情報,地 域情
AMD,JAPICDOCな ど 、 報 L131 1,070 972 16.4

共同通信社 AP・Dか テレレー トAP・DI・ クォー 金融,株 価,商 品相 場
トoン,DJN/R 情報,一 般記事情報 920 700 200 3∫60.0'

コム ネ ッ ク ス THESOURCE,DELPHI 文献情報 820 530 205 300.0

平和情 報 セン ター 田NET 科学技術文献情報 740 556 403 83.6

東洋情報システム BRANDY,JUPITER,DBS一 商標情報,法 律,判 例
JpM,DBS-MDLJAPICDOC 情報,医 薬 ・医療情報 650 520 445 46.1'

三菱総合研究所 Dialine(JAPAN/MARC,日 販 一般文献情報

MARC,NTISな ど) 400 、330 250 60.0

コ ー!寸 ス ツー カー情 報サ ー ビス パソ コン情 報 330 230 120 175.0

東京出版販売 東販TONETS 出版情報 320 216 150 113.3

日本出版販売 NIPS 出版情報 . 300 208 178 68.5
(日本出版情報検索システム)

東京 カンテ ィ 首都圏 マ ンシ ョン・デー タベ ース 不動産情報 230 228 218 5.5

電通国際情報サー MARK皿(SDB,TSR財 務 デ ー 金融,財 務,証 券情報
ビス タ ・パ ンク,時 事東 証株 価CI一 153 131 126 21.4

TIBASEな ど)

イ ンテ ック IGDS/1.P.Sharp 化学製品市況情捉 経
済,金 融,エ ネルギー, 133 91 60 121.7
航 空,.そ の他情報

22オ ンライ ン情報 サー ビス業合 計 47,406 40,218 32,071 47.8

㈲*は 専 用 端 末 数 。'一 部 プ ロ デ ュ ー サ と デ ィス ト リ ビ ュ ー タ の重 複 を 含 む 。

出典:「 日 経 ニ ュ ー メ デ ィ ア 」1986-1-27
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表3-7商 用 データベースの利用の現状 と課題

一
〇
ω

一

蹴
規模

～50人
51人 ～300人 301人 ～

現在 は利用 して いない。 現在 は利用 していない. 現在 は利用 されていない。

聖
県内に進出 して くる企業の情報

特許、技術情報等を利用 したい。
特 許情 報の入 手の効率化を図 るため、 デ ータベース

を利 用 したい.
特許情報 の入 手をデー タベースに切 り換え る予定 で

ある.

婁
型
費用の問題

藁 祖に より情報ニーズが異な るため、 室種麹 に対応
したサー ビスを行 ってほ しい.

情報量が 多 くなるにつれて、 情報を選択 す る人の資

質が問題に なる.,

態
現在 は利用 していない。 現在 は利用 していない。 新聞情報 のデータベ ースを利 用 してい る.

別 経費が高いため利用しない。 親会社 には必要であ る。,
川
下

特許、文献 、企業情報 の利用 を検討 してい る.

型 利用者 の レベルア ップが必要 である.

・一



3.3VANに 対 す る 意 識

①VANに 対 する現状認識

全国のVAN事 業者は,第 二種電気通信事業の登録 ・届 出状況(昭 和62年2月9日 現在)に

よる と327社 に のぼ り,こ の うち東北地域 の企業は11社 となっている。

VANに 対 する意識 について取 りま とめた ものを表3-8に 示 す。

「イメージが明確 でない」 とい う意見は13件 となっている。

また,「 増加す る と思 う」等同様 の意見が8件 となっている。

「 自社独 自では参加 しない」,「 親企業 が計画 している」等受動的な意見が7件 となっている。

②VANの メ リッ ト

VANの メ リッ トについて取 りまとめた ものを表3-9に 示す。

「情報の迅速 な入手」が14件,「 事務処理の効率化 」が4件,「 情報の収集力に差が出る」

が2件 となっている。

③VANを 利 用する上 での問題点 と参加条件

VANを 利用するにあたっての問題点 とその参 加条件をとりま とめた ものを表3-10に 示 す。

機器導 入 ・維持 ・運営にかかる 「費用」の問題 が8件,入 手 した情報の分析,活 用 の知識や コ

ンピュータに関する専門的知識等 「人材」の問題が7件 ,企 業秘密にかかる情報の 「セキュリテ

ィ」の問題 が3件 となっている。

特に「人材」の問題 については 「コンピュータ技術者 がい ない」,「 参加する場合,現 状の人

材で対応する しかないので,だ れで も利用 で きる ものでなければならない」,「 社内の利用体制

を整備する必要が ある」等 が上げ られ ている。

3.4企 業 間 交 流

① 同業他社,異 業種企業 との交流

企業間交流の現状について取 りまとめた ものを表3-11に 示 す。

「業界団体 との交流」が14件,「 異業種交流会へ参加」が5件 となっている。

② 異業種 間 ネッ トワークの可能性

企業間交流へのパ ソ コン ネッ トワークの利用 について取 りまとめた ものを表3-12に 示 す。

パソコンネッ トワークが有効で あるかに対 し,「 イメージが不明確で ある」 とい う意 見が11

件 となってお り,「 利用 できる」 とい う意見が7件 となっている。

③ 社内OAと パ ソ コンネッ トワー ク

社内OAと パ ソ コンネッ トワー クの関連について取 りまとめた ものを表3「13に 示す。

④ 課 題

パソコンネッ トワー クを企業 間交流の手段 として利用する上で課題 となることについて取 りま

とめた もの を表3-14に 示 す。

㊥

つ
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表3-8VANへ の現状認識

　
O
O

従業員
規 模 ～50人 51人 ～300人

3{}1人 ～

V∧Nに 対す る認蹟が 明確でないが、概 ねVANは

増加1すると予想 してい る。
量販店 食品関係でVANを 利用 している。 木 支店 問の ネ ッ トワークにV∧Nを 利用 でさる。

業

川
上
型
サー ビスの充 実 ・低料金 が実現すれば増加 する。

VANへ の参加 意識 も明確 化 して いる。 在庫管 理の リア ルタイム化がii∫能である。

'

態

別

VANの イメー ジが不 明確 である。 本社間オ ンライ ン化を図 ってい る。
VANは 増加す ると思 うが イメー ジが 明確でない。VAN
へ は工場独 自で参加 しない。

系列のVANに は参加す る。
V∧Nは セキ ュ リテ ィーが確保 されれば増加する。

皐 グルー プ内ネ ッ トワー クの構想があ る。

型
VAN内 部の情報 によ り利用価値が決ま る。

ネ ッ トワー クを実施 中。主にデー タ交換で利 用 して
い る 。

表3-9VANの メ リ ッ ト

微
規模 ～50人

51人 ～300人 301人 ～

{

ニーズ把握

顧客情報の把握
情報収集の時間的節約

ニーズへの迅速な対応

事務処理の効率化
情報力強化

消費者ニーズの把握
在庫の適正化
経済面(自 社ネットより低価格)
処理のリアルタイム化

業

態
イメrジ が 明確 でない。 一般的な情報(政 治、経済情報)の 収集 受発注情報の迅速化

別

量
',

情報の収集力強化
処理の迅速戟

、

..

間接事務の節減
グループ内各社が個別に所有しているデータの共有
化が可能になる。
VANの 持 っている情報が企業間競争の差別化につ
ながる。

'

、 、 甲-

ン

吟



表3-10VAN利 用 上の問題 点 と参加条件

一
〇
Φ

ー

纐
規 模 ～50人 51人 ～300人 301人 ～

賀州対効果 人材不足 セ キ ュ リテ ィ ー ・

人材不足 体制整備 人材育成
川 利用 コス ト 体制整偏
上 現状の スタ ッフで対応 できる もの 導入・運営費用
型 低コ ス ト 機種にあったVANの 形成
業 操作が簡単であるもの データベー ス中心型のVANの 形成

態
人材不足 セキ ュリテ ィ 情報の加工・分析に関する知識
イ メ ー ジカ〈明 確 で な い 。 コ ス ト VANの 評価技術の確立

別 費用の問題 自社 ネ ッ トワー クとの接続
川 エ ン ドユーザ の レベルア ップ

下 親会社の計画に添った形で進めるため、問題点等は

型 検討していない

'
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表3-11同 業他 社,異 業種企業 との交流

一
〇
べ

撒
規模 ～50人

51人 ～300人 301人 ～

業

態

別

{

団地内

原料 メーカ

特 に行 っていない。

他 との付 き合 いがな い.

異業種交流会
金融機関
取引先

業界団体
大学への派遣(人 材交流)
共同研究
協力会社
異業種交流会

量

業界団体
親会社
株主

異業種との交流を行っていない.

異藁種交流会

業界団体
異業種交流会
大学の研究会

、

表3-12異 業種 間ネッ トワークの可 能性

噸
規模 ～50人

51人 ～300人 一 301人 ～

ニーズ把握、タウン情報の流通に利用する。飲食店情報
の流通に利用する◆

不明であ る. 人的 ネ ッ トワークの補助 的手 段 として利用できる.

型
利用 できる。
フ ァクスで間に合 う。

技術情報の交流を行う. 内容に問題がある。

案
型 異業種 とのつなが りがない. 業種により向き不向きがある. .考えて いな い.
、

態

情報が具体化しない。 人的 ネ ッ トワー クの補 助的手段 として利用で きる.

別
川

内容に価値があれば利用できる.

下

型
分か らない.
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表3-13社 内OAと パ ソ コ ン ネ ッ トワ ー ク

従業員
規 模 ～50人 51人 ～300人 301人 ～

案

川上

型

ニーズ把握、出店情報の把握

物品購入時の販売店探し
時社のPR

財政面で難しい。

多品種少量生塵への対応
物流の安定化
技術、市場情報の把握

市場情報
ニーズ把握

統計資料 、
マーケット情報'

統計資料等各社が共通的に入手している情報を提供
すれば利用できる.
技術情報は流通しない◆
OA化 が先決である。

態
社内デ一夕ベ三スを構築し、事務の効率化を図る. 経理、 品質情 報を現場 にフ ィー ドバ ック

別
川

1

電話 とフ ァクスの ミ ックスしたメ ッセージ情報の流

通が可能 であ る。

下

型
～

噛,LF,

表3-14異 業 種間 ネッ トワークの問題,課 題

幽
規模

～50人
51人 ～300人 301人 ～

業

態

別

川
上

型

具体的な情報にならない.
対象となるところが小規模なため、理解を得るのに
は問題が多すぎる。

情報の内容に問題がある。

セキュリティ

交流する企業の規模の格差によって情報に対する理
解のレベルがまちまちになる.
費用の問題
業種により向き不向きがある.

、

参加する企業が流通させる情報の内容で価値が決ま
る.
情報の正確性
情報の授受の限界

量

情報が具体化しない. セキ ュリテ ィ



4.調 査 結 果 か ら考 え うる オ ン ラ イ ン ・ネ ッ トワー ク

4.1ネ ッ トワ ー ク 化 の 方 向

前節 までの調査結果では,企 業は規 模 ・業態 によ りそれぞれオ ンラインライン・ネットの イメージ

を持っていた。そ こで'ネ ッ トワー ク化 の方向 を明 らかにする前に,VANを 利用 する場合につい

て基本 となる事項 を確認 してみる。

まず,VANの 基 本的機能は 「データ交換」 の機能である。

! / /

ζ

《
の
完
成
度

ノ'

データ検索

データベース/

共
通
業
務処

理
!
' /

データ交換 1
ノ.'

`
/7

プ ロ トコル変捜lVANの 機能
換

/

/

フ ォ ー マ ッ ト'

コー ド変換

(注)1.文 中 の オ ン ライ ン ・ネ ッ トワー クは,利 用 面か ら見 た情 報 流通 の形 態 であ り,(注)2に 掲 げて

'

い る形態 を 含む もの とす る。

2,文 中のVAN,パ ソコ ンネ ッ トワー ク,

流 通 の形 態 とす る。

コン ピュー タ間 オ ンライ ンは ハ ー ド面 か ら見 た情 報

図4-1VANの 機 能

さらに これ を実現するための機能 として,

a.コ ー ド変換機能

b.フ ォ ーマッ ト変換機能

c.プPト コル変換機能

等がある。

基本的 な機能 では,本 来 の付加価値性 とシス テムとしての完成度が低 く,共 通業務処理,デ ータ

検 索と利用形 態の高度化 に伴い完成度が高 くなる。

一方
,運 用面 か ら見る と,大 別 して次の3つ の要 素か ら構成 される。
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a.ハ ー ドウェア:VAN,コ ン ピュータ等 シス テムの基盤 となる器

b.利 用技術:器 を活用するための プログラム等 ソフ トウェア

c・ 運用技術:利 用 目的,求 める効果を明確化 した上 での体制

要因への依存度合
とシステム効率

高

低

運用技術

・何のために使うのか

・どのよ うなメ リッ ト

を求め るのか

(コ ンピュータ ・VAN等 の器)

図4-2シ ス テムが稼働するための要因

中で も運用技術 を確立する ことは,VANの 機 能 を効率的 に活用するために不可欠で あり,ネ ッ

トワー クの形態に依存 しない共通 な要素 である。

以上 の事柄 を念頭 に置 きつっ,聞 き取 り調査の結果 に基づ き考察 される域内企業 の望ま しい情報

流通体制の在 り方 を以下 に示す。

「オンライン・ネットワーク」には,現 在産業社会 に実現 している ものを含めて様 々な目的,形 態

があり,調 査 する上でも概念的に難 しい部分が多 く,第 一段階 と して オンライン・ネットワークを明

確にする ことを試 みた。

オンライン ・ネッ トワークの形態を表4-1に 示 す。

、

、
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表4-1提 供 するサー ビスの レベルに よるいろいろなVAN

サ ー ビス の 種 類

基本通 信サ ー ビス

(VANの 基本条

件)

高度通信 サー ビス

(基 本VAN)

情報処 理サー ビス

(情 報処理VAN)

①特化VAN

②業務代行VAN

③情報提供VAN

複合VAN

統合VAN

機 能(は た ら き)

・第一種通信業者か ら借 りたネ

ッ トワー クの提供… …情報伝

送機能

・いろいろな企業の コン ピュー

タを接続 す る……回線交換機

能

●基 本VANの 機能

{a}異 機種 コン ピュー タの整

合

{b)企 業特有 の情 報処理 の整

合

{c)メ デ ィア変換,冗 長度抑

圧 など

{d}共 通機能

メッセー ジ交換,同 報通

信 など

・VANの コン ピュー タ側の ア

プ リケーシ ョン ・プoグ ラム

が業務 を処理 す るVAN

.・専用業務 を処理 するVAN

:受 発注 システム,座 席 予

約 システム
・支払 業務や借用 照会な どの業

務 を代行 するVAN

・デ ー タベース提供 のVANで

加 入 グループの日々の更新 す

る情 報 を提供 する 『

・上 記のVANの 複合 され たV

AN

・複合VANで あるが,文 字情

報 だけでな く画像情 報 も音声

情 報 もすべて扱 え るVAN

し く み

足
VAN

工1『 ＼交換臨, 旦

{a隈機種間のデータ交換

足
プロトコル変換

速度変換など

〔b[情報処理 の整合

・7t－ マ ッ ト変換

・コー ド変換 など

(C)メ デ ィア変換

[iEiiliiコ=[垂 亟]
ld)メ ッセ ー ジ 交換.同 報 通 信

VANの ・・、、

.足 、!コ ンビ・魂'

入力t,
'
メッセージ 、

旦

、 ノ9
、、 ,一"

旦驚 ㌻ ㌘二
、

'を 持 って いる 、

、

、

,

1

、
CPU

旦

、

コンピュータ

'

補 助記憶 装置

(デ ー タベー ス)

旦

出典:「VANの 理解 を深める本」和多田作一郎
σ

さらに企業間の関連性に より以 下の分類 を行 った。

a.本 ・支社間

社内 ネッ トワークとい う見方ができる。本社 を中心 と し 支店か らの地域 に密着 した情報を も

とに生産,販 売,在 庫管理,営 業販 売管理等 に活用 されてい ると考 え られる。

b.親 企 業 ・下請企業間(グ ルー プ内)

グループ内 ネッ トワークとい う見方ができる。親企業 を中心 とし,下 請企業 との受発注情報,

製 品情報等の交換 を行 っている と考え られる。
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c・ そ の他取引先 とのオン ライン化

銀行 との ネッ トワー クでは取 り引 きにおける支払い関係,他 の取引先 とは資材購入,運 送サー

ビス,販 売関係等の情報 の交換が考 え られる。

d.情 報 サー ビス業 とのオンライン化

企業 における財務会計処理の電算処理 を外部に委託 している ケースが あり,情 報 サー ビス業を

中心 とし,企 業 か ら経理 ・会 計情報を受けて処理結果を返送 する。 また,デ ータベース業を中心

とし特許情報,化 学 ・技術文献 情報,記 事情報等を取 り出 し,研 究開発,生 産 計画や販売戦略等

に活用されている と考 え られる。

e・ 行政,経 済団体,業 界団体の情報化事業に関する もの'

ニューメディア構想やテレ トピア構想 に代表 され るように地域振興 ・活生化をニュ.一メディア

を利用 して実現 しようとする ものであり,東 北各地において もCATV,キ ャプテ ンをは じめ と

する事業が展 開 されてい る。

'4
.2企 業 の ネ ッ トワ ー ク化

(1)企 業 の ネッ トワー ク化 の課題

以上の調査結果か ら,企 業 がネッ トワー ク化 に対応 してい くためには,以 下の課題 について検

討する必要 がある。

a.親 企 業 ・下請企業 間や グループ内,ま たは取引先 とオンライン化 を考 えた場合,今 回の調査

結果の中の「取引先 とオンライン化 を図ってい く場合,力 関係で弱い方に伝票様式等を強制す

る ことになる」 とい う意見か らもネッ トワーク内 の企業の力(資 金力,企 画力等)の 強いとこ

ろに有利な形 になる可能 性が高い。 また,逆 に様式の最大公約数 を取 り入れた場合,効 率化の

観点か らは無駄が多い シス テムに なる可能性 もあり,ネ ッ トワーク内での ビジネス プロ トコル

の標準化等が必要 になる。

b.デ ー タベースサー ビスの利用 の必要性は情報収集 にかかる労費的な問題 を解決する ことにあ

る。 しか し 各種 情報の デー タベースサービスが,今 後一層増加 して きた場合,利 用側は情報

の種類や性格等につい ての知識 を蓄積する必要が ある。 また,情 報を選択する者の判断基準の

統一化 を図 り,安 定的 な情報入手を行 う必要がある。

② ネッ トワーク化の過程

OA化 か らネッ トワー ク化への進展 を考える と,OA化 を 推進 してい く段階 において,進 展 の

レベルに合 った効果的な運用 を図 るためには,前 掲 「図4-3シ ス テ ムが稼働するための要因」

中の運用技術を確立する ことが最 も重要で ある。

運用技術は,目 的 ・効果等 を明確に した上で,そ のために必要な人材教育,利 用体制 の確立を

意味 している。

OA化 の段階が進 むにつれ,そ の目的 ・効果 も変化するが,運 用技術 もそれに合わぜた形 に変

化する ことが望 まれる。

、
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(3)調 査 結果か ら見た望 ま しい ネッ トワー ク像

調査 結果 よりVANの 認 識,メ リッ ト,利 用上の問題点,参 加条件を取 りまとめた ものを表4

-2 ,4-3に 示 す。

これ らの事項 を考慮 し,3つ の形 態の ネッ トワークを検討 してみた。

a・ マーH.ケッ ト情報流通型

食料品製造業者

○○O

v/
マーケ ッ ト情報セ ンター

○
/卜＼
小売店 ・量販店

○ ○ ○

タウン情報

自治体 ・商工全等

○ ○

食料品製造業者は直接販売の形態が多いため,都 市計画や団地情報等 にニーズがあ り,拡 販

を実現する上で も小 売店 ・量販店 ・ホテル等の出店 情報は不可欠 といえる。 この ようなニーズ

に対応 するために マーケ ッ ト情報 センター(仮 称1以 下センターと呼ぶ)を 設置 する。

ネ ッ トワークの利用 については

センターは小 売店 ・量販店 ・ホテル等 の出店時に宣伝 をかねて取扱 品等 の情報を,ま た,

自治体 ・商工会議所 ・商工会等 か ら都市計画 や団地 ・商店街等 の情報,タ ウン情報等を載 せ,

そ の情報を食料品製造業者が ネッ トワークを通 して利用する。

と考える。

この ネッ トワー クは流通 される情報や参加する事業所の規模 を考慮すると,現 時点で低価格

並びに汎用面で多機能 であるパ ソコンネ ッ トワークの形態が理想的 と考 え られる。

b.デ ー タ検索型

技術 ・特 許 ・科学 ・文献 ・記事 ・企業等データベース

○ ○ ……○ ○O

VI,/国 酷 体

禦 ン≒尋
製造業者

○ ○ ………〇
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現在 特許 ・技術 ・文献 ・記事 ・企業等の様 々なデー タベースを利用 する場合,次 のような

問題が考 え られる。

① それぞれの デー タベースセンターへ個別に契約,接 続 を行 わなければならない。

② 接続する場所 との距離 があるため,通 信 コス ト等 の問題が ある。

③ デー タベースが増加するにつれて,利 用する側に情報 の特性等 に関する知識を持たなけれ

ばな らない。

そ こで,地 域 に各種 データベースの総代理店 をかねたア クセス ポイン トを設け,デ ータベー

ス利用の簡 略化,利 用料金の低減等 を図 る。

代理店 の機 能 と しては,

① 各種 データベース契約の一本化

② 国 ・自治体 ・経済団体等か らの情報収集

③ デー タベース の クリア リング機能

が考 え られる。

c・.異 業種交流型

製造業者

○ σ 一〇

国 ・自治体雌苦 く 繊

現在 国 ・自治体や各種 団体等で産業の活性化 を 目的 と して様 々な異業種交流会が開催 され

てい るが,そ れ らをもっと広域的に実現する ものである。

地域 ネッ トワークセ ンターの機能 と しては,

① 国 ・自治体 ・経済 団体等か らの情報収集

② ネッ トワー ク内企業 の共通業務処理機能

③ ネソ トワー ク内の調整 ・連絡機能

が考え られる。
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表4-2情 報 川上型企業のVANに 対 するイ メー ジ

項 目
従 業 員 別

～50人 51～300人 301人 ～

①VANの 認
識

・VANに 対 す る認識が明確では

ないが,概 ねVANは 増 加する

と予想 してい る.

・・まだ現実問題 としての認識が薄

い.

・VANへ の参加意識 も明確化

してい る.

・,直接,販 売店 を持 っている業

種(食 料品等)はVANに 積

極的.

・他 の業種はメ リッ ト・デメ ッ

リッ トを模索 中

・VANを 利用している企業

もあり,在 庫管理等のリア
ルタイム化,管 理システム

化が図 られている.

② メ リッ ト ・情 報収集 面でのメ リッ トを認識

しているが,ま だ利用面での メ

リッ トは把握 されていない.

・情報収集力強化.主 に市場情
報 ・肢術情報に対するニーズ
が多い
(データベース検索型)

・対外的な情報収集の迅速化

'管 理 システムの リアルタイ

ム化等,OAとVANを 統

合化 させた利用.

③利用上の問
題点

・.人材不足,費 用対効果等基本的
な問題が多い.

特に費用対効果は判断基準の設
定が困難.

・社内での体制整備が必要.

・VAN利 用体制とOA化 体制

が分離 している.

●セキュリティー対策が主な

問題であるが.人 材不足,
導入費用の問題は従業員規
模によらず共通の問題

④参加条件 '低 コス ト
,簡 単な操作で利用で

きること.

(主に受発注等取引先から情報の
収集)

・業種に合った機能をもつVA

Nの 形成
.・社 内オ ンラインを形成 して

いる企業 も多 く,セ キ ュリ

テ ィーの確保が第一条件.
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表4-3情 報 川下型企業 のVANに 対 するイ メージ

項 目
'

従 業 員 別

～50人 51～300人 301人 ～

①VANの 認
識

、

' .関連 企業 の計画に添った形で オ

ンライ ン化を行 うため,関 連企

業のオ ンライン進展度により,

認 識が異 なる.し か し,一 ・般的

に現実的な認識が薄い

'オ ンライ ン化企業 とそ うでな

い企業 との二極 分化

イメー ジが まだ不明確だが,

デ ーターベー ス的な情報検索

を考えてい る.

:関 係企業とのオ ンライン化
を図っている企業が多 く,
VANに 対するイメージも
系列的な形態を想定 してい
る.

② メ リッ ト

へ

・企 業の性格 上か らか.メ リッ ト

,デ メ リッ トの検 討が されてい

ない,

・情報収集力強化が主.
,

・「川上型」との相違点は,オ
ンライン化することによって

社内の事務処理の迅速化を考
えている点.

・間接事務の効率化,対 外事
務処理の迅速化等OAの 延
長としてのとらえかたをし
ている。

③利用上の問
題点

・人材不足,導 入費用等の問題は
あるが,関 連企業 との連携が強
く,社 内であまり検討されてい
ない.

・体制面よりも
,利 用 コス ト,

セ キュリテ ィーの面での問題

を認識 して いる.

・関連企業 の進展 に合わせて実

施す るが,体 制整備が後回 し

になる.'

、・人材,費 用に加え,現 在実

施しているネットワークと
の接続VANを 選択する

場合の評価基準等,具 体的
な問題を提起している.

'

・社 内ネッ トワークで蓄積 し

た情報の秘守.

④参加条件 `・関連企業のオンライン計画に添

った形で進める.

・セキュリテ ィーの確保 .

・特 にオ ンライ ン化す ることに

より関連企業 にすべ ての情報

を掌握 されて しま うことを危

慎.

・運用上の問題が多く,中 で
も情報の選択 ・利用面でも
人材養成が必要.

げ



σ

4.3今 後 検 討 す べ き課 題

(1)高 度情報化社会に 向けての課題

① 大企業の課題

高度情報化社会の 中で,情 報 に対する重要度 もさ らに高まってお り,必 要な情報 を迅速かつ

正確に把握する ことは企業 間競争の激化 に対応するためには不可欠 と思われる。

この ような状況の中で,東 北地域 において情報集積の高い企業 に変革するためには,自 らが

広域に及ぶVANを 構 築 し,地 域 に密着 した情報を蓄積 し,さ らに蓄積された 情報 の加工 ・分

析 を行い,有 効利用 を図る ことが必要である と思われる。

② 中小企業の課題

情報 の入手,活 用に対す る認識 を高め,積 極的にネッ トワーク化 に参画 してい くことが必要

と思われる。 そのためには比較的導入 コス トの安価なパソコンネッ トワー ク等 を利用 し 同業

種 あるいは異業種企業 と製 品に関する情報 や市場情報の交流を行 うことが必要 である と思われ

る。

(2)行 政 機関に対する課題

① 行政情報のデー タベース化

企業 情報化促進のために,経 済情報や地域情報等の行政上蓄積される情報の整備 と,そ の中

で提供が可能 な情報 についてデータベースを構築 し,一 般 に提供を行 ってい くことが課題 であ

る。

② 相談業 務等のパ ソコンネッ トへの参加

問い合 わせ ・相談業務 はパソ コンネッ トワーク等を活用 する ことに より,広 く対応 してい く

ことが望 ま しい。

③ 各種商用 データベースの統一的な利用促進

各種商用 データベースの利用 を促進するため,利 用方法等 を統一 した ソフ トウェアの開発お

よび契約 手続 きの簡略化,クtJア リングを行 うためのア クセス ポイ ン トの整備 を行 うことが必

'要 と考え られる。

④ 情報化企業に対 する助成,・

情報化 を推進す る企業へ の人材 の育成やOA化 ・ネッ トワーク化等 に関する サポー ト,補 助

金や融資制度等 を積極的に行 ってい くことが望 ま しい。'一

⑤ 情報の安全性 の確保

高度情報化 社会 において 流通 される情報 の量は激増 され ると予想 され,情 報網の寸断や犯罪

の可能性が十分考え られる。そのため,VANや ネ ッ トワークの運営に対する制度や犯罪に対

する法律等の整備が必要 となろ う。

⑥ 地域 情報拠点 の育成

東北地域において発生す る情報,地 域外 から流入 して くる情報 について調査 ・分析 を行い,

情報の蓄積 ・提供等 を行 うために地域 情報拠点 を育成する ことが重要で あると考え られる。
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5.今 後 進 む べ き方 向

当委員会では,東 北地域 の企業活性化 のために望ま しい情報流通体制 の在 り方 にっいて検討 を行 う

ため,地 域 内で も産業活動 の中心 であり,情 報集積 の高い仙台地域 をモデル と して調査 ・検討 を行 っ

てきた。

調査の中では,オ ンライン・ネットワークの一つの方法 と して,VANを 取 り上げ,企 業が持ってい

るVANに 対 する意識 と社内情報流通体制 の問題点,企 業間交流の現状 の把握 を行 った。

VANに 対 する意識 と しては 「イメージが明確でない」 とい う意見が多 く,認 識が低 くなっている。

VANを 利 用する上では 「コン ピュータの導入 ・運営等にかかる経費」,「 入手 した 情 報 の分 析知

識,コ ンピュー タ技術者等 の人材不足」,「 情報に対するセキュ リテ ィ」 の問題が上 げられた。また,

VANに 対 する要望 では,「 操作 の容易性」,「 コス トの低減 」等運用上 の要望,「 消費者 ニーズの

把握 」,「 マーケ ッテ ィング情報 の把握 」,さ らに「業種 に合 ったVANの 構 築」等,流 通する情報

に対する要望が出されてお り,VAN利 用 に積 極的 な姿 勢も うかがえた。

社 内情報流通体制 の問題 点では 「情報の分析 ・利用体制が確立されて いない」 とい う意見が出され

た。 この問題については,今 後OA化 の進展の過程 において整備されてい くもの と思 われる。

企業間交流の現状は業界団体の会合や異業種交 流会等 で行われてお り,そ の情報交換を オンライン

・ネットワークで行 う場合,「 情報が具体化 しない」,「 内容 に問題 が ある」等 ネッ トワーク内を流通

する情報の質の問題,あ るいは 「情報の正確性」,「 セ キュ リティ」等 ネッ トワークの基本 となる問

題が上げられていたが,「 人的 ネ ッ トワークの補助的手段 として利用で きる」 とい う意見 もあり,課

題は多いが今後の情報交流の手段 としての可能性が考え られる。

以上の ような問題 ・課題等 に より,企 業 間における ネッ トワーク形成の動 きはにぶ く,中 でも中小

規模の企業では,ネ ッ トワークに対する認識がまだ低い状況で あるが,こ れ らの問題 の多 くは,今 後

情報化 の進展 に伴 い情報 インフラス トラクチ ャーの活用,情 報通信 ・処理技術の開発 に より,近 い将

来 において解決 される もの と思 われ る。

しか し,現 状 においては,行 政機関,経 済団体等は,情 報化事業を推進する上で,こ の様 な問題 を

考慮 しつつ,高 度情報化社会 に導 くことが重要で あると考え られ る。

また,・企業は情報流通 に対する認識 を高め,自 らが情報 インフラス トラクチ ャーの活用に積極的 に

取 り組む ことが必要で あるとともに,地 域が一 体 となった協力体制を確立する ことが重要 となろ う。
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1、 調査研究の概要

1.1目 的

全 国の4割 経済圏 と称 される関信越 地域 には,日 本政治経済の中枢 である東京都,お よびこれを

とりま く埼玉県,千 葉県,神 奈川県等首都圏 とその周辺に位置する7県 が存在 している。

情報処理技術の進展 と通信技術 の進展は,近 年 とみにめざま しく,首 都 圏において も,情 報化 の

動 きは社会各分野 において,大 きな影響を与えつつ ある。 また,技 術革新に伴 って急激 に変化 する

産業 構造や社会 ニーズに対応 した経営戦略 のための管理中枢機能 も首都圏 に集中する動 きを見せて

お り,首 都圏地域 における経済情報の流通 に対する要望は強い。

こうしたニーズを踏 まえ,正 確,詳 細な一次情報,あ るいは加工 された二次情報を可能 な限 り迅

速 に流通 させ るために は,今 後 オンライン・ネットワーク化 が必要不可欠 である。

当地域 委員会では,首 都圏 が今後 とも,地 域の発展,ひ いては国の発展のために活躍 し,ま た均

衡の とれた国土発展 に貢献 してい くための役割 ・課題 を探 りつつ,そ のた めに今後 どの ような情報

システムを構 築すべきかについて検討 し,オ ンライン・ネットワー クによる首都 圏における経済情報

流通 システムの ビジ ・ンを作成する とともに,そ の形成のための具体的方策を研究する ことを目的

とする。

12推 進 体制

次の諸機関で「首都圏経済情報流通調査委員会」を構成 し,調 査研究を行った。

・東京商工会議所,首 都圏の都県(埼 玉 千葉,東 京 神奈川),日 本開発銀行 中小企業金融公

庫,東 京電力㈱,東 京通商産業局,(財)日 本情報処理開発協会

1.3実 施 経 過

当地域委員会では,地 域経済 情報の有効活用 を図 る手段 として,将 来的にはオンライ ンに よる分

散型 ネッ トワークが必要 である とし,首 都 圏地域 においてオ ンライン・ネットワークの構 築 を促進 し

てい くにあた って の方策 を検討す る こととした。

ネッ トワークの構築に あたっては,技 術 的な側面,制 度的 な側面 など,現 在 さまざまに検討課題

が あるが,最 大の要件 は,地 域に所在 する機関 あるいは各誌団体において情報 が整備 され,オ ンラ

インを流通手段に した提供体制が確立されることで ある。

59年 度 においては,調 査研究の初年度 で もあ り,以 下 の観 点 か ら首 都 圏 に所 在する地方 自

治体,国 の 出先機関,民 間団体各機関 に対 しア ンケー ト調査 を行㌦ どのよ うな情報 をどの ような

形態で利用 してい るのか,情 報 利用 の現状を把握 し,首 都圏の情報化進展状況 の実 態調査 を行 った。

また,調 査 結果 か らネッ トワーク構築の可能 性について検討 を加えた。

① 首都圏地域経済統計情報の利用 の状況,利 用 の特性 利用上の問題 点,オ ン ライン化 の希望 に

ついて調査 し,問 題点等整理する。

P
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② 今後必要 となる地域経済統 計情報について,さ らに情報入手に あた っての具備 すべ き要件 を把

握する。

③ 首都圏 オ ンライン・ネットワークを可能 とする条件,メ リッ ト,構 築の可能性,参 加意識につい

て意識調査 をする。

④ オ ンライン・ネットワー クを構築する うえで受け皿 となる コンピュータの導 入状況 について実態

調査 を行 う。

59年 度 の調 査 結果 か ら,情 報の入手は地方公共団体をは じめ とする公的機関か らが最 も多い

とい う状況 が浮 か び あが り,公 的機 関の果 たす役割が首都圏地域 において大 きい ことが あらため

て明 らかとなった。'

そ のため,61年 度(2年 次 にあたる)は,こ れ ら地域情報 を豊 富に保有 してい る公的機 関に対

し,経 済情報 の整備状況,及 び経済情報の提供の実態の把握を視点 にしたアンケ ー ト調査 を実施 し,

調査結果 を参考 に,首 都圏地域 においてオン ライ ン ・ネッ トワークを促進す るにあた っての方策,

経済情報流通の可能性,情 報流通 にあた っての体制のあり方及び役割分担等を検討す ることとした。

① 情報 を流通 させるには,情 報の蓄積が 前提 となる。経済情報が,首 都圏 の各機関 においてどの

よ うに整備 されっつ あるか,ま た,整 備に関 しての問題点 について調査 する。

② 首都圏の各機関が,現 在 どの ような情報 について外部機関に対 し提供 を行 ってい るか,ま た,

提供 に関 して の課題等 につ いて調査する。

③ 首都圏 の各機関が どの ようなデー タベース を利用 してい るか,ま た どの ような情報について利

用 しているか,利 用状況 について調査する。

〈61年 度 の調査概要 〉

目)調 査対象:首 都圏地域の都県,特 別区,市,商 工会議所,商 工会連合会,国 の出先機 関,情

報 サー ビス機 関,200機 関

② 調査方法:郵 送 によるアンケー ト調査

(3)調 査 期間:調 査票の発送 昭和61年11月28日

調査 票の回収 昭和61年12月15日

(4)調 査 の回収 結果:ア ンケー ト発送数 と回収結果 は表1-1の とお りであ る。

表1-1調 査 表の回収率

配布数1回 収数 回収率(%)

都県
4 4 100.0

特 別 区 ・市
135 114 84.4

商工団体
5C 33 66.0

情 報センター
3 3 100.0

国 の ブロック機長
8 6 75.C

合計
200 160 80』
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1.4首 都 圏 地 域 の 地 域 特 性

今回の調査 の対象は,埼 玉県,千 葉 県,東 京都 及び神奈川県(以 下首都圏地域 とい う)に 所在

す る市(東 京特 別 区 を含む),商 工 会議所,商 工会連合会,及 び国の ブロック機関である。

首都圏地域 の特性 を概観 してみると,総 面積 は13514嚇 で 全国の3.6%を 占めるにす ぎないが,

人 口集積規模 をみる と29,761千 人(1985年 住民基本台 帳による)で,全 国総人 口の24 ,8%を

占めている。 また,近 年 の人 口増 加率 をみると,東 京都で,全 国平均を下回る一方 埼玉 ・千葉 ・

神奈川の各県では,全 国平均 に比べか な り高い率で推移 している。

就業者数の動 きをみて も,東 京以外の各県で高 い増加率 を示 し,首 都圏全体 として も全国平均を

上回っている。

産業別就業構成をみる と,第 三 次産業 の占める割合は,各 県 とも高 まる傾 向にあり,特 に東京で

は第二次産 業の就業者の実数 が減少 し,第 三 次産業就業者が増加 しているのが注目される。

産業構造を県内総生産 でみる と,各 都県で製造業 が最 も高 く,次 いで卸売 ・小 売業 サー ビス業,

不 動産業,運 輸通信業等が高 くなってい る。製造業を製造品出荷額(83年 工業統計)で みると,

機械器具製造業(電 気機械器具,輸 送用機械器具,一 般機械器具,精 密機械器具)の 割合が千葉県

を除 く3都 県で40%(全 国平均36.4%)を 超 えている。 また,千 葉県及 び神奈川県で石油 ・石

炭製造業及び化学工業,東 京都で出版 ・印刷業の占める割合が高 くなっているのが特徴的である。

首都圏地域では21世 紀 をめ ざし,情 報化 ・国際化 の時代 の流れに沿 い,さ まざまな都市機能 を

充実 させた国際都市 あるいは核 都市 の形成 をめ ざした プロジェク トがめ じろお しである。

首都圏地域 は,従 来 よ り,行 政 の中心 に近接 していること,大 消費地をひかえてい ること,ま た,

基 盤整備が比較的進ん でいる ことなどか ら,企 業 も管理 中枢機能 を集 中させる傾向にあった。

近年,東 京が世界において新 しい金融市場 として注目を集めるにいた り,首 都圏 は より以上 に国

際化,情 報化 の傾 向を強め,国 内企業 だけでな く,海 外企業の進出が著 しい。

しか しなが ら,産 業 構造の変化や人口お よび企業 の集中等 により,交 通問題,住 宅問題,公 害問

題や新たな都市開発等の課題 の解決に拍車がかかってい る。

、
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2.経 済情報流通の現状 と問題点

2.1経 済 情 報 の 利 用状 況

(1)利 用 状況

59年 度 に実施 した首都 圏経済情報流通調査(以 下59年 度調査 とい う)に よると,各 機 関 と

も,地 域情勢の把握 のために各種統計資料 を積極的に利用 してお り,ま た,'意 思 決定,政 策決定

段階 においても,各 種統計か ら得た情報は欠 くことのできない要素 となっている。

利用 している統計分野 は,「 土地」,「 人 口」 といった地域の基礎統計に とどま らず,首 都圏

地域 とい う膨大 な人口をか かえ,大 消費地 をひかえている地域特性か ら,第 三次産 業に関する情

報や物価関係,消 費関係に も情報利用 の ウェイ トが高 くなっている。

利用統計 を分野別にみると,「 人 口」,「 物価」,「 産業活動」,「 商業 ・貿易」,「 企業お

よび経営」の順 となってお り,「 労働 」,「 賃金」,「 住居」 についても利用 されてお り,情 報

に関する関心の高さが うかがえる。

各機関で利用されている統計名を高 い順か らみてみる と,商 業統計,事 業所統計,国 勢調査,

工 業統計,消 費者物価 指数,家 計調査,人 口動 態調査,鉱 工業生産指数,建 築着工統計,法 人企

業統計,県 民所得 統計,住 宅統計な どが あげ られる。

9

人口

物価

産業活動

商業及び貿易

製造業

国民及び
県民〕湖

家計

企業及び経営

±1礫所

労働

(59tJf－度 釘目…五…)

吻 利川統計数

図2-1統 計 分野別利用頻度
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国
勢

弧
木

消
費
者物
価
指
数

工
業
統
計

卸
売
物
価
指
数

国
民
所
得
統
計

鉱
工
業
生
産

出
荷
在
庫
指
数

人
口
動
態
指
数

(59年 度認査)

吻 都県
懸 特別区 ・市
田 商工会談所 ・
∈ヨ 銀行及び金融
㎜ シンクタンク
E⊃ 民間
〔コ 国の機関

図2-2統 計 名 ・機関類別利用状況

(2)利 用 目的

ど ¢)ような目的に利用 され ているかをみてみる と,「 研究調査 のため」,「 諸計画立案のため」

の割合が各機関 において平均的 に高 く,特 別区 ・市の地方公共 団体 などでは 「行政施策の基礎資

料 として」,民 間団体,商 工会議所 などでは 「企業経営 のため」 「経営 の指導 ・診断のため」が

高 くなっている。

●
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回答数の割合

0102030405060708090100都県一

(59年 度調査)

吻 計画立案

%園田0研究調査

特別区 ・市

商工会議所 ・
中小企業団体.

銀行及び金融機関等

シンクタンク

口

, t羅 .'lli

民間

国の機関%%.7th
璽

"

‖‖白蘭

.・ ・:1・
.

＼

㎜ 情報サービス
匡ヨ教育教養
㎜ 経営の指導診断

圃 企業経営(原 材料管理)
[=コ企業経営 く技術開発)
躍 企業経営(消 費者ニーズ)
函 企業経営(生 産販売)

咽 企業経営(財 務経理)
Z乙 行政施策の基礎資料
図 その他

図2-3機 関類別利用の目的

(3)利 用 特性

情報を入手する にあたって,ど の機関 も,地 方公共団体な ど公的機関か ら情報 を得 る割合 が多

く,地 域 の情勢 を把握する上で,公 的機関の果たす役割が大 きい ことが あ らためて明 らか となっ

た。

入手方法については,都 県,特 別区 ・市においては「内部組織」 あるいは 「県市町村」か らと

している のに対 し,商 工会議所 などでは 「県 市町村」か ら,ま た銀行 お よび金融機関 では 「市販

の統計書」か ら,「 定期刊行物」,「 データバンク」からの入手手段 によって必要 な情報を得て

いる場 合が多い結果 となっている。

しか し,入 手方法が圧倒的 に 「印刷物」に依存 してお り,そ の利用方法 につい ては単純な加工

程度にとどまっている。'

利 用地域 区分につい ては,都 県,特 別区 ・市,商 工会議所 では都道府県単位での利用が高い。

また,特 別区 ・布,商 工会議所では町丁別単位 の利用が高 く,機 関 としての性格上,よ り細かい

地域に区分 に したデータ,よ り地域 に密着 した情報の利用 を している。 統計分野別にみる'と,「運

輸通信 」,「 農 業」,「 人口」,「 事業所」,「 住居」は都道府県単位 での利用 が高 い。
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(59taf－度 訂∪査)

膠 回答数

%

282

多 彩 陽 多
肉部組 市販の県、市 情報セ その他 企業 データ 定期刊 その地
織から統計書 町村な ンター 民間の パ ンク 行物な

ど など 団体 から ど

図2-4入 手 の方法

全国

都道府県

町丁別

メ ッ シ ュ デ ー タ

その他

0 200 ・400 600

(59年 度i周三査i)

統計 数 物 合計

800

z物

修 〃＼

●

図2-5利 用地域区分
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纐1'数

500

doO

300

200

100

0

48

327

;

〉
'・三170ii'

〉

422

三151

腸
z

多

i83

s
'三

43

z/

都県 特別区 商工会 銀1テ及 シンク 民間 固の機
・軍 談所 ・ び金融 タンク 関

中小企 機関等
業団体

(59年 度調査)
囮Elほ 刮4勿
田翻 コピー ・閲覧
㎜ 機械可読媒体
目 オンライン
㎜ その他

↓

図2-6機 関類別入手の媒体

(4)利 用 上の問題点

地域に密着 した デー タ,す なわち,業 種分類,品 目分類,`地 域 分類 などにつらて詳細 なデー タ

の迅速 な入手 を求めてい るが,現 状ではその要望は満た され てい ない
。'

利 用上 の問題点 と しては 「公表 時期が合わ ない(古 い など)」,「 調査事項 がない」,「 地域

区分が合 わない 」な どの点に集中 している。

入手上の問題点 と しては,「 未公 開データである」,「 入手源がわか らない」,「 入手デー タを

加工 する必要 があった」などに集 中 し,現 状 においては,必 要 な情報が どこにいけば入手で きる

のか情報の所在把握に困っている状況を示 しており,利 用者にとって木 きな課題とな≒ている。,

字

t
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表2-1入 手 上問題が あった事項

統計主 体' A B C

国,地 方公共団 体 商工団体.業 界. 情 報サービス機関

その他公的機関が 企業等が…足施 して が提供 しているデ 合 計

入手上 作成 しているぴ計 いる統計を入手す 一夕を入手する場

の問題 を入手する場合 る場合 合

1.欲 しい統計データ

の入手源が不明の⊂ 18 32 20 70

とが多い

2.欲 しいと思 っても

未 公開デー タである 47 24 4 75

3.地 元の祖織 に問 い

合わせて もよ くわか 7 20 1 28

らない ことが多い

4.入 手 デ ー タ を か な

り加工 しなければな 26 20 13 59

らない

5.統 計 データの入手

費用が不適正に思 う 2 1 33 36

こ とが 多い

6.印 刷 物 しか入手で

きないため再入力の
24 11 3 38

た めの時間とコス ト

がかかる

7.そ の 他 '

7 5・ 4 1.6

合 訓 131 113 78 322

(59年 言周査結果 より)
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2.2経 済 情 報 の 整 備 状 況

(1)経 済 情報の整備 状況

現在,刊 行物 をは じめ と して様 々な媒体 を通 じ,情 報が膨 大な量で流通 しているが,こ れ ら情

報を事業及 び施策 に有効に活用 してい くためには,ま ず情報の系統的な整備が前提 となる。61年

度実施 した調査 の結果 をみ ると,個 々の管理に任 している とい う回答が地方 自治体 をは じめ とし

て一番 多 く,全 体 と して情報整備はそれほど進んでい ない結果 となった。複数回答を回答可 とし

ているので,機 関 によって,整 備 の状況の違いを浮 き彫 りにする結果 となった。そのなかで,整

備 について全 く個 々の担当者 ベース になってい るのが48機 関 とか なりの数 にのぼ っている。

資料 センター等の設置は都県 などの規模の大 きい組織 では,刊 行物等の発行 も多 く,ま た機関

内外での資料 の活用に寄与すべ く設置 されてい るが,特 別区,市,商 工 団体 では まだまだ設置さ

れている割合 は少ない。

また,情 報所在の把握 をする上 で一つ の手段 とな りうる資料 目録 等の作成 に関 しては,着 手 し

ている機関は全体の2割 にも満 たない。

利用状況調査(59年 度調査)で は,情 報の所在把握 の難 しさあるいは未公 開情報の多さ等 に

ついて指摘 が多か った。調査 結果で も明 らかな ように資料 目録等に より系統だてて整理がなされ

ている機関はまだ まだ少な く,現 在は業務を中心 とした担当者ベースに よる限定された情報整理

に とどまってい る機関が多 く,必 ず しも利用する立場にたった整備が充分 になされているとはい

いがたい。

表2-2経 済情報の整備管理状況

都県 特別区 ・市 商工団体 情報 セ ンクー 国の出先機関 合計
個々の管理 2 75 20 ] 2

'100

担当吾1～L : 4{ 22 2 5 80

資料 セ ンター 4 15 4 2 2 27

2 29 1 2 34

瓢 鵠 4 4

表2-3経 済 情報の整備管理状況 .

(自 治体 を人 口規模 別にみ'た場合)

' 一 ・一一・-

10万人米酒 10～30万 未 満 3'0万 人 以 ヒ 合計Fl剖々 の 管 理
34

42'
17

'75

n当 部門 20 2 8 48

資料セン ダ ー 4 7 4 15

抗言十目録等 12 11 6 29
その他 3 1 ,.4
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その他

間々の管理

統計目録等 資料センター

、図2-7経 済 情報の整備管理状況

1li{立:機 関

120

100

80

60

40

20

一・一合計

回
答
数

単 位:機 関

90

80
,

70

60

50

40

30

20

10

0 都 県

1

.・

1

=

=

= … ●・

=

=

ニ_∴.

ニ

朽.

H－締田口 ニm … 冊 ㎝mm㎜m口

特別区 ・市 商工団体 情報センタ 国の出先機
一 関'

吻 個々の管理
卿 担当部門
㎜ 資料センター
目 統計目録等
皿 皿その地

図2-8経 済 情報の整備管理状況
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回
答
数

単位:機 関

40

35

25

15

10・

5

0

物

影

修

珍

.

多

彩

%

・… ・≡ ・一 ・…

.,… ヨ … …..

㎜≡w
10万 人 未 満
'口 規1

10～30万 未満30万 人以上

吻 個々の管理
田田担当部門
臼玉』資料センター
目 統計目録等
皿 皿その他

図2-9経 済情報の整備管理状況

(2)コ ン ピュータの導入および活用状況,

コン ピュータの導入は どの機 関も著 しい
。 しか し,統 計 情報等の収集 ・作成 ・加工の過程で コ

ン ピュー タを使用 しているかの問いに対 しては,導 入 してい ないとい う回答が 自治体 商工団体

に多い。

人 口規模でみた場合,規 模 の大 きい 自治体 ほど,コ ンピュータ処理 の積極的 な導入 を図 ってい

る。

また,都 県 情報 セン ターでは,取 り扱 うデー タの量が膨大 であるため,コ ンピュータが積極

的に導入 されている。

コンピュータの活用 については,ほ とん どが集計作業の段階で使用 してい るだけであ り
,統 計

解析 あるいは予測分析 での利用 となるとその割合は低 くなっている。 また,自 治体規模の小さい

ほど統計解析などのデータ利用は皆無に なっている状況 である。 コン ピュータの導入については

どの機関 ・団体 で も積極的で あるが,そ の内容は事務の効率化,窓 口業務の簡素化,あ るいは 自

治体 では住民 サー ビス等が先行 し,統 計情報 の機 関内での有効な高度利用までにはいたっていな

い とする機関が多い。
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表2-4経 済 情報の コンピュータ処 理状況

都県 特 別区 ・市 商工団体 情 報 セ ンクー 国の出先機関 合計}
処理 している 4 21 4 3 43θ
予定 17 10 271
処理 していない 79 21 2Floa

表2-5コ ン ピ ュ ー タ の活 用 方 法

都県 特別区 ・市 商工団体 情 報 セ ンク ー 固の出先機関 合計

集計作業 4 19 5 2 ,3

亙計腰折 2 4 2 3 2 1

予測分折等 2 1

表2-6 経済情報の コンピュータ処理状況
(自治体を人口規模別にみた場合)

10万人未満 10～30万 未 満 30万 人以上 合計1

処理 している 8 8 5 211
予定 lI 1 5

処 理 してい ない' 41 27 11 瑠

表2-7 コ ン ピュータの活用方法

(自 治体 を人口規模 別にみた場合)

10万人未満 10～30万 未適130万 人以上 合計
集計作業 6 85 19

2 4

鞠 瓢等 『

◆
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単位,機 関 囮 処理している卿1予 定

回90' 眠目処理していな
答80・
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70一
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こ

r

60-

50一

40-

30一

.

20'

:

]

酊
10一

傷

:

吻1馴'手 励1η 而
0
都県 特別区 ・市 商工団体 情報センク 国の出先機

関

機関別
F'図2 -10経 済 情報の コン ピュータ処 理状況

(3)デ ー タベースの構築状況

デー タベースは一つ以上の ファイルを高度に構造化 する ことによって検索更新の効率 を図る も

ので,デ ータベ ース シス テムは一つの組織体のデータをま とめて制御 し,複 数 の利用 者が共 同で

利用 できる シス テムである。

今回 の調査の結果,当 地域 においては,デ ータベースの構築のほ とん どは,都 県,情 報 センタ

一で ある
。データベースの種別でみる と,行 政機 関では産業や人口等種 々の統計情報 をは じめ と

した基本的 なデータをデー タベース化 し政策の企画立案 に役立 てているほか,土 木建設 関係,財

務 関係で も効率化 を図 っている。

一方,情 報 センターでは企業 関係,経 営関係,技 術関係等のデータベ ースの内容である。

、 商工団体,特 別区 ・市 国の 出先機 関では進ん でい るとはいいがたい。

しか し 全体を通 してみると,構 築済 ・構築予定の機 関数が,現 在3割 を越えてお り,今 後,

組 織内の情報化の進展に伴い,デ ータベースの構築は進んでい くと思われる。

●

表2-8デ ー タベース の構築状況

都県 特別区 ・市 商工団体 情報センター 国の出先機関 合計

,

構築済み 3 3 1 3 1
構築予定 1 21 6 2 3
構築 しない 80 29 4 11、
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(4)商 用 データベースの利用状況

情報産業は現在 急成長をとげて いる。 情報産 業を大 きく分ける と,電 子機器産業 ・電子部品

産業 のハー ドの生産 に係わる分野 と,ソ フ トウ ェア開発,情 報処理センター業務 の ソフ トの分野

に係 わる情報 サー ビス産業に大別される。 この情報 サー ビス産業のなかで も新 しい分野が デー タ

ベース ・サー ビス産業である。

情報 サー ビス産業の売上高は表で示 したように地域 別売上高の大半が関東甲信越地域 に集 中 し

ている。

オンライン・ネットワークによる情報流通の実現を指向する うえで,商 用 デー タベースの利用状

況を参考 に したいため,今 回,各 機関に対 し調査 を行 ったが 実際に利用 している割合は少 なか

った。比較的 データベース ・サー ビス を利用するには条件が良い地域で あるが,公 的機関で利用

してい る機 関は,都xs,情 報 セン ターで利用 してい るegp・'t'tzt,特 別 区 ・市では,わ ずかに2機

関であった。利用 している デー タベ ースをみる と,JOIS(科 学技術情報),TSR(企 業 情

報),NEEDS-IR(一 般 情報),PATORI
,S(特 許 情報)等 を利用 している。調査結果をみた

限 りでは,専 門的 な内容の デ一 夕ベ「スでの利用が高い。

商用 データベースの利用 に関 して,ど の よ うな問題点が あるかにっいては,検 索 して得た結果

が希望 の ものを満 たさない場合が 多いなど検索方法 の困難 さをあげる機関が多い。 また,利 用料

金にっいて も,一 様に高い ことをあば 検索方法に なれていないとより割高 になって しまうと し

ている。情報 センターか らは,利 用する側で費用負担を希望する意見 も出されている。

●
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表2-9我 が国情報サー ビス業の年 間売上高地域別推移

(単位:百 万円,%)

区分

地域 年度

個眼サービス簸

合 計

ソ フ}・ウ ェア

閃 晃

悟}c撮 りt

サ ー ビス

金 額 構成比 金 額 偶成比 金 額 は成比

北海道

昭 ↓057

58

59

13,208

16,512

,a7 ,444

L5

1.5

2.0

2,992

3,089

8,536

0.8

0.7

1.3

148

603

603

0.3

0.0

0.7

57-59 43.7 68.9 114.8

東北

57

58

59

19,658

23」10

25,997

2.2

2」

1.9

2,930

3,987

6,861

0.8

0.9

1」

233

674

436

0、4』 ・

』.9

0.5

57-59 15.0 5コ.0 36.8

関 東

甲儀括

57

58

59

一
653,145

フ61,149

948,724

7L6

69.5

68.5

315,418

363,307

482,071

8L2

77.o'

?5.3

44,629

61,225

73,737

05.3

η.8

76.3

57-59 20.5 23.6 28.5

中部

北陸

57

58

59

57,694

65,464

84.83|

6.3

6.0

6.1

16,780

19,275

28,285

4.3

丸1

4.4

025

2,310

3,735

|.6

2.9

3.9

57-59 2L2 29.8 ll2.B

近 媛

57

58

59

1旧.426

167,684

222,516

13.0

,15.3

16.1

40,603

62,320

90.〔婬1

】0.4

13.3

14.2

5,101

10,796

M.696

9.7

13.7

15.2

57-59 37」

一

49.6 69.7

中国

57

58

59

20.OU

25,816

29,786

'2
.2

2.4

2」

4,629

7,290

10,416

L2

1.6

|.6

430

7go

533

0.8

LO

O.6

57-59 2a.o 50.0 lL4

四国

57

58

59

6,171

6,900

8,538

0.7

0.6

0.6

804

8a3

1,064

0.2

0.2

0.2

二

157 0.2

57-59 17.6 15.0

九州

57

58

59

23,226

28,400

3λ924

2.5

2.6

.2.7

、←-

2.4刀

5,394

9,704

0.6

L2

1.5

一

1,429

1,415

1.8

1.5

57-59 27.8 1 98.2

合計

57

58

59

911,907

1,095,301

1,385,9)4

100.0

100.O

lOO.0

.388,593

466,B88

639,025

100.O

lOO.0

100.0

52,342,

78,713

961654

100.O

lOO.0

』oo』

57-59 23.3 28.3 35.9

(注)1「 ソフ トウェア開発 」は,シ ステ ム等管理運営受託 を含 む。出所:通 産省

「特 定サー ビス産業 実態鯛査報告書 」

257-59は 平均成 長率

一135一



表2-10商 用 データベースの利用状況

都県 特別区 ・市 商工団体 情報 セ ンク ー 国の出先機'合 計
月中 3 2 3 2 13
不|川予定 ] 7 6 3 17
羽「刑せず 102 27 129

表2-11商 用 デ一 夕ベ「スの利用状況

(自 治体 を人 口規 模別にみた場合)

10万人未満
`.

10～30万 未満30万 人以」二合計

‡1川中 1 】 2
‡1川予星 1 2 4 7
主1刑せず 52 34 lq 102

(5)情 報 を整備する うえでの問題点

整備する うえ での課題 としては 「整 備する専任のス タッフが不十分 である」が一番 多い。特別

区,市,商 工団体 では,ほ かの問題 点 として あげている課題 の倍の回答数 となっている。整備す

る必要性は ある ものの,現 在は組織 と して取 り組 むべ き体制 とは なってい ないた め,こ の ような

結果 となった もの と思われる。

特別区ピ 市の地方公共団体 では,・次に 「整備 するのに コス トがかか りす ぎる」,「 内部での調

整」,「 情報の種類 が多い」,「 情報量が多い」などをあげている。 自治 体を規模別にみてい く

と,3'0万 以 上の人 口をか かえる 自治体で ぱ 「整備 する専任のス タッフが不十分 である」とす

る回答が多 く,次 いで 「情報 の種類が多い」,「 情報量が多い」 となっている。

しか し,人 口規模が小 さ くなるにつ れ 「整備する専任のスタッフが不 十分 である」 と共に,

「整備ず るのに コス トがかか りす ぎる」が多 くな り,情 報整備にかなリ コス ト面で負担が強い ら

れている状況が うかがえる。

今後は,膨 大 な情報 をどう系統的 に整 理 してい くのか といった情報その もの の課題 も含め,機

関内でめ情報整備 に関 して体制 の確立が望 まれる ところである。

表2-12整 備 上 の問題点

劃;1 特別区 ・市 商工団 体lh`1報 セ ンター 国の出先機ば 合計
一,●-

w報 量
{i`1報の種 類 36 14 2 2 54

2 25 1C 2 1 40一 ■一]一 一

」勺遡 殴

選{'1iスタ ッフ

1
2

46 16 1 64
78 32 2 3 117

コ ス ト 4 60 13 3 3 83
その他 1 13 一 14

一136一



表2-13 整備上の問題点
(自 治体を人口規模別にみた場合)

10万人未満 10～30万 未 満 30万 人以上
'合計

1}7報の種 類 13 14 9 36

コiほ暗 】4 3 8 2

内部調整 22 ]6 8 4
選 任 スタ ッフ 37 29 12 7
コ ス ト 33 21 6 60
その他 9 2 2 1

単位 、機関 吻 情報の種類田田囲情報量

田田内部調整
∈ヨ専任スタッフ
皿』コス ト
⊆]そ の他

回90

籔8・
70

60

50

40

30

20

10

0

:
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三

三
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多

]i
P
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都県 特別区 ・市 商工団体 情報センタ 国の出先機
一 関

機関別

図2-11整 備上 の問題点 ・
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回
答
数

単位:機 関

45

il・5

10万人未満

目視

10～30万 未満30万 人以上

吻 情報の種類
1田1田情報量
班田内部調整
目 専任スタッフ
[㎜ コス ト
間 その地

図2-12整 備 上の問題点

回答数の割合

0102030405060708090'100

吻 情報の種類
%㎜ 情報量

関
別

都県

特別区 ・市

剛体繹 ヨ剛
情季肋・ター
.鑛 ㎜ 囮

国の出先機関

[冊 内部調整
目 専任スタッフ
皿 ‖コス ト
圏 その他

修 獅1

図2-13整 備上 の問題点
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(6)各 機 関における今後の情報整備の方向

国の ブロック機関 ・都県においては,機 関と しての性格上それぞれの専門分野 における情報の

整備に力 を入れてい きたい とする回答が多か ったが,そ のなかで特に注 目されるのは,そ の情報

の整備の スタイル として地理,地 図 と数値情報 を有機的に結合 した形での利用 を目指 している点

である。

商工団体では,事 業所情報(4団 体),消 費動向情報(4団 体),賃 金 情報(6団 体),イ ヴ

ェン ト情報(3団 体),文 化 情報(2団 体),観 光 情報(2団 体)な ど,地 域 に密着 し,現 在の

利用者のニー ズにす ぐ対応で き うる情報 の整備に一 番の力点を置 きたい と してお り,加 えて経済

関係の一般 情報 の整備に も意欲的で あ り,将 来は地域 の情報 バンクとしての機能 を果 た してい き

たい としている。

情報 セン ターでは,技 術の情報,経 営管理関係の情報 のほ か,情 報のサー ビス機関である とい

う性格から地域 に密着 した個別情報,特 に企業 間の技術交流,地 域の イヴェン ト情報 商店街 情

報 などの整備 をしていきたい としており,数 値情報は将来の課題であるとし,い まの ところ,一

番必要 な情報の整備か らとい う姿勢がみ うけ られる。

特 別区 ・市の地方公共団体では,地 域性,自 治体 の規模,地 域振興策の目指す方 向性により,

まず 「組織 内部 の整備体制の確立」を あげている ものか ら,「 地域活性化に むけての情報整備」

まで・ 情報の整備 のポイ ン トもさまざまの方向か ら課題 拙 され,幅 脚 もの となっているq

行政 サー ビスの向上に関 して は,住 民情報(11機 関),総 合 的な行政情報(7機 関),財 務

会計情報(3機 関)を あげる機関が多 く,組 織 内業 務の コン ピュータ化 に向けて,ま ず 窓口業務

の効率化 ・住民 サー ビスの向上か ら,内 部情報 の整備 を急 ぎ 内部体制 が整 った ら,お いおい,

地 域情報の整備 に取 り組んでい きたいと回答する機 関が多い。

地域整備 に関 しては,土 地利用関係情報(10機 関),都 市整備 情報(3機 関)な どをあげて

お り,土 地の有効利用の点 か ら,埼 玉 ・千葉 の都市近郊の 自治体か ら多 くあげ られている
。 また,

道 路情報,下 水道情報など,環 境 関係の情報 につい て も意見があがっている。

地域振興 をめざす方 向性か らは,地 域 の商業活動 に関する情報(4機 関)や 文化 情報(4機 関) ,

コ ミュニテ ィ情報 地元のイヴェン ト情報 をあげてお り,ま た,観 光 資源の=豊富な地域 からは,

観光 情報 にいたるまで,"町 お こし"を 積極的に 自治体 か らも様 々な手段を通 じて行 ってい こう

とする動 きが うかがえる。

住民の生活 ・生命の安全確保 の面か らは,防 災情報(6機 関),医 療 情報(3機 関)に 対 して

回答 を よせ た機関が多 くあった。

また,よ せ られた意見のなかで特徴的なのは,数 値情報と地図情報 を組合せ ,都 市計画などに,

利 用 してい こう'とする 自治体が地域 を問わず 多か った点である。
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2.3経 済 情 報 の 提 供 状 況

(1)経 済 情報の提供 状況

情報の流通 を促進 してい くためには,ま ず,情 報の整備が前提 となるが,次 いで情報流通の大

きなポイン トになって くるのが,各 機 関が機関内外に対 し,ど れだけ積極的 に情報 を提供 して く

れ るのか とい う点 である。

今年度実施 した情報提供の実態調査 の うち,現 在,情 報 を提供 して いると回答を よせてきたの

が,113機 関 と多 く,情 報提供に関 して,前 向 きに取 り組んでいる状況が明 らか とkっ た。 し

か し,地 方 自治体の なかには,経 済情報 にっいてはまだ提供 をしてい ないとする機関が41機 関

あった。 自治体を人口規模別にみる と,30万 人 以上 の 自治体 では8割 が情報提供 を行 っておb,

10～30万 人 未満 の 自治体 では6割 強10万 人 未満 の自治体では5割 強と大 きい 自治体ほど

活発に提供活動 を行 っている。

地域の情報拠点 として重要 なポイン トである都県,商 工団体,国 の出先機 関は,外 部 に対 し積

極的 に提供 を行っている。

表2-14提 供 状況

都県 特別区 ・fli商工団体 合計
'

●

'

r、-、・

4 7328 5 113

澆 匿いる 66 12

tせず 382 1 41

表2-15提 供状況(自 治体を人口規模別に見た場合)

10万 未満 10～30未 満 30万 以上 合計
30 26 17 73

コ是・

il藷:緩いる 4 1 1 6一舟 ・

共せず 24 11 3 38

(2)情 報 の提供手段

情報 を提供する手段 は,107機 関 が 「刊行物」に よる提供で あるとい う結果 となり,現 在は

圧倒的 に文書による情報提供が主流である ことが改めて明 らか となった。 「磁気媒体」,「 オン

ラインネッ トワーク」に よる ものはまだ少 ない。都県では,さ まざまな手段で情報提供 を行 って

いる。 また,特 別区 ・市では 「刊行物」に よる情報提供が 多 く,次 いで 「資料セ ンダL」 での情

報提供の割合が高 くなっている。

自治体の規模でみる と,人 口規模の大 きい 自治体ほ ど,提 供 については,刊 行物,資 料センタ

ーkど 様 々な手段で活動を行 っているが,10万 人未満の 自治体では,刊 行物に よる提供が主流

を占める。

以上 のよ うに,行 政機関 あるいは商工団体において,情 報機器の導入は積 極的 になされている

が,現 在 は内部 情報の処理が主流で あることや,ま た,相 手先の情報処 理機器の レベルの違 いに
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よ り,

表2-16

コン ピュータに よるデータの相互利用 までは まだ進んでいないため と思われる。

提供手段

'
'

r

都県 特別区 ・市 商工団体 情報セン タ ー 国の出先機 合計
刊行物}一 一 一■一・

新llll専一 ー 一 一

資料セ

4 66 29 3 5 10
2 8 9 4

ン タ ー 4 28 3 2 2 3
磁気媒体 2 3 4 1 1
オンラインネットワーク 2 10 2 1
その他 2 5 1 1

表2-17 提供手段( 自治体を人口規模別に見た場合)

1 0万 未満 10～30未 満 30万 以上 合計
刊行物 27 25 14 66

新聞等 1 4 3 8

遺 魁セ ンター 5 14 9 28

磁気媒体 ・ 2 1 3
わ ライン杉 トワーク 2 5 3 10
その他. 2 】 2 5

'

・

r
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. ・ ・
● ・

.

単位: 機 関

120

100

80

60

40

20

0

一 合計

'":

....・ 、

・.

・.■ ..

そ の 他

オンラインネットワーク

・

.

・

'

,

・

:三

、

・

、

.

.

◆

.

・

.
・

'

.

…

:
・

・

.

・

・

・

.
・

..
◆
.

.'.,.
◆
'
.

る ..

,・'

・

'

・

㌧
台.
一

●

・

●.s ・・

、

..
.…

、

・
.

・

.

.・
●.

一.

、
も

.、

.

・
..

::.,'

・.・

.、・
..

》 ・

,

」 、
・

令 ・
..

.

..

●.

・

・.

:一
..

.

'.

・ ◆
.'
. ' .

.

・'■
'

㊨ ・

・

・

・

.
.

」

'

'

.

'

新ID1等

資 料 セ ンタ ー
、

・

、
.

s
・
.
`
・

.
.
.
、

,・.

.,.

.・ ・

'

㊨ ■'.
. ・
◆

磁気媒体

図2-14 経済情報の提供状況
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表2-18提 供 する うえでの問題点

表2-19提 供するうえでの問題点
(自 治体を人口規模別に見た場合)

③ 提供する うえでの問題 点

迅速性の確保44機 関

ス タッフ不足42機 関

利用者 ニーズ38機 関

提供 している情報は,刊 行物等 に よる ものが多いためか,提 供に際 しての ガイ ドライン,あ る

いは提供 に際 しての情報 の責任体制について問題点を あげている機関は少 なかった。 しか し,そ

の半面 「利用者 ニー ズに答え きれ ない」 「迅速性の確保」 「ス タッフの不足」 を問題点 としてあ

げている機関が124機 関 あった。

機 関別 にみる と,特 別区,市 では 「ニーズへの対応 」,「 迅速性の確保 」が高 く,商 工団体で

は,「 ス タッフめ不足」 「迅 速性の確保 」を問題点 と して あげている機関が多い。

自治体 を規模 別でみる と,10～30万 人未満の 自治体では,「 利用者 ニーズに応え きれ ない」

「迅速性の確保」 「財政負担」を課題 と して あげてお り,10万 人未満の 自治体では,「 迅速 性

の確保」が課題 の一番に あが っているが,次 に 「ス タッフの不足」が あがっている。規模が小 さ

くなるにつれ 体制面での取 り組み方に問題 ありとする傾向が でている。

また,提 供に際 して,財 政 負担 を課題 にあげている機関が全体で31機 関 と回答数 としては高

く,現 在,情 報提供が行政サー ビスとい う面か ら進め られていることか らも,今 後 情報の活発

な交 流とい う点 か らは無視で きない結果 となった。

また,情 報を提供・してい ない機 関が提供 できない理由 としては 「体制不足」が一番 多 く,そ の

中で も30万 人未満 の 自治体に集 中 している。次に「機密保護上の問題点」,あ るいは「法令上

の問題」がある としている機関 も多い。
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口外:回 答数

物 財政負担
側側利用者ニーズ
[1皿1迅速性の確保
巨ヨ管理責任体制
㎜ スタッフ不足
匿ヨ基準が曖昧
〔ヨその地

図2-15経 済情報を提供する上での問題点
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図2-16経 済 情報 を提供する上 での問題点
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回答数の割合

OIO2030405060708090100

膠 財政負担
%冊 ‖㎜利用者ニーズ

機
関
別

都県 淵li謬}1‖'

特別区 ・市

商工団体

%1淵　1・i翻

U■11迅速性の確保
目 管理呈《狂体捌
口田 スタッフ不足
隆三]基準が暖昧
Eコ その他

情報セ シター

国の出先機関 ＼ 修{ll㈱1難 二

図2-17経 済情報を提供する上での問題点

表2-20提 供 で きない理由

ノ 都県 特別区 ・市 商工団体 情 報 セ ンター 国の出先機関 合計
部内データ 31 ] 5
予算がない 71 }
体制人員不足 213 1 25
投出保護上の問題 91 1 ]1
法令ぐ規程の制約 8 8
その他 6 6

表2-21 提供できない理由
(自 治体を人口規模別に見た場合)

10万 未満 10～30未 満 30万 以上 合計
部内データ 2 1 3
Wが ない 6 1 7

体制人員不足 14 6 1 21
機密保護上の問題 4 5 9
丁去令、規程の$欄 5 3 8
その他 2 2 2 6
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(4)各 機 関における今後の情報提供

今後 の情報の提供については,未 検 討課題 であると し,特 に,体 制 の整備 ・情報 の収集整備 な

ど提供以前の課題 の解決 を優 先 とする機 関が大半 を しめる結果 となった。

商工団体では,ま ず,情 報の提供に あたっては内部 の組織の強化 を図ることが前提で ある とす

る意 見が多 く,次 いで,商 工 関係団体間 のネ ッ トワーク網の整備お よび拡大 をあげ る意見が多か

った。 また,提 供するにあた り,地 域 情報を収集整備するには限界があるため,他 機 関 との連携

を強調する意見が目立った。

都県お よび国の 出先機関において も,産 業 情報 をは じめ として地域固有の情報 を整備 する とと

もに,情 報の量 と質の充 実を図るため,他 団 体 との連携 を深めることが あげ られている。

情報センターでは,中 小企業 者のニーズに応え るべ く迅速 な対 応をあげてい る。

特別区 ・市においては,提 供情報の内容 と しては,経 営基盤の安定化,あ るいは地域経済力の

活性化,地 域内に存在する中小企業 向けの情報 をあげている。 また,提 供手段 と しては,行 政資

料室の設置 など組織 内での拡充,都 市型CATVな ど ニ ュー メディアを積極的に とb入 れ より

広範 囲に きめ細かな情報 を企 業,市 民の身近 に届けたいとする機関が多かったが,統 計の一元管

理 とい う観点か ら,情 報 の集 中的 な機関 ・官民 による情報セ ンターの設置 など,新 たな情報提供

機関の開設を望 む声 も少 な くなかった。

全体を通 し共通的な意見 と しては,プ ライバシーの保護について法律 的に制度化 されることが

早急 に望 まれている点である。

(主 な意見)

① 区独 自のデータベースの作成 国 ・都 との連携,外 部データベースの活 用などにより産

業会館 を拠点に区内中小企業の ネッ トワー ク化 を図る。

② ニュー タウン地域,市 街 地再 開発 地区などにおける ニューメディアの積極的 な導入を図

り,都 市整備 の基盤 を推進する。

③ 市内に大学や先端産業が多数立地 してお り,こ れ らと行政が協力 しあってさ まざまな情

報を相互 に交換 しあ うとともに市民に もCATVや ビデオテックス などを利用 した情報ネ

ッ トワー クの構築をテ レ トピア基 本計画により進めている。

④ 情報化社会への対応 を図るため,地 域間産業間の交流 を軸に区民生活 と産業の ネットワ

ークづ くりを進め
,情 報提供の一 元化 を進める。
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3.情 報化の進展状況

3.1コ ン ピ ュ ー タ の 導 入 状 況

今後,首 都圏地域 において情報流通 を促進 してい くには,迅 速 な情報 の入手を可能 と し,ま た入

手データを必要 とする二次データへの加工を可能 とするなど情報 の高度利用 を促す上で もコンピュ

ータオンラインなどの技術力を活か した方法 を積極的に取 り入れ てい くのが必要 不可欠である
。 し

か し,こ ういった コンピュー タオンラインなどの流通手段を取 り入れて い くことは,各 機関におい

ての情報化 の進展状況 と密接 につ ながって くる問題 である。

59年 度調査 においては,都 県 をは じめ とした地方公共団体 銀行,商 工団体,民 間な ど180

機 関 あまりを対象に首都圏における諸団体の情報化の現状 について調査 を行った。

それ によると,首 都圏地域 における各機関 とも,コ ンピュータの導 入は著 しく,導 入計画 を含め,

半 数以上 が何か の業務 に コンピュータ処理 を図っている結果 となってお り,端 末機の導入台数 をみ

て も11台 以上 と回答 している機関が最 も多 く,機 関内での業務 の分散処理が進んでいるといえる

,状況が明 らか となった。

地方 自治体の情報化 の進展を情報処理機器の利用状況でみた場合は どうか,自 治省 で実施 した

「電子 計算機の利用状況調査」(昭 和60年4月1日 現 在)に よると,コ ン ピュータの利用団体数

は,都 道府県では,100%,市 町村 では97%が 何 らかQか たちで業務に コン ピュータを利用 して

いる。 また,委 託 して利用する処理形態か ら機関独 自あるいは共 同で導入利用する傾 向に移行 しつ

つ ある。

◎
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表3-1地 方公共団体における利用団体の状況

日等

利用形態・

麟 区分

昭和60年4月1日 ・

現在 ω

昭和59年4月1日

現在 ⑧

増 減

四 一(B)(o ㌔編
導入
団体
委託
団体 計

利用
率(勧
導入団
体
委託
団体 計

利用
率㈲
導入
団体
委託
団体 計

導入
団体
委託
団体 計

都 道 府 県 47 一 47 100.0 47 一 47 100.0 一 一 一 一 一 一

市

町

村

特 別 区 21 2 23 100.0 20 3 23 100.0 1 △1 一 5.0 △33.3 一

指定都市 10 一 10 10α0 10 一 10 100.0 一 一 一 　 一 一

市 430 211 611 100.0 397 244 641 100.0 33 △33
-

一 8.3 △13.5 一

町 村 699 1,805 2,504 96.2 621 1,834 2,455 943 78 △29 49 12.6 △1.6 2.0

小 計 1,160 2,018 3,178 97.0 1,048 2,081 3,129 95.5 112 △63 49 10.7 △3.0 1.6

合 計 1,207 2,018 3,225 97.1 1,095 2,081 3,176 95.5 112 △63 49 10.2 △ 、3.0 1.5

(注)稠 率一昭和6。 年 、月1U韻 在団体数

出典:「 地 方 自治 コ ン ピ ュー タ総 覧 」.

×100(殉

鐸 ξ1)

表3-2オ ン ライン ・ネッ トワーク業務処理 の導入状況

都県 特 別 区 ・〒 商工団体 情報 セ ンクー 国の出先機関 合計
処理中 4 50 2 4 60
処理予定 22 4 ] 27

亜醒せず 43 29 2 2 76

《

表3-3 オ ン ライ ン・ネットワニク業務処理の導入状況

(自 治体を人 口規模別に見た場合)

10万 未満 10～30万 未満130万 以上 合計 1
処理中. 16

'』211
13 5α

処理予定 14 3 5 22
処理せず 29 1111 43

■
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3.2オ ン ラ イ ン ・ネ ッ トワ ー ク の 導 入 状 況

(1)オ ンライン ・ネッ トワークの導入状況

各機関において,業 務 量が増大し,な おかっ業 務の内容が複雑化するのに対応 して,コ ンピュー

タが積極的に活用 される よ うに なり,コ ンピュータは各機関において業務 の発展 に大 きく貢献 し
　
へ

て きている。 また,現 在,技 術の進展に伴 い,事 務の合理化 ・効率化 を 目指 しオンライン化が進

んでいる。

自治省 で実施 した 「電子計算機 の利用状況調査」(昭 和60年4月1日 現在)に よる と,コ ン

ピュータ処理の拡大 などにより機器構成 に も変化が生 じ通信回線に よって本体装置 に接続される

オンライン装置が大幅に増加 して きていると している。

今年 度実施 した経済情報流通調査 によると,首 都圏 に所在する公的 機関の うち,オ ンライン・ネ

ッ トワークに より業務処理 を行 っているのは,60機 関 と,か なbの 機関でオンライン処理を行

っている結果 となった。 しか し,そ のほ とん どは 自地域 の同一 機関内に よる もので あり,組 織 を

超えた広域的なネッ トワークではない。

特別区 ・市においては,処 理 中お よび処理予定 を加える と6割 近 くが処 理を行 っている。人 口

規模でみてい くと,30万 人 以上 の 自治体の6割 強の機関で ネッ トワークに よる処 理を行 ってお

り,10～30万 人 未満の 自治体 では5割 強と比率が高い。 しか し,10万 人未満 では3割 弱 と

ネッ トワーク処理の導入率は低 くなっている。

また,商 工団体 においては,現 在 行 ってい るのは わずか2機 関 と少 ない。

回答数の割合 栩 処理中
%田㎜ 処理予定

機
関
別

0.102030405060708090100㎜ 処 脚 ず

都県一
45別 区 ・市

商工団体%IL蕪

情報セ・ター3.3%lllllillillli
l

i82 .9%
寸 ・

66.7%i・
`

国の出先機関 フ66.7%'z
/〃クz ∴% 33.3%

,

図3-1オ ン ライ ン ・ネ ッ トワー ク の導 入 状 況
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数

20

30万 以上

珍麹処理中
皿‖冊処理予定
㎜ 処理せず

図3-2オ ン ラ イ ン ・ ネ ッ トワー ク の 導 入 状 況

(2)オ ン ライン ・ネッ トワークによる処理内容

オンライン・ネットワークに より処 理 して いる業務の うち内容別に分け,主 な ものをあげる と,

住 民 情報関係 」it・ン ラィン(37機 関),税 務 関係 オンライン(19機 関),財 務 関係オ ンライン

(10機 関),印 鑑 情報関係(4機 関),国 民健康保険関係(3機 関),図 書館情報関係(3機

関)が あり,他 には人事給与 関係,会 計関係,救 急 医療関係が ある。処理 内容の大半は,事 務の

効率化 ・簡 素化 を目的に した ものが多 く,次 いで住民 に対する行政 サー ビスを根 ざ した オンライ

ン ・システムが多い。

(3)オ ン ライン ・ネッ トワーク処理の相 手先

ネッ トワーク処理の相手先 であるが,ネ ッ トワークごとに集計 してい った場合は表に示 した よ

うに,特 別区 ・市では同一組織 による内部 オンラインが多 く,次 いで,支 所 ・出張所 など出先機

関 との外部 オンライン処理が多い結果 となった。

人 口規模でみた場合,30万 人 以上 の 自治 体では,内 部 オ ンライン,出 先機関 との外部オ ンラ

インともほぽ同 じ割合 で導入 され てお り・10万 人未満 の自治体で倖若干・ 内部オ ンライン主流

と な っ て い る 。 一,"

都 県 の 場 合 は 外 部 オ ン ラ イ ン,内 部 オ ン ラ イ ン と,・逆 の 順 に な っ て い る 。 ・・,㌧ 一
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情報 セ ンター

国の出先機関.

回答数

020 40 60

▲1iイ立:|幾 関

80100
1

一14
　 17
田4:

－i-76 '

編 柵 加M`"槻`レ"
"甲`r柏 匂 …43

田i田10

}1

11

;1

劾7

日2・

11
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[団[‖その地

図3-3オ ン ラ イ ン ・ネ ッ トワ ー ク の 相 手 先

(4)オ ン ライ ン ・ネッ トワー ク処理の運用主体

業務担当部門 と情報処理担当部 門の連携 による処理が割合 として高 くなっており,業 務担 当部

門で運用がついで高 い割合 を占めてい る。 し

表3-4オ ン ライン・ネットワー ク業務処理の運用主体

掴1県 特別区 ・市 商工団体 情報 セ ンター 国の出先機関 合計

業務処理担当部1円 12 32 1 3 48

ヨ榊 誕 理担当部門 ( 14 2 2 21
一章匡1務ξ

‖～11り1青幸長言}|～1「1辿|}修 9 47 56

その他 1 2 3 6

表3-5 オ ン ライン ・ネッ トワーク業務処理の運用主体

(自 治体を人口規模 別に見た場合)

10万 未満 10～30万 未 満 30万 以上 合計

業務処理担当部11】 20 6 6 32
－li彌{処理担 当部`11

4 9 1 14
}

業務部門情報部門連携 8 21 18 47

その他 一1 1 2

◎
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(5)オ ン ライン ・ネッ トワーク処理の運用 対策

オンライン・ネッ トウークを業務処理に導入するに あた っては,各 機関 とも,機 器の選定に始 ま

り,処 理に携わる人員の確保,デ ー タ障害 の予防策 など対策 を実施 してい る。今回調査 にあたっ

て,そ れぞれの各機関が とっている対策について,項 目別 に具体的な対処方法について記入 して

いただいた。

回答結果 をみる と,「 デー タの保護対策」 について回答が一 番多 く集 まり,「 デー タの破壊 ・

漏洩」 に関 して各機関 とも厳 しく機関全体 を通 し取 り組ん でい る。対策 と してはさまざまあるが,

条 例の制定 などに より,個 人情報の保護 あるいは電算処理に係 わる データの保護に関 して取 り決

め を定 めているのを ピックアップしてい くと,回 答数の半数以上 を占めて いる。

次に 「シス テムの維 持」 が高いが大半がデ ータ対策 となっている。 っいで 「要員の確保養成 」

の順 となっている。

表3-6オ ン ライ ン ・ネッ トワーク業務処理 の運用対 策 ・

都県 特別区 ・市 商工団体 情 報 セ ンクー 国の出先機幌 合計
システムの維持 2 42 1 2 47

データ保護対策 2 46 1 3 52

要員の確保養成 2 35 1 3 41

機器の互換性 ・更新 27・ 1 3 3i

その他 1 1

'表3-7
オンライン ・ネ ッ トワーク業務処理の運用対策

(自 治体を人 口規模別に見た場合)
ト

10万 未満 10～30万 未 満 30'万 以 上 合計
システムの維持 11 21 10 4]
データ保護対策 12 23 11 4q
員の確保養成 9 17 9 3自

鍾 砿 姓 更新 6 14 7 27;
そ の 他 ・ 1 1

'

辱
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図3-5オ ン ラ イ ン ・ ネ ッ トワ ー ク の 運 用 対 策
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4.今 後 の情報流通

4.1経 済 情 報 流 通 の 今 後 の 在 り方

(1)経 済 情報の今後のニーズ

59年 度 調査 においては,首 都圏 情報 と して利用 してい きたい情報 について,ま た首都圏 情報

と して今後重要 になる文献 情報につい ても調査 した。地域 情報 としては,公 的機関および民間 ま・

での機 関の性格 を問わず,広 い分野 にわた って種 々の情報を求めてい るのが明 らかになった
。

分野別にみると,企 業 ・経 営,産 業活動,製 造業,商 業 ・貿易など,現 在利用 している情報分

野 とは少 々異 なり,社 会経済 の変化の情勢 をで きるだけ的確に把握 したい とい う要求のあらわれ

か,企 業活動 あるいは産業活動 に関する情報 にニーズが傾いている。元来,地 域 経済 の動 向や個

別産業,あ るいは地域 性のある地場産業は地域独 自の特色が ある。情報流通 を促進するにあた り,

前提 として の地域 における情報整備,ま た地域独 自のデータベース を形成 してい くに あたって こ

の多様 なニーズに留意すべきである と考える。

しか しなが ら,現 在,各 機 関が これ らの情報の入手 ・利用に あたっては,調 査体制が確立 して

い ない点,あ るいは調査 内容 ・項目が実態にそ くしていないために欲 しい情報が手に入れ に くい

ケースや,限 られた団体で単発的 に調査 された場合 が多いために情報その ものに信頼 性が欠けて

いる と指摘 してお り,今 後 これ ら新 しい情報ニーズに対する調査体制 を地域 に確立する ことが

急がれる。

利用 したい統計 あるいは今後必要 となる統 計について,59年 度調査か ら具体的に情報名を分

野別 にとりまとめてみると,次 の ような各種 の情報が あげ られた。

土地人 口に関する情報 としては,行 政 施策 の資料 と して あるいは企業経営のため,ま た店舗立

地計画の基礎資料 と して土地高度利用動向調査,地 価 情報,土 地利用実態調査,農 地転用動向調

査,あ るいは市街地計画 などを市町村 レベルで入手 したい とする意見が公的機関,金 融機関を中

心に多い。

労働賃金 に関する情報 としては,行 政 施策 の資料 と して所得統計をは じめ,婦 人労働 調査,内

職実態調査 な どが あがっている。

企業経営に関する情報 としては,倒 産状況 調査,地 域有力企業経営動 向な ど産業政策立案 の資

料 として,ま た,企 業 の国際化 の対応策の基礎資料 と して国際投資の実態調査 などがある
。i

金 融財政 に関する情報 としては,地 域財政統計 など,商 業 に関する情報 と しては商業実態調査

を地域的 により細かい地域 区分 で利用 したいとしている。'"

消費 生活 に関する情報 としては,消 費動 向調査 を地域的 に細かい区分ゼ利用 したレ・』と している。

運輸通信 に関する情報 としては,行 政 施策の資料 として交通量動向調査,・交通整備計商 などを

あげている。 ・.

その他 情報 としては,サ ー ビス業実 態調査,情 報 サー ビス産業実態調査,企 業内研究機関調査,

リース産業動向 などがあがっている。 弗'… ∵
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行政機関では,政 策的な情報を重視 しているが 民 間では,生 産活動 あるいは販 売活動 営業

活動に直接結 びつ く情報を重視 している と言える。

(2)情 報 の流通方法

情報入手に あた って どの よ うな点 を重視 すべ きか については,59年 調 査の結果 では,情 報を

入手 する にあた り「迅速性」を あげている機関が最 も回答数が多 く,次 いで 「正確性」 「情報の

高 度利用」 となっている。

、そ して,以 上の よ うな要件 を満足 する媒体 と して オンライン(迅 速性 情報の高度利用),

印刷 物 ・磁気 テープ ・FPD(正 確 性,情 報の高度利用)を あげている。

昨今の技術進展に伴 い,情 報 の伝達方法は手段 が豊富に なって きた。 今後 各機関が利用 した

い とする情報は,必 ず しも数値情報 と限った ものでは な く,公 的機関で言えば種 々の施策 に関す

るプロジェク トや計画 にっいても知 りたい としてお り,文 字情報等へのニーズ も高 くなって きて

いる。

今後 地域 に情報流通 システムを導 入す るに あた っては,情 報の多様性 を考慮 し,流 通手段 に

何 を とりいれるのが最適なのかの検討が必要で ある。

、 《 ←

,4.、2 .経 済 情 報 の 流 通 に 関 す る 意 識 調 査

LS(1)、.情報の流通 の範囲".

情報 の流通 を促進するについては,地 域 の各機関が どれ だけ情報の流通に積極的 に係わってい

くのかが一つの大 きな課題 である。 ネッ トワークシス テムが完成 されて も,ネ ッ トワークに流れ

る情報量 が少なけれ ば価値 のないシステムになって しま う。本年 度調査 においてはこの点 につい

て,そ れぞれの機関において,今 後の情報 を流通 させて行 く場合,ど こまでの範囲だった らよい

か にっいて意識調査 を行 った。

全国的に機関 を問わず,情 報 を流通 させ て もよい とする機関が44機 関 ある ものの,一 方では,

広げて も管轄地域 お よび地 元の民間企 業までとする機関が合計44機 関 と多 く,地 域 情報の流通

に関 して大 きく2つ の方向にわかれる結果 となった。

特別 区 ・市な どの地方公共 団体では,3割 弱 の機 関が全国的に流通 して もよい とする機関が あ

.る一方で,情 報 の流通は地元 の公的機関までとする機関が全体の1割 弱 あり,取 り扱 う情報が特

に企業 ・個人の プライバシーに係わる ものが多い と考慮 したためか,流 通 に関 してはどちらか と

、・ い うと厳 しく規制する機関が現在少 左 くない。

自治体を人口規模別でみ ると,人 口規模が大 きし(ほど広い範囲で情報の流通を して もよいとし

積極的 であるのに比べ,人 口が比較的小さい 自治体 ほど流通 の範囲を狭 くとする意見が多い。

都 県,国 の 出先 機 関,情 報センターでは情報 の流通 に関 しては積極的 に取 り組む姿勢が うか

がえる。

商工団体では,全 国的に流通 して もよい とする機関が多い ものの,関 係団体のなか での情報流

通をのぞむ意見が多 い。
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また,そ の他の意見 と しては,「 情報の内容に よる」 「保護条例に より市の公的機関に限定 」

「.法令 で規制 しなければ流通させ ない」の意見が多い。

表4-1情 報 流通 の範囲(地 域別)

都県 特別区 ・市 商工団体 情報 セ ンクー 国の出先機関 合計
管轄地域 30 12 1 43
県 勺全域 2 18 5 1 26
全i司,, 2 39 18 2 4'65
その他 24 2 1.27

表4-2情 報流通の範囲(機 関別)

表4-3合 計 表

公的関鍵 地域の民間企業 機関を問わない その他 合 計.

璽 轄地域
21 9'9 ( ・42

県(都)
797 11

1

25
全国

]3 6 44 ] 64
その他

16

P

l6

合計
、

41 22 64 2( 147

表4-4特 別区 ・市合計表

白

公的機僕 地域の民間企業 機関をとわない その他 合 計'

管轄地域
17 4 6 2 29

県(都)
4 6 7 17

全国
8 2 29 39

その他

13 13

合計 29 12 42 15 98
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表4-5商 工会議所合計表

公的機関 地域の民間企業 機関を問わない その他 合計
管轄地域

4 4 3 1 12
県(都)

2 1 2 5
全国

5 3 8 ] 17
その他

2 2

合計 11 8 13 4 36

表4-6都 県 ・国の出先機 関 ・情報センター
¶

公的機関 地域の民間企業 機関を問わない その他 合計
管轄地域

1 1

県(都)
1 2 3

全国
1 7 8

その他

] 1
寸

合計 1 2 9 1 13

(2)情 報 の流通の体制

今後 の情報を流通させて行 く場 合,ど の ような体制 をとった らよいかについては,「 体制 の整

備拡充」 を図 ってい くのが よいとするのが58機 関 あ り,次 いで 「既存の公的情報 センターの活

用」が55機 関 と大半 が この2っ の意見に集中 している。

特別 区 ・市では 「体制の整備拡充」(38機 関),「 既存の公的情報センター の活用」(31

機 関)の 順で多 く,商 工団体では,逆 に 「既存の公的情報セ ンターの活用」(20機 関),「 体

制 ¢)整備拡充」(12機 関)と なった。

自治体の規模でみてみ ると,人 口規模30万 人 以上,10～30万 人 未満 の 自治体では,「 体

制 の整 備拡充」が多 く,10万 人未満 では 「既存の公的 情報 センターの活用」が多い。

その他の意見では,第 三セクターに よる情報機関の設置(市,2機 関)情 報 センターの建設

(市,12機 関),内 部 組織 の抜本的 な改革(市,1機 関)な どの意見が ある。

尋

'
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表4-7情 報 流通 の手段

図4-1情 報 流通の手段

多
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その他

現在の体制

民間 の情報 セ ンタニ'"

10万 未 満
'一ー一10～30フ 了

単 位:機 関

体制の整備
拡充

5

0

【
」

0

2

り
乙

1

1

既存の公的情報センター

図4-2情 報 流通の手段

4.3オ ン ラ イ ン ・ネ ッ トワー ク に よ る 情 報 流 通

(1)各 機 関における ネッ トワークに よる情報流通構想

それぞ れの機関において,現 在 地域 の特性 を踏 まえた新 しい アイデアに よる地域 の振興,地

域活性化 につ ながる ビジ ョン作 りが盛んで あるが,そ のビジ ョン作 りの一つの柱に,情 報のネッ

トワーク構想が ある。情報の迅速 かつ正確な伝達手段を通 じて地域振興,企 業活性化 あるいは生

活の安全確保 な どにつ なげてい こ うとする機関は,今 年度調査 において は,35機 関 から回答が

よせ られ た。

その大 多数は,商 工団体,特 別区 ・市か らよせ られた ものであるが,構 想の内容 を見 ると,経

済情報等の情報交流 に根 ざした ネ ッ トワー クは あまり活発ではない。

商工団体 において作成 されている ネッ トワーク構想 の内容 は,商 工 関係団体 において ネッ トワ

ー クを組 み
,地 域の商工業者に対 して情報センターと して役 割を果た してい きたい とする機能強

化 に向けての構想が多いが,実 現への計画段階へ具体的に動 き出 している団体 は少 な く,将 来の

検討課題 と している構 想が大半 である。

都 県では地域振興 策に重点 をおいた構想が大半 であるが,特 別区 ・市の場合は国の各省庁 の情

報化施策 ・構 想である テレ トピア構想(八 王子市,厚 木市),ニ ュー メデ ィア コミュニティ構想

(横 浜市),イ ンテ リジェン トシティー構想 などに対応 している ものが多い。

また,災 害情報 のネ ッ トワー ク化がい くつかの 自治体で あげ られているのが 目立った。その他

の ネッ トワー ク構想では,管 轄地域 の企業情報を収集 し,収 集 デー タを もとに企業取引の斡旋な

'
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令

■

どを行 い,地 域企業の振興を行 ってい く手段 ど して ネッ トワーク化 を構想 している 自治 体や,消

費情報の ネ ッ.トワーク化構想,地 域 の情報 センタ・一 との ネッ トワーク化構想な どもあがっている

ものの,実 現へはまだ検討課題 が多 く,具 体的な詰めば今後 の検討に ゆだね られ てい る状況であ

る。 ・

地域 において経済 情報の ネッ トワーク構 想 を実 現 に 向け て動 き出す際には,こ れ ら'ネッ トワ

ー ク構想 との連携 を考 慮 しなが ら各方面 との対策 を とる必要 があると考える。

(2)オ ン ライン ・ネッ トワークの参加意識

経済 情報オ ンラインネッ トワークへの参加意識について今年度の調査 によれば,各 機関とも

「参加 」の意 見が圧倒的 に多い。その主 な参加意見は,① 情報収集能力をア ップさせる ごとが可

能 とな り,情 報化社会 に向けて情報武装の手段にで きる,② 情報の相互利用が可能 とな り,自 機

関の置 かれてい る情勢把握が可能 となる ことに より将来 に向けての計画が立 てやす くなる,『③中

小企業 に対するきめ細かい情報サー ビスができる,な どである。'"

今 回 の調査対象機関が公的機 関に限 っている ことを考慮にいれれば,地 域振興 を推進 しでいる

各機関に とっては,地 域情報入手 に対 して決 して満足できる状態ではな く,ま して種 々1の情報 を

広範囲 に収集する となると情報 入手のチ ャンネル探 しに常に困難がつ きまとっている ことが うか

がえる。

流通 させ る情報 の内容や ネッ トワー クの シス テム構成 などを含め,ネ ッ トワーク実現 に関 して

は検討課題が 多い ものの,各 機関か らのオンライン・ネットワーク実現ぺ の期待 は大 きい。

参加 しない とする機関の中には,「 公表されてい る情報 を流すだけでは ネ ッ トワークを結ぶだ

けの意味があるのか(市)」 といった意見 もあるが,そ の大半 は 「ネッ トワー クに参加する体制

にはない」 「情報が未整備である」 「人員の養成が優先する」の意見に集 中 し,た とえ ネッ トワ

ー クに参加 しても情報 を受け入れる
,あ るいは情報 を送 り出す体制 に問題 があるために情報の有

効利用については体制等が未整備で あるために,ネ ッ トワー クに参加する メ リッ トがない とする

機 関が多い。

(主 な意見)

① 政策策定に役 立てる。 中小企業への情報提供 が可能 となる。

② 消費者意識の多様1ヒ,経 済活動 の高度化,複 雑化に伴い,情 報ニーズは急増 してお り,

常 に新 しい,よ り多 くの情報提供が必要 であ り,そ の情報源の一 つ として活用 したい。

③ 行政各機 関は縦割 り的でーあり,日 ごろか ら,情 報収集には多 くの労力 をは らってお り,

オ ンラインで収集可能 となる ことは迅速 な情報提供がで きるため,是 非参加 したい。

④ 一 自治体 では収集能 力に限界があり,多 額の コス トを要する。 区民サ ービスのため,

デ ー タベースの活用を考えたい。

⑤ 経済 情報は一地域 では有用な情報 とは ならない。

⑥ 他の地域の情報をつ かむことは,自 地域の置かれている状況をつかむ うえで非常に重要

であり,比 較検討 する うえで参考 になる。
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⑦ 地 方公共 団体等の限 りある人材,資 材,財 力の有効性,効 率 性を考える と,行 政施策立

案のために各種統計情報は必要不可欠である。地域振興 とい う点 に着 目すれば,更 に広域

的な情報収集 が必要 であり,各 機関 との情報 の相互利用 が有効 と思われる。

(3)情 報 の流通の ネッ トワークの課題

各機 関か らよせ られた,ネ ッ トワーク構築 にあた っての課題,参 加するにあたっての課題 につ

いては,次 の項 目に集約される。

① 関係機関相互の役割分担 の明確化

② 機器接続等に係わる技術上の課題

③ シス テム構築 お よび運営に係わる経費

④ システムお よびデータのセ キュ リテ ィー

⑤ 情報処理能力のアンバ ランス

⑥ 人材不足

⑦ 組織体制 の整備

機関 別には次の ような意見で ある。

(1)都 県

① 異機種 間に おける相互利用の可能性,関 係機 関の業務分担,費 用 負担,利 用料金,参 加資

格。

② 構 築,運 営資金 な どの財源の確保,情 報 の収 集 ・管理 と提供体制の整備 利用ニーズ と効

果の的確な把 握、

(2)国 の 出先機関

① ネッ トワークに参加するには要 員お よび予算の確保 が あるが,ネ ッ トワークシス テムの構

築を進めるにはデータベースの共通化が課題。

② 運営主体,費 用。

③ 経費,セ キ ュ リティ,デ ータの維持 管理,職 員養成,法 令,利 用頻度 などそれぞれの課題。

(3)'情 幸艮セ ンター

① 専 門担当員の不足。

② 当方か ら提供する有料情報は料金 を地方 自治法上前納 して もらわなければならないが,料

金収納をどの ようにするかが課題 、

③ ハー ド上の整備や要 員の確保 などに予算措置が必要 となるため,国 ・県の理解 が必要。

(4)商 工 団体

① ネ ッ トワークに要する設備 維持な ど財政上の負担 に問題 あり。 また,管 理体制お よび人

材養成に悩 む。

② ネ ッ トワーク不足。利用基盤 と体制 の未成熟 。

③ 情報の対価,情 報 の メンテナンス。

④ 情報の使用 目的の明確化が必要。 また,機 器 のレベルの対応。
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⑤ 情報提供者側のデー タの内部処理 の充実。 また,情 報の有効な活用方法 の研 究。

⑥ 利用 者へ の普及啓蒙,一 般情報 と特殊 情報の 区分。

⑦ 当所 のデータベースは未 完成のため,提 供 には十分対応 で きない。

⑧ 多面的な標準化が必要。

(5)特 別 区 ・市

① 条例政令 の整備 情報利用の運用面,利 用価値,個 人情報の保護。

② ネッ トワー クの利便性 のア ピール。

③ ネッ トワーク自体 の汎用性 。

④ 国 レベルのネ ットワー クでは,地 域 の均一化 を もた らす。む しろ,独 自の特性を もったネ

ッ トワー ク化 を図る必要が ある。

⑤ デー タセキ ュリテ ィシス テムの確立。

⑥ 参加課題 としては,提 供すべき情報の範 囲,提 供すべ き情報の加工の程度 と作業量,参 加

経費,機 密保護 の範囲。また,構 築課題 としては,参 加者の確保,情 報の正確 性の確保,最

新情報の保持(デ ータ更新のサイクル),利 用 者の範囲 と費用。

⑦ 他団体 と比べ,著 しく遅れている当市のOA化 の現状か ら,足 並 み を揃 えての対処が困難

と考 える。また,莫 大 な情報,組 織 を一 元的に コン トロールする体制 づ くりが課題。

⑧ 参加 団体間における情報のレベル,利 用 する力量か ら,か なりの格差が生 じる。均一のレ

ベルまで向上 させ る必要性。

⑨ デー タの作成機関および メンテナンス機 関の明確化 。

⑩ 情報が未整備 の状況であ り,情 報提供のための情報の管理,整 備体制の確立。

⑪ 参 画 した場 合,主 管課の組織の整備。

⑫ 基盤整備の推進 は もとより,高 度情報化 システムに対応 できる情報処理担 当者の育成等 の

組織的構 築 を推進する こと。

⑬ 情報 の収集整理分析 などのノウハウの蓄積が ないため,有 効な情報提供ができるかど うか。

↓

4.4地 域 内 オ ン ラ イ ン ・ネ ッ トワ ー ク の イ メ ー ジ

地域 情報 に対 して のニーズが強 ま り,各 機 関が保有す るデータを相互 に有効利用 しようとする機
イ

運の高ま りのkか で,59年 度 調査お よび61年 度 調査 において,オ ンライン・ネッ トワー ク実現 に

ついて検討 した結果,次 のような点が明 らか となった。

首都圏地域 においては各機関 とも,地 域 情報 に対するニーズは高 く,特 に一機関での情報収集の

能力では十 分な情報の収集は劣 ると して,オ ンライン ・ネッ トワーク実現 に よる情報収集能 力のアッ

プ,望 む時にで きるだけ体系的かつ網羅的な情報の迅速 ・正確な入手へ の期待 の声は大 きい。

また,デ ー タの入手の便を図 るとい う点で地域 における一括管理に対する要望に も強い ものが あ

る。情報 の内容 にっいてみて も,情 報の分野 はなるべ く広範 囲で あることが望 まれており,一 次情

報などの原デー タばか りでな く,情 報の所在 を表わす クリア リング情報に関 して も首都圏地域にお
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いて整備 されることへ のニーズは高い。

オンライン・ネットワークに よる情報流通 システムを構成する要素 としては,デ ータベース,デ ー

タベースを格納するホス トコンピュータ,コ ン ピュータ間を結合するネッ トワーク通信網が考え ら

れ,こ の要素 の様 々な組合せ に よって オンライン・ネットワークの形態が決 まって くる。

情報を利用 する側か ら理想的なシス テム形態 を描 けば,各 機関の コン ピュータをすべて相互 に結

び合 い,情 報の ク リア リング情報か ら情報の高度利用 まで全機 関の情報を収集 し,処 理 し,提 供を

可能 とす る高度 な情報 ネッ トワークシステ ムの実現が一例 として考 え られる。

しか し,機 関相互に ネッ トワーク網が引かれる ことになり,繁 雑なシステムにな り.かねな く,さ

らには経費 ・時間などを考慮に入れると,実 現 は遠 い将来 の話 になって しま う。

また,現 状の各機関の情報の整備状況 をみると,必 ず しも各機関、とも足並み を揃えて情報の整備

が進ん でいるわけではな く,ま して今後 においての検討課題 と している機 関 も多い ことを考えると,

地域 情報 を=益 して収集管理提供 を可能 とするシステ ムの構築は難 しい。

.シ ステ ムの構築 には,情 報の利用者か らのニーズに充分に応 える ものでなければな らないが,情

報 を提供 している側か らの情報整備 の実態の把握 も必要であり,技 術あるいは資金的な面 も考慮に

;い れ なけれ ばならない。.'

した がって現状 においては,よ り実現性の高いシス テム を構築 し,将 来は社会 情勢 あるいは技術

・進展の テンポに合 わせ,情 報 に対するニー ズを取 り込みなが ら,よ り理想的 なシステムへ 近付けて

い く方法 を とるのが妥当で ある と考える。

以上の ことか ら,首 都圏地域 において経済情報の ネ ッ トワーク全体像 を図4-3め よ うに一例 と

して描いた。形態 としては集 中型 ネシ トワー クで ある。

ネッ トワー クを構成する要素 として,地 域経済 に関する情報の各種 のデータベース,デ ー タベー

スを格納する各機 関の ホス トコンピュータ,コ ン ピュータ間を結合する ネッ トワーク通信網,デ ー

タベース の情報流通 を支援 する情報流通 システムを想定 し,シ ス テムの維持 ・調整 ・拡 張を統括 す

る コン トロールセンターを中央に設置する ことを想定 した。 ・

(1)情 報 流通システム

ネッ.トワー クの根幹 となる情報流通システムは,各 種情報 を体系化 し,必 要 な時に適宜,的 確

な情報を選択 し利用が実現する もので ある必要が ある。.

そ の機能 と しては,① クリア リング機能,② 検索機能,③ データ高度利用機能,④ データセキ

ュ リティー機能等を備える ものとし,コ ン トロールセ ンターを介 して物理的に離れている各デー

タベースの利用 を可能 とし,ま たデータベースを有機的 に結 び付ける ことを目的 とする。利用す

るに あたっては,イ ンターフェース(検 索 ・加工が容 易)が 優れていることが要求 される。
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ρ

① ク リア リング機能

必要 とする情報の所在,デ ータ作成機関,利 用可能データの範囲,利 用 に関する使用条件等

につ いて適切 なデータ入手を可能 とする。

② 検索機能 、 ・ ・

各機関において構築された各種のデータベース を利用 するに あた っては,利 用方法は標準化

された ものであることが望 ま しい。

また,さ らに,必 要なデー タの検 索にあたっては,個 々のデータベースを意識する ことな く,

ネ ッ トワー クを介 して必要データへのアクセスが可能 とし,デ ータベース間を統合 し,複 数種

類のデー タの検 索が効率的 にできるよ うにする。

③ データ高度利用機能

デー タの検索 ばか りで な く,利 用者側で検索デー タの二次加工等 がで きる
。利用 にあたって

はデータベ ース相互 の組合せ利用が可能 であることが望 ま しい。

④ システム ・セキ ュ リティー機 能

災害や システムへの不正侵入等 の行為 に関 して,安 全 管理,保 護対策 への考慮が充分になさ

れている。
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(2)デ ー タベース

システ ムに結合するデー タベースには,セ ンター内で構築 し,シ ス テム参加機 関が利用可能 な

セン トラルデータベース と各機関にお いて独立 して構築される個 別の データベースを想定する。

データベース機関 ごとに置 く点か らは分散型 ネッ トワークで ある。 セン トラル データベースはシ

ステム利用 の窓 口となる各種情報の ク リア リング情報 とし,各 機関の協 力の もとに構 築する。通

信回線 を介 して ネッ トワー ク参加機 関はだれで も利用で きる もの とする。

個別データベースは,情 報の分野 や内容は問 わず,本 来各機関にお いて業務遂行のために構築

され,機 関内で利用 され るべ き情報 であるが,デ ータの相互利用 を活発 にする点 では なるべ く広

く利用 されることを意図 して構築 され ることが望まれる。

また,デ ータの保守,デ ータ更新 の正確性 データ入手の迅速性の点,機 密保護の点か らも維

持管理運用 は各機関 とする。 『

また,現 在各機関において各種 のデータベースが逐 次構築 されつつ あるが,デ ータ構造等異な

るため,利 用方法がそ れぞれ違 う。利用方法が異 なることはデー タベース を相互に利用するシス

テムを構築する際,そ れぞ れのデー タベース について個 々に方策をたてねば ならず,大 きな妨げ

になる。

したがって,各 機関は デー タベースの構築に あたっては標準化を検討 する。 このように,情 報

の分散化 を図る ことによって障害が発生 した際,影 響を最小限度で抑え ることがで き,安 全運用

が確保 される。

デー タ内容に よっては利用 の際,利 用 目的 に応 じ制 限を加 える こととする。従 って,当 初は直

接 オンライン利用 よりは センターを介 しての利用 とするが,利 用頻度等 を考 慮 し,他 機関が利用

可能な情報に限 って特定機 関相互 に よる ネッ トワークを結ん でい くのが妥当であろ う。

(3)コ ン トロール センター

ネ ッ トワークシステム自体 の制 御を行 い,ま た組織形態が個 々に違 う機関間で情報 を流通 させ

るに あた り調整をとる コン トロール センター機関 として 「経済情報センター(仮 称)」 を中央 に

設置 し,地 域情報流通 のかなめ とし,次 のよ うな活動 を行 うもの とする。

① 情報流通システムの管理運用

② 共通情報データベース(ク リア リング情報)の 管理運用

③ 情報サー ビス

④ システムの普及とシス テム高度化 の検討

当 センターは,情 報の公平かつ正確 な情報の提供 システムを維持 し,ま た地域 における情報流

通の要 と して プライバ シーの保護の確保 を適切厳正 に行 ってい く機関で ある ことが望 ましい。

「経済 情報セン ター(仮 称)」 は地域 における情報の ター ミナルとして位置 づけられ,情 報の

交通整理 を行 う上で重要 な機能を果 た してい くと思われる。

このよ うに情報流通 の総合的 な調整 を行 うことに よリデ一夕を再整備 し,適 切 な集中 と分散 を

図る。
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4.5情 報 流 通 シ ス テ ム 実 現 に よ り期 待 され る 効 果 と イ ンパ ク ト

システム実現に より期待 される効果 と しては,次 のよ うな点が あげ られる。

① 各機 関において情報収集の機会が飛躍 的 に拡大する。現在,情 報の迅速 かっ的 確な収集はどの

機 関においても検討 課題で あり,情 報収集の恒常的 な手段が地域 に確立 する ことは望 ま しい。 ま

た効果 と しては,地 域内 の情報流通量が飛躍的 に増大 することも考 えに入れ なければ ならない。

② 地域 データの管理に関 し,様 々な面で効率化が図れる。

③ 外部 に対 しての広報 ・報告書類等の作成 に関する作業 が軽 減される。

④ 地域 デー タの収集 力が強化されることに より,地 域情報の新 しい需要が生まれ る。

⑤ 地域 データの共同利用 により,迅 速かつ正確なデータを入手 でき,業 務 を遂行する うえで,地

域 の現状に即 した対応 をとることがで きる うえ,必 要情報の総合的把握 をする ことkよ り,柔 軟

な措置 をとる ことが可能 となる。複数 の情報 を組合せることにより,よ り高度の情報を創 出する

ことが可能 となる。

⑥ 種 々の情報の利用が可能になることに より地域内 における研究開発が一層促進される。

⑦ 情報の共有 により地域 内にお ける提携 協力が一層促進される。

⑧ 地域以外のデータ との比較が容易 にで 記 地域格差の是正につ ながる。

また,各 分野へ のインパ ク トとしては,次 の ような ことが考え られる。

(1)地 域 行政への影響

① 地域 情報 を広 く利用 できる ことに より,広 域行政 を進 展させる うえで情報基盤の整 備が進む。

情報の共 同利用 により地域 間における格差是正 を図ることが可能 とな り,地 域内 の各機関 との

相互協 力が進展 し,連 携 強化が図れ る。

② 統 計利用 シス テムの形成が促進 され,各 種 デー タベ ースの整備 も促進する。

③ ネッ トワークの実現に より情報提供サー ビスの一元化,総 合化が図 られ,必 要 情報の入手が

容易 となる。

④ 政策立案 の際 により多角的 に判断可能 となり行政能力が高度化する。

⑤ 行政 サー ビスが多様化,迅 速化 し,機 動性のある施策が可能 となる。

⑥ 各機関の情報処理の技術 水準が高度化する。

⑦ 特に,首 都圏 など大都市圏 においては い くつかの都市が集 まって商業 圏を形成 している場合

が多 く,企 業活動 もまた,市 民生活 に して もそ の範囲は単一 の 自治体 を越えてお り,行 政 サー

ビスに対するニーズ もより広域的に なってい くもの と考え られ ,こ れ ら行政 ニーズに答えてい

くうえ でも有用な システム となる。

(2)地 域 産業へ の影響

① 必要情報の総合的な把握 により,事 業計画の策定が たてやす くなる。

② 情報入手の社外 ネッ トワー クが広域化 する。

③ 社内デー タの整備が促進 される。

④ デー タ活用力法が定 着 し,地 域部門のバ ックアップ体制が確立 し業務 の活 性化が進展する
。
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5.情 報流通の課題 と対策

オンライン ・ネットワー クが地域 に構築された場合,地 域 の発展 のために もた らす効果は大 きいが,

システム構築 にあた っては様々な課題を乗 り超えなければならない。

5.1オ ン ラ イ ン ・ネ ッ トワ ー ク 実 現 へ の 課 題

(1)基 盤 整備上の問題点

① 通信基盤 の整備 の計画的促進 を図る必要がある。

② ネッ トワークを結ぶに あたって通信 回線の整備 の必要が ある。

(2)技 術上 の問題点

① 異離 コン ピー一夕を ネ・ トワークで齢}・ あた り・ プ・ 卜・・レ変換が必要 となる.ま た,

相手先が増大するにっれ,変 換が複雑に なり非効率 なシス テム となる恐れが ある。

② 各機関 の情報処理機器の メディアの 多様性に応える必要 がある。

③ 各機関の コンピ ュータ能力の差 を考慮に入れる必要が ある。

④ 技術革新 に伴 う情報処理機器の処理能力の高度化 に対応 する必要がある。

③ 経済上の問題点

① データベースの開発時には,相 当の経費 を要 する。 また,シ ステムの開発時において も相当

の経 費を要するが,更 新 ・維 持には経常的 な経費が必要 である。

② 、デー タベースの構 築に あたっては初期投資を必要 とする ので財政 上の措置,お よび税制上 の

措置 を とる必 要が ある。

③ 運用 にあたっての費用の調 達にあた り,受 益者負担 の考え方 をとり入れてい くのが最適であ

るが,利 用料金 の設定,あ るいは共有 シス テムの維持費等 に関 しての検討 が必要で ある。

(4)制 度上の問題点

① プライバ シー保 護制度にっいて機関ごとに方針 が異 なるため,ガ イ ドラインを取 り決める必

要が ある。

② 調査統計において地域 区分等 一貫性がな ,く,各 種統計 の見直 しが必要である。.

③ 情報管理 に関 し,.法体 系の整備 が必要である。 .

④ データ著作権 の問題。

(5)シ ス テム構築上の問題点

① 多様 なニー ズを把握 した上での シス テムで ある ことが必須条件で ある。

② 各機関におけるデータの利用方法お よび活用方法にっいて考慮 に入れる必要 がある。

③ 障害時における回避方法,ま た,シ ステム破壊 の防御策 を検討する必要がある。

④ 各機 関におけるデータの整備状況,蓄 積状況にば らっ きが あり,情 報提供する側の整備が必

要で ある。 主に地方公共団体が整備 している統計は業務統計のみ ならず指定統計において も都

道府県別,市 町村別 にみると次の ような不整合がみ られる。

●
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イ.使 用 目的にそ った地域 区分で集計 されていない,あ るいは,複 数 の統計間で地域 区分が合

わなレ㌔

ロ・ 必要 とす る調査事項がない。

ハ・時系列 データに欠陥がある
。

二・ 公表 時期が合わない。

地域 別で利用する場合,重 大な欠陥 にな りかね ないため,地 域 の情報 と して整備すべ き項 目,

分類等 デー タの整合性を図 り,関 係機関 において合 意の もとに データ整備に務める必要が ある。

⑤ シス テム構築 してい く際の費用負担,労 力負担 の設定について検討する必要が ある。

⑥ デー タ生成の労 力負担をどこが行 うか検討する必要がある。

公的機関が情報 を豊富に有 している ことに より情報の提供機関 としての比重が重 くな らざる

をえない。 しか し 利用機関で もある とい う前提 の もとに投資効果 を明確化 し,費 用分散化 を

図る うえで協力 を得る必要が ある。

⑦ システム自体 の経済性。

(6)シ ス テム運営上 の問題点

① システム運営維 持 してい く際の費用負担,労 力 負担 の設定 につい て検 討 す る必 要 が あ

る。

② シス テムを各機 関において同 レベルに活用で きる能力を もつ必要が ある。

③ 情報に関する需要 を把握 し,シ ステムに反映 させてい く必要が ある。

④ 地域 の他 のネッ トワークとの リンク。

⑤ ネッ トワークの普及,利 用 向上のための施策 を図る。

(7)組 織 体制止の問題点

① 地域 の情報化が各省庁 ごとの様 々な情報化施策の もとに各機関において個 々に進め られてお

り,情 報流通 に関 して,地 域において調整を しない限 り,二 重投資の恐れが生 じて くる場合 が

考え られ,こ れ ら情報化の進展に係わる調整統一の必要 がある
。

② 組織 の違 う機 関が多数関係 して くるので,こ れ ら関係機関 を調整 しなが らネッ トワークシス

.テム構築を促進する運用主体の明確化が必要 である
。

(8)情 報 処理技術者の確保

① ネ ッ トワークを推進 してい くためには,ネ ットワークに係わる諸機関において情報処理技術

者 の養成,確 保が必須条件で ある。

' 5.2オ ン ラ イ ン ・ネ ッ トワ ー ク実 現 へ の 解 決 方 策

(1)国 の果 たす役割'

情 報を国民の共有財産 として有効利用 した くとも情報流通 が遅 々として進 まない原因は プライ

バ シー保護に関 して・法 律上 の統一 的な ガイ ドラインがないため,早 急に法制度上の整備 を急 ぐ

ことが望まれ る。
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各種統計の見直 しを図り,実 態に即 した調査統計制 度の確立 を図る とともに,国 の保有する調

査 ・統計 データの提供 および利用 を促す。

地域 ごとに形成される ローカルネ ッ トワークを相互 に リンクする上での調整機能を果 たし,全

国 レベルでの情報利用 の地域 間の調整 をする。 また,情 報高度利用 に関 じて,自 治体 をは じめ と

して諸機関に コンサル ティング機能を果 たす。

(2)地 方 自治体kど 公的機関の果 たす役割

民間団体などでの情報利用 に関する コンサル ティング機能を果たす。

システム構築に あた り地域 に応 じた条件整備 を行 うとともに地域 に必要 な情報について所在 の

把握 を行 う。

5.3オ ン ラ イ ン ・ネ ッ トワ ー ク 実 現 へ の 構 築 手 順

(1)第 一 ステ ップ

① 各関係機関で推進協議会 を設置 し,協 力体制を確立する とともに オンライン・ネットワー クに

対 し地域 の コンセンサス作 りを図る。

② 各関係機 関で地域情報を整備すると共に所在源 情報を整備する。

データベ ースの標準化等,情 報の整備方法 について関係機関相互 に より検討 を進める。

③ 各関係機関で情報基盤の充実 を図 る。

(2)第 ニ ス チップ

① 各関係機関で情報整備 ・提供体制 の強化を図る とともに関係機関の組織化 を図 る。

② 需要情報量 の具体的把握。 情報整備,サ ー ビスに係る経費の見積 りを行い,ネ ッ トワーク流

通情報の確保 をする。

③ モデルシス テムの構築 を図る。

(3)第 三 スチ ップ

① 関係機関において連絡協議会 を設置 し,シ ステム等 の利用 に関す る協議 ・調整機 関として位

置 づけ,問 題点等 にっいて協議する。

② シス テムを維持運営 させてい くために,ネ ッ トワ[ク に独立 した運営組織を設け,相 談 ・要

望等 の窓 口とする。

③ 技術革新,あ るいは時代 の要請 に即 した シス テムである ことを維持するために,運 営組織内

に研究開発部 門を設け,シ ステムの高度化 を目指 し,ま た,関 係機関の活用能 力の向上 を図 り,

システムの普及 を図る。

④ 採算性 と地域ニ ーズ とを考慮 し,シ ステムの適正規模 を見極めて拡張 を図る。

⑤ 専門 スタッフの養成。

⑥ 既存 の情報拠点 との連携 を図 る。

b
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5.4残 さ れ る 課 題

情報 シス テムが,地 域 社会の 中で浮 き上がる ことな く,地 域社会 を形 づ くる様 々な面で有効に発

揮す ることのできる ような受け皿 を地域社会 に形成 する ことが望 まれる。

また,活 用され ない ネ ッ トワークでは意味が ない。時代の要請,地 域 の情報に対 するニーズを的

確に把握 し,シ ステムに反映 させ てい くことが大切 であり,ま た,地 域 独 自の情報を蓄積 し,新 た

な地域 情報を生産 しうる ような情報環境 を整備 してい くことが望まれる。

しか しなが ら,シ ステムが拡大するにっれ,考 慮に入れ なければならない ことは,シ ステムの拡

大に よって膨 大なデータが流 れる ことに なり,プ ライバ シー データ,お よび シス テムの セキュ リテ

ィに関する問題 がよ り深刻化す る恐れがある点である。

"
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6.ま と め

組織 として性格は違っていて も,民 間企業,公 的機関をふ くめ,各 機 関 とも,情 報の的確な入手 は

必須条件であり,さ らに利 用 してい る情 報 分野 も広範囲にわたっている。 また,こ れ ら入手 した情

報は調査 ・計画の策定 ・事業 の実施等様 々な事業活動 を展開 してい くうえで,適 切 な判断 を下す有力

な資料 として位置づけ られている。

前 回の59年 度調査 においては,情 報の利用者か らみて情報の入手 および利用 に関 して問題 点が利

用者側か ら指摘 された。

一言で言えば
,情 報交流を活発 にするには,情 報作成機関において情報の相互 利用や情報提供 を前

提 とした情報整備に力を入れて欲 しい とい うことがで きる。地域 情勢 の把握 には,そ の目的にあった

'デ
ータの確保 が必要であ り,そ の前提 として,正 確で重複のないデータが体 系的 に収集蓄積 される必

要 があり,即 時 に入手できることが望 ましい。

一方 情報の整備 および提供に関 しての問題点 につ いては
,専 任 ス タッフ不足や コス ト面が指摘 さ

れている。限 られた人 員 ・予算の もとで,ど う効率的に情報整備 をすすめ,ま た地域 のニー ズに照 ら

し合 わせて情報提供 をどう進めてい くのか,そ の どれ もが各機関のそ れぞれ の努力にかかっている課題

である。

自機関において発生する一 次情報等の整備は,データ保護,デ ータの信頼性の観点か らも当該機関にお

いて整備を促進 し,地 域発展 のために情報の有効 な活用 を行わなければ ならない。

しか し,機 関外で作成 される情報に関 しては,現 在,タ イム リーに入手する手段が ないため,個 々

の機関 あるいは担当部署 ごとに,そ れぞれ必 要情報 を常時整備 してお く必要 があり,各 所 に同 じ情報

が複数存在する とい う結果 になっている。

今後,地 域 の情報 を総合的に コン トロールす る地域 情報 システムが流通調整機能 と して確立すれば,

現 在の ように各種 情報の整備に 関 して,単 一機関それぞれ個 々に取 り組む必要性は少 な くなり,整 備

に関 して払 っている労力や投資 を各機関で本来整備 すべ き情報にふ り向け,充 実 を図る ことが可能 と

なるのでは ないか と考 える。

今回は実現性 を考慮 し,地 域の情報 システム構築 の第1ス テップと して,ま ず公的機関相互に よる

ネッ トワー クを想定 したが,将 来的には地域 の民間企業 を含め,情 報の需要 者が ニーズに合 わせてシ

'
ス テムを利用 し,目 的 とす る情報 を入手 で きるように システムの拡張 を検討 してい ≦必要がある と思

われる。

この ように して,社 会経済の変化 によって刻 々と変 わるこれら情報利用 者の情報 ニーズを的確 に捉

え,逐 次 シス テムに積極的に取 り組む ことに より,情 報流通 シス テムの最新性を保持する ことが可能

となろ う。
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資料
綱 経済情獅 ・関す… ケ欄 査事

端 経㈱ 流蹴 査委員会[

貴機関 の名 称、部署名 筆 について
.御記入下 さい。

1

機関名

部署名

担当者名 TEL ( )

1.貴 機関における経済情報(主 に統計情報を中心とした数値情報)の 整備及び管理状況についてお尋ねいたし

ます。

閤1.貴 機関では、貴機関で収集あるいは作成した経済情報等の整備及び管理をどのようにしていますか。
貴機関の状況に合わせ該当する番号に○をつけて下さい。(複 数回答可)
1.個 々の管理にまかせている。
2.担 当部門において文献情報(広 報紙 ・刊行物等)に て整備している。
3.撮 関内の資料センター等において文献情報(広 報紙 ・刊行物等)に て整備している。
4.統 計目録、統計総覧等を作成している。
5.そ の他()

問2、 貴機関では、経済情報等を収集あるいは作成し、加工を加え、高度利用する過程でコンピュータに
による処理を行っていますか。次の①②のそれぞれ該当する番号に○をつけて下さい。

①1.コ ンピュータ処理 を して いる。

i:鶉:魂 ㌶ 響 ぽ'な し'が将来は導!竺る予定である・ゴL… 間3以降へ…
■

② コ ンピュータ処理 を どのよ うに活用 して いますか。(複 数 回答可)

1.集 計 作業 に利 用 してい る。

2.統 計 解析(グ ラフ処理 等を含 む)に 利 用 して いる。

3.予 測 分析、 モデ ル分析 等 に利用 してい る。

問3、 情報 の整備 および 有効な利用 を図 る うえで、 貴機 関にお いてヂ タや スの構築を してい ますか。'

1.構 築 してい る。

i:籠 ヒ毛;こ鷲 璽 竺 入の8†酬 ある・二=二===一 一.lca5以降へ…

問4.す で に運 用を して い る場合 、 また は、計 画があ る場 合、 それはどの ような情報分 野 のデー タベースで

すか。 また、利用 先は どこの部署 ですか。下 記 の表の該 当する欄にデ ータベース数(概 数 で結構です)

を記入 し、利 用先、 導入 目的 につ いて記入例 を参考 に該 当する番号等 に○をつ けて下 さい。

●

{デ ータ ベース名 情報分野群 運用中 開発中 計画中 利用先 導入目的

★記入例 統計 情報データ(←ス 1 ⑧8c 12③45

ABC 12345

ABC 12345

ABC 12345

見 ABC 12345

ABC 12345

○情報分野群
①上地人口情報 ⑥消費生活情報 ⑪建設土木情報
②労働賃金情報 ⑦家計物価情報 ⑫資源情報
③企業経営情報 ⑧運輸通信情報 ⑬その他
④金融財政情報 ⑨農林水産情報
⑤商業貿易情報 ⑩製造業情報'

○データベースの利用先 ○データベースの導入目的

rA…'内 部"1… 事 触 理等の合靴
L邑::::=覇道曙2等)1=1::二 ㌍ 妾灘2デ ータの敵 棚

4… …支所 、出張所 を はじめ民間等 へのデ ータ提 供
一5-… その他
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2

閤5.貴 機 関で は情 報収集 の手段 と して商用 デ・一ータベースを利用 してい ますか。該 当す る番号 に○ をつ けて 下 さ
い。

。.=ユ_㌔8城 障.i

問S.貴 機 関で利用 してい る商用デ ータベ ースについてデ 一夕ベ ー+ス名 につ いて記入 し、情報分野 について は情

報分野 群(闘14を 参 照)の 中か ら該 当す る番号 を記入 して 下さい。

L利 用 して いる。

2.利 用 して いないが、将 来利用 する予定 がある。

「 朋 デ.タ ペ..ス 名 情報分野 商用 デ ータベー ス名 情報分野ド

問 フ.貴 機 関で利用 して いる商 用デ ータベ ースについて、 利用 コス ト、利用 方法等 について生 じて きて いる

問題 はあ りますか。 ある場合 は特に利用 す るうえで大 きな課 題 となってい る点 につ いて お書 き ください。

1.あ る.

2.な い 。

問ε.貴機関で収集及び作成している情報を整備するうえで生じている問題は何ですか。次の中から三つ以内選
んで○を番号につけて下さい。

1,情 報の種 類が多 すぎ.、内容 が複雑す ぎ る'。

2.情 報 量が多す ぎる。

3.管 理お よび責任体 制な どの内部 での調 整。

4.専 任 の スタ ッフが 不十分で あ る◆

5.整 備 す るのに コス トがかか りすぎ る。
6.そ の他( )

問9.今 後、貴機関では、地域情報として、経済情報にかぎらず、特にどのような分野の情報について、整備に
力をいれていきたいと考えていますか。

[]
∬.技 衛革新に伴って情報の伝達方法が豊富になったことによち、様々な方法で地域情報を積極的に提供しよう
とする動きも、盛んになってきています。貴機関で作成している経済情報等の提供状況についてお尋ねいた
します。一
問1α 貴機関でtIL、貴機関で収集あるいは作成している経済情報等について機関内外にたいして提供を行ってい
ますか。該当する番号に○をつけて下さい。

】.行 って い る。

2.行 一・・て い な い が 、 将 来 行 う予 定 で あ る.一 一一 ・一ーーー一

3,行 って い な い。 一一'一一 一=ユ_i問12購 へi

、

闇1L問10で1と 選択 され た方 に、以下 の(1)(2)(3)(4)の項目 ↓こついてお 尋ね いた します。

ω 情報提供はどのような方法により行っていますか。
貴機関の提供状況に合わせて、該当番号に○をっけて下さい(複 数回答可)。

1.刊 行物 ・広報紙 等、文献 によ る情報提 供を行 って いるc

2.新 聞等、 マ スコ ミを活用 して、情報提供 を行 って いる。

3.資 料 セ ンタ ー等 にて、刊行 物等 の閲覧 がで きるよ うに してあ る。

4.磁 気媒体(磁 気テづ 、FPD等)に ょる情 報提供 を行 ・コてい る。

5.オ.別 ン?・7m・ク によ る情報提 供を行 ってい るe

6.そ の他()
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3

② 磁気媒 体(磁 気テづ、FPD等)あ るいはオンラインネットワーク を通 じて情報 提供 を行 って いる場合 につ いて、以下 の①◎③ の項 目
につ いてお尋 ねい た します。

① どこの機関ひですか。該当番号に○をつけて下さい(複 数回答可)

‖朽

'、
s
入記,ー

1.支 所 、 出 張 所

2.公 的 機 関

3.{青 幸KS・一・・ビ ス 機 関

4.民 間等各種団体7,そ の他(

5.金 融機 関

6.大 学、研究所

)

② 主にどのような情報を提供していますか。下記の情報分野群よ∫り該当番号を選択し記入してください。
また、それはどのような情報ですか。具体的な情報名を御記入下さい。記入例を参考に御記入下さい。

1.支 所、 出張所

1.支 所 、出張所

2.公 的機 関

3.情 報 サ ー ビス 機 関 ・… 一レ

4.民 間等各種団体

5.金 融 機関

6.大 学 、研究所

7.そ の 他

情報分野群番号 具体的な情報名

→

一:
⑬iiiiiì

1,1■ 住民情報

「=+

ご 謬番号 具体的な情報名

…叫巳
一 ■一

..,..・ 一 ◆

一 一7

・..H・ 一 レ

‥一

'

・

… 一'}

・

'.^..-・

..会P・ 一 レ
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製
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業
情
報

⑪
建
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土
木
情
報

⑫
資
源
情
報

⑬
そ
の
他

③ 欝 欝 煕:費 用の徴収を㍊ ・て`・ま輪 徴収している場合・・その内容・つい・解 ・・

(内容)

{:塁砦 夏 霞扇 元=r'
3.徴 収 して いない。

(3}提 供 す るに際 し、貴 機関 では どのよ うな条件をつ けています か,ま たつ ける予定 で すか。

■

1:錨 轄 竺'る・二r
3.条 件 をつ けて い ない。

(内容)

㈲ 提 供す るうえで生 じて いる問題 は何です か。次 の中か ら3つ 以 内選 んでOを 番 号 につけて下 さい
。1

.財 政負 担が大 きい。

2.利 用者 のニー ズに答 えきれ ない。
3.迅 速性 の確保が 困難。

4.情 報の管 理責任体 制 か不 明確。

5.専 任 の スタ ッフが充分 でない。

6.情 報 を提供 す るさい の基 準があいまいで あ る。
?・ その他(『)
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問12.問10で3と 選択された方にお尋ねいたします。
情報を提供できない理由は次のどれですか。次の中から3つ 以内選んで○を番号につけて下さい.
1.部 内データが多いため
2.提 供活動のための予算が計上されていない。
3.提 供するための体制および人員が不十分なため
4.機 密保護上の問題がある
5.法 令、内部規定等による制約
6.そ の他()

問13.今 後、地域振興等に寄与するために、貴機関では、情報の提供をどのように進めていくべきとお考えです
か。

[]
皿.貴 機関 にお けるわラインわ トワーク の導 入状況 につ いて お尋ね いた します。 {一

間14.貴 顕関で はオ ンライ ンネ ッ トワー クによ り業務 を処理 していますか 。

1.ネ ッ トワークに よる業務処 理を行 って いる.

2.行 ってい ないが、将 来行 う予定 であ る。

、3.行 って い な い 。 i問17以 降 へi

問15.貴 機関 でオ ンライ ンネ ッ トワー クによ る業務処理 を行 って いる場合、以下 の表に記 入 して くだ さい.

ネ ッ トワー ク名、結 んで い る相手 先 についてABCの 中か ら、また運用 の主体につ いて選 択 し○を つ;rて

下 さい。

ネ ッ トワ ー ク名 相手先 運用柱体 ネ ッ トワ ー ク名

}

相手先 運駐 日

ABC 1234

∋ ・.一'

ABC 1234

ABC 1234 ABC 1234

ABC 1234 ABC 1234i

ABC 1234

i
ABcい234}

o相手先 ○シス樋 駐 体i
A内 部1業 務担当部門!

書 舗 翻等ジ纏 毅 警驚 轟 担。部門、。連携}
4そ の他( L」

問 坑 オ ンライ ンネ ッ トワー クで業務 を処理 するに あた り、次 のよ うな事項 について、,貰取関 で と られて い る対

策 があ りました ら、 その内容 を具体的 にお書 き くだ さい。

1,シ ステムの維持及び障害発生時のセキュリティ対策

[,
2.デ ー タの保護、 プ ライバ シー保 護対策

[
3.要 員の確保と養成

[
4.機 器の互換性や機器の更新等

[
5,そ の他

[

]

]

]

]

]
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5

v,・'磐欝蒜藷濃霧認罐毅糎8普《雰㌔㌶鵠蓮麟鍵盤翼ζ驚9難 語詰

篭9蒜 ㌶難 ㌶ 綴 饗;羅 ㌶ ㌶ 蕊 難 とがかんカ《え・れ・す・

問17.貴 機関 では、今後、 経済情報 等を広 く流通 させ る場合、 どの範囲(ど の{幾関)ま で だ らた ら流通 させ て も

よい とお 考えで すか。該 当す る番 号に それ ぞれ○ を1つ つけて下 さい。

i地 域別;1.管 轄 の地域 にか ぎる。i機 関別i1,公 的機 関 にか ぎ る。2
.県(都)内 全 域 に流 通 して もよい。"2 .地 域 の民間企業 まで。3
.全 国的 に流通 して もよい.3.機 関、団 体等問 わな い。4
.そ の他()4.そ の他()

離 離 蔑 懸 緒 醗 浅 きごる聡 どのような欄 をと・のが適当であると考・・軌

ii灘 議 霧 ≧茎活用す。.(:灘 報　 機臨 づ
間1a貴 機関では、情報収集及び情報の有効利用のために、貴機関外の諸団体とオンラインネットワークを結び

樫 ξ欝 罐 璽㌍ 構勘 勒 ま輪 ある場合は・繍 ・一〃の臨 繍 ・分野等ミ内容・つ

1.あ る一 一→

2.な い

(内容)

間20.首 都圏地域に、各機関が所有する経済情報を相互に利用することにより地域振興に役立ることを目的とし
たオンラインネットワークを構築することについて、調査研究を進めていますが、このような情報の流通
システムが構築されるとしたら、貴機関では、情報の提供者

、(または利用者)と して、参加されますか。

r.す る

2.し な い 一一・一一・■

(理由)
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名古屋大都市圏情報流通調査
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1.調 査研究の概要

1,1目 的

近年,産 業 ・社 会 ・生活の あらゆる側面で情報化が急速 に進 展 して おり,産 業の情報化,情 報の

産業化,経 済のサー ビス化等,産 業構造に創造的インパク トを与えてい る。

とりわけ,情 報処理 ・情報通信技術の発達は,経 済活動全般 に対 して,空 間的な拡大や時間の短

縮を もた らす とともに,中 央 と地方の情報 ギャ ップを縮小 させ,地 域経済の新 たな発展の契機 とな

ると言われている。一 方,大 量の情報流通が進 めば進むほ ど,情 報の収集 ・管理 ・供給地は一 点集

中化 し,そ の結果首都圏 ・東京の中枢管理機能が よ り「層強化 され,相 対的に地域の中枢 管理機能

が弱体化する可能性 を併せ持 っている。

名古屋大都 市圏は,我 が国有数 の工業集積を誇 り,生 産技術 ・製 品開発等の技術面においても生

産現場を基盤 とした応用 開発に抜群の強さを発揮 して きた ところで あるが,今 後,当 地域が新たな

活性化 ・発展 を図 るためには,地 元企業の先端的技術 ・技術複合化への積極的な対応や新たな成長

産業の開拓等が不可欠 となっている。

「80年代 の東海北陸地域産業 ビジ 。ン」に より提唱され とbま とめ られた 「東海環状 テクノペル

ト構想」(名 古屋通商産業局)や,更 に,こ れを国の プロジェク トとして展開 した 「東海環状都市

帯整備計画」(国 土庁,建 設省,運 輸 省,農 林水産省,通 産省 の5省 庁共同)等 でも指摘 されてい

る ように,当 地域は,中 枢管理機能の面で,東 京 ・大阪両大都市圏 と比べ脆弱であり,ま た,こ れら

の間に位置す ることか ら,相 対的な弱体化が進む ことも懸念され る。この点の克服が当地域の今後

の活性化 ・発展を図る上で基本的課題の一つ とされてい る。

これ らの点 を踏まえ,名 古屋大都市圏の地域特性 に応 じた地域内 オンライン ・ネットワークによる

情報流通 シス テムのあ り方 を検討す ることが本調査研究の 目的で ある。

なto,本 事 業は全 国8地 域を対象 に,59年 度 か ら61年 度 の3カ 年 計画で各地域固有の情報ニーズ

に基づ く情報流通 シス テムの.ビジ ・ンを作成す るとともに,そ の形成 のための具体的方策 を研究す

る もので ある。基礎調査は59年 度 に全国8地 域の中か ら4地 域 を対象に,60年 度 は残 りの4地 域を

対象に,そ れぞれ実施 した。応用調査は61年 度 に全 国8地 域を対象に実施 した。当地域において も

全体計画の もとに地域 の特性 を踏まえたテーマを設定 し,59年 度 に基礎調査,61年 度 に応用調査を

それぞれ実施 した ものである。

1.2推 進 体 制

次の各機関で構成する 「名古屋大都市圏情報流通委員会」を設置 して行った。

財団法人 中部科学技術センター

自治体(愛 知県,岐 阜県,三 重県,名 古屋市)

名古屋商工会議所

中部経済連合会
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財団法人 フ ァインセラミックスセンター

中部電力 株式会社

株式会社 東海銀行

名古屋通商産業局

なk・,財 団法人 ファインセラミックスセンターの委員は,昭 和61年 度 の構成 メンバーとして新 たに加え た
。

1.3実 施 経 過

昭和59年 度 は基礎調査 として,名 古屋大都市圏における情報化 の現状 と一般的情報ニーズについて

調査 し,望 ま しい オンライン・ネットワークシス テムの基本的条件 について検討,整 理 した。

昭和61年 度 は応用調査 として,基 礎調査結果を踏 まえ,よ り具体的な分野 ・テー マを重点的に取

り上げ,対 象情報の特性やシステ ム構成上の問題点,オ ンライン情報流通 システムの具体的実現形

態のあ り方について調査研究 を行 った。(図1-1名 古屋 大都市圏情報流通調査研究フ ロー 参照)

1.3,1基 礎 調査

(1)委 員会の開催

第1回 昭和59年 度 調査研究実施計 画の検討(昭 和59年10月25日)

第2回 昭和59年 度調 査研究の成果 報告(昭 和60年3月18日)

(2)ア ン ケー ト調査の実施

調査対象 東海3県 に活動の本拠を持つ製造業622事 業所

実施時期 昭和59年11月 ～12月

(3)ヒ ア リング調査の実施

調査対象 公共機関 ・民間企業

(4)調 査 研究事項

① 名古屋大都 市圏 における中枢管理機 能の現状分析

(各 種文献 ・資料に よる分析)

② 地域企業の情報 ニーズの明確化(一 般情報)

(ア ンケー ト調査,ヒ ア リング調査)

③ オ ンライン ・ネ ットワークの基本的条件の把握

(ア ンケー ト調査 ヒア リング調査)

1、3.2応 用調査

(1)委 員 会の開催

第1回 昭和61年 度 調査研究方針の検討(昭 和61年9月26日)

第2回 昭和61年 度 調査研究の成 果報告(昭 和62年3月12日)
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(2)ア ン ケー ト調査の実施

調査対象 東 海3県 に所在 し,初 年度 の基礎調査か ら抽出 しk自 社企画開発製品の売上

高に占める割合 が多い事業所,及 び異業種間交流 を通 して研究開発を積極的

に実施 してい ると考え られ る事業所,合 計348事 業 所

実施時期 昭和61年10月 ～11月

(3)ヒ ア リング調査の実施

調査対象 公共 機 関 ・民間企業

(4)調 査 研究事項

① ケ研究開発情報ニーズ,既 存データベース利用状況 地域データベースの開発状況等の把
'

握

(ア ンケー ト調査,ヒ ア リング調査)ヒい

② 研究開発情報 ニーズ,情 報源,技 術動 向等の把握

(ア ンケー ト調査,ヒ ア リング調査,各 種文献 ・資料)

③ データベース,ネ ットワークの整備及 び公共機 関に よる支援状況の把握

(ヒ ア リング調査 各種文献 ・資料)
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テ ー マ 名古屋大都市圏における中枢管理機能強化のためのオンラインネットワークの展望と課題

目 的 名古屋大都市圏 にお けるオ ンラインネ ッ トワー クによる情報 流通 システムの ビジ ョン作成 と具体的方策 を検討
す る

一
1[調 査研究

基i事 項]
1

礎!
1[方 法]

調i

i査
1

[結 剰

名古屋大都市圏における中
枢管理機能の現状分析

地域企業の情報ニーズの明
確化(一 般情報)

オ ンライ ンネ ッ トワー クの

基本的条 件の把握

各種文献・資料による分析

・当地域の総合的な中枢管

理機能の集積度は近年減少
傾向にある
・生産機能の大きさに比較

して研究開発機能の集積度
が低い

・名古屋大都市圏における情報化の現状と情報ニーズ調査
・公共楓関 ・民間企業に対するヒアリング調査

・生産設備、技術の開発、

部品材料、製品情報など技
術情報に対するニーズが強
い
・仕入れ先、見本市での情
報入手が多い

・コンピュー タ利用 は進 展

してお り、 小型 ・超小型 の

普 及 は急速 であ る
・コ ンピュー タは一般事 務

処理 での利用 が多い
・オ ンライ ン化予定が多 い

[ま とめ] 当地域では研究開発機能を中心とする中枢管理機能の強化が重要な課題であり、研究開発
を促進させるような情報ネットワークシステムの構築が必要とされる。

[方 向] 地域 ニーズ即応型 システム FACBTOFACEの 交流 を生 か

せ る システム
重層 的ネ ッ トワー クの形成

●
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[調査研究
事 項]

・研究開発 情報 ニー ズ把握

・既存デ ータベー ス利用状

況 の把握
・地域デ ータベー スの開発

状 況の把握

・研 究開発情報 ニーズ把 握

・情報源の把握

・技 術勤向の把握

・データ ベース、ネ ッ トワ
ー クの整備 及び公共機関

によ る支援 状況の把握

[方 法] 研究開発促進のための情報流通アンケート調査

各種文献・資料による現状分析

公共機関・民間企業に対するヒアリング調査と事例の検討

[ビ ジ ョ ン]

[具体的
方 策]

研究開発情報ネットワークを実現し充実することにより、中枢管理機能のうち、研究開発
情報の収集 ・創出 ・発信等の機能が強化され、今後の当地域の活性化や新たなる発展を促
すものとなる。このネットワークは次のような特徴を持つべきである。
①製品情報、部品材料情報等、地域ニーズに基づく情報群を整備する。
②情報を利用しやすい形で提供する機能、発生源に近いところで収集 ・整備する機能及び
地域外の情報を再編加工して取り込む機能を有する。
③目的に応じて階層的に構築されたネットワークが有機的に結合している。
④FACETOFACEの 交流を生かせるよう↓こ構築され、私的情報の流通も可能である。

次 の項目か ら順次整備 を行 うべきであ る。

①地 域ニー ズに基づ く情報 を発生 源に近い ところで分散 して収集 ・整備 す る機 能

② パ ソコンネ ッ トワー ク等 を活 用 した、FACETOFACEの 交流を生 かせ るオ ンライ ンネッ ト
ワー クシステ ム

③ 地域特性 に基づ いて標準化 された キーワー ド ・コマ ン ド等を持 つ など、利便性 を考慮 し

た利用者 イ ンター フェイス

④情 報流通拠 点相互 間にお ける連絡 ・交流 ・調整体 制

図1-1名 古 屋大都市圏情報流通調査研究フロー
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2.調 査研究成果

21基 礎 調 査

本節,59年 度 に実施 した基礎調査の報告 書による要約である。 なお,図2-1及 び図2-2

については,最 新 データで作成 し直 した。

2.1.1調 査研究事項

初年度(59年 度)は,(1)名 古 屋大都市圏における中枢管理機能の現状分析,(2)地 域 企業の情報

ニーズの明確化,(3)オ ンライン・ネットワークの基本的条件の把握 の3つ の事項について調査研究を実

施 した。

2.1.2調 査 研究方法

(1)名古屋大都 市圏 におけ る中枢管理機能の現状分析は,各 種統計資料及 び報告書か ら,「 名古

屋大都市圏の現状」,「 産業構造 と中枢管理機能」,「 高度情報化の インパク ト」 についてそれ

ぞれ分析を行 った。

(2)地域企業の情報 ニーズの明確化,(3)オ ンライン・ネットワークの基本的条件の把握については,

愛知,岐 阜,三 重 に活動 の本拠 を持 つ従業員30人 以上,1,000人 以 下の製造業事業所622を

選 び郵送方式でアンケー ト調査 を行い,38%の 回 収を得た。

アンケー ト調査は,情 報 ニーズ として,技 術情報,経 営情報の内,重 点的に収集 している情報

分野,そ の情報源,情 報 の地域的範 囲,情 報の利用に当た っての問題点,オ ンライン・ネットワー

クの基本的条件 として,コ ン ピュータ利用 ・ネッ トワーク化の現状 と問題点等の 内容で実施 した。

2.L3調 査研究結果

(1)名 古 屋大都市圏vak・ け る中枢管理機能の現状 分析

く名古屋大都市圏の現状〉

名 古屋市を中心 とし愛知,岐 阜,三 重の東海3県 にわた る地域は我が国有数の人 口,産 業の

集積 地で あり,東 京 圏,大 阪圏に次 ぐ大都市圏 を形成 している。

この東海3県 の面積 は国土の5.7%で あ るが,人 口e4z全国 の8.4%,事 業所数は同 じく8.8

%,卸 売 販売額は9.5%を 占めている。名古屋市を中心 とする半径50Krn圏 域 には41市 が存在

し,入 口210万 都 市名古屋を中心 として,40万 台 の岐阜,30万 台 の=豊田,20万 台 の 四日

市,一 宮,春 日井,岡 崎の4市,10万 台 の鈴鹿,大 垣,各 務原,小 牧,瀬 戸の5市 な どが放

射状に位置 してい る。

〈産業 構造と中枢管理機能 〉

東海3県 の産業構造 をみ ると,第 一次,第 二 次産業の割合が他の大都市圏に比べ相対的に高

く,第 三 次産業 の割合が低い。 これは,当 地域が都市部周辺に比較的広い農村 部を控えている
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ことや,機 械工業を中心 とした製造業の発達のためである。製造業では,自 動車を始めとする

輸送機械工業に代表される加工組立型産業や繊維,陶 磁器 といった地場産業の全国に占める割

合が大きい(図2-1)。

特に,愛 知県は昭和52年 以降,年 間工業出荷額全国第1位 の県になるなど,当 地域は我が

国有数の生産基地としての地位を保ってきた。

一方,都 市における生産機能,管 理機能や,生 活サービス機能などの うち,行 政,経 済,文

化面において,広 域的な影響力を有する管理機能としての中枢管理機能は,生 産機能に比較 し

て相対的に小さい。当地域の中枢都市である名古屋市について国土庁の報告は,「 高位,低 位

の中枢管理機能が減少し,中 位の中枢管理機能が停滞傾向」にあり 「近年の総合的な中枢管理

機能の集徽 はか剖 減少 している」(注)と 述べている俵2-・)。

(注)「 中枢管理機能等高次都市機能の地域的展開と都市の広域的機能連関に関する調査」

国土庁 昭和58年3月

%

04 吻 対全国比%

出所:昭 和60年 工業統計表(速 報)通 商産業省

図2-1東 海3県 製造品出荷額の対全国比
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表2-1地 域別中枢管理機能の集積度

・機

能

年

度

北

海

道

東

北

北

関

東

東

京

圏

東

山

東

海

名
古
屋
囲

北

陸

近
畿
外
周

大

阪

圏

山

陽

山

陰

四

国

北

九

州

南

九

州

経管
済理
的機
中能
枢

40 2.44 294 1.76 5082 0.78 237 5.44 2.63 0.83 19.15 3.01 036 1.65 4.72 0.72

45 2.54 325 197 4998 089 2.45 5.26 2.79 092 18.65 3.10 045 1.72 463 0.82

50 281 3.71 229 4858 1.00 2.54 5.07 3.06 1.04 1779 425 0.48 2.04 488 0.91

55 3.11 408 242 47.80 LO3 255 485 3.10 1.08 17.03 3.73 α55 2.15 524 LO4

行管
政理
的機
中能
枢

40 451 798 4.10 2621 286 320 5.71 6.33 2.58 1200 5.62 181 4.17 1023 248

45 430 728 3.09 34.18 229 2.65 5.16 4.67 2.07 12↓0 536 1.45 3.75 882 2.06

50 4.64 7.45 3.78 34ユ2 1.89 322 488 5.33 239 1工08 5.44 1.49 359 825 2.13

55 5.04 803 431 3223 1.87 4.00 475 5.04 2.77 10.95 5.25 1.65 350 7.95 261

文管
化理
的機
中能
枢

40 388 6.20 239 4037 1.70 2.04 6.16 3.78 1.40 15.05 4.09 126 286 6.92 159

45 341 539 290 4343 1.41 2.10 5.63 381 1.31 15.09 386 0.87 230 6.70 162

50 3.67 5.81 266 4448 146 154 5.06 3.31 1.26 15.17 395 087 248 651 L55

55 4.10 6.70 2.65 41.61 工47 2.13 531 3.48 1.36 1448 437 094 233 7.18 1.64

総督
合理
的機
中能
枢

40 3β1 5.71 2.75 39」3 L78 254 5.77 425 1.60 15.40 424 L14 289 7.29 1.60

45 342 531 2β5 4253 L53 240 5.35 376 1.43 1528 4.11 0.92 2.59 6.72 150

50 3.71 566 291 4239 145 243 5.00 390 1.56 14.68 455 0.95 2.70 6.55 1.53

55 4.08 627 3ユ3 40.55 L46 2.89 497 387 1.74 MJ5 445 LO5 2.66 6.79 L76

北海道………北海道

東北 青森,岩 手.宮 城,秋 田,山 形,福 島

北関東………茨城'栃 木,群 馬

東 京圏………埼玉,千 葉,東 京,神 奈川
・東山 山梨

,長 野

東海 岐阜.静 岡

名古屋田……愛知,三 頭

北陸 新潟,富 山,石 川,金 沢

近畿外周……滋 賀,奈 良,和 歌山

大阪圏… ……京都,大 阪,兵 庫

山陽 岡山,広 島.山 口

山陰…………鳥取'島 根

四国 徳島,香 川.愛 媛,高 知

北九州………福岡,佐 賀,長 崎,熊 本,大 分

南九州………宮崎,鹿 児島

③ 中枢管理機能の集積度を表す指標は次頁の図のとおりである。
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国 会 的 中 枢 管 理 機 能1

1 1
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出所:中 枢管理機能等高次都市機能の地域的展開と

都市の広域的連関に関する調査

昭和58年3月 国土庁委託調査
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図2-2は,3大 都 市圏にkけ る中枢管理機能 と生産機能について,入 ロー 人当 りの水準 を

特化状況に より比較 した ものである。

中枢管理機能は,一 般的に行政的中枢管理機能,経 済的 中枢 管理機能,文 化 的中枢管理機能

に分け られ ることがある。 ここでは,産 業経済におけ る取 引関係,企 業系列関係等 を通 じた広

域的な影響力 として,地 域経済の一体的発展に深 くかかわ る経済的中枢管理機能に重 点を置い

た。指標 として,金 融機 関貸 出残 高,資 本金10億 円以上企業の本社数,情 報 サー ビス業従業

者数 学術研究機関従業者数,手 形交換高,情 報サー ビス業年間売上 高を取 り上げた。また,生

産機能 としては,製 造品 出荷額,製 造業事業所数,同 従業者数及び工業用地を指標 とした。

その結果,名 古屋圏は生産 機能が高 く,中 枢管理機能が低い ことが明 らかで ある。一方,東

京圏については,中 枢管理機 能の強さを物語 っている。また,中 枢 管理機能指標 を過去か らの推

移で見た場合で も,東 京圏の場合は手形交換高,情 報サー ビス産業従業者数の ように全国に占

める比重 を増 してい るものが あり中枢管理機能の集 中化傾向がみ られ る。

〈高度情報化 のインパク ト〉

近年,コ ンピュー タ,、半導体,光 通信,衛 星通信等に代表され る,情 報処理 技術,通 信技術

の著 しい進歩 とその結合 に より,情 報化が社会のあ らゆる分野に広範に浸透 しつつ あり,当 地

域 にtev)て もデ ィジタル転送網の整備が進め られつつ ある。今後,21世 紀 にかけて,社 会の

あ らゆる分野を有機的に結ぶ ネ ットワークが構築され,多 様な情報サー ビスが全国津 々浦 々に

まで供給 される高度情報化社会が到来 しようと してい る。 この ような社会では,情 報を大量,

迅 速かつ効率的 に収集 ・分析す ることに より,必 要 な判断 をより的確に行 うことので きる可能

性が一 層増大す る。

高度情報化は,3大 都 市圏の一 つとして独 自の経済圏を形成 してい ると同時に,我 が国有数

の生産基地 としての当地域 にどの ような影響をもた らすで あろ うか。

第1に は,全 国の情報 ネ ットワーク化が進み,大 量の情報流通が進めば進むほ ど,東 京の情

報収集,発 信 地 としての機能は強 くなり,管 理 中枢機能が 強化され,当 地域はその後背地 とし

ての性格を強めることが 考え られる。

第2に は,例 えば,当 地域 に活動の本拠 を置 く企業に とって,オ ンライン ・ネットワークなと

情報化の手段を駆使す ることにより,従 来の企業活動の範 囲を超 えた活動 の可能性が 開け,地

元の産業の発展につ なが るとい う点である。

情報化の進展に より,産 業経済の諸機能の地域的分担関係 にも影響が現れるだ ろ う。例えば,

東 京に本社を置 く最 大のメ リッ トは情報収集の便利さである(注)。 今後,東 京 の情報中心性が

高 くなるに従 って,企 業 の意思決定の中枢 としての本社機能はよ り東京へ集中 し,一 方で生産

機能,あ るいは広義の中枢管理機能の中で も研修機能,技 術研究,生 産 ・資材 ・購買管理機能

などは,よ り周辺 に分散化す ることが考え られ る。

(注)「 本社機能の集中と分散の相互関係に関する調査報告書(人 と国土の将来像に関する調

査 皿)」 国土庁委託調査(社)日 本経済調査協議会 昭和59年3月
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生産機能指標

黍撃

億 ビ
以 ス
関

従
業

者
教

案
従
業
者
数

上
企
業

本
社

・
本
店
粘

付

残
高

中枢管理機能指標

匿瑠 名古屋留
目 東京圏
[コ 大阪圏

(注)1.地 域 区分

2,資 料

・名古屋圏
・東京圏

・大阪圏

・面 積

・人 口

:愛 知県s岐 阜県、 三重県

:東 京都、神 奈川県、 千葉県、 埼玉県

:大 阪府、 京都府、兵 庫県

・製造品出荷額、工業用地、製造業事業所数、製造業従業者数

・卸売販売額
・従業者数、事業所数
・汎用電子計算機台数

:全国都道府県市区町村別面積闘 建設省
:昭和61年 版住民基本台梧に基づく全国人ロ、世帯数表

昭和59年 版工業統計表 通商産業省
昭和60年 商業統計表(産 業編)通 商産業省
昭和56年 事業所統計調査報告書 総理府
電子計算機納入下取調査(昭 和60年 度第3四 半期)

自治省

・金融機関貸付残高、資本金十億以上企業本社 ・本店数、情報サービス業十薬者数
学術研究機関従業者数、手形交換高

:「大都市圏の整備」昭和60年 国土庁大都市圏整備局監修
・情報サービス業年間売上高:昭 和60年 特定サービス産業実態調査報告書 通商産業省

3.あ る項目の指標=(あ る地域のある項目値/あ る地域の人口)/(あ る項目の全国値/全 国人口)

通商産業省

図2-23大 都市圏の主要経済指標
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(2)地 域企業の情報ニーズの明確化

初年度 に行 ったアンケー ト調査に よれば,重 点的に収集 してい る情報 としては,技 術情報で

は,

① 生産設備 に関する情報

② 技術の開発情報

③ 部品材料 に関す る情報

が多 く,経 営情報では,

① 業界情報`

② 経済動向情報

③ 製 品情報

などが多い。叉,全 体的に技術情報が経営情報 に比べ多い。

情報の入手先 としては,技 術情報 を中心 として,

① マスコ ミ

② 見本市

③ 仕入先'

が 多いが,業 界情報 では,社 長会,販 売先が,消 費者ニーズに関す る情報や製 品情報では,販

売先が比較的多い。その他,技 術文献については,マ スコ ミ,学 会 ・大学が,同 じく経済動向

情報 については,マ ス コ ミの他,金 融機 関が,信 用情報では,調 査機関などが特徴的である。

今後重点的に収集 したいと考えている情報,必 要性が高 くなると思われる情報 については,

技術の開発情報 が最 も多 ぐ,次 いで,生 産設備 に関す る情報,業 界情報,部 品 ・材料に関する

情報,技 術に関する文献資料情報の順で ある。

情報の利用に当た っての不満,問 題点 については,技 術情報,業 界情報を中心 に

① 多様 な情報が得 られない

② 情報入手まで に時間がかか る

③ 体系化され た情報が なく分か りに くい

④ 情報量が少 ない

などの回答が多い。

(3)オ ン ライン ・ネッ トワークの基本的条件の把握

汎 用電子計算機納入下取調査に よれば,東 海3県 に おける汎用 コン ピュータの実働 台数は,

昭和55・ 年 末 に6,700台 で あったが,58年 に は13,000台 と年率10数%の 害lj合で 急速 に普

及 している。又,情 報処理実態調査に より,コ ンピュー タを設置 している企業の内,オ ンライ

ン処理を行 って いる企業 の割合 を見 る と,49年3月 に,名 古屋通商産業局管内で10。3%で あ っ

たものが,57年3月 には,49.8%と オ ンライン化の波 も急速に拡大 しつつ ある。 しか し,コ ン

ピュー タ実働台数 を東京 圏と比較する と約1/5で,伸 び率 も下 回ってfob,オ ン ライン化企

業数の割合 も東京通商産業局管内と比較す ると,49年3月 には2.4ポ イン ト程度 の差であった
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ものが,57年3月 には13ポ イ ン トとさらに格差が拡大 している。

アンケー ト調査結果か ら,よ り詳細に見る と,コ ン ピェー タを利用 している企業は82%,

今 後 利用の予定 とするところを含め ると93%に の ぼ り,ほ とん どの事業所が コンピュータを

利用 し始めてい るといえる(図2-3)。
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(注)Nは 有効回答数

図2-3従 業 員規模別コンピュータ利用状況

◆

■

利用 している コンピュー タを大 ・中型,小 型,超 小型に分けて見る と,大 ・中型を利用 して

い る事業所が12%,小 型が47%,超 小 型が57%で あ り,今 後の予定 について も,小 型,超

小型の利用が 高い。 この ように,コ ンピュータの利用については,小 型,超 小型の普及が著 し

く,ま た,大 ・中型について も着実に普及 しつつあるといえる。 、

利用分野 としては,大 ・中型,小 型では販売管理,給 与,会 計 ・経理,製 品在庫管理などが

多 く,さ らに,大 ・中型の場合,財 務計算,生 産計画,資 材管理,人 事管理 など広範 な処理が

加わる。超小型 の場合 は,文 書作成 のための利用が最 も多い。

今後の利用予定 としては,大 ・中型の場合,生 産計画,資 材管理,製 品在庫管理 などが 多い。

また,経 営計画,技 術計算,設 計試算などの伸 びが特徴的である。この ことは小 型の場合 も基

本的には同様で,単 純 な集 計処理か ら,生 産計画,経 営計画など,よ り総合的 な処理,ま た,

事 後処理か ら事前の予測,試 算的分野にコンピュー タの利用分野が拡大 しつつ ある。
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ネ ットワー ク化の状況につ いては,個 々の機器を単独で利用 し,ネ ッ トワーク化は していな

いとするところが,現 状 で76%で あ るが,今 後は32%と 減 少 している(図2-4)。
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図2-4ネ ッ トワーク化の状況(オ ンラインの相手)

オ ンライン化の相手については,現 状では,事 業所内を除 くと社内の他部門 ・他事業所が最

も多く・次いで親会社,販 売 先企 業,子 会 社 の 順 で続 く。今 後 に ついて も同様で ,い ずれ

もオンライン化を進めたいとする所が多い。 この ように,オ ン ライン化は,企 業取 引関係,系

列関係を中心 として広が りつつあるといえる。

コンピュータの導入にあた って の問題点 としては
,

① 利用分野が拡大 し,能 力が追い付 かな くなった

② 導入 したいが使 い こなす人材がいないので充分に利用 していない

などが多い。

オンライン化,ネ ットワーク化 に関す る問題点 としては,

① ソフ トウ ェアが不充分で多様 な処理ができない

② 情報処理機器の機種 ・仕様が異 なるため使いに くい

③ 相手方 との情報処理技術の レベルに格差が あり,シ ステムの活用が充 分にで きない

④ 効果の割 に費用がかか る

などが多い。

なお,コ ンピュー タに よる情報サー ビス としてのデータベースは,現 状ではその多 くが外国

製であ り,国 内のものはまだ これか らであるg当 地域で もい くつかの情報 セン ター構想が出さ
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れるなど,コ ン ピュータ利用の情報サー ビス体制整備へ の動 きが 自治体,経 済団体を中心に先

行的に進みつつある。

データベースの利用に 当た っての問題点 としては,ア ンケー ト調査 によれば,

① 費用がかか り,情 報単価が高い

② 検索が難 しくほ しいデータが得に くい

③ 専門的業界情報が入 りに くい

④ 入手情報が正確か,最 新であるか不明

⑤ 使用頻度が少ない

などが意見 としてあげ られている。

2.L4ま と め

地域における中枢管理機能は,生 産機能,流 通機能など地域経済の一 体 的 発展 に影 響 を与 え,

方 向づけ るもので ある。今 後の高度情報化社会に おけ る情報 ネ ットワークの進展の中で,当 地域

が今後,単 なる生産基地か らより創造 的開発型の生産基地 として発展 してい くためには,情 報化

の進 展により東京か ら分散化 の傾向を強める機能を効果的に受け とめつつ,地 元企業の独 自の情

報ネ ッ トワークを発展させ両者 を有機的に結合させ,地 域経済の一体的発展を図 ることが必要 で

ある。

例えば,今 回の調査で も関心の深か った技術開発に関 して,技 術開発に関す る産学官交流の活

発化のための情報 システムを役立たせ ることがで きるとすれ ば,こ れは当地域 における研究開発

機能を中心 とした中枢管理機能の強化 につなが るものといえよう。また,地 域産業 におけ る人材育

成,研 修機能 をより効果的 に行 な うために情報 システムを用 いるとか,地 域における取 引流通機

能の活性化のためのネ ットワーク システムなども,地 域経済の一体的発展に寄与 し,中 枢管理機

能の強化につなが るものといえる。

初年度 に行 った基礎調査の結果を取 りま とめる と,当 地域 では研究開発機能 を中心 とする中枢

管理機能の強化が重要な課題 と考え られ,研 究開発を促進させ るような情報 ネ ットワーク シス テ

ムの構築が必要で あるといえ る。

この ような情報 ネ ットワークを構築す るための方向性 として以下の3点 が指摘で きる。

(1)地 域 ニーズ即応型シス テム

現在,我 が国で流通 している数百にのぼ るデータベース を,地 域 のニーズに応 じた利用をす

るためには,デ ー タベース利用 のための支援体制が必要と考え られ る。 この支援体制は,デ ー

タベース検索 のための アプ リケーシ 。ン,再 編,加 工,分 析のためのアプ リケーシ 。ンと,検

索技術,デ ータベースに関す るク リア リング,問 題 に対す るコンサルテ ィングとい った幅広い

分野が考え られ る。また,デ ータベースの情報 を地元企業のニーズに近付けるためにはジ例え

ば,地 域企業で必要 とな るような情報項 目を予め各データベースか ら,検 索,再 編,加 工 した

二 次デー タベースの作成 なども検討すべ きであろ う。
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(2)FACETOFACEの 交 流 を生かせ るシステム

情報 メデ ィアは,人 と人 との出会いを代替 し,省 略する側面 と出会いを促進 し補完する側面

を持つ。地域 内オンライン・ネットワークの形成 は,地 域 における人 々の 交流 を促進させ ,新 た

な情報 を創造 させる ことに役立て るべ きである。そのためには,

① 相互 にデータの やりとりが可能な コミュニケーシ 。ン型(情 報交換型)の システム

② 手軽に利用可能 なシステム

で あることが必要である。 この ようなシステムの具 体的分野 としては,

① 地域内における技術移転,技 術複合 化の ための複数業界にわたる情報交流システム

② 地域内 における商品,製 品情報交換 に関するシステム

などが考え られ る。

(3)重 層 的ネ ットワークの形成

今後は,コ ン ピュー タの利用が一般化 し,コ ンピュー タ記憶媒体での情報の蓄積,流 通が飛

躍的に進む もの と考え られ る。地域外で作成 されてい るデータベースや,地 域において進め ら

れている各団体,機 関の情報サー ビスが,相 互 に競争 と補 完の関係を保 ちつつ,重 層的なネ ッ

トワークを形成 し発展 してい くもの と考え られ る。

2.2応 用 調 査

2.2.|調 査研究事項

応用調査では,基 礎調査の結果を踏まえ,よ り具体的 な分野 ・テーマを重 点的に取 り上げ,対

象情報の特性やシス テム構成上の問題点,オ ンライン情報流通 システムの具 体的実現形態のあ り

方について調査研究 を行 った。

即 ち,基 礎調査では,前 述の とお り中枢管理機能の うち,情 報化の進展に より東京か ら分散化

の傾向を強める機能 を効果的に受け とめっつ,地 元企業の独 自の情報 ネ ットワークを発展させ両

者を有機的に結合す ることに より,地 域経済の一体的発展を図 ることが必要であり,そ のために

は,当 地域では研究開発機能 を中心 とする中枢管理機能の強化が重要な課題 としてあげ られ,叉

情報面か らは,技 術開発に対す る地元企業の関心が高いことが 明確 となった。

そ こで応用調査では,研 究 開発を促進させ るような情報ネ ッ トワークシステムを構 築する方策

を中心に調査研究 を進める こととした。具体的には,「 研究開発情報ニーズの把握」,「 既存 デ

ータベースの利 用状況把握」 ,「 地域データベースの開発状 況 と今後の計画把握」,「情報源の把

握」,「FACETOFACEの 交 流を生かせ るシステムの技術動 向把握」,「 デー タベース ・ネ

ットワークの整備状況及 び公共機関に よる支援状況」などの事項 について行 った。、

2.2.2調 査 研究方法

「研究開発情報 ニーズ」,「 情報 源の把握」,「 既存 デー タベース ・オンライン・ネットワーク

の利用状況 と今後利用 したい分野」等については,郵 送方式に よるアンケー ト調査 を行 った。
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調査対象地域は東海三県(愛 知,岐 阜,三 重),対 象事業所は初年度の基礎調査か ら抽出した

自社企画開発製品の売上高に占める割合が多い(60%以 上)事 業所,及 び異業種間交流を通し

て研究開発を積極的に実施 していると考えられる事業所(技 術交流プラザ参加企業)と し,合 計

348事 業所 を選 び実施 した。 この結果209事 業所か ら回答が あり,回 収率は60%で あった

(表2'-2,図2-5)。

表2;2'ア ンケー ト調査回収状況

発 送 数 回 収 数 回収率(%)

県

別

愛 知 県 121 69
'57
.0

岐 阜 県 136 82 60.3

三 重 県 91 58 63.7,

合 計 348 209 60.1

回収総数=209
匿謡 構成比

料雄材 ル学 ム業鋼 鉄属般 気送 密 の造明

服 具紙漉製 石
出石品
版炭 具具呉 呉業

図2-5業 種別調査票回収状況

公共機 関に対 しては,ア ンケー ト調査項 目以外に,「 地域データベースの開発状 況と今後の計

画」,「 デー タベースの代行検 索と問題点」,「 ネ ットワークの利用状況 ・形態 と今後の動向」,

「他の機 関との協 力体制」,「 民間企業に対す る支援」を 中心 に,民 間 企業 につ いて は,前

3項 目を中心にそ れぞれ ヒアリング調査 を行った。

その他,「 情報 源の把握」,「 技術動向の把握」,「 データベース,ネ ットワークの整備」 等

について,各 種文献 ・資料に よる現状分析 を行 った。
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1

2、2.3調 査 研究結果

(1)研 究 開発情報ニーズ と情報入手チ ャネル'

研 究開発のための情報の入手状況は,「 会社概要 ・企業 情報」,「 経済指標」等の一般情報

及 び 「製 品情報」,「 部品材料情報」等の技術情報について,「 メデ ィア」,「 公的な入手先」,

「私的な入手先」に大き く分類 し複数回答に より調査 を行 った。全体的に見 ると 「製 品情報」

(847件),「 製 造加工技術情報」(808件),「 部品材料情報」(673件)な どの技術情報

の入手が,一 般情報 では,「 製 品の用途 ・利用状況」(646件),「 会 社概要 ・企業情報」

(582件),「 商 品市況」(491件)な どの入手が多 く見 受け られ る(図2-6)。
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図2-6研 究 開発のため に入手 している情報

入手先が 「メデ ィア」 の場合で も同様 な傾向とな っている。

これを 「公的な入手先」で見 る と,「 製品情報」(219件),「 製造 加工技術情報」(219件)

に次 いで 「研究機 関の研究内容」(191件)の 入手が多 くなっていることが特徴的で ある。入

手先別では,「 製品情報」,「 製造加工技術情報」は各種 研究会,講 演会,見 本市,展 示会や

業界団体か らが 多いのに対 し,「 研究機関の研究内容」は大学 ・研究機関との技術相談や国の

機関,地 方自治体 の機関が多 く,情 報の発生源に近 いところか らの入手 となってい る。

「私的 な入手先」で見 る と,「 製品情報 」(258件)と 「製品の用途 ・利用状況」(234件)

の 入手が多 く,自 社 の製 品が どこで,ど の ように使 われているのかを日常 の取 引企業 を中心に

同業種 ・異業種企業か ら独 自の入手チ ャネルで入手 していることが伺われる(図2-7)。
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研究開発のために入手 している情報(公 的 ・私的な入手先)図2-7
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研究開発のために入手 している情報(窯 業土石製造業)図2-8
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業種別 に見 た場合 には,大 旨,全 体的傾向に類似 しているものの,各 業種の特性 に応 じた情

報の入手 傾向 も見受け られる。

例えば,窯 業土石製造業では 「製品情報」に対するニーズが特 に多 くな ってい る(図2-8)。

陶磁器製 品の性格 として完成 品のデザ インがオ リジナルかど うかが製品開発の ポイン トになる

ため と考えられる。

電気機械器具製造業 では,「 部 品材料情報」を中心 として,「 製 品情報」,「 製 造加工技術

情報」,「 製造設備 導入 ・改善情報」に対す るニーズが多 くなっている(図2-9)。 部品点

数が 多 く,ま た,製 品 ・部品の技 術革新が早い業種のため製品 ・部品やその製造加工技術,生

産設備等に関する情報への関心が 高い もの と考え られる。

[劉 回答件数

複数回答有り)

答企案数=14
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図2r9研 究開発のために入手 している情報(電 気機械器具製造業)

輸送用機械器具製造業では,「 製造加工技術情報」 に対す るニーズが特 に高い(図2-10)。

繊 維衣服製造業では 「製造 加工技術情報」,「 生産設備導入 ・改善情報」,「 製 品情報」に

対す るニーズが強い。 また,「 部品材料情報」に対するニーズが比較的少な く,「 デザイン情

報」が多いのが特徴的で ある(図2-11)。

一 般情報で多 く入手されている 「製品の用途 ・利用状況」について見 ると,パ ルプ紙出版,

化学石油石炭,一 般機械器具,窯 業土石,輸 送機械器具などの取 引先企業の原材料,部 品 とな

るよ うな製品 を製造 としている業種 でのニーズの強さが 目立 っている。

情報の入手先別に見 ると,全 体 と しては 「新 聞」,「 雑誌」,「 各種研究会,講 演会,見 本
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研究開発のために入手 している情報(輸 送用機械器具製造業)図2-10
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研究開発のために入手 して'いる情報(繊 維衣服製造業)図2-11
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図2-12研 究 開発のためめ情報 の入手先
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皿1研究機関
国 持許
ロ デザイン

(複数回答有り)

回答企業数=202

O
a.b.c.d.e.f.g.h.i.」.k.1.m.n.o.p守q.r.s.t◆u.

新 テ 専 雑 便 特 規 学 各 大 国 業 経 デ 系 取 同 異 アン研 そ

聞 レ門 誌 覧 許格 会 種 学 ・界 済1列 引葉 栗 ケー究 の

書ピ

・
ラ

ジ

オ

・公書 ・研 ・自団団 夕企先種種 ト・者他

ハン報 ・研究研治体体 べ案企企 企モニの

Fフ等基 究会究体 等1業 業業 ター人

,ク 準機等機機 ス 脈

書関 関 関

●

図2-13研 究 開発のための技術情報の入手先
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市,展 示会」,「 専門書」,「 取引先企業か らの情報」が多い。また,入 手して いる情報の種類

としては,全 般的に一般情報 に比べて技術情報 の方が多いとい う結果が 出ている(図2-12)。

技 術情報の入手先 を見 ると,「 各種研究会,講 演会,見 本市,展 示会」,「 雑誌」,「 専 門

書」,「 新聞」,「 取 引先企業か らの情報」が 多い(図2-13)。 一 方,一 般情報では,1新

聞」,「 経済団体,金 融機関,調 査機関」,「 雑誌」,「 取引先企業か らの情報」,「 業界団

体」か らの入手が 多い(図2-14)。

閣 会社概要

麗圃経済指標

囲 商品市況
E二]金融市況
㎜ 製品用途
Eコ 人材

Eコ 八一け一

(複数回答有り)

回答企業数・・202

a.b.c.d.e.f.g.h.i,j.k.1.m.n.o.p.q.r.s.t.u.

新テ専雑便 特規学各大 国業経 デ系取同異アン研 そ

聞 レ門誌覧 許格全種学 ・界済1列 引葉菜ケー究 の

ビ書 ・公書 ・研 ・自団団 タ企先種種 ト・者他

ハン報 ・研究研 治体体 べ業企企企モニの

トブ等基究会究 体 等1葉 叢業e－人

ジ ック 準機等織 機 ス 脈

オ 書関 関 関

図2-14研 究 開発のための一般情報の入手先

■

ρ

なお,情 報の入手先 としては,「 取 引先企業か らの情報」,「 系列企業か らの情報」,「 同

業種企業 からの情報」,「 異業種企業か らの情報」 とい う私的な情報が比較的多い結果となっ

ている。また,「 業 界団体」,「 経済団体,金 融機関,調 査機関」,「 国の機関,地 方 自治体の

機関等」,「 大学 ・研究機関 との技術相談」の役割 も大きい。

今後特 に入手 したい研究開発のための情報 と しては,「 製造加工技術情 報」(49件),「 製

品情報」(43件),「 部 品材料情報」(33件)な ど現在入手 している情報 と同様,技 術情報

が多い(図2-15)。 また,現 在入手は少 ない ものの,今 後入手 したい とす る情報 と して

'「研 究機 関の研究内容 」(35件)
,「 共 同研究 パー トナー情報 」(26件),「 デ ザイン情報 」

(17件),「 人 材情報 」(16件)な どが目立 っている(表2-3)。
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図2-15研 究開発のために今後入手したい情報

〉

表2-3入 手 実績 ・入手希望情報

順位 現在入手している情報 今後入手したい情報

1 製品情報 製造加工技術情報

2 製造加工技術情報
.製品情報

3
-部 品材料情報

☆研究機関の研究内容
4 製品の用途 ・利用状況 部品材料情報
5 会社概要 ・企業情報 ☆共同 研究月一け一情報

6 生産設備導入 ・改善情報 生産設備導入 ・改善情報
7 商品市況 製品の用途 ・利用状況

8 研究機関の研究内容 ☆デザイン情報

9 経済指標 ☆人材情報ミ10

特許情報}特 許情報1

一'h
,外 部 に提供で きるとした情報は,「 製品情報」(20件),「 製 品の用途 ・利用状況」

(14件),「 企業概要 ・企業情報」-(9件)な どとなっている(図2-16)。 こめ ように,
'

入手 したい情報 と外部に提供できる情報 との間には大きなギ ャップがみ られる。

●
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図2-16外 部 に提供できる研究開発のための情報

,

(2)研 究 開発のどの段階で どの ように情報が使われ るか ♪

本アンケー トでは,研 究開発のために入手 している情報が,研 究開発の どの段階で,ど の よ

うに使われてい るのかを合わせて設問 した。

その結果は次の通 りで あった。

① 新製品開発企画段階

・研究開発テー マの設定 ・選 定 ・決定,方 向の決定

・市場 ニーズの反映

・ニーズ とシーズの融合化 ・

・開発 目標の設定

・新分野の開拓 、 .

・パ テン ト取得 案件 の活用(権 利範囲の確定)

・その他アイデア ・ヒン ト ….

② 研究開発段階

・新製品設計 ・機能設 計の決定や材料選定

・素材 開発の基礎実験

・部 品 ・材料の選定,試 作

・既存製品の改良
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・商品化

③ 生産段階

・製造加工技術 ・製造工程の開発 ・改 良 ・応用

・製造設備の計画 ・投資 ・選定 ・導入

・その他新製 品製造

④ その他

・市場調査 による消費者ニー ズの把握 ,シ ーズへの取 り込み

・需要予測

1同 業者 の動向把握

以上の ように研究 開発の各段階で様 々に利用されていることが明 らか となった。

(3)デ ー タベースの利用状況

現在 オンラインに より研究開発用にデー タベースを利用 している分野は,特 許(14件),

化 学(10件),食 品(6件)の 順 となって いる。代行検索 による利用は,特 許(29件),

化 学(9件),工 学/機 械工学(7件)の 順である。

研究開発用以外での利用は,オ ンライン,代 行検索ともに研究開発用 よ りも少 ない(表2-

4)。

主 なデータベースの利用をみる と,化 学工業,一 般機械器具製造業 を中心 に して,デ ータベ

ース利用分野の設問に回答 した企業 の約1割 が 日本科 学 技 術 セ ン ター(JOIS)
,(財)

日本 特許情報センター(PATOLIS)の デ ータベースをオンライン,又 は代行検索で利用

している。その他,(株)日 本経済新 聞社,(株)東 京商工 リサーチ,DIALOG等 の利用も一部に見 ら

れた。 しか し,全 般的 にデー タベースの必要性 は認めているものの,実 際の利用面では一部企

業 を除いて低い利用 といえ る。

また,東 海地域の昭和59年 度 のパスワー ド発行件数を全国 と比較 して見 ると,日 本科学技術情

報 センター(JOIS)245件(対 全 国 比8.0%),(財)特 許 情報 セ ン ター(PATOLIS)

156件(同8.2%)と な って おり,比 較 的低い利用率 となってい る(表2-5,2-6)。

デー タベースの今後の利用希望 分野は,オ ンラインでは,

① 特許

② 市場/商 品情報分野

③ 企業財務/企 業情報(日 本)

代 行検索では,

① 特許
'

② 工学/機 械工学

③ 市場/商 品情報

の順 となっている(表2-4)。

ltk・,デ ー タベース検索の専 門オペ レー タを置 いている企業は5社 とわずかであった。
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表2-4ー デー タベースの分野別利用状況 と今後の希望について

回答 企業数=124

(複数 回答有 り)

現在利用 してい るヂタや スの分野、

及びその利用形態
研究開発用に

一
テー抵一スの分野、
その利用形態研究開発用 研究開発用以外

①オ ン

ライ ン

②代行
検索等

⑤オ ン
ライン
④代行
検索等

⑤オ ン

ライ ン

⑥代行
検索等

我
が
国
で
利
用
可
能
な

デ
ー
タ
ベ

ー
ス
の

分
野
・

デ

ー

タ
ベ

ー
ス

数

(

通
産
省
「

昭

和
60

年

デ
ー

タ
ベ

ー

ス

台

帳
」

よ

り
)

(

続

く
)

一

般

1.全 般 65 1 4 1 3 11 9

2.新 聞/雑 誌/ニ ュース 68 3 6 4 4 13 13

3.人 物/機 関情報 43 3 4 10 10

4.行 政 34 1 1 2 3

5.法 律 32 1 1 1 6

6.政 治 14

7.そ の他 12

自

然

科

学

・

技

術

8.全 般 57 4 2 1 2 9 ,10

9.生 命学/医 学/薬 学/生 物 130 5 2 2 7 4

10.化 学 109 10 9 2 1 17 15

11.物 理/電 子/コ ンピュー タ 61 1 5 2 12 19

12.特 許 59 14 29 2 7 30 38

13.工 学/機 械工学 32 5 7 1 4 17 33

14.宇 宙/地 球/海 洋科学 30 1 1 4 1

15.環 境/水 資源 26 2 1 1 7 6

16.エ ネ ル ギ ー 24 2 1 7 7

17.農 学 17 5 2 正 1 4 4

18.気 象 14 1 2 1

19.金 属 i2 3 4 1 1 13 24

20.食 品 11 6 2 1 1 5 6

21.繊 維 8 1 4 2 9 8

22.数 学 6 2 1

23.そ の他 39 1

社
会
科
学
・

人
文
科
学

24.全 般 13 1 1 6 4

25.図 書館学/情 報科学 41 1 1 2 4

26.教 育 24 1 1

27.社 会学 ll

28.人 口統 計 8 3 5

29.歴 史 7 1

30.芸 術 7 1 1 2 3

31.心 理学 6 1
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回答企業数=124

(複数回答有り)

研究開発用に

一
テー恒一スの分野、.
その利用形態

現在利 用 して↓・るチータや スの分野 、

及び その利用 形態

研究開発用 研究開発用以外

① オ ン

ライ ン

②代行
検索等

③オ ン
ライ ン
④代行
検索等

⑤オ ン
ライン
⑥代行
検索等

我
が
国
で

利
用
可

能
な
デ
ー
タ
ベ

ー
ス
の

分
野
・

デ
ー

タ
ベ

ー

ス

数
(

続
き
)

32.言 語学 6 1 1

33.そ の他 16

ビ

ジ

ネ

ス

領 会,般 47 1 1 10 4

35.市 場/商 品情報 109 2 5 2F 3
ノ

29 27

36.経 済(世 界、外 国) 105 1 2 1 2 10 12

37.経 済(日 本)
「

21 3 4 11 15

38.企 業財務/企 業情報(世 界、外国) 90 2 1 3 1 11
ち

15

39.企 業財務/企 業情報(日 本) 43 1 3 4 4 18 25

40.金 融/証 券/為 替 レー ト 80 2 13 10

4L.エ ネ ル ギ ー 28 1 6
'7

42.通 信/放 送 23 1 2

43.農 業 15 1 1 1、 5 2

44.化 学 12 3 4 1 2 14 6

45.労 働 8 ∀ 6
、

46.建 築/建 設 7 1 2 1`

,

9 7

47.そ の 他 42 1

そ

の

他

48.辞 書/補 助プ アイル 、 12 1 1 ,3

49.地 名/地 図/住 所 7 1 1 6 2

50.そ の他 11
`

、

分 野 別 計

回答企業数=124

(複数回答有り)

研究開発用に
一
デタやスの分野、
その利用形態

現在利用しているヂタ心スの分野、
及びその利用形態

研究開発用 研究開発用以外

① オ ン

ライ ン

②代行
検索等

1

③オ ン

ライ ン

④代行
検索等

⑤ オ ン

ライ ン

⑥代行
検索等

一 般 4 15 5 13 37 41・

自 然 科 学 ・ 技 術 56 70
9、
27 145 178

社 会 科 学 ・ 人 文 科 学 0 3 0 ,3 15 20

ビ ジ ネ ス 11 22 11 23 ,!44 131

そ の 他 1 0 2 1 9 2

合 計 72 110 27 67 350 372
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表2-5日 本 科学技術情報 センター(」OIS)

.

項目
区分

パス ワー ド

発行数

シェア

(%)

処理件数 シェア
(%)

全国 3,051 100.0 673千 回 100.0

管内 302 9.9 60千 回 8.9

東海

北陸

245

57

8.O

l.9

48千 回

12千 回

7.1

1.8

注:北 陸 は、富 山県、石川県 、福井県、新潟県

資料:中 部科学技 術セ ンター調べ(昭 和59年 度)

表2-6(財)日 本特許情報 センター(PATOLIS)

項目
区分

パ スワー ド

発行数

シェア

(%)

全国 1,906 100.0

管内 184 9.7

東海

北陸

156

28

8.2

1.5

資料:中 部科学技術センター翻べ(昭 和59年 度末)

■

■

(4)デ ー タベース を利用する場合の問題点

(財)デ ータベース振興セ ンター(DPC)の 「データベース ・サー ビスに関するユーザー意

識調査」 に よれば,デ ータベースを利用 しない理 由の トップに 「利用の必要がない」,第2位

以下の理 由に 「必要 なデー タベースがない」,「 情報料金が高い」,「 利用の方法が分か らな

い」が上げ られて いる(図2-17
.)。

これは,全 国的 な調査結果であるが,本 調査 において もデー タベースを利用す る場合の問題

点 として,「 デー タベースの利用方法が分か らない」(58社 〉,「 デー タベースの利用料金

が 高い」(49社),「 欲 しい情報が どのデータベースにあるのか分か らない」(41社) ,

「オ ン ラインで利用す る場合の通信料金が高い」(39件)な ど利 用 方 法や コス トに対する問

題が多 く上げ られ た(図2-18)。 一

その他 デー タベースの利用方法に関連 して 「デー タベース間でキー ワー ドが統一 されていな

い」(27社),Tデ ー タベース間でコマン ドが統一 されていない」(18社),「 コマン ド,

キーワー ドを調べ るのに手間がかか る」(15社)が 比較的 多 く,使 い易いデー タベース シス

テムの開発が望まれていることがうかがわれる。また,「 欲 しい情報がとのデータベースにあるのか

分か らない」(41社)が 多 く,ク リアリング情報に対す るニーズが強いほか,「1つ のデー
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データベース を利用 していない理 由(多 重回答)図2-17

回答企業数=140
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が
複
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で
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る

ダ
引
け

ス
間

で

コ
マ
ン
ド
等
が

統

一
さ
れ

て
い
な

い

端
末
機
の
設
備
費
が
高
い

田

一
つ
の
亨
¶
け
ス
で
は

'別

必
要
な
情
報
が
得
ら
れ
な
い

欲
し
い
情
報
が
入

っ
て
い
な
い

笏

ダ
¶
け

ス
間

で
キ
ー

ワ
ー
ド
が

統

一
さ

れ
て

い
な

い

通
信
料
金
が
高
い
39

情
報
が
ど
の
チ
¶
」け
ス

に
あ
る
か
分
か
ら
な
い
、

件

70

デー タベースを利用す る場合の問題点図2-18
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■

タベースでは,必 要 な情報が得 られ ない」(24社)と い う問題 も多 く見受け られ る
。

次に研究開発のための情報 をデー タベースか ら利用 しようとす る場合の問題 点を見 ることに

す る。例えば,(財)フ ァインセラ ミックスセンターの「フ ァインセラ ミッ.クスデー タベー スシ

ステム調査研究報告 書(昭 和61年3月)」 によれば,大 学,試 験研究機関 か らの要望 として・

① 研究 目的に よって同 じ材料で も求めるデー タの項 目が相異する等,範 囲の広いデータが 求

め られている。また情報 の種類 も文字情報,数 値情報の他に状態図等の画像情報 も取 り揃 え

ることが必要である

② ファインセラミ ックスに関す るキー ワー ドが,現 状の技術,研 究の細分化,進 歩を充 分 フ

ォロー しておらず, ,検 索 に際 し効率が悪 く,不 必要 な情報が出て来 る。フ ァインセ ラミック

スに関するキー ワー ドを再整理,再 編成す る必要が ある

などが指摘 されて いる。

②については,今 回のア ンケー ト調査では,「 目的に応 じたキー ワー ドが整備されていない」

と設問 してお り',13社 が 問題 点 と して上 げ てい る。,こ の点に関 してはとア リングにおいて

も,「 データベースを利用す る場合,利 用の 目的に応 じた形で整理されてい老いため必要 な情報

が抜けることが ある」 との意見が聞かれた。 これ らの問題 点はデー タベー スを本格的に使込ん

だ人の意見 として重要 な点 と言え る。 また,① に関連して「一つのデータベースでは,必 要 な情

報が得 られない」,「 欲 しい情報が入 っていない」 などの設問 に対す る回答が多 く見 られ,広

範 な情報を網羅 したデータベースへ の強い要望が うかがわれる。
　
コ

⑤ オンライン ・ネットワークの利 用状況 と利 用する場合 の問題点

オンライン・ネットワーク化の状況 については,基 礎調査結果と同様,現 状ではネ ッ トワー ク

化 しているところは少な く,今 後ネ ットワーク化 しようとす るところが多い。今 回の調査では

さ らにオンライン・ネッ トワークの種類 をパ ソコンネ ットワーク(パ ソコンを用いたもの),

VAN(付 加価値通信網),専 用 のネ ッ トワークに分けて調査 してお り,現 状での利用は,パ

ソコンネ ッ トワー ク13社,次 いで専用のネ ッ トワーク8社,VANに つ いてはわずか1社 で あ

った。一 方,今 後の利用希望 としては,パ ソコンネ ット・ワー クは74社 と 多 く,VANで は

34社 と現状 に比べ きわめて 多 くな ってい る(図2-19)。

なお,パ ソコンネ ットワークの利用内容では,デ ー タベースをパソ コンに よリオ ンライン利

用 している企業が多 く,一 部にはパ ソコンネ ットワー クのホス ト局を開設 している企業 も見受

け られた。

オ ンライン・ネッ トワークを利用す る場合の問題点 として,現 在の利用や今後の利 用希望が 多

いパ ソコンネ ットワークについては,「 通信 ソフ トウェアを開発,又 は購入 しなければな らな

い」,「 通信可能な機種(パ ソコン,端 末機)が 限定され る」 とい つ問題 点が多 く出されてい

る(図2-20)。
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回答金葉数=103件

90「

ハ・ソコン・ネットリーク

'食 ●.`一^↓`.■ ・ 入 」

一

Wコ ンを用 いた もの)

.

__一 、

「,元 「

「

利
用

・ し
た
い VAN

・

(付加価値通信 網}
1

利'.

用
1

34
1
専用 のネ ッ トワーク

し
て (その他の もの)

:;
利用

し
て

利
用
し
た

`

巨 利
て用
い

18
1

13
い い

る 利

=
'「,.遣

る 8 用し

蟹難
1
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霧雪1い
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図2-19オ ン ライ ン ・ネッ トワー ク の 利 用 状 況

回答企業数=81
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図2-20オ ンライン ・ネッ トワークを利 用 す る場 合 の問 題 点(パ ソコン ・ネットワー ク)
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回答企業数=81
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図2-21オ ンライン・ネットワーク を利用する場合の問題点(VAN)
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図2-22オ ンライン・ネットワークを利用す る場合の問題 点(専 用のネ ッ トワーク)
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これに対 しVANで は,「 どのネ ットワークに加入 して よいか分か らない」,「 回線使用料

が 高い」などが問題点 として指摘 されてい る(図2-21)。 ま た,専 用のネットワークでは,

「回線使用料が 高い」が問題 点と して特に強 く出されてい ることが特徴的で ある(図2-22)
。

な お,パ ソコンネ ッ トワーク,VAN,専 用 のネ ットワークを比べ ると,パ ソコンネ ットワ

ークでは
,「 通信 ソフ トウェアを開発,又 は購入 しなければな らない」,「 通信 可能 な機種

(パ ソコン,端 末機等)が 限定され る」,「 通信速度が遅い」 とい う問題点が上位 に上が って

きて いる。

(6)地 域 デー タベースの状況

当地域 におけ る独 自のデータベースについては,文 献や ヒア リングに より実態 を調査 した。

自治体関係では,「 名古屋市中小企業情報セ ンター」,が当該 センター内の文献の所在情報のデ

ータベース化 を進めてい るの を始め
,「 愛知県産業 情報 センター」では,中 小企業関係の経営

・技術情報を掲載 した雑誌
,報 告書 など文献 デー タと,そ れ らの文献を利用できる図書館な と

の所在源データを中心に独自のデー タベースを構築中で ある。今後は,人 材情報 や個別企業情

報な どにもサー ビスを広 げる計画である。将来 は各企業 が自社のパ ソコンでデータを検索で き

る情報通信 ネッ トワー クを作るとしている。

その他,岐 阜県,三 重県 にも 「中小企業地域情報 センター」が地域における中小企業の情報

化 の拠点 として設け られ,情 報収集 ・加工事業,情 報創出事業,情 報提供事業等を行 っている。

各情報 センター も文献情報 を蓄積 した全国規模のデー タベースである中小企業事業 団の 「SM

IRS(中 小企業関連の文献,機 関団体情報)」 を導入 している。

業界団体では,(財)日 本陶磁器検査協会が,「JPIAセ ラ ミックス情報 サー ビス」を昭和

61年 春 か ら開始 している。当該協会は,輸 出検査法 による政府 の指定機 関として,陶 磁器の品

質検査 ・意匠確認事務を主 におこな ってい るが,加 えて,当 地域は セラミックス関連 の素材 ・

技術 ・商品に関する情報ニーズが強い ことか ら,情 報化対応策ど しノてセラミックス関連技術¢)

特 許情報,製 品情報,フ ァク ト情報,文 献情報の四分野について各種情報源か らデータを入 力

して情報サービスを開始 した ものである(図2-23,図2-24,)。 ま たi外 部データベース と

して,JOIS,'PATOLIS,DIALOG,BRSの 代 行検索や直接利用 をサー ビス し

ている。今後は,協 会加入の6,000企 業 の概 要 を収録 したデータベースをサービスできるよ

う準備中であるご

民間企業では,中 日新聞が昭和59年8月 にNTTのDEMOSを 通 じて,新 聞記事のオンラ

インデータベース 「ACE(エ ース)」 のサー ビヌを始めている。これは,一 般紙 に関す るニ

ュース ・シソー ラスの開発,新 聞記事 索引紙の開発などを踏まえて始めて可 能に なったもので

ある。

現在,計 画中の技 術関連のデータベース としては,(財)フ ァインセ ラミックス センターの フ

ァインセラミックスデー タベース システムが ある。当該センターの設立構想は,昭 和56年8月
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に産業構造審議会に報告された 「80年代 の東海北陸地域産業 ビジ 。ン」の中でニュー セラ ミッ

クスの研究促進の重 要性が指摘されたのを皮切 りとして,種 々の検討が重ね られた後,前 出の

「東海環状都市帯整備 計画調査報告書」(昭 和59年3月)に 「ファインセ ラミックス試験セン

ター(仮 称)」 の整備計 画 として盛 り込まれている。当該センターは,こ れ らの提言,整 備計

画や各種の準備 作業 を経 ℃ 昭和60年5月 にファインセ ラミックスに関する試験研究機関 とし

て名古屋 に設立 され た もので あ り,本 年4月 か ら業務を開始す る運 びとなった。具体的には,

① 権威ある依頼試験 の実施

② 試験測定方法 の標準化 ・規格化の促進

③ 試験機器の充実(試 験ニーズに応 じた適切 な試験機器)

④ 情報の収集提供

⑤ 人材 育成事業 の実施

⑥ 研究開発

などの機能を果 たす ことになっている。現在計画中の ファインセ ラミックスデー タベースシス

テムの構想図は図2-25の と おりで あり,シ ステムに対する要望 として,

〈データ内容面 〉

① 基礎的デー タ及 び範囲の広いデー タ

② フ ァク トデー タを中心に文献情報 も付加 したもので,製 造履歴,損 淀 の条件及び方法を含

めた最新の生 デー タ

③ 部品設計に役立つ焼結体特性や加工特性 のデータ

④ セラ ミックスの超微細構造,微 細構造のデータ

⑤ メー カー側の材料 デー タだけでな く,ユ ーザ側の セラミックス材料 を応用したい場合の要

求特性(コ ス ト面 も含む)を 幅広い用途分野の情報データ

⑥ 技術文献 特許情報のほか,業 界の需要動 向,新 製 品開発動向や製造設備,技 術指導者,

者,特 性試験 を行 う機関等の リス トなど

⑦ ファインセ ラ ミックスメー カーの得意 とする技術分野 の紹介

⑧ 各素材の使 用実績 データ ・,

⑨ ファインセラ ミックスに よる表面処理技術データ

〈質,管 理,サ ー ビス面〉

① データや情報の信頼性が 高い こと

② 常に最新のデー タ,情 報が収集されていること

③ 必要デー タ,情 報が迅速かつ容易に入手できること

④ 端末機によ リアクセスで き,画 像処理 も可能な こと

⑤ 検 索の代行サー ビス

などがあげ られてい る。

また,名 古室市は,技 術交流 を促進 し,融 合させるシステムとして,工 業研究所 内に 「技術精
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報交流 センター」の設置を計画 している。名古屋市産業活性化計画(昭 和62年3月)に よれ

ば当該 センターは,大 学や公設試験研究機関 との連携強化,異 業種交流の場の設定,最 先端技

術情報 提供 システムの形成 外部データベースの紹介及 びそのネ ットワーク化,大 学図書館等

の各種情報源 と連携 した産業技術電子図書館の設置 などを実現す るものであ り,名 古屋圏に お

け る技 術交流め中核基地をめ ざす もの とする と提言されてい る。 当該センターにおけ る技術情

報提供事業に関す る構想は図2-26の とお りである。

一般 的なデー タベース として計画中の もの としては
,「 中部情報ネ ットワークセンター(仮

称)」 構想(中 部経済連合会)が あけ られる。 当該セ ンター構想は

① デー タベース

② ネ ットワー キング

③VANシ ス テム

等の機能か ら構成され図2〒27の よ うな構想で準備が進め られている。

なお,全 国的 なシステムとしては,「 テクノマー ト」,先 進事例 として 「製品情報提供シス

テムの実用化 と研究開発」 を調査 した。

日本 テクノマー トは,昭 和60年8月 に設立 され,当 地域に おいては,名 古屋支部が昭和60

年10月 に設置 された。 テクノマー トは,セ ンター に登録 された情報を ビデオテ ックスに より,

地域間 の会員企業等 を相手 にオンラインでサー ビスす るもので ある。センターのデー タベース

には,

① 業種別売買希望技術情報

② 委託,受 託を希望 する研究開発情報

③ 委託,受 託を希望する生産 販売情報

④ 新製 品販売PR情 報

⑤ 販売を希望す る再利用機器 材料情報

⑥ 売買を希望す るコンピェー タソフ ト

⑦ 人材情報

等が登録 されてteり,会 員が技術情報 の登録,問 い合せを行 うことができる(図2-28)。

しか し,テ クノマー トは設立 されて間 もない こともあ り,会 員数 登録情報件数力沙 なく必ずし

も十分な機能が発揮 されてい るとは言い難い。今回の アンケー ト調査の中で も,も っと安 く利

用で きないか とい う切実 な意見がみ うけ られた。技術 的な問題 として,ビ デオテ ックスへの情

報入力技術が未 発達 のため,セ ンター一括 入力等に労 力,費 用がかかることが上げ られる。

製品情報提供 シス テムの実用化への研究開発 については,(財)関 西情報 センターか ら報告

書が 出されてい る。 この報告書によれ ば,当 該システムは,中 小企業が業務展開上必要不可欠

な情報,す なわち,製 品 ・技術に関す る情報,カ タログ情報等 をきめ細か く企業間 で相互 流通

で きる ような体 制の確立 を目指 したものである。

モデル システ ムでは,パ ソコンと文書フ ァイ リングシス テム(光 デ ィスク)を 組合せ,パ ソ
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コンに より,文 書情報(会 社概要 ,製 品に関する情報)を,文 書 ファイ リングシステ ムに より

,画 像情報(製 品 カタ ログをそのまま入力)を それぞれ制御 し,検 索表示する ものである。 この

システムの課題 として,業 種分類 コー ド,製 品分類 コー ド,キ ー ワー ドの設定作業が膨大にな

り,シ ス テム化 の検討が必要 とされていることが,叉,こ の ようなシステムをオ ンラインでサ

ー ビスするための課題 として
,現 在の通信技術では画像情報を伝達す るために多 くの時間 どコ

ス トを要す ることなどがあげ られている。
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(7)デ ー タベース の代行検索vak・け る問題点 と課題

デー タベースの利用方法 と しては,オ ンラインに よる直接利用 とともに,代 行検索による利

用が 多 く,今 後 も重要な利用方法 として位置付け られ ると考え られる。アンケー ト調 査結果に

よると,現 在の デー タベースの利用形態の64.1%は 代 行検索であ り,今 後 も51.5%が 利 用 し

たい としている。代行検索には,利 用契約や検索技術の修得が不要であるなどのメ リットが あ

るため,こ の ように普及 しているものと考え られ る。

代行検索は,地 域 内の中小企業情報センターや代行検索業者,あ るいは デー タベースサー ビ

ス業者 によ り行 われているが,代 行検索 を行 う側の問題点 と代行検索を利用する側の問題 点等

は以下の とお りである。

〈代行検索を行 う側の問題点〉

① 代行検索の依頼者か ら,ど の ような情報 を求めて いるのか をインタビューに より聞き出す

ことが必要である。 これには,多 くの労力 と時間がかか り,そ の費用負担 も大 きい。

② 代行検索者 は,複 数のデー タベースの中か ら利用者の情報ニーズに適合 したデー タベース

を選択 しなければ ならない。従 って,各 データベー スの詳細な内容 や構造,あ るいは検索方

法(コ マン ド,キ ー ワー ド,分 類 コー ド等)な どに対す る知識が必要 とされ る。

〈代行検索利用者側 の問題点 〉

① 代 行検索者 に,求 め る情報の内容について説 明す るため,面 談す るか,電 話等の手段で連

絡す る必要が ある。面談のためには,近 くに代行検 索者がいることが より便利である。一方,

電 話等では求め る情報の内容が正確に伝 わらない場合が ある。

② 検索結果に不要な情報が 多 く含まれていた り,求 め る情報が検索 されない場合がある。

③ デー タベースの利用料金 や通信費以外に代行検索者に対す る手数料が必要 とな リコス ト面

での問題 となっている。地域の中小企業情報 センター等 では,手 数料 を徴収 していないケー

スが 多い。

〈デー タベースの代行検 索に対す る今後の課題〉

① 地域 内の代行検索者 の量的拡大 と資質の向上

② 異 なるデータベースにおいて も利用可能な,地 域 の特性にあったシソー ラス ・キー ワー ド

・コー ド等の整 備,コ マン ド体系の整備

③ 代行検索に対する評価を高め,コ ス トの受益者負 担を図 ること

2.2.4ま とめ

研究開発のための情報 は,図2-29の よ うにそれぞれ の研究開発の各段階に応 じて多様に利

用 されて いる。特に新製 品開発企 画段階での利用が最 も多 く,製 品,研 究機関の研究内容,特 許

などの技 術情報を中心 に,商 品市況,経 済指標,製 品の用途 ・利用状況等の一般情報 を含む広い

範 囲の情報 を必要 としている。新製 品開発企画段階は,企 業 における中枢 管理機能を担 うもの と

して位置付 け られ,こ こでの情報格差がそのまま企業の将来を左右す るとなれば,当 然のことと

言え る。

また,研 究開発段階 では製 品,物 性,部 品材料,生 産段階 では製造加工技術,生 産設備 などの技
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術情報が必要 とされている。

新 製 品 開 発 企 画 段 階 そ の 他

テーマの設定 ・選定 ・決定
方向の決定
市場ニーズの反映
ニーズとシーズの融合化

目標設定
新分野の開拓
パテント取得案件の活用

アイデア、 ヒント

市場調査によ
る消費者ニー
ズの把握

シーズへのニ
ーズの取り込

み

需要予測

同業者の動向
把握

↓

研 究 開 発 段 階

←

←

←

←

新製品設計 ・機能設計の決定 ・材料選定
素材開発の基礎実験
部品 ・材料の選定
試作
既存製品の改良
商品化

↓

生 産 段 階

製造加工技術 ・製造工程の開発 ・改良 ・
応用

製造設備の計画 ・投資 ・選定 ・導入
その他新製品製造

↓

販 売 段 階

'

図2-29研 究開発の各段階と情報利用内容

▼ これ らの情報はマス コミなどの メデ ィア,国 の機関 ・大学などの公的機 関 さらには取引先企

業 などの独 自の入手 チ ャネルか ら収集 されているものの,オ ンライン ・ネットワークに よる収集活

動は,一 部の デー タベースのオ ンラインによる利用に とどま っている。 しか もこれ らのデー タベ

ースは全 国的 にサー ビスが行われている ものに限 られ
,当 地域 でのデー タベースサー ビスは一部

運用が開始されている もの もあるが,そ の他は計画中の ものが多 く,今 後の発展が期待されてい
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るところである。

デー タベースの利用が少ない原因 としては,提 供側では,我 が国 の デー タベ ー スサー ビスが

ス ター トして10年 と歴史が浅 いため利用ニーズに対応 したデータベースが整備 されていない こ

とが上げ られ る。 また.デ ータベース構築のた星)には コス ト負担が大 きい ことか ら,ま とまった市

場が要求される ことも普及 を遅 らせ る原因 とな っている と言える。

利用側の問題点と しては,デ 三 夕ペースの利用方法が わか らないプ利用が難 しい,費 用に比べ

効果が少 ない(多 様 な情報が得 られない,他 の方法でも よい)な どが代表的な ものである。

以上の ようた,今 回のテーマとして取 り上げた,研 究開発のための情報に関 しては,製 品,部

品 ・材料,製 造加工技 術などの詳細な情報ニーズがあるものの,こ れに比べ情報の供給側の整備
「

が遅れてい ると言える。

以上,要 約する と次の ようになる。

(1)研 究 開発情報 ÷一ズ

技術情報では製品情報,製 造 加工技術情報,部 品材料情報 などのニーズが特に強 く現れてい

る。 また,'一般 情報でも製品の用途 ・利 用状況,会 社概要 ・企業情報等に対す るニーズは強いこ

とが明確 となった。

(2)既 存 デー タベースの利用状況

今回のアンケー ト調査の結果,デ ータベースか ら情報 を入手 してい る企業は約1割 であ った

が,使 われているのは全国ベースの ものが 中心である。今後デー タベースを利用 したい意向は

かな りあ り,当 地域のデータベースの利用 も期待されている。

利用の際の問題点 としては,コ マン ド・キー ワー ドの統一化,ク リア リング情報の整備等に

よる使 い易いデー タベースの開発が望まれている。

(3)地 域 デー タベースの開発状況 と今後の計画

公的性格 を持 つデータベース,民 間の商用データベース とも,開 発が進ん でい る。 サー ビス

が開始 された もの もあり,今 後さらに充実 してい くことが期待で きる。その内容 としては,フ

ァインセ ラミ ックス,陶 磁器,地 域経済等,当 地域の地域特性を反映 した ものが多 く見受け ら

れた。

(4)情 報 源

情報 の入手方法 としては,新 聞,雑 誌,専 門書 などのメデ ィア経 由の ものが多いほか,各 種

研究会 も主要な情報 源 となっている。一方,取 引先企業,系 列企業,同 業種 ・異業種企業等の

私的情報 源も多 くの企業で利用 されている。 また,業 界団体,経 済団体,国 ・地方 自治体等の機

関,大 学 ・研究機 関も重要な情報源 と位置づけ られ,情 報提供体制の より一層 の整備が要請 さ

れてい る。

(5)ネ ッ トワークの利用状況

当地域でオンライン ・ネットワークを利用 している企業は約1割 である。今後利用 したいネ ッ

ト ワー ク と して は,パ ソ コ ン ネ ッ トワ ー ク に 対 す る期 待 が 多 い も の の,同 時 に,通 信 ソ フ ト ウ

ェアや通信可能 な機種の制約,通 信速度 などの問題点 も指摘されている。
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3名 古屋 大 都市 圏 オンライン ・ネ ットワークシステムの展 望 と課 題

3.1研 究 開発 促 進 の た め の 情 報 流通 の 在 り方

名古屋大都市圏の今後の新たな活性化 ・発展を図るためには,研 究開発機能を中心 とした中枢管

理機能の強化が必要不可欠である。そのためには,研 究開発を促進させるような情報ネットワーク

システムの構築が有効な手段としてあげられる。

3.1.1対 象 とす る情報の考え方

名古屋大都市圏は,輸 送機械工業に代表される加工組立型産業や繊維,陶 磁器等の産地産業の

集積地で あ り,こ れが当地域の特性 となっている。研究開発促進のための情報には,当 地域の特

徴的 な業種に共通化 した ものを対象に考え る必要がある。

これ ら研究開発促進のための情報は,大 きく技 術情報 と一般情 報に分類されるが,そ れぞれの

情報は,収 集 ・整備 ・蓄積 ・流通の形態,内 容,利 用 目的などに応 じて重層構造を成 していると

考え られる。た とえば,技 術情報には,フ ァインセラミックスに代表されるよ うな素材を中心 と

した物性情報や製 品 ・部品などの カタログ情報などがある。同様 に一般情報 にはプ企業概要 ・文

献情報(文 字情報)や 経済 指標(数 値データ,グ ラフデータ)な どがある。 これ らの情報は,単

一の業種 内での整備 ・'利用に とどま らず
,地 域内の複数の業種で広 く利用で きる ような仕組みを

つ くり,又,使 い易 く加工す ることによグ 付加価値が より一層 高まるものである.(図3-1)。

'

亨

3.L2整 備 すべ き情報 と必要機能

本調査研究で行 ったアンケー ト調査や ピア リシグ調査等の結果,製 品 ・製造加工技術 ・部品材

料等 に関す る情報や,製 品の用途 ・利用状況 ・会社概要等の情報 に対する情報 ニーズが高か った。

それ らの情報源 としては,新 聞 ・雑誌 ・専門書等の他,取 引先 ・系列企業 ・同業 ・異業種企業等

の私的情報源や,'業 界 ・経済団体,行 政機 関,大 学 ・研究機関が あげ られていた。なお,デ ータ

ベースやオ ンライン ・ネットワークへの期待は大きい ものがあるが,コ ス ト,コ マン ド・キー ワー

ドの標準化,ク リア リング情報,通 信 ソフトウェア,通 信可能機種の制 約,通 信速度 等に関する

問題点も多 く聞かれた。

以上の ことか ら,製 品:製 造 加工技術 ・部品材料等,地 域ニーズに基 づ く情報 を整備す るとと

もに,必 要機能 を整備す る必要 がある。

この ような視点か ら,情 報ニーズ,必 要機能面か ら名 古屋大都市圏におげ る研究開発情報流通

のあり方の概念図を描 くと図3-2の よ うになる。 これは,ニ ーズに基 づき整備 され た情報群 を

中心 として,こ れ らの情報群を収集 ・整備 ・提供するための

① 利 用者 に対するサー ビス機能

② 地 域内の情報収集 機能

③ 地域外の情報 を地域 内のネ ットワークへ取 り込む機能
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図3-2名 古屋大都市圏における研究開発情報流通概念図

一223一



の3つ の必要機能と,情 報の発生源 ・提供者,利 用者としての

① 地域内の情報利用者"

② 地域内の情報提供者

③ 地域外の情報提供者

との関係を示 したものである。
i

それぞ れの必要機能の内容は以下の通 りである。

〈利用者 に対するサー ビス機能(利 用者 インター フェイス)〉

① ク リア リング機能,

デー タベースの利用に際 し,希 望す るデー タベースの所 在,内 容,料 金,使 用条件などに対

して適切 な案内がで きなければ ならない。 より高度 なもの としてはデータベースの内容の評価,

ア クセス方法,複 数データベースの統合使 用の可否 なとの案 内も行 うべ きで ある。

② 検索機能

デー タベース間で コマン ドやキー ワー ド・コー ドが統一 されて おり,異 なるデータベースで

も,同 じ操作性 ・利 用方法 を持 たなければ な らない。なお,キ ー ワー ド・コー ドについては,

当地域 の産業構造 等の地域特性 に適 した もの とす る。さ らに高度な検索機能 とす るためには,

当地域 内外 に物理的に分散 しているデータベースをネ ットワークで結合 して一つの統合された

デ「 タベース として利 用で きる ような仮想デー タベース機能 も必要 である。

③ カ[江機能

従来 の数値デー タの加工機能のほか,文 字デー タや図面 ・図形データに対する分析 ・加工機

能 も必要である。又,こ れ らの データを組合せて利用で きる機能 も必要 とされる。

④ 取出 し機能

検索,加 工 された情報 を利用者のパー ソナルデータベー ス等にダ ウンローデ ィングを行 うな

として,利 用者独 自のデー タベースを構築 した り,さ らに詳細 な加工 ・分析 を行 うための取 出

し機能が必要である。

〈地域内の研究開発情報 の収集 機能 〉

① 蓄積 機能

会社概要 ・企業情報,製 品情報,部 品 ・材料情報,製 品の用途 ・利用状況など企業内の情報

を,公 的情報 としてデータベース に蓄積で きるよ うな機能 ・体制 を整備 しなければな らない。

一方,経 済指標,研 究機関の研究内容,商 品市況等のデー タについては,国,自 治体,研 究機

関,業 界団体それぞれが,デ ータの発生源に おいてデー タベー ス化 し,サ ー ビスできるよう整

備する ことが必要で ある。さらには,発 生源 ごとのデー タベースの内容 を組合せ て加工 し,二

次加工 情報 として蓄積で きる機能やそのための体制整備 も必要である。

② 更新 機能

研究開発のための情報は,信 頼性が高 く,か つ,最 新な ものでなければならない。 このため

には,そ れ らの情報 を蓄積すべ き者がその発生源で容易に,確 実にデータを更新 できる機能が
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必要で ある。なお,情 報の保護機能や内容の信頼性等 に対す るチ ェック体制 も必要 となろ う。'

〈 地域外の研究開発情報を地域内のネ ットワークへ取 り込む機能 〉

① 再編加工機能

全国的 なデー タベースや海外のデータベー スなどのデータの うち,当 地域で必要 とされる研

究 開発情報 を,当 地域で利用 しやすい形に再 編加工 して取 り込むための機能が必要である。そ

のためには,予 め各デー タベースか ら必要な情報を取出 して再編加工 し,二 次加工 データベー

ス として蓄積す る機能や体制の整備などが必要 となる。

3.1.3研 究 開発情報ネ ットワークの階層構造 と形態

研究開発のための情報をオンライン・ネットワークにより名古屋大都市圏内に流通 させ る場合,

その ネ ットワークは階層的に,そ れぞ れの 目的 に応 じて構築されてい くと考え られ る(図3-3)。

オンライン ・ネットワークの階層は,

① 企業単位のネ ットワーク(本 支店間の情報流通)

② 取引先等 とのネ ッ トワーク(元 請 ・下請会社,系 列会社間の情報 流通)

タ

ダ

業界団体A

業界団体B

＼

他地 域内

ネ ッ トワーク

業
界
ネ

地

域

内

ネ

ッ
ト

ワ

ク

地 ＼

地域機関A

地域機関B

他地域内

ネッ トワー ク

図3-3研 究 開発情報 ネッ トワークの階層構造
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③ 業界内のネ ットワーク

④ 業 界間の ネ ットワーク

⑤ 地域内の ネ ットワーク

⑥ 他地域 とのネ ットワーク

(業 界団体内の各企業間,及 び業界団体と会員各企業間

の情報流通)

(異 なる業界団体,異 業種企業間の情報流通)

(名 古屋大都市圏内企業,団 体,行 政機関,大 学 ・研究

機関間の情報流通)

などの様 々な レベルの ものが 想定され る。そ して,そ れ らの階層構造的ネ ットワークが充実 し,

有 機的に結合す ることにより,当 地域内の情報流通はその効果を最大に発揮す ることとなる。

なお,研 究開発のための情報は,企 業 間や研究者の人脈 などによる私的 な情報源か ら入手 され

るものもかな り多い。 これ らの情報の流通のためには,FACETOFACEの 交流 を生 かせ る

ネットワークシステムとなる ように構築 してい くことが必要である。

この ような情報流通のための機能やオンライン ・ネットワークを実現す ることに より,名 古屋大

都市圏におけ る研究 開発情報の整備 ・蓄積,流 通の形態は次の ようになる。

当地域 内各事業所の現場 レベルで発生 する情報 は,ま ず企業内の情報 システムに取 り込まれ,

事業所内や本支店間 に流通 してい くとともに,必 要に応 じ元請 ・下請会社,系 列会社へ も流通す

る。 これ ら情報の うち,業 界共通情報 として整備 ・流通できる ものや,す べ きものが デー タベー

ス化 され,業 界内の ネ ットワークを通 して流通する こととなる訳 であるが,そ れ らには他業 界に

おいて も有益 な情報が多 々あ り,当 然,業 界間ネ ッ トワークに より流通す るこ ととなる。又,名

古屋大都 市圏内に所在す る国 ・地 方自治体等の機関や,大 学 ・研究機関に おいて もデータベース

やオンライン・ネットワークが整備 され,当 地域内の事業所等に対 して広 くサー ビスされる。 この

ように流通す る地域 内の情報や,地 域外か ら入手 した情報 は必要 に応 じて再編加工され,当 地域

共通 の資産 として蓄積 される。 これ らのデー タベースやオンライン ・ネットワークのほか,商 用の

デー タベース等が各 々のデー タを補完 しあいつつ有機的に結合 し,研 究開発情報 ネ ットワーク と

して機能する。

3.1.4情 報 創出 と情報 発信

研究開発情報 ネ ットワークの充 実を図 ることに より,業 種区分を超えた情報,研 究開発 に有用

な各公的機関などか らの情報,さ らには他地域か らの情報の収集力が,質 ・量の両面において従

来以上に向上 する。当地域の情報収集 力の 向上は,地 域 内で発生 した情報 と他地域か ら収集 した

情報 との融合 を促 し,新 たな情報 を創出す る機会を作 ることとなる。 この創出された情報が,研

究開発情 報ネ ットワー クを通 して蓄積 ・流通す ることに より,当 地域全体の研究開発機能を増 々

強化することとなる。又,蓄 積された研究開発情報は,全 国的 なネ ットワーク シス テムや他地域

の各種 情報ネ ットワーク,あ るいは従来の情報提供手段等に より当地域か ら発信 され る。 このよ

うに,情 報の収集力の向上を図ることは,情 報創 出,情 報発信機能を強化す ることとな り,周 辺

地域や他地域に対す る影響力を相対的に高めてい くもの と考え られる。

■

一226一



以上の ように,研 究開発情報ネ ットワークの充実を図ることは,当 地域全体 としての研究 開発

機能を中心 とした中枢管理機能の強化の一助 ともなる。又,各 企業が互 いに補完 し合 い結びつ き

を強めるほか,新 たな分野への進出や,先 端的技術 ・技術複合化への対応 を促 し,今 後の当地域

の活性化や新たなる発展 を促す こととなる。

3.2具 体 的 方 策

名古屋大都市圏の今 後の新たな活性化 ・発展を図るためには,研 究開発 を促進 させる ような情報

を,適 切に収集 ・蓄積 ・流通させ る ようなオン ライン ・ネットワークシス テムを構築 しなければ なら

ない。 これを実現するために は,ま ず,'

① ニーズに基づ く情報の収集機能

②FACETOFACEの 交流 を生かせ るネ ットワーク シス テム

③ 利便性 を考慮 した利用者インターフェイス

④ 情報流通拠点相互間に おけ る連絡 ・交流 ・調整体制

について整備 を行わなければな らない。

4

3.2.1ニ ー ズに基づ く情報の収集機能の整備

情報の収集 については,情 報 の信頼性,コ ス ト,迅 速性な どの点か ら,情 報の発生源に近い と

ころで整備 ・提供す ることが適 当である。

このよ うな視点か ら,研 究開発のための情報の発生源 とその種類を整理 した ものが表3-1で

ある。研究開発用情報の ニーズは,各 企業単 位で発生す るものをは じめ,業 界団体 ・経済団体

大学 ・研究機関,行 政機 関で発生す るものが多い。

各企業単位で発生 する情報の中には,既 存の商用デー タベースなどでサー ビスされてい るもの

(製 品 ・材料 ・部品情報,企 業情報等)も ある。 しかし,こ れ らの情報 は,デ ー タベース作成機

関が新聞記事や カタ ログ等を集 中的に収集,加 工,蓄 積 して全国を対象 としてサー ビスを行 って

いるものが 多い。この ようなデータベース作成機 関に よる集 中収集方式は,構 築 コス トが高 く,

労 働集約的であるた め,経 済性 を確保す るには大きな市場が要求され る。又,一 部公的機 関で も,

製 品情報や企業 情報 を蓄積 ・提供するため,企 業か らカタログ等 を収集 した事例があるものの,

継 続的にサー ビスを行 うためには労力がかか りす ぎるなどとい う問題 点 も指摘 される。従 って,

地 域で集中的に情報を収集 ・蓄積す るようなデータベース を構築す る場合 には,利 用ニーズが高

く,か つ頻繁な利用が見込 まれ る情報 を集め るなど,運 用コス トに見 合 うだけの利用者 を確保 し

なければ ならない。 これに対 して情報の発生源に より近い所でデー タの入 力 ・更新 をする分散収

集方式は,コ ス ト面の低減が 図 られ,さ らに情報の信頼性,迅 速性 の点に おいて も大 きなメ リッ

トがある。そ こでこれを実現す るためには,情 報 の発生源であり,か つ利用者で ある各企業に と

って,製 品 ・部品情報や企業情報 などを簡便 に入力 ・更新 ・蓄積 ・流通 ・利用す ることがで きる

ようなオ ンライン・ネッ トワー ク,ソ フ トウェア等の構築が必要 となろ う。 しか し,こ の ような分
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表3-1研 究開発のための情報の発生源とその種類

情報の発生源 情報の種類

各 企 業

.

製品情報、部品 ・材料情報

会社概要・企業情報

製品の用途・利用状況

製造加工技術情報

業界団体 ・経済団体 商品市況(業 界内の統計情報)

製造加工技術情報

デザイン情報

共同研究内容

大学 ・研究機関 研究内容 ・結果

行 政 機 関 経済指標等の統計情報

特許情報

技術関連の施策内容

散収集方式には,ア ンケー ト調査の結果で も明 らかなように,情 報の利用者 と提供者間にギ ャッ

プがあるために,片 寄 った情 報のみが蓄積され る危険性 を併せ持 っている。 この点が,今 後シス

テムを運用す る段階での課題 としてあげ られ る。

一方
,業 界団体 ・経済団体,大 学 ・研究機関,行 政機関では,従 来か ら新聞,業 界紙,そ の他

書誌,説 明会等,様 々な方法 で内部発生情報 を外部に提供 しているが,今 後はオンライン ・ネ ッ

トワークに よる情報提供 も積極的に行 うよう,体 制整備 を図 る必要がある。

3.2.2FACETOFACEの 交 流を生かせ るネ ットワークシステムの構築

最近の情報処理技術,通 信技術の発達には著 しい ものが あり,ネ ットワーク シス テムを構築す

るハー ドウェアや ソフ トウェアについて も,そ の時点で最適な もの を選択す るべきである。当地

域におけ る研究開発情報の流通のためには,FACETOFACEの 交流 を生 かせ るネ ットワー

クが必要であるが,現 在の ところ,最 近,企 業 に普及がめざま しいパ ソ『ンを利用 したネ ッ トワ

ークが適 当である といえ る
。 つま り,公 衆電話 回線によるパ ソコンネ ットワーク,地 域VAN・

広 域VAN等 を活 用 したパ ソコンネ ットワークなどを活用 して構築する ことが,比 較 的実現 しや

すい方法であると考え られ る。

なお,こ の ようなネ ッ トワークシステムは,一 定規模の利用者が頻繁に利用する ことに より発

展す るものである。従 って,そ の運用開始 にあたって,利 用価値 の高い情報 を予め整備 してお く

こと,及 び標準化 されたプ ロ トコル,操 作方法 などによ り使い易いシス テム とすることが重要 な

ポイン トとなろ う。
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3.2.3利 便 性 を考慮 した利用者 インターフェイスの研究 ・開発

地域内 の情報や地域外か ら取 り込んだ情報を より有効に活用するためには,使 い易 い利用者 イ

ンターフ ェイスが必要である。そのための方策 としては,利 用 したいデー タベースの所在 ・内容

・料金 ・使用条件などのク リア リング機能の充実 や
,デ ー タベースの コマン ド,ネ ットワークの

通 信プ ロ トコル等の標準化があげ られる。 この標準化にあたっては全 国レベルの標準化の動向を

考慮 しつつ,汎 用性の高い既存の ものを基に して,当 地域の標準方式 を定め これ を推奨す る方法

や規格化を図 りこれを普及させ る方法 などが あげ られる。叉,キ ー ワー ド・コー ドについては 当

地 域の特性に あった もの を作成す るとともに,利 用者の意見 を取 り入れて改良 して行 くことに よ

り,地 域 内で作成 されたデー タベー スの同一 コマン ド,キ ー ワー ド・コー ドによる検 索が可能 と

なるほか,異 機種間の通信 も可能 となる。

なお,既 にサー ビスされてい るデー タベースや他 地域のデータベースを有効利用す るため には,

この標準的 なコマン ド,キ ー ワー ド等 で利 用で きるよ うな仮想データベースの調査 研究 も必要で

ある。

●

3.2.4情 報 流通拠点相互間におけ る連絡 ・交流 ・調整体制の整備

以上の ような,情 報の収集機能,オ ンライン ・ネ ットワーク,利 用者 インターフェイスを研究

・開発 し,提 供 ・維持するためには地域 内に研究開発促進のための情報管理 ・流通の拠点 となる

機構が必要である。 この機構では,よ り利用 しやす いデー タを提供するためVADB(Value

AddedDataBase)を 構 築すること,即 ち,当 地域で必要 とされ るデー タを予め地域 内外

の各データベースか ら検索 し,こ れ をグ ラフ化,定 期刊行物 タイプへの加工,業 種別の編集 を行

うなどして蓄積 したデータベースを構築する ことが必要である。

当地域 における研究開発促進のための情報管理 ・流通の拠点 となる機構 としては,既 に技術情

報全般の拠点 として ㊥ 中部科学技術セ ンターや名古屋市工業研究所の技術情報交 流センター,

フ ァインセ ラミックス関係の技 術情報 の拠 点と して 側)フ ァインセ ラミックスセ ンター,中 小企

業者のための一般情報の拠点 として各 自治体の中小企業地域情報センター等が設立 ・構想されて

い る。その他,地 域の一般情報の流通 促進のための中部情報ネ ットワークセンター(仮 称)構 想

が あるほか,各 業 界団体の情報化への取 り組みの強化 も行われている。 これ ら各機 関 ・センター

単 独で,地 域企業の多種 多様 な情報 ニーズに対応す ることは困難 と考え られ,相 互 に連絡 ・交流

を密 にして総合的に研究開発促進のための情報 流通 を推進することが必要 と考え られ る。

しか し,地 域独 自のデー タベース等の構築 と,そ の運用初期にあっては経済的負担が大 きい こ

とか ら,政 策的支援への要請 が強い。

そ こで行政機関においては,内 部発生の行政情報を整備 し,国 民共 有の情報 資源 として広 く民

間 に提供す るための体制 を確 立す るとともに,前 述の各機関 ・センター等に対 する支援 ・調整 を

強化する必要がある。

なお,名 古屋大都 市圏における研究 開発のた めの情報流通 ネ ットワークの維持 ・運営や情報の

利用につ いては,受 益者負担 を原則 とし,市 場 において,適 正価格に よる自由な公正競争が展開
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され ることが重要で ある。 しか し,や や もすると情報の入手 の必要性 ・重要性に即 した対価の支

払 いに対す る意識が必ず しも高いとはいい難いので,情 報が経済財で あることにつ いて意識 を改

革す ることも今後の課題である。 また,情 報の東京集中化 を当黙視 しがちであるが,む しろ,地 域

特性に応 じた分散化 と産 ・官 ・学における役割分担をそれぞれの立場で検討することも地域活性

化の観 点か ら意義の あることである。

⑱
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資料1
研 究 開 発 促 進 の た め の 情 報 流 通 ア ンケ ー ト調 査

昭和61年10月
名古屋通商産業局

唖
近年、産業 ・社会 ・生活のあらゆる側面で情報化が急速に進展しており、産業の情報化、情報の産業化、経済のサービ
ス化等、産業構造に創造的インパクトを与えています。一方、我が国有数の生産基地である当地域(名 古屋大都市圏)が

今後新たな発展を図るためには、地元企業の先端的技術 ・技術複合化への積極的な対応や新たな成長産業の開拓等が不可
欠となっています。そのためには、研究開発機能を中心とした中枢管理機能の強化が必要であり、情報化の進展を踏まえ
て考えると、 「研究開発促進のための情報流通」の推進が重要な一手段として挙げられます。
この 「研究開発促進のための情報流通」のあり方を検討する基礎資料として、地元企業が研究開発を進める上で収集し
ている情報は何か、どのような情報システムを必要としているか等を調査します。

闇
1.イ ンク又 はボールペ ンで御 湿入下 さい。

2.記 入欄 には○印 をつ けるもの と、数字 又 は具体的 内容 を記入 していただ くものがあ ります。御記入 に当た って は、お

間違い のないよ うお顕 します。

3.こ の ア ンケー ト調 査 は、 「研究 開発促 進の ための情 報流通」を検 討す る基礎 資料 として用 い、調査結 果を個別 に公表

す ることはあ りませ ん。御記入 に 当た って は、 ありのま まにお答 え くだ さるよ うお願 い します。

4.本 調査票 は、10月31日 まで に、同 封の返信用封 筒に入れて 投函 して下 さい。

5.本 調査 の内容等不 明な点 について は下 記の連絡先 にお問い合わせ 下 さい。

連絡先 名古屋市中区三の丸2.-5-2
名古屋通商産業局 総務部情報管理室

電話(052)951-2551
内線219

本 ア ン ケ ー ト調 査 に は 、 研 究 開 発 部 門 の 方 に 回 答 し て 頂 く
よ う お 願 い 致 し ま す 。
関 連 部 署 が あ る 場 合 は ま と め て 回 答 し て 下 さ い 。

ア ンケー ト記入者
所 属 部 課 氏 、 名 連絡先電話番号

1.貴 社の概要 について

●

●

会社名
売上高全体に占める自社開発製品の割合

(今後 の方針)

[該 当す る もの一つ に

○ 印をつ けて下 さい〕

増やしたい
現状維持
縮小したい

業種(日 本標準産業分類の中分類)〔 該当するもの一つだけに○印をつけて下さい〕

12.食 料 品製造業 20.化 学 工業 28.金 属製品 製造業

13.飲 料 ・飼料 ・た ばこ製造業 21.石 油 製品 ・石炭 製品製造業 29.一 般機械 器具製造業

14.繊 維 工業 22.プ ラス チ ック製品製造業 30.電 気機械器具製造業

15.衣 服 ・その他の繊維製 品製造業 23.ゴ ム製品製造業 31.輸 送用機械器具製造業

16.木 材 ・木製 品製造 業 24.な め しか わ ・同製品 ・毛皮製造 業 32.精 密機 械器具製造 業

17.家 具 ・装備 品製造業 25.窯 業 ・土石 製品製造業 33.武 器 製造業

18.パ ル プ ・紙 ・紙加 工品製造 業 26.鉄 鋼業 34そ の他の離 婁

19.出 版 ・印刷 ・同関連 産業 27.非 鉄金属製 造業

xx.製 造業以外(案種名:}
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ll.研 究開発 の ために入 手 して いる情報、入 手 したい情 報、及 び提供で きる情報 について

[該当する箇所に○印をつけて下さい]

(複数回答可)

.

研 究 開 発 の た め の 情 報

①
会
社
概

要
企
業
情
報

②
経
済
指
標

⑤
商
品
市
況

④
金
融
市
況

⑤
製
品
の
用

途
利
用
状
況

⑥
人
材
情
報

⑦
共
同
研
究

開
発
パ

|
ト
ナ
1

情
報

⑧
製
品
情
報

1

⑨
部
品
材

料
情
報

⑩
製
造
加
工

技
術
情
報

⑪
生
産
設
備
導

λ
改
善

情
報

⑫
研
究
機
関
の

研
究
内
容

⑬i⑭

特'デ

許:ザ

情:イ

報:ン

、情

i報

⑮
そ

o

竺

}

iー
一

1
・

現
在
入
手
し
て
い
る

a.新 聞 ;
b.テ レビ ・ラ ジオ

!

c.専 門書

d.雑 誌

e.便 覧 ・ハ ン ドブ ッ ク

f.特 許公報等
丁

9.規 格書 ・基 準書等 ,

h.学 会 ・研究機 関等の 出版物 l

l

i.各 種研究会、 講演会、 見本市、展 示会
;

j.大 学 ・研究機 関 との技術 相談 i
k.国 の機関、地方 自治体 の機関等

1.業 界団体
`

m.経 済団 体、金融機 関、調 査機関
|

n.デ ータベ ースの情 報

o.系列企業からの情報(親 会社等)

'pl取 引先 企業か らの情報

q.同案種金葉からの情報
・

i

r.異業種金葉からの情報
!

}、

s.ア ンケ ー ト;モ ニ タ ー情 報 i
t:研究者の人脈的情報 }'
u.その他()

1

2.今 後入手 したい(特 に入 手 した い もの)

3.外 部に提供 できる i

これ らの情報 は、研 究

開発 のどの段階 で、ど

のよ うにお使 いですか
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口

q

田.デ ータベー スの利用状 況について

現 在 利 用 して い るテ三夕ベースの 分 野 、 廟 究開発用`こ ・
[該 当する箇所に○ 印をつけて下 さい]-

(複数回答 可)
及びその利用形態 巳 後利用したい

テー妖 一スの 分 野 、 層

研究開発用 研究開発用以外
.・ ■.」

その利用形態
`

① オ ンi② 代行
ライ ンi検 索等

.

` 1

麗 爆 曇1㌍鴻 袋2
～
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[該 当する箇所 に○ 印を つけて下 さい]

(複数回答 可)

現在 利用 してい るチータやスの分野、

及びその利用形態

直

、▲

i研究開発用に
今後 利用 したい
データベースの分野、

その利 用形態研究開発用 研究開発用以外

①オ ン

ライ ン
②代行
検索等

⑤オ ン
ライ ン
④代行
検索等

⑤ オ ン

ライ ン
⑥代行
検索等

我
が
国
で
利

用
可
能
な
デ
ー
タ
ベ

ー
ス
の

分
野
・

デ

ー

タ
ベ

ー
ス

数

(

続
き
)

32.言 語 学 6

33.そ の他 16

ビ

ジ

ネ

ス

34.全 般 47

35.市 場/商 品情報 109

36.経 済(世 界、外 国) 105

37.経 済(日 本) 21

38.企 業財務/企 業情報(世 界、外国) 90

39.企 業財務/企 業情報(日 本) 43

40.金 融/証 券/為 替 レー ト 80

41.エ ネ ル ギ ー 28

42.通 信/放 送 23 〕

43.農 業 15

44.化 学 12

45.労 働 8

46.建 築/建 設 7

47.そ の 他 ・ 42

そ

の

他

48.辞 書/補 助 フ ァイル 12

49.地 名/地 図/住 所 7

50.そ の他 11

現在利用しているデータベース名又は
代行検索業者名を記入して下さい

、

可

■

レ

デー タベース検索 の専門オ ペ レーターの有無[該 当す るものに○をつ けて下 さいユ 1.い る2.い な い;

データベースを利用する場合の問題点[重 要な問題点と思われるものに○をつけて下さい〕(複 数回答剛

1.デ ータベー スの利用方法 が分か らない 9.デ ータベー スの利 用料金が高 い

2.デ ータベー スの利用方法 が複雑 であ る 10.オ ンライ ンで利用 す る場合 の通 信料金が高 い

3.デ ータベー ス間 で コマ ン ド等 が統一 されて いない 11.端 末機 等の設備 費が高 い

4.デ ータベ ース間 でキ ーワ ー ドが統 一 されて いない 12.欲 しい情報 が入 ってい ない

5.目 的 に応 じたキー ワー ドが整備 されて いない 13.欲 しい情報 がどのデ ータベー スに あるのか分か らない

6.コ マ ン ド、 キー ワー ドを調 べるのに手間 がかか る 14.一 つのデ ータベー スで は、必要な情報 が得 られ ない

7.専 門の検索技術者が必要である 15.デ ータベ ースの利用契約 が繁雑で ある

8.適 当な代行検索機関等がない 16.そ の他()
1

ソ

ー234一



,

¶

IV.オ ンライ ンネ ッ トワークの利 用状 況 について

[該当する箇所に○印をつけて下さい〕(複 数回答可)
オ ンラ インネ ッ トワー クの利 用状況

1

①利用 してい る ②利用 したい

オ ン ラ イ ン ・
・ネ ッ トワー ク

の 種 類
'

a.パ ソ コ ン ・ネ ッ トワ ー ク(パ ソ コ ンを 用 い た も の)

b.VAN(付 加価値通 信網) …

c.専 用 のネ ッ トワーク(そ の他 の もの)
…

[重要な問題点と思われる箇所に○印をつけてください]
'(複 数回答可)

オ ンライ ンネ ッ トワー クの種類

① パ ソ コ ン

ネ ッ トワ ー ク

②VANi騨 用の
:ネ ッ トワ ー ク
.

オ

ン

ラ
イ

ン
・

ネ

ッ
ト
ワ
ー
ク

を
利
用
す
る
場
合
の

問
題
点

'1.通 信 プ ロ トコルが統一 されていな い …

2.通 信可能 な機種(パ ソコン、端 末機等)が 限定 され る 1

3.通 信 ソフ トウェアを開発、又 は購入 しなければ な らない :

4.通 信速度が遅い i

5.回 線や通信装置等の信頼性に不安がある |

6.デ ータ漏え いの危険が ある iF

7,専 門の技術者が必要になる i
8.回 線使用料が高い

.

9.通 信装置等の設備費が高い ;
10.用 途が限定 され る ・ i
11.BBS(電 子掲示板)、 電子 メール等 のサ ー ビスが不 十分 i
12.音 声 、映像 情報等 のマルチ メデ ィアに対応 できな い ;

13.適 当な ネ ッ トワーク会社 がない i

14.ど のネ ッ トワ ークに加入 してよ いかわか らない

15.ア クセス ポ イン トが 身近 にない

16.その他()

V.そ の他

「研究開発促進のための情報流通」に関して御意見等があれば、お書き下さい。

御 協 力 あ り が と う ご ざ い ま し た

一235一



資 料2研 究開発の醐 ・入手している情報・入手し知 ・欄 および餓 できる繍 ・・ついてon計 表

回答企業数=202

(複数回答有り)

」P-

Fソ

・

研 究 開 発 の た め の 情 報

①

会
社

概,

琴
企

業

情,

報

②
経
済
指
標

'

③
商
品
市
況

④
金
融
市
況

⑤
製
品
の

馬

連
利
用
状
況

⑥
人
材
情
報

⑦
共
同
研
究パ
開」
発 ト
ナ
|

情
報

小

計

竺

般
情

謬'

1
1

・

現
在
入
手
し
て
い
る

ヨ.新 聞
'104
122 105 76 66 17 10 珊

b.テ レビ ・ラ ジ オ 28 53 23 36 9
'
2 151

c.専 門書 36 20 27 11 48 10 8 160

d.雑 誌 58 35 47 23 71 12
'
8 ,254

e.便 覧 ・ハ ン ドブ ッ ク 16 5 ,5, 1 15 42

f.特 許公 報等 7 3 10 . 1 9 30

9.規 格書 ・基準 書等 1 1 5 1 8

『h
.学会 ・研究 機関等 の出版物 10 4 4 1 23 5 16 63

小 計 【メデ ィア】 260 240 214 148 247. 47 52 1208

i.各種研究会、講演会、見本市、展示会 42 19 38 9 89 .4 カ 認

」.大学 ・研究機 関 との技術相 談 い 2
`

12 12 18 44

k.国の機関、地方自治体の機関等 11 15 5 2 10 19 25 田

1.業 界団 体 48 勿 46 10 45 7 ・
.15 198

田.経済団体、金融機関、調査機関 59 75 32 90 4 16 4 280

小 計 【公的な入手先】 162 136 121 111 160 58、 89 837

n.デ ータ ベースの情 報 10 3 1 2 5 2 4 m

o.系列企業からの情報(親 会社等) 25 13 33 7 45 6 17 146

p.取引先企業からの情報 49 18 57 8 80 8 18 蹴

q.同業種企業からの情報 34 9 34 6 39 7 7 136

r.異業種企業からの情報 21 7 19 8 34 7 33 129

s.ア ンケ ー ト ・モ ニ タ ー 情 報 5 2 5 2 15 1 1 31

t.研究者の人脈的情報 16 3 7 2 21 27 12 ,田

小 計 【私的な入手先】 150 52 155 33 234 56 田 768

u.その他() 1 1

合 計 582 431 491 294 646 163 鵬 2840

2.今 後入手 したい(特 に入手 した い もの) 9 5 7 4 22・ 16 26 89

3・ 外 部に提 供で き る 9
¶

:14 23

一236r

▼

ト



逼
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回答企業数=202

(複数回答有り)

研 究 開 発 の た め の 情 報

r

…

⑧
製
品
情
報

、'

⑨
部
品
材
料
情
報

⑩
製
造
加
工
技
術
情
報

⑪
生
産
没
億
導

(
改
善
情
報

⑫
研
究
機
関
の'

研
究

内
容

⑬
特'
許
情
報

⑭
デ
ザ

イ
ン

情
報

小

計

蓑
術
情

理

⑮
そ
の

鐘

)

合

計

1
・

現
在
入
手
し
て
い
る

a.新 聞 98 78 6i 46 23 22 20 348 2 850

b.テ レ ビ ・ラ ジオ 18 4 4 2 7・ 1 8 44 195

c.専 門書 72 65 97 65 42 25 31 397 2 559

d.雑 誌 92 75 85 67 39 30 49 437 691

e.便 覧 ・ハ ン ドブ ッ ク 21 51 51 22 8 5 4
9162

1 205

f.特 許公 報等 19 5 19 4 12 131 11 201 1 蹴

9.規 格 書 ・基 準書等 16 32 28 10 4 2 92 3 103

h.学会 ・研究機関等の出版物 34 37 57 19 90 20 7 264 翅

小 計 【メデ ィア】 370 347 402 235 225 236 130
'

1945 9 3162

i.各 種研究 会、 講演会 、見 本市 、展示 会 111 73 89 81 55 11 39 459 2 689

」.大学 ・研究 機関 との技術 相談 20 24 46 18 51 4 5 168 1 213

k.国の機関、地方自治体の機関等 19 24" 37 22 57 13 9 181 2 270

1.業 界 団体 50 ・24 39 31 18 9 9 180 2 380' ,

田.経済 団体、 金融機 関、 調査機 関 11 4 2 3 3 7 2 32』 1 313

小 計 【公的な入手先】 211 149 213 155 184 44 64 1020 8 1865

n.デ ー タベー スの情報 8 8 6 1 7 23 2 55 1
←

83

o.系列企業からの情報(親 会社等) 46 28 35 39 8 13 12 181 4 331

p.取引先企業からの情報 88 57 51 47 4 13 26 286 2 ・526
1

}q.同 業 種企業 か らの情報
i

52 30 39 36 5 10 3 175 311

r.異業種企業からの情報 34 34 35 留 5 6 10 161 290

s.ア ンケ ー ト ・モ ニ タ ー 情 報

1
12 2 3 5 2 2 26 .57

i・・研究者の人脈的欄 26 17 23 20 24 7 7 124 212
1

小 計 【私的な入手先】 258 168 186 184 48 49 60 953 6 1727

u.そ の他() 1 1 1 3 4

合 計 ⇔ 847 672 807 575 464 352 256 3973 24 鎚37

2.今 後 入手 したい(特 に入手 したい もの) 43 33 49 25 35 14 17 216 1 306

3.外 部 に提 供で き る 20 4 6 3 1 3 37 1 61
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資 料3公 共蹴 民間企M`C対 するピアリンass査

[目 的]

・研 究開発情 報ニーズの把握

・既存の データベー スの利用状 況把握

・地 域デ ータベースの開発状況 と今後の計 画把握

・情 報源 の把握

・FACETOFACEの 交流を生かせ る システムの技術動向把握

・デー タベース、ネ ッ トワークの整備及 び公共機関 による支援状況

の把握

[ヒ ア リング対象]

《公共機関》

国の機関

自治体の機関

経済団体

業界団体

眼 間企業》

代行検索案

パソコンネットワークサービス企業

データベースサービス業

v

[ヒア リング項1ヨ]

《共通 項目》

① 情報 ニー ズ

② デ ータベー ス利 用状況

③ デ ータベー スの代行検 索 と問題点

④ 外部 データ ベースの中継等 の状況 と問題点

⑥ デ ータベースの情 報源、 蓄積方法等

⑥ 独 自のデータ ベースの開発状況 と問題点

⑦ 今後 のデータベ ース開発計 画、先行的 に開発すべ き分野 に対 す

る意見

⑧ サー ビス料 金、サ ービス形態、体制

⑨ ク リア リング、提供状況

⑩ ネ ッ トワークの利用状況、 形態

⑪ ネ ッ トワークの今後 の動 向 と問題点

《公共機関のみに対する項副

⑫機関内部における外部データベースの利用状況

⑬他の機関との協力体制

⑭民間企業に対する支援



地域内情報流通調査(各 論V)

近畿地域行政情報流通調査
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1.調 査研究の概要

1.1目 的

行政部門か ら発生す る情報は膨大 な量 にのぼ ってお り,他 の行政機関や民間企業 においても利用

価値 の高い情報が多いと思われる。

これ らの行政情報 のデータベース化とオンライ ンによる流通 の促進 は,行 政サー ビスの効率化 ・

高度化と地域内情報流通 の活性化を もたらす ものと考えられ る。

本調査で は,行 政機関及び地域の調査機関が産業振興を 目的として提供できる情報と,行 政機関及

び民間企業等利用者の知 りたい情報を明確にすることによって,行 政情報デ ータベースの構築及び

行政情報流通 のオンライン化の可能性 と問題点を探 ることとした。

■

●

1.2内 容

本調査 は,昭 和60,61年 度 の2年 度にわたって取 りまとめを行 った。

昭和60年 度 は基礎調査 として主に行政情報 のニーズ と利用 の問題点 について調査 を行 った。

また,昭 和61年 度は,応 用調査 と して行政情報流通 の実態 について主に調査研 究を行 うとともに,

将 来 における行政情報流通 の一形態 としてパ ソコン通信の動向についても分析を行った。

(1)昭 和60年 度 調査の概要

行政情報ニーズと問題点について把握す るため以 下の点 に関するアンケー ト調査を行い,行 政情

報データベースの構築及びオ ンラインによる流通 の可能性 につ いて検討 した。

① 情報機器 の利用状況

② 情報 の利用及び入手状況

③ 情報 の提 供の現状

④ 情報 の整備状況

⑤ その他

② 昭和61年 度調査の概要

基礎調査 の結果をふまえ,行 政情報 流通 のあ り方について以 下の調査研 究を行 った。

① 情報提供に関す る調査

行政情報流通 の基盤 となる情報として,ど のような情報が近畿地域において整備 されているか,

また,将 来計画 はど うか,に ついて府県等の状 況を 中心に調査 した。

② 情報 流通方法 に関する調査

オンラインによる行政情報流通 の促進 に必要 な条件を検討するため,近 畿地域におけ るオン

ライン ・ネ ッ トワークの事例について調査 した。

③ パソコン通信 の現状及び将来 につ いて

情報提供 システムの中で,費 用対 効果及びシステム構築の容易性等において優れ たシステム

の一 つ としてパ ソコン通信 を取 り上げ,パ ソコンネッ トワークの現状について調査す るととも

●

ツ

■
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に パ ソ コ ン通 信 に よ る行 政 情 報 流 通 の 可 能 性 に つ い て も検 討 した
。`'・

1:・3推 進 体 制.tt.『.、 ・'..'一

㌶ ⌒ 成す1三 畿地理行政情報流通口査委員会」e,設∵ 査硫 行つli.o

,大 阪 府 … .、

兵 庫 県.、'"

、 大 阪 瓦 斯 株 式 会 社 ..'・'"㌔ 、 へ

関 西 電 力 株 式 会 社'":㌦,

財 団 法 人 関 西 情 報 セ ン タr.'- t、':二ll.∴'1ご:

大 阪 通 商 産 業 局"

'
・'::``'ご

■

◆
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2.近 畿 にお け る行政 情 報 整 備 とネ ッ トワー ク化

経済社会 のあらゆる面で情報化が進展する中で,地 域におけ る情報提供機関 として行政機関が果 た

すべき役割 はます ます重要なもの となって きている。

情報化は産業分野,生 活分野,社 会 分野で様 々な形を とりながら進んでいるが,行 政機 関 自体にも

OA化 を始 め多様な対応を促 している。特 に,情 報 ネ ッ トワーク化 のための基盤整備や行政事務の高

度化 ・効率化 のためのシステム整備が緊急 の課題 となっている。 しか し,情 報公開の必要性や地域 に

おけるデータベース整備の必要性等が唱えられている今 日の状 況に即 し,ま ず,情 報そのものを整備

し流通 させて い くことが基盤整備等 と併せて重要 と考え られ る。

本章では,近 畿地域における行政情報整備及び行政情報 ネッ トワークの現状 と問題点 について取 りま

とめた。

●

●

2,1行 政 情 報 利 用 ニ ー ズ と デ ー タ ベ ー ス 利 用 の 問 題 点

2.1.1行 政 情報利用ニーズ

(1)行 政 情報の利用状況

府県等 の行政機関では様 々な情報 を収集 し,多 くの場合これ らの情報を加工 したうえで地域

に提供 しているが,こ れ ら行政情報 の うち,ど のよ うな情報がよ く利用 されているのであろ う

か。 また,情 報源 として行政情報はどの程 度の ウエ イ トを持 っているのであろ うか。昭和60

年 度 に実施 した 「行政情報のオ ンライ ンによ る流通に関す るアンケー ト調査」結果 によれば,

情 報の利用状況を情報 の種類別 にみ ると,統 計情報 の利用が多 く,中 でも土地人口,国 内 ・地

域経済 など の統計の利用が多い。 また,法 律税制,景 気見通 し,業 界動向,行 政施策,公 的融

資 などの情報の利用度が高 く,全 体的に行政情報の占めるウエイ トが高い。

各利 用機関の情報 の入手先別にみても,国,府 県,市 町村からの情報入手だけで50%以 上

を占め,団 体か らの入手も含めれば70%以 上 となっており,行 政関係か らの情報入手が大 き

な割合を占めている。

ρ

●
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図2-2情 報源別情報利用状況
●

(2)行 政情報の問題点

◆
以上のように行政情報が情報源 の中で大 きな ウエイ トを占めてい るが,利 用者側からみれば

多 くの問題点があ るといえ る。

先の調査でも 情報 の満足度につ いて 「満足 している」 のは10%と 少 ないものの,「 普通で

あ る」を含めると86%を 占め,全 般的 にはある程度満たされてい ると考えられ る。 しか し,

地 域経済統計や企 業立地に関する情報 についての不満度は20%以 上 と比較的高 く,企 業及び

団体から提供 され る情報に比べて行政機関へ の不満度が高 いものと考え られ る。
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不満の理 由としては,「 情報が古い」,「 詳細 な情報が少ない」 とい った情報の質 ・内容に

関す る不満 と,「 どのような情報があるのかわか らない」,「 窓口がわからない」 といった情報

のア クセスに関する不満が大 きい。

(・)fi政嘩 蹄 のニーズ ∵ ㍑1・ ∴:

多⑰ 噸 点はあるものの繊 醐 に対するニーズ醜 く冷 後も.ますます要求力さ高まるも
の と 考 え ら れ る ・

、.∵ ・. ..,,.,,.,_'

特に,情 報久手の迅速さと情報テタセズの容易さへあ期待から,ニ ューメディアによる情報利
オ コ

シ こ イ 　

用につし≡ は行政棚 ・企業を問わず積極的憶 向力現 られる・・また・情搬 器としては高速
エ

フ ァ ク シ ミ リジ
,「rγ ピrrlタ ・カ ヅ トワ1一ク ・!geソ コ ン通 信 ・ ヒ1デオ テ ッ ク ス等 へ の 関 心 が 全

般に高く堺 働 嚇 盤 求るラ ひ 二処 理の拡難 につ`)ての雛 も大きし'と思われ

る 。.・ .L.、 ・ 一

行政情勘 二・ニゲ ・アによ・で嚇 す・ようにな・た場合嚇 す・L・ 各機関とも 「・スU

へ の関心力清 く,エ・コス ト'に見合 っ妄 情報め質量が得 られ るのかど いう'疑問が含まれているもの

と考え られ る。

また,「 プライバ シー」・,「 データ保護」ぺ の関心が特 に市町村で高 く,シ ステムやデータ

の管理面に対す る不安があると思われ る。
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② 商用データベース利 用の問題点

我が 国で利用可能 な商用 データベースは,実 数で1,289(60年 度 通産省「デー タベース台帳 」)

で あるが,国 産は281で,我 が国独 自のデータベースが少 ないことが以前から問題 とされてい

る。

データベースの中には近畿 において直接利用で きない ものもある等,全 般 に利用 しに くい状況に

あ ることが現在の利用度が低いことの理 由の一つと考えられ る。

また,京 都 府立 中小企業総合指導所が実施 した情報データベース利用度調査によれば,「 デ

ータベースに関する情報がない」 ことや 「情報提供 の窓口が分か らない」 ためデータベースを

利用 しないとす る企業が特に小規模事業所 ほど多い。そのようなことか らデータベースのPR

が 今 後広 く行われ る必要があるが,ク リア リング,代 行検索等利用全般に関す るバ ックア ップ

体制 の整備が重要になると考 えられる。さらに,「 利用 の必要が ない」 と決めて しまう企業や

「必要 なデー タベースがない」 とする企業 も多 く,ニ ーズに適 したデータベース作 りが望 まれ

ている。

コス ト面では,利 用者側か ら料金が 「高い」とする企業が半数を 占め,、 「安い」とするのは7

%に す ぎず,情 報に対 する価格評価の難 しさを示 していると考え られ る。

なお,各 府県の中小企業情報センターでは,中 小企業事業団のSMIRS,日 本経済新聞社 の日
'

経 テ レコム等 のデ ータベースの代行検索を実施 してお り,コ ピーサー ビスや ファックス等を利

用 して中小企業者に提供 している。工業試験場等 の公設試験研究機 関でも技術相談等でPATO

LIS,JOIS等 の代行検索を行'って いる。その他,市 でも同様 のサー ビスを実 施 してい る例や

会 員制で代行検索を行 う機関もあ り,中 小企業者 にも商用データベースが身近なものになりつ

つあるといえる。'
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図2-5"デ ー タベースサービスの利 用

出典:大 阪通産局 「近畿の情報化方策」

調査対象は流通関係企業502社,有 効回答138社 図2-6
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表2-2 デ ー タベースを利 用 しなか った理 由(従 業員別)

(z)重捜回答

データベースに関ナる楴甜がな`

利川 の必衰がない

必要なデータベースがない

情報提供の窓口がわか らない

o同未がない

コンピュータを使いこなせない

tnt".利 川利金がi店い

情報搬器の接続がで さない

予算がない'

コンピュータが使いに くい
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図2-7デ ー タベースを利用 しない理 由

出典:京 都府立中小企業総合指導所 「情報データベース利用度調査」結果

調査対象は京都府内の企業663社,有 効回答217社t

●

◎

〔3)行 政 データベースの利用 と問題点

行政関連のデータベ ースは主に各省庁の外郭団体を通 じて磁気テープの形で提供 されている。

総務庁 の調査 によると,昭 和59年 現在 の各 省庁保有 の磁気デ ータファイルは1.785フ ァイルで,

うち民間等に提供 可能な ファイルは342フ ァイルとなっているが,実 際に提供 されているのは35

フ ァイル程度 であ る。

プライバ シー問題や磁気 テープによる提 供が困難な体制 にあるという点 も考え られ るが,公

共データの提供 は各種のア ンケー ト調査等 でも強 く求め られて いる。地方公共団体等 における
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地域 データについては,さ らに実績が少な く,地 方公共団体等 における情報整備 と提供体制の

確立が望まれ る。

2.2行 政 情 報 ネ ッ トワ ー ク の 現 状

2.2.1行 政 機関の情報化

(1)地 方 公共団体等の コンピュータ利用'.

昭 和60年3月 末 におけ る我が 国の企業等が設置 してい るコンピュータは約18万5,000台

で あ り,こ のio年 間 で6倍 以 上の伸びを示 してい る。

国の行政機関 においては,昭 和50年 度 に246台 の コン ピュー タが設置 されていたが,昭 和

59年 度 末 には380台21省 庁 と着実 に増 加 している。

地方公共団体においても,最 近10年 間の コンピュー タ利用 をみると,昭 和50年 度 の607台 が

昭和60年 度 には4.5倍 の2,725台 と大幅に伸びている。

近畿において も,昭 和35年 に地方公共団体 としては全 国で初 め て 大阪 市に導入 されたの

を皮切 りに,各 府県で利用され るようになり,市 町村で も何らかの形で コンピュータの利用が

行われでいる。

コンピュー タの適用業務 は税務 ・給与 など行政内部 の管理業務や統計データ処理等大量デ ー

タ処理が多いが,最 近では住民登録,印 鑑証 明等の住民サービスをはじめとする漢字情報処理や

オンラインシステム等高度 な処理が増 えている。

また,1行 政処理 の複雑 化,高 度化及びデータの効率的利用等 に対応 して データベース ・シス

テムの利 用も順次拡大 している。特に,計 画行政において,意 思決定 プ ロセスへ のコンピュー

タの活用 をめざした 「総合行政情報 システム 」等 は検討か ら実現の段階に入 りつつ ある。

(2)OA化

ワー ドプロセッサー,パ ーソナルコンピュータ,フ ァクシミリ等のOA機 器 は,近 年の高性能

化,低 価格化によって行政機 関においても急速 な普及をみっっある。特に近畿 では,和 歌 山県田

辺市が昭和59年 に全国で初めてパ ソコンを使 った予算書づ くりを行ったように,先 進的な利用

事例が多い。

OAの 特徴 はすべての職員がユ ーザになる可能性があることにあり,簡 易言語等 身近で利用

し易いシステムの提供によ ってデ ータ処理が誰 にとっても一般 的なものになりつつある。

最 近では,高 機能化 によ って,パ ソコンがオ ンラインター ミナルとしても利用 され始めてお

り,福 井県のようにOA化 を庁 内LANま で進 めよ うとしてい る例 も見 られ る。

また,フ ァクシ ミリは県庁⇔ 県出先事務所間等の連絡に一般的に利用 されるようになり,辺

地 における情報アクセス手段と して も役立 っている。

しか し,一 般的にいってOA機 器 は単機能的に導入 されてい る場合がほ とんどで,機 種選定

に当た って も全庁 的 に統 一 して行 わ れ るケー スはまだ少な く,デ ータの互換性や利用面で

ユーザに負担を強いている場合 も少 な くない。 このため統一的 にOA化 を 推進 する必要性が認
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識 され始め,総 務部門およ.び情報処理部門を中心 として,

なOA化 推 進体制が とられつつある。

ガイ ドラインの作成をは じめ金床的

表2-3 近 畿地域 市町村の府県別 ・利用形態別 コンピュータ利用状況

(昭和61年 明1日 現在)

導入団休敬 委託団体数
府県名 了|i町村 数 合計 利用率

刈1独尊人 共同尊人 単1聖職 正
「.
共1司委託 α)

福 井 35. 8 10 17 一 35 100.0

滋 賀 50 23 一 27 一 50 100.0

京 都 44 26 一 18 一 44 100.0

大 阪 44 38 一 6 一 44 100.0

兵 庫 91 39 16 36 一 9'1 100.0

奈 良 47 16 一 .24 一 940
85.1

和歌山 50 21 一 28 一 ・ 49 gqド0;

合 計 361 171 26 156 一 353 . 97.8

出典:「 地方自治コンピュータ総覧」自治大臣官房情組管理宮室編

表2-4府 県別業務別オンラインシステムの実施状況

(昭和611#4月 旧 現在)

府県名 公害関係 税務関係 財務会計 病院会計 土木 ・建 そ の 他
会計経理 築関係

福 井
'
O O 一 O 一- O

滋 賀 O O 一 O 一
一 O

京 都 O O O白
一 一

q・

大 阪 ・O O O O O O

兵 庫 O O 一 O O O

奈 良 O O O O O O
l

和歌山 O
.O、

一 O O O

出典:r地 方自治コンピュータ総覧」自治大臣官房情報管理宮室編

表2「5共 用データベースの整備状況 、

府県名 システムの名称 デー9{半数 開発状況
」 (千件)

福 井 福井県行政情服共同利川システム 一 開発中

滋 賀 激賛統計情報データベースシステム 1,009 運用中

大 阪 行政データバンク 332 運用中
統計情報提供システム 175 〃

行政情報クリアリング 40 開発中

兵 庫 計画情報分折システム(PIAS) 1,601 運用中

奈 良 行政情報システム 一 計画中

出典:各 府県質料

Il.・
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表2-6庁 内OA化 の推進状況

福 井OA推 進委員会

滋 賀 事務合理化委員会

京 都OA研 究会

大 阪OAセ ンター

兵 庫 情報管理推進委員会、各部局OA推 進会議

奈 良 行政管理改善委員会

和歌山 情報システム推進委員会OA推 進部会

出典:各 府県資料

(3)行 政 情報 ネッ トワー ク化

現在,近 畿地域で は高度情報化社会への町づ くり,都 市づ くりを 目指 した数 々の情報関連 プ
さ

ロジ ェグ トが計画,,推 進 されている。 これ らの プロジェクトは,ニ ューメディア等の通信技術を

利用 して地域の産業振興,活 性化を図 るものであり,地 元 自治体,経 済団体が主体 となって取

り組んでいる。

一方 ,こ うした大規 模な プロジェクトとは別に,行 政機関内部に蓄積 されたデータをデ ータベ

ースと して行政内部で利用するだけでな く,県 民等第三者への提供 も行 うよう検討 している例

がみ られる。

滋賀県では,滋 賀統計情報データベースとして,人 口,産 業等各種の統計データを中心に約

100万 件 の データを蓄積し,各 種 の行政事務 や計画策定に利用 している。

当システムは統計資料室等に設置 された端末機か らオンラインでデータの検索,加 工,分 析

および表作成,グ ラフ作成等の編集が可能であり,庁 内職員 に開放されているが,県 民 の利用

について も可能 として いる。:

京都産業情報センターでは,57年 度 から中小企業事業団との間で オンラインによるSMIRS

の情報検索を行 っそい るが,産 業発展に役立つ地域独 自のデータを整備,提 供す るため60年

10月 に ホス トiiン ピ ュ一夕を設置 し,京 都独 自の企業情報,人 材情報等を中心 にデータの蓄

積を始めてお り,産 学 官連携 したネ ッ トワークを形成 しつっある。

このため,61年11月 か らパ ソコン通信を中心 とした中小規模複合型情報 システム(KyO-

net)の サ ー ビスを開始 し,電 子メール,電 子掲示板,フ ァクシ ミリ発信等 のサー ビスを して

い る。.

このシステムでは,ホ ス トコンピュータか らパソコン等 の相手端末 に送受信を行 う通常 のパ ソ

コ極 信機 の眺 .ホス トコンビ・"タ に鵠 された増 を イメージ!ヒし・ ファクシ ミi)し か

設置 してい ない事業所へ も情報発信す る機能(フ ァクシメール機能)を 持たせ ることによって

情報提供先の幅を広げている。 、

この機能によって,中 小企業団体,組 合等におけ るグィレープ内連絡に利用することも考え ら
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図2-8パ ソ コンによる利 用

`

れてい る。また,将 来的 には企業デ ータベースの提供や外部データベースとの接続等 も検 討さ

れてお り,京 都 における産業情報提供 のオンライン ・センター的役割が期待され てい る。

行政機関 による情報提供は広報的な色合 いが強 く,統 計 資料等 の基礎資料 にして も印刷物 に

よる提供であ り,こ れ まで充分 に活用 され に くい状況にあ ったといえる。 しか し,近 年 のOA

化 の行政機 関内部へ の浸透等 によ ってデータ整備が進んできたこともあ り,こ れ らのデータを

地域の活性化 に役立てよ うとす る動 きが出て きたと思われ る。

特 に,オ ンラインによる情報提供 はデータ更新 の即時性や提供の同時性等多 くのメ リッ トが

ある。 このため,自 治体で も対住民サー ビスの一環 としてパ ソコン通信等による情報提供に取

り組む動きが活発化 してお り,大 阪,兵 庫等の中小企業情報 センターをはじめとす る中小企業指

導機関では,中 小企業活性化の手段 として もパ ソコン通信等による情報提供が検討されてい る。

また,後 述 するよ うに ビデ オテ ックス等のニ ューメデ ィアを利用 した行政情報の提供事例も拡

大 しつつあ り,こ れ らニ ュー メデ ィアを含 めたオンラインによる行政情報提供のネ ッ トワーク

化が,個 々の動きではあるが進展 しつつあ るといえる。

●

■

2.2.2経 済 団体の情報化

地域 における経済団体 として は,都 市部を中心 とす る商工会議所や産地 を中心とす る協同組合

組織等多様な機関があるが,情 報 化に対応 して これ ら経済団体は,地 域 ・業界へ様 々な情報を還

元す るとい う面か ら,地 域 におけ る情報拠点 としての役割が ますます重要 とな っている。

特 に,地 域情報はその地域独 自の情報が中心であり,中 小企業者等情報 の利用者が同時に情報

発生源であるとい う性格 を持 っている。こ うした地域情報 はきめ細か い情報であるため,他 の地

域 ・業界にとっては役立 たない情報 も含 まれているが,中 央と全 く独立 した位置付けにあ るもの
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ではない。む しろ,中 央あるいは他地域 ・他業界等 の情報 と組み合わされることによって価値が

高 まる情報であるといえる。

このため,地 域 における経済団体では,ニ ューメディア・コ ミュニテ ィ構想等の各種 プロジェク

トに積極 的に取 り組み,地 域の情報基盤を高めるとともに,中 央,他 地域 とのネッ トワーク化を図

ろ うと しているとみ ることができる。

次に,地 域 における経済団体 のネッ トワーク化等を中心 とした情報化へ の取 り組みについて,

行 政情報 ニーズとのか らみか らまとめてみたい。

(1)商 工会議 所情報 ネ ットワーク

商工会議所は地域総合経済団体と して様 々な活動を行 って いるが,主 要業務 の一つ として取

り引きに関する斡旋,照 会 を行 って いる。近年,情 報化の進展 と企業活動の広域化によって,

商 工会議所の事業は地域完結的なものに収 まらな くなり,広 域的,共 同的な事業展開や情報 の

地域 間交流が求め られ るよ うになってい る。

近畿 商工会議所連合会の調査によると,管 内64商 工会議所で昭和59年 度 に11,902件 の

取 引R"会 が あった。 この うち,他 の商 工会議所からの照会 は1,459件 で12%で あ るが,そ の

依頼会議所 は近畿圏 内だけでな く,北 海道か ら九州 まで広が っている。 また,商 工会 など他機

関からの照会 も.581件(4.9%)あ った。'

こ うしたことか ら,会 議所間,関 係企業団体間で の情報交換 システムが検討 されてお り,事

業所取引照会,新 商品照会等 の新 しいサー ビスが考え られてい る。

しか し,全 国481会 議所 のうち,汎 用 コン ピュータを設置 しているのは13カ 所,オ フコン・

パソ、コンが152カ 所 で未設置 のところが316カ 所 と会議 所間の格差が大 きい。 このため,コ ン

ピュニタの導入推進 はもとより,共 同利用の推進等で きるところか ら情報化を図 るため の積極

的 な対応が求め られてい る。近畿では大阪商工会議所,北 大阪商工会議所を中心にバ ッチ処理

受託や ソフ ト提供が行われてお り,今 後 も先導的な役割が期待される。

また,こ うした会議所間のネッ トワーク化だけで な く,各 地域 の中小企業情報セ ンターを 中

心 と し,会 議所,商 工会,中 央会や公設試験研 究機関,行 政機関等を結んだ ネ ットワークによ

って,中 小企業者等へ の地域情報 の円滑な提供を行 うために,各 機関の連携が望 まれてい る。

(2)組 合 の情報化

産地を中心とする組合は,各 地域 の生産 ・販売活動 その ものに直結 した情報を必要 と しており,

必 要 とする情報は産地 の規模,業 種,構 成企業の大小,地 域性等か ら各地域毎に異 なっている

と考え られ る。 ここではい くつかの産地 における情報化へ の取 り組み状況を調べ,行 政情報が

それ らの地域において果たす役割 についてみ ることにす る。

① 兵庫県西脇市は播州織 の産地 と して,ニ ューメデ ィア ・コ ミェニテ ィ構想(産 地振興型)

を推進 してお り,商 社,工 場,組 合,行 政等を結んだ ネッ トワーク構想が進め られてい る。

主体 となる情報 化ニーズは各工場 の工程 の進捗状況 に関する情報交換,共 同受発注,染 色織

物 デザインシステムの導入等産地業者 の 日常の生産 ・販売活動に関わるものが中心 とな って
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いる。行政情報は,こ こでは,生 活情報,コ ミュニテ ィ情報と合わせ,播 州織業界に限 らず

地域全体 であ らゆ る人,企 業,団 体,行 政機関が利用 するシステムと して位置付け られてお

り,産 業分野の情報化を 目指 しなが ら,こ れを契機 と して,地 域 全体に衣食住,文 化,教 養,

医 療といった生活情報,行 政情報 を提供す るシステムを構築し,広 域行政圏 として行政施策

をサポー トす ることも将来的に 目指 している。

② 和歌山県紀 北地域(和 歌山 市,海 南市,野 上町他7町)で は,ニ ューメディア ・コ ミaニ テ

ィ構想のモデル地域(地 場産業振興型)と して高度 情報化 に取 り組んでい る。 この地域 は海

南市 を中心 とす る紀州漆器製造業 と海南市,野 上町,美 里町で しゅろ加工業か ら発展 した和

雑貨製造業が盛 んな小規模製造 ・卸売業の集積地域 となっている

大手流通業を中心とする大規模情報 ネッ トワークの構築 と大手企業 の系列化や取 り引き条

件の選別化等 の外部環境変化がみ られ る中で,多 くの中小製造卸売業 はコンピュータ導入が

遅れているため,情 報化への対応が求められてい る。'∵ ∵

紀北地域の漆器 ・和雑 貨業界は,資 本金500万 円未満,従 業員'10人 未 満の小規模企業が約

半数を占めている。 このため,大 手流通業を中心とす る情報 ネッ トウーク化や取 り扱 い商品

市場 の変化に対応で きるよ うコンピュータを利用 .した受発注,商 品開発体制を作 ることが求

め られ,こ のための システムとして受発注VAN,CAD/CAMシ ステムや共同配送 システ

ム,売 れ筋情報提供 システム等多様なシステムの開発が求め られている○ 層∵'

こ うしたシステムへめ要望は,資 本金規模1,000万 円程度 の企業で強 いものの,小 規模企業

の中には問題意識 すら持たない企業や必要性 を認識 して いても具体的 な対応策を持たない企

業が多い。 しか し,大 手流通業 との対抗や統一伝票の促進等地域外の産業界 との交渉力を高

め ることが システム運用のポイン トでもあ り,地 場産業全体 のまとまりをもって地域の活性

化を図 ることが必要であ る。 このため,地 元産業界,行 政 による 第3セ クタ ー方式にょるシ

ステム構築が検討 されてい る。

③ 奈良県は全国一の靴下産地であるが,奈 良県靴下工業協同組合では,奈 良県の靴下産業振

興のため,協 同組合を中心 と した情報ネ ッ トワークを構築 するため検討を進めてい る。

靴下産業 は,繊 維産業 の成熟化,消 費要求の二極 分化(日 常品/趣 味品),多 品種少量生

産化,商 品寿命の短サイクル化等,生 産面での問題 や販 売面での川下の圧力等様 々な問題を抱

えてい る。 さらに,為 替 面からアジアNICSに よる影響 も大 き くなっている。

こうした現状か ら靴下産業を ファッシ ョン産業と して とらえ,オ リジナ リティの あ る商

品を出すためにはど うすればよいか,と い う方向にシステムの重点が置かれている。このた

め,来 シーズ ン及び今 シーズンの売れ筋情報を取 るため のシステムについての要望が高 い。

方法と しては,消 費者 ニーズとしての ファッション傾向 をとらえるための 「映像 メデ ィアの

利 用」や新聞情報等の 「商用データベースの利用」,売 れ筋把握 のため の 「情報収 集システ

ムの利 用」が検討 されそい る。

なお,行 政情報 は企業経営活動の助けとなるデータが とれるシステムとして 自治体の助成,

一253一



税制手続き,雇 用,施 策,指 導 に関する情報が求められてい る。

④ 卸売業の中でも繊維 ・繊維関連卸 売業 は複雑 に多様化 しているといわれることから,特 に情

報化へ の対応が求められているといえる。 しか し,一 企業だけでは対応 できない問題 も多 く,

情 報化投資への リスクもあ ることか ら,地 域 のオルガナイザーを中心に業界全体で取 り組む

ことが必要である。

大阪市の船場地区 は約2,500の 繊 維 ・繊維関連卸 売業が集積 しているといわれ る。船 場の

特徴 は,中 間素材あ るいは ブラン ドカに依存 しない低価格品を扱い,大 量販 売,薄 利多売を

行 うことで価格競争には強 いが非価格競争 に弱 く,市 場変化へ の対応が遅い ことが指摘 され

ている。 しか し,利 便な交通網,金 融機関 ・商社の集積や卸売業の集積化等 のメ リッ トや今

後 の大阪 メデ ィアボー トによる大阪 市内の光通信 ネッ トワークの構築 によ る通信基盤整備や

大阪テ レポー ト計画,関 西 国際空港等海外 と直接情報交換 が可能となる環境が整 うことか ら,

共 同情報 システムの構築を柱 とする情報化が進め られている。

このために,大 阪 市,在 阪企業等か ら出資された基盤情報 システム開発㈱が設立 され,高

度情報処理型映像情報 システムの開発 を行 っているが,繊 維卸 の特性か ら映像システムの構

築を中心 に幅広 い情報 提供 をめ ざしている。

9

〔

2.2.3情 報 公開 とプライバシー保護

昭和60年4月1日 現在で,全 地 方公共団体 の約97%の 団体が何らかの形 で電子計算機を利

用 した情報処理を行 っているといわれ る。

地方公共団体におけ る情報処理は住民基 本台帳や年金処理,税 務処理等個人情報を対象と した

処理が多 く,コ ンピュータの技術革新及び電算処理の高度化によっ百 これ ら個人情報が収集時の利

用条件を逸脱 して不適正 に結合 され たり,外 部に漏 出する恐れが出てきた ことか ら,近 年情報処

理におけるプライバ シー保護 の問題が指摘 され るよ うになった。

また,こ れと併せて,個 人情報の開示や行政全般 に関する公文書の公開についての対応も求め

られるようになった。

本調査のように産業振興 を目的と して行政情報ネ ッ トワークを検討する場合,住 民情報等 個人

情報そのものは情報流通の対 象にはならないと思われ るが,企 業情報の秘匿の問題や,地 方公共

団体によ ってはオ ンライン ・ネ ッ トワーク化 自体が条例等で禁止 されている場合 もあ ることか ら,
の

行政情報のネ ッ トワーク化を検討す る上で配慮すべき条件 と して,近 畿における情報公開及びプ

ライバ シー保護の対応状 況についてみてお く必要があると思われ る。

近畿では福井県,大 阪府,兵 庫県で公文書公開条例(名 称 は府県によ って異なる)が 施行 され

てお り,他 府県でも制定準備あるいは検討中の段階にあ る。

これ らの条例では,1公 開 される公文書 は 「文書,図 面及び写真(こ れ らを撮影 した マイクロフ

ィルムを含む)」(兵 庫県条例)等 とな ってお り,可 視的な記録媒体 に制限 されている。磁気テ

ープ,磁 気デ ィスク,,録 音 テー プ等 の磁気媒体 は記録されている情報 は対象となるが媒体 自体 は

●

■

●
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対象か ら外 されている。'一

また,個 人のプライバ シーに関する情報 も公開 しないこととされているほか,法 人等に関す る

情報についても 「法人その他 の団体 に関する情報又は事業を営む個人の当該事業に関す る情報で

あって……正当な利益を害す ると認め られ るもの」 も対象外とされており,企 業情報 の秘密 を守

ってい る。

こうした企業情報 の例 と しては,研 究開発費補助金の申請書,経 営診断書等企業 の経営 ・技術

上 のノウハ ウを含む書類等が該 当する。

府県における情報公開制度 は県下各地 の県民情報 センター等 とファクシ ミリ網で結ぶ ことによ

って,本 庁 まで出掛けな くて も身近な ところで行政情報が入手で きるよ うに便宜が図 られてい る。

また,将 来的 には行政情報デ ータベース等を オンラインで検索す ること も構想 されている。

市町村では,堺 市や吹田市等 オンラインによ るコンピュータシステムの結合を条例で禁 じてい る

場合があり,個 人情報の保護 についてはより厳 しい対応を とっている。 「個人情報 はもちろん,

政 策的な情報 の流通 について も個人の プライバ シーを侵害するケースが生 じる可能性がある」

(大 阪府A市,60年 度調査結果)と 指摘 するところもあ るが,中 小企業等利用者側のメ リッ ト

を考 えれば行政情報等を人手す る身近な窓口として市町村を求めてい る場合 も多 く,弾 力的 な考

え方が期待されるところであ る。

しか し,オ ンライン化によ る不正ア クセスが生 じる懸念等 セキュリテ ィ問題 も含めて,個 人情

報保護 に関する問題が十分検 討され ることが必要 なことは言 うまでもない。

■

■

●

2.2.4ニ ューメデ ィアによる情報提供

府県等では,広 報活動として様 々な手段による情報提供サ ービスを行 ってい る。広報活動は主 と

して 「府政だ より」,「 県政だより」等の広報紙誌や各種刊行物,パ ンフレット,リ ーフレッ ト

等の印刷媒体 の配 布やテ レビ・ラジオ等 の電波媒体 によって行 われている。

最 近で はこうした旧来 のメデ ィアに加えて,文 字多重放送や ビデオテ ックス等 ニ ューメデ ィア

による情報提供を行 っている自治体 も多い。

文字 多重放送を利用 した行政情報 の提供 は60年 度 から開始 され,近 畿 の全府県が近畿文字放

送等 に参加 してい る。文字多重放送 は従来 のテ レビにはない速報性,随 時性,選 択性,記 録性が

あ り情報を効率的に提供できるため,府 県民への情報提供手段 として期待 されている,し か し,

ア ダ プターの普及状況がまだ低い(61年10月 末 で約9,000台,う ち近畿では約3,000台 程 度

と推定:大 阪通商産業局調べ)た め,情 報 内容 は 「当面,府 民向けよりも他府県(と くに阪神地

区)を 対 象に観光,イ ベ ン ト,行 催事,施 設案内を中心」(京 都府)等 と してい る場合が多い。

なお,番 組内容 は1週 間から2週 間毎 に変更され,1地 域8画 面程度を提供 している。

ビデオテ ックスの一つであるキャプテンシステムは,61年12月 現 在で全 国で23,462台 の利

用契約数があ る。関西ではこの うち3,392台 で あ るが家庭用は480台 と他地域 に比 べ若干少ない。

キ ャプテ ンシステムは比較的 多 くの画 面を登録できるため(各 府県約100～1,000画 面)ニ ーズ
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に応 じた多様 な情報を提供できると考えられる。提供内容は,府 政 ガイ ド雪 白地域民向けを中心に

メニ ューを組んでいる府 県(大 阪府等)と,他 地域への観光案内を中心と してい る県(奈 良県等)

が あ る。 キ ャプテ ンシステムの現在のサー ビス地域が都 市部主体であることもあり,効 果的な利

用方法はサー ビスエ リア及び利用者の拡大 と併せて今後 の検討課題であ るとされている。

行政情報関連 のその他のニ ューメデ ィアの利用 としては,プ ライベー ト・キャプテ ンが福井 市

(フ ェニ ックス ・キ ャプテン),神 戸 市(神 戸ボー トキ ャプテ ン),田 辺 市(テ レコムわかやま)

等 があり,生 活情報を中心 と した行政情報 が提供実 施又 は準備されて いる。

また,商 店街等での ビデオテ ックス端末 を通 した行政情報提供(姫 路市,伊 丹市等)やCATV

(京 都 府和束 町,神 戸市,芦 屋市等)等 さまざ まなメデ ィアによる実験が行われた り準備段階 に

あ る。そ の他 パソコン通信 による情報提供についても検討を行 っている府県や市が多い。

亀

、

表2-7キ ャプテンの地域別 契約状況

奉P羽素 勺ま文(61.12.5城 主)

北海道 東 北 関 東 東 京 信越 北陸 東 海 関 西 中 国 ㎜ 九 州 合 計

雄 134 317 490 1,043 皿 鰯 湿 捌 647 122 726 4,田1

事業 鍵 725 2.0田 5,491 出 647 1,710 2,912 1,306 鰯 L782 18,491

合計 1,002 1,042 2,589 6,534 田0 912 2,m2 3,392 1,953 娚 2,508 23,462

出典 キャプテンサー ビス㈱

◆

■
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3.近 畿 地域 行政 情 報 ネ ッ トワー ク化 の方向

情報 ネッ トワークの基本構成 は,デ ータベースと通信システムであ る。行政情報 ネッ トワーク形成 の

ためには,こ の構成要素の検討 に加 え,情 報 の利用者と情報 の提 供者を含めた,い わゆ る利用面か ら

の議論を 充分につめる必要があ る。特に行政情報 の場合は,社 会 システムと しての性格 を持つことに

留意 しておかねばならない。

通信 システムは新 しい技術であるニ ューメデ ィアについてのつ っこんだ評価を必要とするが,行 政

情報のネ ッ トワークはデータベ ース構築とマシンリーダ ブルな情報提供が要望 され,コ ンピュータと

の融合が必要条件 とな る。現状 ではVANに 焦点を当てて検討 することが現実的であ ると考える。

次に,情 報ネ ッ トワークを構成 するも う1つ の柱であるデータベ ースは,そ の構築に多大 の投資と

時間を要す る。 、

我が国におけるデータベ ースサー ビスはまだ その歴史が浅 く,ネ ットワークシステ1ムによ り提供 さ

れている例 もそれほど多 くはない。 さらに行政情報 の場合は,社 会 基盤 として の性格 を有することに

なり,そ の整備には産業面 と社会基盤との両面か らの検討が必要 とされよ う。

ここでは,高 度情報化時代を迎え るにあたり,大 阪通商産業局 と関係機 関で調査 を進めてきた 「近

畿地域の 情報化 のあ り方 」ならびに 「近畿地域 の情報化方 策 」にそ って,近 畿の情報 ネッ トワークの

方向を検討 する。

また,将 来 の情報 ネ ッ トワーク実現へのアプローチとしてパ ソコン通信を取 り上げ,オ ンラインに

よる行政情報流通を早 期に実施するための方法 についても検討することとす る。

3.1高 度 情報 化 時 代 に お け る近 畿 地域 情 報 ネ ッ トワ ー クの形 成

3.1.1近 畿地域情報化方策

通商産業省が昭和60年 度か ら主要施策として取り上げてきた,地 域振興課題の 「地域情報化

の促進 」に関して,大 阪通商産業局では61年 の春に「近畿地域の情報化方策」と題 し,9つ の

地域情報化推進方策を提言 している。ここでの主要な提言は,「 府県VAN構 想の推進」及び

「データベース ・ディス トリビュー トセンターの設立」を柱とする情報基盤の整備からなってい

る。

ここで「近畿地域の情報化方策」調査報告に従ってその内容を紹介 しておく。

この提言にいたる調査の過程は,

① 近畿地域の特性を調査 し

② 高度情報化時代の社会像を描き(情 報化視点)

③ 近畿の特性を生かした高度情報化時代の近畿像に至る基本方向を定め

④ その課題解決と実現に向けての方策を提言する

というステップか らなっている。

まず近畿の特性を,
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① 伝統的な地場産業と多 くの中小企業が集積している

② 近畿は我が国の流通機構の役割を果 している

③ 高い技術集積と先端技術開発の基盤がある

④ 企業家精神が旺盛である

⑤ 伝統的な文化学術の基盤がある

⑥ 東南アジアを中心とした国際交流が盛んである

等と整理した。

次に,こ の特色を生かす中で近畿地域の情報化の基本方向に,

①産業の情報化と情報の産業化を推し進めること

②情報系の社会システムを充実させること

③情報産業を育成すること

④情報化基盤を整備すること

といった点を挙げている。

この基本方向にそった情報化の方策として,

①中小企業情報化促進体制の整備

②中小企業情報化人材登録制度の創設

③POSシ ステム ・モデル事業の実施

④近畿ふるさと情報提供システムの構築

⑤近畿共同研究開発促進センター(仮 称)の 設立

⑥ソフ トウェア開発 ・流通促進機構の設立

⑦データベース 」デ イス トリビユー トセソターの設立

⑧府県VAN構 想の推進

⑨高度情報処理人材養成機関の設立

の提言にいたったものである。

近畿における産業構造の特色からみて,① ～③にある情報化による中小企業の振興や,流 通業

の活性化は近畿では第1に 取り上げ られるべき策であろう。

次の④は特色のある地場産業に支えられている近畿としては,情 報化の地域格差是正の必要性

から生まれたものである。'・

さらに将来の産業の中核となる情報産業を見すえた⑤～⑦の提言は当然のことといえよう。

また情報化は産業分野,行 政分野,生 活分野の各分野で進展し,'それぞれの情報化が作用し合

いながら進展していくであろう。この情報化を底辺から支えていくものとして,情 報流通基盤と

人的基盤が必要とされ,⑧ と⑨の提言となっている。 ・
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3.1.2府 県VAN構 想

(1)情 報化基盤としての府県VAN

情報 通信は,従 来か ら社会基盤(イ ンフラス ・トラクチャー)と してと らえ られ,国 家政策の
」

下 に整備すべ きものとして位置づ けられてきた。整備の手法 には,国 家独 占と競争下のもとに

実施する方法 とが あるが,い ずれ の方法に してもインフラが充実することによ・り,利 用する組

織の増加をともない,社 会 は成長 してい くとい'う性格のものである。情報通信施設 の充実が社

会経済 の発展に大いに寄寄与してきた ことは,欧 米や 日本等 の先進国の例に見るとお りである。

以 上の とお り情報通信の発達 は,中 小企業の情報化,な らびに情報化後進地域 の格 差是正の

ために大いに貢献することは間違いない。府県VAN構 想 はここに主眼がおかれている。

近畿地域 の特質 の一つは3.1.1に 述 べた とお り中小企業 の集積度の高いことにあ る。この中

小企業の情報化が地域 としては重要な意味を持 っている。このためには比 較的簡易な情報機器

を利用することにより,中 小企業がデータベースや大規模情報処理資源を利用で きるネ ッ トワ

ークが望 まれ る。

近畿の他の特質は,地 場産業が広域 にまたが ってい ることであ り,こ の情報化後進地域へ の

対応が次 の課題 として提起 されている。

近畿地域は京阪神を中心 に,北 は福井,兵 庫北部か ら,南 は和歌山に至る経済格差 のある圏

域 となっている。一方,地 場産業 は特色のある産品を生産 しており,地 域経済 の活 力源である。

この地場産業 にとって必要 なことは,社 会 の変化に即応 してゆ くことであり,そ のためには他

地域 の情報を迅速 ・正確 にキ ャッチ し対応を とる,と 同時に自ら必要なイ ンフォメーシ ョンを

発信することであろう。すなわち,地 域的不利にある中小の企業が情報 の収 集 ・処理 ・提供機

能を持つ ことであり,こ こに安価で容易に利用できる広域の情報 ネッ トワークの存在が前提 と

なる。

これ ら情報基盤 として の情報ネ ッ トワーク整備 のためには,近 畿全域 にわた るVANの 形 成

がその解 となり,そ の整備が望 まれ る。

この様 なVANは,市 場メ カニズムだけか らは成立 するものではない。社会 基盤 の充実 とい

う社会性が要望 され るものであ り,こ こに行政が先導 となって整備 して行 くべき理 由を有 して

いる。

(2)府 県VAN構 築 の方法

近畿地域を覆 うVANを 近 畿が 自らの手で形成 していこ うという点 に府県VANの 特 長があ

る。その対象地域は近畿全域であ るが,京 阪神で は関西新空港を核と した関西VANの 構 想が

別途提案 されている。この関西VANと 府 県VANと を 相互 に接続 して近畿全域をカバー して

いこうとい う構想である(図3-1)。

VAN実 現 のためには

①各府 県ごとに第3セ クター方式のVAN会 社 を設立 する

② 府県では地方事務所所在地程度の間隔でアクセスポイ ン トを設置 し,相 互 に高速のネ ッ ト
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ワークを構築す る

③各 府県のVAN企 業 間でネッ トワークを形成す る

④ 府県並びに地元主要企業等VAN設 立 の企業が積極的 に府県VANを 利 用 し,そ の上に中

小企業や地場 の産業がVANを 利 用 してい く

とい う手順が考 え られ る。

府県VANの 構 成概念図を図3-2に 示 す。 このネ ッ トワークを構築することによ り,先 に

述べた中小企業 の情報化や地場産業の活性化といった効果を もた らすが,他 に住民を対 象とす

る社会情報 システム形成の促進や情報産業の育成につなが る効果 も期待 され る。

表3-1に 本 ネ ッ トワークを利用 して構築が予想 され る情報 システムを示 してお く。

/・ ＼

図3-1関 西広域VANに お ける府県VANの 位 置づけ

出典 「地域情報化の促進」
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表3-1構 築 すべ きシステム

制築対 象システム 効 果

地

域
産
業
・

地
域
振
興
関
連

流1伽 ットリーリシ万 ム 売れ筋把握等による地場産業の高度1ヒ

技術 ・商品 ・人材 ・

精細 是供システム

地場産業の高度1ヒを側面 から支援

(業 種 ・地域別の構築等)

地場産品販売システム 無店舗販売による地場産業の活性1ヒ

CAI}/C州 共 同 シス テ ム

及 び デヅィンデー9'iースシスデム

多品種少量生産 ・スピー ディな生産
(例 えば 、眼鏡業界、織紺 業界等),

観光情報シスデム 集客{こよる地域活性 化

地域産業情報システム 経営情報、景気動向、
統計情報等の提供による地場産業の経営支援

、

農業 ・林 業情報システム 農業 ・林業の生産性の向上

宿泊予約システム 利用者の利便性と集客

社
会
シ
ス
テ
ム
関
連

病院情報システム 健康の保証、安全の保証、生活の利便性

健康管理相談システム 同上

福祉サポー トシスデム 同上

]ミコニティ加 ∫トーシ万 ム 家庭 娯楽の充実、文化ニ ーズの向上 、生活時間の有効利用

教育システム 同上

地域広報システム 地域]ミュニケーションの向上 、文{ヒニーズの向上、生活時間の有効利 拝

図書館システム 地域]ミュニゲションの向上、文 化ニーズの向上 、情輻の簡易入手

文化遺産総 合情報システム 文化ニーズの向上

行
政
効
率
関
連

行政情報システム 行政の効率化

財務会計システム 同上

住民基本台帳システム 同上

会議システム 同上

施設利用情報システム 同⊥

そ

の

他

気象情相収集伝達シ又沽 一次産業生産性向上支援

環境情報管 理 ・t二?づ万ム 省力化

出典 「近畿地域の情報化方策に関する調査研究 」

s

9

●

舟

●

3.1.3近 畿 地 域 デ ー タ ベ ー ス 整 備 の 方 向

ω デ ー タ,ベ ー ス ・サ ー ビ ス の 位 置 づ け
ノ

産業構造審議会の答 申'にもあ るとおり,情 報 は物質 ・エネルギーに次ぐ第3の 要素であ り,

この重要な資源を意識的に活用 してい くことが情報化社会実現の重要課題 とされてい る。情報

化 は産業 の振興 と社会 システムの充実を 目指 すものであるが,行 政情報 の流通 はこの情報化促
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●

ト

芦

㊨

●

●

進 の先導的役割を果 たす ものと考え られている。

この情報化の主要 目的である産業の振興策 には,産 業の情報化 と情報 の産業化 という二 面性

のあることに注意 したい。産業の情報化は,生 産 ・販 売等の企業活動 に情報資源や情報処理技

術を積極 的に利用することで ある。このためにはコンピュータ,通 信技術 の革新や ソフ トウェ

ア技術 の向上と共 に情報 そのものの高度な利用を押 し進めなければな らない。

情報化視点の他 の一つ は,こ の様 に増大す る情報活動に対処す るもので,先 に述べた情報機

器,処 理技術,情 報資源等 の積極的 な導入 に対 し,供 給サイ ドとして応 じる側 面である。 これ

が情報 の産業化 とい う面であり,将 来 の産業構造の中では重要なウエ イ トを 占めると予想 され

ている。 この中でも情報資源 であ るデータをコンピュータ リーダブルな集合体と して整理統合

し,収 集 ・加工あ るいは一般 に提 供するデータベースサー ビスは,情 報産業の一角 に位置 する

もので,ま さに情報の産業化 そのものである。 また他の情報産業が活動す るためには情報利用

を必要 とし,情 報 資源供給 の基幹であることか らデータベースサー ビスは情報産業 の重要 な位

置をキープしていると言 える(図3-3)。

② 行政情報デ ータベースの必要性

情報活動 に対 し情報資源を積極的 に利用 する場合,組 織内情報の範 囲で は不十分であ り,外

部情報の活動が要望 され る。特に,経 営戦略的な面では社会統計や経済情勢が不 可決とされて

お り,い きおい行政情報への需要が生 じて来 る。

一方 これの裏返 しと しての行政情報の供給が可能になれば ,行 政情報の占め る役割 は多大な

ものとなろう。

　 カ

先に紹介 した 近畿地域の情報化方策 において情報化方策を提言す ることに当 り,近 畿地

域の情報化のための課題整理 を してい るが,特 に情報化基盤整備の範疇に次の4課 題 をあげて

いる。

① 人材 の育成 と活用

② ソフ トウェア流通 の促進

③ 情報流通体制の整備',

④ 情報関連機器,シ ステムの普及

この③の情報流通体制 の整備 は,や や もすれば情報化の機会が遅れがちにな る中小企業や情

報地域格差のあ る企業に対 し,情 報アクセスの基盤が整備 されていない点か ら取 り上げられ た

ものであ る。

ここで の課題である情報 流通体制の整備をク リアする1つ の手法 と して,他 機関にあるデー

タベースの公開が要望 されて いる。中でも図3-4に もあ るとおり,公 共統計やマーケテ ィン

グ情報 の要望が高い。

この様に公共的デ ータの流通 に対する需要 は極 めて高いにもかかわ らず,個 々の企業がデー

タベースとして形成 する際 の費用がかさむ等 の問題が多い。このためには公共的な共有データ

ベースの形成促進が望 まれ るところである。
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次に,昭 和60年 度 本調査に よる行政情報に対す る意見は2.1.1行 政 情報利用ニーズで分析

した とお りで あるが,こ 乙でも公共的な情報 の需要が高いにもかか わらず,そ の提供方法や提

供 すべ き範囲 が標準化 され ていないと考え られ,ま たその内容 にも不満 な点のあることが報告

されている。

提供側に とって は,情 報公開の制度等 に関連 して検討すべき事項が多 くあると考え られるが,

社会 システムと して整備すべ き時代に来ている現在,早 急 にコン ピュータ上での情報整備を急

ぐべきであろ う。

この公共的な共有デ ータベースの形成は地域 に限 ったことでな く,全 国的な視野 に立 って整

備 して行 くべ きものであ り,国 の統計情報の流通機構が まず望 まれるところである。

.、データ流通 に関す る情報化の方向は世界的な流れであ り,OECD等 で は,"越 境 データ流通"

とい?た 情報 の国際化問題 にまで研究を掘 り下げている時代を考慮 すれば,行 政情報の流通を

前提 に した行政情報 のデータベース整備 は早急に着手すべ きであろ う。

以 上のとおり,行 政 情報の流通 は単 にデータベース産業 の振興といった範囲か ら情報化促進

とい うより高次な側面のあ ることを認識 してお く必要があ る。

㈲ 行政情報 と産業 情報 の連携

近畿地域 の情報 化方策 の中で,行 政情報 ネッ トワーク形成を促進す る提言は,「 データベー

ス ・デ ィス トリビュー トセンター(DBセ ンター)の 設立 」と 「府県VAN構 想 」であ る。

府県VANが 実 現 され るとDBセ ンターと行政情報機 関のネッ トワークへの接続が容易にな

り,企 業や生活 レベルか らのアクセスも早 まると期待され る。DBセ ンターには行政情報 の蓄

積が まず先行すると考え られ るが,さ らに公的機関や公営企業の情報 の登録が期待 され,DB

セ ンター設立 の実現が望 まれ るところである。

この行政情報 と同 じく産業情報 も情報化促進には重要 な役割を果たす。

大阪通商産業局等 の支援により昭和60年 に設立された関西データベース協議会 は,近 畿地

域のデータベース振興を 目的 に積極的な活動を続けており,現 在ではデータベース所在マニ ュ

アルを整備するに至 っている。

このデ ータベース所在マニ ュアルは,デ ータベースのデ ータベースとい う性格を持 ってお り,

近 畿の企業がどの様なデ一夕ベー.スを所持 しているかが一覧できるものである。 ここには54

社85デ ー タベースの所在が登録 されている。このデータベースの うちほ とんどが,現 在 は未

公開になっているが,5年 先 程度 に公開を計画 しているものもかな りある。

しか し先に述べた とお り,企 業活動や行政施策において は今後情報利用の増大が要望され,

民 間の提供する情報 と行政情報とを相互 に関連 させて,意 思決定やその支援等 に利用され るこ

とが予想 され る。 ・

近畿におけ るデ ータベース所在調査か らも分か るよ うに,企 業 ベースの情報が整備 され,そ

の提供の芽が生 まれてい る現在,行 政情報 と産業情報 のネ ッ!ワ ーク化が期待 されるところで

あ る 。
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3.2パ ソ コ ン通 信 と行 政 情 報 流 通 シ ス テ ム

昨今の情報機器 やソ フトウェアの著 しい発展 により,行 政機 関においても,従 来 の郵便や電話等

によ る通信手段以外 にも情報流通 のため の新 たなメデ ィアの開拓が可能となってきた。ここでは最
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近 と くに注 目を浴びているパソコン通信に的を絞 り,そ れを行政情報流通 に利用 した場合の 可能性

を探 り,ど のよ うに展開 していけばよいかを検討 したい。

3.2.1パ ソ コン通信

最 近で はニ ューメデ ィアとい う言葉がすっか り定着 し,さ まざまな試みがなされ,中 には ビデ

オテ ックスのよ うに実用化されているものも少な くない。パ ソコン通信 はアマチ ュアのパ ソコン

マニア同士の通信に始 まり,今 では大企 業による何万 とい う会員を持 ったパ ソコン通信サ ービス

が次 々と登場 してい る。本格的な普及が最近 のこととはいえ,こ のメデ ィアの将来におけ る役割

ははかり しれ ない ものがあるといえ よう。

(1)パ ソ コン通信の特徴

パソコン通信は,ハ ー ド的 にはパーソナル コン ピュータにモデム(MODEM:変 復 調装置)を

接続 し,回 線 は公衆電話回線を利用 して,パ ソコン同士 あるいはホス トコンピュータと通信す

るとい う形態が一般的である。最近の大規模なパ ソコンネ ッ トワークは大型 コンピ ュータをホ

ス トと し,回 線数も何十にも及ぶ もの も少 な くない。

コンピュータ同士で通信す るのであ るか らそ こには何 らかの取 り決め(手 順:プ ロ トコル)

を必要 とする。 日本 の多 くのパ ソコン通信 ネットワークは,比 較的簡単 なTTY手 順(非 同期,

全 二重,無 手順)で あるが,よ り信頼性が高 く高速な通信 を行 うため にはより高度 な手順を用

いなければな らない。それには,ア メ リカでポ ピュラーなMNPや 郵 政省推奨通信 方式(JU

ST-PC)な どがあ り,こ れ らはモデ ムにエ ラー訂正 の機能を有 しており,信 頼性 の高い通信

を実現 している。

また,パ ソコン通信 は他 のメデ ィアに比べて次のような特徴があ る。

第1に,シ ステムは相互通信を可能 とす る。 しかも,同 時に多数の相手 との通信 も可能であ

る。これ は ビデオテ ックスのように一方向の情報流通ではな く,利 用者 の誰 もが情報発信者 と

な った り,あ るいは電話のように会話す ることがで きる。

第2に,ハ ー ドウェアであるパ ソコンと電話回線が普及 していることがあげ られ る現在,パ

ソコン通信が普及 した原因の一つは安価 なパ ソコン自体 の普及 にある。すなわち,パ ソコンを

購入 したが本来 の機能 はめんどうな プログ ラムや高価 なソフ トを必要と し,そ れに限界を感 じ

たユーザーがパソコン同士の通信に 目を向けたものと思われる。そ して,パ ソコンを持 ってい

れば手軽 に通信を楽 しむことがで きるのもパ ソコン通信 の特徴 の一つである。 また,パ ソコン

は通信機能 のあるものであれば異機種 間での通信 も可能であ る(た だ し,漢 字を使 う場合は機

種 によりコー ドが違 うので注意が必要)。

第3に,パ ソコン通信は用途が広い。パ ソコン通信は他 のニ ューメデ ィアのように単一の機

能ではな く,次 項に述べ るようにさまざ まな機能がある。そ して,ハ ー ドウェアであるパソコ

ンは通信のみ ならず コンピュータと して ももちろん利用することができる。また,将 来 どのよ

うな新 たな機能ができるか分か らない未知 の可能性 を秘めているといえ よう。
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第4に,他 のメデ ィアとの交信が可能であること。電話回線を利用 した国内や遠 く海外のデ

ータベースへ のアクセス
,あ るいは ファックス網への送信 など多 くの利 用が考え られ る。

●

◎

●

表3-2

従来 のメディアとの比較

メディア

項 目 郵 便 電 轟轟 ,F∧X パソコン通 信

伝達速度 ×遅 い O速 い O速 い O速 い

情報のn己録 ○ 而∫ ×不 可 O可 ○可
印字品質 O原 文の ×不能 △Eッ ト ○ プリンタ

まま イメージ フ・ント

会話性 X O × ○

臨場感 X O × ×

イメー ジ伝送 ○ × ○ △

同報通信 ×基本的 ×基本的 ○可 ○可
には1対1 に は1対1

コ ンピ ュ ー タ ○磁気媒 ×不可 ×不 可 O可
リーダブルな形 体 その もの
でのデ ータ転送 のオ フライ

ン転送

大規模 なパソ コンネ ッ トワークサービスは,独 自のさまざまなサー ビスを実現 してい る
。 そ

の主 な ものは次の通 りである。

①BBS(BulletinBoardSystem)… … 電子掲 示板(不 特定者への公示)

② 電子 メール

③

特定の相手への伝送(メ ール)

SIG(SpecialInterestGroup)・ ・一 特 定 の 話 題 に つ い て の 交 流 の 場

④CUG(ClosedUserGroup)

⑤ チ ャ ッ ト

ネッ トワークを特定のグループで閉 じて使 うた

めの機能である。

システムの会員同士の リア ルタイムの会話サ ー

ビスである。

⑥PDS(PubliclfOmainSoftware)… 利 用 者 が だ れ で も使 え る公 開 ソ フ トウ ェア

ぎ

●
② パ ソコン通信 の現状

当初 はアマチ ュアの実験であ ったパ ソコン通信は大手企業の参入 によりニ ューメデ ィアのホ

ープとして瞬 く間 に普及 していった
。 この商用パ ソコン通信サービスは大 まか に分けて,「 情

報提供サー ビス」 と 「コ ミュニケーション ・メデ ィア」 とい う二つの性格 を有 している。初め

はどちらかとい うと情報提供 サー ビス重視の傾向があ り,シ ステムの運用者 は有力なIPに よ

る情報提供に力を注いだ。 しか し,ネ ッ トワークが充実 して利用者が増えて くると
,次 第 にマ

ニア同士 によるコ ミュニケーシ ョンの場 と してのパソコン通信が主流 にな
って きた。 これ は,

気 の合 った利用者相互 の情報 やメ ッセージの交換が ネ ットワークを支えてお り,シ ステムの運
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用者 はあ まり介入せず とも良い。 しか し,最 近では,大 手 のパソコンネッ トワークが次々に有

料化 され,さ まざまな大企業がパソコンネッ トワークへの参入を開始 しており,そ れ らに伴 う

新たな情報提供 サー ビスの拡 充が期待され る。

3.2.2`パ ソ コン通信による行政情報流通システム

ここでは今 までみてきたパ ソコン通信を行政情報流通にどのよ うに活用すればよいのかをその

具体的 な方法 に沿 って検討 したい。

(1)パ ソ コン通信 による行政情報流通 の問題点

パ ソコン通信 を利用 して行政情報 流通のネ ッ トワークを構築する際は,こ れ までみてきた民

間 の パ ソ コ ン ネ ッ トワークに比べ て,そ の特異性か らさまざまな問題が生 じて くる。

まず,パ ソコン通信は運営側,利 用側 ともに少 なか らず コス トがかかり,ま た操作等 に伴 う

人的資源も必要 とす るので,そ れだけの投資を して もペイす るだけの システムであ り情報でな

ければな らない。現 在 め民 間 パ ソ コンネ ッ トは運営側 は利 潤を度外視 しているところが多 く,

二次的喧 伝効果をねら・たものや・顧 客㌔ ビスのための運用が中心である・また ユーザ

Lも い わゆ るマニアが多 く,情 報の内容 よりもパソコンによ って通信 する事 自体 に興味を持 っ

てい る人に支え られてい るところが多いので はないかと考え られ る。公共機 関の場合,シ ステ

ムの採算性の算 出は非常 に困難であるが・全 く使用 され ないので は意味が な く・ また使用され

たと しても一部 マニ アの 自己満足 ・趣味 だけであってはならない。そしてユ]ザ ーは必ず しも操作

に詳 しいとは限 らないので,マ ン ・マシンインターフェイスの優れた誰 にでも使い易いシステ

ムである必要が ある。

次に,行 政情報 はデ ータについての高 い信頼性が要求 され る。デー タの信頼性が高 いために

は次 の二つ の条件を充実 させ る必要があ る。

一つはシステム 自体の信頼性であ.る。特に通信 中の伝送エ ラーによ る文字化け等が心配され

る。 これ には,高 度 な手順 によるエ ラー ・フリー通信が望 ましい。 また,い わゆるハ ッカー対

策 も重要である。部外者のシステム乱入,あ るいはデータの変更,破 壊に対す る対策 を十分に

立ててお く必要があ る。,

デ ータの信頼性 についてのも う一つの需要 な点は,IPと な る機関 の情報提供体制の確立で

ある。 これ には,そ れぞれの機関で情報を提供す るに当たって提供情報の適切 な選択 と整備,

情報 のチェック体制,情 報に対 する責任体制等を明確 にすることであ る。そ して・これ らの基

準はプ ライバシー保護等を考慮 した上で,各IP機 関であ る程度横並びであることが望 ましい。

また,利 用側も私用通信,乱 通信等を避 けるため利用 の基 準も必要 となるであろう。

これ らを満た して本当に有用な行政情報流通 システムといえる。次項で はこれ らの問題点を

ふ まえ,具 体的 なネ ッ トワーク実現 の方策 について検討 した。
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⑨

●

φ

・コストパフコθ一マンス
・優れた摸作性

システムのIPの 情報提供
信頼性 休制の日立

・エラーフリー ・堤根情報の適切な選択
・ハッカー対策 と整債

・情報のチェック体制
・情Hに対する貴{…体制

図3-5パ ソ コ ン通 信 に よ る行 政 情 報 流 通

② 行政情報流通 ネ ットワーク実現へ の具体的方法

ネ ッ トワークを構築するには,本 来な らば ネ ッ トワーク対象団体 の相互 のあ らゆる通信の内

容や通信量 を全体的 に調査 し,ネ ッ トワークが有効であるかを判断す る必要がある。 しか し,

そ うなると手軽に構築できるのが メ リッ トであ るはずのパソコンネ ッ トワニクの意味がな くな

って しまう。そこで,パ ソコンネ ッ トワークの構築 は,思 考実験 のもとでどのよ うな情報や形

態が有効であ るかを判断 し,「 とりあえずや ってみよ う」精神で試行錯誤を繰 り返 しなが ら最

良の システムに構築 してい くのが 自然な方法ではないだ ろうか。

この種 のシステムは本来原則的にシステムの管理 ・運用者が必要である。パソコンネ ッ トワ

ークを構築するに当た って は,大 型計算機を ホス トコンピュータと して運用す るのが機能や信

頼性が充実 しているとい う面において理想であ るが,実 際 にはこの種のネ ッ トワークに何万 と

い う利用者があ るとは思えず,機 能が充実 していて も少数の利用者のために大型計算機を利用

するなどということは,コ ス ト等 の面か らみてもその実現は容易ではない。 また,パ ソコンと

モデ ムとい う最小 のハー ドウェア構成でもホス トの運用は可能であ り,事 実 そのよ うな構成で

運用 しているアマチ ュアのネ ッ トワーク等 も多数あ るが,実 用的 なものとす るにはか なりの努

力が必要であ る。中でもパ ソコンの処理能力不足 による回線数や機 能の制限は致命的であ る。

そこでここでは大規模 なネッ トワーク構築へ のアプローチの一例 として,比 較的安価で実用性

のあ る,商 用パソコンネ ットワークサー ビスを利用する方法を考えてみたい。

〈商用パ ソコンネッ トワークサービスの利用 について〉

前 にも述べたよ うに,パ ソコン通信を利用す る商用パソコンネ ッ トワークサ ー ビスは最 近

目覚ま しく普及 してお り,そ の機能 も多種 にわたるよ うになった。中でも,ネ ッ トワークを

特定 のユーザーで閉 じて使 うことので きるCUG機 能 は,運 用者 は大型 コ ンピュータを設置

することな く,大 型 ネッ トワークの豊 富な機能を十分に利用することがで き,特 に利用者数

がさほど多 くないネッ トワークにおいては有利 であり,実 用的なシステムの実現に最 も手軽

で有効な手段であるよ うに思われ る。以下 自営 でホス トコンピュータを設置 した独 自のシス

テムとの違いか らその特徴を述べ る。

まず長所 として

① ハー ドの初期投資が少な くてすむ。

多 くの商用パ ソコン通信サ ービスはあ る程度の大型 コンピュータを ホス トに置いてお り,
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利用者 はもちろん,ネ ッ トワークの運用側 もパソコンとモデムといった簡単な設備でネ ッ

トワークを形成できる。

② システム開発の必要がな くすぐに運用で きる。

自営 でホス トコンピュータを設置 して システムを運用する場合,通 常 はネッ トワークの

ホス トプログラムを必要 とする。すでに順調 な運営 を行 っている商用パ ソコンネ ットワー

クを利用す ると,ζ れ らの プログラム開発あるいは購入が不必要とな るばか りでな く,ネ

ッ トワーク自体 の設計か ら始 まりテス トラン等 に係る初期の過程が非常 に短期間で終わる。

③ システムの機能が豊 富。

前 にもみてきた ように大規模な商用パソ コンネッ トワークはそれぞれ独 自の工夫 により

さ まざまな機能を実現 している。中には行政情報の流通 としてはあ まり利用されないであ

ろ う機能もあるが,こ れだけの機能を独 自に開発するのは容易なことではな く,ネ ッ トワ

ークの運用者 は豊富な商用パ ソコンネッ トワークの機能の中か ら行政情報流通 に役立つ機

能を選択するだけでよい。

④ システムの信頼性が高い。

通常 コンピュータが大型 になるほどその信頼性 は高い といえ る。それ は,ハ ー ドや ソフ

トの障害に対 する処理体制面と,IDや パ スワー ドによ る機密保護面がある。

⑤ アクセスポイン トが多 く利用者 の通信費用が安 くてすむ。

現在NTTの 公 衆電話回線は距離が遠 くなるほどその利用料金は高 くなる。商用の大規模 パ

ソコ ンネ ットワークは何十とい ったアクセスポイン トを持つことか ら,利 用者 は最 も近 くの

アクセスポイ ン トを コールすればよ く,遠 くの利 用者で も通信費用 は大変安 くてすむ 。

また短所と しては

① システム契約のため のランニ ングコス トがかかる。

② ホス ト側も通信費用がかか る。

③ 機能の フレキシビリテ ィーに欠け,稼 働が一度軌遡 こ乗 ると独自のシステムへの移行が

難 しい。

などが あげ られ る。

このよ うに商用パ ソコンネ ッ トワークの利用 はネッ トワーク構築の初期 には大変有利であ

る。 しか し,こ のように して商用のネ ッ トワークを利用 してパソコン通信が行政情報 の流通

に十分利用できることがわかり,本 格的な大規模 ネッ トワークを構築す ることを考えた場合,

次 の理 由によ り将来的にはやはり自営 のホス トコ ンピュータによる完全なクローズ ドネットワ

ークとするのが理想であると思われる。

① ネ ッ トワークの運用者が システム全体や利用者について完 全に把握 し管理できる。

② 行政情報流通 に最適 な形態 にシステムをつ くり,』あるいは 目指すことがで きる。

③ ネッ トワークの仕様変更や機能の追加等 が運用者によって 自由に行 うことができる。

従 って,ネ ッ トワークは当初 の商用のネ ッ トワーク利 用か ら独 自のシステ ムへ と移行するも
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のとみ られ る。次項で はそあよ うなネ ッ トワークの発展例 を簡単に想定 してみ たい。

(3)・ネ ッ トワークの発展

行政情報流通 ネ ッ トワークはどのよ うな形で構築 し,発 展 させれば よいのであろ うか。 ここ

ではその一例を三つ の段階 にわけて想定 してみたい。

●

表3-3行 政 情報流通 ネ ットワークの発展 段階(例)

傷

期先拡
.

実充
格本口に等‥ク

営セ運三な第的ー

団工商や人法
問殊機特種・各

業体の全治等般自体一

制体者P用-利ががヰOも住一仕一工曽日工.β

接匹田用畜
制・休講金

■全課子・電続

一

學関機種
-
-

…〕

「

…ネ県ー

麟
躍

了
趣

致
ト
A行ツV

,

口

偏

期用実
の想構な的体具の用適格

成本完1

要
害主体・団関央機中先・出体の治国自

広報情城地の有保関機密
報

送のへ網奴"ワB
等D信

璽 ⊥ 、…

闘薩旧

'

ー

'関ー…機ゐ▼関…

恒/

劇

論…

機

ヨ
…

へ匹

繭

、

期験実
運的験実焔に関畷スホ

用

パ砿と関機験
体実主のク定一特ワ

方
一

助か関機ト
供ス提ホ報に傭主的

体主ル‥子滝－B

馴椴松

ー

ー関関棚機,BC叫「」η

ホ

ス

ト

実
験

機

関

階段

目項

法方用噸

者用剤

勾内報P情1(

・

能噸

‥ト
態ッ形ネク

・

書

●

(4)行 政 情報 流通 ネ ッ トワークの機能と利用方法

① 地方行政機関の広報機能 ・データ発信機能

地域 の行政機 関は広報誌 や月報,あ るいは報告書 ・パ ンフレッ ト等 さまざまな形でその機

関の収集 したデータの集計発表 や業務 の広報 ・報告等を行 っている。 しか し,そ のほとんど

がペーパーによ るものであり,今 後 このよ うな情報発信機能がパソコン通信 によっても実現

される可能性が ある。また,パ ソコン通信 はパ ソコン端末だけではな く,フ ァックス端末な

どに対 して も情報を発信 することができる。

② 情報収集機能

あ らゆ る機関 は他の機関や団体あるいはさまざまな業界等から多 くの情報を入手 してい る。

その方法は,時 には書類であったり,ま た電話であ ったり実に多様 な入手形態が考え られ る

が,そ のよ うな従来 のデー タ収集機能の一部がパ ソコン通信によって代替 され るの はもちろ
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ん,パ ソコン通信 はコメ ン トや文章 などの非数値情報の伝達にも適 してお り,雰 囲気や感想

といった数値化 しに くい情報をよ りリアルタイムな形で入手でき,従 来 とは違 ったよ り広範

囲な形での情報収集が可能であ る。情報例 と して,経 済情報,統 計情報,企 業立地や特定の

業 界の情報,あ るいは行政事例や施策情報 などが考え られ る。

③ 相互通信機能

現在各機関間で行われてい る通信 は,郵 便,電 話,フ ァックスなど多様 な手段によってお

びただ しい量 にのぼる。パ ソコン通信 もそ のよ うな通信の一手段と して利用で きるようにな

るであろ う。たとえば,一 度に同報機能で同一の文書 を多 くの場所へ送付 したり,ア ンケー

・トなどで文書 をローカルの ワープ ロに変換 して回答 したのち,も う一度電子 メールで送 り返

す(図3-6参 照)な ど パ ソコン通信の特徴を生か した利用法を活用す ることによ り,他 の通

信手段との役割分担 が可能となる。 また,将 来 は窓口業務 や相談業務 のパ ソコンネッ トワー

ク化,・あ るいは行政機関への提 出書類 のオンライン化,さ らにはパソコン上で の電子会議 な

どとい うことも考え られ る。

●

ぐ

質間者

ワLプ ロ文書を
電子メールで送付

→

パ ソ コ ン

ネ ッ トワ ー ク

シ ス テ ム

文書をダ ウンロー ド

してワープ ロ化

回答者

ワープロ上で回答を記入する

正

回答者
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回答を 文書をダウンロード
電子メ:LVで送付 溺i

・ してXZ'aj

図3-6パ ソ コン通信の アンケー ト調査利用例

④ データベース機能

行政情報ネット

@
ワ ー ク シ ス テ ム

利用者

図3-7パ ソ コン通信によるデータベー スの利用

地 方の行政機関ではい くつか の機 関でデー タベースが作成 され,ま たほとんどの機関が,

そ の構築 とデータの整備が重要であ るとの意識を持 っており,外 部 の商用 あるいは公共機関

のデータベースもよ く利用 されてい る。 しか しなが ら,デ ータベースの構 築には大変 な労力

を要 し,実 用的なものの構築は難 しいものである。そこで,パ ソコン通信 のホス トに,各 機

関でお互いに共通 に利用 したい地域のデータベースを構築す ることによ り,リ ソースを共有

した経済的なデ ータベースの運用ができる。 また,外 部の商用DBを 共 同購入する,適 切 な
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プ ロ トコルを用いて行政 に必要な電算機 のプログラムを提供するなどさまざ まな利用法 が考

え られ る。

(5)行 政 情報流通ネ ッ トワークに期待 される効果

① 地域間 ・機関間の情報較差の是正

公衆電話回線を利用 することによ り,ど こか らでもネ ットワークにア クセスで きることか

ら,地 域による情報 の格 差が是正され る。また,ネ ットワークへ の参画は安価 なパソコンで

で きることか ら,大 型 コンピュータを駆使 することので きる大規模 な機 関だけではな くとも

同様 の情報入手が可能であ り,機 関による情報の格差 も是正され るであろ う。

② 情報伝達速度の向上

印刷物による広報等に比べて,オ ンラインによる情報伝達はよ りリアルタイムな形での情報

伝達が 可能であ る。

③ データ リソースの共有

各機関が互いにデー タを供出 して ネッ トワーク上にデータベースを構築 してデータを共有

し,ま た民 間のデータベースを共同で利用することによりデータ利用 の省 コス ト化を図 るこ

とができる。

④ 情報の高度利用

ネッ トワークより文書やデータベース等か らの数値情報をローカルのパ ソコ ンにダウ ンロ

ー ドして ローカルの独 自の システムで編集 ・加工 した り分析す ることによ り,情 報を単 にそ

のままの形でみ るだけでな く多様な高度利用が可能である。

⑤ 異 分野 との交流

パソコンネ ッ トワークはある種のパ ブ リックネ ッ トワークであり,あ らゆる分野 の人がネ

ッ トワークにアクセスす ることが考え られる。 こうい った場合,従 来 の方法で はあまり知 り

得 ることのなか った異分野,異 業務,及 び異業種 の情報 とも接する機会が 多 くなり,よ り多

角的な情報 の入手が可能である。

●

3.3行 政 情 報 ネ ッ トワ ー ク 形 成 の 姿 勢

行政情報 ネ ットワークの柱である通信 システムの構築のために,行 政情報提供 に限定 した独 自の

オンライン ・ネッ トワークシステムを形成 してい くことも一つ の方法であ る。また,従 来 のデ ータ

通信技術にパソコン等端末を接続 する方法や2.2.4で 論 じたニ ューメデ ィアによ り行政情報を提供

す る方法もある。これ らの新技術と同様,昭 和60年 の通信 の自由化と共に脚光を浴びているVA

Nは,デ ータ通信 の主たる技術の一つ として位置づけ られており,不 特定多数を利用の対 象とする

行政情報ネ ッ トワーク形成 には,最 適な ものと考え られる。VAN出 現 はアメ リカで のTYMNET

やTELENETと い うコンビ;一 夕通信にまでさかのぼ るが,昭 和61年 時 点で は,第 二種電気通
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信事業と して届け られている我が国のVAN企 業 は300社 に も達 してお り,技 術的にもVANは 一

般的になりつつあ ると云 っても過言ではない。

行政情報 ネ ッ トワークに接続す る組織 は,行 政体 のみな らず公共組織,企 業か ら一般 市民 にまで

ゆきわた る可能性があ り,同 一性格 の企業グループ内で形成 され る一般 のVANで は,充 分な機能

・が発揮で きないと予想 され る。行政情報 の提供には不特定多数の利用者を対象とする特別第二種の

VANの 形成が必要 とされよ う。

府県VAN構 想 は,近 畿 自らが広域のネッ トワークを行政体を中心に構築 していこうとするもの

であるが,こ れが形成 され ると,表3-1に も示 したよ うに,様 々のサー ビスの提供が 可能 になる。

パ ソコンを通 じて形成 された行政情報流通 システムもその基盤を府県VANに ゆ だねることによ

り,'よ り広範 に廉価 に形成され る可能性を秘めている。

また行政機関や企業が府県VANを 通 じて ネッテ ィング してい くことにより,行 政情報と企業情

報の相互利用か ら社会 システムとして充実 して くる可能性 も期待 されよ う。

このため には 「府 県VAN構 想 」や 「データベース ・デ ィス トリビュー トセンター設立」あるい

は 「高度情報処理人材養成機関 の設立 」等 「近畿地方の情報化 」に提示した方策に向けて近畿 自らが取

り組んでい く必要があ る。

●

'

t
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■

4.む す び

本調査 では,地 域 における産i業振興を推進す るためには,行 政機 関や経済団体等がそれぞれの保持

す る情報を流通 させ ることが必要であるとい う認識か ら,行 政情報流通 のあ り方について検討を行 っ

た。

行政情報流通 を推進するためには,行 政機関内部 における情報整備の推進,情 報公開等 の制度 面で

の対応,機 関内外部におけ るネ ッ トワーク化へ の対応等行政機関 自体に努力を要求 され ることが多い。

こうした ことはもちろん,行 政事務 の合理化や行政サー ビスの向上につ なが るものであり,行 政機関

が今後積極 的に取 り組んでい くべき方向であ ることは当然 のこととも考え られる。

しか し,・行政情報流通を産業振興 に役立てよ うとするな らば,行 政機関の対応だけでな く,団 体,

企 業等行政情報の利用者か らもど うい う情報が本当に必要なのか という具体的 な情報 ニーズを明 らか

に してい く必要があると考え られ る。この意味で,現 在,地 域 の組合や地方 自治体 が取 り組んでい る

ニ ュー メディア・コミュニテ ィ構想等情報化への対応事例がよいモデルになると考え られ る。

また,地 域だけで対応 できない,近 畿全体あ るいは国全体で今後検討 していかなければな らない問

題 も多 く残 されて いる。 、/

一つ は情報格差 の問題である。近畿圏は首都圏ξに次 ぐ産 業,人 口の集積地であることか ら,首 都圏

並 の情報アクセスはある程度満足 されているとも考え られ る。 しか し,京 阪神以外の地域では情報網

か ら取 り残されてい ると感 じている地域が多いことや,京 阪神であ ってもアクセスしに くい情報 も多

くあること等が問題 となってい る。こうした情報格差は,通 信料金体系の遠近格差等 コス ト面や通信基

盤の整備の問題だけでな く,情 報 サービスを十分受けることができない とい った問題 も含 まれ ている。

実際的な例 でいえば,「 地 方では新 しいソフ トウェアを導入 しよ うとしても,専 門の技術者が東京 に

しかいないため,身 近 に十分な情報サ ービスを受けに くい」 とい うある県の情報処理担当者の言葉 の

よ うに,最 新 の情報技術の地方へ の浸透 の遅れ とい った要因 もある。このため,地 域 における高度情

報処理 に対応できる人材 の育成の必要性が叫ばれているわけであるが,地 域におけるネ ットワークの

先進事例 と して,府 県や市町村等 のネ ッ トワークシステムが地域で参考にされ る,あ るいは,地 域 に

おけ るネ ッ トワークの核になる面か らも今後期待が大 きくな ると思われる。

また一つには,情 報処理技術 の問題がある。情報処理技術 の発展が早いため,最 新のハー ドウェア,

ソ フ トウェアを導入 しても数年で システムが陳腐化 して しまうのではないか とい う不安が システムの

大小を問わずつ きまと うとい うのが現状であ ると思われる。特にパーソナルコンピュータや ワー ドプ

ロセ ッサ ー等 のOA機 器 ではこの傾向が著 しい。 しか し,技 術が固 まるまで待っていてはネ ットワー

ク化 はいつまでた っても実現 しないので,将 来性を十分検討 した上で,柔 軟性 のあ るシステムを構築

してい く必要があ ると考え られ る。本調査でパソコンネ ッ トワークを提示 したのも,実 現性の高 い部

分か ら着 手 し,将 来 のコンピュータネ ットワークへ結び付けてはど うか という視点か らであると理解

していただきたい。なお,ネ ッ トワーク化へのアプローチ は他 の方法も多 く考え られ,ど の方法が近

畿にとって望 ましいかは今後十分検討 され る必要があると考え られる。
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ところで,シ ステムに柔軟性を持たせるためにはコー ド体系,通 信手順等情報処理技術 全般 の標準

化が進め られ ることが必要であ り,国 や地方 自治体 の情報化施策 の整合性 も検討 され る必要がある。

近年,各 省庁で国 と地域を結んだネ ットワークシステムが実施 または提案されている。 これ らのシス

テムは各 省庁 と府県等 の地域行政機関を結んだネ ッ トワークを構成 しているため,各 地域 に設置 され

る端末機 は様 々な機種の ものが想定 され る。 このため,地 域独 自で ネッ トワー クを構築する場 合,機

関に よっては重複投資 となるケースも考え られる。それぞれのシステムは地域と国の間で の情報流通

を活発化 するものであ り,ぜ ひとも推進 され る必要があるが,地 域の行政機関等か らみれば各 システ

ム毎 に端末機を設置 することは必ず しも必要 でない場合 もあ り,異 機種間結合や回線 交換 等が実現さ

れれば各地域で最適な端末機 システムを計画的 に配置 してい くことも可能 と考え られる。

なお,こ の問題 は技術 的な解決だけでなく,国 及び地域 の各情報化施策が地 域で総合的 に展開できる

ような方法が今後検討され る必要があるよ うに思われ る。

最後 に,近 畿圏 におけ るネッ トワークは最終的には一つのものにまとまってい くであろ うことか ら,

各機 関が できるところか ら取 り組み,か つ,協 力 して い くことが必要であ ることを強調 しておきたい。

●
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1.調 査研 究 の概 要'
、

1.1調 査統 計 情 報 の利 用現 況 と利 用 者 の要 望

60年 度の 「中国地域における行政情報流通調査」において,情 報流通の効率化 ・迅速化,地 域

機関におけるコンピュータの効率利用及び地域における情報化の促進を図るための情報流通システ

ムの望ましい姿を検討する基礎資料を得るために,中 国地域の行政機関(国 ・県・市),商 工会議

所,業 界団体,主 要企業を対象に,

① 調査統計情報の利用状況

② 調査統計情報の利用上の問題点

③ 今後利用 したい調査統計情報

④

⑤

⑥

⑦

オ ン ラ イ ン ・ネ ッ トワ ー ク に よ る調 査 統 計 情 報 の 流 通

オ ン ラ イ ン ・ネ ッ トワ ー ク の メ リ ッ ト

オ ン ラ イ ン ・ネ ッ ト ワー ク の 問 題 点

オ ン ラ イ ン ・ネ ッ トワ ー ク へ の 参 加 意 識

等をア ンケー ト方式で調査 した。

その結果,調 査票を提 出した303の す べて の機 関が,日 常業務 に調査統計情報を利用 してい るこ

とが明 らかとなったが,必 要 な情報 のほとんど(93.1%)を 印刷物の形で入手 してお り,オ ンライ

ンシステムで入手 しているものは0 .2%と 皆 無に近い状態であった。

そのため,調 査統計情報の入手 ・利用 上の問題点の第1に,「 公開時期が遅い」 ことが指摘 され .

そ の解決 方法 としての 「オンライン・ネ ッ トワークシステムによる調査統計情報 の流通 」に 「関心

があ る」 と回答 した機関は約6割(59.9%)と 過半数を 占めた。 また,約1/4(26 .8%)の 機 関

が 「何とも言えない」 とい う回答を示 した。

これは,上 述 のようにすべての機 関が なん らかの調査統計情報 を利用 していること,そ の入手を

印刷物 に依存 しているため必要 な情報を迅速 に入手で きず,公 開時期が遅いことに不満を持 ってい

ること及び コゾピュ一夕と通信技術 の進歩により各機関 ともオンライン・ネ ッ トワークによる情報

流通 の実績を持 っていることによ るものと考え られ,オ ンライン ・ネ ッ トワークシステムによる調

査 統計情報の流通 の効率化 ・迅速化の要 求が高 まってい ることを示すとともに,約1/4の 「何と

も言えない」 という回答 に見 られるように,ど のようなシステムが構築され るのか,果 して利 用 し

やすい シスデムができるのか一抹 の疑問を持 ってい ることを示 している。このことは,調 査統計情

報 のオンライ ン・ネ ッ トワーク化が実現 した場合の 「参加意識」の調査結果 により顕著 に現れてお

り,「 参加 しない」と回答 した機 関は僅か0.8%し か な く,オ ンライン ・ネッ トワーク化の必要性

を認めているが,し か し,「 積極的に参加する」 と回答 した機関は約1割(10.8%)で,大 多数 の

機関 は 「条件に よ って参加す る」,「 わか らない」 と回答 してお り,構 築 された システムの内容の

如何により調査 統計情報 のオンライン ・ネッ トワークシステムへの参加 の是非を判断 しよ う・と して

い る。'
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即 ち,オ ンライン・ネットワーク化 の必要性 ・要望が高 まってい るが,'ど の よ うなシステムが構築

されるかという疑問が残されていると言え る。

基礎調査 によ り得 られた以上の知見を踏 まえ,「 地域内 オンライン ・ネ ッ トワークによる調査統

計情報流通 システム」の実現に向け,具 体的方策を検討 するために,61年 度 は,応 用調査 として調

査統計情報を提 供する立場 にある機 関の実 態を調査 し,オ ンライン・ネットワーク化の実現 に向けて

の現状 と問題点,課 題 を明らか に してい くことを試みた。
禽

1.2応 用 調 査 研 究 の 概 要

応用調査 は2段 階に分けて行 った。 まず,第1段 階で は,調 査統計情報を作成 ・提供 する行政機

関及び将来的に提供機 関として の役割が期待され る政府系金融機関等(以 下 「情報提供機関 」とい

う。)の オ ンライン ・ネ ッ トワーク化 に向けて の現状 と今後 の方向を把握す るためにア ンケー ト方

式 によ る調査を試みた。

その調査結果 をもとに,第2段 階 と して代表的な機 関に対 して事例研究 として聞 き取 り(ヒ ア リ

ング)調 査を行 った。調査 の概要は次 のとお りであ る。

1.2.1第 一1段階一アンケート調査,

ll)調 査の目的

中国地域における調査統計情報流通のオンライン・ネットワーク化に向け,調 査統計情報の

効率的な流通 ・利用体制のあり方及びその実現のための具体的方策を検討するために,情 報提

供機関の現状及び今後の方向を明らかにする。

② 調査の内容

行政情報のうち調査統計情報にかかる情報提供機関の現状及び今後の方向について以下の内

容を調査 した。

① 調査統計情報の磁気媒体化の現状と今後の計画 ・方針

② 調査統計情報のデータベース化の現状と今後の拡大計画及びその問題点

③ 磁気媒体化された調査統計情報の外部提供の状況と今後の計画

④ オンラインによる流通体系,提 供上の問題点及びオンラインシステム構築のための具体

的方策

⑤ 調査統計情報に関する相談及び照会に対するサごビス状況と今後の改善 ・拡大計画

(3)調 査の対象

① 行政機関

② 政府系金融機関

③ 大学

(4)調 査の方法及び時期

調査の方法は,郵 送によるアンケー ト方式で,昭 和61年8月 下旬に郵送 し,9月 末に回収

A
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膨

した。

アンケー トの内容は資料1に 示す。ア ンケー トの機関別発送件数,回 収件数及び回収率 は表

1-1に 示 すとおりである.。

表1-1調 査 票回収状況一覧表

機関別発送件数 回収件数 回収率(%)

19 19 100.01.行政機関

(1)国 の出先機関 10 10 100.0

(2)県 5 5 100.0

(3)市 4 4 100.0

18 90.02.政府系金融機関 20

(1)日 本銀行 ・日本開発銀行 5 5 100.0

(2)中 小企業金融公庫 5 4 80.0

(3)国 民金融公庫 ・5 5 100.0

(4)商 工組合中央金庫 5 4 80.0

7 100.03.大 学 7

(1)国 立大学 5 5 100.0

(2)私 立大学 2 2 100.0

合 計 46 44 95.7

1.2.2第2段 階 一 ヒア リング調査

(D調 査 の 目的

中国地域における調査統計情報流通のオンライン ・ネ ットワーク化を図 るために,行 政機 関

等 のデ ータベース利用 システムの開発現況を明 らかにす る。

(2}調 査 の内容

行政情報 のうち調査統計情報にかか るデータベース開発 ・利用 システムの構築について以 下

の内容を調査 した。

①

②

③

④

⑤

データベース開発 ・利 用 システムの基本構想

データベース開発にあた って整備 しているデータの内容

データベースの開発状況

オンラインシステムの開発状況

データベース及びオ ンラインシステムの開発計画

(3)調 査 の対 象

広島県,岡 山県,山 口県,広 島市,

事業部(以 上6件)

中国電力㈱経済研究所,日 本電信電話㈱中国データ通信
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(4)調 査 の方法及び時期

調査 の方法は,各 調査対象機 関の担当者に対する聞 き取 り(ヒ ア リング)方 式 により行 った。

調査の機関は,昭 和61年11月10日 か ら14日 の5日 間で行った。

聞き取 り調査項 目の内容 は資料2に 示す。

≠
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2.調 査研究成果

2.1情 報 提供 機 関 の現状 と今 後 の 方 向

アンケー ト調査により得られた調査統計情報の提供機関の現状と今後の計画 ・方針は以下のとお

りであった。
●

2.1.1調 査統計情報の磁気媒体化 の現況

各機 関の所管統計 について,統 計作成の基本 となる調査票等 の内容を収録 され たデ ータ(以 下

「原 データ」 とい う。)と その原デ ータを基 に公表向けに集計 されたデ ータ(以 下 「公表 可能な

集計データ」とい う。)の それぞれについて,磁 気媒体化状況,保 存状況及び保存媒体並び に今

後 の方針を調査 した。

(1)原 デ ータの磁気媒体化状 況

原データの磁気媒体化bSど の段階で行われているかを,機 関別に統計件数を調査 したところ,

今 回調査 したほとんどの統計 は磁気媒体化されていることがわか6た が,一 部 の 「県民所得統

計」等 は磁気媒体化されていなか った。国の出先機 関では,ほ とんど本省庁で磁気媒体化 され

てい・るのに対 し,県 レベルでは50%が 該 当機関で磁気媒体化され,40%が 本 省庁で磁気媒

体化されている。

なお,一 部の統計 について は,本 省と県の両方で磁気媒体化 しているものもあ る。

%
010203040506070 、8090100

」/響 関で 〔即興べ

国の出先

(24件)

瞬

(65PD

図2 .-1原 デ ータの磁気 媒体化状況

●

(注)Lこ こでいう 「件数」とは.国 の出先機関に?い ては,各 機関の所管統計を調査票'{C提

示 して回答を得たものを集計した件数をいう(総 数23統 計24件 一 これは1統 計が

2機 関1ζまぴ ・てし'る地)・ 県`こついては・1「'調査疏 総覧」唯 づき・県が関係

する統計(各 県共通13統 計)を 調査票に提示して回答を得たものを集計 した件数をい

う(総 数65件)。 以下同じ。 、

2.予 め提示して回答を求めた統計名は,資 料1の 対象統計名'覧 表ic示 す。
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② 磁気 媒体化 され た原 データの保存状況

磁気媒体化 された原データを,調 査年何年分以 降のものを保存 しているかについて取 りまと

めたものを表2-1及 び表2-2に 示す。

なお,国 の出先機関 は,本 省で保存 されているものも含めて保存年が明 らかなもの(23統

計 中8統 計)を 取 りまとめた。

表2-1磁 気 媒体化された原データの保存状況(国 の出先機関)

統 計 名 保存年 統 計 名 保存年

法人企業統計調査 昭56 ガス事業生産動態統計 昭56

大蔵省景気予測調査 昭58 農林 業 セ ンサ ス 昭55

雛 動態調査
昭50 海面漁業生産統計 昭50

作物統計 昭5
、0
農家経済調査

1

昭46

(注)こ こでいう 「保存年」とは`保 存をされている最も古い調査年次をいう。以下同じ。

表2-2 磁気媒体化された原データの保存状況(県)

(単 位:年)

統 計 名

保 ..有 年

鳥取県 島根県 岡山県 広島県 llll1県

工業統計調査 ll召55

タL

昭51 昭56 昭56 昭54

商業統計 昭54、 1!召54 昭49 昭54 昭54

事業所統計' 昭56 昭56 昭56 昭56

消費者物価指数 昭57 昭55 昭55

毎月勤労統計調査 昭60 昭56 .昭48 昭56

基本台帳枳 移動調査. 昭51 昭45 昭48

、

農林業センサズ 昭55 昭51 昭 、50 昭45 昭60

鉱工 業指数 『 昭53 昭44 昭52 昭56
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(3)公 表 可能な集計 データの磁気媒体化状況

集計データについての磁気媒体化が行われてい るかどうか,ま た,行 われてい る場合にどの

程度 のものを磁気媒体化 しているのかを機 関別に統計件数を調査 した ところ,公 表 可能な集計

データでは磁気媒体化 していなか った。そこで内部利用 のための集計データ(以 下 「集計 デー

タ」 とい う。)に つ いて調査 したところ,国 の出先機関では,ほ とんどの統計が磁気媒体化 さ

れでいない。・また県では,5県 中3県 で調査対象統計(13統 計)の 半数近 くを公表項 目以上 に

ついて磁気媒体化 している。

(4)磁 気 媒体化された集計データの保存状況及び保存媒体

磁気媒体化された集計 データを,調 査年何年分以降のものを保存 しているかを統計毎 に調査

年を,ま たど うい う媒体に保存 しているかをそれぞれ調査 したところ,国 の出先機関で は,鉱

工業指数(昭 和52年 以 降)が 磁気 ディスクに,通 産省生産動態統計(昭 和59年 以 降)が フ

ロッピーデ ィスクにそれぞれ公表項 目以上保存 され てい る。

また,県 について は,磁 気媒体化 された集計 データの保 存状況は表2-3に 示 すとお りで あ

り,保 存媒体 として は,ほ とんど磁気テープに保存 している。

表2-3磁 気 媒体化された集計デ ータの保 存状況(県)

●

統 計 名 鳥11R県 島根県 岡山県 広島県 II旧 県

工業編 閾 査 . 昭58 昭51 昭54

商業統計 昭60 昭54 昭54
一一}

事業所統計 昭56
一 一一

消費者物価指数 昭59 昭55 昭559
一 一

毎月勤労統計調査 昭59 昭48 昭35
一 一

基本台帳人口移動調査 昭59 甲60 昭50

農 林業 センサ ス 昭45、 昭45

鉱工業指数 昭59 昭52 昭56

9

⑤ 集計デ ータの磁気媒体化 に対する今後の方針

集計デ ータの磁気媒体化 に対する今後の方針を統計毎 に調査 したところ,国 の出先機 関で も

県でも集計データを新たに磁気媒体化 していこ うという動 きはな く,現 在磁気媒体化 してい る

統計を,今 後も引 き続 き行 うとの回答であ った。
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2、1.2磁 気媒体化 された公表可能な集計データの外部提供の可能性

磁気 媒体化 された公表 可能 な集計 データの外部提供 の可能性,提 供方法及び提供手段等 につい

て調査 した。

(1)磁 気 媒体化 された公表 可能 な集計デ ータの外部提供の可能性

磁気媒体化 され た公表可能 な集計デ ータが外部に提供で きるかど うかを調査 したところ,国

の出先機関では,出 先機 関 自体で提供が可能 としたのは1機 関で,本 省か らの提供 な らば可能

であると回答 したのが3機 関あ った。 また,県 については,外 部提供が可能 と回答 した機 関の

うち,実 際に集計 データを磁気媒体化 しているのは1機 関であり,残 り1機 関は,現 在磁気媒

体化 していないが,磁 気媒体化されれば外部提供 は可能であるとの回答であった。

(2)磁 気 媒体化 された公表 可能 な集計デ ータについて,外 部か らの提供要請があ った場合の受付

窓口

公表 可能 な集計 データについて,外 部か ら提供要請があ った場合の受付窓 口が一元化 してい

るか どうか等を調査 したところ,国 の出先機関では,8機 関 中 「統計総括課で受付ける」 とい

うのが3機 関(そ の3機 関 とも本省で受付け る),「 各 統計所管課で受付 ける」というのが3

機 関あった。 また,県 については,5具 申 「各統計所管課で受付ける」というのが2県 あるの

みであ った。

⑧ 外部提供 に関する手続規程

外部提供 に関する手続規程 があるかど うかを調査 したところ,規 程があると回答 したのは,

国 の出先機関に3機 関あるのみであ った。 しか し,② と同様その機関はすべて本省で定めたも

ので あった。

(4)外 部 提供の早期化につ いて

印刷物による発表の前 に,磁 気媒体化された公表可能 な集計デ]タ を外部 に提供する考えが

あ るかど うかを調査 したところ,国 の出先機関,県 のほとんどは印刷物による発表前 には外部

に提供 はできないとの回答であ った。

㈲ 外部提供の手段について

外 部提供の手段について,,各 機 関の考え方を調査 したところ,国 の出先機 関 ・県 ともオンラ

インによる提供は現在のところ考えていないとい う結果が得 られた。オフライ ンによ.る提供に

ついては,国 の出先機関に4機 関あるのみであった。その4機 関とも提供媒体 には磁気 テープ

を考えているrヒラ1あ った。

(注)こ とで い う 「オ ン ライ ン」 とは,通 信 用 コン ピ ュータ同 士 の連 結 に よ る もの を い い・

「オ フラ イ ン」 と は,磁 気 媒 体 化 され た もの のや りと りを い う。

2.1.3調 査統計情報のデータベース化の現状 と今後の計画

以 上前項までは,所 管統計を持 つ国の出先機関及び中国5県 に対 して調査 したが,こ こか らは

中国管内 の所管統計を持 たない国の出先機関,市(中 国管内で人口30万 人 以 上),政 府 系金融
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●

機 関及び大学を加えて,調 査統計情報のデータベース化の状況,開 発 ・拡充方針,今 後 の計 画及

びデータベース化 されたデ ータの部外者利用について調査 した。

(1)調 査 統計情報 のデー'S・ベース化について

調査統計情報 につ いて,デ ータベース化 の進捗状況を取 りまとめた ものを図2-2に 示す。

国の出先機 関では 「デー タベース化 している」及び 「計画中」が半数近 くを 占めてい るが,そ

れ はすべて'本省で行われ ている。県 ・市については 「データベース化 してい る」 ものはないが,

「計画中」及び 「計 画を検討中」が半数以上を 占めてお り,
、いずれも独 自に行お うとしている。

金融機関については・、ほ とんどの機関が 「デー タベース化 している」,「 計画中」及び 「計

画を検討中」であるが,そ れ らはすべて本店等で行われてい る。大学 については,ほ とんどデ

ータベース化 しよ うとい うー動きはなか った
。

%

0'IO20304⊂)506(,?08090100

国の 出先 機関

(ll}機関中10機

県 ・

(9機 関川

■

金融 機関

(20}幾関tli17

大学

(7機 閑中7機 .

`
i""i

〉 H・ .7ズ

図2-2調 査 統計情報 のデータベース化の進捗状況

(注)1.()書 き は,調 査対 象機 関数 中 の回 答 機 関数 を 示 す 。以 下同 じ。

2.こ こで い う 「デ ー タベ ー ス化 して い る」 とは,一 部 の デ ータで も供用 開 始 して い るデ

ー タベ ー スを い う。 「計 画 中 」 と は,デ ー タベ ー スの構 築 方 法等 に つ いて 実 施計 画 の検

討 が な され て .V・るも の及 び 実験 段 階1こあ る ものを い う。

無 回答 の件 数 は除 いて い る。以 下 同 じ。

c

(2)デ ー タベースめ開発 ・拡充 にかか る今後の方針

データベースの開発 ・拡充 にかか る今後の方針について取 りまとめたものを図2-3に 示 す。

国の出先機関については,「 独 自開発 ・拡充す る」 「他機 関と共同開発 ・拡充 したい」とい う

回答があったが,こ れ らのほとんどは本省主導型である。 県 ・市について は,「 計画中」 「計

画を検討中」と回答 した大半 が独 自開発 の構想を持 っている。金融機 関については,独 自で開

発するとい うのが半数近 くを占めている。大学 については,独 自で開発 しよ うとい う動 きは少

なかった。
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図2-3デ ー タベースの開発 ・拡充にかか る今後の方針

(注)1,「 独 自開 発 」 … … 独 自で 開 発 ・拡 充 す る 「外 部 購入 」 … …外 部 よ りバ ッチで 購入 す

る'「 共 同 開 発 」 … …他 機 関 と共 同 開 発 ・拡 充 す る 「外 部利 用」 … … 他機 関 のDBを

利 用

2.こ こでi・Nう 「独 自で 開発 ・拡 充 す る」 と は,構 築 す るデ ー タベ ー ス の所 有権( 、以 下

「所 有権 」 とい う。)を 持 って い る ことが 前提 で,構 築 すべ て を外 注 す るも のか ら,独

自で 開 発 す る も の まで を い う。 「他 機 関 と共 同 開発 ・拡 充 した い」 と は,所 有 権 を他 の

機 関 と共 同 で持 って い るこ とが 前提 で,構 築 すべ て を外 注 す る ものか ら,独 自で 開発 す

る も の まで をい う。 「外部 よ りバ ッチで 購入 した い」 と は,構 築 され た デ ー タ ベー スを

利 用 す るだ けで 利 用 制 限が か け られ て い るも のを い う。 「他 機 関 のDB(デ ー タ ベー ス)

を利 用 した い」 と は,デ ー タ ベ ース化 され たデ ー タを利 用 す る こ とを い う。

●

③ デ ータベースの開発計画 ・検討内容及びスケ ジュール

(1)の 「調査統計情報 のデータベース化について」で各機 関の進捗状況を記述 したが,こ こで

は 「デ ータベース化 している」,「 計画中」及び 「計画を検討中」 と回答 した28機 閑中6機

関か ら,デ ータベースの開発計画 ・検討内容及びスケジュールにつ いて取 りまとめたものを表

2-4に 示 す。. ,、

事
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表2-4デ ー タベースの開発計画 ・検討内容 及びスケジュール

開 発計画 ・検 討内容 ス ケ ジ ュー ル

機関A 48年から年次計画で逐次整備し 今後、農林水産統計情

て きたが 、59年 度か ら新 システム 報 の提 供 システ ムと して

と して再整備 を図 っている。 現在 、 その中核 とな るべ く肱

は、1珊発 当初 であ ることか ら薗積 充整備を進め、統計情報

レて い る情報 は、農林業 セ ンサス 部及び省内行政部局で公

C80,'85)と 、生 産農業所得統計 表した各種統計、農林水

(市 町村 別)で あ る。デ一夕 ベー 産行政に必要な社会経済

スの整備には、要員の確保に相当 統計等の関連技術、諸外

の時間 を要す るので、 これを一挙 国の農林水産統計等を整

に実現することは極めて困難であ
◆

備 す ることと してい る。'

るが、情報処理技術の進展等も見

極 めつ つ対処 して い きたい。

機関B 現 在、本 省のデーパ ースを利用 して 62年 度以降数値情報

いるが、 当局 で も地域 のデーパース(サ のデ ータベー ス化 を検討

ラライトデータベース)の 検 討 が な され て い して い る。

る。

機関C 第一期(昭 和60年 ～61年 度)

人 口 ・世帯、土 地、労働、経済 昭和61年5月 実験実施

関係のデータ投入 昭和62年度 本格実施

第二期(昭 和62年 ～63年 度)

商工業 、農林水産 業、交通 ・運

輸 、観 光

第三期(昭 和64年 ～65年 度)

福祉、 建設、保険 ・衛生、生活

環境のデータ投入

機関D システ ム名 「都市情報 システム 」 (昭 和61年 度)

数値情報を リ レー シ ョナルデ ー システムの作成、機 器

夕べー スに.kり 管 理す るとともに の導入、 データの入 力

、町 丁目界 の地図(1/1万)と 孟ね (昭 和62年 度)

合せて極々の情報を出力する 本稼働の予定

機関E ①経済 指標デ ータベー ス 年度内に作成

生産 ・消費 ・公共 工事 ・住宅建

設 ・物 価 ・雇用等 に関す る経済統

計情 報のデー タベー ス化(す でに

各機関が印刷物で公表している統

計デ ータを利用)

②地域 指標 デー タベー ス

人 口 ・県 内総生産 、工業出荷額

等印刷物で公表している各県の主

要統計情報 のデー タベース化
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開 発計画 ・検討 内容 スケ ジ ュ ー ル

機関F 現在すでに大学独自の統計デー (昭 和61年 度)

タベー ス管理シス泓llSDBを 開発 し、 商業統計表及び国土数

工 業統計表 、国 勢調査 メッシュヂタ、日 値情 報をHSDBに 格納す る

本経済新田社提供のNEEDS地 域給 ■

合 データな どのデー タを管 理 し、 (昭 和62年度)

統計 データ システムを構築 してい 学内の統計データを入

る。今後磁 気テづ で販売 されてい 力す る.磁 気 テープによ

るデー タを更に購入 してllsnBに 格 る統計データを数種類購

納す ると ともに学 内の統計 データ 入す る。

も入力 しょ うと考 えてい る。

(4)デ ー タベース化 されたデ ータめ外部提供 に関する考え方

現在,開 発中あ るいは計画中のデータベ ースのデータを外部提供することについて,現 段階

及び将来 の考 え方を調査 したところ,現 段階 については,「 他 の行政機関及び民間企業への提

供 」まで考えているのは,国 の出先機 関及び県 ・市にはな く,金 融機関に1機 関あるのみであ っ

た。 「他 の行政機 関へ の提供 」まで考えているの は,県 ・市,金 融機関及び大学 に各1機 関存在

するに過 ぎなか った。

将来については,各 機関とも 「内部利用」が中心であ るが,「 他の行政機 関及び民間企業へ

の提供」 を考えているのは,県 ゴ市に1機 関,金 融機関 に6機 関あった。 「他 の行政機関への

提供」 については,国 の出先機 関に2機 関,大 学 に1機 関あ った。

⑤ 外部提供方法 に関する今後 の考え方

調査統計情報 のデータベース化が実現 した場合,直 接利 用者ヘ オンライ ン叉 はオフラインで

外部提供す.ることが可能かど うかの今後の考 え方 について,オ ンラインで外部提供する場合の

可能性及び オフラインで外部提供する場合の可能性を調査 したところ,国 の出先機関では10

機 関 中オンラインでも可能 と回答 したのは2機 関 と少なか った。 また,県 ・市については9機

関中オ ンラインならば可能 と回答 したのは4機 関あ った。金融機関20機 関 及び7大 学 中オン

ライン ・オフラインに関係な く可能と回答 した機関がそれぞれ7機 関,2大 学 あった。国の出

先機 関及び金融機関について,独 自にオンライ ン又はオ フライ ンで外部提供 しよ うとす るのは

半数程度であ った のに対 し,県 ・市及び大学 につ いては,ほ とんどがデータベース化 されれば,

オ ンライ ンでもオ フラインでも外部提供 は可能 であるとの回答であった。

また,第3セ クター(情 報提供を一元的に取 り扱 う情報 センター等 の機関)を 通 じてオンラ

イン又 はオフラインで外部提供す ることが 可能かど うかの今後 の考え方について,オ ンライン

で外部提供す る場合の 可能性 及び オフ ライ ンで外部提供する場合の可能性 を同様 に調査 したと

ころ,結 果に変化 はなかった。

⑥ 調査統計情報を外部にオンライ ン又 はオ フラインで提供 する場合の制約及び問題点

調査統計情報を外部にオンライン又 はオ フラインで提供 する場合に,ど んな制約や問題点が

あるかを取 りまとめた ものを表2-L5に 示 す。
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表2-5調 査統計情報を外部に提供する場合の制約及び問題点

A.

機関

① 媒体作成 に要す る事務量が増大す る。

② データベースのセキュ リテ ィ確保が できるかど うか問題で

ある。

③ 当機関 の所管 統計の公表 につ いて は、守秘義務等 の制限が

あ る.

④ 当局端末機 は、省内規程によ り通常、職員以外 の者 は利用

で きない。 また、外部 の電算機 と接続 す る場合、本省 の許可

を得なければ な らない。

⑤ 「内部限 り」の条件で、情報交換によ り得た外部デ ータに

つ いては、情報を交換す る際の覚 書によ り、第三者提供が でき

ない。

⑥ 調査結果の公表、発表以前の提 供はできない。

⑦ 公 表可能デー タのオフ ライ ンによる提 供について は可能 で

あるが、電 算機可読媒体又はハー ドコピーによる提 供方法並

び に提 供に要 す る諸経費の負担方法、 その徴収方法 等が検討

されて いない。

⑧ 当機関のパ ソコ ンか らオンライン提供す る場合、通 信経費

の負担方法が検討 されていない。

⑨ 本省庁で情報 をまとめてお り、地方機関 として は対応 しに

くい。

① 個人 及び事業所 に関する秘密 の保 護を守 る必 要があ るため

現時点 で印刷 物以外での外部提供 は考え られない。

県 行政の組 織は縦割りの面が多 いため、同一 部門の情報集

中 ・総 合化は容易であるが、部 を越 えた総 合化 は困難な面が

多 いため、組 織責任を明確 に した全庁的 な取り組 みが必要 と

思わ れる。また、人材の育成 ・確保 も重要で ある。

情 報を提供す るうえで、公開 ・非公1翅を明確 にしてコ ンピ

ュータ化 する際 に、特 にプライバ シーの保護 につ いて留意す

べ きである。

費用 面の問題 、管理体制、ハ ー ド面での制約

① 顧客情 報のデ ータベースについて、合計デー タ、平 均デー

タ として加工す るなど工夫 しなければ、個別の もの は公開制

約 され る。

ネ ッ トワークシステム構築にかか る費用負担を どうす るの

か.

プ ライバシーな情報 をいかに管理するかが問題であ る。

外部へ提供す ることに伴 う労力及び費用 は誰が負担す るの

か問題で ある。

障害発生時 に対す るシステムの安全性 をいかに保持す るか

問題 であ る。

① 本 セ ンター は学内利用のためのセ ンターであるため、学外

の利 用者がデー タベー スを直接検索で きるようにするために

は、 若干の手続(規 程改定等)が 必要 である。
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(7)調 査 統計情報 のオ ンラインによる流通体系 にっいて

調査統計情報 のオ ンラインによる流通体系ecつ い て取 りまとめた ものを表2-6に 示 す。

表2-6調 査 統計情報のオンラインによる流通体系

A.国 の出先 ① 行政関 連1吉報については、全国 レベルのネ ッ トワー クi再築

機 関 ② 民田 データベースの活用

① 行政搬関 が設置するホス トコ ンピュータか らリアルタイム

で統計情 報を入手で きるよ うな体 系。

現在 は、本 支店問 のオ ンライ ンに留ま っているが、将来は

関辿金融機関 、さ らには取 引先を も含めてVANを 利用 した

オ ンライ ンも必 要になって くる もの と思われる。

情報 の発生 源である各機 関と利用 者が個々に接続 し、オ ン

ラインで統計情 報を提供 することは、提供側の対応上困難で

あ ると思 われる。 したが って、情 報を一元的に管 理す る機関

へ情報 を提供 し、利用者 が利用する体 系が望ま しい。

当機関 の場 合、店舗網 の関係か ら1支 店にて独自のオ ンラ

インシステムを保有 するこ とは費用 効率等の面か ら事実上不

可能で ある。 したが って、 オ ンライ ンによる流通体系は本部

にて集約 的に検討されるべ き事項 とな っている。

関係先 オ ンライ ンと当機関オ ンラインの情報端末楓 システ

ム の相互 乗入 れが先 決であ る。

① メタデータ(デ ータに関するデータ、データの提供者、収

集者、・管 理者、収集 日、各項目のデータタ イプ、値の長 さ等

)に す るための辞書であ るDD/D(デ ータデ ィクショナ リ

/デ ィレク トリ)に 他機関の統計デー タのメタデー タも管理

し、利 用者が必要な統計データの所在情報がいつで も入手で

きるよ うにす る。

料金が全国公平、平等で ある。特に地方 の利用者 に割高に

なる ことの ないよ うにす る。

公 共機関 のデー タ利用料(回 線料 ではない)は 、原 則無料

とすべきであ る。例えば、現在磁気 テープで提供 されている

1-0表 や工業統計表程度 の加工 な らば無料か、 ご く安い料

金 とすべ きである。

④ 全国 ベース又は地 域ベースで産学官が 自由 に何 の制約 もな

しに利用 できるような第3セ クター方式 によるパ ンクが望 ま

しい.

⑤ 基幹 的データベースを構築 し、会 員 システムによ り、アク

セ スす る方式が思い浮かぶ。

⑥ 全国 的 システムにす ることが望ま しい。
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(8)オ ン ライ ンによる情報提供にあたっての問題点

オンライ ンにょる情報提供 にあたって の問題点について取 りまとめたものを表2-7に 示 す。

表2-7オ ンラインによる情報提供 の問題点

■

●

匂

A。 国の 出先 ① 媒体作 成、機 器操作 にかか る人員(材)確 保

② デ ータ等のセキュ リテ ィの問題

③ デ ータベースを公開 できるものとで きない ものを分 けるこ

とが 困難

④ 現在 の料金体系では、通信料金 に比 して基本料金が高 く、

ま た数値情報に加えて、文字 やイメージ情 報の伝送技術 の実

現等 外部環境の成熟が必要 である。

⑤ 経 費の分担方法

(オ ンライン化に伴 う諸経 費、維 持費、デ ータ整備費等。)

⑥ ハー ドの互換性

⑦ ソ フ ト(シ ステム形態)の 互換性

(通信制御 のための管理プ ログラム等◆)

⑧ 通 信規約(プ ロ トコル)及 びデータの交換方式

大学

① 一 般に公開できない秘匿事項 の保護'防 衛

② ホス ト・コ ンピュータ内のデ ータの改 ざん、破壊につ いて

の防 衛

受 益者負担をど うするか

提 供範囲に民間企業を含めるか

① システム構築費用負紐

② 要員確保

③ プライバシーの保護

① 制度の改正(学 外の利用者の利用)

② プライバシーの保護

③ 経費、保守

④ 利用者の限定及び利用料金の限定

●

◆
(9)オ ンライン ・ネ ットワークシステム構築のための具体的方策

オンライ ン ・ネ ッ トワークシステム構築のための具体的方策 について取 りまとめたものを表

2-8に 示 す。
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表2-8オ ン ライ ン・ネ ッ トワークシステム構築のための具体 的方策

① ホス トコ ンピュータの機 能の強化の ほか、通信制御 のため

の機器、デ ィスク容量 の増設等の整備に関す る多額 な予算 の

確 保 と、情報処理 に関 する体系的、計画的な職員に対す る研

修が必 要であ る。

② ネ ッ トワー ク化す る情報のニー ズ調査を行 う。

③ ネ ッ トワー ク化のためのデー タを蓄積す る。

④ ネ ッ トワー ク化の各機関にお けるハ ー ド ・ソフ トの互換性

及び経 費の分担方法を協敬す るとともに、 ネッ トワーク化で

流通 させ る情報内容を検討す る。

⑥ ネ ッ トワー ク化にお けるオ ンライ ンの形態を検討す る。

⑥ ネ ッ トワー クの形態を検討す る。

⑦ 各省庁 間の意思疎通.

① ニーズに合致した正確で豊富なデータを投入し、さらに検

索の簡易化、検索時間のスピード化を図り、データベースの

有効性を増大させる必要がある。

② 効率的なデータ入力方法

③ 操作の簡易性及び経費の削減策

④ ソフトの機能評価

⑤ 運用組織の確立

① 行政機関がコンピュータセンターを設置し、異機種間の変

換サービスを行う必要がある。

大規模システムを構築する場合は、通信規約の統一化、或

いは、VANの 利用等が必要.

通信に関する約束事、使用規格等の統一を図り、異なる企

業又は、グループ、系列閲の垣根を除去する必要がある。

④ システム開発、システム運用の標準化

⑤ 安全対策(情 報の保護)

⑥ 取りまとめ機関の設置

⑦ 行政機関による集中管理センターの設置

省庁閥でどの計算機も使えるように制度を改正すること。

㈹ 地域内連絡協議会 に対 する参加意識

中国地域内のオンライ ン ・ネッ トワークシステム構築のための連絡協議会 を設けた場合 の参

加 の意向を調査 した ところ,「 参加す る意思がある」 と回答 した のは,国 の出先機関では10

機 閑 中3機 関,県 ・市では9機 閑 中4機 関,金 融機関では20機 閑 中5機 関,大 学では7機 関

中1機 関であった。 その他の約7割 近 く(64%)の 機 関は回答を保留 してい る。

2.1.4統 計 に関す る相談と対応

統計に関する相談(電 話を含む)と 対応につ いて調査 した。
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(1)統 計 相談 の受付窓口につ いて

統計相談 について受付窓 口が一元化 しているか どうかを調査 した ところ,一 元化 しているの

は,国 の出先機関では10機 閑中6機 関,県 ・市では9機 閑中4機 関,金 融機 関では20機 閑

中9機 関,大 学では7機 閑中1機 関であ った。 国の出先機 関,県 ・市,金 融機関では,ほ ぼ半

数近 くが受付窓口を一元化 している。

(2)所 在 源情報及び統計 デー タの照会 に対する対応について

現在 の受付窓口におけ る所在源情報及び統計データの照会に対 してどのよ うに対応 してい る

かを取 りまとめた ものを以下 に示す。

① 所在源情報

現在の受付窓口における所在源情報 の照会 に対 してどのように対応 してい るかを調査 した

ところ,国 の出先機 関で は10機 関 中 「受付窓口担 当職員による」 とい うのが4機 関,「 統

計担当職員 による」 とい うのが3機 関あ った。 また,県 ・市では,「 受付窓口担当職員 によ

る」 とい うのが3機 関,「 統計担当職員による」というのが4機 関あった。金融機 関では20

機 関 中,「 受付窓口担当職員による」とい うのが1機 関,「 統計担当職員による」 とい うの

が8機 関あ った。大学につ いては,「 受付窓 口担当職員による」 とい うのが1機 関あるのみ

であった。

② 統計データ

現在の受付窓口における統計データの照会 に対 してどのように対応 してい るかを調査 した

ところ,「 印刷物の閲覧 ・コピーサー ビス」 と回答 したのは,国 の出先機関では13機 閑中

9機 関,県 ・市では9機 関中8機 関,金 融機関では20機 閑 中6機 関,大 学 では8機 関中1

機 関であった。国の出先機 関および県 ・市については,印 刷物 の閲 覧 ・コピーサ ービスの体

制 が整 っていた。

(3)受 付 窓口でのサービス内容改善 ・拡充につ いて

今後,受 付窓口でのサ ービス内容をどのように改善 ・拡充 してい くかを取 りまとめたものを

表2-9に 示 す。

表2-9受 付 窓口でのサー ビス内容改善 ・拡充

●

◆

機関区分 改 善 ・ 拡 充 の 内 容

A.国 の出先

機関

① 各種 統計資料を受付窓 口へ一括整備

② 当局 内の保有デ ータについて は、データ目録 を整備 し、デ ー

タベース化 してい きたい.

B.県 ・市 ① 統 計情報の提供窓 口を一本化 し、 レファレンスサービスを行

う職員での対応。

② 所在 源デ ータをDBへ 投入 し、即座に検索が 可能 となるよう

改善 したい。

一295一



機関区分 改 善 ・ 拡 充 の 内 容

③ 統計資料目録の整備を図る。

④ 昨年度、行政資料室及び統計係で保管している統計資料を

一 覧化 した◎ この一 覧表を年 々拡充す ることにより市民 ・行

政 のサービス向上 に寄与 したい。

C.金 融機関 ① 一 般的な情報 につ いては、幅広 くニーズに応 じられ るよ うそ

の内容の拡充、提供の迅速化に努力中であり、今後ともこの方

向を更に進めてい きたい。

② 所在源が容易に検索できるよう情報の整備を進めていく方針

⑤ 民間統計、官庁統計等各種統計情報がパラパラに所在してい

るもの もあ り、 これ らの収集 ・ス トックを つ く、る際、利用 しや

す くす るため一元化を図 る。
ト

D.大 学 ①DD/D(デ ー タデ ィク ショナ リ/デ ィレク トリ)に 所在源

情報を入力 し管理す る。 したが って、利用者 は計算機にア クセ

スす ることで所在源情報 を入手 で きる。

と
.♂

.牢 一

〔.統 計 デ ー タ 〕

A.国 のtlsve

機 関

① 印刷物 のコ ピーサー ビス

② 現在は、 印刷物 によ る提供が 中心 であ るが、今後諸条件が整

えば、磁気媒 体化 によ る提供 は可能であ る。

① データをDBに 投入 し、県 民が自由に引 き出せ るように改

善 したい。

統計課資料室において、 国 ・県 ・市町村 ・大学 ・民間等で

作成 した統計資料を積極的 に収集 し、提供 を図 る。

① ファクシミ リ等OA機 器を駆使 した鮮度 の高 い統 計データ

入手 に努 め、顧客 ニーズに対応 して いきたい。

① 計算機 で管理 しているデ ータの種類 や量を多 くす る。必要

な統計データがパソコ ン上 に転送 でき る機能を開発す る。

●

◆

2.2調 査 統 計 情 報 の デ ー タ ベ ー ス 利 用 シ ス テ ム の 開 発 状 況

調査統計情報のデータベース化の現状を把握 するために ヒア リング調査を行 った。調査結果 の集

計表 は付属 資料3に 示す。

ヒア リング調査により得 られたデータベース開発 ・利 用 システムの基本構想 の概要 は以下のとお

りであった。
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2.2.1デ ー タベース開発 ・利用システ ムの基本構想

(1)シ ステムの概要

調査対 象とな った6機 関中5機 関がデータベース開発 ・利用 システムの基本構想を持 ってお

り,取 扱 う情報 の種類 として統計情報 ・数値情報の他に図形情報を考慮 している機関もあった。

また,出 力情報 と してすべて の機関が表 グラフ出力と地図情報出力の構想を持 っている。

しか し,本 格的 にデー タベースシステ ムの開発に着手 して いるのは2機 関で,残 り3機 関 は

モデ ルシステムあるいはパイロッ トシステムによる実験段階かそれ以前 の段階であ った。各機

関のデータベースシステムは,検 索 ・編集 ・加工 ・グラフ化等高度利用を 目的 としたコマ ン ド・

方式 と,簡 単 な操作で検索で きるメニ ュー方式(画 面応答方式)を 併用 した操作 方法を採用 し

てい る。

② システムの体系図

ホス トコンピュー タは,行 政機関ではF社,H社(2機 関),N社 と分かれている。構築中

又は構想中のデ ータベースは,現 段階ではほとんどが機関内のみの利用を考えていた。

これ は,デ ータベース化が まだ緒についたばか りで,他 機 関への提供 まで考え る余裕が無い

ことによるものと思われ る。将来,デ ータベース化が進み,あ る程度 の実績が得 られれば,他

機関へ の提供方法を具体的に検討することになろ う。

内部 のみと回答 した機関については,メ ーカーの制約上部外へ提供で きない.と回答 した1機

関を除いて,ま だ検討が十分なされていなか った。

∂

■

2.2,2デ ー タベース開発にあた って整備 してい るデー タ内容等

(Dデ ータベース開発 にあた って整備 しているデ ータ内容

調査 した行政機 関では,整 備 しよ うとしているデータ項 目がほぼ内容が似てお り,共 通デー

タ項目としては,人 口 ・世帯,労 働,経 済(商 業,工 業,農 林業),教 育 ・文化,行 財政等 が

あげ られる。

② デ ータベース ファイルの構造について

デー タ分類及び項 目の コー ドについては,デ ータベースの構造(階 層型,リ レーショナル型)

及 び検索利用 システムに依 存す るほか,収 録 しているデータもまちまちなので各機関ば らば ら

であるが,そ れ以外 の地域区分,デ ータ出所 コー ド及びデータの単位 コー ドについては,明 確

に規定されていない。 ・ ・

① データの分類方法にっいて

行政機関では,現 在構 築中の1機 関が明確 に規定 して いた。

その他 は,明 確 に規定 しているところはなか った。データの分類方法 はデータベースの構

造に依存す るため,さ まざまなデータ分類が予想 され る。ある機関では,日 経NEEDSフ ァ

イルを磁気テープによ り購入 してお り,デ ータ分類がそれ に依存 しているところもあった。

② データ項 目の コー ド付けについて
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行政機関では,現 在構築中の1機 関が明確 に規定 していた。

その他は,明 確に規定 しているところはなか った。データ項 目のコー ド付けばデータベー

スの構造に依存するため さまざまな コー ド付けが予想され る。

③ 地域区分のコー ド付けについて

行政機 関では,現 在構築中の1機 関が 自治省 コー ドを採用 してお り,現 在構想中の2機 関

でJISコ ー ド及び独 自コー ド付けを考えていた。現在構築中の民間機 関は,独 自コー ドを付

けていた。

④ データ出所コー ド付けにつ いて

現在構築中の機関では,デ ータ出所 コー ド付けば行われ ていなか った。 また,構 想中の機

関で もコー ド付けば行 われていないか未設計であった。

⑤ データ単位 のコー ド付 けについて
ヘ

データ単位 に対する コー ド付けば行 っていなか ったが,そ れぞれ基準単位 は定めていた。

(3}デ ー タベース ファイルへ の投入方法

各機 関とも,磁 気 テープの入手が 可能なものについて は磁気テープか らの投入を考えてお り,

そ の磁気 テープは自ら電算集計 するものと外部か ら購入するもの とがあ った。磁気 テープの入

手ができないものは,パ ンチ委託 により対応することを考えてい る。

一部の機関で
,少 量 のデ ータにつ いては端末機か ら手入力することを考えてい るところもあ

った。現在,発 生データか ら電算集計後磁気デ ィスクか ら直接 データベースへ投入させ るよう

なシステム作りまでは至っていなか った。

(4)デ ー タ整備上の問題点

デ ータ整備上の問題点 について以下のよ うな意見が出された。

① 統計主管課か らの磁気 テープ提供が十分得 られ ない。

② パ ンチ入力端末機 か らの入力の場合,委 託料お よび人手が多 くかか る。

③ データベースの構築上,デ ータ項 目が多岐にわたるため,収 集,入 力作業に時間と労力が

かか る。

④ 地域区分,住 居表 示の変 更に伴 うシステム及びデータメンテナンスに経費と労力がかかる。

⑤ 国 の機関各 々が所管統計 のデータベース化 ・ネ ッ トワーク化を考えてお り,分 類 ・コー ド

付けについてどこに合わせて よいかわか らない。

⑥ 秘匿値混在の データについて は,デ ータベースに利用で きない。

k2

鯵

2.2.3デ ー タベース開発状況

(1)検 索 ・加工 ・分析等 ソ フ トウェアの内容 について

データベース自体,目 的 に合わせて数種類 に分け られ,ま た同 じ形態で も利用検索 システム等

パ ッケージソフ トは何十種類以 上にも及ぶ。今回調査 した機 関について も,ソ フ トウェアの内

容 はさまざまであった。また,操 作 コマン ドについては,今 回調査 した機関ではコマ ン ド方式

↓
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とメニ ュー方式 を併用 してい るが,コ マ ン ド方式についてもプログラムファンクシ ョンキー

(又 はテ ンキー)対 応 のものとコマン ドによるものがあ り,一 様ではなか った。そのため,仮

に将来オ ンライン化 され各機関相互 に利用できるよ うにな ったと しても,ユ ーザーは各機関そ

れぞれのデ ータ構造か ら利 用 マニ ュアルまですべてマスターした うえで利 用 しなければ な らな

くなる心配がある。

② データベース作成上の問題点 について

デ ータベ ース作成上の問題点 について以下のよ うな意 見が出され た。

① 秘 匿値(例 えば,工 業統計調査rX値 」)の 対応が 十分 で きな い。(rX値 」を欠測値 と

して取扱 うことはで きるが,合 計値 の計算処理ができない)。

② システムが稼働 した後,デ ータのメンテナンスを正確かつ迅速 に行えるかど うか不安があ

る。

③ 入力方法を容易 にす る必要がある。

④ データ構造をわか りやす くす る必要 がある。

⑤ 検索時間を短縮す る必要があ る。

⑥ データベースの 拡張性を持たせ る必要がある。

⑦ コマン ド方式 のため操作が難 しいので,ユ ーザーが簡単 に使用できるシステムにする必要

があ る。

⑧ 各機 関のデータ毎 にコー ド体系が異 なり利用 しに くい。

⑨ 各機関 のデータを利用す るに際 し,利 用マニ ュアルが整備されていないので使いに くい。

ψ

2.2.4オ ンラインシステムの開発状況

今回調査 した機関では,調 査統計情報のデータベースの オンラインシステムは開発 されていな

いが,構 想 と して は各機 関ともTSS処 理 方式を考えていた。 また,伝 送用 コー ドと しては,E

BCDICコ ー ドを採用する機関が大半 を占め,一 部JISコ ー ドを採用 する機関があった。オンラ

イン ・ネッ トワークシステムの問題点 については,各 機関 ともまだ十分 な指摘 ができる段階でな

か ったが,次 のよ うな意見が出された。

① 通信手順の統一化

② 通信速度 の問題
`

◆

2.2.5デ ー タベース及び オンラインシステムの開発計画

(1)デ ー タベースの内容 について

今回調査 した うちの行政機 関では,、人 口分野を初め として,土 地,労 働,経 済,産 業 とい っ

た順に整備 してい く傾向にある。

(2)ネ ッ トワークシステムの整備 について

今回調査 した うちの行政機 関はすべて構築中叉は実験段階であ り,今 後 どのよ うに展開 して
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い くか ははっきり していないが,基 本的にはパイロッ トシステムを構築 し,内 部に端末機を設

置 して利用普及を考えて いる。外部へ の提供構想を持 ってい るところが1機 関あ るが,目 下検

討中で具体的 ネ ッ トワーク構想 は得 られなか った。

、
タ ノ

ス,

鯵

.`

●
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3.調 査統計情報流通促進に関する課題

以上で述べた中国地域における情報提供機関の実態調査を踏まえ,調 査統計情報の流通促進に向け

て今後取り組むべき課題を示す。

、、'

十

3」 統 計 デ ー タ ベ ー ス構 築 の 促 進

調査統計情報利用機 関の最終的 な要望 は,必 要な情報を必要 な時に,迅 速にかつ容易 に入手で き

ることであり,そ のためにはオ ンライン・ネッ トワークシステムによる情報流通体系を構築 しなけ

ればな らない。

しか し,前 述 のようにオンライン ・ネ ットワーク化 にあた っては多 くの問題点が残 され てお り,

一朝一 夕で実現 することは困難である。 したが って,各 情報提供機関が長期的視野 に立 って地道 に

実績 を積みあげてい くほかない。

オンライン ・ネ ッ トワークシステムによる情報流通を進 めるためには,ま ず,情 報提供機関が所

管する諸統計 データを整備 し,公 表 可能なデー タと してデータベース化する必要が ある。

■

4

●

3.L1統 計 デ ータ整備上の課題

調査統計情報提供機関であ る国の出先機 関は,取 り扱 う統計 データの多 くを中央省庁で管理 さ

れてい るため,地 方で利用す る際に多大の障害 とな って いる。中央省庁が保 有す る調査統計 情報

には,地 方 の諸機関での利用頻度の高い ものが数多 く存在す ることか ら,地 方における調査統計

情報の高度利 用を可能とするよ うに,今 後,中 央 レベルで地 方出先機関への情報提 供システムの

体系を整備 し,円 滑 に統計データを提供できるようにす る必要がある。

中国地域の県 レベルでは,あ る程度統計 データの整備が進め られており,特 に広島,岡 山,山

口の3県 で は集計デ ータの磁気媒体化が進め られている。 これ らの3県 で現在整備 している統計

データには,「 工業統計調査」,「 商業統計」,「 事業所統計(広 島県のみ)」,「 消費者物価

指数」等が含 まれてお り,こ れ らの統計データは昨年度 の基礎調査で行 った 「現在利用 してい る

調査統計情報」 の中で利用頻度 の高 いものと して取 りあげ られている。 したが って,こ の3県 が

磁 気媒体化 して保有 してい る統計データはある程度利用機 関のニーズに合っていると言え る。今

後,そ の流通体系をいかに整備 してい くかが課題であ る。

ところで,統 計データの整備 にあた って は多大 の労力 と経費を必要 とし,ま た引続 き行わ なけ

れば な らないデ ータ更新等 の ファイルメ ンテナンスにも多大 の労力 と経費を必要とする。そのた

め,統 計データの整備にあたって以 下の点 に留意 する必要が ある。

① 各情報提供機関の保有する調査統計情報を,流 通促進と高度利用 のため に磁気媒体化,デ ー

タベース化 する必要 があ ることを機関内部で十分理解 され ること。

② 各情報提供機関の保有する統計 データの秘匿事項を 見直 し,機 関間で統計 データの相互利用

が 可能 となるよ うに,公 表 可能なデータベースを整備すること。
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③ 無駄な労力と経費を削減 し,利 用効率を高めるために,機 関間でのデータ交換を促進 して統

計 データの重複を避けること。

3、L2統 計 デ ータベース構築上の課題

行政機 関の所有する調査統計情報 のよ うに公共性を有 し,か つ他機関か らの利用頻度の高いも

のは,所 管統計 データを,た だ単 に機 関内で有効利 用するだけでな く,公 表可能 なデ ータに加工

して積極的に他機関へ提供する情報流通 の促 進方法を考えなければな らない。そのためには,統

計 データのデータベース化が必要であるが,統 計デ ータベ ースの構築 にあたっては以下の点 に留

意す る必要がある。

① データの整備,更 新を共同で行 うか又 は一元的 に行 う機関を設 けてそ こで行 うことによ

り,デ ータベースの設計 ・開発及び維持 ・管理 に要する経費の節減を図 ること。

② データ構造をユ ーザーのイメージに合わせてわか りやす くす ること。 また.デ ー タへの

接近が初心者 でも容易 に行えるようにすること。

③ データベースの汎用性,互 換性,拡 張性を考慮 し,将 来 のネ ットワー ク化 に備えること。

統計デ ータベースのファイル構造 については,で きるだけ各情報提供機関で共通化することが

望 ま しい。 しか し,今 回の調査によれば,県 レベルで現在構築又は計画されているデ ータファイ

ルのデータ分類及びコー ド付けば各機関バ ラバ ラである。どこまで共通化 して利便性を高 めるこ

とができるかが今後 の課題 と言える。

データベースの設計方法には,目 的 に合わせてい くつかの方法が採用されている。 また,同 じ

設計 方法でも利用検索 システム等パ ッケージソフ トは何 十種類 にも及び,独 自の検索 システムを

作れば数 に限 りが無い。そのため,将 来 オンライ ン化され,各 機関相互 に利用 可能 となったとき,

この ままではユーザーは各機関毎のデータ構造を知 り,利 用マニ ュアルをすべてマスター しなけ

れば利用で きないことになり利便性 をそ こな う。 したがって,早 い段階で機関間で連絡を密 にし

て,共 通化で きるところは共通化 してい く必要が あるが.一 元的 に開発する機関を設けれ ばデ ー

タベ ースの相互利用の有効性を一層高め ることができる。

データベースを利 用するにあた っては,コ マン ド方式とメニ ュー方式(画 面応答方式)の2つ

の方法があるが,コ マン ド方式 は習熟するまでに若干 の時 間を要 し,ま たある程度 コンピュータ

の繊 を必要とするため・エンドユーザー・制 初心都 対する鞭 盤 考えるとメニーづ 式

を採用す る方が好 ましい。,

今 回の調査で,先 進の行政機 関では数値情報による統計 データのみな らず図形情報 の提供も考

慮 してシステム設計を行 っていることが明 らか になった。情報処理技術 の進歩 は目覚ま しいもの

があ り,こ れか らのデータベースの構築にあたっては,こ のような最新 の技術 の導入も考慮 して

おかなければな らない。

統計 データベースのデ ータ投入方法 については,原 データを磁気媒体に格納 し,格 納 されたデ

ータを集約 して直接データベースに投入す るシステムを設計 する必要があり,そ のためには,デ
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一夕要約 システムの設計 ・開発が必要である
。その際,原 データの記録方法(原 始伝票)の フォ

ーマ ッ トを可能な限 り各機関で共通化 してお くと
,以 後 の処理 の互換性,汎 用性 を持たせ るうえ

で有効である。

、
、'

込

3.2調 査 統 計 情 報 流 通 体 系 の整 備

中国地域 における調査統計情報の流通を円滑に行 うためには,地 域内の各情報提供機関が統計デ

ータの磁気媒体化
,デ ータベース化を進め,オ ンライン・ネッ トワークシステムによる、流通体系に

整備 してい く必要があ るが,個 々の機関が独 自に設計 ・開発 したデータベースをもと1ごネ ッ、トまワー

ク化を図るのでは弊害が多 く,効 率的な情報流通を行 うことができない。そ のため,地 域 における ・

情報提供 の核となる機 関の設置が必要である。/・ ・.t,・1:lt

●

ぐ

6

■

3.2.1調 査統計情報流通体系整備上の課題 、'

オ ンラインによ る調査統計情報 の流通体系を考えてい くうえで,解 決 しなければな らない課題

として以下の諸問題があ ることが,今 回の調査で明 らかになった。

① 秘匿データの保護

② データの改 ざん,破 壊 の防止

③ オ ンラインシステムの設計 ・開発のための人材 の確保,養 成

④ データベースの維持,管 理のための要員確保

⑤ ハー ドの互換性

⑥ ソ フ トの互換性

⑦ データの交換方式

⑧ オンラインに伴 う諸経費,維 持 ・管理のための諸経費の分担方法

これ らの諸問題 は,い ずれ もオンラインによる情報 流通体系を構築 してい くうえで避けて通れ

ない重要 なものであ り,個 々の機 関のみでは解決できない内容を含んでいる。

したが って,将 来 のオンライン ・ネッ トワークシステム化に向かって,関 係機 関で連絡協議会

を組織 し,各 機 関におけ る調査統計情報 の磁気媒体化,デ ータベース化の実 情と利用状況,問 題

点及び今後の開発計 画等 の情報交換を進め るとともに,共 同開発に関する協議 を行 う必要があ る。

と ころで,主 要な調査統計情報を保有 する中央省庁 は○積極的に地 方の出先機 関に情報を提供

する必要があることを前 節で も指摘 したが,各 出先機関が個々に中央 省庁か ら得 た統計 データを

オンラインでユーザーに提供するのでは,デ ータファイルの構造 の違 い,利 用方法の違 い等にょ

る混乱を招 く恐れがあ り,利 便性を失 う。 したが って,ユ ーザーの利便性を高め るには,共 通 の

フォーマッ トで,か つ共通の利用手順でデータの検索が行え るよ うにする必 要が ある。そのため

には,中 央省庁か ら各 出先機 関に提供された統計 データを一元的に管理す る機 関を中.園地域内に

設置 し,そ の機関を中継地 として地域内における調査統計情報の流通を図 ることが有効である。

このような役割を果 たす機関(調 査統計情報 センターと呼ぶ ことにする)を 設け ることによ り,
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前述 の諸問題,特 に,機 関間で のハー ドの互換性,ソ フ トの互換性,デ ータの交換方式(デ ータ

構造,利 用方法)等 の問題を解決することが可能 になり,ま た,オ ンラインシステム設計 ・開発

データベースの維持 ・管理 も効率的 に行 うことが可能 となる。この調査統計情報 センターは,中

国地域内におけ る情報流通 の促進を図 る うえでの中心的役割を果たすとともに,将 来他地域 の調

査統計情報 センターとオンライ ン・ネ ッ トワーク化 されれば一段 とその有効性が高 まる。

調査統計情報セ ンターは,公 表可能 な統計デ ータの流通促進を図 るものであ り,機 関内におけ

る調査統計情報の利用 システムは,'各 機 関の実情 に合わせて機関独 自に行い,秘 匿データの提供

は行わない。

、ず ノ

λ,

3.2.2調 査 統計情報セ ンターによ る情報流通体系

前述 のよ うに,中 国地域 における調査統計情報の流通促進を図 るため には,地 域内に核 となる

機 関(調 査統計情報 センター)を 設置 し,調 査統計情報 センターを中心 に情報 流通体制を整備 し

』てい く必要があるが
,以 下に,調 査統計情報 センターの機能 と情報流通体系及び調査統計情報 セ

ンター運営 上の諸問題 につ いて検討 する。

(1)調 査 統計情報 センターの機能

調査統計情報 センター設置の主要 な目的は,オ ンライン ・ネ ッ トワークによる情報 流通を進

めるうえでの諸問題 を解決す るために,中 国地域の各情報提供機関が保有す る統計データを一

元的 に維持 ・管理 し,ユ ーザーの多種多様 な要求に効果的に対応す るとともに,デ ータベース

のメンテナンス,オ ンライン・ネッ トワーク化に要す る諸経費,維 持 ・管理のため の諸経費を

節減す ることにある。

そのためには,調 査統計情報 センター内に次 の機能を持たせる必要 がある。

① データ保存機能

② デ三夕要約機能

③ データク リア リング機能

④ デ ータの仲介 ・配給機能

⑤ ・デ ータ加工機能

⑥ データ供給機能

データの保存機能は,中 国地域の各情報提供機関(国 の出先機関,県,主 要な市等)か ら提

供され る公表 可能 な統計 データを機 関内の磁気媒体 に保存する機能である。各情報提供機関か

ら転送 され る統計デ ータは,機 関毎,デ ータ毎 にデータ構造が異 なる可能性があり,そ のまま

ユーザーに提供するのでは利便性に欠 けるため,デ ータ構造の統一化,共 通化が必要である。

そのために必要な機能がデータ要約機能であ り,調 査統計情報 セ ンターの最 も重要な機能 と言

え る。デ ータク リア リング機能 は,統 一化,共 通化された統計データが,提 供 可能 な内容 とな

っているかを確認 し,必 要があればデ ータク リア リングを行 うためのものである。 データの仲

介 ・配給機能は,オ ンライン ・ネ ッ トワークシステムを構成する機 関間での情報の交換を支援

`
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す るための機能 であり,調 査統計情報 セ ンターを中継基地と して利用できるようにするための

ものであ る。データ加 工機能 は,調 査統計情報を ユーザーの要望に応 じて編集,分 析,加 工す

ることにより,統 計データの高度利用を図 るため の機能である。データ供給機能 は,ユ ーザー

に統一化,共 通化 された統計デ ータを容易にかつ迅速 に提供するエ ン ドユーザー ・イ ンター フ

ェイスの機能であり,利 便性を高めるための前述のよ うにメニ ュー方式を採用す る必要がある。

調査統計情報 セ ンターに以 上のよ うな機能 を持たせ ることにより,初 めて調査 統計情報の流

通促進が可能となる。

(2)各 情報提供機関の機能

調査統計情報 センタニの機能を生かすためには,ユ ーザーの利用頻度 の高い統計デ ータが調

査統計情報 センターに蓄積されなければな らない。 したがって,各 情報提供機 関は,保 有する

統計データを積極的に調査統計情報 センターに提供 する体制を整えなければな らない。そのた

めには,調 査統計情報 の主要 な保 有機関である中央省庁から地方の出先機関へ の情報提供体制

を整備する必要があることは前述 したが,県 レベルにおいて も所管の原 デー タを 集計データに

加 工するにあたり公表可能 な集計 データへ の加工も考慮 しなければな らない。県 レベ ルは情報

提供機 関であると同時に,大 きな利用機 関で もあることか ら,調 査統計情報 セ ンターの利用価

値は高 く,調 査統計情報セ ンターの機能 が高 まれば高 まるほど,デ ータベース化 の重複による

二重投資,デ ータ構造が違 うための検 索時間 のロス等を避けることがで きるため,情 報提供機

関内での情報流通 の効率化が可能 となることを認識す る必要がある。

(3)調 査 統計情報 センター運営上の課題

調査統計情報 センターは,中 国地域におけ る調査統計情報 を一元管理 してその流通促進を図

ることを主 目的 とするものであ り,そ の運営方法については関係機関で運営協議会を組織 して

協議 すべきものである。ここでは,調 査統計情報センター運営上の基本的課題を い くつか取 り

上げ,課 題 の取 り組み方について若干言及す る。

① 組織について

調査統計情報 セ ンターは,元 来行政機関で行 うべき統計データの提供を代替 して行 う機関

であることから,関 係機 関か ら人材を派遣 して第3セ クター方式で行 うこと も考 え られる。

② 運営費用について

調査統計情報セ ンターの利用にあた って は,受 益者 負担の原則 に立 って提供 され る統計 デ

ータを有料 とし,そ の利用料金を運営 費用 にあてる独立採算制を採用す る必要があ る。

③ 民間データベース産業 との関係 について

調査統計情報セ ンターは,取 り扱 うデータを調査統計情報に限定 し,民 間のデ ータベース

産業 との競合を避 ける必要がある。 また,公 共財である統計 データを情報化時代 に相応 しい

手段でよ り広 くよ り速 く提供 しよ うとするものであるか ら,す でに民間データベース産業 で

取 り扱 ってい る専 門的なデータの加工 ・分析などは対 象か ら外 して民業を圧迫 しないよ う配

慮 するとともに,民 間データベース提供機関 ともオンライン・ネ ットワーク化 することによ
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りユーザーに対 するサー ビスの向上を図 ることが望 ま しい。

(4)調 査統計情報 センターによる情報流通 ネ ットワーク

以 上の構想 に基づ く情報流通ネ ッ トワークの概念図を図3-1に 示 す。

他地域の 当地域内の

情報提供機関 中央省庁

情報利用機関 国の出先機関

他地域の

棚査統計情報

センター

政府関連機関'

＼ず'

メ'

図3-1調i査 統計情報流通 ネッ トワークの概念図

調査統計情報セ ンターは,中 国地域に存在する国の出先機関,各 県及び主要な市か ら提供さ

れ る調査統計情報 を一元管理 し,利 用機 関である各県 ・市,民 間企業,大 学 ・研究機関に提供

する。また,他 地域 の調査統計情報 センターとの情報交換を行 う。必要に応 じて民間 データベ

ース産業 との情報交換を行 う
。

情報提供機関と調査統計情報センターとの情報交換 のシステム体系図を図3-2に 示す。
4
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4.調 査統計情報流通体系整備のための段階的具現化策

4.1調 査 統 計 情 報 提 供 に お け る基 本 的 方 向

調査統計情報 のニーズは,関 係行政機 関はもとよ り,民 間企業,大 学 ・研究機関でます ますその

必要性が高 まってい る。 また,各 機関 ともその迅速 な入手を要望 している。かか る状況下において,

情 報提供機 関の果 たす べき役割は一層重要 となってきているが,今 回の応用調査 で明 らかになった

よ うに,現 状 は必ず しも満足で きる状態 ではな く多 くの問題点 ・課題が残 されている。

調査統計情報の流通促進 を図 るためには,調 査統計情報 セ ンターを核 としたオ ンライン ・ネッ ト

ワークシステムを構築する必要があ ることを前章で提案 したが,情 報処理技術,通 信技術の著 しい

進歩 により,技 術的 には十分その環境は整 っていると考え られる。問題は,情 報提供機関がその使

命 の重要性 を認識 していか にして オンライン ・ネ ッ トワーク化の実現 に向けて努力 してい くのかに

ある。

技術的な環境は整っていても,各 情報提供機 関の現状を考えると短期間で最終的な 目標 に到達す るこ

とは困難であ る。 したがって,各 機 関の実情を考慮 して先進的機関はその経験 か ら得た ノウハウを

後進的機関 に伝えることにより全体 の レベルア ップを図 り,ま た,後 進的機関は時代の流れ と要請

を的確に把握 して積極的 に自らの体質を変えてい く努力を しなければならない。以下では,中 国地

域 における調査統計情報流通体系を整備 してい くための段階的具現化策を示す。

＼.

◆

4.2.調 査 統 計 情 報 流 通 体系 の た め の 段 階 的 具 現化 策
《

4.2.1第1ス テ ップー機関内部におけるデ ータの整備

迅速 な情報 流通を実現するためには,そ の第1ス テ ップとして統計 データの磁気媒体化,デ ー

タベ ース化を図 ることが必要 不可欠 の要件であ り,各 情報提供機関は,所 管統計デ ータの整備を

継続 的に,計 画的 に進めていかなければ ならない。.,

:国 の 出先機 関では
,本 省庁が作成 した統計データを利用す ることが多いが,デ ータ整備を効率

的 に進めるには,磁 気媒体化された形 で出先機 関に統計 データが提供 され る体制 を確立する必要

があ る。

.県 レベルでは,デ ータ整備の遅れている機関は先進的機関の実情を調査 し,デ ータ構造,デ ー

タ操作方法等をなるべ く共通花 しそ互換性を持たせるように留意 しなが ら整備 してい く必要があ

る。

行政機 関における統計 データの整備は,外 部機 関へ の提供に主 目的があ るのではな く,機 関内

部におけ る種 々の計画 ・管理業務 に対す る有効利用に主 目的があることか ら,内 部におけ る事務

作業 の合理化,OA化 を 推進 し,統 計 デー タを磁気媒体化,デ ータベース化することによる有効

利用が可能 となる体制を整え る必要があ る。そのためには,各 機関が底辺か ら'の情報処理技術 の

向上を図 るとともに,特 にデータベース管理技術ダ システム設計技術等 の高度 の情報処理技術を

身につけたシステムズ ・エ ンジニアを養成 しなければな らない。そ うすることにより,将 来 の地

念

心
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域内オンライン ・ネ ッ トワークシステムの実現が より早 くかつ内容の充実 したものになる。

'

▽ ノ

↓

4.2.2第2ス テ ップー 情報交換の促進 と円滑化

オ ンライン ・ネ ッ トワークシステムによる情報流通 に移行す る過渡的段階 として,統 計作成機

関(国 ・県)で は,統 計 データを印刷物 で提供するのみでな く,磁 気 テープで提供することをよ

り積極的に推進する。 また,各 情報提供機関では保 有す る磁気媒体化された統計 データの情報交

換を行い,相 互 に利 用可能な統計 データを磁気媒体の形でオ フラインで交換 する。 このことによ

り,機 関間でのデ ータの重複 を避け ることができ,デ ータ整備のため の入 力作業,メ ンテナ ンス「

作業の無駄を削除す ることが可能 となる。情報交換を円滑に行 うためには,デ ータ構造,デ ータ

操作方法をできるだけ共通化 し,互 換性を持 たせ る必要があ る。また,各 機 関毎に使用するコン

ピュータが異 なることか ら,'異 機 種間で利 用可能 となるようにユーティ リテ ィプログラムを開発

す る必要がある。

機種間での情報交換を促進 し円滑化するには,各 機関の統計データ管理責任者 と主要担当者で

組織 され る連絡協議会を設置 する必要があ る。 この連絡協議会では,各 機 関の統計 デー タの整備

状 況,利 用状況の情報交換 を行 い,前 述のオ フライ ンによる情報流通の可能性を追及す るととも

に,更 に進んで オンラインによる情報流通を実現するための情報交換を行 うことにより,将 来 の

調査統計情報流通体系の基本的構想を得 る役割 を果たす。

◆

,A

φ

4.2.3第3ス テ ップー地域内オ ンライン ・ネ ッ トワークの実験

オ フラインによる情報交換で は,デ ータの重複を避 けることやデータ構造,操 作方法の統一化

を図 ることができるが,依 然 と して情報の入手 に時間がかか る。 したが って,必 要 な情報が必要

な場所で即時に入手で きるようにするためにはオンライン ・ネッ トワーク化を図 らなければ なら

ない。

オンライン ・ネ ッ トワーク化にあた って は,関 係機関で

① 各機関が所有す る異機種のコ ンピュータ間での情報 の転送を可能 とす るソフ トウェアの設

計 ・開発

② 各機関が所有の統計デー タを公表可能な統計 データに変換するソフ トウェアの設計 ・開発

③ 標準化 された通信規約(プ ロ トコル)の 設計 ・開発

④ 通信制御のため の管理 プ ログラムの設計 ・開発

⑤ 通信手段(伝 送 コー ド,通 信速度,通 信モー ド等)の 標準化

⑥ 障害発生時のデ ータ保護 システムの設計 ・開発

等について協議す る必要があるが,地 域内 オンライン ・ネ ッ トワークシステムの最終的な体制を

調査統計情報 センターを核と した流通体系に置 き,そ の実現に向けて,調 査統計情報のデータベ

ース化が進んだ先進的機 関間で実験的 にオンライン・ネッ トワーク化を試み る必要がある。 この

パイロッ トシステムを利用 して種 々の実験 を試み ,問 題点を把握するとともに,オ ンライン ・ネ
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ッ トワークシステ ムの有効性,信 頼性 を明らか にする。

4.2.4第4ス テ ップー調査統計情報流通ネ ッ トワークの形 成

パイロッ トシステムにより地域内オ ンライ ン・ネ ッ トワークシステムの有効性 と実現 可能性 が

認識 された段階で,調 査統計情報 センターを核 とする調査統計情報流通 ネ ッ トワークシステムの

移行を行 う。 この システムは,前 章で示 したように,中 国地域内の調査統計情報 の一元管理を行

うことを 目的にするものであ り,地 域 内の行政機 関,民 間企業,大 学 ・研究機 関はもとより,他

地域 の調査統計情報 セ ンターともオンラインで結ばれ,ユ ーザーの必要 とす る統計 データが,こ

の調査統計情報 セ ンターを利用す ることにより,居 なが らにして,簡 単 にかつ迅速に入手できる

よ うな体制にする。

情報処理技術,通 信 技術 の進歩は 目覚 ましい ものがあり,調 査統計情報流通 ネ ットワークを形

成するにあた って,常 に最新 の技術動向を把握 する必要があるが,人 工知能技術を導入 したデー

タベースを基礎 に,パ ソ コンネ ッ トワークシステムの導入を考慮する必要が あろ う。

＼fP

A

○

4.

込
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5.ま と め

it/

▲

中国地域における調査統計情報流通の オンライン ・ネッ トワークに向けての2年 間の調査研究の結

果,利 用機 関側 のオンライン ・ネ ッ トワーク化に対す る関心,期 待の強さに比較 して,提 供機関側の

立 ち遅れが明 らかになった。

オ ンライン ・ネッ トワーク化を実現するためには,多 大 の経費と時間を要 し,解 決 すべ き課題が 山

積み しているが,各 情報提供機 関が互 いに情報を交換 し連絡を取 りあ って,時 代 の要請 に応えるべ く

長期的視野 に立 って着実 に実績 をあげてい くことが望 まれ る。

最後 に,2度 に渡 るア ンケー ト調査及び ヒア リング調査にご協力いただいた関係機 関に謝意を表す

る。

◆



資料1
中 国1山 域 に お け る 調 査 統 計 情 報 流 通 に 関 す る ア ン ケ ー ト調 査 顕

匿

巴

1.貴 機関で所管 ・伽Aさ 』1ていr,Shλ1の 磁{4媒 体化 の現状等 と外部 提供についてお尋ね しま寸.(注)所 管統 計を持 って いる機関 のみ.

λ三脚 の質問:1汕 に対 し、1欄 の銃a1毎 に銭 当事卿 こ○ 印S・、又 は所要事項 を記入 して ください。 《※対象統計名 は別紙 「対象統8f名 一覧 表」参 照》

,

ー

O
罵

一

対⑩統計名'`＼
..設問項目 ＼

^w -一
争

Ul.壕 データの磁気

媒体化はどの段8皆

で行 われ ますか。

Φ当機関 《含む外jDで

②ぷ}`庁 で

イ鵠)ト部機関で

"2譜 雛 紬 織 嬬;ζ 。1喜鷲 宮)
い ますか。{紀人倒S45年)

u3.印lli{1物 で公表

された集計デー

タと同等の内容

又け それ以上の

ものを磁気媒体

化 していますか。

(1)し て い な い

②一部 ω▲白ト1を収録('
てい る

⑨金項Hを 収録している

黙 離 開 、留もの
Q4.集 計データは、調査年何年剛情 のものを

保存 していますか。 占

Q5.保 存 してい る

媒1事は何です妬

Φ磁気 デ ィスク

②磁気 テープ

③ フ ロ ッ ピー デ ィ スグ

Q6.集 計データの

磁気媒体化につ
いて今後 の方針

をお闘かせ くだ

さい◆

Φ磁気媒体化しない

②一部項目を収録する

⑤全頃日を収録する 、

(注)「 原データ」とは、統、{1作成の基本 とな る調査 票等の内容 を収録 しているデータをい う。

『集計チータ」とは、原デ ータを もとに、公 表す ることを目的に して集計され たデ ータをいう。

争
ひ

, ψ b
〆
「
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留

ω

ー

⇔ ・
令
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Q7.磁 気媒f↓化された蟻計デーr夕をク1部へ1是供す る,ことが可能ですか.

また、 その事例がありますか。

① ク1部撮 りU;珂 能である。

提肌事例が あれば、 その統 剤を`を2～3例 挙げて ください。

②特定の機mで あわ1[!可能である。

1そ蹴 こ蹴

③ ク1部 提 帆 が で きな い:

・何 故 で^」'か
。 一

,ー

|

Q8.タ 榔 から磁気媒{廠 され融8ト データの提供要請があったハ胎 、その受付

窓口は一'・元化していますか.

① 統計総括謀で一元的に受付Uる 。

② 僻 踏 理}脳 課 ㈲ で元 的`こ受付ける。

③ 各統孟1の所管課で受付ける.

④碗]

→ ・●
.<

・
9)(

①

②

タ{郁提供に関す る手続 き規 程があ りますか。

あ る

ない

QIO.昨 年度の 二Lズ 調査による と、 「統言1情報の入手 は、印刷物 によるためタ

イム リーな情 報が得 られない。」 との回答 が多 くありま したが、貴機関では、

印刷物 による発表 の前に、磁気媒体化 した集計 デ一夕を外部へ提供する考え

がありますか。

① 要請があれば提供する。

② 制度上の制約が解消すれば提供する。

一どんな制約 ゼすか。

|
③ 「行政情報 セ ンター」のよ うな一元的提供機関が 設立されれば提供する。

① 提供できない。

「卿
⑤ その他

L

Ql1.外 部提供の手段 は

①オ ンライン

② オフライン(磁 気テ ープぐ フロ ッピーデ ィス ク)

]

]



ω
一
《

n・ 購 関'測 川されてV'る鮒 憎 ロ脳 一夕べース化の現状と計猷 ついてお

尋 ね し ます.

Q1.統 川{白}‖ 在デ ー タ'ミ ー ス∫ヒしてt、 ま 寸'カ・臼

① して い る

② 壽lILgi`|」

⑤ 川 山iを検 、ttLlt

① 轟h典i{」ない

Q2.ア ーー夕 べ ー ス`')即 発 ・拡 充 に つ い て 、!)後 の 万 別 を4[;Mlカ 、せ くtご さい 。

① 独 「1で開 発 ・拡 充 す る

② 他 ほ 閃 とjll司 で 口n発 ・▲唖、兆 し た い

③ ク1部 よ り バ ノナ で購 入 し た い

◎ 他機 閃 のデ ー クベ ー スを 利 用 し た い

Q3.デ ー タ ベ ー スの 開 発 田 面 ・伎 討 内容 及 び スケ ジ ュー ル を お 閲 か せ くだ さい。

←
■

ぐ

Q4.開 発中 あるい は計画 巾のデ ータベー スは 「列部へ提供す るiこ とを目的 に

していますか。

綱 司1三:ll難
三－

f　 一:ll難[

ご －
Q5.外 部提供の方法について、今後の考え方をお閲かせください.

(D直 接、利用者ヘオンライン又はオフラインで提Otすることは可能でし

ょうか。

(イ)オ ンライン

① 可能である

② 不可能である

[その理由]

(ロ)オ フライン(磁 気 テープ、フ ロッピーデ ィス ク)

① 可能であ る

② 不可能で ある

[その理由

十

,
(

]
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出

O

－

句

▲

(2)・ 次 に、 第 ←[・1・セクタ ー(間 間提 供 を ・元 的 に 取 扱 う情 報 セ ン タ ー-esの 楓

関)ヘ オ ンラ ・rン又 は:rフ シ イ ンで 提 損 す る こ と は可 能 で し ょ うh9。

`・`)オ ン ラ ・f:'

㊦ 可 能 で 山.乙

◎ 不|可ll巨で あ.ZJ・

ドθ卿

(1'1)オ ソ ラ ・tン(磁 気 テ ー・・プ 、 フVlッ ピ ー デ ィス ク)

① 可 能 で あ る

② 不 可 能 で あ る

ド卿

1

]

・

Q6.統 計情 報をク1・部へ提供す る場合、.e'んな制約 や問題が あります か.具 体的

に教えて ください。

Q7.岱 捌 ヒの進展 に ともない、利川者側で は 「オ ンラインで統計情報 を入手 す

る」ことに関心 が高 ま っていますが、オ ンライ ンによ る流通体系 として どの

ような姿をお考 えでし ふうか。一 一

9' 、◆ 〆
・

Ω8.オ ンラ.インによる情 報提供にあた っては、 どん な問題点が ありますか。'

Q9.オ ンライ ン ・ネ ット ・ワー ク ・システムを構築す るためには、どんな具体

的方策 を購ず る必要が ありますか。

QIO.統 計情報流通のオンライン化を目的とした地域内の連絡協埴会を設けた場

合、これに参加する意向がありますか。

① ある

② ない[その理由]

③ その他
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m,利 川 打 か ら 「ど こに 、 ど ん な 統3「 情 報 が あ るカ'P1ら な い 」 「所 在 源 情 報 を 提

損 す べ さ 」 との 要 望 が あ りdi・B-.・〉《、 統 語 に 側 慮 る相 談(誓6話 ・面 談 を 含 む)の

対 応 に つ いて お 尋 ね しま す 匂

Ω1.銃31相 談 の 受 何 窓 「1を ・・元 ∫ヒして い ま す か 。

① して い る(・ ど こで."苛`""''"』.　 ''"帖'},

`

② して い ない'

Ω2.現 、'已受Illさlrご け、 所 力源1、糊 蹴 、てげ 一 シ・り1r{介 に 対 して ど の よ う に

対 応 さ1・tてい ま寸 〃・。"

(イ}・所 了商 舗 報"・ ① ・受 付 窓rl担 当職nに:kる'1-

1'　 一"一/一:・・;⑤ 統atn'i'i職 員 臨 急'　 "『 　1

.、/③ そρ 他(.....)

(川 統 」げ 一 夕 ・① 印 刷 物a'閲 覧 ・;tピ ー サ ー ピス

、』…⑫.聖 恩 牲に剣 されたデータ噸.'コ ピ

・③ その他()

Q3.今 後、受 付窓 口でのサ ービス内容 をどのように改善 ・拡充 して い くお考 え

ですか。

(イ)所 在源情報

(ロ)統 計データ

'

ご協力あ りがと うございま した.

の
▼ o

対'象 統 計 名 … 覧 衷

機 関 名 対 象 統 計 名

、

中国旧1§局'
亀

① 法人企業統計稠査 ② 大蔵省景気予測弧査

中国運輸局

▼

① 自動車輸送統計 ② 全国貨物純流動調査 ⑤ 民鉄
輸送搬1調 査

,〉 層

広島労働基準局

舎
、

① 賃金構造基本統計

中国四国農政局 ① 農業動態調査 ② 作物統計 ③ 漁業センサス ④
海面漁業生産統計 ⑤ 農家経済調査

神戸税関 ① 通関統計
広島税関支署

門司税関 ① 通関統計
下関税関支署

広島通商産業局 ① 鉱工業指数 ② 通商産業省生産動態統計 ③ 流通
統計(鉄 鋼 機械 雄維 舐)④ 商業動態統計調査
⑤ 貿易業態統計調査 ⑥ 石油製品需給動態統計 ⑦
商鉱工業石油等消費統計 ⑧ 電灯電力需要月報 ⑨ 発
受電月報 ⑩ ガス事業生産動態統計

中国郵政局 ① 郵便貯金預払い及び現在高報告

(各県共通)
' ① 国勢調査 ② 工業統計閥査 ③ ・商業統計 ④ ・事

案所統計 ⑤ 消費者物価指数 ⑥ 毎月勤労統計個査
,⑦ 労働力調査 ⑧ 住民基本台帳に基づく人口移動統計
⑨ 建築着工統計 ⑩ 家計調査 ⑪ 晟林業センサス
⑫ 鉱工業指数 ⑬ 県民所得統計

◆, (
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資 料2 昭 和61年.度 ヒ ア リ ン グ 調 査 票

1.デ ークベース開発 ・利用 システムの基本構想 について

[1〕 システムの概要

[2]シ ステムの体 系図

2.デ ータベース開 発に あたって の、デ ータの整備 についてお伺い します。

[1]デ ータベース開 発にあた って、 どのよ うなデ ータを整備 していますか。'

「

」2
P
ψ
1
・

(1)

〈2)

(3)

(4)

(5)

:3]

[4] ,

2.

[1]

(1)

デ ータベースフ ァ,イルの構造 につ いて、 お伺 い します。

デ ークの分類方 法について、 どのよ うな整理 の しか たを して いますか。

品 目コー ド付 けについて、 どのような整理 の しかたを して いますか。'

地域区分 コー ド付 けにつし)で どのよ うな整琴 のしかたを して います か。

デー タ出所 コー ド付けについて、 どのような整理 の しか たを して いますか。

デークの単位 コー ド付 けについて、どのよ うな整理の しかたを して いますか。

データ ベースファイルへのデー タ投入方法につ いてお伺 い します。

デrタ の整 備上の問題点につ いて、 お伺 い します。

データベース開発関係

検索 ・加工 ・分析等 ソフ トウェアの内容 について、お伺い します。

貴機 関のデー タベースで行 える機能についてお伺い します。.・

① 四則 演算(イ.加 算 ロ.減 算 ハ.乗 算 二.除 算 ホ.そ の他演算→ 《 》)② 検索
(イ.単 純検索 ロ.条 件検索).

③ 集計 機能(イ.単 純集計 ロ.ク ロス集計)

④ 基礎的統計量計算機能

[イ.地 域別デーク項目値 ロ.中 央値、最大値及び最小値の摘出 ハ.中 央値、最大値及び最小値の該当個所の検索 二.平 均値 ホ.分 散値.琴 ～,標準偏差値 ト.偏差値]

⑤ 比較機能(イ 。比較 ロ.分 類 ハ.指 数値 による比較')'

⑥ 相関 回帰 分析機能(イ.相 関分析 ロ.時 系列 回帰分祈).、 、.∵.:㌃ ・

⑦ 印刷機能(イ.単 票印刷 ロ.帳 票 印刷)

⑧ 表示機能(イ.全 体表示 ロ.検 索 表示)

⑨ その他ユ ーテ ィリテ ィ ¶ ∵

['い^'・;・'∴]

(2)(1)で 選ん だ機能 を利用 す るための、操作 コマン ドの名称 につ いてお伺い します。
こ 　 ロ び セぬ 　

い 　 ら し

(3)貴 機 関 に お け る デ ー タ ベ ー ス の 「開 始 ∨ 終 了 」'の操 作 コ マン ドに つ い て 、 お 伺 い しま す 。

[2]デ ー ク ベ ーース作 成 上 の問 題 点 に っ いて お 伺 い します 。'・/ド 、.-t、 …

3.オ ン ラ イ ンシ ス テ ム 開 発 関 係 ・:=ご)、t・'t・、

:1〕tン ラ イ ン シ ス テ ム の 形態 に つ い て お 伺 い し ます 。'・:'・ ・

(1)現 在 、 利 用 して い る 伝 送 用 コ ー ドの コ ー ド系 に つ いて お 伺 い しま す 。 二.∵ ・ ・,・'.

① コー ド系 イ.EBCDICコ ー ド÷ メー カー 特 有 コ ー ド
ロ.JISコ ー ド+メ ー カ ー特 有 コ ー ド

ハ、BCDコ ー ド+メ ー カー 特 有 コ ー ド

ニ.そ の他 特 有 コ ー ド ⊥メ ー カー 特 有 コ ー ド

ー317一



② コー ド変換ユ テ ィリテ ィの有無 イ.有 ロ.無

く2)通 信 速度についてお伺 い します。

(3)情 報を伝達 して いる信号形態 についてお伺 い します。

イ.ア ナ ログネ ッ トワーク ロ.デ ジタルネ ッ トワー ク

(4)ネ ッ トワークの構 成方法t:つ いてお伺 い します.

イ.ブ ランチ型(パ ス型)ロ ーカルエ リアネ ッ トワー ク
ロ.ル ー プ型 ロー カル エ リアネ ッ トワー ク
ハ.ス ター型 ローカル エリアネ ッ トワー ク

(5)伝 送媒体 についてお伺 いします.

イ.嘔 ケーブル
ロ.光 ファイバ ケーブル

ハ.ペ ア ケーブル

[2]通 信 回線の形態につ いてお伺 い します。

(1)貴 機関 の システ ムにおける回線 の種類に?い て お伺 い します。次の中か ら該 当す る ものに、O印 又 は所定

事項をお答え ください。(以 下同 じ。)

イ.専 用 回線
ロ・一般 回線 ∫

(2)シ ステム設計段階 における伝送 量及び伝送頻度 についてお伺い します.

、イ.伝 送量(bit)
ロ.伝 送 頻度()回/月

(3)メ ッセージ交 換を行 う場合 の通信 モー ドにつ いてお伺 い します。

イ.一 般デー タの通信 モー ド
ロ.会 話型モ ー ド

(4)誤 り制御方式 につ いてお伺 い します.

イ.水 平パ リテ ィチェ ック

ロ.垂 直パ リテ ィチェック
ハ.郡 係数 チェ ック

(5)デ ータ交換方式 につ いてお伺 い します.

① 「伝送 」と 「処理」 との関係

イ.回 線 交換方 式
ロ.蓄 積交換方式

ハ.回 線交換蓄積 交換方式

② 「使用 装置 」との関係

イ.電 磁式
日.電 子式

ハ.電 磁式 ・電子式併用方 式

・ ③ 「構成面 」

イ.通 信制御装置のみに よる方 式
ロ.コ ンピュータに通信制御装 置に付加す る方式

[3]オ ンラインネ ッ トワー クシス テムの開発 ・運用にあ たっての問題点 につ いてお伺 い します.

4.今 後 の計画 につ いて

[1〕 デ ータベースの内容

[2]ネ ッ トワー クの整備

一318一

、ρ'
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壷*斗3 ヒア リ ング調 査 結 果 集 計 表

項 目 機関 ∧ 機関B 機関C 機関D 機関E

1,デ ータベース開 発 ・利用 システムの基
、

本構想について

(1)シ ステムの概要

① 情報の種類 幽 鋼 統RH官 報 ・図形情報 魍 幽
ヒ=
衷グラフ出力
地図情報出力 亡

表グ ラフIll力

地図 情軸出力 L=
衷グラフ出力
地図情報出力 亡

表グラフ出力
地図情報出力 ヒ二

段グラフ出力
地図情報出力

② 操作方式 一 メ ニュー方式[
コマ ンド方式

未定 未定 [ζこ;凝 メ ニ ュー方 式 .[
コ マ ン ド方 式`

(2)シ ステ ムの体系図

① ホス トの種類 同一36題(富 士通) ±260D(日 立) 止2401|(日 立) ACOS750(日 本電気) H-6KII(日 立)

② システムの体系 L
【他業務併用]

機関内関係謀 L
[他業務併用]

機関内関係課

[他業務併用]

一機関内関係課

【他業務併冊

一機関内関係課 1
【他業務併用]

・機関内関係課

(現在構想段階)

シ
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項 目

2.^デ ー タベー ス開発にあ たってのデー タ
の整備について

(1)デ ー タベー ス開発にあた って、 どの
よ うなデータを整備 していますか。

(注)開 発順位不同

●
頃

機関A 機関B 機関C 機関D

巨 三極]二…

匡=i

人・・画 一二'[=ヨ … 人 口 ・tltlrl

土 工 トコー 一 一→恒二二司

4
」う 動{ 口 一・= 口

経 済経 済

商 工 業
1産 業 _

1
商 工 業

農林水産業

交通 ・運輸

回
回

国
家 計 ・物価

・i変通

運輸 ・通信

パ典福 、'祉 ,

、

土木 ・建築建 設 建 設

・医幽保険 ・衛生 保険 ・衛生

1生活環境 '

匡三 ヨ
消防 ・防災 ・災繊 一

教育1文 化 生 活環境.教育 ・文化 、教 育'文 化

・ 「
安 全公 安 公 安

行 財 政 行 財 政 財 政 ・選挙

, ◎ も

機関E

)

ア

産

産

イ

ァ

)

フ

電

要

ル

ル
村

・

別

県

の
統

デ

モ

モ

列

フ
)

・

生

ア

.
フ

内

妻

別

霜

]

イ
イ

野
薮

.
　村
国

別

所

]

ル

叫期

]

廟

社

輯

成
済

資

フ

済

社

需

種

ル
カ

30

ア

ァ
市
者

≧

町
全

市

業
.

.長

所

長

折

デ

N

力

業

イ
電

球

フ

フ
の
業

:い市
び

都

事

分

モ

の

夕

分

の

タ

ポ

*
*
(

」

乍
r
釜

-勿
敢

エ
ノ

　コ
ベ

キ

　

*
類

+
向

81
81

合

ル
要

在

U

要

電

力

ア
別

地

計

計

方
就

パ
,方
及

大

.

済

済

方

一
関

済

一

地

デ
連

経

デ

、
続

続
地

・

、地

別

1
査

緩

緩

電

フ
村

ル

地

霧

別

*
分

*
勤

続
向

総

イ
主

・

経

方

途

ル

ロ
要

町

イ
国

業

業
田

口
等
国

市

-

調

量

期
.

国

用
業

本

川

*
殊

*
済
済

ー
経

ア
経

荷

*
48

*
経
経

ル

n

フ

H
出

1ー

ル
電

川

イ
大

需

市

ア
全

工
商
中

人

積
中

部

・
勢

計

短

タ
中

ル
産

日

ル

*

*
*
ー

★

イ
★

業

★

・
ル
★

イ
[

★

ア
★

力

☆

フ
【

☆

☆

★
別

面
◎

・
別
国

81

【

★

一
★

デ
[

★

デ

(注)
★は開発済
☆は開発予定
◎は62年 度開発予
定

`_
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項 目 、 機関A 機関B 機関C 機関D 機関E

(2)デ ータベースフ ァイルの構造につい
て.
・

① データの分類方法について、・どの
よ うな整理 の しかたを していますか

(例)

コー ド

AAAOOO 一
未設計 中分類以降 検肘中 検討巾 (例)中 国地方地域

デ ータベース念,

● ,' . L予 備,.F
(例)大 分類
一土地 ・自然…A一

(例)大 分類
－AOO1……面積法一

*系 列 コー ド

1010101
`1

エ` 周 期コー ド 人口B AOO2… … 人 口 の場合
A

[lii響]
事業所………C

農林水産……D
鉱工業.E

叩03… 住民基本

台帳1
AOO4… 住民基本

☆最初の 「1」
⇒年次市町村別データ

☆次の 「Ol」一小分類
土木建築……F 台帳2 ⇒ 分野名 で 「自然 」

英字で任意 一 等 一 AOO5… 外国人登 ☆次の 「01」一 中分類
録表 ⇒調査名で 「全国都

統計名 ごと、
、

一 等 一
道府県市区町村別面

大分類 積 」
分野 ごと' ☆次 の 「01'」

⇒系列名で 「総面積

」

② 品 目コー ド付 けについて、 どのよ
うな整備の しかたを していますか。

(例)鉱 工業生産 ・

出荷 ・在庫指数の特
未設計 未設計 コー ド付け していな

い
系列名で対応

殊 コー ド(中 分類に

相当)
コー ド 特殊分類名

0鉱 工業
100最 終需要財
110投 資財
111資 本財

112建 築財

200消 費財
210耐 久 一

220非 耐久 一
300生 産財

310鉱 業用 一 :

320.そ の他用 一

等

⑤ 地域区分 コー ド付 けについて、ど
のよ うな整備 の しか たを して いますか

自治省が作成して
いる地方公共団体コ

未設計 独自コー ド

(例)市 町村 コー ド
県 コー ドは自治省
コー ドを その まま流

独 自コー ド

(例)県 コー ド
●

.F'

一 ドをそのまま利用

してい る。
000**県

201**市
屈 してい るが、市町

村 コー ドは独 自コー
[電力需要データベース]

1本 店
202**市 ドを付 けて いる。 2鳥 取県
:: 3島 根県

、、 301**町 4岡 山県
'

5広 島県
..● wＬA 61hロ 県

'1

'全"音 卜'r・ 」'・'㎡ 丁」

ー

ω
曽

ー
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項 目 機関A 機関B
.

機関C 1媛関D 機関E

④ データ出所 コー ド付 けにつ いて、 コー ドを付 けてい 未般計 未設計 コー ドを付けてい コー ドを付けてい

どのような整理の しか たを して います な い 。 な い◆ な い。

カ・。 .

⑥ データの単位 コー ド付 けについて デ ータの単位 に対 未設計 未設計 「機 関A」 と同 じ
同 友 『

、 どのよ うな整理の しかたを してい す るコー ド付 けば行 o

ますか. っていないが、基 準

単位 は定めて いる。

(3)デ ータベー スファイルの投入方法に
ついて 磁気テープ 磁 気テープ 磁気 テー プ 磁気 テープ 磁気 テープ

磁気テープで入手 同 定 同 左 同 定 同 定
が可能なもの

1パ ンチ入力 パ ンチ入力 パ ンチ入力 パ ンチ入 力1 パ ンチ入力

磁気テープで入手 同 友 同 友 同 左 同 友
で きない もの は、パ

ンチ委託により対応

手 入 力 手 入 力

少量データにつ い 「機関A」 と同 じ

ては、端末機から手
入力する,

(4)デ ータの整備上の問題点について ☆統計主管課からの ☆デ」タの現行電算 未設計のため目下な ☆収集、入力作業に ☆秘匿値混在のデー
磁気テープ提供が受 処理業務からのMT し 時間と労力がかかる タについては、デー
け られない. による直接入力の場 ☆地域区分、住居表 タベースに利用でき
☆パ ンチ入力、端末 合は、 これをルーチ 示の変更に伴 うシス ない

機からの入力の場合 ン化すれば問題は少 テム ・データの メンテナ ンスに経費 と ☆データの整備にた
、委託料及び人手が ないが、他のデータ 労力がかかる いへん経費がかかる
多 くかか る. をパ ンチによ り入力 ☆国の概関それぞれが所管統計のデー ので、行政データは

する場合はその維持 タベース化 を考えてお り、分類 ・コー 提供をお願いしたい
管理に手間がかかる ド付 け等 について、 どこに合わせてよ
のでその体制 を しっ いかわからない

かりする必要がある
2.デ ータベース開発関係

(1)検 索 ・加工 ・分析等 ソフ トウェアの

内容について

① 貴機関のデークベースで行える機 基本的な操作内容 検討申 検討巾 基本的な操作内容 同 左
能について は可能であ る. .は可能であ る.

ただ し、基本的な操 同 友
作内容程度は満足さ
せたい◆

■

A
'

, ◆
◎ 邑,
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項'目 機関A 機関B 機関C 機関D 機関E

② ①で選んだ機能を利用するための PLANNER( 該当なし 酸当なし PFキ ー及び書込 ∧CTlVE-1)
操作 コマ ン ドの名称について 計画管理 システム) みキーで対応 を検討 SS(計 画 ・意思決

を利川 中 定支援 システム)を

利川

③ 貴機関 にお けるデータベースの 「 該当なし 該当なし 該 当な し
開始、終了 」の操作コマ ン ドについ

て

i.シ ステムの開始 フ ァ ン ク シ ョ ンキ ー EN↑ERl,OmN

で対応
《

【 〃 】 … TSS[フ ァ イル 名]

ii.デ ー タ ベ ー ス の開 始 同 上
'

PFltワ ー ク フ ァ

[〆] …

イルの領域確保)

PF2(デ 一夕ベー
スの呼出 し)

iii.検 索処理等 数字キーで対応 数字 キーで対応

iv.デ ー タ ベ ー ス の終 了 フ ァ ン ク シ ョ ンキ ー E肝ERl,OGOFF

で対応
.

v.シ ステムの終了 電源DONE 電源DONE

'

(2)デ ータベー ス作成上 の問題点 につい ☆秘匿値(例 えば工 ☆入力方法の容易化 特に な し データ投入が比較 ☆統一 したコー ド体
て 業統計鯛査のX値) 的簡単に行うことが 系の構築(各 機関の

の対応が十分できな ☆構造の明確化 で きるとい うことで データ毎 にコー ド体
い ◆ メー カー提供の もの 系が異なり利用しに
(X値 を欠割値とし ☆検索時間の短縮化 を使用 してい るが、 くい。)
て取扱 うこ とはでき コマ ン ド方式のため ☆利用 マニュアルの
るが、合計等の計算 ☆データベースの拡 操作が難しく、今後 整備(各 機関のデー
処理 ができない.) 張性 ユーザーが簡単に使 タ〈磁気 テープ〉を
☆システムが本稼働 用で きるシステムに 利用 するに際 し、利
した後、データメ ン するかが課題である 用 マニュアルが整備
テナ ンスを正確かつ Φ されていないので使
迅速に行えるかどう

吟

い に くい。

か不安がある。

、

「 ・
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項 目

'「

機関A

、r兵,、'

機関B

「.

機関C 機関D 機関E

3.オ ンライ ンシステム開 発関係

(1)オ ンライ ンシステムの形態 について

① オ ンうイ ンシステムの処理方 式に iii 該当な し 該当なし 該当なし iii
ついて ⇒機関A行 政情報デ →機関E総 合データ

一夕ベrス システム ベース利用 システム

i.リ モ ー トバ ッチ 処 理
'

'

ii.リ ア ル タ イ ム処 理 一

iii.タ イ ム シ ェ ア リ ング処 理

iv,併 川処理 .

,

② 現在、利川 して いる伝送用 コー ド i'『 i i ii i

につ いて

i.EBCDICコ ー ド+特 有 コ ー ド

・苛

ii.JISコ ー ド+持 手「コ ー ド
,

iii.BCDコ ー ド+特 有 コ ー ド

iv.そ の 他 コ・一 ド十特 有.コ ー ド
、

*コ ー ド変換ユ ーティリテーの有無
,

㊨EBCOIC← ⇒JIS 該当なし 該当なし 該当なし 該当な し

⑤ システムの通信制御装置について 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし

i.前 置処理装置(FEP.1P)の みに ・・

よる方式
ii.遠 隔処理装置(RP)の み による

方式

④ 通信速度について 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし

⑤ 情報を伝達している信号形態につ 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし
いて

i.ア ナ ロ グ ネ ッ トワ ー ク

ii.デ ジ タル ネ ッ トワ ー ク

⑥ 構成ネ ラ トワニ ク(LAN)の 構.

成方法について
弦 当なし

・
該当なし 該当なし 該当なし 該当なし

.

i」 バス型(プ ランテ型)

ii.ル ー プ 型

iii.ス タ ー型

⑦ －LANの 伝送媒体につ いて 咳当なし 該当なし 該 当な し' 該当なし 該当なし
i.同 軸 ケ ー ブル 、.

'.

ii.、光 フ ァ イ バ ー ケ ニ プ ル ㊨

.iii.ペ ア ケ ー ブ ル ,
.

●
'

' ● ⑨
,オ
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果

し

し馨奪回掴なな運般答当に直施回該特☆☆無11i11

D関機
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の

通
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1
C関機

、

し

し

し

し

し

一

し

しななななななな当当当当当当に該核酸核酸核特

言

B

し

し

し

し

し

し

し

一

関機

な

な

な

な

な

な

な当当当当当当に

二該餓該該該核特・一
rー

;

,

A

‥

し

し

し

し

し

し

し

関機

な

な

な

な

な

・
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項 目 ・ 機関A膓 ● 機関'B 機関C 機関D 機関E

4.今 後 の計画 について →

(1)デ ータベースの内容 について 第1期(60～61年 度) 未定 (検討段階) (検討段階) 2の(nと 同 じ

人 口 ・世帯、土地 62年 度 人 「1 2の(川 こ掲 げた情

、労働、経済 人 口、1恨1}、 就業 報項目を中心に、

者数 ・管内各県の県庁所

鋸2期(62～63年 度) 63年 度 産業 在都市
農家、農業生産額 ・全国の人 口50万

「

商工業、農林水産 、工業出荷額 、商店 人以上の都市
.

案、交通 ・運輸、鰻 、商業販売額 ・県内市町村のデー

光 64年 度 教育文化 タ
,

学校、児 童生 徒、 を時系列に整備し
第3期(64～65年 度) 文化スポーツ施設等 て い く.

65年 度 その他
福祉、建設、保険 医療施設、福祉施
・衛生、生活環境、 設、災害 、消防、交

消防 ・防災、教育 ・ 通等
文化、公安、行財政

(2)ネ ッ トワークの整備 について' 1② ② と同 じ 未定 1の ② と同 じ 62年 度 1の ②と同 じ
, 端末機を1台 設置

し、上記ω の内容 を ACTWE-DSSの 制 約
'

パ イロ ッ トシステム 上機関内ネ ッ トワー
と して稼働 させる. クしか構成 できない

◆

◆

●
●

' ■
● ←
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地域内情報流通調査(各 論W)

四国地域産業経済情報流通調査

(四 国地域)
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1公 的機関を中心とした情報提供体系のあり方

一四国地域の情報提供体系整備に向けて一

次

1.情 報提供における公的機関と民間機関の役割分担

1.1

1.2

役割分担の必要性

役割分担の基本的方向

2.公 的 機関の情報 ネ ッ トワー ク

2.1公 的 機関相互 の役割分担

2.2 情報提供の拠点 となる機関 ・組織

3.情 報 提 供 の 基 本 的 方 向

3.1

3.2

3.3

3.4

情報入手機関の特徴に応じた情報提供体系

情報 タイプに応 じた情報提供体系

情報のレベルと所在源情報

情報伝達 ルー トとしての地域団体 ・業界 団体 ・マスコ ミ

4.人 材 の 育 成

4.1

4.2

4.3

4.4

情報提供 における人材育成の必要性

啓蒙 ・普及

ツ

研修 ・研究会の充実

指導員制度の確立

5.ロ ー カ ル ネ ッ トワ ー ク の 形 成 に 向 け て

5.1ネ ッ トワ ー クの 必 要 性

5.2ネ ッ トワ ー クの タ イ プ

ll公 的機関を中心 とした情報提供体系のあり方に関するアンケー ト調査結果

ー

ワ
一

調査の概要

調 査 結 果 の ま と め

2.1

2.1.1必 要 な 情 報

2.1.2

2.1.3

2.1.4

2.15.

2.1.6

2.2

2.2.1

四国地域における情報入手の現状

必要な情報の種類(情 報の質的レベル)

入手 している情報

情報 の入手ギ ャップ

情報の入手方法

入手情報の評価

公的情報提供機関が果たす役割

情報提供機関の評価
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2.2.1公 的情報提供機関に対する期待度 と求められている情報

2.3公 的情報提供機関を中心とした四国地域における情報提供の現状

2.3.1

2.3.2

2.3.3

2.3.4

2.4

2.4.1

2.4.2

2.4.3

2.4.4

2,4.5

資 料1.

2.

情報提供活動の現状

公的情報提供機関の情報提供の現状

情報の相互利用の現状

情報提供の問題点

公的情報提供機関のめざすもの

今後重点をお く提供活動

今後の情報提供地域

相互利用を希望する機関及び情報分野

拠点機関の必要性

所在源情報の整備

四国地域の情報提供体系整備に関するニーズ調査票

情報提供の在 り方に関するアンケー ト調査票
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1公 的機関を中心 とした情報提供体系のあ り方
一 四国地 域 の情 報 提 供 体系 整 備 に 向け て一

'

↓

四国地域 の経済社会は,産 業基盤 の整備,産 業構造 の高度化 な ど,様 々な問題 を抱 えている。

こうした問題 の解決を図 り,地 域 の経済的基礎 を高め,地 域経済 の活性化 を図 ってい くためには,

情 報機能 が果 たすべ き役割 は大 き く,地 域独 自の情報施策 の展開 が強 く求 あ られている。

このため,昭 和60年 度 においては,将 来 の情報化の推進に必要 な資料 を得 るため に,地 域内 の

各機関,企 業,諸 団体等 における 「情報 ニー ズ」,「 情報 シーズ 」に関 す る調査 を実施 したところ

である。

この結果 得 られた特徴的 な点 は総 じて次の ように要約 され る。

(1)情 報 ニーズ面では,情 報 の整備及び提供体制の不備 が指摘 され てお り,特 に,情 報 センター,

商工会議所 行政機関 などの公的情報提供機関は,必 ずしも十分 に活用 されておらず,地 域 にお

ける情報提供機関 としての重要な役割 を考 えると,今 後一層 の充実が望 まれている。

また,「 全国 」情 報に加 えて,「 地域 」情報 の重要性が うかがわれ,今 後 は,地 域 デー タベ ー

スの構築 に向けて,公 的情報提供機関を中心 に これ らの情報 を整備 す るとともに,情 報 を利用す

る側 において も情報価値 に対 する認 識を深 め ることが必要 となってい る。

(2)一 方,情 報 シーズ面 においては,情 報提供 にあたり公的情報提供機関 を中心 に内部体制 の整備

を行 うとともに,情 報 ニーズを反映 した情報 を作成,保 有 し,こ れを積 極的 に提供 す ることが課

題 となっており,今 後は網羅的 な所在源情報 の整備 を急 ぎ,地 域 データベースの構築 に向けて,

各 機関の果 たすべ き役割 を明確 にすることが必要 となっている。

また,民 間機関 において も,四 国地域の活性化 を図るために,情 報交換を活発 に行 うな ど,情

報提供意識 を更に高揚 させる ことが望 まれている。

このように,地 域情報化 の推進のためには情報提供機関の拡充,強 化が必要 で,特 に,公 的情報

提供機関の果 たす役割の重要性が強 く指摘 されてお り,利 用者が求 めている情報を さらに詳細 に把

握 し,こ れ ら情報 の提供 にあたって公的機関 を中心 とした情報提供機関相互 の果 たすべ き役割を明

確 にす るなど,情 報提供体系の整備 が緊要 の課題 とな っている。

●

●
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1情 報提供における公的機関と民間機関の役割分担

1.1役 割 分 担 の 必 要 性

四国地域において,利 用者 が必要 とする情報 は広域的かつ多様的 であ り,民 間機関 に総 ての情報

収集,提 供 を任せ ることは無理 があ り,国 の出先機 関,地 方 自治体,情 報 センター,商 工会議所 な

どの公的機関(以 下,公 的機関 とい う)も 情報提供 の一翼を担 う必要 があ る。

利用者が必要 とす る情報分野 をみると,「 今後 の景気動向 」,「 所属業界 ・産業界 の動 き,見 通

し」といったく経済 ・社 会領域〉 の情報 に対 す る必要度がやや高 くなってお り;情 報領域 によって

破行性 がみ られるものの,必 要度の高 い情報 はく経済 ・社会領域〉,〈 施策 ・制度領域〉,〈 市場

関連領域〉,〈 経営 ・管理領域〉,〈 技術関連領域 〉の幅広 い領域 に及んでい る。

また,入 手 してい る情報 の地域区分は自県 内,四 国地域内と並 んで,全 国,世 界 の情報 の入手度

が高 くなっており,近 畿,関 東 に関す る情報 も利用 されている。

一方
,デ ー タベー スサー ビス等の民間情報 サー ビス業は,投 資 リスクが大 き く,資 金の回収期間

も長 いことから十分育 ってお らず,四 国地域 における民間情報サー ビス業 は企業活動 として成 り立

つか どうか模索中にあると思 われ る。

このような ことか ら,公 的機 関 は施策,指 導面か ら情報提供 に対 する援助 を行 うことが基本であ

るが,必 要 な情報は広域的 かつ多様 的であることを考慮 すると,民 間機関 に情報収集,提 供の総 て

を任 せることは無理 があ り,民 間 の活動が期待 しに くい分野の情報提供 につい ては,先 導的 な意味

で,,そ の一翼 を担 う必要 がある。

また,統 計資料 な ど公的機関(特 に,行 政機関)が 保有する情報 は,産 業,社 会の幅広 い分野 で

積極 的に活用 され るべきであ り,公 的機関は プライバシー保護 に留意 しつつ,保 有情報の公開,提

供 に務 める義務があ る。'
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表1-1 情報 の必要 度分 布

情 報 領 域
1

経済 ・社会領域 施策 ・制度領域 市場関連領域 経営 ・管理領域 技術関連領域 企業関連領域

・='

'

情80
Pご

」'

報

'
今後 の景気動向"㌦

ζ^

.㌧

→

の70

・ 、、

'

所属業界 ●産業 界の動 き

必
-

}

要6q
,、

国内の経済事情 .・1

度 s 税制

( 国 の経済 ・産 業政策

色50 金融 ・為替動向

ご

・

中小企業施策
'

同業者の動向 倒産等の企業信用情報

都市開発 ・工 業団地 ・道路計画 製品.商 品の需要見通し 教 育 ・研修手法

40 融資制 度 ・機 関 製品 ・'商品の市場動向 事務のOA化 新製品開発

消費者 ニー ズ 賃金 ・福祉制度 生産技術

市場調査 工場のFA化 製造技術 の開発,改 良

海外 の経済事情,見 通 し 公害 ・福祉政策 ・法令 自社製品の評判 資料目録 設備 ・機械 の改善,導 入

30 賃金,福 祉動向 新製品 ・デザ インの動向 生産 ・販 売の管理技法
'

挙 雇用関連情報 新材料 ・素材 の開発
,

一

企業経営者の考え方 特許 ・技術 事業多角化・新規開店
'

「●'

人材情報 公害情報 大型店等の新規参入

20 労働組合の動 き・・
・ 、

製 品 ・商品の取引条件 下請 ・外 注先情報 資源 エネルギー
A

住民 消費者運動 、'Fr.A

市場開拓の手法 海外技術 企業の集 団 ・協業化

企業の海外進出

10 チ ェー ン化 生産 ・販売の記帳

(注)必 要度:必 要 と回答 した企業の全体 に占め る割合



1.2役 割 分 担 の基 本 的 方 向

公的機関は,1業種や地域に共通なニーズのある情報分野あるいは業種や地域単位で普遍性のある

情報分野を中心に情報提供活動を行 うことが望ましく,特 定企業の情報や企業活動において必然的

に発生する情報については,企 業の情報収集活動や民間情報サービス業にこれをゆだねるべきであ

る。

具体的には,「 今後の景気動向」,「 国内の経済事情 」といった一般経済のマクロな情報は,公

的機関が質を吟味 して流すのが望 ましく,「 企業の信用情報 」,「 取引の条件 」といった情報は,

企業の情報収集活動や民間情報サービス業にこれをゆだねるべきである。

また,〈 市場関連領域〉やく技術関連領域〉の情報は役割分担の錯綜する領域であるが,公 的機

関は,企 業の情報収集 リスクが大 きく,自 助努力の超えるものについてのみ情報提供に努めるべき

であり,企 業の競争原理を犯さない配慮が必要である。

さらに,公 的機関の情報発信地域をみると,四 国地域内が96%と 高 くなっているのに対し,首
メ

都圏(18%),近 畿 圏(14%)と い った 中央への情報発信 はわずか しか行われておらず,公 的機

関は地域のPRの 意 味で も,積 極的 に中央 への情報発信機関 としての役割 を果 たす必要 がある。
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図1-1情 報の普遍性からみた情報提供における

公的機関と民間機関の役割分担
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情報発信先
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〇 四国地域内
近畿地域 首都圏 その他

図1-2公 的機関の情報発信地域

●
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2公 的機 関 の 情 報 ネ ッ トワー ク

21公 的 機 関 相 互 の 役 割 分 担

情報提供 を効率的 に行 うためには,公 的機関 は相互 の結 びつ きを強め,各 機関の性格 に応 じた階

層的 なネ・ トワー クを持 つ必要 がある。

具体的には,国 の出先機関,県 の行政機関は,広 域的 で,普 遍性の高 い情報につい て,質 を吟 味

しつつ情報 を収集,整 備 し,こ れを他の公的機関や民間情報提供機関に提供 するとともに,ニ ーズ

が高 く,情 報収集 リスクが大 きい情報 については,広 く「般企業 にも提供 してゆ くのが望 ましい。

一方
,.個 別地域 や業種 によって意味 のある情報 については,市 町村 レベルの自治体や商工会議所,

情 報 センターなどの地域団体が情報の収集,蓄 積 を行 い,こ れを情報 の利用者の特性に応 じて,き

め細 か く提供 してい くことが効果的である。

このように,情 報提供 に着 目して,公 的機関 を,国 の出先機関,県 の行政機関及 び大学 ・試験所

の上部機関 と市町村 レベルの自治体 や商工会議所,情 報 センターなどの下部機関に階層化 レ,こ れ

らの連携を密 にした,ソ フ トで フレキシ ブルなネ ・ トワー クを構築す ることにより,情 報提供 の効

率を更 に向上 させることができる。

さらに,市 町村 レベルの自治体や商工会議所 の下部機関 では十分に対応 で きない。広域的 で,普

遍性 の高い情報 や高度な分析を必要 とする情報 については,こ れ ら下部機関 が,階 層的 なネ ッ トワ

ー クを通 じて,国 の出先機関等 の上部情報提供機関に問 い合 わせ を行 い,上 部の情報提供機関は中

央 のデー タベー ス等 を利用 して,必 要 な情報 の収集,加 工 を行 い,こ れ を下部機関 に提供 すること

によ り,幅 広い情報 ニーズに答 えることがで きる。

公的機関相互 の情報の利用状態 をみ ると,国 の出先機関,県 などの行政機関は行政機関 どうし,

又 は他の公的機関 と相互 に利用 し合 っているものの,行 政機 関以外の公的機関相互 の連絡状態は十

分 とはいえない。

また,現 在利用 してい る公的機関の満足度は,「 満足 」,「 やや満足 」を合わせて,全 体 で41

%に とどまって おり,機 関別 にみても,満 足度 が過半数 を超えている機関はない。
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22情 報 提 供 の 拠 点 と な る 機 関 ・組 織 ・"L

公的 機関 は相互 の結 びつ きを強め,各 機関 の性格 に応 じた階層的 なネ・ トワー クを持 つ必要があ

るが,情 報の交通整理 を行 うためには,情 報提供 の拠点 となる機関あ るいは組織が必要 であ る。・

拠点 となる機関の必要性 に対 する,公 的機関の意識をみると,「 新 たに拠点機関 の設置 が必要 」,

「既存機関の育成 」の両者 を合わせると,全 体 の74%の 機 関 が情報提供 の拠点 となる機関が必要

であると考えている。

しか しなが ら,新 たに機関を設置するのは現実的に可能性が低 く,ア ンケー ト調査結果 でも27

%に と どまってい る。

ところで,地 域 には中小企業への情報提供 を行 う機関と して 「中小 企業情報 センタL」 が設置 さ

れて おり,刊 行物サー ビス,デ ー タベース代行検 索など幅広い情報提供サー ビス活動 を行 って おり,

地域 における情報提供 の核 として の機 能を果 たしつつある。今後は,「 中小企業情報セ ンター」 を

公的機 関の情報流通 ネ ットワー クの拠点機関 として育成 し,情 報の交通整理,人 材 センター;情 報

提供機関相互 の調整 などの役割を受け持たせ,地 域 における情報拠点機能 を強化す る必要が ある。

また,公 的機関相互の連絡を密にするには,公 的機関の トップからなる 「情報提供連絡会(彼 称)」

のよ うな組織 を設置 し,定 期的 に会 を持 つことに より,相 互 の意思疎通を図 るのが望 まし く,情 報

提供 におけ る具体的 な役割分担 について,そ の場 で検討す る必要がある。

さ らに,今 後,地 域の情報提供 においては,デ ータベースの動向な ど中央 との連携 を密にする必

要が あると考 えられ ることから,「 情報提供連絡会(仮 称)」 において も中央の動 向把握に努め,

国際的な動 きや全国的 な動 きを反映 した活動 を行 うことが望 まれる。
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3情 報提供の基本的方向

3.1情 報 入 手 機 関 の 特 徴 に 応 じた 情 報 提 供 体 系

情報 のニー ズは各機関 の性格 によりその表 れ方が異 なってお り,情 報提供機関は入手機関の性格

に応 じた情報提供が必要 であ る。

すなわち,企 業 には情報入手 に対 して意識 が強 い企業 とそうでない企業があ り,そ れぞれ,情 報

提供 の対応 を変えてゆ く必要 がある。

前者 には型 どお りの情報 を提供 するのではな く,よ り高度な情報ニーズに積極的に対応 してい く

のが望 まし く,提 供 する情報 は質 の高 さが要求 され,提 供 の媒体,方 法 も的確な ものを選 ぶ必要が

ある。

一方
,後 者の場合 は,ト ップを含めて情報の価値 に対する意識 が低 い と考 えられることか ら,積

極的 に,企 業 のレベルに降 りて行 き,潜 在的 なニーズを掘 り起 こすことが必要で,ト ップも含 めて,

啓蒙,普 及 が不可欠 であ る。

四国地域 の情報入手の意識 をみ ると,「 積極的 に情報を入手 」している企業 は全体 の17%に と

・どまってお り,入 手機関別 にみて も,金 融機 関を除 くと,い ずれ も情報入手の意識 は低 くなってい

る。

また,企 業 には 「大企業の出先工場 」,「 地場 で固有の技術 を持つ企業 」,「 下請 中小企業 」が

あり,そ れぞれ必要 とす る情報が異 なる可能性 がある。

四国地域 の場合,「 下請 中小企業 」が圧倒的 に多 く,こ れ らの企業は情報提供機関の存在 す ら知

らない可能性があ り,情 報提供機関は そのPRか ら始 めなければならない。

「地場 で固有の技術を持 つ企業 」は,幅 広 い領域 の情報 ニーズを持 つ と考 え られ,情 報提供機関

は階層的 なネ ッ トワー クをフルに活用 して,ニ ーズに答えてい く必要がある。

「大企業 の出先工場 」は,一 般的 な情報 に関 しては本社 を通 じて入手 していると考 え られ ること

から,雇 用情報 など地域独 自の情報提供 を行 うことが効果的 である。

も

オ

、

3.2情 報 タ イプ に応 じた情報提 供体 系'・

情報にはそれぞれタイプがあり・興 媛供綱 はタイプに応 じた情報提供方法を確立する必要が

ある。 …

すなわち,情 報には「企業に知らしあば1よekde報j,と 「企業が採用 し,活 用する情報 」があり,

それぞれ提供機関,提 供方法を変える必要がある6

前者は標準的な媒体の提供が適当であり,マ スコミ,機 関紙等の印刷媒体を利用すれば効果的で

あるが,後 者の場合は間接的な媒体が必要である。

企業内で活用される情報は,一 方的な情報提供では十分な満足が得られないことが多 く,情 報の入

手側の意向を反映するためには,双 方向の情報提供が必要で,各 種指導員を利用 した個別面談指導

などが効果的である。
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表3-1必 要度の高い情報の機関別比較

(必要度%)

⊥

,

の

喧

経

済

社

会

66

策

制

度

西

明

関

連

一
経

営

管

理
一
肢

術

1

2

3

4

ハ注(

ll7.報 区 分 製造業1醸1金 融馴 間脳 連1その他企司 協同組割

今後の軍気勤向

所属業界,産 業界の動き,見 通 し

◎75

068

60

60 3◎,。

8メ◎ 8d◎8a

η071

1

回内の経済}1珊 52 ◎73 7d50 71 54

金融為4働 向'・ 49 茄 ◎gd50

税制 、. 51
卜53

65 63 53 61

固の経済政策,産 業政策 53 75 65 57
'

岡自治体の中小企業施策 60 ◎go ◎88 , 57

郁i川yl発,工 業1引地.道 路計画 53 75 7

公 害,拓1祉,法 令 な ど 59

刷 目制度,1腹 限1 65 50 53

同某Wの勤向" 082

閲連載?品,商 品の市場勤 向 49

間違製品・ 商品 の需 要見通 し 49 47

流行,消 費者 ニーズ ' ・53 47

倒産等の企業`翻朗 報 閲 85

教育,研 修のや り方 60 38 47

賃金体系,}川 止制度などの施策 38 況

工場のF∧ 化,合 理`ヒ 5C

新製品開発 53

生産技術に関する燗報 53

加工技術,製 造技術 の開発,改 良 51

瓶敷回答

必要度:必 要であ ると回答 した企業の全休に占める割 合

数値は必要度(%)で,各 機 関のφで必 要度 の高い岨に10位 まであげてい る.

◎ は機関の中で最 も必要度の商い もので.Oは 次いで必要度の高い ものを示 してい る.
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図3L1情 報入手意識(%)
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このよ うなきめ細 かい情報提供を行 うためには,地 域の商工会議所,情 報センターのような,地

域の企業 に密着 した機関が提供 にあたるのが望 ましく,将 来 は コンピュータオンライ ンや双方向 の

ニ ューメデ ィアの利用 も考え る必要 があ る。

また,情 報入手の問題点をみると,情 報は 「情報の量 」に問題 があ るもの と「詳細 な情報が ない 」

「地元の情報が なし.・」など「情報の質 」に問題 があるものに大別 でき,情 報提供機 関は,問 題 に応

じた解決策 を講 じる必要 がある。

33情 報 の レ ベ ル と所 在 源 情 報'

情報 の レベルを分類 す ると,「 資料,デ ー タ」,「 基礎的知識 」,「 情報の所在 」といった基本

的 なレベルの情報 と 「専門知識,ノ ウハウ」,「 具体的事例 」のような比較的 レベルの高い情報 に

分類 で き,情 報提供機関 は,ニ ーズに応 じて必要な レベルの情報 を提供 する必要があ り,特 に,後

情報の レベル

基本的 レベル 専門的 レベル

＼

〉
∠

■

、

一
資 料,デ ー タ'

国内の経済訓費
都市開発.工 業団地.道 路計画
土地相場,利 用に関する情輯

一
専門知搬
市場θ1拓の手法加
工技術,製 造技術の開 発利用
設備,機 械の改 善,媒 人

・⊆ 一→
羅 離9‡纏 。記帳
生産 販売 在庫等の管理技法

一具縷鶉百
聴柳鵬

市塙開拓の手法
鐙備,概 械の改善,尊 人

▲ 一
情報の所在
資料目録
人材
メー±一大型店等の新規参入動向

■

(注)情 報名 は、 当該 レベルの必要度 が商い情報

図3-4情 報 のレベル
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者 については,情 報提供 にあた り,民 間 の競争原理 を犯 さない配慮 も必要 であ る。

また,多 様化 する情報ニーズに答 えるためには,「 情報の所在 」レベルの情報 の整備 が必要 であ

る。

公的機関の所在源情報作成状況 をみ ると,「 作成 している」としてい るのは全体 の22%に とど

まってお り,.28%が 「今後作成する計画 があ る」としている。

さらに,所 在源情報の効果 では,「 何 らかの標準化 をすれば役に立 つ 」と考 えてい る機関が46

%あ り,標 準化の方法は 「機関内で標準化 すれば十分 」(29%),「 全 機関 で標準化 する必要 があ

る」(69%)と な って お り,前 述 の 「情報提供連絡会(仮 称)」 のよ うな場で具体的 な標準 化の

方法,所 在源情報作成に至 るステ ップを検討す る必要 がある。

無意味
1

作成 していない

50

出

て
22

田
川
し
川

‖

艮
"
H

燃 頭 声が熱る

A

●

●

図3-5所 在源情報の作成状況④ 図3-6所 在源情報の効果㈲

標準化の必要なし

がある

、

図3-7標 準 化 の方向㈲
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4

34情 報 伝 達 ル ー トと して の 地 域 団 体 ・業 界 団 体 ・マ ス コ ミ,t・

地 域 の企業,特 に,中 小企業におい ては,組 織化 している団体 を積極的 に利用 した情 報提供 を行

うことが必要 である。
え

すなわち,地 域 の企業,特 に,中 小企業 は,公 的 な機関に対 してある種 の閉鎖性 を持 つ ことが多

く,そ れが情報流通の妨 げになっていると考え られ ることから,情 報提供機関 は,業 種単位,地 域

単位 で意味 を持つ情報 については,組 織化 されてい る業界団体,地 域団体 を通 じて情報 を提供 し,

これら諸団体 を情報流通のルー ト又は ツールとして利用 することにより,情 報 を効 率的 に末端 まで

流 すこ とができる。`

この場合,組 織化 している団体 ごとに情報の内容,提 供媒体,提 供方法 の最適 なものを選択 して,

情 報提供を行 う必要 があり,普 遍性 が高 い情報 はマス コミの利用 も効果的 であ る。

{

●
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4人 材 の育成

4.1情 報 提 供 に お け る人 材 育 成 の 必 要 性

情報洪水,情 報公害 などの言葉 が使 われてい ることにあ らわれているように,最 近の情報氾濫 は

著 し く,「 通信白書 」によると,昭 和45年 度 か ら56年 度 の間 に情報流通量 は約1.9倍 とな ってい

る。

今後,情 報の流通 は,ま すます多 くな ると考 えら九 情報のなかには,有 害 な情報,判 断 を誤 ら

せ るよ うな情報 も含 まれ る可能性があ る。本来 な らば,入 手側 で自分 に必要 な情報 とそ うでない情

報を判別 してゆ くのが理想であるが,現 実的 には不可能 な状況 にあ るといえる。 このよ うな情報過

多の状況 を少 しで も緩 和 し,効 率的な情報の流通を図るために,情 報提供機関は判別能力 を高めて,

質 の高 い情報 を提供す る必要 がある。

このよ うに,情 報提供機関 は,効 率的 な情報提供 を行う必要があるが,そ のためには トップを含 め,

情報提供 のノウハ ウを熟知 した人材 の育成が不可欠 であ る。

A

4.2啓 蒙 ・普 及

情報に対 する意識 ・価値感 は提供側 においても低 くなってお り,情 報提供機関 に対 す る一般的 な

啓蒙 ・普 及を行 う必要 があ る。啓蒙 ・普及は情報 提供者 を中心 に,情 報の重要性,提 供体制の確立

を盛 り込 んだ講習会,セ ミナー等 を実施 し,情 報提供 に対 す る理解 を深めることが必要 であ る。

この場合,機 関 内におけ る ト・プ と実務者 レベルでは役割,意 識 が異なるため,そ れぞれに適切

なカ リキ ュラムを設定 する必要 がある。

さらに前述 の「情報提供連絡会(仮 称)」 の場 で,各 機関 の意見交換 を行 うことによ り ト・プの

意識を高揚 させ ることが望 まれ る。

●

4.3研 修 ・研 究 会 の 充 実

情報提供 における実務者 クラスの人材 を育成するためには,研 修会,研 究会,先 進事例の見学 な

どを幅広 く実施 し,能 力ア ップを図 るとともに,具 体的事例 の研究や ノウハウの普 及,良 好 な人間

関係 の形成 などを促進 する ことが重要 である。

さらに,こ れ らの研修等 については,そ の効果 をあ げるため,受 講者にっいて経験年数 実力等

によりレベルを調整 し,レ ベルに応 じた研修 を実施 し,ま た,経 験者に対 しても定期的 に再研修 を

義務 づけ るなど質的向上を図 る必要があ る。

●

4.4指 導 員 制 度 の 確 立

今後,情 報提供機関 は各機関内で情報提供体制 を確立す る必要があるが,情 報提供 にお ける問題

点をみると,「 内部基準がない 」,「 情報が未整備 」,「 前例 がない 」などがあげ られてお り,機

関によりかかえる問題点 は異 なってい る。
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、

したがって,こ れ ら機関 の情報提供能力向上 のためには一般的な研修等 によるよ りもより個別 に

対応 したほ うがよ り効果的 であ り,そ のためには,各 機関 を個別に指導 する指導員制度 の確立が望

まれる。 ・、"

指導員は,各 機関の情報処理専門家 あるいは学識有識者等 から構成 され,必 要に応 じて,電 話あ

るいは出向によ りニーズに即応 したきめ細かな指導,コ ンサル ティング,講 習 などを行 うことにな

る。 これ ら指導員の養成 のためには,量 的拡充,資 質 の向上 のため,新 しく研修 力・リキ ュラムを開

発 し指導員研修 を実施 する必要 があ る。

さらに, .これ ら指導員の勤務先,経 歴な どの人材情報 をデー タベース化 し,・オンラインによる提

供 を行 うとともに,指 導員制度のルール作 りな どが今後の課題 となろ う。 、1 、.',

(%) 吻
提供の内部基準がない80

70

60

50

40

30

20

10

0
商工会縫所等 行政機関 大学 ・試験所

出服1情報が未整備

困⑭・提供できない
∈ヨ 人'・i費用がかかる

㎜ 制度が未確

正割前例がない

ぐ

ハ,

図4-1公 的 機関の情報提供 の問題点(複 数回答)

人材データベース

L

情報提供

連絡会(仮 称}

研修、研究会

講習、セミナ]

指導員の派遣

▽
公的情報提供機関

(国の出先機関、県、大学 ・試験所 … ・}

図4-2情 報 提供 における人材育成
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5.ロ ー カ ル ネ ッ トワ ー ク の 形 成 に 向 け て

51ネ ッ トワ ー ク の 必 要 性

情報 ネ・ トワー クについては,情 報格差の解消,情 報流通の効率化,ま た,INS,LAN等 の

ニ ュー メデ ィアの整備の進展状況,さ らには,タ イム リーな情報提供に対 する効果等か らその整備

は大いに期待 されている。

先に実施 した情報 ニーズ調査で も情報 ネ ッ トワー クが整備 すべき情報化基盤 として最 も高 くなっ

ており,ま た,そ の形成 が必要 と考 えている機関が全体の80%を 超 えていることなどか らも,そ

の関心の高 さが うかがえ る。

三主 ㌘ ト㌃ 惨 加が困歎 理由 として「コンビ　 タがない」とする所が多いことから・

ネ… 一'御 字 ㌻ ・ネ・ ・ワークの織 が強いと思われ鋤 納 な情報流通のためには・

コンピュータ利用 に限ちな い広い意味での ネ ・トワー クを形成 しなければならない。

∴1-

5.2ネ ッ ト ワ ー ク の タ イ プ ・

ネ ッ トワ ー クを 大 別 す る と,ハ ー ドな ネ ッ ト ワー クと ソ フ トな ネ ッ トワー ク・に 分 類 さ れ,ハ ー ド

な ネ ・ トワ ー ク と し て は,INS等 の ニ ュ ー メ デ ィ ア,電 話,無 線 等 の 通 信 シ ス テ ム,交 通 網 な ど

が 考 え ら れ,ソ フ トな ネ ッ トワ ー ク を 構 築 す る た め の 基 盤 とい え る。 一 方,ソ フ トな ネ ッ トワ ー ク

は,人 的 ネ ッ トワ ー ク,マ ス コ.ミ,オ ン ラ イ ン ∴ネ ッ トワ ニ ク な ど 目的 に応 じ た 情 報 流 通 を行 う ネ

ッ トワ ー ク が考 え られ る。

ネ… 一・のタイプを構造桓 みると… 戊哩 髄 ・・一型嚇 ネ … 一ク型髄 及

びこれ らの組合せが考え られ る。

ネッ トワー ク型 は,構 造 が複雑 にな りやすい欠点 もあるがどの機関にでも直接 ア クセスでき,デ

ータ整備の利便性,ネ ッ トワー クの安全性等 の長所がある。

●

■

ツ リー型 スター型 ネ ッ トワ」ク型

▲

●

、`

』図5 一 卍 ネ ッ トウ ユ ク の構 造
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4

ll公 的機関を中心 とした情報提供体系のあ り方 に関する

アンケー ト調査結果

1.調 査 の概 要

(1)調 査 の趣 旨

我が国においては,情 報処理技術 と通信技術 の飛躍的発達 とその結 合によるネッ トワークの進

展 により,第 二次情報化革命 と呼 ばれ る段階を迎 えつつあ る。 この新 たな情報 の進展は,地 域に

お ける地理的遠融性 を克服 し,地 域社 会の問題解決 に資す る新 たな地域活性化への動 きが展開 さ

れるもの と期待 されており,地 域情報化 についての的確 な対応が緊急 の課題 となってい る。

このような状況 に鑑み,当 委員会 では,昭 和60年 度 に四国地域 におけ る情報 ニーズ,情 報 シ

ーズに関 する調査 を実施 したが
,そ の中で,情 報提供体制 の整備が重要な課題 となってお り,特

に,公 的機関 の情報提供活動の充実が指摘 されている。 このため,利 用者 が求めている情報を さ

らに詳細 に把握 し,情 報提供 における公的機関 を中心 に情報提供機関の役割を明 らかにするな ど,

情報 提供体系の整備 を目的 として,ア ンケー ト調査 を実施 した。

(2)調 査 の方法

アンケー ト調査 は,前 記の情報 ニーズ,シ ーズ調査 の結果 に基 づき,各 種機関,団 体,企 業等

276事 業 所 に対 し,「 公的機関 を中心 とした情報提供 の在 り方 に関する調査(ニ ーズ調査)」

を実施 し,更 に この結果 に基 づ き,公 的情報提供機関128事 業 所 に対 し,「 同調査(シ ーズ調

査)」 を実施 した。

(3)調 査 の内容

(a)ニ ー ズ調査

① 情報入手頻度及び満足度

② 公的情報提供機関 の利用状況

③ 公的情報提供 機関 に希望 する情報分野

④ 必要な情報分野,種 類○満足度 及び入手方法,問 題点

(b)シ ー ズ調査

① 情報提供活動の現状及 び今後の計画. 、

② 提供情報分野の現状及び今後の計画

③ 情報 の相互利用状況

④ 拠点機関 の必要性及 び所在源情報の作成状況

(4)調 査 の実施時期

(a)ニ ー ズ調査 昭和61年7月

(b)シ ー ズ調査 昭和.61,IL年■2.月
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(5)調 査票の回収状況

対象数 回収数 回収率

ニーズ調査 276 203 73.5%

シーズ調査 128 110 85.9%

(6)調 査対象区分及び情報区分

本調査の実施にあたっては,対 象 とする機関及び情報を次のように区分 した。

表1-1調 査の対象区分一覧表

機 関 の 区 分

i 食品 被服 紙・パルプ 印刷 化学

: 製造業 石油 窯業・土石 鉄鋼 非鉄金属

1昆 機械 電気機械 造船 家具

非製造業 商業 卸売業 小売業

間

1
金融機関 銀行 公的金融機関

機 情報関連企業 計算センター

民間調査機関

∫「

その他企業 鉱業 建築 ・土木

1関 運輸 ・通信

電 力 ・ガ ス

1

1

協同組合等 農業協同組合

各種組合

公 商工会績所等 商工余儀所'商 工会連合会

中小企業情報センター

的

行政機関 県 市町村 国の機関

機

!関
大学 ・試験所 大学 試験所
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表1-2情 報 区分一覧表

「「 禰 一 一 「ニ ザ ー野一ー ーー一「
「一「一ーi「国丙の願r情 一一ーーーーー ーーー一一「

f
経 「一五「苓援『i万損気動i6「一一ーーー一
済 「一百一盃証嘉暦蛎一 ー一一ーーーーーーー一「
社 一 「所蔵粟界二麟 界1万駈きT－見逝一
会 一 「而ラ「i万縮 茎済騨1ニー見通τ一一ー一一「
動 「一目「住民運.統一涌『賀寿週唖厄δ'斬一 「
向 一 「褒・二歪動両三]葺粟員福祉]め動両7亙 潮 目罰
1「 一百努倒語蔀5勤 一 「

「「祈 「一「一 ーーー一「
「-1「唖1碗 「莉再た関一 ーー一一「
「-27「五素瑳呂Hの え一,経呂ザ
市[i締 雪一 「

,
口口の6",

「-3T-,ロ ロ,デ サ イ ン の1ロ

場[hi}`桁,1買 ニ ー ズ

「-3㎜'・1卯,間66の'勇 獅 「一ー ー一 一「

1「-3111Tr9'!|加,。 口口の 目⌒ 『両「一「
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営
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2.調 査 結 果 の ま とめ

21四 国 地 域 に お け る 情 報 入 手 の 現 状

2,1.1必 要 な情報

(1)四 国 地域で必要度の高 い情報

四国地域 において必要 な情報 は〈経済 ・社会〉,〈 施策 ・制度〉領域 の情報に集中 してお り,

特 に,「 今後 の景気動向 」,「 所属業界,産 業界の動 き,見 通 し 」に対す る必要度が高 くなっ

てい る。

これを各 情報領域 についてみ ると,ま ず,① 〈経済 ・社会〉領域 では,「 今後 の景気動向 」,

「所属業界,産 業界 の動 き,見 通 し」といった,一 般経済 のマ クロ情報 に対 するニー ズが とも

に70%を 超 えている。 次いで,国 民生活の動向を示す 「国内 の産業事情 」に対するニーズが

60%近 くあ り,「 金融 ・為替動向 」に対す るニーズ も過半数 を超えている。

② 〈施策 ・制度〉領域 については,〔 カネ 〕に直結 してい る〔税制 〕'に対 するニーズが最 も

高 く,55%を 占めてお り,次 いで,「 国 の経済政策,産 業政策 」,「 国 自治体の中小企業施

策 」分野の情報 を半数以上 の企業が必要 であ ると している。 、

③生産,営 業活動 に関連 する〈市場関連〉領域 については,「 同業者 の動向 」に対 するニー

ズが44%と 最 も高 く,次 いで 「関連製品 の需要見通 し」,「 関連製品 の市場動向 」の順にな

ってい る。

④企業 の内部経営 に直結す る〈経営管理〉領域 では,取 引先の浮沈が自社 に与え る影響の大

きさか ら,「 倒産等の企業信用情報 」に対す るニーズが43%と 最 も高 く,次 いで,人 材育成

を目指 した 「教育,研 修のや り方 」41%,事 務 の機械化 に対応 した「事務 のOA化,合 理化 」

40%と な ってい る。

⑤製 品開発,生 産性 向上に資す る〈技術関連〉領域 については,情 報 の特殊性 から,全 体 に

占める必要度 は低 くな ってい るものの,な かでは,「 新製品開発 」,「 生産技術 に関する情報 」,

「加工,製 造技術 の開発,改 良 」に対 するニーズが30～40%と や や高 くなってい る。

(2)必 要 度の高い情報 の機関別比較

情報ニーズの表われ方を機関別 にみ ると,ま ず,① 製造 業では,一 般経済情報である 「今後 の

景気動向 」,「 所属業界,産 業界の動 き,見 通 し」に対す る必要度が高 く,70%前 後 の企業

で必要 としてい る。次いで,製 品開発,生 産性 の向上 が製造業 の重要 なテニマであ ることを反

映 して,「 新製品開発 」;「 生 産技術 に関 する情報 」を必要 とする企業 がともに53%と な っ

ている。 このほかでは,「 国内の経済 事情 」,「 税制 」,「 工場 のFA化,合 理 化 」,「 加工,

製 造技術 の開発,改 良 」に対 するニーズが高 く,い ずれ も過半数を超 えている。

②商業にっいては,「 国内の経済事情 」に対 す る必要度が最 も高 く,73%と な っており,

卸,小 売業 の戦略 として,国 民生活の動向を把握 する必要性 が高い ことが うかがわれ る。次い

でニーズの高 い情報 としては,「 今後 の景気動向 」,「 所属業界,産 業界 の動 き,見 通 し」と
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いった,〈 経済 ・社会〉領域の情報,「 国 自治体 の中小企業施策 」といった,〈 施策 ・制度〉

領域 の情報,ま た,人 材育成の立場か ら,「 教 育,研 修 のや り方 」などがあげ られ ている。

③金融機関 の情報ニーズの表われ方は商業 と似 かよってお り,〈 経済 ・社会〉,〈施策 ・制度 〉

領域 の情報 に対 するニーズが高 く,特 に,「 金融 ・為替動向 」,「 国自治体の中小企業施策 」

については90%の 企業 が必要であるとしてい る。

④情報関連の企業では,「 今後の景気動向 」,「 国 自治体の中小企業施策 」に対するニーズ

がずば抜 けて高 く,と もに,88%と な ってお り,そ のほかの情報 に対 しては,「 税制 」の63

%を 除 くと,い ずれ も50%以 下 とな ってい る。

⑤ その他 の企業で も,「 今後 の景気動向 」に対 するニーズが最 も高 く,88%と な ってい る

が,二 番 目に必要性 が高い情報 として,「 同業者の動向 」82%が あ げ られているの が特 徴的

である。

⑥協同組合等 については,必 要 な情報が〈経済 ・社会〉,〈 施策 ・制度〉領域 の情報 に集 中

してお り,や はりここで も「今後の景気動向 」に対す るニーズが82%と ず ば抜 けて高 い。以

下,必 要度 の高い情報 として 「所属業界,産 業界 の動 き,見 通 し」,「 税制 」,「 国 の経済政

策,産 業政策 」,「 国 自治体の中小企業施策 」などがあげ られてい る。
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複数回答

必要度 必要であると回答した企業の全体に占める割合

'入手度 入手していると回答した企業の全体に占める割合

満足度 入手している情報のうち満足していると回答した企業の全体に占める割合

ギャップ度:必 要であるが入手していないと回答した企業の全体に占める割合

図'2-1必 要 度の高い情報
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表2-1必 要度の高い情報の機関別比較

(必要度%)

経

済

祉

皇

施

策

制

度

市

場

関

連

経

営

管

理
技

術

情 報 区 分 製造業 商業 金融槻1莫 情報関連 その他企業 協同組合専一

今後の銀気動向 ◎75 6U 85◎8自 ⑥ 88◎82

所属業界,目{業 界の動き,見 通 し 06} 6U 85 5U η071

国内の経済}川n 52 ⑥73 75 50 7 54

金融為替動向 48 53 ◎gu 50
一 ー-一,一

税制 51 53 65 63 53 6

国の経済政策,産 業政策 53 75 65 57

圃 自治体の日1小企業施策 60 @9( ⑥88 57

郁i|i開発,工 業団地,道 路計画 53 75 7

公害,}川 止,法 令など 59

融資制度,機 関 65 50 53

同業打の動向 082

関辿蝿遵品,商 品の市場勤向 4¶

関連製品,商 品の需要見通し 41 47

流 行,消 費flニ ー ズ 53 47
1一 ー一

倒産等の企業備州n報 53 85

教育,研 修のやり方 6{】 38 47

賃金体系,福 祉制度などの施策 38 53
A

工場のFA化,合 理化 5U
一 一.一 ー 一.A'

新製品開発 53

生産技術に関する1n姐 53

加工技術,製 造技術の開発,改 良 51

旬1

2

3

4

複数回答

必要度:必 要であると回答した企業の全体に占める割合

数値は必要度(%)で,各 機関の中で必要度の高い順に10位 まであげている。

◎は機関の中で最も必要度の高いもので、○は次いで必要度の高いものを示している。

牟

●

(3)必 要 度か らみた情報の類型化

必要度の差異 により情報 を分類 す ると,「 機関 に関係 な く必要度が高 い情報 」,「 機関 により

必要度 の格差 が高い情報 」,「 機関 に関係 な く必要度 が低 い情報 」の3つ のパ ター ンに分類 でき

る。

まず,① 「機関 に関係 な く必要度が高 い情報 」としては,「 今後 の景気動向 」,「 所属業界,

産 業界の動 き,見 通 し」,「 国内の経済事情 」,「 税制 」があげられており〈経済 ・社会〉領域

と〈施策 ・制度〉領域 の情報 に集中 している。 これら一般経済のマ クロ情報は企業活動 を行 う

上 で不可欠 の情報 であ り,い ずれの企業 において もニーズが高い情報 になってい る。

令

◆
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② 「機関 により必要度 の格差 が高 い情報 」についてみ ると,〈 経済 ・社会 〉領域 では 「金融 ・

為替動向 」があげ られてお り,当 然 なが ら,金 融機関が他 の機関 に比 べて,ず ば抜 けて高 くなっ

ている。 また,〈 施策 ・制度〉領域には,必 要度 に格差 がみ られる情報が集 中してお り,「 国の

経済政策,産 業政策 」,「 国 自治体 の中小企業施策 」といった情報 では,商 業,金 融機関等 の非

製造業 が製造業 に比 べて必要度が高 くなってい る。 このほかでは,「 公害,福 祉に関す る法令 」,

「同業者の動向 」な どが機関 により必要度に格差があ る情報分野になっている。

③ なお,「 機関 に関係な く必要度 が低い情報 」としては,「 住民運動,消 費者運動 の動 き 」,

「労働組合の動 き」,「 生産,販 売,在 庫等の記帳 」,「 チ ェーン化,多 店化 」,「 市場開拓の

手法 」,「 海外技術情報全般 」などがあげ られている。

表2-2必 要度からみた情報の類型化

領 機関に関係なく必要度が商い情§}機関により必要度の格差が 機関に関係なく必要度が

域 商い情報 低い情報

経 今後の景気動向 金融為替動向 住民遊動,消 費者運動の動 き

済 所属業界,産 業界の動き,見 通し 労働組合の動き

社 国内の経済剃n

一室

税制

施 国の経済政策,産 業政策

策 国自治体の中小企業施策

制 轟阿iw1発,工 業1適地,道 路計画

度

－w一

公 害,福 祉,法 令 な ど 、

ili 同業者の勤向 生産,販 売,在 庫等の記帳

場 チェーン化多店化

1期 rli捌川 石の手法

」兜

監

オt4●

倒産等の企業信川情報

管

理
一

長

府{↓

、

海外技術情報全般

り
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2.1,2必 要 な情報の種類(情 報の質的 レベル)

ニ ーズの高 い主 な情報 について,そ の質的 レベルを「資料,デ ータ 」,「 考え方,作 成方法 な

どの基礎的知識 」,「 他社 の具体的事例 」,「 情報の入手場所,入 手方法 に関す る情報 」,「 専

門知識,ノ ウハ ウ,技 法 」に分 けて,必 要 とす る情報 のレベルをみ ると,ま ず,① 〈経済 ・社会 〉

領域 で必要度 の高 い 「今後 の景気 動向 」,「 所属業界,産 業界の動 き,見 通 し」,「 国内の経済

事情 」,「 金融 ・為替動 向 」については,い ずれも「資料,デ ー タ」のニーズがずば抜けて高 く

な っており,こ の領域 では,資 料 やデー タその ものが求め られ てい る。

②〈施策 ・制度〉領域 で必要度 の高 い「税制 」,「 国の経済政策,産 業政策 」,「 国 自治体 の

中小企業施策 」についても,「 資料,デ ー タ」のニーズが最 も高 くなっている ものの,「 税制 」

については,「 専門知識,ノ ウハ ウ,技 法 」レベルの質の高 い情報 ニーズも30%近 くみられ る。

③ 生産,営 業活動に関連 する〈市場関連〉領域 で必要度の高い 「同業者 の動向 」,「 関連製品,

商 品の需要見通 し」,「 関連製品,商 品の市場動 向 」については,「 資料,デ ー タ 」のニーズが

いずれ も50%を 超 えているものの,「 同業者の動向 」では,一 般的 な情報 に飽 きたらず,「 他

社 の具体的事例 」に対 するニーズ も30%近 くみられる。

④企業 の内部経営 に直結す る〈経営管理〉領域 で必要度の高い 「倒産等 の企業信用情 報 」では

「資料,デ ー タ」に対す るニーズが69%と 高 くなっているものの,「 教育,研 修 のや り方 」に

対 しては 「専門知識,ノ ウハ ウ,技 法 」が求 め られており,「 事務 のOA化,合 理化 」には 「他

社の具体的事例 」といった具体的 なレベルの情報が求め られている。

・ ⑤製品開発,生 産性向上 に資する〈技術関連 〉領域 の情報 については,「 資料,デ ー タ」と並

んで,「 専門知 識,ノ ウハウ,技 法 」といった レベルの高 い専 門的 な情報 が求 められている。

⑱
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表2-3必 要 な情報の種類(主 な必要情報)

(単位3%)

情.報 区 分

,一 －

ln報 の

必要皮

卵1位 節2位 第3位

1泊‖の種類 割合 1M‖ の挿類 割合 情報の種類 害拾

今1麦の景気動向

一 一〕一 一

η 資料,ダ 一夕 80 作成 方法等

ノウハウ等

4

4

一 一

朔履菓界,,主 薬界の動き,見 通し 71 資 料,ダ 一夕 74 具体的事o 2 ノ ウハウ等 8

国 内の経済81情 5} 資料,ヲ 一夕 8} 作成 方法等

ノウハウ等

4

4

一 一

税制 55 質 料,ダ ータ 5G ノウハウ等 27 作成方法等 6

亘 白縮 の中小企業施策 52 資 料,亨 一夕 65 具体的事仮 6 作成方法等

入手方法等

7

7

金融為替勤向 52 資 料,ワ 一夕 7{ ノウハウ等 6 作成方法等

入手方法等

3

3

国の経済政策,座 業政策 52 資料,ダ 一夕 7u 作成方法等 12 ノウハウ等

具体的事∬

3

3

同業音の動向一 44 資 料,ダ ーク 51 具体的事仮 27 入手方法等 10

倒産等の企業信川10姐 43 資 料,ダ 一夕 69 人手方法等 13 具体的事o 12・

教育,研 修のやり方 4 ノウハウ等 4( 具 体的ヨ1仮1 2} 資 料,デ ータ 23

関連製品,商 品の需要見通し
・

4 資 料,ヲ 一夕 65 入手方法等 12 具体的事θ1 11

ξ田力のOA化 合理化
'一 一 一, 40 具体的耶OI 43 ノ ウハウ等 35 資 料,ヲ 一夕 2ε

関連製品,商 品の市場勤llil
　一一・ 一≡ 一

3u 資 料,ヲ 一夕 65 具体的事仮| 2{ 入手方法等 14

新製品田1発 38 資 料,タ 一夕 45 ノ ウハウ等

具体的事o|

32

32

一 一

生産}支}}」に関する冊 隈 3' 資 料,ダ ータ 44 ソ ウハウ等 41 具体的事例 25一 ー 一 「一←

加⊥技術,製 造妓術の開発,改 良 35ノ ウハウ等 46 資 料,;一 夕 31 具体的ヨ瑚 26

全 体ll酬 州8わ ウハウ等15d難 的鋤5]

旬1複 数回答

2必 要な情報の種類
A

作成方法等:考 え方,作 成方法などの基礎的知識

具体的事例・:他社の具体的な事例
、

入手方法等:情 報の入手場所,入 手方法に関する情報

ノウハウ等:専 門知識 ノゥハゥ,技 法

3必 要度:必 要であると回答した企業の全体に占める割合
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2.1.3入 手 している情 報

(1)入 手度が高い情報

各企業 が実際に入手 している情報 についてみ ると,① 〈経済 ・社会〉領域の情報 は他 の領域

に比べて全体的 に入手度が高 くなってお り,特 に 「今後の景気動向 」は65%と 最 も入手度が

高 くな っている。次いで 「所属業界,産 業界の動 き,見 通 し」(61%),「 国 内の経済事情 」

(56%)と い った,マ クロな経済情報 の入手度 が高 くなっている。 このほかでは,「 金融 ・為

替動向 」の入手度が49%と やや高 くなっている。

② 〈施策 ・制度 〉領域の情報 については,〈 経済 ・社会〉領域 に比べて入手度が低 くなって

いるものの,な かでは 「国 の経済 政策,産 業政策 」(46%)の 入 手度 が高 くな っているほか,

直接 「カネ 」にかかわる 「税制 」(44%),「 融 資制度,機 関 」(32%)に 対 す る入手度 もや

や高 くなっている。

③ 〈市場関連〉領域 では 「関連製品,商 品の市場動向 」(29%),「 同業者 の動向 」(28%)

の入 手度がやや高 くなっているものの,他 の領域の情報に比べ ると入手度 は全般的 に低 く,い

ずれ も30%以 下 となっている。

④ 〈経営管理〉領 域の情報 について も全般的 に入手度は低 く,30%を 超 えてい るのは,「倒

産等 の企業信用情報 」(32%),「 教 育,研 修のや り方 」(31%)の 情報分野に とどまってい

る。
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㈱1複 数回答

2入 手度:入 手していると回答した企業の全体に占める割合

図2-2情 報 の入手度
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(2)入 手 度が高 い情報 の機 関別比較

入手度が高 い情報 を機関別 にみると,ま ず,① 製造業では,一 般経済 情報である 「今後の景

気動向 」,「 所属業界,産 業界 の動 き,見 通 し」に対 する入手度 が高 く,と もに40%以 上 の

企業 で入手 してい る。 次いで,「 国内の経済事情 」,「 金融 ・為替動向 」に対 する入手度 が高

く,30%を 上回 って いる。 このほかでは,「 税制 」,「 国の経済 政策,産 業政策 」,「 関連

製 品,商 品の市場動向 」,「 倒産等 の企業信用情報 」の入手度がやや高 くな ってい るが,い ず

れ も25%前 後 にとどまっている。

②商業にっいては,「 国内の経済事情 」に対 する入手度が最 も高 く,67%を 占めている。

次いで「今後の景気動 向 」,「 所属業界,産 業界の動 き,見 通 し」,「 金融 ・為替動向 」とい

った情報の入手度が高 く,50%前 後 となっている。

③金融機関 の入手度 は他の機関 に比べて高 くなっており,特 に,「 金融 ・為替動向 」(85%)

「今後 の景気動向 」(80%),「 国 内の経済事情 」(80%)と い っ た〈経済 ・社会〉領域 の入

手度 が高 くなっている。 このほか では 「国の経済政策,産 業政策 」,「 国 自治体 の中小企業施

策 」,「 融資制度,機 関 」といった〈施策 ・制度〉領域の情報,「 倒産等 の企業信 用情報 」に

対 する入手度が高 くなっている。

④情報関連 の企業 では,「 国内の経済事情 」「税制 」の入手度がやや高 くなっているものの,

そ の割合 は低 く,40%弱 に とどまってお り,こ れ ら以外 の情報に対 する入手度 は,い ずれも

30%以 下 となっている。

⑤ その他 の企業 では,「 今後 の景気動向 」に対 する入手度が71%と ず ば抜 けて高 く,次 い

で 「国内の経済事情 」(59%),「 所 属業界,産 業界の動 き,見 通 し」(53%),「 税 制 」(53%)

「国 の経済政策,産 業政策 」(53%),「 公 害,福 祉 に関 する法令 」(53%),「 同業者の動向」

(53%)に 対する情報の入手度 が高 く,い ずれも50%を 超 えている。

⑥協同組合等 については,「 国 自治体の中小企業施策 」に対する入手度 が43%と 最 も高 く

な ってお り,次 いで 「所属業界,産 業界 の動 き,見 通 し」(39%),「 国内 の経済事情 」39%

の入 手度が高 くなっている。

◆
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表2-4入 手度が高い情報の機関別比較

(入手度3%)

11Ψ 報 区 分 聖描 業 商業 金融恨関 情報関連 その他企業 協同組合等
.,一 ・一

経 今後の景気勤向 ⑥49 053 080 25 ⑥71 36

済 所属業界,産 哉界の動 き,見 通 し 043 47 71 25 53 039

祉 国内の経済1硝 35 ◎67 08{ ◎38 059 039

会 金融為替i脚`1 33 47 ◎85 25 25

海外 の政治,経 済動向,見 通し 6{一 一.A"一

税制 2} 40 ◎38 53 29

施 国の経済政策,産 業政策 25 75 53 36

策 国自治体の111小企業5缶策 33 70 25 ◎43

綱 郁ilil川発,工 業1‖1地,遊 路 計 画 33 41

度 公 害,書Ill祉,法 令 な ど 53

融n制 度,機 関 6U 41 32
一一

i|i 同 業 者 の 動ll`1 53 25

ili場 調 ・査 25

場 関 連 製 品,商 品 のill場 動llll 21

経 倒産等の企業信川情0殴 25 33 65

教育,研 修のやり方 22 33 25

営 賃金体系,汕 棚i鍍 などの施策 25

技 新患¶品1川発 22

術 生産}支術に関する愉 ‖ 22

企

業 メーか大型店などの新規参入動1珂 25 `
吟,A"-'-

ヤ

■

ぐ

旬1

2

3

4

複数回答

入手度:入 手していると回答レた企業の全体に占める割合

数値は入手度(%)で,各 機関の中で入手度の高い順に10位 まであげている。

◎は機関の中で最も入手度の高いもので,○ は次いで入手度の高いものを示 している。

◆

一358一



●

'

2.1.4情 報 の入手ギ ャップ

(1)情 報 の必要度 と入手のギャップ

必要 であるにもかかわ らず現在入手 できていない情報は,必 要性 と入手 との間にギ ャップが

あるものと思われ,潜 在的 なニーズのある情報 とみ ることがで きる。

四国地域でギ ャップ度 の高い情報 としては 「資料 目録 」,「 関連製 品,商 品 の需要予測,見

通 し」,「 新製品開発 」,「 加工技術,製 造技術 の開発 ・改良 」,「 工場のFA化,合 理化 」,

「同業者 の動向 」,「 市場調査 」,「 生産技術に関する情報 」,「 自社製 品の評判,動 向 」,

「国 ・地方 自治体 などの中小企業施策 」,「 事務 のOA化,合 理化 」があげられてお り,こ れ

らはいずれ も15%以 上 が必要 としなが ら入手で きていない情報 となっている。

また,こ れ らの情報 は,そ の必要度 も比較的高 くなってお り,情 報の必要度 とギ ャップ度 に

は全体 として相関関係がみ られる。

(2)ギ ャ ップ度 の高い情報

比較的 必要度が高 いにもかかわ らず,必 要性 と入手 との間 にギ ャップがみられ る情報 につい

て,情 報領域別にみると,ま ず,① 〈経済 ・社会〉領域 の情報 は全般 にギ ャ・プ度が小 さく,

い ずれの情報 も12%以 下 となってい る。 なかでは,「 今後の景気動 向」(12%),「 所 属 業

界,産 業界 の動 き,見 通 し」(10%)と い ったマ クロな経済情報のギ ャップ度 がやや大 きくな

っている。

② 〈施策 ・制度〉領域 の情報 は〈経済 ・社会〉領域 の情報 と比べ ると,ギ ャ・プ度 はやや大

きい ものの,全 体 としては,ギ ャップ度の大 きい情報 は少 な く,い ずれの情報 も15%以 下 と

な っている。

●
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ギ ャップ度が10%を 超 えているのは 「国 自治体の中小企業施策 」(15%),「 都 市開発,

工 業団地,道 路計画 」(14%),「 税 制 」(11%)で あ るが,「 国 自治体 の中小企業施策 」は

ギ ャップ度が15%と 高 くなってお り,国,地 方 自治体,商 工会議所等 で,現 在 ,パ ンフレ ッ

ト等 を中心 に行 っている情報提供活動が,十 分利用 者まで届いてない と推測 される
。

③ 〈市場関連 〉領域のマーケ ティング情報 は,ギ ャ ・プ度の大 きい情報領域 になっている。

なかでも,「 関連製品,商 品の市場動向 」のギ ャ・プ度 は20%近 くあ り
,信 頼性 のある需要

見通 し等 が求め られている。次 いでギ ャ ップ度 が大 きい情報 は 「同業者の動 向 」(17%)「 自

社製品の評判,動 向 」(16%),「 市 場調査 」(16%)と な ってお り,い ずれのギ ャップ度 も

15%を 超 えてい る。

④ 〈経営管理〉領域 の情報 もギャ ップ度の大 きい情報領域 で,「 資料 目録 」のギャ ップ度 が

23%と,全 体 の中で最 も大 き くなってい るのが特徴的である。 「資料 目録 」は公 的機関を中

心 に,あ る程度作成 されているものの,内 容が網羅的でな く,各 機関 の間で標準化 されてい な

いのが現状 で,今 後,「 資料 目録 」等 の ク リア リング情報の整備 が望 まれ る。

「資料 目録 」に次いでギャ・プ度の高い情報 は「工場 のFA化,合 理化 」(17%),「 事 務

のOA化,合 理化 」(15%)な ど とな っており,い ずれも15%を 超 えている。

⑤ 〈技術関連〉領域 の情報 もギャップ度 が大 きい情報領域で,「 新製品開発」(18%),「 加 工

技術,製 造技術 の開発 ・改良 」(17%),「 生 産技術 に関する情報 」(16%)と,い ずれ も15

%を 超 えるギ ャップ度がみ られ る。

●

■
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表2-5情 報 の必要度 と入手のギ ャップ度

ギ ャ ッ プ 度
－L－ 一 一"、 一 ～"一 」 一 一 一_一 、_L

15Z以 上 10以 」ヒ15文 末`W 5以 」:10】{未 完胃 5駕 未 満　 「　 π ㌔一'^LT^「-一 _.一.-

50X以 上 国,自 治体 のlll小企業施 策 今後のn1気動向 国の経済政策,産 業政策 国内の経済耶情

所属業 界,産 業 界の動 き,見 通 し 金融為替動向

{燗一
40X以 上 }1嚇のOA化 合理化 都市開発,工 業団地,通 路肚画

一 「

融2{制 度,1股 閲

必 50X未 満 関連製品,商 品の需要見通し 倒艦 亨の企業`買川情報

同業者の動向 教育,研 修の や り方

工場 のFA化,合 理化 社人 れ祀1i品↑爵給,相 場情 報 資金勤向,従 業n川 社の動向,生 活脂櫨 海外の政治,経 済動向,見 通し
3似 以上 資料目線 関連 製品,商 品 のili場動Illl 公害,禍 祉,法 令な ど

自社製品の評判,勤 向 設備,機 械の 改善,導 入 賃金体系,禍}止制度などの施策

市場調査 流行,消 費古 ニーズ

要 40駕 未満 生産技郁こ関する情報 関連製品,商 品 の川場,価 格動 向

新製品開発
s

加工技術,製 造技術の開発,改 良

生産.販 売,在 庫,配 送 等 の管理 技法 人材 屈川関連1i1報

企業経営者の考え方,経 営態度 土地 相場,利 川 に1娼す る{胃軸

20驚 以上 メ 瓢 箪1品,デ ザ イ ンの動向

関連製品,商 品の取引条件,販 売経路

度 新材料,素 材 の開発,利 川

特許,技 術導入,技 術提供

30男 未満 公害に関する情報

声か大型店などの新肌参人動向

事業多jf」化,転 廃 業,新 月↓開店

住民迦勤,消 費者運動の勤き 労働組合の動き

生産,販 売,在 庫 等 の記 帳 チェー ン化,多 店化

20駕 未満 下品け,外 注先の情報 資 源,エ 綱 一情 報

ilj場1朋↓iの手法 企業の海外進山,海 外からの参人

海外技術10冊全般

企業の集団化,協 業化

旬 ギャップ度:必 要であるが入手できていないと回答した企業の全体に占める割合

必 要 度:必 要であると回答 した企i業の全体に占める割合



③ ギャップ度 の高い情報 の機 関別比較

ギ ャ・プ度 の高 い情報 を機 関別 にみ ると,ま ず,① 製造業では,製 品開発,生 産性の向上が

製造業 に重要 であ ることを反映 して,「 新製品開発 」,「 生産技術 に関する情報 」,「 加工,

製造技術 の開発,改 良」といった〈技術関連 〉領 域のギ ャップが大 き くなっている。 また,〈 経

済社会〉領域 にも「今後の景気動向 」,「 所属業界,産 業界の動 き,見 通 し」といった,ギ ャ

ップ度が大 きい情報 が集中 している。

②商業については,「 同業者の動向 」のギャ ・プ度 が41%と ず ば抜 けて大 き く,ラ イバル

企業 の動向が十分入手 できていない と考えてい る企業 が多 い。 このほかでは,「 国の経済政策,

産 業政策 」,「 国 自治体の中小企業施策 」とい った〈施策制度 〉領 域の情報,「 教 育,研 修 の

や り方 」「事務 のOA化,合 理化 」といった〈経営管理〉領域 の情報に対す るギ ャップ度 が大

き く,い ずれ も30%近 い ギャ ップ度がある。 、

③金融機関では,適 格 な情報収集が重要 にな ってい ることを反映 して,「 資料 目録 」のギャ

ップ度が35%と,「 都市開発 工業団地,道 路計画 」に並 んで大 きくなってお り,こ れ ら以

外 では 「企 業経営者の考 え方 」,「 メーカー大型店等 の新規参入動向 」のギ ャ ップ度 が大 きく

なっている。

④情報関連の企業で は,「 今後 の景気動向 」,「 国自治体 の中小企業施策 」のギ ャ・プ度が

ずば抜けて大 きく,こ れ らの情報 は半数以 上の企業が,必 要であるにもかかわ らず入手で きて

い ない。 このほかでは,「 融資制度,機 関 」,「 企業経営 者の考え方 」のギ ャップ度が大 きく

なっている。

⑤ その他 の企業で も,「 資料 目録 」のギ ャップ度が35%と 大 き くなってお り,〈 市場関連〉

と〈経営管理 〉領域の情報 にギャップ度が大 きい情報が集 中 している。'

⑥協同組合等 では,「 今後の景気動向 」,「 所属業界,産 業界の動 き,見 通 し」といった,

〈経済 ・社会 〉領 域の情報 に対す るギャ ップ度が大 き く,一 般経済 のマ クロな情報が入手で き

ていない と推測 され る。

仔

●

■

`
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表2-6ギ ャ ・プ度 の高 い情報の機関別 比較

(ギャップ度:%)
・

一 ー一
情 報 区 分

一 一 ‥ 製造業 商業 金融1幾瞑 情報関連その他企業 協同組合

経 今後の景気動lli1 2〔1 ◎62 18 ◎46

済 所ほ業界,産 業界の動き,見 通 し 25 13 15 25 24 32

祉 国内の経済彗硝 17

会 金融為替動画
・

10 25 18

税制 22 15 25 32

施 国の経済政策,産 業政策 27 2

策 国自治体の中小企業施策 27 20◎62
F

制 都市1川発,:1:業 団 地,逃 路計画 20 @35 29'

.1虻 融資制度,1埋 関
}.

37 18

ili 同 業 打 の 動llil @41 29

場 関連製品,商 品の市場動向 21

関 関連製品,商 品の需要見通 し ◎31 32

連 土地川場,利 川`こ関する情報 2U

情 ili場調 査 13 29'

報 企業経営者の考え方,経 営態度 25 38

資料目録 ◎35 ◎35
1

『 流 行,消 費 ・書ニ ー ズ^一."「 一.,一 ーー 一 一9 27 1ε :2ε

経 倒産等の金集{a川情報 2(】 20 18

営 教育,研 修のやり方 27 13 24 29

管 賃金体系,細 枝制度などの施策 13 29

埋 事務の0∧ 化,合 理化 27

工 場のF∧ 化,合 理化 29

技 新製品1川発 ⑥3

術 生産技術に関する1泊闘 ◎3

加工技術,製 造肢術の開発,利 川 ◎31・.・ 一,,,≡}　 「

企 メーカー大型店などの新規参入動向 25

業 企業の集団化,協 業化 15

旬1

2

3

4

複数回答

ギャップ度:必 要であるが入手できないと回答した企業の全体に占める割合

数値はギャップ度(%)で,各 機関の中で入手度の高い順に10位 まであげている。

◎は機関の中で最もギャップ度の高いもので,○ は次いでギャップ度め高いものを

示 している。

一363一



(4)ギ ャ ップ度 による情報の類型化

情報 の入手 ギャ・プによって,情 報分野を分類すると,〔 機関に関係 な くギ ャ 。プ度 の高 い

情報 〕,〔 機関 によ りギ ャップ度格差 の高い情報 〕,〔 機関に関係な くギャ ップ度の低 い情報 〕

の3つ のパ ター ンに分類 できる。

まず,① 〔機関 に関係 な くギ ャ・プ度の高い情報 〕は,〈 技術関連〉領域 を除 く各領域 にみ

られ,「 般経済情報の〈経済 ・社会〉領域か らマーケテ ィング情報 のく市場関連〉領域 まで,

幅 広い領域に渡 っている。

② 〔機関 によりギ ャ・プ度格差 の高 い情報 〕は 「関連製品,商 品の市場動向 」,「 関連製品,

商 品の需要見通 し」といった〈市場関連〉領域 と 「新製品開発 」,「 生産技 術に関す る情報 」,

「加工技術,製 造技術の開発,改 良 」といった〈技術関連〉領域 に偏在 している。

③ なお,「 国内の経済事情 」,「 金融 ・為替動向 」,「 国の経済政策,産 業政策 」,「 公害,

福 祉政策,法 令等 」,「 賃 金体 系,福 祉制度 などの施策 」については,い ずれの機関 において

もギ ャップ度が小 さ くなってお り,十 分に入手で きている情報分野 とみ られ る。.

w

θ

表2-7ギ ャ ップ度に よる情報の類型化

領 機関に関係なくギャップ度の商い 機関によりギ ャップ度の格差の 機関に関係な くギ ャップ度の

壊 商い情報 商い情8‖ 低い情報

経 所属業界,産 業界の勤さ,見 通 し 国内の経済事情

済

社

今後の景気動向
'

金融為替動向

.会

施 国自治体の中小企業`正策 税‖朗 国の経済政策,産 業政策

節

制

都市開発,工 業1ヨ1地,逆路計画 公害,福 祉政策,法 令等

速.

ili 甜 †,消 費者ニーズ 関連製品,商 品の市場動向

場 ili場調 査 関連製品,商 品の需要見通し

関

連

資利目録

" 倒産等の企業`3川1榊 ‖ 工場のFA化,合 理化 賃金体系,福 祉制度などの施策

t

【
「・・.'4●4■

η`務のOA化,合 理化

」!1

肢 薯ハ襯 品1∬廃

術 生産技術に関する情報

加工技術,製 造技術の開発,改 良

㎡

●

4
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⑯

2.1.5情 報 の入手方法

必要な情報の入手方法 については,「 新聞,ラ ジオ,

広報誌 」,「 研修会,講 習会 」となってお り,「 新聞,

が大半の情報で一位,二 位 を占めている。

テ レビ」が最 も多 く,次 いで,「 機関誌,

ラジオ,テ レビ」,「 機関誌,広 報誌 」

表2-8情 報の入手方法(主 な必要情報)

(at1位:%)

情 報 区 分

鮒1位 第2位 集3位

入手方法 割合 入手方法 割合 人手方法 露胎

今後の景気勤16」 新1凪 ラジオ.,レヒ 85 槻凹紙等 5{ その他 13

所属業界,産 業界の動き,見 通 し 機関紙等 65 新 聞,ラ ジオ,5レt 5! その他 19

国内の経済事情 新 聞.ラ ジオ.,レピ 9{|機関紙等 49 その他 13

金融為替動向 新 聞.ラ ジオ,ラレヒ 80 機関紙等 47 電 話,i面i1炎 16

国の経済政策,産 業政策

・

新 聞.ラ ジ虜.タ吠 83 機関o〔等 5i
一一 ー 一一

研修会等 1

税制 新 聞,ラ ジオ.ラレt 54 機関紙等 5 研修会等 2

国,自 治体の中小企業施策 機関紙等 63 新1肌 ラ列.'吠 5」

一一'

研修会等

電ハ舌,耐 炎

その他

l

l

l

倒産等の企業{剖硝 報 機関紙等 52 その他 4 新 川.ラジ」.,ほ 朕

教育,研 修のやり方 研修会等 65 殿賀撒 等 32
-.

51

一

その他 2

関連製品,商 品の市場動向 新 田.ラ湖.ヲ レヒ 67

.・ ・

機関紙等 電話,面 談

その他

幻

麗

同業者の珈 珂 新 聞.ラジオ.タレt 60 棚田紙等 55
二
その他 3`

事務のOA化 合理化 機関紙等

研修会等

44

44

一 新 聞.ラジ8.,レt 32

関連製品,商 品の需要見通し 新 旧.ヲ ジ4.テレヒ 70 機関紙等 6 その他 27

新製品開発 新 聞,ラ ジオ,タレt 70 機関紙等 58 電話,面1奏 別

生産技術に関する情報 機関紙等 66 新 田,ラ ジ4.ラレヒ 44 研修会等 32

加 工技術,製 造技術の開発,改 良 機関紙等 61

.

新 聞.ラジオ.7牡 5` その他 22

全 体 1新㎜.ラジ8調Sll機 関眠 いd扉 会等1511

囲1複 数回答

2情 報入手方法

図書館等:図 書館,資 料室

機関誌等:機 関誌 広報誌

研修会等:研 修会,講 習会

3入 手度:現 在入手していると回答 した企業の全体に占める割合
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21.6入 手 情報の評価

(1)入 手情報の満足度

現在入手 してい る情報の評価 については,全 体的 に満足度 は低 く,「 国 内 の経 済 事情 」,

「自社の生産,販 売実績,在 庫額 などのデータについての記帳,作 成 」を除 くと,い ずれも30

%以 下 となっている。

特 に満足度 の低 い情報 と しては,「 新製品,デ ザインの動向 」,「 関連製品 ・商品の取引条

件,販 売経路 」,「 仕入れ商品 の需給,相 場情報 」とい った〈市場 関連 〉分野 の情報,「 生産,

販 売,在 庫,配 送 な どについての具体的な管理技 法 」,「 資料 目録 」,「 土地相場,土 地利用

に関す る情報 」とい った〈経営管理〉分野 の情報,さ らに,「 企業の集団化,協 業化 」,「 加

工技術,製 造技術 の開発 ・改良 」,「 新製品開発 」があげられている。

表2-9満 足度にょる情報分野

㍉

満足度が高い情報

{単位 言%)

生 産,販 売.在 庫等の記帳

『司内の経済司1情

税制

融資制度,機 関

国の経済政策,産 業政策

公害,福 祉,法 令など

満足度が低い情報

(単位:%)

新製品開発

新製品:デ ザインの動向

生産,販 売,在 庫,配 送等の管理技

関連製品,商 品の取引条件,販 売経e

企業の集団化,協 業化

資料目録

仕入れ商品需給,相 場情報

加工技術,廟 造技術の開発,改 良

土地相槍,利 川に関する情報

q

t

囲1複 数回答

2満 足度:入 手している情報に満足していると回答 した企業の全体に占める割合

■

'
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表2-10入 手 情報の満足度

一 ←----「 〔-.一

満 足 度」・ 一 一}「 「一一

{o罵 未 満 川 駕 以 」二2{1苫 未 満 20毘 以 上30X未 満 30駕 以 上
}一 一 ≠.」 一 ・

10X未 満 川場田川iの手法 チ ェー ン化,多 店 化 生 産,販 売,在 庫 等の記報

洵ク日貞M恨 詮 般

企業の海タ1追川,南 外からの参人

工場 のFA化,合 理化 労働組合の勤き 人材

人 8k産.1仮 売,在 庫,配 送等 の管理 技法 企業経営者の考え方,経 営態度

10冤 以上 下鞘 け,ク1注 先の1胃軸 声か大型店などの新規参入動向

土地札1場,利 川 に関す る情 報 η`男…多}f」イヒ,転 廃 業,力 輌λ見囚1店

資料目録 住民運動,消 費者通勤の勤き
`

帥ll製 品の評 判,勤 向 持前・,技 術羽入,技 術提 供

新 製品,デ ザ イ ンの動向 資源,xM-1iY報

20駕 未 満 関 連製品,商 品 の取引条{牛,販 売経 路 公望rに関する情報

市場調査

加工技術,製 造技術の開発,改 良

企業の集団化,協 業化

手 仕入れ商品需給,相 場情報 都市開発,ユ 二業 団地,辺 路計 画 公 害,福 祉,法 令な ど

20ズ 以上 流 行,消 費者 ニーズ 8`務 のOA化,合 理 化 賃金体系,禍 祉制度などの施策

関連製品,商 品の市場勤向 隈1辿製品,商 品の需要見通し

関連製品,商 品の相場,価 格動向 同業者の勤向

30駕 未 満 新製品開発 生産技術に関する1日報

新材 料,素 材の開 発,利 用 設備,機 械 の改 善,導 入

資金勤向,従 業員福祉の動向,生 活指標

屈川開辿情報

3傭 以上 教育,研 修のや り方 海外 の政治,経 済 動ll`1,見通 し
.

40駕 未満 国,自 治体の中小企業施策

融資制度,機 関

度 倒産等の企業信川1面報

4頒 以上 所属業界,産 業 界の動 き,見 通 し 今後の景気動向 国内の経済8`情

金融為替動向

1到の経済政策,産 業政策
'

税制

旬 入手度:現 在入手していると回答した企業の全体に占める割合

満足度:入 手している情報に満足していると回答した企業の入手企業に占める割合



一(2)入 手 情報の問題点'"

満 足 度が低 い情報 の問題点 をみ ると,「 新製品デザインの動向 」,「 関連製品,商 品(D取 引

条件1販 売経路 」,「 生産,販 売,在 庫,配 送等 の管理技法 」,「 資料 目録 」などでは 「情報

量 δ沙 ない 」が指摘 されてお り,量 的 に問題があ る情報 といえる。

二方
,「 詳細 な繍 が少ない 」など内容 、調 題があ る麟 としては,噺 製 品開発 」,'「 仕

入れ商品の需給相場動 向」,「 加工技術,製 造技術の開発 ・改良 」,「 新材料,素 材 の開発,

利 用 」があげ られている。
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図2-4入 手情報の問題点
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表2-11入 手 情報の問題点

(単位8%)

卵1 第2位 第3位
ll1報 区 分 問 題 点 割合 1111題 点 割合 問 題 点 割合

カi製品開発 員∫刷 船‖が少ない 31 情報量が少ない 別 全国世界10報が少ない 16

新鮮情報が少ない 16

{必1別口報が多い 16

新製品デザインの動向 ll1甜鑓が少ない 22 新聞 口姐が少ない 10 全国世界情報が少ない 16

多様な情報が少ない 16

詳細1田 ‖が少ない 16

秘匿情報が多い 16一 一 ・}

関連腿品,商 品の取引条{11冊 岨 が少ない 36 詳細僻 凹が少ない 24 地元情報が少ない 12

.販 売経路 新鮮ln報 が少ない 12

生 産,販 売,在nt,配 送 等 1泊腿 が少ない 24 詳細情報が少ない 16 一 一

の管理技法'
一一 体系化されていない 1も一- ・一・一一 一 一 一 ≡A

{」:入れ商品の需給, 良f細情報が少ない 21 地元情報が少ない 14 一 一

相O馴 報 新鮮情報が少ない M

情報量が少ない 14

資8相 銀 1剤閥 が少ない 38 地元情報が少ない 28 一 一

体系化されていない 2§

加工肢術,製 造技術の1川発 轟'臼田11報が少ない 28 1俄暗 が少ない 19 新鮮ln報 が少ない 14

改良 秘匿ln報 が多い 14
.

土地M場,利 川に関する 地刑内報が少ない 26 新鮮情報が少ない 23 詳細n報 が少ない 16

10報 秘匿1剤肋惨い 16

新材料,素 材の1川発,利 川一一 ー ーー一,r≡ 詳細 泊暖が少ない 27 撤 糧 が少ない 24 新鮮情報が少ない 16一 ー一一

流 行,消 鍵t者ニ ー ズ 詳細燗報が少ない 2(| 一 一 地元情報が少ない 18

情報量が少ない 2( 多様な情報が少ない 18

新鮮情報が少ない 18

全 体 詳細bY"Hが少ない4情 報量が少ない 4地 元情報が少ない 3

鶴 複数回答
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22公 的 情 報 提 供 機 関 が 果 た す 役 割

2,2.1情 報 提供機 関の評価

情報提供機関の評価 を情報入手頻度 と満足度でみると,両 者には明 らかに相関 がみ られ.入 手

頻度 が高 い機関は満足度 も高 くなっている。

入手頻度,満 足度 の高 さについては,「 業界団体 」,「 行政機関 」が入手頻度,満 足度 とも高

く,逆 に低 いグループには,「 大学 ・試験所 」,「 商工会議所,商 工会 」,「 情報 センター」が

あげられてお り,公 的情報 提供機関は,行 政機関 を除 くと,民 間機関 に比べて全体的 に評価 は低

くな っている。

「情報 センター 」については,発 足 か ら日が浅 いこともあるが,今 後 一層 の情報提供活動の充

実が望 まれる。 「商工会議所,商 工会 」については,地 域の総合的 な経済団体 として,情 報提供

活動に さらに力 を注 いで行 く必要が ある。

次に,情 報提供機関の評価 を入手機関別 にみると,ま ず,① 製造業 については入手頻度,満 足

度 ともマスコミと業界団体が1位,2位 を占めてお り,業 界団体 との結 びつきが強 くなっている。

②商業関係 の企業 は,入 手頻度が高 い機関 として業界団体 をあげてい るが,満 足度は銀行等が

高 くな ってお り,金 融機関 が提供 する情報 の質の高 さをうかがわせ る。

③金融機関,情 報関連企業 は,入 手頻度,満 足度 とも行政機関 を上位 にあげてお り,金 融機関

では,同 業者 である銀行等 か らの情報入手頻度 も高 くなってい る。

④ その他企業について も製造業 と同様 にマスコ ミと業界団体 に対す る入手頻度,満 足度が高 く

なってい る。

⑤協同組合等 は業界 団体 との結 びつきが強 く,入 手頻度,満 足度 とも,業 界団体 が最 も高 いと

評価 している。

さらに,公 的情報提供機関か らの,情 報入手 の定期,不 定期性 をみ ると,「 国 の出先機関 」,

「情報 センター」,「 その他経済団体 」は定期的 な利用 が多 く,「 市町村 」は,不 定期 に利用 さ

れることが多 くなってい る。

また,「 県 」,「 商工会議所 」については,定 期,不 定期相半 ば してお り,「 大学 ・試験所 」,

「商工会 」,「 図書館 」は利用 されていない割合が高 くなってい る。
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● 行政搬関

O大 学試験所

o商 工金版所等

◆ 情報センター

X業 界団体

・・民間調査槻関

白 銀行等

Aマ スコミ

◎

㈱1行 政機関:国 の出先機関,県,市 町村

1大学試験所':・ 大学 試験所

'商工会議所等:商 工会議所
,商 工会

:情報センター:㈲ 徳島県中小企業情報センタ「 助香川県中小企業情報センター
,

㈱愛媛県中小企業情報センター

銀 行 等:銀 行,証 券会社

2入 手頻度:情 報入手頻度が特に高いと回答した企業の全体に占める割合

3満 足 度:情 報入手にあたって満足度が特に高いと回答した企業の全体に占める割合

図2-5情 報提供機関別の情報入手頻度と満足度
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表2-12機 関別の情報入手頻度と満足度

入手機関 1位 2位 3位

入手頻度 満足度 入手頻度 満足度 入手頻度 満足度

製造業 マ ス コ ミ 業界団体 業界団体 マ ス コ ミ 行政機関 行政1復関

商業 業界団体 銀行等 行政顯関

商工金版所

報行等

マスコミ

行政機関

商工会蹴所

業界団体

金融機関 行政機関 行政機関 銀行等 業界団体 業界団体

マスコミ

銀行等

情報関連企業 行政機関 行政機関

民間調査機関

業界団体

民間閻査機関

業界団体

その他企業 マ ス コ ミ 業界団体 業界団体 行政即関

民間調査機関

マスコミ

行政機関

協同組合等 業界団体 業界団体 マ ス コ ミ 行政機関 行政機関 マ ス コ ミ

司
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図2-6公 的情報提供機関別の情報入手頻度(複 数回答)

2.2.2公 的情報提供機関に対する期待度 と求め られている情報

公的情報提供機関に対 する情報入手 の期待度については,「 国の出先機関 」が最 も高 く,次 い

で,「 県 」,「 その他経済 団体 」,「 情報セ ンター 」などとなってお り,「 図書館 」,「 商工会 」
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の期待度 は他 の機関に比べて低 くなっている。

入手機関別 にみて も「国の}出先機関 」はすべての機関 で期待度 が1位 にな ってお り,「 県 」,「そ

の他経済団体 」が,と れに続 いている。.・

一方
,「 市町村 」,「 大学試験所 」,「 商工会 」,「 図書館 」は,1い ず れの機関 において も期

待度 が低 くなっている。.

次 に潮 徽 の高い醐 を中心に・醐 的 情 報ニーズをみると
,「 国の跣 機関 」には掴

の経済政策,産 業政策 」,「 国内の経済事情 」,「 税制 一などの情報が求 め られてお り,「 県 」

に対 しては,「 都市開発 計画,工 業団地計画,道 路計画 」,「 中小企業施策 」,「 公害,福 祉政

策,法 令 」などのニー ズが高 くなっている。

また,「 情報セ ンター 」に対 しては,「 資料 目録 」のニーズが高 く,次 いで,「 流行,消 費者

ニーズ 」,「 倒 産等 の企業信用情報 」などとなってい る
。':

さらに,公 的情報提供機関 に対 する問題点 については,「 どのような情報 を保有 してい るのか

知 らない 」が,い ずれの機関 についても上位 にあげ られてお り,ま た,「 大学 ・試 験所 」∴ 「市

町村 」,「 商工会 」に対 しては 「情報提供機関 として意識 していない 」もあげ られでいる。

%

100… ・

80

60

40

20

0 国

の、

出

先

機

関

多
'多

5
62

…
4

多
Z

Z

多

'
大

学

試

験

所

h
"
～
8

・̀

】団
8

商

工

会

随

所

情

報

ゼ

ン

ダ

ー

体.そ

の
他

経

済

団

図2-7公 的情報提供機関に対する期待度
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(今 後,情 報を入手したいとする企業の割合)

表2-13情 報入手希望先

入手機関= 1位 2位 3位
一

製造業 国の出先皿関 その他団体 県

商業 国の出先機関 県, 商工会随所

金融服関 国の山先取関 県 情 報セ ンター

情報関連企業 国の出先披閲 燕 商工会随所一

その他企業 ・

ξ 層

国の出先磯間 県

その他団体
-

協1覗1合等

」 【

国の山先取関

.

県

その他団体

:ぷ

レ

ご ・ ・
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表2-14公 的情報提供機関に求められている情報

ω
べ
ふ

(単 位:%)

機 関 別 節1{立 集2位 郎.3` その仙(主 な情報)

ln襲 名 畜姶 情 報 名 削合 情 報 名 割合 情 報 名 割合

国の出先槻閃 国の経済政策,廃 案政策 61 国内の経済口珊 4{ 税制 41 今後の景気動向 4`

海外の政治,経 済動向,見 通し 4〔

大学ピ試験所 加工 技術,製 造技術 の1期発..改 良 24 新製品1∬1発 24 生産技術に関する1n報 21 設備,搬 械 の改磐,尊 人 13
, ミ

新羽科,素 材の1川発,利 川 24 特許,技 術尊人,技 術提供 12

県
弓

都市開発,工 業団地,」抑翻1両 51 国,自 治 体の`1'小企業施 策 42 公害,福 祉政策,法 令など 36 土地相場,利 川に関する情報 29
一 手.一,-・

1'

市町村 姻i聞 熟 工業団地.逆 路計画 36 土地相場,利 川↓こ関する情報 211公害,細 粒政策,法 令など 21 住民通勤,消 費者運動の勤き 19
一.二 → 、w

国,自 治体の中小企業施策 15

商工会散所 企業経営者の考え方,経 営態度 24 教育,研 修のやり方 21 メづ一,大 型店 などの新現参入 動ll` lu 賃金体系,福 祉制度などの施策 16
ト

同業者の動向 15

商工会 +か 大型店などの新規参入動llη、5 所属業界,産 業界の動き,見 通し
'4 一 一 一 －

i:
$,

量
.香' 倒産等の企業旧川間姐 4

.-1-.
z

'

「-rA

同業者の勤向 4

愉 ‖セジ ター ・

,>w

資料目録 25 撰{行.消f竃4∫ ニーズ 23 倒産等の企業倍川ln報 21 製品,商 品のili場動 向 19
〉

図:書鰐 木資料目録 4 iliハ捌朋↓iの手法 2 一 一 一 －

o

一 「 ,
'r 特 許,技 術導入,技 術提Ot 2

海外技棚日報全般 2

三 事務のOA化,合 理化 2

その他経済団体 所属業界,産 業界の動き,見 通し 31 同業者の勤向 31 企業経営毯の考え方,経 営態度 27 今後の景気動向 25

公的隔膜ぼ
「・

所腫業鼎 座業界の動き,見 通し γ1今後の景気動向 74

・

国の経済政策,産 業政策 6u 国,自 治体の中小企業施策 67

機関全体 郁il1開発,玉 案1田地,道 路8f画 66
A馳

ト 国内の経済事情 64

税制 64

同業者の動向 6C

囲1複 数回答

2機 関

情報センター〔㊥徳島県中小企業情報センター,⑰ 香川県中小企業情報センター,㈲ 愛媛県中小企業情報センター〕

その他経済団体 〔中小企業団体中央会,四 国経済連合会,日 本貿易振興会…〕

●

◆ ■ ●
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表2-15公 的情報提供機関に対する問題点

ω
↓
O

(」ロ位8%)

搬 関 別 節1位 集2位 第3位 そ の 他

問 題 点 割合 問 題 点 削合 1田 畑 点 割合 問 題 点 割合

国の出先機関 どのような情報を保有しているのか

知らない

25 秘匿情報のため人手できない 11 新鮮側榊‖が少ない
'

一 一

10 情報提供機関として意識していなも

遠隔地↓こあるためなかなか行けない

地元情o肋{少ない

9

8

8

大学.試 験所 〃 25 情報提供腿則莫1として意識していない 13 遠隔地にあるためなかなか行けない 7 機関の存在を知らない 6

県 ・ 〃 20 新鮮な情報が少ない 11 多様な情報が得られない 1G 全国,世 界的情報が少ない 9

市町付 " 18 情報提供機関として意識していない iヨ 〃 田新郎な情報が少ない

情報量が少ない

7

7

商工会随所 ' 19 詳細な情報が少ない

情報量が少ない

8

8

情報提供恨閲として意識していない

多嫌な情報が川られない

8

8

新鮮な{n報が少ない 7

商コ二会 〃 2C 情報提供機関として意識していない 12 多様な情報が得られない 5 情報量が少ない 4

情 報セ ンター 〃 22 機関の存在を知らない 1` 地元情報が少ない 7 新鮮な情報が少ない 6

図書館 情報提供機関として意識していない 18 どのような情報を保有しているのか

知らない

1も

一

新鮮な情報が少ない

一

7 情報E1が少ない

体系化されていない

4

4

その他経済団体 どのような情報を保有しているのか

知らない

15 情報提供機関として意識してい加 、 7 地元1龍‖が少ない 7 多様な情報が得られない
. ':

6

披閲全体 " 〃 情 報口が少 ない..
)
'

新鮮な硲 ‖が少ない

旬1複 数回答

2機 関

情報センター 〔㊥徳島県中小企業情報センター,勧 香川県中小企業情報センター 働 愛媛県中小企業情報センター〕

その他経済団体 〔中小企業団体中央会,四 国経済連合会,日 本貿易振興会:・・〕



、

23'公 的 情 報 提 供 機 関 を 中 心 と した 四 国 地 域 に お け る情 報 提 供 の 現 状

2.31情 報 提供活動の現状

(1)情 報 提供活動

四国地域 における情報提供活動をみる と,「 機関誌等 の発行 」(92%)が 最 も多 く,次 いで

「講習会等 の開催 」(77%),「 パ ンフレッ トの配 布 」(71%),の 順 とな ってい る。

これ を機関別 にみ ると,各 機関 ともほぼ似 たような傾 向 となっているが,県 では,「 プレス

発表 」(100%),「 商工会議所 では,「 指導員等の派遣 」(64%),商 工 会では,「 指導員等 の

派遣 」(82%),「 電 話による個別相談 」(73%),情 報 セ ン ター では,「 電話による個別相

談 」(ioO%),「 資料 の閲覧 」(100%),「 デー タベー ス検索 の代行 」(100%),図 書 館

では,「 資料の閲覧 」(100%),電 話 による個別相談 」(91%)の 割 合が多 くな っ て おり,

機 関 により相異がみ られ る。

この ように,商 工会の 「指導員等 の派遣 」と,図 書館 の 「資料の閲覧 」を除 くと,ほ とん ど

の機 関は 「機 関誌等の発行 」に情報提供活動の重点をおいてい る。

なお,「 デー タベース検索の代行 」といったオ ンラインを利用 した情報提供活動 については,

情 報セ ンターを除 くと実施 している機関 は皆無 といってよい状況 となっている。

(2)情 報 提供頻度

情報 が提供 されている頻度 は,「 度 々 」(72%)が 最 も多 く,次 いで,「 毎月 」(65%),

「毎 日」(44%)の 順 となってい る。

これを機関別 にみると,各 機関 とも「度々 」の割合が多 くな っているが,県 では,「 毎 日 」

(100%),市 町村 では,「 毎月 」(96%),情 報 センターでは,「 毎月 」(100%),図 書 館

では,「 毎 日」(100%)の 割 合が多 くなっている。

さらに,こ れを情報提供活動別 にみると,以 下の とお りとな っている。

①機関誌,広 報誌 「毎 月 」の割合が県(75%),市 町村(96%),商 工 会議所(82%),

情報 セ ンター(100%)で 高 く,「 毎年 」'は,大 学 ・試験所(66%)で

高 くな ってい る。

表2-16情 報提供活動の現状

(単 位:%,複 数 回 答)
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表2-17情 報 提供頻度の現状

(単 位:%,複 数 回 答)

毎日 毎週 毎月 四半期 毎年 度々 まれに酬綴 47 11 47 32 21 6ε 53
.本学 ・

丑
`i町 村

工会議所

17 1; 17 17 8〔 6] 0

一1比
21

l」

12

75 ( ( 100 0
96 4 32 64 52

55 { 91 2' 18 100 27
　 工会

強センター

書簡

4 27 36 55 8 77 45
67 o 100 33 o 100 {
100 27 64 27 27 27 55

その{也経済団体
至伍

14

4
0 71 43 0 100 43
13 65 28 22 72 42

② パ ンフレ・トの配布 大学 ・試験所(100%)で 「毎年 」配布 しているほかは,県(IOO%),

その他経済団体(100%),商 ゴニ会議所(64%),商 工 会(52%)が

「度々 」の割合が高 くなっている。

③講 習会等 の開催 定期的 に行 っている ところは少 な く,県(100%),情 報 センター

(100%),そ の他経済団体(67%),商 工 会議所(64%),国 の出

.先 機関(61%),商 工会(54%)が 「度 々 」行 ってい る。

④ ビデ万 一プの貸出等 「度々 」が,大 学 ・試験所(100%),情 報 セン ター(100%)で,

「まれに 」が,商 工会(100%),国 の出先機関(75%)と 不定期的

な活 動が多いのに対 して,「 毎 日 」で,商 工会議所(100%),図 書 、

館(67%)が 目立 ってい る。

⑤相談室の設置

⑥ プレス発表

⑦指導員等の派遣

⑧電話の個別相談

⑨資料の閲覧

⑩DBの 検索代行

「毎 日」の割 合が高いのは,県(100%),図 書 館(100%),国 の

出先機関(67%)で,定 期 的に行 っている機関が多 く,「 度 々 」は,

そ の他経済団体(67%)が 多 くなっている。

「度 々」は,大 学 ・試験所(100%),県(100%),商 工 会議 所

(100%)で 多 く,「 まれに」は,そ の他経済団体(100%)で 多 く,

「四半期 」は,情 報 センター(100%)で 多 くなっている。

「度 々 」は,大 学 ・試験 所(100%),そ の 他経済団体(67%),

商 工 会議所(57%)と な っているが,県,情 報 センター一,'図書 館のよ

うに行 っていない機関 もみ られ る。

ほとん どの機関が 「毎 日」,「 度々 」を合わせる と100%近 く行っ

ているが,行 ってい ると回答 した県はなか った。

「毎 日」は,県(100%),図 書 館(100%),商 工会議所(80%)

で,「 度 々 」は,大 学 ・試験所(100%),情 報 セ ンター(67%)で,

「まれに 」が,国 の出先機関(62%)と な っている。

「度 々 」が,情 報 センター(100%),「 まれに 」が,国 の 出先機

関(100%)と な ってい るほかは,行 ってい ると回 答した機関は なか

った。
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図2--10現 在 の情報提供頻度(講 習会,研 修会等 の開催)
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図2--11現 在 の情報提供頻度(ビ デオテープの貸 出等)
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図2-14現 在の情報提供頻度(指 導員等の派遣)
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(3)情 報 提供地域

情報 を提供 してい る地域 についてみると,「 四国地域 内 」(96%)が 最 も高 く,次 いで 「そ

の他地域 」(36%),「 首都圏 」(18%)の 順 となっている。

これを機関別 にみると,ほ とん どの機関 で,「 四国地域 内 」が最 も高 くな ってい るが,大 学

・試験所 では 「その他地域 」(100%) ,「 四国地域 内 」(83%)の 順 とな ってお り,こ れは

保 有 している情報分野 があ まり地域性に影響 されないものであるため と考え られる。そのほか,

県 が,「 首都圏 」(75%),情 報 セ ンター,図 書館が,「 その他地域 」(67%),(64%)へ

の割 合が高 くなっている。

、

o

2.3.2公 的情報提供機関の情報提供の現状

(1)情 報提供分野

提供 されている情報分野 を機関別 にみ ると,国 の出先機関は,「 国の政策 」(62%),大 学

・試験所 は
,「 加工技術 」(75%),県 及 び市町村 は,「 都市開発等 」(100%),情 報 セ ン

ター及び図書館 は,「 資料 目録 」(100%),商 工 会議所及 び商工会は,「 融資制度等 」(100

%)及 び(96%),そ の 他経済団体 は,「 商品等 の需要見通 し 」(86%)な どが高 くな って い

る。

表2-18情 報提供地域の現状

(単 位:%,複 数 回 答)

昧

⑨

▼

1位 2位 3位

国の出先機関 四国地域内100 その他地域37 首都圏11

大学 ・試験所 その他地域100 四国地域内83 近畿圏17
海外

県 四国地域内100 首都圏75 その他地域50

i∬田∫村 四国地域内100 近畿圏23' 首都圏18
その他地域

商工会蹟所 四国地域内91 その他地域36 首都圏27

商工会 四国地域内94
.

首都圏12
近畿圏
その他地域

一

情報センター 四国地域内100 その他地域67 近畿圏 ,33

図書館 四国地域内91 その他地域64 首都圏18

その他経済団体 四国地域内100 首都圏29
その他地域

近畿圏14

全体 四国地域内96 その他地域36 首都圏18
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表2-19提 供 情報分野

(単 位:%,複 数 回答)

提供機関 1位 2位 3位

国の出先機関 国の経済政策等62 所属業界等の動き38 今後の景気動向31
国内の経済事情

大学 ・試験所 加工技術等75
新素材の開発利用

新製品開発50
生産技術情報
設備改善等

資料目録25

県 都il澗 発等.100

国 等の中小企業施策

公害、福祉等75
公害関係情報
融資制度等

土地相場関係25
住民運動等
資金動向等

市町村 都市開発等87
公害、福祉等

融資制度等70 税制61

商工全級所 融資制度等100 教育 ・研修方法64 所属業界等の動き55

商工会 融資制度等96 所属業界等の動き70 同業者の動向43

情報センター 資料目録100 企業信用情報67
商品の市場動向
所属業界等の動き

消費者ニーズ33
新製品の動向
商品の需要見通し

図書館 資料目録89 公害、福祉等44 事務の0A化等33

その他経済団体 今後の景気動向86 所属業界等の動き71
同業者の動向
経営態度等

商品の需要見通し57

(2)提 供情報 の種類

提供 されている情報の種類(レ ベル)に ついてみ ると,「 資料 やデー タ」(91%)が 最 も高

く,「 考 え方等 の基礎的知識 」(28%),「 専 門知識等 」(24%),「 具体的事例 」(13%)

の順 法 ってvlる 。

ひ 搬 関別 恒 砧 市町村 丁・ 「所在源情報 」(22%)商 工 飢 「具体的事例 」

(30%),情 報 セi〈ターで,「 所在源情報 」(33%),そ の他経済団体 丁',「 具体的事例 」

(43%),「 所 在源情報 」(29%)が 高 くなっている。

表2-20提 供 情報 の種類

(単 位:%,複 数回答)
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(3)情 報提供方法

情報 の提供方法についてみると,「 機関誌,広 報誌 」(70%)が 最 も高 く,次 いで 「電話 ・

面談 」(36%),「 研 修会 ・講 習会 」(32%)の 順 とな ってい る。

これを機関別 にみ ると,国 の出先機関 では,「 機関誌,広 報誌 」(46%) ,「 新 聞等 」(31

%),大 学 ・試験所 では,「 機関誌,広 報誌 」,「 電話 ・面談 」(50%),県 で は,、「機関誌 ・

広報誌 」(100%),「 研 修会 ・講習会 」,「 電話 ・面談 」(50%),市 町 村 では,「 機関誌 ・

広報誌 」(83%),「 電 話 ・面談 」(39%),商 工 会議所 では,「 機関誌,広 報誌 」(91%),

「研 修会 ・講 習会 」(46%),商 工 会 では,「 機関誌,広 報誌 」(78%),・ 「研修 会 ・講習会 」

「電話 ・面談 」(61%),情 報 センターでは,「 機関誌,広 報誌 」(67%),「 図書館 ・資料

室 」・ 「電話 ・面談 」,「 オン ライン ・ネ ッ トワー ク」'(33%),図 書 館 では,「 図書館 ・資

料室 」(100%),「 研 修会:講 習会 」(11%),そ の他経済団体では,「 機関誌,広 報誌 」

(100%),「 研 修会 ・講 習会 」(43%)が 高 くなってお り,機 関 によ り相違 がみられる。

また,国 の出先機関で,「 新聞等 」(31%)が やや高 くな ってい るのを除 くと,マ スコミ等

の既存の流通媒体 の利用 は全般的に低 くなってお り,「 研修会 ・講習会 」,「 電話 ・面談 」な

ど両方向の提供方法の割 合が高 くなってい る。

4

ワ

2.33情 報 の相互利用の現状

(1)利 用 先機関

公的機関におけ る情報 の相互利用についてみると,四 国地域内では,「 県 」(77%),「 市

町村 」(48%),「 国 の出先機関 」(43%)の 順 となって おり,「 四国地 域外 」(46%)の 機

関 も利用 されてい る。

これを機 関別 にみると,国 の出先機関 は,「 国の出先機関 」(79%),「 県 」(71%),大

学 ・試験所 は,「 大学 ・試験所 」(83%),県 は,「 国の出先機関 」,「 四国地域外 」(100%),

市 町 村は,「 県 」(100%),「 国 の出先機関 」(65%),情 報 セ ンターは,「 県 」(100%),

図書 館は,「 図書館 」(90%),そ の他経済団体は,「 四国地域外 」(86%)な ど となってお

り,そ れぞれ各機関内の利用 にとどまり,公 的情報提供機関相互 の利用は十分 とはいえない状

況 にある。 「

なお,民 間機関の利用 は,情 報 センターで67%,そ の他経済団体で57%と な って いるほか

はどの機関 も低 くなっている。
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表2-21情 報 提供方法

(単 位:%,複 数回答)

項目

、1塊国別_
.1璽1上1彊 礪=
'越 生1近

二i画村

釦i閲

=

_31
25

～-i霧「図i蔀 研 …

資料室

幾関紙
広報誌
研修会
講習会
電話 ・

面談

オ ンラ

イ ン

一

その他

_46
50
一5
25
2
50

{] 8
8

〔1 0 o

25

8

25 100 50 50 0 c

9 83 13 39 4 4

工会峨所 o 91
-

78

45 36 o 9

嚢 13

9
0 6 61 o 9

一 墾 セ ンタ ー

.図 書i自

o 33 67 (】 33 33 67

1 1{}0 0 1 o 0 o

その也経済面拝 14 M 100 43 (】 (】 0

玉体 12 16 70 32 36 2 7

¶

表2--22情 報 の相互利用(利 用先機関)

(単 位:%,複 数回答)

担

(2)利 用 頻度

相互利用 の頻度 につ いてみ ると,「 度々 」(78%),「 まれに 」(32%)の 不定期的 な利用'

の割合が高 く,定 期的な利用 は 「毎 月 」(25%)を 除 くといずれ も10%以 下 となってお り,公

的情報提供機関の相互利用は必要 に応 じて行 われていることが うかがわれる。

これを機関別 にみ ると, .国 の 出先機 関及 びその他経済 団体で・それぞれ 「毎月」の割合が57

%,43%と 高 くなってい るほかはいずれの機関 も定期的利用 の割 合は低 くなってい る。

(3)満 足度

利用 している機関に対 する満足度 をみると,「 やや不満 」(43%)の 割 合が最 も高 く,次 い

で,「 満足 」(22%),「 やや満足 」(19%)の 順 となってお り,不 満 を覚 えてい る割合 が多

くなっている。

これを機関別 にみると,商 工会で,「 満足 」(31%),大 学 ・試験所 で,「 満足 」(30%)

とやや満足度 が高 くなってい るが,い ずれの機関 も「不満 」,「 やや不満 」を合わせると50%

、

吐
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表2-23情 報 の相互利用(』利用頻度)

(単 位:%,複 数回答)

▲

国の出先機関

大学 ・試験所

県

市町村

商工会腋所

商工会

情報センター

図書館

その他経済団

全体

0 20 40 60 80

(%} 吻 満足だ二{
∴〆ioo

罰醐 やや満足

囲 やや不満e

∈ヨ 不満、

nm不 明

図2--18情 報 の相互利用(満 足度)

ら

'

を超えている。

(4)入 手情報 の活用方法

入手 した情報 の活用方法をみると,「 その まま再提供 」(64%)の 割 合が最 も高 く,次 いで,

「加工 して再 提供 」(29%),「 内部で利用 」(24%)の 順 となっている。

これ を機関別 にみ ると,国 の出先機関は,「 そのまま再 提供 」(79%),「 内 部 で利 用 」

(21%),県 は,「 そのまま再提供 」(75%),「 内部 で利用 」(25%),市 町村は,「 そ の

まま再提供 」(87%),「 内部 で利用 」(44%)と,入 手 した情報 をそのままの形 で再提供 し

ている割合 が高 くな っているのに対 し,情 報セ ンターでは,「 加工 して再提供 」(67%),「 内

部 で利用 」(33%),図 書 館では,「 加工 して再提供 」(90%),「 そ のまま再提供 」(20%)

と,情 報 の加工 ・編集 を行 っている割合が高 くなっている。
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表2-24情 報 の相互利用(活 用方法)

(単 位:%,複 数回答)

◎

'

2.3.4情 報提供の問題点

(1)情 報 提供 の問題点

情報提供 の問題点 についてみ ると,「 情報 が未整備 」(46%),「 提 供 の内部基準 がない 」

(42%),「 人 ・費用 がかか る」(26%),「 制 度が未確立 」(25%)の 順 となっている。 こ

のよ うに情報提供の問題点 については,内 部体制 の未整備によると考 えられ るものが大 きな割

合 を占めており,情 報公開制度 に対 する期待の高 まり等 からも各機関 の積極的 な対応が望 まれ

る。

、

(%)

60

50

40

30

20

01

提供の内部 情報が未 提供でき 人 ・費用 制度が未 前例がな
基準がない 整備 ない情報 がかかる 確立 い

▲

冶

図2〒19情 報提供の問題点(複 数回答)
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24公 的 情 報 提 供 機 関 の め ざ す もの

2.41今 後重点を置 く提供活動

公的情報提供機関が,今 後重点的 に行 ってゆ きたいとする提供活動をみ ると,「 機関誌等の発

行 」(62%),「 講 習会等 の開催 」(50%),「 パ ンフレッ ト@)配布 」(36%)の 順 となってい

る。

これを機 関別 にみ ると,県 で
,「 機関誌等の発行 」(100%),「 パ ンフレッ トの配布 」(75%),

「 ビデオ等 の貸出 」(50%),「 デ ータベース検 索の代行 」(25%)
,商 工 会議所 で,「 講 習 会

等 の開催 」(82%),「 機 関誌等 の発行 」(55%),「 デー タベース検索の代行 」(9%),商 工

会 で,「 講習会等 の開催 」(75%),「 機 関誌等の発行 」(55%) ,「 指導員等の派遣 」(50%),

「デー タベース検 索の代行 」(10%),そ の他経済団体で
,「 機関誌等 の発行 」(100%),「 講

習会等の開催 」(57%),「 デ ータベース検索の代行 」(14%)と なってい る。

このように,デ ータベー スによる情報提供 など,よ り高度 な情報提供活動 を予定 している割合'

は まだ低 いものの,し だいに広 が りをみせてきている。

▲

2.42今 後 の情報提供地域

公的情報提供機関が,今 後重点 を置 いている情報提供地域 をみると,「 四国地域内 」(89%)

が最 も多 く,次 いで 「その他地域 」(33%),「 近畿圏 」(30%),「 首 都圏 」(26%)の 順 と

なってお り,現 状 と比 べ,他 地域 への情報提供 の割合が増えている。

これを機 関別 にみ ると,ほ とん どの機関 で,「 四国地域 内 」が最 も多 くなっているものの,県

では,「 首都圏 」,「 その他地域 」(75%)が 「四国地域内 」(50%)よ りも重点 を置 く割合が

高 くなっている。 そのほか,大 学 ・試験所は,「 近畿圏 」(40%),市 町村 は,「 首都圏 」,「近

畿 圏 」(42%),商 工 会議所 は,「 近畿圏 」,「 その他地域 」(64%)な ど近畿 圏を中心 として

他地域への情報提供を考 えている機関が多 くみられる。

表2-25今 後重点を置 く提供活動

(単 位:%,複 数回答)

ワ
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表2-26今 後重点を置 く情報提供地域

(単 位:%,複 数 回答)

項 目

一 関別

撃嚥魏

四国地
、

10{

首都圏 近畿圏 その他
地域

海外

1 2c (】

8U o 40 8〔 20

駅 75 50 7… 0

市町村 別 42 42 4 d

工会技研 73 27 64 64 1

工会 1 1 2 1
一 ー一

一 麹 セ ンタ ー 100

100

0

書簡 別 lo 卸 20

その他経済団体 100 29 29 29 o

全体 88 26 別 鎚 4

`

2.43相 互利用を希望する機関及び情 報分野

今後,公 的情報提供機 関で相互利用を希望する情報分野についてみ ると,「 国,自 治体 の中小

企業施策 」(8%),「 今 後 の景気動向 」,「 国の経済政策,産 業政策 」,「 都市開発,工 業団地,

道路計画 」(6%)な ど,「 経済社会動向 」に関 するものの割合が高 くなっている。

これを機関別 にみ ると,国 の出先機関 か らは,「 所属業界,産 業界 の動 き,見 通 し」(11%),

大学 ・試験所 からは,「 新材料,素 材 の開発利用 」(20%),県,、 商工会議所,商 工会か らは,

それぞ九 「国,自 治体 の中小企業施策 」(16%),(8%),(8%),市 町 村 からは,「 都市開

発,工 業団地,道 路計画 」(10%),情 報 センターか らは,「 資料 目録 」(8%),図 書館 からは,

「今後 の景気動向 」(7%),そ の他経済団体か らは,「 国内 の経済事情 」,「 今後 の景気動向 」,

「所属業界,産 業界 の動 き,見 通 し」(7%)な どが相互利用 したい情報 としてあげ られており,

各機関の業務内容 によ り希望す る分野が異 なって いる。

今後,利 用 したい機関及び情報分野を入手 機関別 にみ ると,国 の出先機関 では,「 経済社会動

向 」に関するニーズが多 く,入 手先 としては,国 の出先機関,県,市 町村,そ の他経済団体の割

合が高 くなっている。大学 ・試験所 では,「 技術関連 」に関 するニ ーズが多 く,入 手先 としては,

国の出先機 関,大 学 ・試験所,県,そ の他経済団体,民 間機関,四 国地域外の割合が高 くな って

いる。県 では,「 施策制度 」に関す るニーズが多 く,入 手朱 としては,国 の出先機関,県,市 町

村,そ の他経済団体 四国地域外の割合が高 くなっている。市町村,商 工会議所,商 工会,`図 書 館,

その他経済団体 では,分 野 によってニーズにあまりか たよ りがみ られず,入 手先 として も,国 の

出先機関 をは じめ として各機関 に分散 している。情報 センターでは,「 施策制度 」,「 市場関連 」,

「技術関連 」に関ずるニーズが多 く,1入 手 先 としては,国 の出先機関,県,大 学 ・試験所,商 工

会議所,商 工会の割合が高 くなってい る。

▲
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表2-27情 報 の相互利用

(単 位:%,複 数 回 答)

」

、

ム

入手機関 1位 2位 3位

国の出先機関 所属業界等動さ11

都市開発、計画

中小企業施策9 今後の景気動向8

大学 ・試験所 新材料等の開発20 加工技術等開発15 新製品等の動向13

県 中小企業施策16 国の経済政策11

融声制度、機関

都市開発、計画

所属業界等動き9

市町村 都ili開 発 、 計 画10 国の経済政策9 中小企業施策8

商工去歳所 中小企業施策8 今後の景気勤向7 所属 業 界 等 動 き ・,6

商工会 今後の景気動向8
中小企業施策

国内の経済事情5
国の経済政策
融資制度、機関

税 制'"4

メーか 大 型店 参 入
'

情 報 セ ンタ ー 資料目録8 国の経済政策6
Φ小企業施策
融資制度、機関
人材
倒産等企業情報
経営者の考え方
山場調査
生産技術情報
特許、技術導入
事業多角化

国内の経済馴 が 川
今後の景気動向 ・
流行、消費者二汰
新製品開発
加工技術等開発
企業の集団化

図書館 今後の景気動向7 国内の経済事情6
国の経済政策
中小企業施策

海外の政治経済5

都市開発、計画

公害、福祉、法令

資料目録

その他経済団体 国内の経済事情7
今後の景気動向
所属業界等動き

中小企業施策6
流行、消費者二づ

市場調査5

全体 中小企業施策8 今後の景気動向6

国の経済政策

郁市開発、計画

国内の経済事情5
所属業界等動き
融資制度、機関

'、

2.4.4拠 点機 関の必要性

情報提供の拠点機関設置 につ いてみると,「 既 存機関の中から育成する 」(47%),「 新 機関

の設置 」(27%),「 現 状で十分 」(14%),「 わ からない 」(12%)と な ってお り,「 既 存機

関 の中から育成 する」と「新機関の設置 」を合 わせ ると80%近 い機関が,拠 点機関の設 置力泌 要

であると考えており,そ の多 くは既存機関の中か ら核 となる機関を育成す るのが現実的 であ り適

切 であ ると考 えてい る。'・'"・
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これを機関別 にみ ると,国 の出先機関,大 学 ・試験所,県 は,「 既存機関の中から育成する 」

と「新機 関の設置 」が,そ れぞれ同 じ割 合になっているのに対 し,市 町村,商 工会議所 は,「 既

存機関の中から育成 する 」がそれぞれ42%,52%と,「 新機関 の設置 」の38%,40%を わずか

なが ら上回 ってい る。

反面,国 の出先機関,商 工会 では,「 現状で十分 」とする割合 もそれぞれ27%,26%と なって

お り,拠 点機関設置の効果 に対 し,疑 問 をもつ機関 もみ られた。

このよ うに,拠 点機関設置 の必要性 は十分 ある と考 え られ るが その実現方法等 については,機

関 によ り考 え方が異なるためまず各機関の コンセンサ スをとって置 く必要 がある。

2.4.5所 在源情報の整備

(1)作 成状況

所 在源情報の作成状況 をみ ると,「 作成 してい る」(22%),「 作 成 の計画があ る」(28%),

「未 作成 ・作成計画 なし」(50%)と な つてお り,十 分 とはいえない状況 にあ る。

これを機関別 にみると,県,図 書館 が,「 作成 してい る」割 合が,75%,90%と 高 くなっ

てい るのに対 し,商 工会,市 町村では,「 未作成 ・作 成計画 なし」が,74%,68%と 高 くな っ

てい る。

なお,情 報 センター,そ の他経済 団体 は,「 作成 の計画があ る」が,67%,50%と な ってい

る。
[

(2)所 在 源情報 の評価

所在源情報 の評価 についてみると,「 役立 つ 」(43%),「 標 準化 をすれば役立 つ 」(46%),

「労 力 の割には役立 たない」(10%),「 無 意味 」(1%)と な ってお り,約90%の 機関 が役

に立 つと考 えている。

これを機関別 にみ ると,国 の出先機関,情 報 センター,図 書館では,そ のままで十分役立つ

と考 えている割合が高 く,そ れぞれ55%,67%,70%と な っているが,大 学 ・試験所,商 工

会議所,商 工会,そ の他経済団体 では,標 準化 をすれば役に立 つとする割合が高 く,そ れぞれ

75%,80%,58%,50%と な ってい る。

(3)標 準 化の方法

標準化の方法 についてみ ると,'「 各 機関 内で統一 されていれば十分 」(29%),「 統一的 な標

準化 が必要 」(69%),「 標 準化の必要 なし」(2%)と な っている。

これを機関別 にみ ると,大 学 ・試験所,商 工会議所,そ の他経済 団体は,す べての機関 が,

図書館 では89%が,県,商 工会,情 報 セ ンターでは67%が,「 統一的な標 準化 が必要 」と考

えているのに対 し,国 の出先機関は,「 各機関内 で統一 されていれば十分 」(60%),「 統一的

な標準化が必要 」(30%),「 標準化 の必要 な し」(10%)と な っており,標 準化 に対 し消極

的 な面 がみ られる。 市町村では,「 各機関内で統一 されていれば十分 」と「統一的 な標準化 が

必要 」がそれぞれ50%と な っている。

一392一
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、

県

)̀

商工会

情報セ ンター

図書館

その他経済団'

全体'z'z

20 40 60 80
吻 新たに設置100
麗麗既存機関で
田田現状で十分
目 分からない

図2-20拠 点機関設置の必要性

●

、

●

国の出先機関

大学 ・試験所

県

ilj町村

商工会硫所

商工会

情報センター

図書館

その他経済lin

全体

0 20 40 60 80

図2-21所 在源情報の作成状況

膠 作成している100
圃翻 作成計画あり
囲 作成計画なし



020

国の出先機関:久 久〃'

大 学 ・試験所

県

市町村

商工会ほ所

商工会

情報センター"

図書館'

その他経済団'

全体

40 60 80
吻 役立つ100
匿翻 役立たない
田田 標準化等,改 善
目 意味なし

夕

図2-22・ 所 在源情報の効果

●

国の出先機関

大学 ・試験所

県

itiMI村

商工会随所

商工会

情報センター

図書館

その他経済団

全体

0 20 4e 60 80
膨勿 概関内で統一100
麗麗 全機関で統一
囲 必要なし

2

図2-23所 在源情報作成の標準化 '
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資料1

業種 事業所番号

・一・[口=[口 口

6
四 国 地 域 の 情 報 提 供 体 系 整 備 に 関 す る

ニ ー ズ 調 査
一一 地域データベース構築に向けて 一一

も

先般地域丙の各機関、企業、諸団体等における情報及ぴ情報化に関するニーズを明らかにするために、 「四国地域における情報のニー
ズに関する調査」を実施しましたところ、ご協力を頂き誠に有鍵うございました。 ・

今回の調査は、前回の田査結果を受け、皆様方からの御要望が多かった地域データベースの構築を目的として、公的情報提供機
関にお;ナる問題点や利用者が求めている情報を明確に把握し、四国地域における情報提供体系を整備するために実施するものです。

ご多忙甲、重 ね重ね絨に恐縮で すが、 よろ しくご 協力 くださる ようお願 い致 します。

本1周査の回答期限
本調査に関する照会先

昭和61年7月24日
四国通商産難局 総務部 調査 課

電話 代表0878・31・3t41丙 纏31～33

ザ

〈ご兄人 につ いての お願い 〉

L記 人溜に は○印を つけ るもの と、 数字 又は具 体的な内容 を犯人 して いただ くものが あ り

ますので 、お間違 いの な いよ うお願 い致 します。
2.記 入に あた っては 、貴機関 ・事業所 単位 と して くだ さい。

3.こ の アンケー ト鯛査 の回答面 容 については 、個別 に公表 す るこ とは あ りません。

注)用 語について

この調査に おける 「公的情報提 供摂関」 とは、次の もの を言い ます.

●

a
b

C
d

e
f

9

国の出先摂関

大学 ・試験所
県
市町村
商工会窪所
商工会
情報センター

b図 書館
iそ の他経済団体

[(財)徳 島県 中小企業 情報 センター 、

セ ン ター]
(財)香 川県中小企業情報センター、(財)愛 媛県中小企業情領

[中小企業団体中央会、四国経済連合会、日本貿易振興会 …]

か

ご 多 忙 中 誠 に 恐 縮 で す が 、

よ'う し くご 協 力 く だ さ る よ う お 願 い致 し ます ⊇
t'F'
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問1.情 報提供領国からの情報人手頻度及び満足度にっいてぢたずねします.

(;i領 脚 ・

∴:∵

A:最 も情報人手頻度の高い磯間を1つ 選んで下さい.

iB.情 報入手に関して、最も満足度が高い機関を1つ 選んで下さい.

(該当するものにO印 をご兄人下さい.)

＼ A B
＼
＼ 質問項 目 膓 入 満

櫨関別 ＼ 手 足
＼
＼

頻
度

度 ,

公 1.官 庁 ・地方 自治 体(国 の出 先機関 ・県 ・市等)

的
情 2.大 学 ・試験 所
報
提 3.商 工会蟻所 ・商工 会
供
観
閲
4.情 報セ ンター

5.そ の他の公的情報提供機関
()

民 6.業 界団体 ・組合
問
情 7.民 間 の専門 調査機関 ・コンサル タン ト会社
報
提 8.銀 行 ・証券 会社等

供
機 9.そ の他の民間情報提{共棲関.
閲 ()

10.マ スコ ミ(ラ ヅオ、テ レビ、新 聞、雑誌 等)

間2.公 的情報提供裳閲の利用についておたずねします.

下記琴領に従って、棲関別に記入して下さい.

(記入要領)A..情 報の入手頻度について、該当するものを選んで下きい.(複 数可)

B.情 報人手 につ いて、該 当す る満足 度を1つ 選ん で下 さい.'

C.情 報入手について、問題点のある場合、該当するものを選んで下さい.(複 数可)

(該当するものにO印 をご兄人下さい。)

＼
＼
＼ 機関別

質問項冒 ＼
＼

＼

a

国関
の
出
先
個

b
畑

竺
試
験

、

c

県

d
市

町
村

e

商

工

会

議 、

所

f
商
工
会

9

情1.,

報'

セ

ン

タ

h

.図

書

館

i
そ団
の体

他
経
済

A

情
報
入
手
頻
度

定

期

1.毎 日

2.毎 週

3.毎 月

4.毎 四半期

5.毎 年

不
定
期

6.た び たび

7.ま れ に

8.利 用 して いない
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`

食

●

、

＼
＼
＼ 機関別

質問項目 ＼
＼
＼

a

国関
の
出
先
機

b

大所
学
●

試.

験

C

県

d
市
町
村
膓'

e

商
工
会
綴
所

f
商
工

会
、 層

9
情1

銅.
セ

ン

タ

h
図
書
館

i
そ団
の体

他
経
済

8

満
足
度

1.満 足 してい る

2.や や満 足 して いる

3.や や不満 であ る

4.不 満 であ る

5.ど ち らと も言えない

C

問
題
点

、

1.槙 関の 存在 を知 らない
1

2.棲 関の存在 を知 ってい るが電 話番号 、所在 地を

知 らない

3.情 報提供機関として意識していない

4.ど の ような情 報を保有 して いるの か知 らな い

5.遠 隔 地にあ るためなか なか行け ない

6.窓 口の対応が悪 い

7.窓 口 が一本化 されていな い

8.情 領 人手 までに時間 又は手間 がかか る

9.埴 元情報 が少 な い

{C.全 国 ・世界的な情報 が少 な い

11.多 様な情 報が得 られない

12.詳 細 な情報 が少 な い

13.新 鮮 な情報 が少 な い

14.情 報量 が少 ない

15.体 系 化され た情 領が な く分 か り{こくい

16.情 報の 信頼任 が低 い

17.情 報入 手 コス トが高い

18.欲 しい情 報が秘匿(未 公開)で 入手 で きないこ

とが多 い

19.必 要な集 計 ・加工 がなされ ていな い

公的情報提供機関の情報提供について、ご意見等がありましたら自由にお書き下さい。
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問3.買 事業所 にお いて、必 要 と考え られ る情 稲(重 要な情報)を 、公的情 報提 供機関の うち、 ど こか ら人手 したい と考 えて いるで

しょ うか。

(記 入琴領)

情報 を入手 した いと思 う横間 を選 んで下 さい。

(該 当する もの に○印 をご記人 ドさい。)

経
済
社
会

動
向
に
関
ず
る
情
報

施
策

・
制
度
情
語

＼
＼
＼ 入手先機関

情報領域 ＼
＼
＼

1.国 内の経 済事情

2.今 後の 景気動向

3.金 融 ・為 替動向

4.所 属業 界、産業 界の動 き ・見通 し

5.海 外の政 治 、経済 動向 ・見通 し

6.住 民運 動、消 費者運動の 動 き

7.資 金動 向、従業 員福祉 に関す る一

般動向 、生活 指標

8.労 働組 合の動 き

9.国 の経 済政策 、産業改 悟

IO.国 、 地方 自治体な どの中小企 業施

11.融 資制 度 ・機関

12.税 制

13.都 市 開発計 画、工 業団地計画 、道

路計 画

14.公 害 ・福 祉政策 ・法令な ど

t5.自 社の生産 ・販売実 績、在庫 額 な

どの デ ー タにつ いての記帳 ミ作成

16.人 材 情報

!7.倒 産等の 企i堂信用 情報

18.従 業 員の 教育 ・研修のや り方

経19.賃 金体 系や福 祉制度 などの策定

宮

管20.事 務 のOA化 ・合理 化

理

情21.工 場 のFA化 ・合理 化

鰻
22.生 産 、販売 、在庫 、配送 などにつ

いての 具体的 な管}里技法

23.従 業員の 採用、労 働力需給 な どの

雇 用関 連情報

24.仕 入 れ商品の需給 、相場 な どに関
す る情 報

25.下 請 け ・外注 先の情報 、...,

今A

c
県所

b
大
学

・
試
験

関
a
国

の
18
先
機
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一供機関の うち、ど こか ら人手 したい と考 えて いるで

↑榊艮人手希望先機関
● ・

β

、

→

ー

オ

d

市
町
村

e

商
・工

会

議

所

f

商
工
会

9

情1

報
セ

ン

タ

h

図
書
館

i

そ団
の体

他
経
済

v

■＼ρ.吟 ン → 「 A

・



`

●

'

》

■

(該当するものに○印をご記人下さい.)

＼
＼
＼ 人手先機関

情報領域 ＼
＼
＼

A今 後の情報人手希望先籏閲

a

国閲
の

出
先
機

b

大所

竺
試
験

C

県

d
市
町
村

e
商
工
会
議
所

f
商
工
会

9
情1

細

セ

ン

タ

h
図
書
館

i
そ団
の体
他
経
済

26.土 地相場、 土地利用 に関 す る情 報

27.企 業遷 宮者 の考 え方、経営 態度

28.情 報源の所在などに関する情報
(資料目録)

市
場
関

連
情
報

29.自 社製 品の 評判 ・動向

30.新 製 品、デザ インの動向

3い 流行 ・溝貝者 ニ ーズ

32.関 連 製品 ・商品の 市場動 向

33.関 連 製品 ・商品の相 場 、価格動 向

34.開 運 製品 ・商品の 需要予 測、見通

し

35.関 連 製品 ・商品の 取引条 件、販 売

経 路

36.チ ェー ン 化 、多 倍 化

37.市 場開拓の 手法

38.同 業者 の動向

39.市 場調査

技
術
開
運
情

報

40.生 産技 術に関 す る情 報

41.新 製 品開発

42.加 工 技術、製 造技術 の開 発 ・改 良

43.新 材料 ・素材 の開発 、利 用

44.設 備 ・機械 の改善 、導人 ら

45.特 許、技術尊 人 、技術 提携 `'F

46.海 外技術情報全般

47.資 源 ・1湖 ξ一 に関す る情報

48.公 害 に関 す る情報

企
業
関
連
外
88
情
銅

49.メ ーカー 、大 型店 などの 新規参 入

状況 ・勤向

50.企 業 の海外 進出 、海外 か らの参 入

・1

5し 事業多角:化、転廃業、新規開店
シc

52.企 業の集 団化 、!協業 化

言
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問4.異 事雲斎 において、必 要と考 えらhるtfiff1(n1要 な間 口)は 、どのよう.な情田 でしょうか.下 記 要領に従って記入して下さい.

(記 人要領)・

Aあ なたのMM所 で必要 と考え られ る情但を遊んで下さい.

B必 要 と考 えられ る情f印 こついて、 どのよ うな1追煩の苗田が必 要なの か選 んで下さい.

C必 要 と考え られ る情咀の うち、人手で ぎない苗田を選んで下ざい.

D必Mと 考 えられ るtfifilのうち、現在人手 している憤恨を選んで下さい.

E人 手 している情岨の うち、硯.吠でほぼ満足 しているものを選ん で下 さい.

F人 手 してい る情爾の人手方法を選んで下 さい.そ の他の頃合は、具体的に記人 して下さい.

Gl人 手 してい る情田の うち、かならy'し も満足 していないもの、不満のあ るものは 、その理由 を技当ずる事項か ら選んで下 さい.

与

(江3す るものにo印 ■ζ鵠人下さい.)

＼
＼
＼
＼ 質問昭臼

憎憎領岐 ＼
＼
＼
＼

A

必
要
ξ
弔
え
6
れ
る
憤
恨

8必 聾な情偲の日餌 C

必い
u情
と出
し
な
δ`
ら
人
手
で
3
な

D

▲q

佗
人
手

し
て
い
ろ

は

{u

ε

人い
早る
t匠も
帽の
の
う
ち

涌
足
し
て

F情 組人手万法 C陪 日入手の筒口4

ぷ
n

や
デ

1
,

考堪
え的
万姐
・為

作
成
方
法
な
ど
の
芯

w
門
川
la
.

ノ
ウ
ハ

ウ
,

1貞
法

他
社
の
貝
1`
的
な
事
柄

晒万

,日法
の《二
人口1

手ず
口口

所ほ
・川

人

手

所
磁
.

ラ

ジ
オ
.

デ
レ
ピ

図
書
館
・

口
内
富

塊
関
ほ
.

広
田
9

研
u
会
.

は
宕
会

電
話
・

西
口

そ
の
腹

k`

元
14

旧
る`
少
な
い

金田

・

世
界
的
t成
田
が
少
な
い

多厭

な

1蓬
田
``
i品

ら
れ
な

い

1撃
埴
な

1轟
《u
カ`

少
な
い

所

μな

旧
1唖
力`

少
な

い

1百口

口
が
少
な
い

↑口 、吊
り
1ヒに

さ く
れい
た

t百
川
あ`
な

く
,}

川
口
の
ぼ
o
江
島`
甑
い

筒
lu
人

手
二1
ス

ト
£↓
酉
い

欲 る
しで
い人

情事
}uで
カ1び

秘な
眠い
こ

ヨ…と
公が

属1あ

必て
婆い
な女
髭?い

1卜'
・

加

工
が
な

さ
れ

1・ 砲 φUl溺
「

2.∋ 徴の 冒ス肋r司

1。 ・品 ・.為o¶βi司

6‥.瓶 頴 、名工偲の"3・ 九二し

U
済

塗
全
日
伺
に
測

ず
る
情
98

5.海 外の工む白、U渓 袖r司・毘遠 し

6.佳 良ヨ勘、渦口a工10の 仙8

7.違 童仙南、伐鶏al工 祉に閲する一

荘抽向 、生、葡2口

8.芳 ●胡 きの仙8

ほ
ぼ
・

慕

濫
憎

相

9.1田 のU済;t1コ.硬 コみ蟹 ' 1

lo.①.建 万目か 口 ごの中小 企巳隠
田

1:.起 雲籾ば ・間間

12.{R類

ほ.諏 臨 免許鋪.エ ロ団㎏計繭、ぷ
閑打田

【4.公書 ・福～まa巴 ・法文など 一

15.8辻 の生湿 ・顧る名蹟.覆 工14な

と¢デー タについτの記幡.σ 碇

ほ.人 材悟但

17.罰 遺事o全 文 揖馬湿田
.一

18.☆ 二日の`皇宮 ・a口 のやり万

19.賃 主体踊や}二社間度など⑲亀定
一 一 一

20.字 提のOAIヒ ・盲理iヒ
● 一●

n
冨
管
理
笛
椴

,

霧12...。,A化.倉 馴 ヒ
`引

1

22.工 ⊂、`兎.看 …富.£ 退などにつ
いての旦ば的な曽尾筒法

..一.

.

23.径 窟畠のは用、芳自力竃器などの
辰用1蜀■5把

、

24.比 人孔商品o這 胎、用場などに鍋

ずる情出

.

25.下 巳`7・ 外注茂O傭1罎
F

びこ主砲現場.土 壇`4用 に勺 ず引 酬口 .

罰.金,U宮 ●の考 え万、U玄 態搬
,

28.泊 帽鴻の所在などに罰丁る情槌

《2胴 目a}
.

,

レ

、

●

鴫

次ベージに日く
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(5ヨ アるものCOMモ ご2人 下さい・)

＼
＼
＼
＼ 質問:"

情田領域 ＼
＼
＼
＼

A

必
口
と
考
え
ら
n
る
憎
但

9必 ロな情田のぼ語 C

必い
翼情
と但
し
な
が
ら
人
手
で
8
な

D

現
在
人
手
し
て
い
る
憤
恨

E

人い
手る
情も
恨の
の
う
ち

…
足
し
て

F惰 帽人手万法 G情 田人手の周題4

賃
洞
や

デ
|
タ

考嬉
え百
万姐
・識

ゆ
成
方
法
な
ど
の
`

耳
門
u
亮

ン
ウ
ハ

?
ほ
}去

他
社
の
A
体
的
㊧
事
歯

惰力
衙去
のに
人員
手f
鳴る
所情
・婚
人
手

断
簡
・

ラ
ジ

{
予
レ
ピ

田
百
日
・

資
肉
置

間
口
鵠
・

正
帽
控

硯
協
会
・

ぼ
冒
会

電
話

壷
口

モ
の

匝

地
元
情
帽
が
少
な
い

全
国
.
世
界
的
情
田
が
少
な
い

多傷

.な
情
田
が
侮
ら
れ
な
い

謬
日
な
描
出
が
少
な
い

斯
9
な
値幅

が
少
な
い

情
田
屋
が
少
な
い

体炉系
り
化に
8く
れい
た
情
田
が
な
く
分

情
田
の
侮
日
筐
が
低
い

憎
爾
人
手
コ
ス
ト
が
高
い

塗 る
しで
い人
情学
帽で
が自
的な
匿い
こ
素と
公が
間あ

必て
震い
なな
江い
計

ふ
工
が
な
さ
れ

圏.自 社良品の評判 ・鮎向 ・

』.踊 製品、デザインのU向

31.濫 行、酒田書ニーズ

后.閲"品.賊 の問 鯛
市
場
間
道
情
田

33.阻 退聖轟 ・商品の帽唱、田幡日向

34.閲 辺臼轟 ・商品の有■子泡、見通
し

35.聞 違u品 ・商品の取引条件.頃 亮

u烏

38.チ ェーン化 、多ロ1ヒ'
」

訂.■ 場開悟の手漉
.

28.周2● 弍冶r司

39.宿 題円葦 1
40.雲 竜ば頃に田下 る情田 :

4|.額 田品目角

盾 ∫

馴迩
.

4φ

ぼ142.蓬1二 ば逼、臼遺∫R斎の間 亮・改良
・

43.頚 材烏 ・宕ぱの聞角、糾用

惰1".股 間 ・但ぼの酋●、扉 λ
. 1
45.特 許、掻斎導入、摸術貫頂 ! 1

46.両 界ぼ術情句合娃 i

47.賃 迎 ・8u`・ に諾する情砲
」

岨.公 書に=下 る燗田
・

淘1

這1
外1

情:
帽1

途}49.メ ーカー.穴 田居 などの頗口書人
‡1状 況 ・鮎伺

口.全2の 渇外這出、国外からの書人

部15`.3泡 多㊥ ヒ、転貝田、原理出口
「

ε2.全3の 田田化.巳 珪化
r

.

7

・

ご章見:ご 宿題等があ リヨしkら 目臼にお書8下 さい.
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[コ ロコ
資料2

情報提供の在 り方に関する
アンケー ト調査票

、

本

本調査のご回答は、昭和61年12月24日 までに、ご返送下さいますようお願い致 します。

1.太 い線で囲んだ枠内が、ご記入欄です。'
2.黒 インクまたは黒ボールペンで、ご記入下さい.
3.記 入欄には、数字または具体的内容を記入 していただくものがありますので、
ご記入にあたっては、お間違いのないようお願いいたします.
4.記 入する数字は、すべて1,2,3の ように算用数字を使用 してください.
なお、単位未満は四捨五入して ください。

5.記 入にあたっては、事業所単位として下さい。
6.こ のアンケー ト調査の回答内容については、個別に公表することはありません.

問い合わせ先 四国通商産業局 総務部調査課
情報管理室

1已0878-31-3141～7

貴機関の概要

機関名

所在地

記入者 部課名 氏名 旭

6
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夢

1.情 報提供活動の現状及び今後の計画

貴機関が現在行っている情報提供活動の現状及び今後の
計画についてお尋ねします。

(1)現 在、どのような情報提供活動を行っていますか.
下記の選択肢の申から代表的なものを」L2ま で選んで、
重点度の高い順に番号を記入して下 さい。

1.機 関 誌、広報誌の発行

2。 パ ンフレッ トの配布

3.講 習 会、研修会、 セミナーの開催

4.ビ デ オテープ、映画等 の作成 貸出

5.プ レス発表

6.相 談室 の設置

7.指 導 員等の派遣

8.電 話 によ る個別相談

9.資 料 の閲覧

10.デ ー タベース検索 の代行

11.そ の他()

(2)現 在、行っている情報提供活動の頻度はどうですか。
前聞(1)で 選んだ情報提供活動ごとに、その頻度を下記選
択肢の中から⊥2選 んで番号を記入 して下さい。

定 期 不 定 期

1.毎 日 6.た び たび

2.毎 週 7.ま れ に

3.毎 月

4.毎 四 半期

5.毎 年

高い順 →

(3)現 在、どのような地域に情報を提供していますか。
下記選択肢の中から」仁2ま で選んで番号を記入して下さV.

1.四 国 地域 内

2.首 都 圏

3.近 畿 圏

4.そ の他の地域(国 内)

5.海 外

(4)今 後、特に重点を置きたい情報提供活動はなんですか。
前聞(1)の 情報提供活動一覧の申から』二2まで選んで番
号を記入 して下さい。

口

[[口
(5)今 後、重点的に情報を提供していきたい地域はどこですか。
前問(3)の 地域一覧の中から」L2ま で選んで番号を観入 して下さい。

口
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(6)今 後、情報提供活動を展開するために、新たに計画がありましたら、下欄にご自由
に記入 して下 さい。

1

. `

b

、

吟

■
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2.提 供情報分野

下記にあげてある情報分野は、・洗 般、民間機関等を対象に実施 した 「四国地域の情報
提供体系整備に関するニーズ調査」の結果、比較的ニーズの高かったものを、ニーズの
高い順に並べたものです。
ついては、 これ らの情報分野について、貴機関の情報提供の現状及び今後の計画につ
いてお尋ねします.例:(そ の他経済団体)

■

4

1.所属業界、産業界の動き、見通 し資料目録
2.同業者の動向
3.企業経営者の考え方、経営態度
4.今後の景気動向
5.金融為替動向
6.関連製品、商品の需要見通し
7.教育、研修のやり方

8.関連製品、商品の市場動向
9.倒産等の企業信用情報.
10.関 連製品、商品の相場、価格動向

■

■

(1)現 在、どのような分野の情報を提供していますか.
上記の情報分野一覧の中から、提供しているものをS:■L
まで選んで番号を記入 して下さい.

(2)提 供の頻度はどうですか。
前間(1)で 選んだ提供情報分野ごとに、その頻度を下記選
択肢の中から⊥2選 んで番号を記入 して下さい。

定 期1不 定 期

1.毎 日 6.た び たび

2.毎 週 7.ま れ に

3.毎 月

4.毎 四 半期

5.毎 年

(3)現 在、どのような種類の情報を提供していますか。
前聞(1)で 選んだ提供情報分野ごとに、その種類を下記選
択肢の中から⊥2選 んで番号を記入して下さい。

1.資 料 やデータ

2.考 え方 ・作成方法等の基礎的知織

3.専 門 知識 ・ノウハ ウ ・技法

4.他 社 の具体 的事例

5.情 報 の入手 場所 ・入手方法に関する情報

(4)現 在、どのような方法で情報を提供していますか。
前聞(1)で 選んだ提供情報分野ごとに、その方法を下記選
択肢の中から⊥2選 んで番号を記入して下さい.

L新 聞 ・ラ ジ オ ・テ レ ビ

2.図 書 館 ・資 料 室

3.機 関 紙 ・広 報 誌

4.研 修 会 ・講 習 会
'5
.電 話 ・面 談

6.オ ン ラ イ ン ・ネ ッ トワ ー ク
'卜7
.'その 他( )
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3.情 報 の相互利用

今後、情報提供活動の充実を図るためには、情報提供機関の間
で情報の相互利用を図るなど、情報流通を活性化することが必要
であると考えております。
ついては、貴機関が他の情報提供機関から入手している情報の

現状及び今後の計画 ・希望についてお尋ねします.

(1)現 在利用している機関はどこですか.
現在利用 している機関が、四国地域内の場合は、下記の機
関一覧の中から主2ま で選んでその番号を、また、四国地域
外の場合は、番号'且'を それぞれの記入して欄に記入 して
下さい。

α1
民
間
機
関

公
的
機
関

乱

そ
の
他
経
済
団
体

&
図
書
館

τ
情
報

セ
ン
タ
ー

&
商

工
会

5
商

工
会
議
所

4
市
町
村

a
県
2
大
学

・
試
験
所

L
国

の
出
先
機
関

(2)利 用 している頻度はどうですか.
前聞(Dで 選択した機関ごとに、下記の選択肢の中から該当
するものを⊥2選 んで番号を記入 して下さい・

四国
四国地域内 地域外

定期 不定期

1.毎,r・ 6.た び たび

2.毎 週 7.ま れ に

3.毎 月

4.毎 四 半期

5.毎 年6

(3)現 在、利用している機関の満足度はどうですか。
前田q)で 選択した機関ごとに、下記の選択肢の中から該当
するものを⊥二2選んで番号を記入 して下さい。

1.満 足 してい る

2.や や満足 してい る

3.や や不満で ある

4。不満である'

5.ど ち らと も言え ない

(4) 入手した情報を、主にどのように活用していますか。
前聞(Dで 選択 した機関ごとに、下記の選択肢の申か ら該当'
するものを⊥二2選んで番号を記入して下さい.
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(5)今 後、特に情報を入手 したい と希望する機関はどこですか。

特に情報を入手 したいと希望する機関が、四国地域内
の場合は、下記の機関一覧の中から.91二2まで選んでその
番号を、また、四国地域外の場合は、番号'U'を それ
ぞれの記入して欄に記入 して下さい。

ひ1
民
間
機
関

公
的
機
関

乱

そ
の
他
経
済

団
体

a
図
書
館

乳
情
報

セ
ン
タ
ー

&
商
工
会

a
商
工
会
議
所

4
市
町
村

3
県
a
大
学

・
試
験

所

L
国

の
出
先
機

関

(6)今 後、入手したい情報の分野は何ですか。

前聞(5)で 選択した機関ごとに、下龍の情報一覧の中か
ら該当するものを」L2ま で選んで番号を記入 して下さい。

四国地域内 四国
「_地 域外

口

情報区分一覧表

番号{情 報 分 野 番号1情 報 分 野

経
済
社
会
勤
向

11国 内の経済8`燗

市

場

関

連

2a土 地相場,利 用に関する情報
2今 後の景気動向 271企業経営者の考え方,経 営鑓貯
3金 融為替動向 ・2a資 料 目録

4所 属業界,産 業界の動き,見 通し 29自 社製品の評判.動 向
5海 外 の政 治,経 済動 向,見 通 し 3q新 製品,デ ザ イ ンの動 向

θ住民運動,消 費者通勤の動き 3il流 行,消 費者 ニー ズ
71資金動向,従 業員福祉の動向,生 活指標

一珈 関連
製品,商 品の市場動向

8労 働組合の動き 詔 関連製品,商 品の相場百 雁勤向

施
策
制
度

341関連璽品,商 品の需要見通し1
謬 §離鵠 灘 策' 35関 連製品,商 品の取引条件,販 売経路
1融 資制度,機 関 36 チ ェー ン化,多 店 化
2税 制 37 市場開拓の手法
3都 市開発,工 業団地,道 路計画 3ε同業者の動向
4公 害,福 祉,法 令 な ど 39

経

営

管

理

生産,販 売,在 庫等の記帳

技

術

関

連

企
婁
関
連

40 當 蕩。関す。1欄
.6人 材 4 新製品開発
7倒 産等の金葉信用情報 42

438教 育,研 修のやり方
加工技術,製 一 関嚢=互 用
新材料,素材あ関1恵一罰1用

19賃 金体系,福 祉制度などの施策 44

45
46

設備,機 晒 喜二耳人
20事 務 のOA化,合 理 化 4き百 術⌒ 葡提供
21工 場 のFA化,合 理 化 海π技術情報全般
22生 産,販 売,在 庫,配 送 等 の管 理 技 法 47 資 源,1川 一{青報
23}嗣 関連情報 48

49
50

51

公害に関する情報
24仕 入れ商品需給.相 場情報 メーか大型蔽 ～5新規蓼天動向

2下 間百 涯先の情報 企業あ海外遜田二丁清亮からの参人
事3ξ珊'一 往腰 一所}又聞店
5a企 業礪 団]E－ 協業化

一407一



4.拠 点機関

今後、情報提供活動を活性化 し、情報流通の交通整理をするため
には、既存機関の拡充 ・強化を行うか、新たに、情 報提供の核 とな

;繁 繁 ㌶ 享1情轍 通の拠点と刷 関の設置秘 要で
ついては、情報提供の拠点機関設置について、下記の選択肢の申
から該当ずるものを⊥2選 んで番号を記入して下さい。

1.新 たな拠点機関を設置する必要がある
2.;既 存機関の中から核となる機関を育成する
3.組 織的には、現在のままで十分である
4.わ からない

1:

5.所 在源情報

情報の所在源情報(資 料目録等)に ついては、現在、公的機関
を中心に各機関で作成されておりますが、情報分類を始めとして、
その作成方法の統一が十分とれていない現状にあると思われ、統
一的な所在源情報の整備が今後の課題であると考えております

.
ついては、所在源情報作成の現状及び今後の計画についてお尋
ねします.

パD;蜘 関 では、情報の所在源情報(資 料 目録等)を 作成 して

liif....,.いますか。Lまた、今後 の計画はありますか。

!三 冠 礫 浮 の中から該当するものを⊥鎚 んで番号を記

1.作 成 している
2.作 成の計画がある
3.現 在作成しておらず、今後の計画もない

(2)所 在源情報(資 料目録等).・は、十分役に立っていますか.
また、役に立つとお考えですか。
下記の選択肢の中から該当するものを⊥2選 んで番号を記入
して下さい.

1.十 分役に立 っている。また、役に立つと考えている
2.作 成に要する労力の割には役に立たない
3.情 報分類の標準化等、改善を加えれば役に立つ
4.作 成の意味がない

一408一
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却

(3)前 聞(1)で 「1.作成している」、 「2.作成の計画がある」と
回答された方にお尋ねします。
情報分類等各種の標準化は、どのように行ったらよいとお
考えですか。
下記の選択肢の中から該当するものを⊥2選 んで番号を記入
して下さい.

1.各 機関内で統一されていれば十分である。
2.各 機関合意の上で統一的な標準化が必要である
3.標 準化の必要はない 口

`

御多忙中、貴重な時間をさいていただき、誠にありがとうございました。

,

なお、終わりにこれまでの質問を含めて、ご意見等がありましたら下欄にご自由に記入
して下さい。

ら

一409一
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1.調 査研究の概要

Ll調 査 目 的

九州 における地場産業(主 として地元の資本,技 術,労 働 力,原 材料等を活用 し,一 定の地域に

集 積 してい る中小企業群)は,関 東,京 阪神な どの大消費地か ら遠 いとい う地理的要 因に加え て,

地 場産業の構造 的特徴である零細性によって情報機 能や流通機能の脆弱性が指摘され ている。 この

ため,こ れ らの地場産 業の製品,い わゆ る地場産品は,そ の知名度の低 さや,消 費者 ニーズ等の把

"'握 の 困難性等の種 々の要 因に より
,他 の産地 ブラン ドで消費者の手に渡るという場合が多 いのが現

・状である。

一=・fi,最 近 におけるINS(高 度 情報通信 システ ム)等 の情報通信網の進歩、並びに ビデオテ ック

・スや
,CATV等 の ニ ューメデ ィアの発達には 目覚 ま しveも・のがあb,こ れ らを利用する ことに よ

らて,地 理的制約を克服 して,消 費者 ニーズ等の 情報が迅速かつ的確に把握できる状況にな りつつ

'あ る。

`本 調査は この よ うな状況を踏まえて
,地 場産品 の産地 ブラン ドを確立 し,地 域中小企業 の活性化

を図るために,オ ンライン ・ネットワーク化 による情報流通 システムの ビジ ョンを作成 し,そ の形成 の

具体的方策 について研究することを目的 とした ものである。

亀

1.2実 施 計

(1)昭 和59年 度

② 昭和61年 度

画

生産者及び消費者の地場産 品や ニュー メデ ィア等についての意識調査 を中心 と

した基礎調査

基礎調査の結果を踏まえ,シ ステム形成に係る具体的方策の検討等の応 用調査

及び オンライン・ネットワークによる情報流通 シス テムの ビジョン作成。

噺

・1.3推 進 体 制

次の機関で構成す る 「地場産品ブランド確立のためのオンライン情報流通委員会」を設置し,実

施した。

(1)昭 和59年 度 九州大学

財団法人九州流通システム協会

財団法人久留米地域地場産業振興 センター

財団法人日田 ・玖珠地域産業振興センター

財団法人情報処理振興事業協会

九州沖縄 ケーブルテレビ協議会

日本電信電話公社九州電気通信局

福岡通商産業局

一412一



② 昭和61年 財団法人九州流通システム協会

財団法人久留米地域地場産業振興センター

財団法人 日田 ・玖珠地域産業振興センター

社団法人情報サービス産業協会

九州沖縄ケーブルテレビ協議会

日本電信電話株式会社

福岡通商産業局

■

▼

`

一413一



2.調 査 結果

2.1昭 和59年 度 調 査 結 果 の 概 要

昭和59年 度 は,基 礎的 な資料を整え るとい う観点か ら,消 費者及び地場産業(生 産者)の 地場

産品や ニューメデ ィア等 に関す る意識や知名度 を中心 に調査を実施 した。

消費者に対す る調査では,「 地場産 品」 とい う言葉その ものの知名度はか なり高 く,地 場産品を

購入す る際は価 格 よりも,品 質やデザインを重視 し,ま た企業 ブラン ドよりも産地ブ ラン ドを重視

する傾向が 表れている。

さ らに,地 場産 品の購入の際 のテ レビショッピングの利用については,「 利用 した くない」 と 「

関心がない」を合 わせ ると半数を超えてお り,「 利用 した くない」最大 の理由は,「 実物を見ない

と買 う気が しな い」 とな っている。

また,テ レビショッピン グを利用するに して も,比 較比低 価格のもの に集 中 しているということ

がで きる。 地場産品の品 目別の知名度については,最 高が 「久留米耕」の92.4%,最 低 が 「日田

の清酒」の16.1%と か なりのバ ラツキが見 られ た。一方,ビ デオテ ックスやCATV等 の双方 向通

信の利用については,約 半数が 「利用す る」 と回答 した一方,「 わか らない」 も44%あ り,ニ ュ

ーメデ ィアに対する関心 は高 くて も,そ の具体的内容 につい ては,良 くわか らないとい うのが実態

ではないか と考 えられる。生産者に対 しては,主 として,情 報 ニーズに関する調査を実 施 したが,

製品開発や消費動向の情報ニーズが高 く,ま た,新 商品開発に おけるデザイ ンの重要性の認識の表

れなど,「 売れ る商品」の開発 に積極的姿勢が うかがわれた。一方,情 報提供機 関の利用 にっいて

も積極的で,先 端技術の導入やベンチャー ビジネスの育成 に関する情報 にも高い関心が見 られた。

しかしなが ら,主 として人材不足 を理由に入手 した情報の処理体制 は必ずしも十分であるとは言えず,

情 報機器 もある程度は普及 しっつあるものの,そ の高度利用が図 られてい るとは言 い難 い。

このような状況にあって,オ ンライン・ネットワーク化 によって地場産品のブラン ドの確 立を図 る

ために,産 地全 体の長期的 戦略のも とで,情 報化の コンセンサス を形成 し,情 報処理 体制 の確立を

図 ることが重要な課題で あると言え る。

ぴ

■

,

表1-1地 場 産品 とveう 言 葉の知名度

(単 位:人)
亀

知 って い た 知 らなか った そ の 他 '合 計

福 岡 168 46 2 216

東 京 67 31 2 100

合 計 235 77 4 316
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表1-2地 場産品購入の際に重視する点

(単 位:%)

産地 ブランド 企業ブランド 価 格 デザ イン等 品 質 そ り 他

家 具 6.9 3.4 25.3 29.2 35.2 0

陶磁器 204 5.2 18.7 36.4 18.9 0.4

織 物 143 4β
'
23.9 29.4 27.0 0.6

工芸品 22.7 1.7 16.4 37.4 20.8 1.0

■
%膠 産 地ブ ラン ド

01020304050・60708090100肇 謹 企 業ブ ラン ド

・・騰 霧 誓誓到㎜卿

陶磁器

自 価格
∈ヨ デザイン等

皿].品質
区]そ の他

竺・獲 誓ヨ㎜㎜
工芸品

吟

表1-3地 場 産品の テレビシ ョッピングに よる購入

、

(単 位:人)

利用したい 利用した くない 関心がない そ の 他' 合 計

福 岡 63 36 108 9 216

東 京 54 13 25 8 100

合 計 117 49.
'133 17 316

,D

t

直

17
.」.、≠
・1・宕:

癬 羅ii蟻 .■,

■.`㌔ ::':
'1旦 ば

万i嫌 嫌 嫌iii
117r

e購 麟i'合 ・8†

1

、…謹 …ll・由.家ぶ 漆

'＼

A⊂ ヨ綱 した い ,37.OX
B【 亜 利用 した くな い15.5Z

C囲 到 関心 が な い ・42.1駕

D函 そ の 他 ソ
.5.4Z'
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E

2

B

-

～18 .8%A区ヨ 品質,サイズ等が明確に把握できない

B囚 使用方 法,保 守方法 な どがよ くわからない ～1.2%

C圏 価格 と品質等の比較が十分にで きない'D[コ 実物 を見な
い と買 う気が しない

EiZZ21そ の他

/

～15 .3%
～62 .4%
～2 .4%

図1-1地 場 産品購入にテレビシ ョッピングを利用 した くない理由

(単 位:%)

100

80

60

40

20

0

(%}

福 岡 東 京

表1-4地 場産品知名度

久 留米耕

八 女茶

大 川家具

筑 後花 ござ

八女 堤灯

らんたい漆器

日田下駄

吉 四六債

.八女石燈 籠

八女和紙

小 鹿 田焼

日田家具

鍋 島 だんつ う

八 女福島仏壇

"

日

別

2

50

刀

川

Ω

田

09

"

"

田

田

9

9

9

7

7

7

5

5

5

5

4

3

3

4

一 の類焼
343

一
、

八女竹細工 29.2
一

一 筑 後 のごま焼酎 15.7 3
..

.、 B田 の焼酎 20.4 1
一
一

一 日田の清酒 19.41
「「

～

一
一 一

一 ,

一 一 一

ii 丁
.

一

,.

、

ii
ii
.i

… ] in,

O

O

O

⑩

0

"
O

O

O

O
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●

2.2昭 和61年 度 調 査 結 果

昭和61年 度 は,59年 度uateけ る基礎調査の結果 を踏まえ,地 場産業の流通面等 における実態及

びオンライン・ネットワークの現状並 びに地場産 業に係る行政の取組み状況等を把握 して,「 地場産

品 ブラン ド確立のためのオ ンライン情報流通システム」の あり方を探 るために,次 に掲げる応用調

査 を実施 した。

① 地場産品の販売 ・流通面 等に …bける具体的問題点

② 企業 と消費者 とのネッ トワークの現状

③ キ・ヤプテンシス テ ムに よる情報提供の実施研 究

④ 地場産 業振興行政の状況

そ の調査結果は,以 下の とおりで ある。

`

吟

`

2.2.1地 場 産品の販売流通状況 及び問題点

地場産 品ブラ ン ドを確立 し,地 場産業の活性化を図るための 「オンライン情報流通 シス テム」

のあり方 を考え るに当た っては,地 場産 業における販 売 ・流通面等の現状及び問題点を具体的に

把握す る必要が ある。

よって,当 委員 会では地場企業(メ ーカー)に 対 し次のアンケー ト調査等 を実施 して,そ の具

体的問題 点を探ることとした。

(1)調 査 の 概 要

・ 調 査 方 式

●

●

●

域

期

数

数

率

態

地

時

象

収

収

象

査

対

調

対

回

回

企

郵送に よるアンケー ト方式

(ま た,調 査結果 をもとにヒヤ リングに より補足 した。)

久留米地域 及び 日田地域

昭和62年1月

124企 業

95企 業

76.6%

① 業 形

・ 企 業形態については
,「 株式会社」が46.3%(44企 業)で 最も多 く,こ れ に 「有 限

会社」 ・「合資会社」 ・「合名会社」を加えると,法 人企業が 全体の62.2%と な って い

る。

・ 一方,「 個人企業」 も33.7%(32企 業)と 比 較的に多wo。

企業形態 回答数 回答率 企業形態 回答数 回答率

株式会社 44 46.3 合名会社 3 3.2

有限会社 7 7.4 個 人 32 33.7

合資会社 5 5.3 その弛 4 4.2

r

計 95 100驚

一417一



② 資 本 金

・ 資本金 について は,「500万 円未満」が36 .9%(31企 業)で 最 も多 く,次 に 「5

0 .0～1,000万 円未満」が22.6%(19企 業)と な っている。

・ また ,「 資本金規模で中小企業」 とな る1億 円未満 の企業が全体の96.4%を 占めてい

る。

資本金 回答数 回答率 資本金 回答数 回答率

500万 円
未満

31 36.9 5000万 円～
1億 円未満

7 8.3

500～1000

万 円未満

19 22.6 1億 円以上 3 3.6

1000～5000

万円未 満

24 28.6
針 84 100駕

③ 年 間 生 産 額 、 『.'

・ 年 間生産額にっ いては,製 品の種類に よって大きな開きが あり,一 概 に比較で きないと

思われる』が,最 も多かった のは 「3億 円以上」38.9%(37企 業).,次 に 「1～3億 円

未満」23.2%(22企 業)で あり,比 較的に出荷額の高い企業が 多くなっている。

・ 一方,「1 ,000万 円未満」 と 「1,000～2,500万 円未満〕を合わせ ると,23.2

%(22企 業)と 少な くな く,全 体的 にバラツキをみせ ている。

年間出荷額 回答数 回答率 年間出荷額 回答数 回答率

1000万 円

未 満 ・

11 11.6 5000万 円～
1億 円未満

8 8.4

1000～2500

万 円未満

11 11.6 1～3
億 円未満

22 23.2

2500～5000

万 円未満

6 6.3 3億 円
以上 37 38.9

計 95 100駕

④ 主 た る 製 品"

・ 主たる製品については ,「 工芸 品」が31.6%(30企 業)で 最 も多 く,次 に 「食料 品」

が20.0%(19企 業),「 酒類」が15.8%'(15企 業),「 家具」が14.7%(14

企 業)と ほぼ 同率 であるが,「 陶磁器」5.3%(5企 業)と 「織物」10。5%(10企 業)

は 少なくなっている。

・ なお
,工 芸品の内訳をみると多種 多様 となっている。

ξ

主要製品 回答数 回答率 主要製品 回答数 回答率

酒 類 15 15.8 家 具 14 14.7

■

食料品 19 20.0 工 芸品 . 30 31.6

陶磁器 5 .'5.3 その他' 2 2.1

織 物 10 10.5 計 95 100毘
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⑤ 主たる生産形態

・ 主たる生産形態 につ いては ,「 見込生産」が73.7%(70企 業)で 最 も多い。

・ これに対 して
,「 受注生産」が24.2%(23企 業)と なっている。

4

生産形態 回答数 回答率 生産形態 回答数 回答率.

見込生産 70 73.7 下請生産 2 2.1

受注生産 23 24.2 その他 0 0.0

計 95 100毘

令

② 広 告 ・-宣 伝

① 広告 ・宣伝の実施主体

・ 実施主体については
,「 自企業 」が64.2%(61企 業)で 最も多 く6割 を超えている。

・ 次に
,「 組合」が13.7%(13企 業),「 問 屋」 が10.5%(10企 業)と 近似 して

い るが,こ れ以外はveず れ も7%未 満 とかな り少なve。

速

ワ

実施主体 回答数 回答率 実施主体 回答数 回答率

自企業 61 64.2 小売業者 2 2.1

組 合 13 13.7 不 明 3 3.2

問 屋 10 10.5 その他 6 6.3'

計 95 100駕

② 広告 ・宣伝の主た る方法

・ 主たる方法について は,「 テレビ ・ラジオ ・一般新聞 ・一般 雑誌」及 び 「物産展 ・見本

市」 がいずれ も274%(26企 業)で 最 も多 く,両 方合わせ ると54.8%を 占めてveる 。

・ なお,ヒ アリング調査 によれば,新 聞は地方紙の利用が 多い ようである。ロ
・ 一 方 ,「 カ タ ロ グ 」ざ6.8%(16企 業)及 び 「業 界 紙(誌)・ 専 門 紙(誌)」15,8

%(15企 業)も 少 な'く な い が,'「 ニ ュ ー メデ ィ アの 利 用 」 は1i.1%(1企 業)と 極 め て

少 な い 。 ・
4

宣伝方法 回答数 回答率 宣伝方法 回答数 回答率

テ レビ等 26 27.4 ニュづ ディア 1 1.1

業界紙等 .15 15.8 1不 明 2 2.1

物産展等 26 27.4 その他 9 9.5

カタログ 16 16.8 計 95 100駕
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③ 広告 ・宣伝 の主 たる対象地域 ・

・ 主た る対象地域につい ては,「 全国」が30.9%(29企 業)と 最も多く,全 体の%を

占めている。

・ なお,ヒ ヤ リング調査に よれば,こ の 「全国」へ の宣伝は 取引先である主要都 市の問屋

が 小売店 に対 し行 ってらるケースが多 く,産 地企業が消費者 に対 し,直 接に実施 している

ものは少ない ようで ある。

・ また,「 県 内」が2 .8.7%(2・7企 業),・ 「九州地域内⊥が21.3%(20企 業)で あ

り,両 方で50%(47企 業)に も達 してお り,今 後 対象地域の拡大が望 まれ るところ

で ある。

十

ひ

対象地域 回答数 回答率 対象地域 回答数 回答率

県 内 27 28.7 東北北海道 0 0.0

九州地域内 20 2L3 全 国 29 30.9

中国 ・四国 0 0.0 不 明 4 413

近 畿 ・中部 4 4.3 その他 6 6.4'

関信越 4 4.3 計 94 ・100駕

'

④ 広告・宣伝の効果 '

・ 効果 については,、 「ま あ、まあである」が43.2%(41企 業)で 最 も多veが,こ れは経

費対効果の点が らみた ものであ り,現 状か らして十分 とは言 いがた い。

・ また,「 効果が小さい」が22.1%(21企 業)と 次に多 く,「 効果 が大 きい」は9.5

%(9企 業)と かな り少なve。 よ って,広 告 ・宣伝 のあb方 につveて も検討 を要するもの

と思 われる。,

、

宣伝効果 回答数 回答率 宣伝効果 回答数 回答率

大きい 9 9.5 な い 3 3.2

まあまあ ,・

41 43.2 不 明 16 16.8

小さい 21 22.1 その他 5 5.3

計 95 100ズ
b

血

●

(3)問 屋 と の 取 引 状 況

① 主 た る 販 売 方 法
、1,、 ・

・ 主 た る販 売 方 法 に っ い て は
,「 問 屋 」 が58.9%(56企 業)で 最 も 多 く,次 に 「直 販 」

が23.2%(22企 業)と な っ てveる 。
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・ また,「 直卸」 も12.6%(12企 業)と それ程 少なくないが,「 通信販売」は皆無で

ある。

販売方法 回答数
1
回答率 販売方法 回答数 回答率:

問 屋 56 58.9 カタ ログ 0 0.0

直 卸 12 12.6 ニュづ 右ア 0 0.0

直 販 22 23.2 その他 2 2.1

注 文 3 3.2 計 95 100冤

匂

▲

▼

② 問屋 に卸す主た る理由

・ この主た る理由については
,「 昔か ら取引 しているから」 と 「他 より販路が大きい」が,

veず れ も27.8%(20企 業)と 同率で最 も多 くなっている。

・ また
,「 他 の販路 と併用して単に販路 をひろげ るため」も23.6%(17・ 企 業)で 多 く

な っているが,「 他 より危険性が 少ない」は9.7%(7企 業)と かな り少ない。

・ なお,ヒ ヤ リング調査に よれば,問 屋へ卸す場合 の メリットと しては,「 広い地域 をカ

バーで きる」,「 量 がさばける」
,「 販売経費が軽 くなる」が上 がってお り,逆 にデ メリ

ッ トとしては 「消費者 との接触が間接的にな る」,「 返品がある」,「 価格 が押さえ られ

る」が上げ られ てい る。

主な理由 回答数 回答率 主な理由 回答数 回答車

首からの取引 20 27.8 他と併用 17 23.6

他に販路なし 7 9.7 不 明 1 1.4

他より安全 7 9.7 その他 0 0.0

他より販路大 20 27.8 計 72 100駕

●

・

③ 問屋への卸価格

・ この卸価 格につveて は,「 やや安い」が46.7%(35企 業)で 最 も多 く,次 に 「適正

である」 も40.0%(30企 業)と 高い率 を示 して いる。

・ また ,「 か な り安い」は10.7%(8企 業)に なっており,全 体的にみる と若干の価 格

のア ップが望まれてい るようである。

・ なお
,ヒ ア リング調査によれば,問 屋への卸価格 の設定について は問屋が主導 権をもっ

てお り,ま た大量販売及び競争等とい う理由で卸価 格の上昇は期待 できない とい う回答が

多い。
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卸価格 回答数 回答率 卸価格 回答数 回答 率・

適 正 30 40.0 不 明 2 2.6

やや安い 35 46.7 その他 0 0.0

かなり安い 8 10.7 計 ・75 100駕

予 ・

④ 問屋のマー ジン

・ 問屋の マー ジ7に ついては,「 適正 である」が60.3%(41企 業)で 最 も多 く,6割

に も達 してい る;

・ 次に,「 やや多wo」 が22.1%(15企 業)で あるが,「 か なり多い」は僅か5.9%(

』4企 業)で あり
,そ れ程の問 題はない と考え ているよ うである。

・ なお,ヒ ア リング調査によれば,問 屋のマー ジンも 「価格競争が激 しいため伸びない」

とい う傾向の ようで ある。

問屋 のマーカ 回答数 回答率 問屋 のマージン 回答数 回答率

適 正 41 60.3 不 明 8 11.1

やや多い 15 22.1 その他 0 0.0

F

かなり多い 4 5.9 計 68 100駕

・●

`

⑤ 問屋の手形サイ ト 、

・ 問屋手形 サイ トについては,「 やや長い」が45.3%(34企 業)で 最も多 く,次 に 「

適正 で ある]一が41、3%(31企 業)と 近似 してveる 。

・ また ,「 かなり長い」は12.0%(9企 業)と なってお り,総 じて若干の手形サイ トの

改善が望まれているよ うである。

・ なお
,セ ア リング調査に よれば,こ の手形サ イ トは 「今後 も好転する気配は見 られない」

とい う回答が 多い。

▼

手形サイト 回答数 回答率 手形サイト 回答数 回答率

適 正 ・・ 31 41.3 不 明 1 1.4

やや長い 34 45.3 その他 0 0.0

かなり長い 9 12.0 計 75 100叱

、
季

⑥ 資 金 繰 り

・ 資金繰 りにつ いては,「 やや苦しい」が42.1%(40企 業)で 最 も多 く,次woで 「適

正で ある」が41.1%(39企 業)と ほぼ 同率 である。
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乙

・ また,「 か な り苦 しい」は13 .7%(13企 業)で あり,全 体的には,必 ず しも良好で

あるとは言い難い。

・ なお,ヒ ア リング調査 によれば,今 後の資金繰 りは 「現状維持」又は,「 悪化傾向」 と

い う回答が多く,そ の改善策 としては 「企業 努力によるコス トダ ウン」及び 「秀品製作」

等が上が っている。

資金繰り 回答数 回答率 資金繰り 回答数 回答率

適 正 39 ・41
.1 不 明 1 1.1

やや苦しい 40 42.1 その他 2 2.1

かなり苦しい 13 13.7 計 95 100驚

喜

∀

⑦ 今 後主に したい販売方法

'主 に したい販売方法 につ いては
,「 問屋」が32.6%(31企 業)で 最 も多 く,次 に .「

直販」が25.3%(24企 業),「 直卸 」が23.2%(22企 業)と なって いる。

・ これを,現 況 と比較する と,「 問屋」は26.3%の 減 であb,逆 に 「直卸」10.6 、%の

増で,問 屋へ の卸か ら直卸への移行 を希望する傾向に ある。

・ な お,ヒ アリング調査に よれば,「 直卸」を主にしたい理 由としては,「 企業 ブラン ド

での販 売」 「商品管理の徹底」が上げ られてお り,ま た,「 注文」を主 にしたい理由とし

ては,「 危険負担の軽減」 「小売店 との直取引」が上げ られている。

・ 一方 ,「 カタログ等 による通信販売」及び 「ニュー メデ ィアによる通信販 売」は,い ず

れ も1.1%(1企 業)『と皆無に近 く,各 企業単位においてこれ らを主要 な販売方法にす る

とい う考えはない ようである。

今後の主たる
販売方法

回答数 回答率 今後の主たる
販売方法

回答数 回答率

問 屋 31 32.6 カタ ログ 1 1.1
φ

直 卸 ・

'
22 23.2 ニューメディア 1 1.1

直 販 24 25.3 その他 5 5.3

注 文 11・ 11.6 計 95 100駕

⑧ ブランド確立 ・販路拡大に有効 な販売方法

・ この有 効的販売方法に ついては
,「 物産展 ・見本市」が34%(55企 業)で 最 も多 く,

次 に 「デパー ト等での販売」が29%(47企 業)'と なって いる。

・ 一方
,通 信販売につ いては,「 カタ ログ等に よる通信販売」が6.8%(11企 業),「

テ レ ビショッピング」及び 「ニューメディアによる通信販売」が,い ずれ も4.9%(8企
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業)と 同率 であ り,か な り少ない。

(向答2つ まで)

有効な販売
方法

回答数 回答率 有効な販売
方法

回答数 回答率

物産展等 55 34.0 テ比 カフピング 8 4.9

デパ ー ト等 47 29.0
・

ニェーメティア 8 4.9

訪問販売 8 4.9 不 明 9 5.6

列 レ外 メール 6 3.7 その他 10 6.2

力夘グ販 売 11 6.8 計 162 100ズ

⑨ ブ ラン ド確 立 ・販路拡大のために今後推進 したい販 売方法

・ 今後,推 進 したい販売方法につveて は,「 物産展 ・見本 市」が30 .8%(49企 業)で

最 も多 く,次 に 「デパー ト等での販売」が27%(43企 業)と なっている。

・ また,「 カタログ等に よる通信販売」は12.6%(20企 業)で あり,こ れを主要な販

売方法 としないまで も,今 後積極的に導入 したいと考えている企業 もそれ程少な くない よ

うで ある。

・ 一 方
,「 テレビシgッ ピング⊥及 び 「ニューメデ ィアに よる通信販売」は,い ずれ も4.

4%(7企 業)と か なり少な く,企 業 単位での最新販売分野へ の参入につveて は 消極的で

あるといえ る。

・ な料 ヒア リング調査 によれば,総 じて各企業は 「企業及び産地ブ ラン ドでの販売」,

「消費者へ 直接 に宣伝 ・販 売」,「 消費者 ニーズの把握」 を望んでいる ようである。

(回答2つ まで)

推進したい
販売方法

回答数 回答率 推進したい
販売方法

回答数 回答率

物産展等 49 30.8 テレピシ3,ピンク 9 5.7

デ パー ト等 43 27.0 ニデ ガ ィア 7 4.4

訪問販売 6 3.8 不 明 7 4.4

タイ助 トメール 9 5.7 その他 9 5.7

力知グ販売 20 12.6 計 159 100駕

r

!

(4)製 品 の在庫状況

① 製 品在庫保有の有無

・ 在庫 の保有については,「 保有 してwoる 」が90.5%(86企 業)で 殆 どを占めている。

・ 一方 ,「 保有で きな い」は5.3%(5企 業),「 保 有す る必要がない」が3.2%(3企

業)で,い ずれ も極 めて少ない。

一424一
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保有の有無 回答数 回答率 保有の有無 回答数 回答率

保有している 86 90.5 不 明 0 0.0

保有できない 5 5.3 その他 1 1.1

保有必要なし 3 3.2 計 95 100Z

つ

② 在庫の保有状況

・ 保有状況につveて は
,「 適正であ る」が47.4%(45企 業)と 最 も多い。

・ しか し
,「 やや多ve」33,7%(32企 業)と 「か なり多い」6.3%(6企 業)を 合わ

せ ると40%(38企 業)に もな り,こ れは 「見込生産」'が73,7%(70企 業)を 占め

てい ることと関連 してい るもの と思 われる。

保有状況 回答数
、

回答率 保有状況 回答数 回答率

適 正 45 47.4 不 明 2 2.1

やや多い 32 33.7 その他 10 10.5

かなり多い 6 6.3 計 95 100駕

③ 在庫の主た る保管場 所

・ 主たる保 管場 所については
,「 自企業 内」 が96.8%(92企 業)と 殆 どを占めている。

・ 一方 ,「 産地所有の共同倉庫」は1.1%(1企 業)で 極めて少な く,ま た 「倉庫業者へ

委託」は皆無で ある。

保管場所 匝1答数 回答率 保管場所 回答数 回答率

白企業内 92 96.8 不 明 0 0.0

共同倉庫 1 1.1 その他 2 2.1

業者委託 0 0.0 計 95 100X

●

④ 在 庫 コ ス ト

・ 在 庫 コス トに つ い て は
,「 適 正 で あ る 」 が46.3%(44企 業)と 最 も多 い 。

・ し か し,「 や や 高ve」36。8%(35企 業)と 「か な り 高 い 」613%(6企 業)を 合 わ

せ る と43.1%(41企 業)・ と か なp多 く,無 視 で き な い 数 字 に な っ てveる
。

在庫 コ ス ト 回答数 回答率 在庫 コス ト 回答数 回答率

適 正 44 46.3 不 明 7 7.4

やや高い 35 36.8 その他 3 3.2

かなり高い 6 6.3 計 95 100駕
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⑤ 製 品 の 搬 送

① 製品搬送の有無

・ 搬 送の有無については,「 行っている」が80%(76企 業)で 最 も多い
。

・ 一方,「 行えない」及び 「行 う必要がない」は,い ずれ も6.3%(6企 業)で,か な り

少な い。

搬送の有無 回答数 回答率 搬送の有無 回答数 回答準

行 って い る 76 80.0 不 明 2 2.1

行えない 6 6.3 その他 5 5.3

行う必要なし 6 6.3 計
'95

100叱

② 主た る搬送形態

・ 主たる搬送形態 につ いては,「 運送業者へ委託」が55.8%(53企 業)で 最 も多く,

次 に 「自企業で搬 送」が37.9%(36企 業)と なって いる。

・ なお,ヒ ア リング調査 に よれば,'「 運 送業者へ 委託」 している理 由としては,「 遠方に

す ぐに配送できる」,「 車単位の取 引は コス ト安」,「 事故等の安全上で有利」とい う回

答が 多い。

・ 一方,「 産地で 共同搬 送」は1.1%(1企 業)と 皆無 に近い 。

搬送形態 回答数 回答率 搬送形態 回答数 回答率

自企業で 36 37.9 不 明 0 0.0

共同搬送 1 1.1 その他 5 5.3

業者委託 53 55.8 計 95 100駕

、

③ 搬 送 コ ス ト

・ 搬 送 コス トについては,「 やや 高い」が43.2%(41企 業)で 最 も多 く,次 に 「適正

である」が41、1%(39企 業)と,ほ ぼ 同率である。

・ しか し,「 か な り高い」が5.3%(5企 業)で あり,こ れ を 「やや 高い」 と合わせる と

.48.5%(46企 業)と 約5割 に もな9,無 視で きない数字になっている。

搬送 コ ス ト 回答数 回答率 搬送 コス ト 回答数 回答率

適 正 39 41.1 不 明 4 4.2

やや高い 41 43.2 その他 6 6.3

かなり高い 5 5β 計 95 100、 駕

●

診
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(6)ま と め

① 広告 ・宣伝 について

当該調査結果に よれば・ 「自企業に よる広告 ・宣伝」が最も多 くな
っているが,こ れ では

経 費負担 能力」・の制約が あ り・ ・のためその対象地域 も限定されて剖 「九州地域内」が

50%に も達してveる 。

また・広告 喧 伝効果 も+分 とは言 瞬 く
,今 後は組合単位で実施するなど,そ の あ助

について検討を要するものと思 われる
。

② 問 屋との取 引状況につ いて

次に主 た る販 売方法 としては 「問屋」が 最も多くな。てい るが
,今 後は 「直卸」.「注

文」に よる販売を結 す る傾敵 あリパ た 「企業及陸 地ブラン ドで の販売」 .「 順 者

への直蜘 宣伝'職 」 ・r消 賭 二
rズ の把握」が強く望軌 て鋤,さ ら喘 屋への卸

価格'手 形 サイ い 資金勧 の状況噸 端に悪 化 して吐 吋 の の
,若 干の改善を欲 してい

るよ うである。

なお・ 「テレビシ ・ッピング」 及び 「二・一メデ・アによる通信販売」 については
,各 企

業が独 自で行うとい う意思妙 ない ようであ るが
,・ れ らは産地ブ ラン ドの確立や販路の拡

大を図るに鮪 効であり・今後組 合単位で実施する姪 の方法鹸 討すべきである
。

③ 製品の在庫状況にっいて

製品碓 の保賜 所は 「自企業内」が最も多く,蛯 その保有状況については半数近 くの

蝶 が 「多め」であり・さらに確 ・ス トも半数近 くが 「高め」と略 して
いる。

よって,今 後は製品によっては共同倉庫や業者委託等の利用によリコス トダ ウンを図ること

が肝要である。

④ 製品の搬送について

製品の搬送形態としては 「運送業者へ委託」力撮 も多く,蛯 搬送・ス トについては約半

数の企業が 「高め」であると回答している。

これは・企業単位で運送業者を糊 していることカ・ぱ な原因であると考え られる
ので,

今後は組合単位等で運送業者 と契縮 輪 唯 駄 量醜 送するなどの方法に、り
,。 ス

トの軽減を図る必要がある。

2.2.2企 業 と消費者 とのネ ットワークの現状

地場産 品ブラン ドを確立 し地場産 業の活性化を図るための一手段 として
,一 。一,デ,ア の利

用につ いて調査研究する ・ととし・ その一環 として蝶 と消費者 との ネ 。ト匹 クの状泳 つ い

て調査 を行った。

(1)企 業 の ね ら い

企業が雌 者 を対象と した ネ ・ ト・一クを展開するね らいは
,大 きく射 て第 、に直納 な

販路on大 ・ 第2vae・tEtSを 含 め た流通 ・ス トの肖臓 そ して第3に 市場 .顧 客情報の収集で
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ある。例えば 消費者 ニーズの多様 化は商品の個性化,多 品種化 を促進 してお り,小 売業では店

舗 スペ ースの削減,メ ーカーや問屋では流通 コス トの増加が経営上 の大きな問題 となっている。

ネッ トワークを通 じた 消費者へ の商品情報の提供が こ うした問題の解決策 の1つ として注目さ

れてやる。、

② 進展状況 とそ の背景

企 業と消費者の ネ ットワーク化は,現 状 では計画,試 行の域をでていないといえる。

企業間ネ ットワークに比べて進展が 遅い背景 は,第1に 消費者の企業 情報に対す るニーズが

弱い ことが挙げ られ る。もちろん,社 会全体の情報化に伴 い,消 費者の情報入手 ニーズも高ま

っ,てい るカ㍉ 個人の ニーズは極 めて 多岐にわた ってお り,単 一 の企業や業界の情報のみでは満

足 され ない。

,第2に は,マ ス メデ ィアの発達に より,相 当の情報は 費用面で も手軽 に入手で きる社会環境

にある。一方 ネ ットワークを通 じて得 られ る情報は,受 け取るための端末機の価格や 通信費が

現状で は高いため,費 用 対効果の面 で受け入れ られ に くく,相 対 的に も割高感 を醸成 している。

③ 情報伝達媒体とそ の利用状況

企業 と消費者間は当然の ことなが ら個 々に結ばれ るわけではない。企業 は既存の,あ るいは

専門業 者に よって構築 され る情報伝達媒体(ネ ッ トワーク ・システム)を 利用 して 自社の商 品

や サー ビスを消費者に紹 介 し,原 則と して同じネ ットワークを通 じて受注す る。

こうした消費者へ の汎用的な情報伝達媒体 として現在実用化 されている代表例は 「キャプテン」

である。 キャプテ ンは,双 方向性を持?た 新 しい情報 メディアとして1984年11月 に,日

本電信電話㈱(旧 電電公社)に よって商用サービスが開始されたが,端 末機(ア ダプター)設

置状況 と利用状況は2-1～3表 のと おりとな っている。

端末機 の設置数 は全体 でみ て も当初計画(1985/3末 で1万 台)を 大幅に下回 ってk－り,

特 に家庭用は全体の約12%に す ぎな い。情報 を提供す る企業 は業種別に見れば金融,商 業

が多い(2-4表)が,利 用され る情報内容は商品やサ ービスの企業情報 よリゲームや 二=一

スが多 く(2-5表),企 業側 の 目的が果たされてい るとは考えに くい。

このほか,消 費者向けのネ ットワーク ・システムとしては,各 地で計 画や事業化が続 出 して

veる プ ライベー ト・ビデオテックスや都市型CATVが あ る。 プライベー ト・:ビ デオテ ックス

は街頭 などに端末機が置かれ,地 域の商 店や催 し物な どの情報が提供 されるが,現 状では双方

向機能を持 った ものは少 ない。

ただ し,消 費者向け情報 ネ ットワーク展開の大 きな障壁で ある端末機の家庭内設置を必ずし

も要 しないため,今 後の成 長が期待 され る。一方,双 方 向機能 を持 った都市型CATVは 行政

上 の制約や コス ト面(採 算見通 し)の 問題か らいずれ も計画段階に とどま ってい る。

(4)今 後 の 展 望'

今後 にっいても前述の障壁が解決され ない限 り急 速に ネ ットワーク化が進む とは考えに くい。

一方 ,企 業側には消費者へのネ・ッ ト.ワーク展開には強いニーズが あり,消 費者の潜在 ニーズの
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1985!3 1985!9 増加数

端末合計 5,302 100% 8,023 100% 2,721

家 庭 川

こ1渓西川

展 示 川

lP川

552

之057

1,828

865

10.4%

24.8%

詞.5%

16.3%

944

3,125

2,903

LOsI

1】:8%

40.0%

36.2%

13.0%

392

1,068

1,075

】86

堀 り起 こしや安価な端末機の開発など,障 壁 を除 く方策が探 られている。特に,家 庭 内 ではな

く,駅 や 街頭 などのパ ブリックスペースに端末機が設置 され るいわば 「公衆型 ネ ットワーク」

は 消費者側 に端末設置 費用の問題がな ㍍ 提供情報が整備 ・充実されれば企業 ・消費者間の ネ

ットワーク展開の先兵 となろ う。

表2-1キ ャプテン端末台数 の推移

表2-4キ ャ プテン情報提供者(IP)

の業 種別 ランク

(1985/10)

表2-2地 域 別端末数と'IP数

(1985/10)

綜 来数(&467) 1.P数

家庭川 小蔀所川 IF DF

東 京 575 3,351 姻 33

関 東 115 922 30 4

名古8{ 44 478 74 1

京 阪村' 窃 1,669 101 2

何 越 4 167 12 2

北 伐 .11 207 51

九 州 47 391 13

北海道 28 】81 17

その他 一 51 17

計 1,050 7,417 618 42

表2-3キ ャプテン利用状況

1985/3 1985!9

川lll巳ア クセ ス数

(万 ⑩i附
787 980

漏求仙別

41川状況

ε1ぼ漸 川 鮪.5% 一

家 庭 ハ11 35%
一

一 日平均

コール数

》阿1回1 7,500 8,500

休 日 5,400 7,000

① 尭 融 115暑 ヒ

② 商 黄 86{t

③ 情 報 66仕

④ 現 造 60{t

⑤ サ ー ビ ス 49杜

⑥ 逝{ll 47tヒ

表2-5キ ャプテンの情報 別利用状況

(1985/5)

㈲ キ ャプテ ンシス テムの利 用状況 と問題 点

(a)キ ャプテ ンの現状と問題 点

① キャプテンの現状 ∀

郵政省の 「テレトピア構想」や通産省 の 「三子一メディア・コミュニティ構 想」に代表 され

るように,こ こ数年,地 方都 市の地域振 興整備や都市基盤整備のため の施策 の一環 として

tt情 報 ・通信基盤の整備"が 積極的に進 め られている
。'そして,'そ の 核の一つ ともvefZる
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のがプ ライベー トキャプテン構 築で あb,各 地 でこ うした動 きが活発化 している。昭和61

年11月 現 在,全 国でサー ビス中の ものは22あ り,そ のうち九州地域 においては,60

年,61年 にか けて次の7つ の プライベー トキ ャプテ ンが発足 し,街 頭端末機 を中心にサ

ー ビスを始あてい る。

・久留米鳥栖広域情報 ・ナガサキメディアセンター

・北九州情報ひろば ・熊本 ビデオテ ックスサービス

・福 岡ニ ュー メデ ィアサー ビス ・キャプテン鹿児島

・ス ーパース テーション福 岡

キャプテンの情報は多 くの分野 にわた ってお り,幅 広 い層の人々に利用され ているが,

なかで も 「娯楽 ・趣味」,「 専 門情報」,「 ニュース,天 気予報」,「 教育 ・教養文化」

4
な どの 分野が好評である。今後は,そ れぞ れの地域 や都市の特性に あわせ て,情 報 の内容

4や 提供の あ り方 などが検討 され
,具 体化 してveく こ とが見込まれている。 ちなみ に,地 域

社会の 人々にとって有用な地域密着型の情報 として,三 鷹 ・武蔵野地域(NTTのINS

モデ ルシステム)で は,次 のよ うな情報が有用 と評価 されている。

・会社や家庭か らコンピュータにアクセス して列車や航空券 の空席状況 を確認 した り,切

符 の予約や劇 場などの入場券 の予約がで きる。

・株式 や為替相場の情報など,最 新 の金融 ・経 済情報が入手で きる。

・キャプテンの メールボ ックスを利 用 して利用者同 志で情報をやりとりした り,伝 言板 に

メ ッセー ジを出すな ど,生 活 に役立つ情報交換 の場 として活用で きる。

② 問 題 点

しか しなが ら,キ ャプテ ンサービスは現在のところ当初見込ん だ需要数を大 き く下回っ

た状況 とな ってお り,そ の原因 として,

・自らリク エス トして利用す るサー ビスとして,.付 加 価値が低 い。

・情報 内容が乏 しい。

・検索手 順等操作性が悪 い。

・キャプテ ンアダプタの価格が高い。

など,指 摘され ている。さ らに,利 用者 とIP(情 報提供者)か ら以下の ような改善意見

が よせ られている。

〈利用者から〉

・IPご との情 報提供になっており,利 用 しに くい。

・複数 のIPの 情 報を比較で きる ように してほ しい。

・最新の情報や専門的 ・マニア的情報がほ しい。

・PR色 が 強 く,魅 力にかける情報が多い。

・提供情報に対す る責任とチ ェックを厳密にしてほ しい。

・知 りたい画面 に到達す るのに時間がかカごりす ぎる。 』
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・各IPの 検 索手順 を同 じようにしてほ しい
。

・通信料をIP負 担 としてほ しい
。

・個人が簡単にIPに なれ る仕組み を考えてほ しい
。

・外国の ビデオテ ックス網 との接続 はで きないか
。

〈IPか ら 〉

・お客 の利用 しやすい情報づ くりには情報を加工
,編 集する事業者が必要で ある。

・お客の宅内機 器を増 やしてほ しい
。

・お客への情報内容の周知方法を改善 してほ しい
。

・安価で操作の簡単 な入力端末が必要である。

・客層等対象を絞った 情報づ くりが 必要である
。

(b)キ ャ プテンシステ ムによるホームシ ョッピング等の状況

① ホームシ ョッピング(NTT)の 機 能等

く特 長〉

・注文情報はすべてコ ンピュータで処理され る
。

・商品を選ぶ ことか ら発注まで一貫 して行える
。

・ホームバンキングを利用 して料金 の支払いまで行え る
。

(処理の流れ)

キャプテン NTT

(DEMOSセ ンター)

・会員情報

・商品情報

・注文情報

・百貨店

・スーパ ー

・ク レジ ッ ト会社

・通信販売 会社

・専門店 な ど

〈利用にあたって〉

◆ ・会員番号 注文す る場合は,会 員番号が必要。

・受付 番号 注文の時に通知され る受付番号 をメモす る
。

・注 文 商品の注文には ,会 員番号のほか,商 品番号や 色,サ イズなどが必要。

・支払方法 支払 方法には ,代 金引き換え,銀 行振込,ク レジッ ト,ホ ームバンキング

な どが ある。`

・配送 方法 注文 され た商品は会員の住所に配送され る。一 部配達先の指定がで きる。

・確 認と取消 受付番号を使用 して注文内容の確認お よび注文 の取消を行 う ことが できる。

・問い合わせ先 利用 の詳細 ,会 員番号,シ ョッピング カタログの請求お よび商品,配 送
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についての問 い合 わせば ホーム ショッピング情報 リス トを参照す る。

② ホームバンキング(NTT)の 機 能等

くサー ビス内容〉

・振込 ・振 替 などのサービス 同一銀行 ・同一名義の 口座間および他銀行 ・他人名義へ

の振込 ・振替な どを行 う。

・照会 サー ビス 預金残高や入手金 明細の 照会を行 う
。

・情 報サー ビス ローンや貯蓄 など各種の情報案 内の照会を行 う。

③ ホームショッピング,ホ ームバンキングの問題 点

イ)事 業 化 の 条 件

ニューメディアに よるホー ムショッピングのマーケ ットは当面は小さい。 これ を事業

化 し,本 格的に展 開してい くた めには,い か にしてス ケール メリ ットを確保 し低 コス ト

化 を図 るかが キーポイン トである。

そ のた めには,IPは サ ービスの提 供に専念す ることとし,シ ステムの作成や運用を

行 う機 関を設けて,シ ステ ム利用の共同化 を推進することも一つの方法 である。

ロ)シ ステムの連動

ホー ムシ ョッピングの決済をホー ムバ ンキングで行 う場合 には,両 システムが連動 し

てい るこ とが必要である。(ホ ーム ショ ッピングの操作 のなか でホー ムバ ンキングの処

理 を済ませ る。)

なお,現 在店舗 と銀 行とは特定 され ているが,ど のような銀行で も利用で きるよう統

一的 な決済方法の整備 を望む声が強 い
。 しか しなが らこの件 については,資 本系列 の問

題 もあり,現 実的 には難 しい面 がある。

ハ)通 信手順等の標準化

現在流通業界で広 く使 われているJCA手 順(日 本 チェーンス トア手順)や,統 一伝

票 は非常 に効果を発揮 して いるが,こ れ も普及 と定着には長い時間がかか ってい る。ホ

ーム ショッピングのマーケ ットは 今 の と ころ は小 さいこともあり,そ れほ ど問題は 出

ていないが,長 期的にみた場合には利用者 の注文 方法 流通側 と金融機関側 とのデータ

の接受 方法等についての標準化を考え る必要がある。

二)手 数 料 ,,

家 庭 におけ るホー ムバ ンキングサー ビスの利用については,月 額基本料に加 え,振 込

の都度手数 料をは らわねばな らず,こ の支払いの費用が無視できないことか らホームシ

ョッピング普及 のネ ックの一つに なってい る,と いう意見が流通業 界側か ら出されてい

る。

これに対 し,金 融機関側か らは,ホ ー ムバンキングの手数料は,金 融機関側か らは,

金 融機関におけ るサービス業全体 のなかで決め られ る問題であ り,ホ ー ムシ ョッピング

単独では扱えない とい う説明が行 われている。
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④ キャプテンにおけ るホームショッピングの可能性

INSモ デ ル シス テムでは,60年4月 か らキャプテン,VRS,フ ァクシミリな ど多

彩 なメデ ィアを利用 したホーム ショッピングを開始 した。百貨店,ス ーパ ー,専 門店,通

信販 売会社 などがIP(情 報提供者)と なっているが,そ の反応をみ ると,

・横断的に商品情報を見たい
。

・注文方法がわか りに くい,め ん どうだ
。

とい う声があが っている。

一方
,ホ ームショ.ッピングに異種 のメディアを組合せ て利用す る方法 も注目されてい る。

現在,モ デルシステムではデ ィジタル電話,デ ィジタル ファク シミリ,キ ャプテ ン,VR

S(画 像 応答 システム)の 各 メデ ィアが ホームシ ョッピングに利用で きるが,と くにキャ

プテンの場合は画面だけでは商品情報 の表現能力に限界があり,カ タログや ダイレク トメ

ールを見て注文す る場合が多 くなっている
。

そのほか,「 配送に時間がかかる」,「 配達 日や時間帯を指 定で きるといい」 といった

配送 に関する利用者か らの改善要求 も多く,配 送体制 の整備を含め て今後の課題 となって

いる。

また端末機 の設置数をみても,全 体で当初計画(60年3月 末で1万 台)を 大幅に下回

ってい るが,特 に家庭用は全体の約12%に す ぎない。今後 ホームシ ョッピングサー ビ

スが本格的に展開す るためには,端 末機の普及が大きな カギといえるだ ろ う。

(6)そ の他 の情報化 の状況

ここでは,当 該調査 ・研究事業で ニュー メデ ィア として取 り上げたキ ャプテン以外のニュー

メデ ィアの利用等が,現 在 どのような状況 にあるか を調査する と共に,そ の問題点を探 って見

ることにす る。

(a)CATV

.ニューメデ ィアの一つ であるCATV(CAbleTele-Vision)は,昭 和30年 に

群馬県伊香保町に東京 のテレビ放送 を受信す る目的で構築 された のが最 初で あり,昭 和40

年 代 に入 ると,大 都 市部に も高層建築 による電波 障害の救済設備 としてのCA,TVが 構 築さ

れる様 になり,昭 和45年 に は,NNS、(日 本 ネ ットワTク ㈱:山 梨県 甲府市)が 我が国初

の双方 向中継器 を発表 した。.

そ の後 昭和50年 代 後半か らCATVの 持 つ数 々の可 能性が見出され,当 初,テ レビ放

送の難視聴 対策 として発展 してきたCATVは,最 近では,テ レビ放送 では味わえないスポ

ー ツ,映 画等の豊富 な番組 メニューの提供や,地 域に密着 した個性的なテレビ放送を行うため

の手段 として活用されて いる他,大 規模な施設による多 目的利用や双方 向サー ビスを提供す

る都市型CATVが 構 築 され現在に至 っている。

都市型CATVと し て,働 二=・一メデ ィア開発協会は,昭 和47年 か ら現在まで 東生駒(

奈 良県)に おいて一般家庭等を対象に した双方向映像情報 システ ム 「Hi-OVIS」 の実
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験 ・運用を世界に先駆けて実施す るほか,昭 和56年 に㈲研究学園都市 コミュニティケーブ

ルサー ビスが設立 され,現 在 有料テ レビ,ケ ーブル テキス ト(CATVを 用いた テレテキ

ス ト),防 災 ・防犯等を含む 双方向の実用化の実験 ・研究が進め られ ている。

この他,横 浜市の若葉台団地の警報 システムCATV,奈 良県 今市町,福 井県高浜町の双

方向システム,山 梨県 甲府市 の 自主放送番組のための部分的双方向システム等が ある。また,

最近,全 国各地 で双方向CATVを 建 設 ・運営す る計画が進め られてお り,コ ミ=ニ ケー シ

ョン基盤 は急速 に整備されつつ ある。

しか し,我 が国では,い まだに難視聴対策の性格が圧倒的に強いのに加え,CATVで の

地場産品のオーダ ーエン トリーを考え た場合CATVに は,地 域 内の閉域 デー一夕通信網で あ

る と言 う弱点が あ り,こ れを克服するためには,外 部IPや デ ータベースへの接続をあらか

じめ考慮する必要が あ り,設 備及び経費面で問題が あるものの,動 画情報が基本であるCA

TVは 他 の メディアに比べ豊 富な情報量を伝 達できるため,こ の特性を生 か して,よ り高度

な活用が期待できる'。

なお,昭 和61年3月 末で の国内のCATV施 設数は,約4万 施設,受 信契約者数は,約

459万 加 入である。

(b)VAN

昭和60年4月1日 に施行された電気通信事業法(通 信 自由化)を 契機に,全 国津 々浦々

でVAN事 業(ValueAddedNet-work;付 加価 値通信網)が 展開され,種 々のサ

ー ビスが提供 されているが
,こ こでは,地 場産品のオーダ ーエン トリーに関係 の深いサービ

スにつ いて取 り上げ る事にす る。

① パ ソコン通信

パ ソコン通信 とは,公 衆 回線(電 話網)を 使 用 して,全 国 どことでも情報のや りとりがで

きる双方向型 シス テムで ある。

この様 なパソコン通信は,昭 和61年3月 末迄は大規模 な商業 ベースの ものは無 く,マ

ニア間で趣味的,実 験的に行われていた が,通 信 自由化 を契機に全国各地で イ臥 側からの

ネ ットワーク.構築 の動 きと,企 業側か らこれ を事業化す る動 きとが相侯 って,端 末数でC

APTAIN(CharacterAndPatternTelephoneAccessInfo

rmationNet-workSystem)を 追 い越 し」 ニューメデ ィアの本命 と見 られて

いる。

パソコン通信でサー ビスされ ている機能は ① 電子 メール(ElectricMail)②

電子掲示板(BulletinBoardSystem)③ 情 報 センター接続(デ ータベース

サ ービス等)④ 情報交換(電 子 会 議ElectricConference)等 に集約される。

また,サ ー ビス形態は,ア ス キー ネ ットやPC-VANの 様 に,一 般 ユーザーによる不

特 定多数(通 信相手が決 まっていない)と の接続 を行 うオ ー プ ン形式 と・NTTPCネ

ッ トワー」クの様 に,あ る決まった グループのグルー プ内 メンバーしか アクゼスで きないク
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ローズ形式(CUG;ClosedUserGroup)の サー ビスに大別され る
。

一方,ネ ットワーク基盤は,メ インフレーマの本格的 な参入に より,ア クセスポイン ト

も飛躍的に増加 し,確 固たる基盤を築 きつつある。 しか し,オ ー プン形式の場合,個 人で

料金 を支払って も受 けたい と言 うサー ビスメニューの充実を迫 られており,現 時点では無

料サービスが 多く商業ペースに乗 っていない。'.

この様 な現状で,地 場産品のオ ーダーエン トリーにパソコン通信の活用を考 えた場合,

時期尚早の感が あるが,将 来性 を考 慮す る.と今 後の展 開に充分な注意が必要で あり,調 査

。研究を継続す べきである
。

'

② ファクシミリ通信

ファクシミリは1843年 にA.Bainに よって 発明されたが,記 録 画 の品質,高 価な

装置 伝送回線等の問題か ら長期 に互 って利用が停滞 していたが,我 が 国では,昭 和47

年 に 公衆回線網 の解放が行われた時か ら,徐 々に利用者が増加 し,本 体価格の低 落傾向か

ら普及に拍車が掛か り,現 在 では設置台数が100万 台 を超え,NTTの 街頭FAX等 も出

現 し,一 般的な通信手段 として定着 している。

また,NTTの フ デクシ ミリ専用通信網のサー'ビスを利用す れば,コ ン ピュータとFA

Xの 通信が 可能にな っているが,ま だ,そ の利用は緒につ いたばか りで今後の展開が気に

なる ところで ある。一方,接 続機器 の方を見 ると,最 近,FAX(G皿)を コン ピュー タ

の入力端末 として使用す るための製品が増加 してきている。

この様な状況か ら判断す る,と・ 地場産品のオーダーエン・トリー形式 と しては,既 存の公

衆回線 に接続 されているFAXを 活 用 し,カ タログと同時に注文票 を配布 し,FAXで 注

文を受げる方法が妥当 と考え られる。

これ は,全 国 どこへ で も近 くの花屋か ら花 を届ける,花 屋 のJFTDシ ステムが参考 に

なると思われるが,そ のためには,全 国主要地域に地場産品のアンテナシ ョップ的な店舗

の展開 を図る必要がある ものと思 われる。

また,今 後 コンピュータとFAXと の通信が活発になって くれば,注 文票 のマークシー

ト化等 の検討も必要になって くるであ ろ う。

③ 電子決済 システム

我が 国に おけ る決済手段 としては,古 い歴史 を持 つ手形 ・小切手に よる もの と,一 般 に

浸透 している銀行,郵 便局か らの公共料金等,各 種料金の 「自動支払 い制度」等の電子決

済に よるもの とがあり,経 済 の拡大に伴い電子決済によるもの が増加 してい る。

電子 決済 システムのサー ビス として,銀 行の コンピュータと取 引企業 のコン ピュータを

オンラインで直接接続 し,資 金移動(決 済)を 行 うファームバンキング ・『サー ビス(FB)

も実 用化 されてお り,利 用者数は,徐 々に増加傾向を辿ってい る。

現在,注 目を集めて いるのが,企 業間の受発注ネ ットワークと銀行 の コンピュータを結

合 し,商 品代金の決済 までを電子的に行 うシステムであり,既 に関西 の ボランタ リーチェ
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一 ン等では これに近 い システムが稼 働 してい る。

一方
,電 子決済 システムの強化策 として,キ ャ ッシュカー ドとクレジ ットカー ドの一体

化,ICカ;ド に よる多機 能カー ドの実用化等の検討 ・試行が行 われている。

2.2.3キ ャプテンシステムによる情報提供 の実施研究

ω 実 験 の 概 要

「地場産品 ブラン ド確立のためのオン ライン情報流通 調査」の一環 として,キ ャプテ ンシ ョ

ッピングに対す る消費者の反応及び意識 を調査す るとと もに,キ ャプテン ショッピングサービ

ス のあり方を調査す るために,以 下 の実験 を実施 した。

(a)久 留米 地域での実験

当委員会では,昭 和61年11月 上旬か ら昭和62年1月 末 日までの2カ 月半,「 財久留

米地域地場産業振興 センター」,「 ㊥ 日田玖珠 地域産 業振興 センター」及び 「久留米 ・鳥栖

広域情報㈱……KTT)の 協 力のもとに,久 留米地域vatoい て 地場 産品(久 留米及び 日田 ・

玖珠 地域 の産品15品 目)の キャプテンショッピングの実験 を行 った。また,こ の実験はK

TTキ ャ プテン(久 留米地域 のローカル キャプテ ン)を 利用 して実施 した。

なお,久 留米地域 の当該 キャプテン端末機の普及状況は,下 記の とお りで ある。

表2-6KTTキ ャプテン端末機 設置状況(久 留米地域)

(S,61.12現 在)

種 別 台 数

街頭設置端末機 25台

行政施設設置端末機 50台

家庭 ・企業設置端末機 325台

合 計 400台

(b)福 岡市での実験

福岡市内 の百貨店に おいて,昭 和61年11月12日 か ら17日 の6日 間,KTTキ ャプ

テ ンを利用 して,上 記 久留米 地域の実験 と同様 の システムに よ り,地 場産品 のキャプテンシ

ョッピングの実験 を行 うた。

これ は,地 場産 業の活性 化を図るため,久 留米,南 薩 など九州に4ヵ 所設置 されている 「

地場産業振 興センター」が合同で,九 州電力等の協 力の もとに福岡市で実施 した 「地域振興

フ ェア ◆イ ン ・九州」の中で行った ものである。

この 「地域振興 フェア ・イン ・九州」では,シ ンポジ ウム,商 談会の他に,福 岡市内の百

貨店vax'い て 物産展が 開催 され,当 委員 会はこの物産展 の会場にキャプテン端末機を1台 設

置 して,来 場者に対 して地場産品のオーダーエン トリーサー ビスを行 うとともに,キ ャプテ

ンシ、ヨッビング等に 対する意識調査(ア ンケー ト方式)を 行 った。
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(2)実 験 システムの概要

(a)シ ス テムの流れ(図2-1参 照)

当該実験 システムの概要 は,以 下のとお りで ある。

① 受 注 方 法:

イ)キ ャプテン端末機か らのオーダーエン トリー

ロ)電 話に よる注文 ,

② 受 注 窓 口..、

(財)久 留米地域地場産業振興 センター'・

③ 受 注 の 再 確 認

イ)確 認 手 段 電 話連絡に よる確認

ロ)確 認及び連絡事項 一

(a)商 品(種 類,規 格等)

(b)数 量 ・単位..

(c)代 金(商 品価格,送 料)

(d)決 済 方法(郵 便振込)

(e)そ の他(宅 配便,配 達先等)

④ 決 済 方 法.

イ)郵 便振込用紙 の送付

ロ)郵 便 振 込

ハ)振 込 の 確 認 振込通知書により確認 ピ

⑤ 商 品 発 送

イ)発 送 時 期 原 則として郵便振込確認後(商 品代金の回収を確実にするため)

ロ)発 送 方 法 宅配便

ハ)送 料500円

⑥ 苦情処理等の窓口

(財)久 留米地域地場産業振興センター.
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(b)キ ャ プテン ショッピングの対象商品

今回の実験は,表2-7の 地場産 品(15品 目)を 対象に実施 した。

表2-7久 留米 ・日田 ・玖珠地域 の地場産品品 目

θ

▼

●

▼

●

地域 商 品
種 別

商 品 名 ロ ッ ト 価 格
(除送料)

-

備 考

久

留

米

一

食

料

品

八女茶 せん茶200G 2,000円

あめゆ瑞穂 紙箱60個 31200円 あめゆの素

かしいつもじ 紙箱50枚 3,300円 .菓 子

織

物

ランチ"ンマット 1枚 2,500円 耕の敷き物(手 作り)

エプロン 1枚 2,800円 耕 のエヲロン(手 作 り)

くるめはんてん 1枚 3,500円 耕の綿入れ(手 作り)

工

芸

品

おしゃれセパ 他 3点 セ ット 2,000円

・櫛、手鏡、ブラシ
・ア ドレス帳(耕)

・名刺入れ(耕)

は し 5人 前 2,500円 藍胎漆器の箸

丸盆亀甲 1枚 3,600円 藍胎漆器の丸盆

日

田

・

玖

珠

食

料

品

吉四六潰 140G×7袋

詰合せ

2.500円 大 根 ・人参 ・胡瓜のもろ

み漬け

大山町ジャム 450G×4品

詰 合せ

2,000円 梅 ・苺 ・ブ弘 ・マーマレーF

の ジ ャ ム,

わさび潰 100G×3品

詰合せ

1,500円 わさび粕漬、わさび漬、
わさびもろみ漬

べぺん ちょ 詰合せ 1;500円

:

げんまいあめ

杉丸太 3本 詰合せ 1,600円 菓子

三隈川 三品詰合せ .1,650円 菓子.(三 隈川、'日田踊 り

日田美人)

(c)オ ー ダーエン トリーの操 作方法等

当該 オーダご エン トリーで は,利 用者は次の情報 をキャ7'jtン 端末機か ら入力す ることと

し,比 較的簡単 な操作で注文が できる システムどした。 「『 、

また,キ ャプテン端末機 の操 作方法は原則として会話形式になってい るだめ,初 心者で も
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利用可能である。(資 料2「 オー ダーエン トリー画面の流れ」参照)

(エ ン トリー情報)

・商 品 番 号(1#～15#)… … …商品 メニュー画面で番号選択

・注 文 数

・注文者の電話番号

・注文者の名前

(3)実 験 結 果

(a)キ ャ プテンショッピング

① ア クセ ス状 況

久 留米 ・鳥栖広域 情報㈱ がサービス している各情報の昭和61年11月 に おけ るアクセ

ス状況は,:「 ゲ〒 ム ・占い ・クイズ」が23.38%と 目立 ってお り,次 に 「ニュース緊急

情報」,8.82%,・ 「伝 言板」8.33%の 順 になって いる。

一方
,「fl－ ヤプテ ンシ ョッピング」は1.36%と 少 な く,ま た,こ の うち今回実験 の

「地場産品の キャプテンショッピング」は全体の0.67%で あ り,同12月 及 び翌1月 も

同様 に極めて低率 となつてい る。

また'6情 報 合 計 で も540,576画 面( .45画 面/日 ・台)で あり,よ く利用 されて

.い るとは言 い難い 。

今後,ア クセス件数 を全体的に増加 させ るためには,端 末機 の普及促進並 びに情報内容
'
の 充実等が 必要であり,特 に主婦向けな どの利用対象を絞 った情報提供が求め られている。

表2」sKTTの 提 供情報に係るアク セス状況(S.61年11月 分)

順位 項 目' アクセス比率 ア弛ス画面数

1 ゲ 」 ム ・占 い ・ク イ ズ ー 23.38% 126,360

2 ニュァス緊急情報 8.82% 47,696

3 伝言板1 8.33駕 45,027

-
.4 映画 ・ビデオ ・テ レビ 5.70% 30,811

95

・
今月 のイベ ン ト 5.65% 30,529

6
-A－ ぶ －w-

7

新 しい情報 5.29% 28,582

タウ ン情報 ・デパー ト 5.01% 27,085

8 旅行 ・観光 ・特産品 4.18% 221584

9 売る買う借りる 3.86% 20,857

10 さんすう教室 3.64% 19,677

11 求人求職情報 2.72% 14,727

12 ス ポ ー ツ 2.67% 14,436
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順位 項 、'目
アクセス比率 アクセス画面数

13 食べる飲む作る
〉± 」.

1.98% 10,684

14 本 ・音 楽'・ ビ ラ ト情 報 ・ ・ 1.94%「 10,482

15

し

時刻表 1.93% ・101438

16

'

レ ジ ャ ー ・'趣味 1.76%' 9,513

17 中古車 ・お買い徳情報 1.70%.

1"'9
,169

18 教養 ・学習, 1.66% .,8,975

19 キャプテン通信 1.64% 8,852

20 プ レゼ ン トクイズ
.

1.50% 8,103
'

21 キャプテンシ ョッピング

(う ち地場産品分)
、

1.36%

(0.67駕)

7,372

(3,647)

22 KTTガ イ ド 1.30% 7,020

23 市町だより 、 0.99% 51364

24 キャンプ ・巨峰狩り 0.99% 51364

25
'不動産

・すまい 0162% 3,329

26 暮 らしの知識 0.55%
'2
,968

27 経済情報 q.55叱 2,951

28 健康 ・美容 、 0.30% , 1,621

合計. 100.00% 540,576

,

② 注 文 状 況

今 回の実験 における地場産品の注文状況は表2-9の とおり,僅 が9件 であ る。

また,そ の注文内訳は 日田 ・玖 珠地域の商品が6件,久 留米地域の商品が3件 であ り,

今 回 日田 ・玖珠 地域 の商品は久留米地域 より'も対象品目数が少なか ったに もかか わ らず

多 く売れてい る。

さ らに,購 入者 は久留米地域5人 と福岡地域4人 であ り,今 回 の実験 地域以 外か らの

注文は皆無 であ った。
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表2-9「 キャプテンショ ッピングの実験」におけ る注文状況

(S.61年11月 ～62年1月)

品 目 数(個) 料金(円)
'

注文者の居住地

吉四六漬 1 2,500 福岡市

わさび潰 1 1,500 福岡市

大山町ジャム 3 2,000 久留米市、筑紫野市

わさび漬 1 1,500 久留米市

瑞穂 1 3,200 福岡市

くるめはんてん(男) 1 3,500 小郡市

八女茶 1 2,000 久留米市

合 計 9

③ ま と め

イ)今 回の実験そ のものについては,マ スメデ ィア等を利用 した広報を実施 してお らず,

これが,ア クセス状況が低率 であった原 因の一つ と考え られる。

よって,今 後再 びこのような実験 も しくは将来的にその実用化を図るに当た っては,

新 聞 ・テレ ビ等の マス メデ ィア(で きれば全国版)を 利用 して,当 該 イベン トそのもの

の広告 ・宣伝 を行い,他 地域か らのアクセスを増加す るこ とが不 可欠であると思われ る。

ロ)今 回は 日田 ・玖珠 地域 の商品が 久留米地域の商品 よりも多 く売れているが,こ れは当

・該実験が久留米地域を中心泥実施 された もので あり
,キ ャプテンシ ョッピングでは地元

の商品よ りも他地域のもの が よく売れ ることを示 している。

よって,将 来,キ ャプテ ンシ ョッピングの実用 化を行 うに際 しては,全 国 キャプテン

或いは他地域の ローカル キャプテ ンの活用につ いて も考慮す る必要があると思 われる。

ハ)ま た,今 回の実験結果か らする と,現 時点 では,ま だ地場産品に係るオーダーエン ト

リーサー ビスは 十分に有用で あるとは考え られず,よ って今後はキャプテン端末機の全

国的普及状況 を見ま もりつつ,上 記 のイ)及びv)の2点 を考慮 した実験を重 ねることによ

りその実用時期等の検討を行 うこ とが肝要である。

(b)ア ンケー ト調査

本調査は,前 述 の物産展会場にてその来場者に対して資料3の ア ンケー ト調査票 によb実

施 した ものである。

① 調 査 時 期 昭和61年11月

② 実 施 場 所 福岡市 内百貨店(物 産展会場)

③ 対 象 者 物産展来場者

④ 調 査 結 果
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イ)回 答者 の性別及 び年齢について

表2-10は,回 答者 を性別及び年齢別にま とめたもので ある。

・ 性別では女 性が241人(58 ,9%)と 約6割 となってas・り,年 齢別で は50才 以

上 が176人(43.1%)と 約4割 を 占め ている。

・ また
,50才 以 上の女性が104人(25.4%)と 約1/4を しめてtebこ の年齢

層の女性 の地場産品に対す る関心 度が うかがえる。

・ そ の反面
,20才 未 満及び20才 代は男女 とも少なく,合 計で64人(15.6%)

しか いない。

守

表2-10回 答者の性別 ・年齢

(各%の 分母は全回答者数)

男 性 女 性 合 計

人数 % 人数 % 人数 %

20未 満 5人 1.2Z 9人 2.2% 14人 3.4%

20代 19 4.6 31 7.6 50 12.2

30代 46 11.2 54 13.2 100 24.4

40代 26 6.4
、

43 10.5 69 16.9

50以 上 72
、

17.7 104 25.4 17 .6 43.1

合計 168人 41.1駕 241人 58.9駕 409人 100%

●

ロ)地 場産品購入 について

く地場産品購入 の有無 〉

これ は,回 答者 に対 し当物産展会場での地場産品の購入の有無 について質問 したもの

である。

・ 男女合計で は
,327人(80.2%)が 「購入 した」又は 「購入予定」 と答 えてお

り,回 答者 の8割 にも上 っている。

・ 性 別で は
,女 性は207人(85.9%),男 性は120人(71.4%)が 「購入 し

た」又は 「購入予定」で あり,女 性 の方の購入意欲が若干多いよ うである。

・ 年齢別では,高 年齢ほど購入の比率が高 く,特 に50才 以 上では9割 にも達 してい

る。
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表2-11地 場 産 品 の 購 入'

(各%の 分母は各性別年齢別間答数)

性別 年 齢
購入 した 購入予定 合 計

回答数
人 % 人 % 人 ・ %

男 性 計 57 33.9 63 37.5 120' 71.4 168

女王 計 129 53.8 78 32.5 207 85.9 240

合計
1

…
ポ ー

i

;∵

20未満 4 28.6 3 21.4 7 50.0 14

20代 19 38.0 13 26.0 32 64.0 50

劔 代い,"ヂ
.37 37.0

,

39 39.0 76 76.0 100

40代 33、 47・8 21
'30
.4 54 78.2 69

50以上
,'.

、

93 53.1 65 37.1 15 .8

`
90.2 17.5

小計'
『186

45.6
.

1.41 34.6 327
,

80② .1408

も

〈購入じだ(予 定を含む)地 場産品〉

,こ れは,回 答者力『当会場で購入した(予 定を含む)地 場産品の種別について質問した
『ものである

。 ・.・ ・,
'
・ 男 女合計では,食 料 品の購入が315人(78 .0%)と 圧 倒的で あb,次 に 酒類が

47人 ・(11F6.%,)・ と なってお リプ比較的安価 な商品の人気が高い。

・ 性 別では
,食 料品の購入は女性が199人(83.2%),男 性 が116人(70.3

%)と な ってお り女 性の方が約1割 程度 多いが,酒 類の購入 については男性が32人

(19.4%),女 性 が15人(6.3%)と 逆 に男性の方が1割 程度多い。

・ 食 料品及び 酒類以外の地場産 品の購入は,男 女 とも少な く各 品目とも5%未 満 とな

い っているb

θ

■

◎
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衷2-12購 入 した(予 定を含む)地 場産 品(性 別合計)

複数回答あり(単 位:人)
(各%の 分母は各性別回答数)

性別 酒 類 食料品 陶磁器 織 物 工芸品 家 具 その他 回答数

男性
32 116 、 1 4 7 1 4 165

19.4% 70.3 .駕 0.6% 2.4罵 4.3駕 0.6駕 2.4駕 100.0%

女性

'∴15'

、

・19 .9 ,5 3 11 1 5 239

6.3%
1

83.2% 2.1% 1.3% 4,6駕 ・ 0.4駕
〉

・2
.1Z 100.0驚

'

合計
47 315 6

'7
i8

♂

2 .9
'

404

11.6% 78.OZ 1.5% 1.7'駕 4.5駕 ,0.5駕 培 100.0落

・ 男性についてみる と,や は り各年齢層 とも食料品の購入が一番 多 くな ってい るが

'特 に30才 代 ・40才 代 ・50才 以上 では,7割 以 」二にもならてい る。

・ 酒類については,20才 代 の男性はその33.3%が 購入 してteb,他 の年齢 層の2

倍 近 くに達 している。

表2-13購 入 した(予 定を含む)地 場産品(男 性年 齢別)

複 数回答あり(単 位:人)

(各%の 分母は男性年齢別回答数)

年 齢
←

酒 類 食料品 陶磁器 織 物 工芸品 家 具
' その他 回答数

20未満

嚇

0 2
,∨

0 0 q 0 1 3

0駕 66.7,駕, 0.%
`0%

0'% 10% 33.3% 100.0%

20代
5 8

'0
0 1 0

s'1
15

33.3Z .53.3』%
1
0% 0駕 6.7叱 0駕

'6
.7叱 100.0%

3q代
7 27 0 1 2 1 0. 38

18.4% 71.1% 0% 2.6% 5.3叱 2.6% 0% 100.0%

40代
3 15 0 1 0 0 1 20

15.0% 75.0% 0駕 5.0% 0% 0叱 5.0% 100.0%

50以上
17 64 1 2 4 0 1 89

19.1駕 71.9% 1.1% 2.3% 4.5,%

、

0% 1.1% 100.0%

小 計
32 116 1 4 7 1 4 165

19.4駕 70.4駕 0.6駕 2.4% 4.2% 0.6駕 2.4% 100.0駕
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・ 女性 については
,や は り各年齢層 とも食料品の購入が1番 多いが,特 に50才 以 上

の女性 は92人(87.6%)と9割 近 い数字 となっている。

・ 酒類につ いては,20才 代 の女性の17.9%が 購入 してteり,男 性の場合 と同様 に

他の年齢層 の2倍 近 くなっている。

表2-14購 入した(予 定を含む)地 場産品(女 性年齢別)

複数回答あり(単 位:人)
(各%の 分母は女性年齢別回答数)

年 齢 酒 類 食料品 陶磁器 織 物 工芸品 家 具
その他 回答数

20未満

0 5 0 0 0 0 1 6

0叱 83.3% 9% 0駕 0% OZ 16.7% 100.0%

20代

5 21 0 0 2 0 0 28

17.9% 75.0% 0% 0% 7.1% 0% 0% 100.0%

30代

4 45 3 0 2 1 0 55

7.3% 81.8% 5.5% 0% 3.6Z 1.8駕 0% 100.0%

40代

3 36 0 2 2 0 2 45

6.8% 80.0% 0% 4.4% 4.4駕 0% 4.4駕 100.0%

50以上

3 92 2 1 5 0 2 105

2.9叱 87.6% 1.9駕 0.9毘 4.8% 0% 1.9毘 100.0%

小 計
15 199 5 3 11 1 5 239

6.3% 83.2% 2.1% 1.3%. 4.6X 0.4%
2.1% 100.0叱

声

⑱、

■

・ 男女合計では,20才 代以外は各年齢層とも食品の購入が約8割 と最も多く次いで
　

酒類 の順 とな って おり,こ れ以外の商 品の購入ぱ5%未 満 と極端 に少ない。

・20・ 才 代 では食料品 の購入は67.4・%,酒 類が23.3.%で あb,他 の 年齢層 と比較

す ると食料品が10%程 度 低 く,そ の分だけ酒類 の率が高 くなっている。

■

楡
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表2-15購 入 した(予 定を含む)地 場産品(年 齢別)

複数回答あり(単 位:人)
(各%の 分母は年齢別回答数)

,

ρ

年 齢 酒 類 食料品 陶磁器 織 物 工芸品 家 具 その他 回答数

20未満
0 7 0 0 0 0 2 9

0% 77.8% 0駕 0% 0% 0% 22.2% 100.0%

20代
10 29 0 0 3 0 1 43

23.3% 67.4% 0% 0% 7.0% 0% 2.3% 100.0%

30代
11 72 3 1 4 2 0 93

11.8叱 77.4叱 3.2% 1.1% 4.3% 2.2% 0驚 100.0%

40代
6 51 0 3 2 0 3 65

9.2駕 78.5% 0% 4.6% 3.1% 0% 4.6% 100.0%

50以上
20 156 3 3 9 0 3 194

10.3% 80.4% 1.6% 1.6ズ 4.6% 0% 1.5% 100.0%

小 計
47 315 6 7 、18 2 9 404

11.6% 78.0% 1.5Z 1.7X 4.5% 0.5% 2.2% 100.0%

ハ)キ ャプテンシステムについて

くキャプテンを知っていたか否か〉

これは,キ ャプテンシステムの知名度 を調査 したものである。

・ 男女 合計では,比 較的に20才 代 ・30才 代 ・40才 代 の知名度が高 く,20才 未 満 及び5

0才 以上 の知名度が低い と言え る。'

・ また
,総 合計 では回答者 の約6割 が,キ ャプテ ンを知ってい ると答えてお り,知 名度

はかな り高ま って きた と思われ る。
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表2-16 キャプテンの知名度(年 齢別)

(各%の 分母は年齢別回答数)

性別
「エ

年 齢
}・

・知 って いた 知らなかった そ の 他
回答数

、

'人'
% 人 %・ 人 ・ %、

合 計1

,.

20未満 7 50.0 6、 42.9
'1

7.19 14

20代 35'・ 70.0・ 15 .30.0
:

・0 0 50.

30代 69 69.0 31 31.0 0 0 10 .q

40代 46 66.7' 23 33.3 0 o 69

50以上 94 , 53.4 81 46.0 1 0.6 176

小計 251 61.4
L156

38.1 2 0.5 409

・ 性別で見ると,「 知 っていた」は,男 性123人(73.2%)に 対 し,女 性は128

人(53.1%)と,男 性 の方が2割 も多い。

・ また,男 性では30才 代 での知名度が43人(93 .5%)と 一番高い のに対 し,女 性

では20才 代 が21人(67.7%) .で最 も高い。

表2]17 キャプテンの知名度(性 別年齢別)

(各%の 分母は各性別年齢別回答数)

性別 年 齢
知 っていた 知 らなかった そ の 他

回答数
←人 % 人 % 人 ,%

男性

20未満 2 40.0 ・2 40.0 1 20.0. 5'

20代 14 73.7
♪5

26.3 0 0』'ユ9

30代 43 93.5 3
'6
.5 0 0 46

40代 21 80.8 5 19.2 0
'
o 26

50以上 43 59.7 28 38.9 1 1.4 72

小計 123 73.2 43 25.6 2 1.2 168

女性

20未満 5 55.6 4 44.4 0 0 9

20代 21 67.7 10 32.3 0 0 31

30代 26 48.1 28 51.9 0 0 54

40代 25 58.1 18 41.9 0 0 43

50以 上 51 49.0 53 51.0 0 0 104

小計 128 53.1 113 46.9 0 0 241
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〈キャプテンを使ったこ とがあ るか否か〉

・ 男女合計では;10;6犬(イ トへ・24 .4%)と 回 答者 の4人 に1人 が使用 した ことがあると

答えてお り,思 っ たよ りよ く利用 されていると言える。

・ まだ,年 齢別では20才 代 の使用経験者が'22人(44.0%)と 最 も多いが,こ れは

女性の20才 代 の使用経験者が14人(45L2%)と 多 い7?め で ある。'

・'20才 代 を除 く他の各年齢層 の使用経験者は
e.概 ね20%前 後 と平均 している。

{
表2-18キ ャ プテンの使用経験(年 齢別)、 ゴ.{

(各%の 分母は各性別年齢別回答数)～

性別 年 齢
あ る な い そ ・ の 他 :

回答銭
卜人 % 人 % 人 %

合計

20未満 3 21.4 10 71.4 .1 7.2 14 .

20代 22 44.0 28 56.0
'0

0・ 50

30代 26 26.0 72 72.0 2 2.0 100

40代 16 23.2 53 76.8 0 0 69

50以上 33 18.8 141 80.1 2 1.1 176

小計 100 24.4 304 74.3 5 1.3 409

ノ

・ 男性では,50才 以 上を除 く各年齢層 の4割 近 くが使用 した と答えており,ま た男性

合計で の使用経験者は55人(32.7%)と,女 性45人(18.7%)の2倍 近 くであ

る。

●
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表2-19 キャプテンの使用経験(性 別年齢別)

(各%の 分母は男性年齢別回答数)

性別 年 齢
あ る な い そ の 他

回答数
人 % 人 % 人 %

男性

20未満 2 40.0 2 40.0 1 20.0 5

20代 8 42.1 11 57.9 0 0 19

30代 18
・

39.1 28 60.9 0

・

0 46

40代 11 42.3 15 57.7 0 0 26

50以上 16 22.2 55 76.4 1 1.4 72

小計 55 32.7 111 66.1 2 1.2 168

女性

20未満 1 11.1 8 88.9 . 0
`'0 9

20代 14
'45
.2 17 54.8 0 0' 31・

30代 8 14.8 44 81.5 2 3.7 54 .

40代 5 11.6 38 88.4 0 0 43

50以 上 17 16.3 86 82.7

・

1 1.0 104

小計 45 18.7 193 80.1 3 1.2 241

〈 キャプテンは使い 易いか否か〉

' ・ 男女合計では,98人(73.7%)と7害1以 上 が使 い易いと答えている。また,年 齢

別に見る と概ね 若年層ほ ど 「使い 易い」 の回答率が高い。

表2-20 キャプテンの難易(年 齢別)

(各%の 分母は年齢別合計数)

性別 年 齢
使い易い 使いに くい

人 % 人 %

合計

20未満 5 83.3 1 16.7 6

20代 17 77.3 5 22.7 22

30代 23 74.2 8 25.8 31

40代 15 68.2 7 31.8 22

50以上 38 73.1 14 26.9 52

小計 98 73.7 35 26.3 133
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・ 使い易い と答えた 中で は,男 性20才 代7人(77.8%),女 性20才 代 未満3人(

100.0%)及 び30才 代9人(81.8%)が 目立っている。

表2-21キ ャプテンの難易(性 別年齢別)

(各%の 分母は各性別年齢別合計数)

性別 年 齢
使い易い 使いにくい

合計数
人 % 人 %

男性

20未満 2 66.7 1 33.3 3

20代 7 77.8 2 22.2 9

30代 14 70.0 6 30.0 20

40代 8 66.7 4 33.3 12

50以 上 19 73.1 7 26.9 26

小計 50 71.4 20 28.6 70

女性

20未満 3 100.0 0 0 3

20代 10 76.9 3 23.1 13

30代 9 81.8 2' 18.2 11

40代 7 70.0 3 30.0 10

50以 上 19 73.1 7 26.9 26

小計 48 76.2 15 23.8 63

〈 どの点が使 いに くいか〉

・ 男女合計では,操 作が複雑が34人(49.3%)と 一 番多 く,応 答 が遅い18人(2

6.1%)と 画質が悪 い17人(24.6%)は,ほ ぼ 同率である。

表2-22 使いに くい点(年 齢別)

複数回答あり
(各%の 分母は年齢別合計数)

性別 年 齢
操作が複雑 応答が遅い 画質が悪い

合計数
人 % 人 %' 人 %

合計

20未満 1 50.0 0 0 1 50.0 2

20代 3 23.1 3 23.1 7 53.8 13

30代 9 47.4 6 31.6 4 21.0 19

40代 9 69.2 2 15.4 2 15.4 13

50以 上 12 54.6 7 31.8 3 13.6 22

小計 34 49.3 18 26.1 17 24.6 69
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・ 男女 を比較す ると
,操 作が複雑は男性15人(45.4%),女 性19人(52.8%)

と若 干女性 の方の率が高い。

・ また ,男 性 では,「 応答が遅い」i2人(36.4%)が 「画質が悪い」6人(18.2

%)の2倍 に なっているのに対 し,女 性では反対に,「 画質が悪い」11人(30,5%)

が 「応答が遅 い」6人(16.7%)の 約2倍 にな って いる。

表2-23使 い に くい点(性 別年齢別)

複数回答あり
(各%の 分母は各性別年齢別合計数)

性別 年 齢
操作が複雑 応答が遅い 画質が悪い

合計数
人 % 人 % 人 %

男性

20未満 1 100.0 0 40.0 0 0 1

20代 1 14.3 2 28.6 4 57.1 7

30代 3 33.3 4 44.5 2 22.2 9

40代 5 71.4 2 28.6 0 0 7

50以上 5 55.6 4 44.4 q 0 9

小計 15 45.4 12 36.4 6 18.2 33

女性

20未満 0 0 0 0 1.
'100
.0 1

20代 2 33.3 1 16.7 3 50.0 6

30代 6 60.0 2 20.0 2 20.0 10

40代 4 66.7 0 0 2 33.3 6

50以上 7 53.8 3 23.1 3 23.1 13

小計 19 52.8 6 16.7 . 11 30.5 36

←)キ ャプテシシヒョ ッピングについて

くキャプテンで購入 してもよい と思 う地場産品〉

・:男 女合計 では,食 料品が288人(51 .9%)と 圧倒的に多 く,次 いで酒類136人

(24.5%)に なっており,こ れ以外の品目の購入希望は各品目とも10%未 満 と極端

に少な く,比 較的安価な商品の人気が高い。'

・1ま た ,t年 齢 別に見て も概ね上記同様の傾 向 となってい る。:
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表2-24キ ャプテンでの地場産品の購入(年 齢別)

複数回答あり(単 位:人)
(各%の 分母は年齢別回答数)

性別 年 齢 酒 類 食料品 陶磁器 織 物 工芸品 家 具 その他

合計

回
答5
数5
計5
人

20未満 2 6 1 1 3 1 1

20代 22 27 2 1 5 7 6

30代 35 68 6 0 7 6 9

40代 22 55 2 0 7 3 3

50以上 55 132 15 7 17 8 13

小 計
136 288 26 9 39 25 32

24.5駕 51.9駕 4.7% 1.6駕 7.0駕 4.5駕 5.8駕

・ 性別で見ても,上 記同様の傾向であるが,酒 類 については若干男性の方の購入希望が

多い。

表2-25キ ャプテンでの地場産品の購入(性 別年齢別)

複数回答あり(単 位:人)
(各%の 分母は各性別年齢別回答数)

性別 年 齢 酒 類 食料品 陶磁器 織 物 工芸品 家 具 その他

男性

回
答2
数3
針0
人

20未 満 0 4 0 0 1 0 0

20代 8 9 2 .0 1 4 3

30代 18 29 3 0 3 2 5

40代. 10 18 0 0 3 2 1

50以 上 29 50 7 0 7 6 5

小 計
65 110 12 0 15 14 14

28.3% 47.8% 5.2% 0% 6.5駕 6.1% 6.1%

女性

回
答3
数2
計5
人

20未満 2 2 1 1 2 1. 1

20代 14 18 0 1 4 3 3

30代 17 39 3 0 4 4 4

40代 12 37 2 0 4 1 2

50」ヌ上 26 82 8 7 10 2 8

小 計
71 178 14 9 24 11 18

21.8% 54.8% 4.3駕 2.8累 7.4% 3.4駕 5.5%
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〈キャプテ ンで地場産品を購入 して もよいと思 う価格帯〉

・ 男女合計では ,3～5千 円が127人(32.2%)と 最 も多く,3千 円未満が100

人(25.3%),5千 円～1万 円が108人(27.3%)と な ってお り,85%の 人 が

・方円程殿 でな ら地雑 品の購入 宕 ヤプテ ンで行って もよいと考 えている.

・ また
,性 別及び年齢別で も全 く同様 の傾向で あり、 これは食料 品や酒類 の購入希望が

多い ことと関係している もの と思われ る。

表2-26キ ャプテンの価格帯(年 齢別)

複数回答あり(単 位:人)
(各%の 分母は性別回答数)

性別 年 齢

}

3千 円
未満

3～5

千 円

5千 円
～1万円

'1～3

万 円

3～5

万 円 万円
5～1chO万 円

以上

男性 小 計

,165人

4'3 53 41 16 6 5 1

6.1% 32.1駕 24.9罵 9.7% 3.6% 3.0% 0.6駕

女性 小 計
230人

57 74 67 15 14 3 0

24.8% 32.2駕 29.1駕
、

6.5駕 6.1% 1.3駕 0駕

合計

20未満

A

6 3 2 0 1 0
・

1

友

20代 10 1'8 13 3 5 0 0

30代 18 39 23 8 3 2 0

40代 15 23 18 7 1 2 0

50以上

'

51 44 52 13 10 4 0

小 計
395人

100 127 108 31 20 8 1

25.3% 32.2% 27.3駕 7.8叱 5.1% 2.0% 0.3%

`

〈キャプ テンで地場産品 を購入 した くない理由〉

・ 男女合計 では,項 目(O「 実 物を見 ないと買 う気が しない」 が16'O人(34.0%)い

るが,項 目(A及 び⑧ を合わせ ると277人(58.8%')で あ り,商 品 の品質等 を如何に

キャプテンで 明示で きるかが,今 後の大 きな課題 で あると思 われ る。

・ これ は,各 性別及び年齢別 でも概 ね同様の傾向である。
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表2-27 、購 入 した くない理 由(性 別合計)

(各%の 分母は各性別年齢別回答数複数回答あり)

性別 年 齢

(A)

品質 ・色柄
・サイズ ・重

量等が よ く

わか らない

(B)
価格と品質
等との比較
が十分にで
きない

(C)
実物を見な
いと買う気
がしない

(D)

そ の 他

回答数

人 % 人 % 人 % 人 %

男性 小計 52 29.5 45 25.6 68 38.6 11 6.3 176

女性 小計 92 31.2 88 29.8 92 31.2 23 7.8 295

合計

20未満 5 41.7 1 8.3 4 33.3 2 16.7 12

20代 25 43.9 8 14.0 18 31.6 6 10.5 57

30代 35 35.4 28 28.3 32 32.3 4 4.0 99

40代 23 29.5 18 23.1 28 35.9 9 11.5 78

50以 上 .56 24.9 78 34.7 78 34.7 13 5.7 225

小針 144 30.6 133 28.2 160 34.0 34 7.2 471

亀

,

●

2.2.4地 場産業振興行政の状況

地場産 品ブラン ドを確立 し,地 域中小企業の活性化を図るた めのオンライン情報流通システム

を構築す るに当たっては,各 産地と地域行政 との連 繋が不 可欠であ り,よ って,以 下に現在実施

されてい る地場産業振興行政にっ いて紹介 することとする。

(1)地 場 産業総合振興対策

(a)地 場 産業振興対策の体系

九 州地域においては,各 地に地場産業が形成 されてお り地域振興 の担い手 として大 きな期

待が寄せ られている。'

しか しなが ら,地 場産業 は前述の ように,そ の零細性 ・閉鎖性等か ら販路拡大 ・新商品開

発 ・人材育成 ・取引条件 の改善等解決すべ き多 くの課題を有 している。

このような地場 産業 の活性化や新 しい地場産業の創出を図 り,地 域社会 の発展に貢献する

ため,国 及び県等が一 体となって図2-2の よ うな 「地場産業総合振興対策」を実施して い

る。

また,こ れ らの事業が効果的かつ円滑に実施されるように国及 び県が補助金を交付してい

る。
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・ 地場産築
地域中小_烏 合損興

企業対策 対∫匝

調査.ビ ジョ

ン等`

振興事業

地場産菜実但調査等η∫築

ヒ
県別実態調査(55年 度で完了),

都市別地場産業封印推進モデル調査(59年 度で完了)

地場産業振興ビジョン作成那粟{56～57年 度で完了)

地場産菜推進モデル耶※実施主体(県 〕⑤1,000万円補助率国%

地場産業捻合振興事案

1;耀iカ 　 麟1撃 ξ1　・万・

{◎地場産業デザイン高度化 実施主体 〔組合等〕創00万 円特定1∬桑 摘助率国%,県%

情報対坑口粟

麟 難 進,、m}懸欝1懸案　 →
実施 主体(原 〕61.000万 円 ・

緬1物事国%

地場産業1辰

(高度化融資の活用(中 小企祭事築団〕)

普及 ・展示事業一全国地場産品振興対策事祭

,

・◆

卜

図2-2地 場産業総合振興対策の体系図.

(b)補 助事 業実施状況

九洲には数多 くの地場産業が形成 され ていることもあり,昭 和56年 度以 降において諸

種の補助事業が実施されている。

まず,昭 和56年 度 及 び57年 度 の2カ 年度にかけて 管内全県で地場産業振興 ビジ ョン

が策定 され ると共 に,地 域産業振興 のための 中核的機関 として,4ヵ 所 に地場産業振興 セ

ンターが設立 され た。

最近 の補助事業 の実 施状況は表2-28'の とteり で ある。

●
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表2-2.8最 近 の実施状況一覧表

,、

6

]∬築区分 、事 業 内 容 実施主体(細 物対∬{者)

地場産菜推進モデル 地域社会と思合しだ新しい産業集胡を 熊本県
η喋(60年 ω ・ 摺摸するためのビジョンの限定 宮崎県

地場産業禰眺退化 地 場産 業 に凹 ナ る情 奪回の データベース 福岡県,熊 本県
事業{61年 度) 胡藁箒のための調査研究 大分県.宮 均 県

川 口収集提供口供 地場産染仮興のために有効とされる情 地場産菜 振興センター(4ヵ 所)
(61年ω 姐の収集及び提供

地場産粛2合 振興耶 新商品開発能力育成事業,需 要開拓事業 (60年 度)地 場」蛮菜 振興センター(4カ
泉 及び人材喪成事業. 所)

博多はエ簗狙合,紐 律水産加工団地協同

組合,島 原手延常圧協同組合迎合会,人

吉物産振興協会,中 商工築団地協同組

合.宮 崎県北部地域地場産泉振興協服

会.鹿児島姐本場大島仙協同組合迎合会

等

(61年埠)地 場産桑振興センター(4カ

所),博 多織土類組合,神 埼 そうめん協同

組合,依 £～石工莱協同M合.熊 本 県穴 品.

産業協ほ会,別府つげ加工祭協同姐合,

社団法人宮崎県物産振興協会,鹿 児島県
竹製品花22協同組合

.

地場麗祭デザイン高 市姫の動向に即応したデザイン開発力
〉

.(60年度}協 同10合 大川 家具工菜 会1大
度化特定η壕 強化1∬策 有田焼振興協同組合,波 佐見・三川内用

磁器工菜協同姐合,協 同組合熊本泉貝工

菜会.・m九州集成材工業協同組合

(61年度)久 留米研協同組 合.紬 富木工

協同組合,雁 本辞寝装協同組合,宮 崎県

鼎南地域地場産業振興対∫π協1艮会

⑨
、

●

(c)地 場産 業情報化推進事業

前述 の補助事業実施状況一覧表 のとk'り,地 場産業総合振興対策の一環 として,昭 和61

年度 から福 岡県 ・熊本県 ・大 分県 ・宮崎県において,地 場産業に関するデータベース構築等 の

ための調査研究事業 が実 施され ている。当該事業の概要は,以 下 のとお りで ある
。

① 現状及び施策 の必要性

消費者ニーズの多様化 ・高級化や技術革新の進展,更 に は高度情報化社会 の進展など,

近 年の地場産業をめ ぐる環境はめまぐるしく・変化 しており,こ れ らの環境変 化の中で地場産

業が発展 を遂げてい くためには,技 術 力の一層 の向上や 市場開拓の強化,情 報 化に よる体

質改善 など解決すべ き多 くの課題を抱 えている。

例えば,生 活関連財・地場 産業についてみ ると,社 会経済の成 熟化 に伴い生活意識の多様

化 ・高級化が進んでお り,中 で も本物 志向は大きなうねりとなり生活関連財地場産業の可能

性を太 き ぐ広げる もの となっているが,こ の可能性を現実 のものとす るた めに は,消 費者

ニーズ等市場動向をいか に迅速かつ的確にと らえた製品開発を行 うかが重要な課題 とな
っ

ている。
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また,生 産財地場産業においては,エ レク トロニクス利用によるFA化,新 素材加工へ

の対応等先 端技術化は必然的な流れで あり,こ の ことが新たな事業機会の拡 大を もた らす

可能性 を伴 ってお り,先 端分野を中心 とした技術情 報の収集が重要な課題 となっている。

今後飛 躍的に進展す る情報化の中で,こ の ような課題 を解決す るためには,コ ンピュー

タ ・ファクシ ミリ等情報機器 の導入,企 業 間ネ ットワークに よる受発注業務の効率化,あ

るいはデータベ ースや 地域 内 ・地域間ネ ットワークを通 じての広範な消費者 ニーズ ・技術

・原材料情報等の収集に よる新製品の開発,企 業連携 など地場産業自 らが積極的 に情報化

に取 り組 む ことが必要で ある。

しか しなが ら,地 場産業の多 くは小規模 ・零細で あることか ら,独 力でこうした情報化

に取 り組むことは人的 ・資金的に困難な面が多く,地 域 ぐるみで取 り組む必要があるとど

もに,蓄 積された情報は地域内の地場産業に広 く活 用され るものでなければな らない。

こうした背景 のもとに,地 場産業の求 める個別具体的 情報をデータベース化 し,か つ地

・・域 内 ・地域 間ネ ットワークの形成等 を図 るための調査研究を地場産業振興の中核機関たる

第3セ クター等が行 う地場産業情報化推進事業が創設されている。

② 事 業 の 内 容.

地 場産業が求 めて いる個別的 ・具体的な情報のデータベース化 と当該 データベ ース活 用

等のための ネッ トワーク形成 に関す る調査研究を地場産業振興の中核的機関たる第3セ ク

ター等が 行う場合 に,国 が都道府県を通 じて補助す る。

・事 業 規 模 総額5,000万 円(5地 域)

単 価1,000万 円(国 県各1/2)

・補 助 対 象 都道府県(間 接:第3セ クター等)

③ 事業の実施状況

く福 岡 県 〉

・実施 テーマ名

久留米地域地場産業支援情報ネ ットワーク構築事業

・事 業 内 容

地場産業デ ータベース構築 のための調査研究

〔:㍍驚 ㌫'驚:腹 鰭㌘ 固麟 三 デ一夕ベ〕
・実施ス ケジュール

61年 度 ア ンケー ト調査(約1,000企 業 を対象),ヒ ア リング調査 事業者デー

タベ ースの作成等

62年 度 以降 必要 とするデータベース及びネ ッ トワークめ構築

く熊 本 県 〉

・実施テー マ名

情報資源活性化 システム事業
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/

・
.事 業 内 容

必要なデ ータベース 構築のための調査研究

ネ ットワークの有効 的な活用を想定 したグループによ るケー ススタデ ィ

・実施 スケジュール(5カ 年 計 画)・

61年 度 ・ 調査研 究

62～63年 度 システム設計

64～65年 度 ハー ド機器 の設置,ソ フ トウェア開発,デ ータベース形成,

ネ ットワーク整備

・ネ ットワーク システムの概要

地域地場企業(メ カトロ関連企業,シ ステムハ ウス),工 業 団地(機 械 金属),地 域 ブ

ロック(産 地)別 の拠点 をパ ソコンネヅトワーク化 し,ノ マモ トT&Dセ ン ター(仮)

と連結す るこ とに よって,相 互の 情報交流を可能にする。

T&Dセ ンターをさらにテ クノポ リス財団電子機械技術応用研究所(電 応研)熊 本県工

業技術セ ンター,.地 域 中小企業情報 センター,他 の県 内外 のデータベース のキーステー

シ ョン,高 森 ソフ トの村 などのデー タベース ある いは,ソ フトウェア開発機能ヘアクセ

スす るた めのサポー トを行 う。

デザインCADの 機 能 をもつ情報の提供 を行 うことので きるデ ータベースシステムの開発

を行 う。

ユ 晒 ＼ ≧

＼ 電 応 研

クマ モ トT‥ ●一●一・工 業 技 術 セ ンタ ー

地 場 産 地'－L_&Dセ ン タ

個別金集//〆'》

高 森 ソ フ

情 報 セ ン タ ー一
●

、 ＼ ・㌃他 の デ ー タ ベ ー ス
、
.

ト の ・

、 図2-3ネ ッ トワー クシステムの概念図

●

〈 大 分 県〉 ‥ ・

・実施テーマ名

日田玖珠地域地場産業情報 ネ ットワークの調査研究

・事 業 内 容

(財)日 田玖珠地域産 業振興 センターを中核 として,域 内主要 産業である家具 ・木材 ・工
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芸 ・木製はきものなど地場産 業固有の情報網の整備につ いて調査研究 を行 う。

地場産業の現況及 び情報 ニーズの調査分析(450企 業 を対象)

情報のデータベース構築及び ネ ットワークの形成に係 る調査研究

(技 術情報 ・デザイ ン情報 ・商品情報 ・流通マーケティング情報 ・消費動向など必要

な情報の入手 ・データベースの構築手順や問題点等の調査研究,情 報 のシステム化

に関す る実施計画を策定,専 門的技術者 の配置)L

情報 化に関す る資金計画,人 材の要請等 の調査研究

(情 報網の整備に要す る資金計画,情 報網を活用す る人材 の要請,情 報意識 の啓発等

に関す る調査研究,年 度別実施計 画の策定)・

・実施ス ケジュール

61年 度(初 年度)

62～63年 度

64年 度以降

地場 産業 の現況及び情報ニーズの調査分析,デ ータベ ース構築

及び ネ ットワーク形成 の調査分析,情 報化 に関す る資金計 画 ・

人材養成等の調査分析

デー タベース システ ムの設計,デ ータベースの構築,プ ログラ

ムの開発

ホス トコンピュータの設置 端末機 の設置,ネ ットワークの形

成

中小企業団体
中 央 会

日鍵 班 守小鷺竺

研
究
機
関

商
工
会
議
所

商
工
会

市
町
村

中
小
企
業

地
場
産
業

図2-4ネ ッ トワー ク シ ス テ ム の 概 念 図
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〈宮 崎 県〉

・実施 テーマ名

SUN-RAY情 報 ネットワー ク調査研究事業

・事 業 内 容

基 礎 的 調 査

地場企業が求め る個別 ・具体的 情報の抽出,情 報所在源調査 地域情報化計画調査
,

情 報化先進地 調査

将 来 構 想 調 査

デー タベース構 築の方法,ネ ッ トワー ク化の方法,使 用機器 の選定 ネッ トワーク

の構 築 ・運営の役割分担(県 ・市町村 ・民間等) ,ニ ューメデ ィアコ ミュニテ ィ,

テ レトピアとの関連

実現可能性調査

技術的可能性,経 費算定(投 資的経費,運 転経費),財 政 基盤整備,人 的体制整備

SUN-RAY情 報 ネ ッ トワークの段階的整備計画 の策定

・実施 スケジュール

61年 度 上 記の各種調査及び情報 ネ ットワーク整備 計画の策定

62年 度 全体 シス テム設計

63年 度 以降 ソフ トウェアの開発

(2)県 単独事業 としての地場産業振興 対策

管 内各県 では前述 の総合 振興対策の他に,県 単独でそれぞれ に振興対策を講 じている
。

以下に,各 県における振興対策事業の一部を紹介する。
〈福 岡 県〉

・補 助 金 名 地域経済自主振興事業費補助金

・補 助 対 象事業 地域産業振興指針策定事業,特 産品開発事業,需 要開拓事業,人 材養

成事業,先 端技術育成事業 特認事業(知 事が振興に寄与するものと

認めた事業)

〈佐 賀 県〉

・補 助 金 名 地場産業育成強化事業費補助金

・補 助対 象事 業

調 査 研 究事 業

・地場産業育成強化対策協議会等の開催経費

・調査研究経費(新 商品・新技術の開発,需 要開拓等)

・教育研究経費(研 究会 ・講演会等の実施に必要な経費)

育 成 強化 事 業

・新商品開発 ・需要開拓 ・人材養成事業に要する経費
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〈長 崎 県 〉

・補 助 金 名

・補 助対 象 事 業

く熊 本 県〉

・補 助 金 名

・補 助 対 象 事 業'

〈 大 分 県 〉

・補 助 .金 名'

・補 助 対 象 事 業

〈宮 崎 県〉

・補 助 金 名

・補助対象 事 業

〈鹿 児 島 県〉

・補 助 .金 名

・補助対 象 事 業

長崎県ふ るさと産業振興事業費補助金

新商品 ・新技術開発事業,需 要開拓事業, 人材養成事業

人吉 ・球磨 リ・デザイン3カ 年計画事業費

多様化する消費者のニーズに対応 しうる商品の開発事業

都市圏 とを結ぶ流通機構の開発事業

通商振興費補助金

県外の市場調査経費

県内外における見本市 ・物産展の開催 ・参加経費

デザイン向上のために必要な研修会 ・研究会の開催に要する経費

県産品展示センター運営事業に要する経費

情報を収集し,印 刷配布するために要する経費

工芸コミュニティ事業費補助金

デザイン新製品開発能力育成事業,

育成指導事業

綾工芸まつ り,優 良工房の導入 ・

地場産業振興基金助成事業

ふるさと産業振興計画策定事業

地場産業技術者養成事業,県 産品愛用運動推進事業,新 商品企業化促

進事業,地 場産業販路開拓事業,情 報収集網整備促進事業

地域資源活用実態調査 市場調査,先 進地調査,振 興計画策定 その

他知事が特に必要と認める事業

(3)地 場 産業振興 センターにおける振興事業

九州地域には,表2-29の とお り4つ の地場産業振興セ ンターが設立 されてお り,各 セン

ター とも地場産業総合振興事業の一環 として,新 商品開発能力育成事業及び需要開拓事 業 ・人

材 育成 事業 ・情報収集提供事業等 を推進 している。1

特 に,助 久 留米 地 域 地 場産業振興 センター及び 翻 日田玖珠 地 域産業振興 センターでは

販路拡大等のため昭和60,61年 度 において,全 国キャプテン又は地域キャプテンでのオー

ダーエン トリー サー ビスを実験的 に実施 して いる。
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表2-29地 場産業振興セ ンター一覧表

予

`

名 称 所在地 対 象 市 町 村 総事業費(億 円)

㈱久留米地域地場 福岡県 久留米市、八女市、筑後市

産業振興センター 久留米市 大川市、小郡市、吉井町等 約10

(19市 町村)

㈱日田玖珠地域産 大分県 日田市、玖珠町、九重町、

業振興 センター 日田市 大山町、天瀬町等 約5
(8市 町村)

㈱都城圏域地場産 宮崎県 都城市、三股町、山之口町
業振興センター 都城市 高城町、山田町、高崎町等 約8

(6市 町村)

働南薩地域地場産 鹿児島県 枕崎市、加世田町、笠沙町
業振興センター 枕崎市 大浦町、坊津町、知覧町等 約5

(8市 町村)

(4)そ の他 の振興事業

(a)中 小 企業情報センター

地域 の中小企業の情報 ニーズに対応 した迅速 ・的確 な情報提供 サー ビスに より・,大企業 と

の情報格差 の解消をめ ざして,「 中小企業 情報 センター」'が設立されてtsり,国 は昭和54

年度 か ら事 業費の一部補助等を通 じ,同 センターの育成を図 っている。九州管内では,表2

-30の とk－り全県に設立されている
。

表2-30

■

県 名 名 称

福 岡 県 (社)福 岡県中小企業情報センター

佐 賀 県 (財)佐 賀県経済調査協会
佐賀県中小企業情報センター

長 崎 県 (財)長 崎県中小企業振興公社
長崎県中小企業情報センター

熊 本 県 (財)熊 本県中小企業振興公社
(熊本県中小企業情報センター)

大 分 県 (社)大 分県地域経済情報センター
大分県中小企業情報センター

宮 崎 県 (財)宮 崎県産業技術情報センター

鹿児島県 (財)鹿 児島県中小企業振興公社
中小企業情報センター
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これ らの センターでは,情 報収集 ・創出 ・提供事業等を推進 中で あり,表2-31の 商用

デ ータベ ース等の端末機を導入 し,中 小企業者に対 し情報提供サービスを行 ってい る。

表2-31

デ ー タベース名 情報分野 サービス機関名

SMIRS 文献情報 中小企業事業団

NEED-IR 記事情報 日本経済新聞社

JOIS 科学文献情報 日本科学技術情報センター

PATLIS 特許情報 日本特許情報センター

TSR-BIGS 企業情報 東京商工 リサーチ

K

4

また,一 部のセンターでは,ホ ス トコンピュータを設置 して,地 域データベースの構築及

び行政機 関 ・中小企業関係機関 ・企業等 とのデータベース ネ ットワークの構築に取 り組む と

ともに,パ ソコ ン通信 システムの利用 を関始す るなど,中 小企業 の情報 化対策を積極的に推

進 している。

(b)ふ るさ と小包便

郵政省では,昭 和58年 か ら 「ふ るさ と小包」 の取扱いを始 めてお り,利 用者 は居なが ら

に してふるさとの味 と香 りが楽 しめる ということで,好 評のようで ある。

① 取 扱 実 績

ふるさ と小包の取扱実績は,表2-32の と おり着実 に伸びてい る。

◆

表2-32

年 度 取扱品日数 取扱個数 対前年比

昭和58年 度実績 600品 目 43万 個 」'

昭和59年 度実績 1,000品 目 100万 個 232.6%

昭和60年 度実績 2,・.30'0品 目 293万 個 293.0%

昭和61年 度見込 3,000品 目 380万 個 !29.7%

累 計 6,900品 目 816万 個
■

まk昭 和61年 度 第2四 半期(7～9月)trCfO・ け る取扱状況は,全 体で2,700品 目

87万 個,4月 か らの累計で163万 個(前 年同期比約30%増)と 順調に 推移 している。
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第2四 半期で取扱 いの多い上位10品 目は

の食料品 である。

次のとお りで あり,殆 どが全国的ブラン ド

(昭和61年 度第2四 半期のふるさと小包BEST10)
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◆

② 特 徴

イ)利 用者 は カタログで商品を選定 し,郵 便局で専用の郵便振 替用 紙に より申込みを行 う。

振替料 金は,加 入者 負担 となってお り,利 用者は無料である。

ロ)カ タ ログは郵便局 に用意され てい るとともに
,郵 便振替で販売 もされている。(約3

0万 部),(全 国 版1冊390円)

な お,全 国版の カタ ログには853品 目が掲載され てk・り,う ち九州の分(沖 縄 を除

く)は126品 目(全 国比14.8%)と なっている。

ハ)商 品の代金には ,郵 送料(一 律)が 含まれている。

(但 し,加 入者は発送の際に実際の郵送料 を郵便局に支払 う)

二)商 品は
,郵 便局で 申込み後,お よそ1週 間で発送され る。

ホ)贈 答品(お 中元 ・お歳暮など)と して利用する ときは,注 文欄にその旨記入すると
,

相 応 の 「の し紙」 を付けて くれ る。

へ)届 先が多い場 合 ・急 ぐ場合

・申込み の際,注 文 書に 「届先 ・商 品名別途郵送」 と朱 書 きす る
。

・封筒の中に 「ふるさと小包」の申込番号 ・商品名 ・数量 ・価格 ・届先 と依頼主の住所

・氏名 ・電話番号及び払込月 日・払込局名払込金額を記入 した紙片 を入れ る
。

・この封筒 の名あてに商品の申込先 を記入 して
,60円 切手 を貼 付のうえポス トに投か

んす る。(封 筒代 ・切手代は,利 用者負担)

・この方法で 申し込 むと
,一 般の場合 よりteよ そ3日 早 く配達される。

ト)返 品 ・交 換等

内容相違 ・破損 ・損傷等 の場 合,現 品到着後1週 間以 内に申込 先(加 入者あて)に,返

品理由を明示 のうえ返送す ると,交 換 等が可能である。
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チ)加 入者 にかかる経費

・カタログ掲載料(1こ ま12万 円/年)

・売上金額 の5%を(財)ボ スタルサー ビスセン ターへ納める。

③ ふるさ と小包の流れ図

■

●

図2-5「 ふ るさと小包」の届 くまで

以上のように,地 場産業の振興を図るため,国 ・県等が中心となって各種の施策を講じてい

るが,特 に最近の情報化社会に対応 して 「地場産業情報化推進事業」の取り組みが開始された

点については,今 後ともその積極的推進が望まれるところである。

また,今 後各地減等において,地 場産業の活性化や情報化を推進するに当たっては,上 記の

各施策との連繋を十分考慮 した上で,実 施する必要があると思われる。

'
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◆

3.今 後 の 方 向 とシ ステ ム構 築 に係 る課題

3.1今 後 の 方 向

この ように地場産業は,県 内を主 とす る限定された広告 ・宣伝 ・販売地域,問 屋を主 とする販売

形態 とその取引問題等,改 善すべ き多 くの課題 を有 している。

また,最 近の地場産業をめ ぐる環境は,消 費者 ニーズ の多様化 ・高級化並びに情報化社会の進展

等,め ま ぐる しく変化 して いる。

こ うした中で,地 場産品ブラン ドの確立 及び販路の拡 大等によ り,地 場産業の活性化を図るため

には,既 存の広告 ・宣伝 ・販 売形態及 び既 存の流通経路等にのみ依存するので な く,社 会 ・経済 の

環嫁 化に対応してオ・,イ 。繍 唖 システ。の糠 を行 う。ど新た撮 開を図⊆ 要力、あ。。.

3.1.1地 場産業に係 る主要課題 と対応策la

(1)地 場産業に係る主要課題

(a)販 売 流 通 面

① 地場産 品ブラン ドの確立

地場産 品ブ ラン ドを確立 し,需 要の新規開拓を行 うためには,こ れま での問屋を主 とす

る販 売方法の他に産地 ・消費地直結の販 売方法 を取 り入れ,自 産地又は 自企業 のプラ'ンド

で販売す ることが肝要で ある。 【

② 流通マージンの低 減

また,商 品価格の低廉化に よる需要増加及び利益率の向上 を図 る方策 として流通マージ

ンの低減が考え られ るが,こ のために もや は り産地 ・消費地直結の販売方法を取 り入れる

必要が ある。

③ 資金繰 りの円滑化

さらに,資 金 繰 りの問 題については,そ の要 因の一つとして問屋の手形サ イ ト等が考え

られ るが,こ れ につ いて も産地 ・消費地直結 の販売方法であれ ば,比 較的短期に商品代金

を回収す ることが可能で あ り,資 金繰 りの改善に資す るものと思われ る。

④ 販 路 の 拡 大.

「地場 中小企業情報ニーズ調査」 に よれば,久 留米地域 の地場中・」・企業は,主 たる販売

地域が九州内70%(う ち 福岡県内55.6%)と 販 路が限定されてtsり,今 後九州以外特

に大都市に対 して積 極的 に販路 を拡大 し,需 要 の開拓を図る必要が あるが,そ のためには

広域への広告 ・宣伝及び販 売が比較 的容易に実現で きる方法 を導入す る必要が ある。

(b)情 報 入 手 面

① 情 報 ニ ー ズ ー.tl.

同調 査 によれば,地 場中 小企業が 「最 も欲 しい」 と考 えている情報は,業 界ごとの今後

の動向や将来性等の 「業界(市 場)情 報,消 費者 ニーズ の変化に 対応 した新製品開発 等の
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「製品開発情報」,消 費者 ニーズを中心とした 「消費動向,消 費ニーズ情報」 などとなっ

てお り,し か も,「 重要で あり」且つ 「不 足している」 と回答 した情報 と一致 している
。

② 情報 の入手 源

地場中 小企業者が経営上必要 とす る情報を手 に入れ るために利用 している情報源は,文

書 ・文献等では業界紙 ・専門紙及 び新聞テレビなどの一 般的 なメディアが主で,人 的情報源

では取引先 ・同業者 ・消費者な ど縦割的な もの とな ってい る。 また,組 識 ・会合 によるも

の としては同業者 との会合 ・展示会 ・見本市 など同業種に限 定された も(Dが 多 い。

一方 今後新 しく利用 した い情報源 としては
,デ ータベース ・調査関係出版物や専門家

・異業者等の外 部情報 あるいは地域 情報 センター等の よ り正確な情報等につ いて欲求がみ

られ る。'

③ 情報の加工方法

さ らに,入 手 した情報の加工 につ いては,不 十分 と考えて いる企業が38.3%で 最 も多

く,加 工方法は文書化 ・ファイル(ス クラップ)化 ・カー ド化など文書管理が殆 どである。

一方
,情 報を収集 ・加工す る組織等の有無につ いては,「 ある」 と回答 した企業はわず

か36社(1■8%)で,「 ない」 が83.7%を 占めてteb,こ れ は小企業が主で あるた

め人的余裕がな いこ とが原因である と考え られ る。

② 主 な 対 応 策

今後,地 場産業 が この ような主要課題 を克服す るためには,以 下 のような対応策を講 じる必

要が ある。

(a)販 売 流 通 面

前述 のとお り,地 場産業が厳 しい環境 に耐え,諸 課題を克服す るためには,産 地 ・消費地

直結及び広域消費 地(特 に大都 市)へ の販 売方法を積極的 に導入 していか なければな らない

が,そ の有 効的手段の一つとして カタ ログ販売(ふ るさと小包便等)や ホームシ ョッピング

(キ ャプテ ンショッピング等)の 活用が考えられ る。

また,新 聞や テ レビ等の マス メデ ィアの利用にっ いては,効 果は期待で きるが,経 費上 の

問題か らそ の多用 には無理がある。

なお,こ れ らのマス メデ ィアは,産 地組合等が イベ ン ト情報や販 売情報等を,随 時に提供

す る際に有用で あると思われる。

(b)情 報 入 手 面

① 売れ 筋情報 ・消費者 二〒ズ等

これ らの情報は,も ともと消費地(販 売時点)で 発生 した もので あり,ま た当該情報 の

入手は その迅速性や広域 性 ・正確性等を確保す ることが極めて重要である。

よ って,ホ ー ムシ ョッピングのオーダー エン トリー等を活用す ることにより,多 地点且

つ販売時点で直 ちにまた容易に大量の情 報を処 理 ・蓄積 し,こ れをオンライン等に より生産

地 にて加工 ・集 計 ・分析 及び製表を行 い,企 業の生産 ・販売計画及び新商品の開発等の経
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営戦略に役立てるとい う対策が望 まれ るところで ある。

また,消 費者 ニーズにつ いて も販売時点において直接消費者 か ら具 体的要望を収集 し,

上 記 同様 の方法で一早 く生産地に還元 され ることが望まれるが,こ の点か らもホームシ ョ

ッピン グのオーダーエン トリーシステムは有効であると思われ る。

② その他業界情報 ・製 品開発情報等

その他 の情報につ いては,前 述 のと治 りその情報源が限定的 なものとなっているため
,

デ ータベースや地域情報センターの利用等の欲求 も多い。

また,地 場企業では.零 細性及 び人材不足か ら情報の加工は不十分で あり,そ の有効活

用が図れ ていない点 を考え ると,今 後地場産 業振興 センター等の地場中核機関 を中心に地

域デー タベースの構築や商用デー タベース等の利用 を促進 し,域 内の産地組合及 び企業に

対 し情報の加工 ・分析 まで含 めた 情報提 供サー ビスを行 う必要がある。

この点 につ いては,福 岡県 ・熊本県 ・大分県 ・宮崎県にお いて
,昭 和61年 度 から 「地

場産業情報化 推進事業」が 開始され ているが,こ こでは,地 場産 業が 必要 とす る情報ニー

ズに 即 したデ ータベ ースの構 築等 の調査研究 が実施されており,そ の成果が期待 されると

ころで ある。

(c)地 場 中核機関の役割

久留米地域の地場中小企業 の70%は 資本金が1,000万 円未満 であり,同 .Vく33%が500

万 円未満で ある。 また75%の 企業 は従業員が30人 未 満で あb,同 じ く48%は10人 未

満 とな っている。

このよ うに,地 場中小企業の多 くが小規模零細で あり,独 力で厳 しい環境変 化に対応 し,

そ の活性化を図ることは,極 めて難 しいと言え る。

よって,こ れ らの対応策 を講ずるに あた っては,地 場中核機関 を中心に産地が一 体 となっ

てそ の取 り組 みを行 うこ とが 肝要で ある。

■

3.L2ホ ー ムシ ョッピングシステ ムの在 り方

(1)利 用 すべ きメディア

オンライ ンに よるホームシ ョッピングに利用で きる主な メデ ィアと しては
,一 応 キャプテン

システ ム ・ファ?シ ミリ通信 ・パ ソコン通信及びCATVが 考 え られるが
,こ の中で現在地場

産品に 係るホー ムシ ョッピングに有 用 と思われ るメデ ィアは,キ ャプテンシス テムである
。

つ ま り,キ ャプテンシス テムでは既 にホームシ ョッピング(オ ーダーエン トリーも可)が 行

われて おり,まk全 国キャプテン(キ ャプテンサー ビス㈱)や 地域 キャプテ ン(約20地 域 あ

り・ 他 繊 か パ ア㌘ ス可 能)が 稼働 し⇔ り・そのサニ ・スェ リアが比較的広範囲である
。

さ らtlz,キ ャ プテンシステムでは既存 の電話及び テレビに キャプテンアダプター(約7万 円)

を接続す るだけで端末機 とな るため,一 般家庭で も比較的安価に設置可能 であ り,今 後の普及

が大いに期待で きるθ
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なお,フ ァクシ ミリについて は,公 衆 電話回線 を利用 して,カ タログに よるホー ムショッピ

ングを行え ば,100万 台 を超える とい う普及状況か らして,十 分に有用な手段で あ ると考え

られ るが,カ タ ログの 印刷及び送付にかか る経 費等の問題が あるため,キ ャプテ ンショッピン

グの補完的販 売方法 として活用すべきで ある。

また,パ ソコン通信も端末数 ではキャプテンを追い越 してお り将来的にはホー ムショッピン

グの有効 な手段 となりうると思 われるが,現 段階では,ま だ,ホ ームショッピングに係 る実 用

システムが な く,今 後 の展開を待つ必要 がある。

さらに,CATVに つ いては,豊 富な情報量を伝達できるという利点があるが,閉 域デー タ通

信 の問題 や双方向通信が ごく一部の地域で しか実現されてい ない現状か らして,地 場産品に係

るホームショッピングの適用は時期尚早 であb,今 後 の外部IPや データベースとの接続 及び

双方向通信の普及等が期待され るところで ある。

亡の ように,現 時点に融 いて地場産 品の ホームシ ョッピングを考えた場合,キ ャプテンシス

デ ムが有用で あり,.以 下 にその実現形態 について述べ ることとす る。

'なお
,キ ャプテン ・ファクシミ リ・パ ソコン通信 ・℃ATV等 の 二=.一 メデ ィア及 びカタロ

グ等 のオール ドメデ ィアは,そ れぞれに異 なった長所があ り,よ って これ らを適宜に組合せて

,活 用する ことにより複合的 メ リットが生 じ,単 一 メデ ィアのみによるよりも大き な効果が期待

で きる と思われ る。

② キャプテンシステムの通信販売への適用形態等

(a)キ ャプテ ンシ ョッピング

キ'ヤプテ ンを利用 した通信販売にはい くつ かの レベルがある。

第1・のレベルは宣伝 ・広告の分野に属するもので,企 業名 ・取扱商品の概要 ・カタログ請

求先を画像を通 じて提供するものである。 消費者はこあ カタログを請求 し,カ タ ログの中か

ら欲 しい商品を注文す ることになる。 注文の仕方や代金くD決済 の方法は各社によって異なる
、

ものの,一 般 の通信販 売が行っている方式 と同 じである。

NTT

キ ャプテンシステム.

キ ャプテン端末

口 ・・一 注文

・消費廿

・山 頭

商品情鰍

小売菜 ・ノーカー浮

図3-1キ ャ プ テ ン シ ョ ッ ピ ン グ の 形 態1
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第2の レベルはテレビシ'sッ ピ ングと同 じもので,商 品の紹介,価 格の提示,申 込み先(

企業名,係 名,住 所),申 込 方法が静止画面に写 しだされ るものである。 テレビシ ョッピン

グ と異なるの は商品の種類が 多いことと,書 留めた りする時間が十分に あることで ある。 た

だ し画面の作 り方や送信上のハー ドの限界で商品の形や色などが鮮 明さにかけるという点 で

大 きな欠陥 を有 している。

NTT

キ ¶プテンシステム

キ ¶プテン蟷末

口
・消費者

銀行

'j、発 某 ・ メ ー カ`'f4f1t

図3-2キ ャプテンシ ョッピングの形態2
■

第3の レベルはキャプテ ンの端末か ら直接商品 を注文で きるシステムで ある。 画面上 には

文字や イラス トで商品が紹介 され,そ のままの操作で商品を注文す るこ とがで きる。画面上

にない商品でもカタ ログにのってい る商品を注文す るこ とが可能な場 合 もある。この場合,

カタ ログは前もって消費者の側 に販売されている。代金決済の方法は商品 と引き換 え,銀 行

振込等の方法が採 られている。

NTTINSシ ステム

旬

DEMOS

オ ンライン センタ ー

キ ャプテン槌末

口
小 売 渠 ・メ ー カ ー

商 品

図3-3キ ャプ テ ン シ ョ ッ ピ ン グ の 形 態3
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この第3レ ベルのサービスまで行っている企業は比較的少 ない
。また,キ ャプテンIP企

業 のすべ てがキ ャプテンの 端末で注文するシス テムを採用 しているわけ ではな く,キ ャプテ

ンの画面 と既存 の カタログを併用 し,電 話,郵 便で の注文に応 じている。

(b)キ ャ プテ ンシ ョッピングに連 動 したホームバ ンキング

キャプテンシ ョッピングにおけ る商品代金の支払 いにつ いては,キ ャプテ ンシステムの操

作 の中でホー ムバン キングに よる商品代金 の支払いがで きる よう消費者 か ら強 く求められて

いる。

また.キ ャプテンシ ョッピングにおいては,注 文者が本人であるか ど うかの確認や商品代

金の回収が問題 となっている。本 人で あるか どうか の確認は,会 員番号(会 員の場合のみ)

や 確認電話によ り,概 ね対応可能で あると思われるが,代 金の回収につ いては リー ドタイム

との関係か ら難 しい問題が ある。

つまり,代 金振込確認後 に商品を発送すれば代金 回収は確実 となるカ㌔これでは商品が消費者に

届 くまでに多 くの日数を要 し,消 費者の利便性を欠 くことになる。 よ って この点 か らも,キ

ャプテ ンシ ョッピングに連動 したホームバ ンキング システムが 必要 とな って いる。

(3)オ ーダーエン トリーシステムにおける売れ筋情報等の入手 シス テム

(a)シ ス テムの形態

キャプテンシ ョッピングにおけ るオーダーエ ン トリーシス テムを活 用す ることにより売れ

筋情報 ・消費者ニーズ等の入手及 びそ の迅速性 ・広域性 ・正確性等を確保す るためには,次

の ようなオ ンライ ンシステムが考 えられ る。

① キャプテン ・産地間オンラインシステム

これは,キ ャプテ ン会社(コ ンピュータ)とIPで あ る地場産地(コ ン ピュータ又は端

末機等)と をオンラインで結び,キ ャプテンシステムに よる消費者か らのオーダ ーエン ト

リー情報 及び要望 ・意見等のニーズ情報をキャプテン会社 にて コン ピュータに取 り込む と

と もに注文情報 を産地の コイピュータ等へ出力し,ま た産地 で加工 ・集計 ・分析等を行 う

ことに より売れ 筋や消費者 ニーズを把握 しようとす るもので ある。

またさ らに,必 要 に応 じてパ ソコ ンや ファクシミリ等 で産地内のオ ンライン化を行い,

情 報の効率 的伝達を行 うこと も考慮する必要がある。

② 百貨店等 ・産地間 オンラインシステム

これは百 貨店 等を通じて(百 貨店等がIPと な って)地 場産 品の キャプテ ンシ ョッピン

グサー ビスを行 う場合のオ ンラインシステムである。

つ ま り,キ ャ プテン会社(コ ン ピュータ)とIPで ある百 貨店等(コ ンピュー タ)と を

オンラインで接続す るとともに,百 貨店等(コ ン ピュ三 夕)と 地場産地(コ ン ピュータ又

は端末機)と の間 もオン ライン化す ることにより,百 貨店等 の コンピュータに蓄積された

情報(当 該オーダーエン トリー情報や百貨店等が別途入手 した情報)を,産 地にて加工 ・

集計 ・分析す るなど して売れ筋 情報等を 中心とした加工度の高 い情報 を入手す るものであ ・
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(消 費地) (地 場 産 地)

消費者 企業(端 末機)

(キャブテン) 企業(フ ァクシミリ)

ひ
組合(端末機)

ひ

ひ キ

ヤ

コ

ン
地場 中核機 関 組合

(コ ンピュータ)(端 末 機又はファクシミリ)
ピ

プ〃
テ ↑ 企業

(フ ァクシミリ)
ン タ

(キ ャプテン会社)

(〉 一

図3-4キ ャ プテ ン ・産地間オ ンライ ンシステムの概念図

ワ

・

(消 費地) (地 場産地)

消費者

(キャプラツ)

企業(端 末機)

ひ ノ
〇一

組合(端 末機)

ひ キ コ

ン
一〇

/
ヤ

プ

テ

ピ

ニ 地場中核機関

ン タ 百貨店等(IP) (コ ンピュータ)

(コ ンピュー タ)

(キ ャプテン会 社)

ひ

図3-5百 貨店等 ・産 地間オンライ ンシ,ステムの概 念図

J"

③ 併用 システム

また,上 記2つ の システムについては,そ れぞれ個別に導入する方法と,こ れ らを併用

す る方法 とがあるが,産 地それぞれの事情に合 わせて選択すべ きで ある。

(b)売 れ 筋情報 の種別

当調査に よれば,地 場産地においては,各 種 の売れ筋情報の中で も特に 「商品別の売れ 筋

情報」,「 デザ イン ・形状 ・色相 ・サ イズ別の売れ 筋情報」,「 価格帯別の売れ筋 情報」に

対す る要望が多 く,当 該 システムの導入に当たっては,こ の点を考慮す る必要 がある。 もち
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うん,そ の他の売れ筋 情報が不 必要 とい うことではな く,で きる限り多 くの面か ら分析 でき

るものにすべ きで ある。

(4)地 場産業vak・け る商品配送 のあ り方

商品の配送には,① 企業単位での配送 ②組合単位等での共同配送 ③産地全体での共同配

送といった段階が考 え られるが,配 送は最終的には通信販売の決め手になる といって もいいほ

ど,非 常 に重要であ り,共 同化及 びシステ ム化に より 配送 コス トの低 減や配送機能の強化 を

図ることが肝要 である。

(a)配 送 システムに求め られる機能

配送 システムは,企 業の信用 をも左右ずる とともに,次 の商品購入につなが るもので あり,

そ の機能 として以下の要件 を満足す る必要が ある。

① 誤 配 ・破損等の回避'

消費者は,注 文 を して品物 を手に取ってみて,そ こで満足があ っては じめて次の購入に

つ ながるわけで あり,開 けてみ た ら中身が 自分の注文 した品物と違 うとか,破 損 していた

とか,品 質が悪い とか,品 物を受け取 った瞬間に100%信 用 を失 うということが絶対に

ないよう万全 を期す 必要 がある。 また,仮 にこの ような事態が生 じた場合にも,そ の対応

が迅速に行われる機 能を具備 しておかねばな らない。

② リードタイムの短縮

従来 通信販売に おけ るク レームの大半 は商品未着いわゆる配達が遅 いというものであ

った。宅配便の一般化 してい る今 日,消 費者か らの要望は,注 文 しだ らす ぐに欲 しい とい

うものになってきてお り,「 配達 は正 しく早 く」が サー ビスの原点 にな りつつ ある。

③ 商品到着払い

消費者に よらては,商 品代金を振込むため に金融機関まで足を運ぶ のをよしとしない場

合があり,こ のよ うな消費者の利便性を確保するため には,商 品配達時にその代金を現金

払 いできるとい う機能を持つ 必要 がある。

④ 在 庫 管 理

どん なに配送システムが整備されていて も,在 庫 管理が完全でないと最終的には消費者

の期待 を裏切'り,二 度 と注文 を'もらえ ないことにな りかねない。 このように配送は 在庫

管理 と連動 してお り,共 同化 ・システム化は一体的に行われ なけれ ばな らない。つま り,

共 同配送 システムの導入 に当た っては共 同倉庫等に よる在 庫管理 システムの構築 も併せて

考えちれ なければな らない。

(b)共 同 配送 シス テムの概要

以上 の点か ら,共 同配送 システ ムは産地組合等又は地場 中核機関(地 場産業振興センター

等)が 共同倉庫(商 品集配 セ ンター)を 設立す るか,又 は業者へ委託 し,運 送業者や宅配業

者 と提携 して,既 存 のVANシ ステ ムを利用 した形態 にす ることが望ま しいと思われる。

また,将 来的 にこれ をオーダ ーエ ン トリーシステ ムと連絡すれば受注か ら商品配達まで一
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元 管理 できるシス テム となる。

♪

消費者 運送業者等

6＼

諺
＼㌔i

、'

配
達

＼ ＼1
＼1

指
示

、
注文情報◆出荷指示

.メ

)出荷情報 ・在庫情報
/

地組合又は

場中核機関 転熟
/

〉/・

亘/共 同倉庫

2〆 ㈱ 』

地場企業
情報流通

一一ー一一 物品流通

図3-6共 同 配送 システムの概念図

●

:⑤ 地場産 品 ブラン ド確立のためのオン ライン情報流通 システムの将来像

以上 のような広告 ・宣 伝 ・受注 三配送 ・支払 い ・情報入手 の各システムは,将 来的 には一体

化され るべきであ り,こ れ らを総合すると次の ようなオンライン情報流通 シス テム(概 念図)

に集 約した ものとなる。

なお,、キ ャプテン システム〈Dかわ りにパソコシ通 信又はCATV等 を活用す る場合において

も,同 様 のイメー ジになるものと思われる。'
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衿
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図3-7地 場産品 ブラン ド確立のためのオ ンライ ン情報流通 システム(概 念図)
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3.L3オ ンライン情報流通 シ3テ ムの段階的構築

現在のヤヤプテ ン端末機 の普及状況及びその機能並 びに産地の体制やホー ムバンキングに係る

規制等 を考えた場合,現 時点で一度に高度 なシステムを構築す るこ とは,有 益ではな くまた不可

能で もある。

よって,当 該オ ン ライン情報流通 システムの構築は環境整備 等に即 して段階的に行われるべ き

であり,次 にその実施方法 について一 例を述べてみる。

(1)広 告 ・宣伝及び受注方法

広告 ・宣伝及 び受注方法 につ いては,第1段 階 として前述の 「キャプテ ンの無店舗販売への

適用形態」で示 した第1レ ベル(キ ャ プテンによるカタ ログ情報の提供)か ら活用 を開始 し,・

消費者 の反応を見つつ,キ ャプテンショッピングに適する商 品や価格帯 等の選定 を行 う。

次に,キ ャプテン端末 機の普及や画質 の向上等の環境整備 が ある程度促進 され た段階で第2

レベル(キ ャプテンによる商品情報の提 供)へ と移行す る。

そ して,さ らに環境 等が整備され,キ ャプテン端末機及び キャプテ ンシス テムの操作性の向

上並び にキャプテンシ ョッピングの利用促進 が図 られた段階で第3レ ベル(キ ャプテンシステ

ムによるオーダ ーエン ト リーサー ビス)へ と切 り替え る6

また,特 に第2レ ベル及び第3レ ベル においては,ハ イタ ッチ(実 際に商品を見て触る)志

向の消費者 のために,消 費地にアンテナシ ョップ(広 告 ・宣伝 のため特 定商品のみ を展示即売

する店舗)を 設置す るなどの工夫を行う。

その他,産 地ブ ラン ドに対す る信 用及び知名度 の早期確立を図るため,百 貨店等 を通 じて(

百 貨店等がIPと な って)キ ャプテン ショッピングサー ビスを行 うとい う方法 も考え られ る。

さ らに,パ ソコン通信やCATVの ホ ームショッピングへ の適用につ いては,・その実用 シス

テムの開発や外 部IPと の接続等が推進 された段階 で実施すべきで ある。

② 決 済 方 法

決済 方法については,第1段 階では,既 存 の郵便振込や指定銀行等へ の振込方式を採用 し,

いずれ ホームバンキングに係る規制が解除 され た時点で,指 定の金融機 関に よるサー ビス を開

始 し,ま た金融機関相互 における電子決済 の連携が拡張され るに応 じて,代 金振込金融機関を

増加 してい く。

(3)配 送 方 法

配送 につ いては,第1段 階 では 宅配便 等を利用・して,従 来 どお り各企業等が個別 に実施する。

そ の後,キ ャプテンシ ョッピングの利用促進 に応 じて組合単位での共同配送に取 り組む とと

もに,共 同配送 に係る組合内部の調整等 を図 ってお く。そ して,最 終的にはVANシ ステ ムを

利用 して,地 場 中核機 関を中心 とした産地全体 の共同配送 へ移行す るp

(4)売 れ筋 情報 ・消費者 ニーズ等 の入手方法

当面は,従 来 どおり見本 市や 展示 会等において情報 を収集することと し,将 来的に オーダー

エン トリー シス テムの活用 を開始 した段階で,「 キ ャプテン ・産地間オ ン ライ ンシステム」等
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の導入及びそ の実 現形態 を検討す る。

また,実 現 形態の検討に当た っては導入 ・運転経費と効果,入 手すべ き情報 とハー ド・ソフ

トウェアのあ り方等の比較 を綿密に行 い,そ の上で最適 なシステムを導入すべきである。

さ らに,当 該情報が産地内全体に広 く活用され るように,産 地 内の情報流通 システム及び情

報周知 ・提供体制 等も併せ て検討す る必要が ある。
～

3.2シ ス テ ム 構 築 に 係 る 課 題L

しか しなが ら,亡 の よ うな地場産 品ブ ラン ド確立のためのオンライン情報流通 システ ムを構築す

るためには,そ の環境整備及 び体制 整備等,多 くの課題が 残されている。

3.2.1環 境 の整備

(1)キ ャ プテンショッピング システムに求め られ る機能

INSモ デ ル実験 システムのモ ニターの意見や 当委員 会の調査結果 を総合する と,キ ャプテ

ンシ ョッピングシステ ムには,次 の ような機能が求められてお り,当 該 システ ムの活 用に当 っ

ては,こ れ らの点を考慮するとともに,そ の整備動 向を見守る必要がある。

① 端末機関係

'端 末機の普及(特 に一 般家庭へ)

安 価で操作の簡単 な端末機

安価で画質 のよ'い端末機(ラ ンク皿以上 のキャプテ ン端末機 ・パソコン ・高品質テレ

ビ等の低 廉化 の問題)

② 提 供 情 報'

キ ャプテンシステム全体におけ る提供情報 の充実

商 品の豊富 な品揃 え

商品 関連 情報の提 供

(消 費者が最 も欲 してい る商品関連情報)

・'・ 家具 ・織物」……手入れ ・保守方法

・陶 磁 器・・…・…欠品の品揃え 情報

'工 芸 品………修理先 情報

・食 料 品…… …保存方法

・酒・'類 ∴…… 酒肴情報

(そ の他,消 費者 の興 味をそそ る情報)

・商品の歴 史

・原材料 ・製造 方法

クー リングオ フ及び苦 情処理情報

③ 情報検索 ・注文 ・取消操作

商品別 ・価格 帯別の情報検索機 能(複 数 のIPの 商 品情報の比較を含む)

,

爾

、
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簡潔で統一 的な操作方法

パ 通信料 の1-P負 担1

④ 配 送 関 係

i∵/,一.指 定 日時の配達!

/指 定先
への配達

配送料の利用者負担の軽減'''"

配送 期間の短縮

⑤ 支 払 い 関 係'『 一ピ ㌃'tt

商品代金の確実な回収 ∴'》 勺

現金払いに よる決済

多数 の金融機 関の利用 へ"

ホームバンキングとホームシ ョッピング との連動 ＼'"!

「'."t` ..i'
ホームバンキング手数料の無料化`

② 端末機 の普及促進'"ン:㌔'

前述 の とお り,キ ャプテンショッピングの本格的な展開を図るためには,端 末機 の普及が大

きなカギ となっている。t"馳"

これにつ いては,フ ランスにおいて比較 的に安価 な端末機 を無料で配布 した結果,現 在で は

端末機が200万 台 を超えているという成功例が あ り,我 が国において も,こ のように端末機

を普及させ るための大胆な工夫が求められる。

(3)ホ ー ムバ ンキングシステムの規制解除等

現在,キ ャプテンシステムやパソコン通信等に よるホームバンキングにおいて,同 一名義間

又は他人名義へ の口座振 り替えを行 う場合は,大 蔵省通達に より各 口座 名義人と銀行 とが事 前

にそ の旨の契約を行 なっておく必要が ある。

よって,上 記以外 の未契約の一般消費者 とIPと の商 品代金決済につ いては,現 時点では ホ

ームバ ンキングは実用できず
,今 後の規制解除が待たれている。

ま た,例 え この規制が ないにして も,ホ ームバ ンキングに よる消費地及び産地間の商品代金

決済は,金 融機関相互 のオ ンライン等 インタオペ ラビリティの問題か ら,利 用で きる金融機 関

が限定 され てしま うた め,消 費者の利便性 に欠け るとい う課題が残 ることとなる。

よって,こ の点につ いて も今後の環境 整備が必要 とな っている。

、 3.2.2体 制 の整備

(1)産 地 における情報化マイン ドの高揚

昭和59年 度 に久留米地域 で実施 された 「地場中小企業情報ニーズ調査」に よれば,ニ ュー

・メデ ィアに 関心 を よせ ている企業は,i27社 で全体の1/3を 占めているが,一 方 「関心が

な い」企業 も30.2%と ほ ぼ同数であり,無 回答(37%)も 無 関心で あるこ とを考 えると,
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合わせ て2/3の 企 業は関心が ない もの と思 われ る。

なお,「 関心がある」 と回答 した企業 の うち,半 数が ニュー メディアに関する情報を望んで

おり,こ のほか講 習会等の開催を希望す る企業 も多 い
。

なお、 当該 オンライン情報流通 システムの構 築については ,地 場中核機 関を中心に産地が一

体となって,そ の取 り組みを行 う必要があるが,そ のために は,各 企業が情報化 にっ いての十

分 な認識 を持つ とともに,全 体 の意思統一が行われ なければ ならない。

これについては,地 場産業振興 センターや 中小企業情報センタ㌣等において実施されている

講 習会 や研修施設 ・相談体制をさ らに拡充 ・強化 するこ とに より,各 企業に対して情 報化の現

状 やあり方及び情報入手と経費 との関係等 について一層の啓発を図 る必要が ある。

一 方 各企業 自らも中小企業大学校(直 方校)等 の研修機会を有効 に活用 し
,自 己啓発 を行

うことが肝要である。

(2)地 場 中核機関の体制及 び活動強化

(a)地 場産 業振興 センターの強化

当該地場中核機 関の候補の一つ としては,国 及び地方公共団体 の支援 のもとに地場産業総

合振興事業等を実施 している地場産業振興 センター(九 州管内4ヵ 所)が 上げ られる
。

しか し;現 在 この4つ のセンターには パー ソナル コン ピュー タ等 しか設置 され てお らず,

.そ の 情報収集7提 供事業 も電算処理に より高度に加工された ものは少ない。

よって地場産業振興センターが当該オ ンライ ン情報流通 システ ムの中核 となるためには,

よ り上位 のコン ピュータシステ ムを導入 し,ま た段階的 に更新す るとともに,そ の要員確保

並 びに組識 体制の強化等を行 う必要が ある。

そ のためには,当 該 システム構築 に係る具体的推進計画等を作成 し,着 実にそ の実現を図

っていかなけれ ばな らないが,こ れには行政機 関の助成が不可欠であ り,補 助金に係る補助

率及 び限度 額のア ップや新た な助成制度 の設置 等,一 層 の支援強化が望 まれ る。

(b)中 小 企業情報 センターの強化'

現 在,九 州管内各県 の中小企業情報 センターでは,域 内の中小企業者に対 し情報提 供サー

ビスを行 って いる。つまり,セ ンターでは商用データベースの端末機等を設置 し各企業に利

用させているが これでは遠 隔地の企業等にとっては極 めて利便性が低 く,セ ンターに よる

代行検索及びフ ァク シミリに よる電送サ ー ビスを行 うな ど,時 間的 ・距離的問題 を解決 して

い く必要がある と思われる。

さらに,一 部の センターでは ホス トコン ピュータが設置され,地 域データベースの開発及

びそのネ ットワー クの構築等に 積極的に取 り組ん でい るが
,そ れ らはまだ十分に整備され て

いるとは言えない状況である。

このように・ センターの情報提供 サー ビスにつ いては,そ の機能向上等が大 いに期待され

る ところであるが・そのために はセンター内部 の要員確保及び体制強化が促進ざれなけれ ば

な らず・ 関係機 関か らの助成 強化が不 可欠で ある と思われる。
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(3)ア ン テナシ ョップ等の設置

最近,大 消費地 における 多様化 ・個性化 した消費者ニーズ把握のために,各 企業ではアンテ

ナシ ョップを数多 く開店 しているが,地 場産 品の場 合 もこの ようなアンテナ ショップの開設が

望まれる ところで ある。

このアンテナ シ ョップは,ニ ーズの把握だけでは なく,前 述 のとお リハイタ ッチ志向の消費

者の欲求 を満 たす とともに,各 種 イベン トの開催等 に.よ り,地 場産品情報の発信 ステー シ ョン

的 な要素 も加 味すべ きであり,具 体的に は,熊 本県 が東 京都 中央区銀座5丁 目に開設 している

「銀座熊本館」の例が参考 となるものと思われ る。

なお,九 州 地域では行政機 関を中心 に一村一品運動が積極 的に展開されており,ま た各産地

の経 費負担能力等を考え ると,当 該 アンテナシ ョップの設置 は県 ・市等の行政機 関により実施

され ることが望まれ るところで ある。

また,こ のアンテ ナショップでは,多 数の来場者 を確保す るために豊富な品揃 えが必要で あ

り,よ って一行政単位で設置するよりも複数 の県等が合 同で設置(例 えば,・九州全県 の合同 に

よる 「九州ふれ あい館」 など)し た方が より効果的で あると思われる。

'

「

●
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3.3む す'び

「地場産 品ブラン ド確立のためのオン ライン情報流通 シス テム」につ いては,環 境の問題及び各

産地の事情等に より,現 段 階でこれを一挙に実現す ることは困難で ある。

よって,当 面は 以下 に示す各種の手段を,各 産地 に適 した形 で有機的 に組合せ
,そ して今後の環

境 整備及 び各産地の体制整備等 に応 じて,段 階的に,よ り高度 な手段を導入する ことにより,当 該

オンライン情報流通 シス テ ムの実現を図ることが望ま しい。

また,当 該オン ライン情報流通システムが,一 律に総ての産地及び総 ての商品に適 しているとは

限 らず,従 来 の流通経路 との 併用に より,は じめて有用な手段 になり うるもの と思 われ る
。

手

段

情報の提供及び入手 ………見本市 ・展示会,

.
荷

受

出

決

注

庫

済

在

カタログ販 売,ア ンテナショ ップ,双 方 向通信 シス

テ へVANシ ス テム,外 部 データベースの利用等

電話,郵 便,双 方向通信 シス テム等

メーカ単位 共同配送 共同倉庫等

従来の銀行及び郵 便振込等 ファームバンキング,ホ ームバンキング

等

)
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資 料1地 場産品の取引状況等に係るアンケTト 調査票

1.企 業概要について

(1)企業名(1

(2)所 在地(㊥)

(3)TEL()

(4)回 答者()

(5)金 葉形態(該 当の番号に○をつけて下さい)

① 株式会社 ② 有限会社.③ 合資会社

④ 合名会社 ⑥ 個 人

⑥ その他()

(6)資 本金(該 当の番号にOを つけて下さい)

①500万 円未満 ②50(PIOOO万 円未満

③1000～5000万 戸未満 ④5000・v1億 円未 満

⑤1億 円以上

(7)年 間出荷額(該 当の番号にOを つけて下さい)

①1000万 円未満 ②1mo2500万 円未満

③2500～5000万 円未満 ④5CKX>・1億 円未満

⑤1～3億円未満 ⑥3億 円以上

(8)主 たる製品(該 当の番号に○をつけて下さい)

① 酒 類 ② 食料品 ③ 陶磁器

④ 織 物 ⑤ 家 具 ⑥ 工芸品()

⑦ その他()

(9)主 たる生産形態(該 当の番号にOを つけて下さい)

① 見込生産 ② 受注生産 ③下請生産

④ その他()

嘱
● ■

2,広 告 ・宣伝 について

(質問1)貴 企業で は、 主た る製品 及び ブラ ン ドめ広告 ・宣伝 を、主 として

どこが行 って いますか。(回 答1つ)

(1)自 企業(2)組 合(3)問 屋

(4)小 売 り業 者(5)よ くわ か らない

(6}そ の他()

(質問2)上 記の広告 ・宣伝 は、主 として どの方法で行 って いますか.

(回答1つ)

(1)テ レビ ・ラジオ ・一般新 聞 ・一般雑誌

(2)業 界紙(誌)・ 専 門紙(誌)

(3)物 産展 ・見本市(4)カ タログ

(5)ニ ュー メデ ィアの利用(6)よ くわか らな い

(7)そ の他()

(質問3)そ の広 告 ・宣伝 は、 主 としてどの地域 で行 っていますか.

(回答1つ)

(1.)県 内(2)九 州地域 内

(3)中 国 ・四国(4)近 畿 ・中 部 ・

(5)関 信越(6)東 北 ・北海道

(7)全 国(8)よ くわか らない

(9)そ の他()

C質問4)そ の広告・宣伝の効果について、どう思われますか。

(回答1つ)

(1)効 果 が大 きい(2)ま あまあであ る

(3)効 果 は小 さい(4)効 果が ない

(5)よ くわか らな い

(6)そ の他( .)

㌔
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3,問 屋 との取 引状況 について

(質問5)貴 企 業の主た る販売方法 は、次 のいずれです かc(回 答1つ)

(1)問 屋(2)直 卸

(3)直 販(4)注 文

(5)力 如グ等 によ る通信 販売(6)ニ ューメダィア による通 信販売

(7)そ の他(}

(質問6)貴 企業が問屋へ卸している主な理由は、次のいずれですか。

(回答1つ)

(1)昔 から取引しているから(2)他 に販路を持たない

(3)『他より危険性が少ない(4)他 より販路が大きい

(5)他 の販路と併用して単に販路を広げるため

(6)よ くわからない

(7)そ の他(・)

(質問7)貴 企業が主に取引している問屋への卸価格について、どう

思わ れますか。(回 答1つ)

(1)適 正 で ある

(3)か な り安 い

(5)そ あ他(

(2)や や安い

(4)よ くわ か らな い

)

(質問10)貴 企業 の資金繰 りについて、 ど う思われ ますか。(回 答1つ)

(1)適 正 であ る

(3)か な り苦 しい

(5)そ の他(

(2)や や苦 しい

(4)よ くわか らない

)

(質問11)今 後、 貴企業で は主た る販売 方法を、次 のいずれに したいですか.

(1)間 辰9(2)直

(3)直1‖ 豆(4)注

(5)カ タ ログ等 による逓倍販売

(6)ニ ュー メデ ィアに よる通信販売

(7)そ の他()

(回答1つ)

卸

文

(質問12)地 場産品 ブ ラ ン ドの確立や販路 を拡大 するため の方法 として、 次

のいずれ が有効で ある と思わ れますか。(回 答2つ)

(1)物 産 展 ・見本市(2)デ パー ト等 での販売

(3)訪 問販売(4)ダ イ レク トメール

(5)カ タ ログ等 による通信販 売(6)テ レビシ ョッピング

(7)ニ ゴメディア に よる通信 販売(8)よ くわか らない

(9)そ の他()

(質問8)貴 企業 が主 に取引 してい る問屋 のマー ジンにつ いて、 ど う

思 われ ますか。(回 答1つ)

(1)適 正で ある

(3)か な り多 い

(5)・ その他(

(2)や や多 い

(4)よ くわか らない

)

(質問9)貴 企業が主に取引している問屋の手形サイトについて、ど

う思われますか。(回 答1つ)

(1)適 正 で ある

(3)か な り長 い

(5)そ の他(

(2)や や長 い

(4)よ くわ か らない

)

(質問13)貴 企業 で は、地 場産品 ブ ラン ドの確 立や販路を 拡大す るために、

今後、 次のいず れを積極的 に推進 したい と思わ れますか。

(回答2つ)

(1)物 産展 ・見本市(2)デ パ ー ト等での販売

(3)訪 問販 売(4)ダ イ レク トメール

(5)カ タ ログ等に よる通 信販売(6)テ レビ ショッピング

(7)ニ ューガィア に よる通信 販売(8)よ くわか らない

(9)そ の他()
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4.製 品の在庫状 況について(各 賞 閥 とも回答1つ)

(質問14)貴 企業 では、製 品在庫を保有 してい ますか。

(1)保 有 してい る(2}保 有で きない

(3)保 有す る必 要がな い(4)よ くわか らない

(5)そ の他()

(質問15)貴 企業の在庫 の保有 状況 は、 いかが ですか。

(1)適 正 であ る(2)や や多 い

(3)か な り多い(4)よ くわか らない

(5)そ の仙()

(質問16)貴 企業の在庫 の主た る保管 場所 は、 次の いず れですか。

(1)白 金案内(2)産 地所 有の共同倉庫

(3)倉 庫業者 へ委託(4)よ くわか らない

(5)そ の他()

(質問17)貴 企業 の在庫 コス トにつ いて、 ど う思 われますか。

(1)適 正 であ る(2)や や高 い

(3)か な り高 い(4)よ くわか らない

(5)そ の他()

5.製 品の搬送 について(各 質問 と も回答1つ)

(質問18)貴 企業 では、製 品の搬送 を行 って いますか。

(1)行 って い る(2)行 え ない

(3)行 う必要 がない(4)よ くわか らない

(5)そ の他()

(質問19)貴 企 業の製品 の主 た る搬送形態 は、次 のいずれ ですか。

(1)自 企業 で搬送(2)産 地で共同 搬送

(3)運 送業者へ 委託(4)よ くわか らない

(5)そ の他()

●
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(質問20)貴 企業 の搬送 コス トについて、 ど う思 われますか。

(1)適 正で あ る

(3)カ 、な りi高い

(5)そ の他(

(2)や や高 い

(4)よ くわか らない

一)

御協力、 絨に ありが とうございま した。

,≠
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資料2 オーダエン トリー画面の流れ

もくし1此 こ・)と1冥汚してく培iド1|…L姐 一7111

鰺、蕗K「帽 蕊 酪
2材 会員制16ttさ んすう事相 おまけつき
3肖 似三飯17目 市町だよリ

6‖'鴛 ‡.・忘袷19‖i献 ぷ響1吉報
6口 占20口 回いざい

7U趣 味 宝21目 木 ・音稟・ヒ,リト

8口'22日 映 画 ・ビデオ・デレピ

9tt不 重}」産 ・23目 旅行・観衆 ・特産品

1'OU1食 料理24‡ ‡ 略表1ほ蔓

11目25ロ スポーツ

灘{塁難:韓欝欝整!蒸ク

ジバリンJ'sveン ク¥0305660〔 旧1

地場産品のホームショッピング
No:1八 女系

日本ぞ最高級嚇;茶の生

産地ぞ碗八女功製品ぞす,

せん茶20092〔}00円

注文する・・310硫t卜・OU
ツギヘロロ　　

L7e地 場産 く鋤44-3700

O
◎o
O

ー

KTT¥OOOOO91000

商品の ご注文

1tt子 猫物語テレホンカー ド

20中 野浩一テ レホ ンカー ド

3目九州・オリジtJbテレ和カード7種 類

4tt地 場産のホームショッピング

そうもくじ00H'

　ひア ホむ ヨ　ら　さむむむむ

地場産ホームショッピング

IU八 女茶8ttは し15n三 隈川

2‖ 離瑞穂9U丸 盆亀甲

3ttラ)チョマット10tt吉四六漬

4ロェう0ン11tt・ 大 山町 ジャム

iillil卜㌶ 囎

5バ リンVSiリeン ク¥0305680002

地場産品のホーム ショッピング
NO:2あ め湯の素 「瑞穂」

お湯 ぞ溶 くだけぞ「鋤 易」

になる、おいしP6欠みものぞa

紙 箱60個3200円

注 文3る ・・32ttしな(卜・0搏
ツギ… ロ

問Cl地 場産 く醐44-3700

リバリン シヨリビンク 　む

地場産品のホームショッピング

ランチョンマッ ト

25cm×35cm緋 《手作りしたものt紺色fi

交・・2500円

aる33‡1しない0‖

るめ44-3700
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こノヨリじンク

.地場産 品のホームショリピング ・

.久留米似てん 客は綿入`戊半天を

着る耐ナウ側τす.温堺

て丈夫τい派 し軍 ・

大人物

1枚 ・35UO円

注文する37糺なooロ

問い地場産く訓3700

シ3ッビンク305880009

地場産品のホームジョッピンク
NO:9丸 盆亀甲

お客様のおもてなUこ、風
'盆をお使}下

1枚3600円 ツ相

注 文 する3gnしな[10揖

、 ,'
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ジバリン ショリビンク タ　 ヨむらおさむむユユ

地場産品のホームショッピングN蹴
噸 ジ・ム系惣 嶽 曇

蕊1麟 蹄
ララムジャム(450g)大 山町農協製

・一・レーFE]i・・L,(45・・)注 文 す、41;;。tt

t'y卜辞2000問
ot也場屋く醐4舞oo

ジバリン ショリビング 　　 ヨ　うおおむむユ　

地場産品のホームショッピング　
わ噸 ㌶ 漕 、

か團纏 縫)}器:
セット1500円

注文する42‖しなCOU

問い地場産くる断6元O

.♪"・ 」
「ワ・

ネむ きリヒハコきぴコユニ

地 場亘 品の ホーム ショ・ソピ:二・グ
No:13べ べ んちょ 日田の名菓です

べ〔1んちょ

琶 ・ げんまいあめ

毒:鷲 ち1議

を 注文弗43貼 なCiOU

問い地場座く鋤4舞oo

,」バワン シ]・Vピンti¥o .305660015

地場産品のホームショッピング
NO:15三 隈川

天領日田の上品な日田の味

香り前菓子拘。

竃1緯
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　　コ　 ぷむ こり め 　 　

ホームショッ〔ンク受付

商品番号ω

注文数

注文数と肢入れて下さい。

KTT¥0305800002

ホームショッピング注文受付

商蹄号紗
注 文数1

注 文 数 はBKietv。

OK・・1tt,訂正 ・・2#,注 文 中止 ・・OU

KTT¥0305800003

ホームショッビ)グ注文受付

商品番号40

注文数1

電話番号

電話番号(市外局番を含む)をξうそ

電話番号と#を入nて下EO。

『⊃、

{

KTT¥O'305600004

ホ寸ショッ〔)ク注文受付

商品番号41〕

注文数1

電話番号0924311301

電話番号はOKぞ3か。

OK・・ln,訂正・・20,注文中止 ・・Oll

KTT¥0305800006

ホームショッ〔ンク注文受付

商品番号40

注文数1

電話番号0924311301

お名前1け ダノリユキ

お名前は正しい拘か

正しCl・・880誤 り・・99#目 次・・000

　コ　　 ミヅくハ ヨ　ロらるむぐハ　くハア

ホームツヨッ〔)クのご注文を受付けま捷。

商 品番号40

商品名 キッテヨムヅケ

注文数1

単価¥2,500

合価¥2,500

受付番号3058111700010

⊃ピーをと甜受 付番号をメモして下●。っきロ

、. く
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キ ャ プ テ ン シ ョ ッ ピ ン グ に つ い てrv.

O
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具
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ンで地 場 産品 を購 入 して もよい と思 う

円
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2.

を 購 入 し た く な い 理 由 は 。

柄 ・ サ イ ズ ・重 量 等 が 、
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しなきで
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3.

し たござあ り カご協 力

./
べ
S

キ ャプテンシ ョッピング等に係 るアンケー ト調査票資料3

1.あ な た の 性 別 ・年 齢 に つ い'て お 答 え 下 さ い 。

1.性 別

2.年 齢

(1)男 性(2)女 性

(1)20未 満(2)20

(3)30{℃(4)40

(5)50以 上

℃

℃

イ

ィ

皿.地 場 産 品 の 購 入 に つ い て

1.本E、 地 場 産 品 を 購 入 さ れ ま'し た か 。":

(1)購 入 、し た(2 .)購 入 す る 予 定 で あ る'(3)購入 し な
い

(4)そ の 他()

2・ 翻 ぽ 醤 ㌍ 又 蹴 入 される 燗 産 品 はs
・・...'

(1)酒 類

(4)織 物

(7)そ の 他(

(2)食 料.品 品(3)陶 磁 器 、"

(5)工 芸 品(6)家 具'・L・.t

キ ャ プ テ ン シ ス テ ム に つ'い て

)'.,tttt

!'

1.キ ャ プ テ ン を ご 存 知 で し た か 。'・' 、...〆 二(1)知
っ て い た(2)知 ら な'か ら た

(3)そ の 他()

皿.
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、
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い

ま
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り

)

あ

2

が
(
とこたつ

由
(

(

{を
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)
)

ヤ
ー
3

キ
(

(

2.
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いくにい
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い易い使
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易
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百d
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3.

ど の 点 が使 い に くい です か。

(1)操 作 が複 雑(2)応 答 が 遅 い

4.

)
い悪
(
が
他
質

の

画

そ
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)
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